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コンピュータ白書

資源の最適利用のために1974

財団法人 日本情報開発協会編
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序 文

試練は人間に連帯と問題解決への智恵を与える。自らの手で南北問題を是正しようどする新興国家

群の団結によって,石 油をはじめとする諸資源の供給制限,予 想される人口の急激な増加,工 業化に

伴 う環境汚染,物 価の急騰 と失業の脅威など,過 去の四分の一世紀の間,曲 りなりにも繁栄への道を

辿 っていた先進諸国はもとより,世 界は深刻にして重大な試練の時代を経験している。その解決は,
一国や特定国家群のための経済,政 治圏のブロック化や植民地化ではない。どのような形態の国家に

も固有の歴史と文化とがあり,民 族 としての独立 と自由と平和とを前提にして,生 存を主張する権利

がある。と同時に各国は理解 と協調の下に,優 れた固有の能力をもって世界に貢献する努力を惜しま

ぬ限り,そ の繁栄はおろか,当 面 している世界的難局 をも回避することもできないであろう。

試練の時にあって,私 企業はもとより,産 業,国 家は資源の有効 ・最適な配分 ・利用 と,新 たな開

発と工夫を強 く要望 されるのである。とくに1974年3月 末現在,実 動セット数にして23,443セ ット,

1973年度の電子計算機および関連装置生産実績総額は,4,724億 円,い ず れ も世 界 第2位 に あ る

わが国が将来にわたって世界に貢献 しうる能力の重要な一つがコンピュータを中心とする情報産業で

あることは言を侯たない。このような意味か らして74年11月15日,ロ 一戸マで開かれた国連世界食糧会

議において,わ が国が提唱した 「世界食糧情報システム」が,同 会議の決議第1号 として採択された

ことは,世 界におけるわが国の重要な役割を象徴するものとして高 く評価されなければならぬであろ

う。

1974年版の本書が副題を 「資源の最適配分のために」としたのは,こ のような趣旨にほかならない

のである。

当協会は単に経営情報システムの開発ではなく,よ り高い次元に立 って人類社会に必要な情報シス

テム開発を目指すために,1973年5月 に組織を大幅に変更 して 日本情報開発協会へ と発展させた。こ

ののちともに各界のこ高援を賜われば幸いである。

本書の作成にあた り,ご 尽力を頂いた委員各位,な らびに貴重な資料を提供され,か つ助言を頂い

た関係各位のご協力に対 し,心 から感謝の意 を表する。

1974年11月1日

財団法人 目木情報開発協会

理事 長 稲 葉 秀 三
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10第1部 総 論

1総 括

1971年12月,ド ル ・金平 価 の切 り下 げ,マ ル ク,円 な どの 切 り上 げ を通 じて,1972年 に は,よ うや

くア メ リカ合衆 国 の 経 済 は好 転 の きざ し を見 せ,さ らに1973年1月 ベ トナ ム和 平 の実 現 は,世 界 経 済

の前 途 に明 るい希 望 を抱 かせ,順 調 に推 移 して きたが,1973年 末 にOPEC諸 国 の結 束 に よ って
,石

油 資 源 の供 給 制 限 お よ び値 上 げの 発表 は,米 国,日 本 お よ び欧 州 共 同 体 か らな る先進 工 業 国 に多 大 な

影 響 を与 え たの で あ った。

1974年 の ア メ リカ経 済 は確 実 にマ イ ナ ス成 長 を予 測 され,ほ とん ど大 きな不 況 もな く高 度 の経 済 成

長 に酔 って い たわ が 国 の経 済 もその成 長 が マイ ナ スに な る こと を懸 念 され,ほ とん どの 先 進工 業 国 は

イ ン フ レー シ ョン と失 業,貿 易 収支 の ア ンバ ラン スな どに悩 み,単 な る景 気 後 退 で はな く,経 済 不 況

あ るい は恐 慌 に発展 す るの で はな い か とい う声 さえ囁 か れ て い るの で あ る。

この よ うな時 代 に,単 に一 国 の立 場 の 不 況 か らの 脱 出 で は な く,通 貨,金 融 問題 ,石 油 をは じめ と

す るエ ネル ギ ー 問題,食 糧 問題,環 境 保 護 問題 等 国 際 的協 調 を基 礎 に,世 界 的政 策 を強力 に推 進 す る

必 要 が あ り,そ の具 体 的 施 策実 行 の ため の 国際 的 各種 情 報 シス テ ム の創 設 が強 く要 望 され る の で あ

る。

1973年 か ら74年 にか けて,政 府 の 強 力 な情 報 産 業振 興 策 と相 侯 って,景 気 回復 の 波 に乗 り,ア メ リ

カ の コ ン ピ ュー タ産 業 は一段 と生 彩 を加 え,順 調 な成 長 を続 けたが,ド ル平 価 の切 り下 げ に沿 った コ

ン ピ ュー タ価 格 の値 下 げに 始 ま って,突 然 訪 れた石 油 シ ョ ックに よ る急 速 な景 気 沈 滞 と人 件 費 を初 め

とす る物 価騰 貴 に よ って,初 め て コ ン ピ ュー タ価 格 を引 き上 げ るな ど,経 済変 動 の 余 波 を受 けて,し

ば しば商 略 を変更 せ ざ る を得 な か った。

ヨー ロ ッパ に お いて は西 ドイ ツ は第2次 デ ー タ処 理計 画 を,フ ラ ンス もま た第2次 プ ラ ン・カル キ ュ

ー ル を実 施 し国 産化 を図 る と と もに
,Siemens,CIIお よ びPhilipsの 三 社 は73年7月4日,合 併 事

業 協定 を結 びUnidata社 を設 立 ・ECの 欧 州EDP企 業連 合 構 想 を前 進 させ た。 わ が国 で は,経 済

の不 況 ムー ドが 高 ま りつ つ あ る環 境 に あ るに もか か わ らず,コ ン ピ ュー タ業 界 は成長 を遂 げ,73年9月

まで実 動 セ ッ ト数 が2万 セ ッ トの大 台 を越 え,20,089セ ッ ト,74年3月 末 まで23 ,443セ ッ ト,対 前 年

同 期比 は いず れ も135.7%以 上 で あ った 。だ がセ ッ ト数 増 加 の主 因 は超 小型 機 の急 増 で あ り,金 額 ベ

ー ス で は超 小 型機 は わず か3 .9%(73年9月 末)に しか 当 らず,逆 に大型 機 は設 置数 こそ6.7%で あ る

が 金額 ベ ー スで は57.1%を 占 め,わ が 国 の コ ン ピ ュー タ利 用 は は っ き りと両 極 化 の傾 向 を示 して い る。

通貨 危 機 を背 景 に ア メ リカ政 府 は わが 国 に全 面 的 な資 本,輸 入 の 自 由化 を要 求 し,1971年7月,電

子 計算 機 の 技 術 導入 につ いて は74年7月1日 か ら,電 子 計 算機 の50%資 本 自 由化 に つ い て は71年7月,
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製 造,販 売,賃 貸 等 は74年8月4日 か ら と決 定 した 。 さ らに,73年4月,製 造,販 売,賃 貸 等 につ い

て75年12月1日 を もって,100%資 本 を 自由化,情 報処 理 産 業 にっ い て は74年12月1日50%,7鞄 〉

月1日100%集 積 回路 製 造 業 にっ いて は74年12月1日 を もって100%自 由 化 が決 定 し,輸 入 自由化 に　
っ い て,50年 の適 当 な時 期 まで に電 子 計 算 機本 体 お よ びす べ て の部 品 が 自由 化 され るこ とが73年6月

に決定 された 。 この よ うに して71年7月,72年6月,73年6月 の決 定 に よ って電 子 計 算 機 に関 す る技

術 導 入,資 本 お よび輸 入 の 自由 化 ス ケ ジ ュー ル が決 ま り,わ が 国 の情 報 産 業 は外 国 と りわ け ア メ リが

勢 と激 し く競 争 す る こ とは必 至 にな った 。

1974年 度 の コ ン ピ ュー タ白書 は,こ の よ うな歴 史 的事 実 と世 界 情 勢 の急 激 な変 化 を捉 え,わ が 国 お

よ び 世界 主 要各 国 の情 報 産業 とコ ン ピ ュー タ利 用 の 実 態,そ れ に関 す る各 国政 府 の 諸施 策,大 手 コ ン

ピ ュー タ ・メー カー の新 機 種 お よ び戦 略,開 発 され た新 シス テ ムを紹 介 して い る。、

と りわ け,本 年度 は,74年9月 に公 表 きれ た産 業 構 造 審 議会 情 報 産 業 部 会 中 間答 申 を もとに,わ が

国 の 情 報産 業 お よび情 報 処 理 振 興施 策 を詳 述 し,行 政 にお け る コ ン ピ ュー タ利 用 と政 策,情 報処 理 サ

ー ビ ス業 の現 況 につ い て述 べ る と と もに 日本 情報 開発 協会 が 毎 年 実施 して い る コ ン ピ ュー タ利用 状 況

調 査 お よび オ ン ラ イ ン化調 査 の 結果 を分 析 して い る。

ま た,第5部 に お いて は コン ピ ュー タ適用 業 務 の 具 体例 と して,首 都 高 速 道路 の交 通 管 制 シス テ ム.

電 子技 術 総 合研 究 所 のパ ター ン情 報 処 理 研究 シス テ ム,加 入 電 話 網 を利 用 したオ ン ライ ン ・シス テ ム,

テ レ ック ス ・オ ン ライ ン・シス テ ム,教 育 用計 算 機 シ ス テ ム,セ ー リン グ ・ダ イ ヤル ・シス テ ム,排 水

制 御 シス テ ム等,1973年 中 に完成 した ユ ニ ー クな シス テ ム を紹 介 して あ る。

巻 末 に は,付 属 資料 と して,日 本 情 報 開 発 協会 第4回 研 究奨 励 金 受 賞 研 究 テ ー マ,お よび地 方 自治

情 報 セ ン ター(財)の 「地 方 自治 コ ン ピ ュー タ総 覧 」,商 工 組 合 中央 金 庫 経 営 相 談所 の 「中 小企 業 電

算 機 活 用 実 態調 査 」,日 本 民 間放 送 連 盟放 送 研 究 所 の 「民 放 コ ン ピ ュー タ白書 」,日 本 電 子 工 業振 興

協 会 の 「ミニ コ ン ピ ュー タに 関す る調 査 報告 書 」 な ど調 査報 告 書 か ら,ま た 日本 情 報 開発 協 会 と 日本

情報 セ ン ター協 会 の行 った 「情 報 処 理 サ ー ビス業 の 将 来 ビ ジ ョン に関 す る報 告 」,日 本 情 報 開 発 協会

の 「欧米 にお け るグ ローバ ル ・ネ ッ ト ・ワー クの現 状 と将 来 」 な どよ り抜奏 して掲 載 し,大 方 の便 に

供 して あ る。

2わ が 国 に お け る コ ン ピ ュー タの実 動 状況

1973年 度 の わが 国 の コ ン ピ ュー タ需 要 の動 向 を通 商産 業 省 調 査 お よ び 日本 電 子 計算 機 ㈱ 調 べ に よ っ

て概 観 す れば次 の よ うにな るで あ ろ う。

汎 用 コ ン ピ ュー タ実 動 状 況 に お いて 上 半期(9月 末 目現 在)の セ ッ ト数 は,2万 セ ッ トの大 台 を越
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え,20,089セ ッ ト(対 前年 同期 比135.7%)と な り,1971年9月 末 に11,237セ ッ トで1万 セ ッ ト台 で

あ った か らわず か この 二年 間 に178.8%の 増 加 とな り,下 半 期(1974年3月 末)に は23,443セ ッ ト,.

(対前 年 同 期 比135.8%)で ほぼ2倍 に 達 したの で あ った 。また,1973年 上 半 期 の 設 置金 額 は 売価 換 算 で

1兆4,556億 円で,前 年 同期 の15.4%の 増 加 に止 ま り,下 半 期 は1兆6,018億 円(前 年 同期 の76 .6%増)

で あ り,石 油 シ ョ ック以後 の金 融 引 き締 め,経 済退 潮 傾 向の さ申 にあ って,契 約 と納 入 の 時期 的ず れ

が あ るにせ よ コ ン ピ ュー タ利 用 は順 調 に成 長 を続 け て い る とい うこ とがで きるで あ ろ う。 しか しなが

ら,セ ッ ト数 の 増 加 に比べ て金 額 の の び が小 さい の は,前 年 に ひ き続 いて コ ン ピュー タ ・シス テ ムの

規模 に分 極 化 現 象 が 明 確 に現 わ れ た こ とに よ るの で あ る。 す なわ ち,1969年9月 末 の シス テ ム規模 は

総 平 均9,122万 円 で あ り,71年 まで9,318万 円,9,117万 円 と ほぼ 横這 いで 推 移 して きた が,大 型 シ ス

テ ム規模 は,69年 に4億6,717万 円,70年 に5億734万 円,71年 に5億3、311万 円 と次 第 に大 き くな り72

年5億7,066万 円,73年9月 に は6億1,240万 円 に達 した。 一 セ ッ ト当 りの 超小 型 シ ステ ム規模 は69

年 の655万 円 か ら73年 の617万 円 へ と着 実 に小 さ くな る と と もに,実 動 セ ッ ト数 シ ェ アが,69年 の1,024

セ ッ ト(18.3%の シ ェ ア)か ら73年 の9,381セ ッ ト(46 .6%)に 急 増 した の を反 映 して,全 体 の シス

テ ム規模 は1972年 に8,522万 円,73年 に は7,246万 円 とな った 。 と りわ け73年 度 にお け る外 国 機 の超

小 型 へ の進 出 は著 る しい。

また大 型 機 の 分 野 に お い て,外 国機 に対 す る国産 機 の 設 置 金額 比 の ウエ ー トは高 ま りつ つ あ り73年

9月 末 で は57.1%に な って い るが,さ らに細 分 す る と大 型A(5億 円以 上)に お いて は外 国 機 が68%

と その優 位 は依 然 と して続 いて い る。 しか も外 国機 の大 型Aに お け る シス テ ム規 模 は年 を追 うご とに

拡 大 し、 国産 機 は過去3年 間 ほぼ 横這 い状 態 を続 け てい る。

1972年9月 末 現 在 にお け る産 業 別 の 実動 金 額 をみ れ ば,800億 円以 上 の 産 業 は72年 の4業 種 ,金 融

(2,436億 円,対 前 年 比23.5%増),電 気 機 械(1,909億 円,10.0%増)卸,小 売,商 事(1,382億 円,

19.0%増),政 府 関 係 機 関(986億 円,8.5%増)に 加 えて,輸 送 用 機械(858億 円,8 .4%増),サ ー ビ

ス(981億 円,28.1%増)が ラ ンク され,400億 円 以上800億 円未 満 に は5業 種 ,化 学,石 油(640億 円

17.2%増),鉄 鋼(691億 円,10.1%増),保 険(521億 円,15.9%増),政 府(492億 円,13 .7%増),運

輸,通 信,報 道(454億 円,3.0%増)で あ り,こ れ ら12業 種 だ け で1兆1,350億 円,年 間成 長 率 は21.2

%で あ って全 国 平 均 の14.6%を 越 え て い る。一 シス テ ム 当 り規模 で は保 険 の3億300万 円 が 最 も大 き

く,政 府 関 係 機 関(2億3,500万 円),電 力 ・ガ ス(2億4,200万 円),証 券(1億7,900万 円)が これ

に続 いて い る。

1973年9月 末 の地 域 別 汎 用 電子 計 算 組 織 実動 状 況 は,東 京 都 の6 ,602億 円(前 年5,824億 円)が 依 然

と して1位 で あ って13.4%の の び を示 し,全 国 の45.4%を 占 め,次 い で大 阪 府2,110億 円(前 年1,788

億 円),神 奈 川 県1,103億 円(前 年848億 円),愛 知 県826億 円(前 年676億 円)の3府 県 が 続 く。 さ らに

兵庫 県430億 円(前 年273億 円),広 島県302億 円(前 年283億 円),福 岡県253億 円(前 年246億 円),静 岡
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県234億 円(前 年177億 円),北 海 道223億 円(前 年202億 円),茨 城 県220億 円(前 年179億 円)が 続 いて い

る。全 国 的 にセ ッ ト数 は増 加 して い るが,金 額 で は岩 手 県(23億6100万 円),福 島県(34億4300万 円),

京 都府(104億8300万 円)は そ れ ぞれ12.0%,4.5%,36.2%減 少 して い る。

3情 報処理 サー ビス業 の現況

1974年1月1日 現 在,わ が 国 の 情 報処 理 サー ビス業 は コ マ ー シ ャル ・ベ ー スの 独 立 計 算 受 託 企 業

566社(73年1月1日 現 在468社),公 共 機 関24団 体(同23団 体),メ ー カ ー系 列 お よ び販 売 会 社直 系 の

もの51社(同50社)で,計 算 セ ン ター を運 営 して い る事 業 体 は641(同541),セ ンタ ー数 は870(同

710)で,こ の1年 間 に34事 業 体 が新 た に加 わ り,11事 業 体 が 解 散,営 業 中 止,吸 収 合 併 な どに よ っ

て 消 滅 した 。 セ ンタ ー数 で み れ ば,64セ ンタ ーが 新設 され,12セ ン ター が営 業 を中 止 し,年 内の純 増

は52セ ン ター で あ った。(JECC調 査)

870セ ン ター の申EDPSを 設 置 して い るセ ン ター は687セ ン ター(79.0%)で,カ ー ド穿 孔 機 か

紙 テ ー プ穿 孔 機 な どだ け を設 置 して計 算 関連 作 業 を受 託 して い るセ ン ター は183(21.0%)で あ る。

ま た,通 商 産 業 省 の行 な った情 報 処 理 実 態調 査 に よれ ば,従 業 員50人 以下 の企 業 は59%で あ って73年

1月 の59.4%よ り僅 か低 下 し,従 業 員20～49人 の 階層 が 最 も多 く27.5%を 占 めて い る。

4外 国 にお け る コ ン ピュー タ産 業 の 動 向

深 刻 な国 内景 気 の不 振 と海 外 に お け る過剰 ドル に よ る ドル威 信 の失 墜 に悩 む ア メ リカ 合 衆 国 は,

1971年12月,い わ ゆ るス ミソニ ア ンの 合 意 に よ って 金 ・ ドル免 換 の停 止 を敢 行 し,1972年 か ら徐 々に

景 気 の 回復 をみ た 。重 化 学 工 業,自 動 車 産業,宇 宙 航 空 機 産業 に続 く重 要産 業 と して,ア メ リカ政 府

は 情報 産 業 の振 興 に力 を入 れ,ニ ク ソ ン大統 領 の対 ソ接 近 を機 に米 ソ両 国 の コン ピュー タ技 術 に関 す

る相 互 交 流 計 画 が 発表 され,ま た訪 中 に と もな って ア メ リカの電 子 産 業 は中 国 と接 近 す るな ど,米 国

は 全世 界 に対 して ゴー ・グ ロー バ ル計 画 を推 進 した。 この よ うな背 景 の もとに,国 内の 情報 産業 の再

編 成 と相 侯 って,1973年 度 の アメ リカの コ ン ピ ュー タ産 業 は順 調 な成 長 を 続 け た。IDCのEDP

IndustryReportに よれ ば,ア メ リカの世 界 市 場 へ の 出 荷 額 は88億500万 ドル(対 前年 比9.6%増)で

あ り,そ の うち米 国 市場 は54億500万 ドル(対 前 比7.3%増),ア メ リカ以 外 の市 場 は34億 ドル(13.3

%増)で あ った。 ミニ ・コ ン を含 む専 用 コ ン ピ ュー タ は総 額7億7000万 ドル で あ り,対 前 年 比54.0%

の 大 幅 な増 加 とな った 。
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1973年 か ら74年 にか けて,IBMは3740デ ィスケ ッ ト,370/158MP,168MP,145ニ ュー バ ー ジ

ョ ンな どを相 次 い で発 表 し,IBM370シ リー ズ を は じめ,ハ ネ ウ ェル社 の シ リー ズ60に 見 られ るよ

う に,バ ー チ ュ ァル ・メ モ リー装 置 の マル チ プ ロセ ッサ ーが主 流 とな った 。1973年6月3日 ～8日 に

ニ ュ ー ヨー ク で開 催 され たNCC(NationalComputerConference)の 展 示 で もと りわ け多 様 のIO

装 置 が 発表 され た が,73年 か ら74年 にか けて変 転 す る世 界経 済 の影 響 を うけ,し ば しば,ア メ リカ の

コ ン ピ ュー タ業 界 は商 業 戦 略 の 改訂 を余 儀 な くされ た。

ドル 平 価 の切 り下 げ政 策 の 滲透 に よ って,国 内景 気 は72年 に上 昇 に転 じた が,73年 に な って,IB

Mは 西 欧諸 国 お よ び 日本 に お け る海外 市 場 の価 格値 下 げ政 策 を発 表 した 。 ヨー ロ ッパ に お いて はバ ー

ドウ ェ ア,ソ フ トウ ェア にわ た って平 均3.9%の 値 下 げ を発 表 し,日 本 に お いて は1973年4月1日 か ら

370,シ ス テ ム3お よび シス テ ム7,1800,1130,3740の レン タル ・カ ス トマ を対 象 に,ま た3月30日 か

・ら買 取 り分 につ い て装 置 価 格 の9%値 下 げ を行 った 。IBMの この 値下 げ政 策 は,日 本 に おい て は ニ

ホ ンCDCが コン ピュー タ ・シス テ ムにつ いて10%の 価 格 引下 げ,周 辺機 器 につ い て は11.5%の 引 き

下 げ発 表 を行 い,幾 つ か の競 争 会 社 が 値下 げ政 策 の 検討 を行 った が,値 下 げ競 争 をあ お る結 果 には な

1らず,む しろ,国 産 会 社 に見 られ るよ うに ソ フ トウ ェア ・サ ー ビスの 強 化 な ど対 応策 が打 ち出 され た。

1973年12月 に突 発 した石 油 シ ョ ックに よ って,1974年 全 世 界 は物 価 の急 騰 と,産 業 不 振 の二 重 苦 の

困 難 な時 代 を迎 え たが,コ ン ピュー タ業界 も,人 件 費 をは じめ とす る諸 物価 高 騰 を背 景 に して,IB

M,Univac,Honeywellな ど相 次 い で ハ ー ドウ ェ アの レン タル料 買 取 価格,ソ フ トウェ ア,サ ー ビ

ス料 金 な ど2 、～10%の 値上 げ に踏 み 切 った の で あ ったg

1973年 度 売 上高109億9,300万 ドル(前 年比15.3%増),純 利 益 総 額15億7,550万 ドル(前 年 比23.1%

増)を あ げ たIBMは,WTCの 重 要 性 とそ の成 長 性 を重 視 し,WTCの 業 務 を,IBMワ ー ル ド ・

トレー ド欧 州,中 東,ア フ リカ ・コー ポ レー シ ョン と,IBMワ ール ド ・トレー ド南北 米 州,極 東 コ

ー ポ レー シ ョンに分 割 し,そ の運 営 の 効 率 化 を図 る た めWTCの 組 織 を大幅 に改 組 した 。

Univac社 で は,1973年 か ら74年 に か けてRCAか らPOS事 業 部 を買 収,さ らにITEL社 か ら

ISS(ImformationStorageSystems)事 業 部 の 買収 を行 い,シ リーズ90向 け にIBM3330タ イ フ。の デ

ィス ク ・シ ス テ ム を 自給 で きるよ うにな った 。

1973年7月4日,CII,Siemens,Philipsの 三 社 は合 併 事 業協 定 に調 印 し,Unidata社 を発 足 させ

t。Unidata社 は本 拠 を ア ムス テ ル ダ ム に置 き,生 産 開 発施 設 は66カ 国14カ 所,サ ー ビ ス機 関 は30カ

国 以上 に設 置 され た。 設 立 後半 年 を出 ず して新 機 種(7.720)を 発 表 したが,Unidata社 は フ ラ ンス

政 府 お よ び西 ドイ ツ政 府 の 支援 を受 け,EC委 員 会 の 欧州EDP企 業 連 合構 想 に も沿 い,そ の将 来 が注

目 され る と ころで あ る。 このUnidataの 成 立 で イギ リスの 国産 メー カ ーで あ るICL(lnternational

,ComputersLtd .)は 西 ドイ ツのNixdorfへ 接近 し,ま た,NCR,CDCの 合 併 周 辺 機 器子 会 社CPI

〈ComputerPeripheralsInc.)に 資本 参 加 す る な ど,そ の去 就 が 注 目 され て い るが,イ ギ リス政府 は1



BM370シ リ・一一・ズあ るい はFSシ ステ ム対 抗 機 にな る新 シ リー ズの 開発 に対 してICLに 総 額4,000

万 ポ ン ドの投 資 を行 な う予定 で あ る。

フ ラ ンス政 府 は第2次 フ。ラ ン ・カル キ ュー ル の実 行 を押 しす す め73年 度 に は2億2,500万 フ ラ ンの

うち その大 半 をUnidataへ 参加 したCIIに 対 して 投 資 し,ま た政 府 各省 庁 お よ び旧仏 領 諸 国 に対

してCII製 品 の使 用 を奨 め るな ど,CII・ は73年 にそ の 売上 を10億 フ ラ ン(前 年8億 フ ラン)に 急

増 させ る こ とが で きた。

西 ドイ ツ政 府 は1971年 度 か ら第 三 次 デ ー タ処 理 計 画 を実 行 し,関 連 予 算 を含 め る と42億7,000万 マ

ル クの支 出 を予 定 し,Siemens,Nixdorfお よ びTelefunkenComputerA・G・ の 国 産3社 に開 発 援

助 資 金 を供 与 し,国 産機 利 用 を奨 励 して い るが,西 ドイ ツ にお け るIBMの66%シ ェア に は到 底 及 ぱ

な い。

5わ が 国 の コ ン ピュー タ政 策

夙に情報産業の重要性を認識したわが国は,そ の揺籠期より,国 産 コンピュータ産業および情報処

理 サービス産業の振興,育 成に力を入れ,今 日では先進工業国の中で,コ ンピュータの生産および利

用について,ア メリカ合衆国に次いで世界第2位 の地位にある。 とくに,1973年 第5次 資本自由化お

よび輸入自由化方針が決定され,わ が国の情報産業は,強 大なアメリカ企業 との激しい競争が必至で

あ り,50年 中の完全自由化に対処 し,こ れらの産業の体質強化と技術開発を強化する必要性から,通

商産業省を中心に強力な施策がとられている。

a1972年 度か ら電子計算機等開発促進費補助金制度が創設され,3.5世 代機種に本格的に対抗で

きる新機種の開発に関し,集 約化が行われた国産グループに対 して,電 子計算機新機種開発促進費補

助金,周 辺装置および端末機の開発を行 う国産電算機および周辺装置等メーカーに対して,周 辺装置

等開発促進費補助金,ICの 性能向上,歩 留 り向上等を短期間}『達成させる開発試作に対して集積回

路開発促進費補助金をそれぞれ経費の50%補 助し,ま たソフトウェアの開発を行 うソフ トウェア企業

グループに対 して情報処理産業振興対策費補助金 として75%を 補助することがきまった。電子計算機

等開発促進補助金は,総 額72年 度52億1,300万 円,73年 度177億4,300万 円,74年 度196億5,500万 円が

計上され,50年 度は145億8,200万 円が要求 されている。(第3部 第1章 参照)

b1961年 度に創設された㈱日本電子計算機に対する開発銀行融資は,国 産電子計算機メーカーの

膨大の販売資金負担を軽減し,国 産メーカー育成のために行われて きたが,技 術,資 本輸入の完全自

由化を前に,更 に強化する必要性があり,72年 度200億 円,73年 度115億 円tt74年 度225億 円を計上す

るとともに75年度は560億 円と大幅な要求が行われ,ま た,43年 度に創設された電子計算機買戻損失



16第1部 総 論

準 備 金 制 度 が50年 度 に期 限 が来 るの で,そ の2年 間延 長,自 由 化 に伴 って予 想 され る レン タル ・バ ッ

クの急 増 に対 処 して 積 立 率 の20%か ら25%へ の引 上 げ が要 求 され た。

c自 由 化 に対 処 して 国産 メ ー カ一-6社 は業 務 提携 等 に よ り体制 整 備 を図 って い るが,そ の た めの

構 造 改 善 の た め の開 銀 融 資 が47年 度 創 設 され,さ らに50年 度 は対 象 を共 同販 売 会 社 に まで拡 げ,47年

度15億 円,48年 度15億 円,50年 度 は54億 円 が要 求 され た。

d情 報 処 理 振 興 お よ び処 理 技 術者 の教 育 に必 要 な資 金 と して情 報処 理 振 興 金 融 措 置 が と られ長 期

信 用 銀 行3行 が 融 資 を行 う もの で あ るが,72年 度145億 円,73年 度133億 円,74年 度90億P]と や や減 少

して きた が50年 度 の 要求 額 は150億 円 で あ る。

e上 述 の ほか に1972年 以 前 に創 設 され た制 度 に は ソ フ トウェ ア開発 の た めの 開 銀 融資(70年 度),

電 子 計 算機 の特 別 償 却制 度(70年 度),電 子 計 算 機 の固 定 資 産税 の軽 減(71年 度),パ ター ン情 報処 理 シ

ス テ ムの 開発(71年 度),プ ログ ラ ム保 証 準 備 金(72年 度),生 活 映 像 情報 シス テ ムの 開 発(72年 度)な

どが あ り,73年 度 は さ らに,医 療 情 報 シ ス テ ムの 開発,自 動車 総 合 管制 技 術 の開 発,余 暇 情 報 セ ンタ

ーの 設 立 ,商 工 会 議所 等 へ の 電子 計 算 機 導 入 促 進 な ど,き め の細 か い施 策 が 実 行 に移 され たの で あ っ

た。

さ らに1975年 度 を 目標 に貿 易 情報 シ ス テ ム を は じめ と して,各 省庁 に ま たが る大 型情 報 処 理 シス テ

ムの 開 発 が推 進 され っ っ あ る。

6わ が国の行政機 関におけるコンピュー タ利用状況

わが 国 の 行政 機 関 の コ ン ピ ュー タ利 用 は,1968年 の 閣議 決 定 後,各 本 省庁 を中 心 とした事 務 処 理 ば

か りでな く,デ ー タ伝 送 網 の利 用 な ど によ る適 用 部 門 の全 国 的 拡大,新 規適 用 業 務 の 開 発 な ど,次 第

に深 化 し,総 合 的情 報 シス テ ム として一 元 化 して ゆ く気 運 に あ る。1973年 度 末 現 在 行 政 機 関 に お け る

コ ン ピ ュー タ設 置 セ ッ ト数 は,総 計953セ ッ ト(72年 度714セ ッ ト)で あ り,各 省 庁 は222セ ッ ト(同

205セ ッ ト),地 方 公共 団体333セ ッ ト(同237セ ッ ト),政 府 関 係機 関398セ ッ ト(同270セ ッ ト)で あ っ

て,政 府 関 係機 関 の急 増 ぶ りが窺 え る。政 府 の情 報 関 係予 算 は,72年 度390億 円,73年 度707億 円,74

年 度 は898億 円(対 前 年比121.2%)で あ る。 そ の 内訳 は,情 報 処理 産 業 お よび情 報 処 理 教 育 等 の振 興

経 費387億 円,シ ス テ ム開 発 関 係 経費38億 円 で,政 府 の コ ン ピ ュー タ運 営関 係 経 費 は473億 円 で あ る。

この 内訳 をみ る と,セ ッ ト数 で は防 衛 庁44セ ッ ト,郵 政省44セ ッ ト,通 商 産 業省27セ ッ ト,運 輸 省26

セ ッ ト,建 設 省15セ ッ トの順 で あ るが,運 営 関 係費 は,通 商 産 業 省303億 円,運 輸 省176億 円,文 部 省

74億 円,郵 政 省69億 円 の順 で あ る。

行 政 機 関 にお け る適用 業 務 を,業 務 数 か らみ る と,375業 務 の うち35.2%が 統 計 で あ り,28。0%が 保
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険 ・貯 金 ・税 ・照 会 ・登録 な ど の窓[コ業 務 で あ り,続 い て 庶 務事 務14.9%,技 術 計 算11.46%,検 索

予 測,分 析8.8%,そ の 他1.6%で あ る。 もち ろん 全 国業 務 処 理(134件)で は窓 口 業務 が その70.8%,

地 域 業 務 処理(71件)で は技 術 計算 が そ の49.3%,一 般 事 務 処 理(37件)で は検索,分 析 が その40.5

%,統 計 事 務処 理(113)件 で は73.5%が 統 計 の 集計,分 析,サ ー ビス で あ る。

一 般 事務 処 理 は省庁 内の 共 同 利用 や デ ー タの高 度利 用 の ため の検 索 の イ ン ライ ン化 が普 及 す る傾 向

が あ り,統 計 で は各種 デ ー タ ・バ ン クが作 られ る方 向 に あ る。

コン ピ ュー タ要 員 につ い て は73年4月 現在 で総 計4,731名 で72年 度 よ り492名 増加 したが,1セ ッ ト

あた り21人 平 均 で前 年 と同 じで あ り,職 能 別 に みて もキ ー パ ン チ ャー-29.2%(72年30.2%),オ ペ レー

タ20.4%(同19.9%)SE・ プ ログ ラ マ28.8%(同28.6%)庶 務16.5%(同16%)管 理者5.1%(同

5.3%)で ほ とん ど変 化 が な い。

7コ ン ピュー タ利用 状 況調 査

日本 情報 開 発 協会 は,例 年 の よ うに1973年9月 末 現 在 で,コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調査 お よ び オ ン ラ

イ ン化 調 査 を実 施 した が,主 要 項 目は 次 の とお りで あ る。

aコ ン ピ ュー タ お よび周 辺 機 器 の 保有 状 況

ミニ.コ ン ピ ュー タ を含 む1社 当 り平均 コン ピ ュー タ保 有 セ ッ ト数 は1.9セ ッ ト,周 辺機 器 の保 有 台

数 は平 均20.7セ ッ トで あ る。

bEDPS運 用経 費

1973年9月 末 現 在 の月 間EDPS運 用 経 費 は,全 産 業1事 業体 あ た り,業 種 別 月 商 比 の集 計 対 象企

業 の平 均 で は1,753万 円,従 業 員 比 の集 計 対 象 企 業 の平 均 で は1,928万 円 で あ って,人 件 費 は全 体 の26.4

%,機 械 設備 関係 費 は54.6%(除 く保 守 ・保 険 費),内CPU25.0%,周 辺 装 置11.1%,周 辺 記 憶 装 置

10.2%,端 末 装 置8.3%で あ ってCPU:周 辺 端 末装 置 の割 合 は46:54で あ る。

1社 当 り月 間経 費 対 月商 比 で は,全 国平 均 は0.00208で あ り,1社 当 り1従 業 員 当 り月 間 経費 は6,800

円 で あ った。

cコ ン ピ ュー タ要 員 の待 遇

73年9月 にお け るコ ン ヒ。ユ一 夕要 員 の 平均 給 与 月 額 は,パ ン チ ャー58,900円(対 前 年 比 較9,800円

増),オ ペ レー タ83,000円(同20,100円 増)プ ログ ラ マ88,100円(同19,700円 増)SE103,100円(同

13,600円 増)で,そ れ ぞれ20.0%,32.0%,26.8%,15.2%の 急 上昇 を示 して い る。

コ ン ピ ュー タ要 員 に対 して職 務 手 当 を与 えて い る企 業 は,全 体 の28.8%で あ って,パ ン チ ャー は

4,700円,オ ペ レー タは8、400円,フ 。ログ ラマ は7,400円,SEは11,900円 で あ った 。





第2部 コ ン ピュー タ

産 業 の 動 向



20第2部 コ ン ピュ ー タ産 業 の動 向

第 一章 わが 国 の コン ピュー タ産 業

1電 子計算機産業の先導性

電 子 計 算機 が1946年 アメ リカ にお いて 初 め て実 用 化 されて 以来,電 子計 算 シス テ ムの発 展 は社会 構

造 の変 革 を もた らす可 能 性 を含 む程 の大 きな影 響力 を もつ に至 って い る。

過 ぐる1971年 に おい て通 商 産業 大 臣の 諮 問機 関 で あ る産業 構 造 審 議 会が 行 った 中 間 答 申で は,わ が

国 の今 後 の産 業構 造 を知識 集 約化 の方 向 に発 展 させ て い くべ き こ とを提 言 し,コ ン ピ ュー タ産 業 を は

じめ とす る情 報産 業 を産 業 構 造 の高 度 化 にお け る中核 と して位 置 付 けた 。 爾来,わ が 国 の 汎用 コ ンピ

ュー タ設 置 台 数 は,69年3月 末 の4,869セ ッ トに対 し,74年3月23,443セ ッ トと5年 間 に約5倍 と著

しい 伸 び を示 し,コ ン ピ ュ ー タ を軸 とす る情 報 化が 産 業,行 政,社 会 な どの各 方 面 で 大幅 に進 ん で い

る 。

しか し,最 近 に お け る公 害 問 題 あ るい は石 油 危機 に よ る省 資源 ・省 エ ネ ルギ ー政 策 の必 要 性 か ら,

わ が 国 に お け る情 報化 の主 題 は企業 及 び産 業 の 合理 化 か ら高度 福 祉 社 会 の実 現 へ と変 換 しよ うと して

い る。

1974年9月 の産 業構 造 審 議 会,情 報 産 業 部 会 が ま とめた 「情報 化 お よび 情報 産 業 の あ り方,こ れ に

対 す る施 策 」 に関 す る申 問答 申 によ れ ば,コ ンピ ュー タ を中 核 と した情 報 シス テ ムの確 立 に よ つて 情

報 化 を促 進 すべ き分 野 と して,① 行 政 ②産 業 ③ 医 療 ④ 交 通,物 流 ⑤ 公 害,環 境 ⑥ 防災,防

犯 ⑦ 教 育 ⑧流 通 ⑨地 域 社 会 生 活 の9分 野 をあ げて い る。

この よ うな 主題,目 標 を達 成 す るた め に同 中間 答 申 は あ らた めて 高加 工 度 で,技 術集 約 度 の高 い 知

2-1-1表 業種別の生産伸び率(年 平均,%)

一伸 び率が高 い順 に知識集約型産業の発 展が浮 き彫 りされる一

『紬 織 ㌻ 霞 驚i三遷議ii
③ 精 密 機 械7・17・8⑨ 鋳 鍛 造 品5・45・3⑮ 繊 維1 .00.8

屡 業生産住塁 、;:ll:1鰭 ㌶ 謬:ll:;⑯ こ,繊8・ …
(注)*印 は47～55年 の年平均伸び率,順 位 は55～60年 の伸び率が基準
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識 集 約 型 産 業 の 比重 が高 ま る こ とを指 摘 して い る 。す なわ ち,1985年 に至 る業 種 別 生 産 の伸 び率 は前

頁 の表 の ご と くで あ り,従 来 の重 化 学 工 業 中心 の産 業 発 展 とは異 な る模 式 が予 想 されて い る。

{
{

2電 子計算機産業の当面する課題

1

現在 わが 国の 電 子計 算 機 産 業 は2つ の 課題 に 当面 して い る。 す な わ ち,

そ の1つ は いわ ゆ る自 由化 の 問題 で あ り,自 由化 の タ イ ムテ ー ブ ル は次 の よ うに決 定 され て い る。

2-1-2表 自 由 化 措 置 の 現 状

|
!品 名

資 本 の 自 由 化
輸 入 自 由 化 技術導入自由化

50% 100%

電子式 会計機 ・高級電卓等 49年8月4日 50年12月1日 48年4月19日 49年7月1日

電
子
計
算
機

本 体

49年8月4日

Gζ 謡 タ用)

50年12月1日

ぽ 緬 タ用)

50年12月1日

49年7月1日
周辺装置

記憶機 ・端末機 50年12月1日

それ以外の もの 自由化

部 品 50年12月1日

ソ フ トウ ェア 49年12月1日 51年4月1日 49年7月1日
～

竃
1路

素子数

200未 満の もの
自 由 化

(コ ン ピュ ー タ用ICを除 く)

49年12月1日

Gζ ξ蔭τタ用)

自 由 化
自 由 化

200以 上 の もの 49年 中

2-1-1図IBM・ 国産 各 グル ー プの シ リー ズ一 覧

富士通一 日立 グル
ープMVシ リーズ

超大型
モデル168
の2～3倍

日電一東芝 グループ
ACOSシ リーズ

システム システム システム システム システム システム300200
700600500400

三菱一汁グループC・SM・ シ1)一 ズ ㌔訂 レ

O・ 開発・ロ ・開発・れ…

モ溜 レ モ孟 レ
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2-1-2図IBMフ ュー チ ャー シ リー ズ と現 行機 種 との パ フ ォー マ ンス

(数 字 は,パ フ ォー マ ンスの 倍 率)

フ ューチ ャー ・

シ ステム
THRUSH 回

第3.5世 代 370/195

(JEC(C叩.)「IBMの 企業 破目各」 よ り)

この よ うな 自由化 後 の 競 争 に そ な え,日 本 の電 子 計 算機 産 業 は政府 の指 導 に よ り,1971年 に,富 士

通 ㈱ 一 日立 製作 所 ㈱,日 本電 気 ㈱ 一 東京 芝 浦 電 気 ㈱,三 菱 電 気 ㈱一 沖 電気 工 業 ㈱ の3グ ル ー プ

に編 成 され,各 グル ー プ は72年 か ら3年 間 で341億 円 の政 府 補 助 金 を得 て,IBM370シ リーズ に対

抗 す る2-1-1図,2-1-2図 のよ うな新 機 種 の 開 発 を行 な って い る。

国産 新 機 種 の うち,日 電 ・東 芝 シ リーズ のACOS77-200,300,400お よ び三 菱一 沖 グ ル ー プの

COSMO700は74年 なか ば に発 表 され,富 士 通 一 日立 グ ル ー プ の新 機 種 も近 く発表 され よ う と して い

る。

第2の 課 題 は,IBMの い わ ゆ るFS(フ ュー チ ャー ・シス テ ム)の 発表 が1976年 な い し1977年 に

予 定 され て い る と伝 え られ て い る こ とで あ る。

現 在 進 め られて い る開発 の主 目標 が370シ リーズ とい うこ とか らみ る と,今 後FSシ ス テ ムに い か

に対応 して い くか が,今 後 わが 国 電 子計 算 機 産 業 に課 せ られた 重要 な問 題 と もい えよ う。

3生 産,輪 出,輪 入の概況
ノ

A生 産状況

外資系を含む電子計算機メーカーによるわが国内における電子計算機組織の国内生産状況は次頁の

表の通 りである。この中で計算機主体の伸び率は近年やや低 くなっているが,デ ータ端末装置が順調

な伸びを示し,さ らに停滞気味であった外部記憶装置が拡大を示している。



2-1-3表 電子計算組織生産実績年別推移

(通産省生産動 態統計 よ り集計)(単 位:百 万 円)

デ ジ タ ル 型 電 子 計 算 機

計 算 機 本 体

一般∋ 制御∋ 計 ω
伸び率

32年

33年

34年

35年

36年

37年

38年

39年

40年

41年

42年

43年

44年

45年

46年

47年

48年

16,595

26,880

43,437

62,426

76,242

115,932

141,860

184,004

203,062

944

1,105

1,453

4,387

6,109

9,511

8,410

7,818

11,888

1,010

1,997

4,772

9,701

14,565

17,539

27,985

44,890

66,813

82,351

125,443

150,270

191,822

214,950

97.7

139.0

103.3

50.1

20.4

59.5

60.4

4S.8

23.3

52.3

19.8

27.7

12.1

附 属 装

藷憶装繰 出副縁 劃言

置

計(ロ)

6,240

9,725

16,068

36,396

46,373

78,276

86,450

81,771

99,440

(952)

(1,835)

(3,184)

(7,139)

(7,388)

6,991

10,189

24,306

33,590

38,093

48,143

51,427

82,499

78,279

766

724

㌧539

4,564

3,798

17,913

23,077

26,106

35,400

(952)

(1,835)

(3,184)

(7,139)

(7,388)

13,997

20,638

41,913

74,550

88,264

144,332

160,954

190,376

213,119

計

ω+〔 ロ)
、

39

240

475

1,010

1,997

4,772

9,701

14,565

31,536

48,623

86,803

141,363

170,615

269,775

311,224

382,198

428,069

伸び率

515.4

97.9

112.6

97.7

139.0

103.0

50.1

116.5

54.2

78.5

62.9

20.7

58.1

15.4

22.8

12.0

関 連 装 置

電子計算
機応用装
置 内

208

454

844

1,141

2,057

1,425

1,743

2,883

4,486

5,953

13,532

10,217

12,644

18,213

補助装置

952

1,835

3,184

7,139

7,801

3,396

14,566

15,619

16,791

17,842

25,309

22,815

23,941

25,609

アナ グロ

型 電子計

算機 ㈱

234

185

176

303

437

576

763

1,022

1,142

1,014

1,049

1,147

1,534

1,847

2,093

1,905

557

総 計

θ)+(ロ)+

内+⇔+

273

425

651

2,473

4,723

9,376

18,744

25,445

37,499

65,946

106,354

163,787

195,944

310,463

346,349

420,688

472,448

伸び率

91.0

98.5

99.9

35.8

47.4

75.9

61.3

54.0

19.6

58.4

11.6

21.5

12.3

ら

榔

立

回

θ
u

k'

P

l
>

器
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B輸 出入状況

わが国の電子計算組織輸出は現在まではその金額,伸 び率ともに必ず しも大 きいとはいえないが,

技術水準の向上 とともに周辺装置の輸出の増大が今後期待される。

,2-1-4表 電子計算組織の輸出実績年別推移

(大蔵省通関統計より集計) (単位:百 万 円)

1デ・ジ・ル⇒ 同周辺⇒ 小 計 レ ナ・グ 已 ∋ 伸 び 率
36年 0 7 7 0 7 一%

37年 0 16 16 77 93 1,228.6

38年 14 16 30 1 31 △66.7

39年 522 3 525 142 667 2,051.6

40年 1,181 12 1,193 42 1,235 85.2

41年 2,501 110 2,611 184 2,795 126.4

42年 4,098 284 4,382 467 4,849 73.4

43年 2,635 1,535 4,170 376 4,546 △6.2

44年 2,680 3,729 6,409 460 6,869 51.1

45年 3,974 1,114 5,088 698 5,786 △15.8

46年 5,587 2,382 7,969 1,040 9,009 55.7

47年 8,216 2,644 10,860 491 11,351 26.0

48年 6,062 5,728 11,790 1,532 13,322 17.4

2-1-5表 電子計算組織輸入実績年別推移

(大蔵省通 関統計 よ り集計) (単位=百 万円)

1本 体 已 辺鑓1小 計1部 品1 計

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

148

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

6,126

8,017

14,807

15,679

8,493

6,182

7,792

8,613

14,774

22,718

21,659

23,437

31,305

2,621

5,786

5,600

8,773

10,457

10,641

24,693

28,923

34,030

51,551

48,873

38,221

54,559

8,747

13,803

20,407

24,452

18,950

16,823

32,485

37,536

48,804

74,269

70,532

61,658

85,864

835

1,157

2,751

3,517

7,674

9,847

9,097

12,358

21,525

22,904

27,432

25,461

1,453

3,188

8,746

14,638

21,564

27,203

22,467

24,497

42,332

46,633

61,162

95,794

93,436

89,090

111,325

已 び 率

△

△

△

一%

119.4

174.3

67.4

47.3

26.2

17.4

9.0

72.8

10.2

31.2

56.6

2.5

4.7

25.0
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4日 本電子計算機(株) (JECC)の 活動状況

富士 通 ㈱,㈱ 日立 製 作所,日 本 電 気 ㈱,東 京 芝 浦電 気 ㈱,三 菱 電 気 ㈱ お よ び沖電 気 工業 ㈱6社 の共

同 出 資 によ る 日本 電 子 計 算 機㈱ の電 子 計 算 組 織購 入 状 況 は下 表 の通 りで あ るが,1973年 度 に お い て

1,000億 円の大 台 を越 え,わ が 国電 子 計 算機 産業 発 展 の た め の重 要 な 支 柱 とな って い る。

2-1-6表 日本電子計算機(株)資 金の推移

(単位:億 円)

年 別 富 ㌣一義9鵠 劃 資 本 金
1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

11

32

59

117

208

269

368

666

825

922

874

892

1,080

2

8

15

25

55

70

70

90

155

215

390

150

215

11

21

32

47

71

106

142

189

284

425

534

597

597

5外 資 の進出お よび輪入業者 の状況

自由化 を控 えた現 在 にお け る外 貨 の 進 出状 況 及 び主 な 電 子計 算 機 関 係 輸入 業 者 は下 の通 りで あ る。

2-1-7表 電子計算機関係の外資進 出状況

種類

株

式

取

得

外 資

IBMWTC

NCR

日 本 法 人

日 本 ア イ ・ ピ ー ・エ ム

日本 エ ヌ ・シ ー ・ア ー ル

日本側出資者

日証金,東 洋信託
銀行,個 人

外資
比率

100

72.2

設 立
年 月

,50 ・10

,51 ・1

業 務 内 容

電子計算機の製造,輸
出入,販 売,保 守

金銭登録機 および会計

機の製造販売,電 子計
算機の輸出入,販 売,保守
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SperryRandCo.日 本 ユ ニ パ ック
三蓼惣髪撒 気34・ ・'58・ ・

電子計算機の販売,保
守

MincomCorp.Ltd .住 友 ス リー エ ム 日本電気
住友電工

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ
50,61・9ス クパ ックの製 造,輸

出入,販 売

Hewllet-PackardCo . 横 河 ヒュー レ ッ ト
パ ッ カー ド 横河電機

計 測 器,高 級 電 卓,ミ
49'63・8ニ コ ン ピュ 一 夕 の 製

造,輸 出入,販 売,保 守

MemorexCorp. 日本 メ モ レ ック ス
磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ

100'68・7ス クパ ックの輸 入,販

売,周 辺 装 置 の保 守

ControlDataCorp. 日本 シー デ ィー シー 伊 藤 忠 商 事 ・・ 竹 ・・ 馨子計算機の臓 課

HISI

(山 武 ハ ネ ウ ェル)

日本 電 気 ハ ネ ウ ェル
イ ン フ ォメ ー シ ョン

シ ス テ ム ズ
日本電気 50'72・10

キ ー ツ ーテ ー プ装 置 の

製 造,販 売,保 守

TheSingerCompany 日立 シ ン ガー 日立製作所50'73・7 POS端 末等の販売,

保守
1 1 1∫1

Unlvac 沖 ユ ニ パ ック
轟 気 工 業 ・ 三菱36'58・ ・ 電子計算機の製造'

ナ シュ ア 日本 ナ シュ ア 100,73・12 磁気デ ィスクパ ックの輸
出入販売

BurrOughs 高千穂 バ ロース 高千穂交易 50'73・12電 子 計 算 機 の販 売

IBMWorldTrade
AsiaCorp. ア ジ ア地 区子 会 社 の統,60・3

括,連 絡

ControlDataFar
EastInc.

,66
・11 電子計算機 に関する調

査,連 絡

DigitalEquipment

Corp.Intermational
'68 ・7主 羅 ピゴ タの販

Recognition
EquipmentJapanInc .

'68 ・80CRの 販 売 ,保 守

MemorexPacificCorp .
磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ,

69・9ス ク パ ックの輸 出,調 ・

査,連 絡

Honeywell

ElectronicsInc.
'69 ・9技 術 援 助 に 関す る連絡 ・

ElectronicMemories

&MagneticCorp. ・… 璽霞 岳;総 ・鮎

CalcompPacificCorp.
作図装置の販売,保 守

TexasInstrument

AsiaLtd, ミニ コン ピュ ータ の販

売,保 守
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2-1-8表 主な輸入電子 計算機 と取扱業者

製 造 業 者 輸 入 業 者 販 売 業 者

IBM 已 本… ビー エ・ 已 本… ピ一一 ・

SperryRand
1三 井物産 1躰 ユ・バ ・ク

NCR 日本 工 ヌ ・シ ー ・ア ー ル
1・ 本 … シー アール

Burroughs
巨 千穂バー ス

高千穂バ ロー ス

CDC

[
DEC

伊藤忠商事'
巨 木 シーデー シー

理 経
理 経

DECジ ャパ ン

ハ 不 ウ ェ ル ・フ ノレ
|三 菱鴨 1三麺 務辮

ニ ク ス ドル フ 已 松踊 已 松・… ルフ

オ リ ベ ッ テ ィ
已 本 ・ ・べ ・テ ・ 1・ 本 ・ ・べ ・テ ・

フ ィ リ ップス シ ー ・エ ス ・シ ー シ ー ・エ ス ・シ ー

フ リー デ ン ド ツ ドウ ェ ル ドツ ドウ ェル

ロ ガバ ック ス
1丸 紅 ・・・ ・・…

丸 紅 エ レ ク トロニ ク ス

6新 しい課題

電子 計 算 機 の普 及,技 術 の進 歩 に と もない,わ が 国 にお いて も次 の よ うな課 題 が新 し く浮 び上 って

来 て い る。

A中 古 市 場 の 開 発

電 子 計 算 機 は通 常 レ ンタ ル形 式 で 利 用 され るが,上 位機 種 へ の切 り換 え,新 機 種 へ の乗 り換 えな ど

に よ り償 却 未済 期 間 中 に返 却 され る場 合 が あ る(レ ン タル バ ック)。

レン タル バ ック に よ る下 取 り機 に つ い て は,メ ー カ ー に よ る下 取 り電 子 計 算 機 販 売会 社 も設 立 され

て い るが,合 理 的 な電 子計 算 機 中古 品 市 場 の確 立 は今 後 の 重要 な課 題 の一 つ で あ る。

Bマ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 出 現

LSIの 発 達 に と もな い,1チ ップCPU(必 ず し も1チ ップ とは 限 らな い)を 中 心 とす る マ イ.ク

ロ プ ロ セ ッサ,な い しは ソ フ トウ ェ ア と あわせ て マ イ ク ロ コン ピ ュー タ と呼 ばれ る新 しい電 子 シス テ
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ムが1973年 か らわ が 国 に も登 場 して い る。

マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タの 定 義,位 置 付 け,応 用 範 囲 あ るい は将 来 性等 に つ い て
,現 在 定 説 は な いが,`

ア メ リカ にお け る急 速 な 発 達 状 況 お よ び将 来 の市場 拡大 予 測 を参 照 す る と き,わ が 国 にお い て もマ イ

ク ロコ ン ピ ュー タ の進 歩 と その与 え る影 響 は充 分 注 目す る必 要 が あ る。

Cコ ン ピ ュ ー タ ネ ッ ト ワ ー ク

通 信 回線 の開 放 後,オ ン ライ ン シス テ ムの漸 次拡 大 に と もな い,欧 米 と同 じ くわが 国 に お いて も コ

ン ピ ュー タ ネ ッ トワー クへ の構 想,展 望 が近 い将来 現 実 の もの とな ろ うと して い る。

一企 業 内 に お け るオ ン ライ ン シス テ ム
,通 信 回線 を共 用す る共 同 シス テ ム,計 算 セ ンタ ー等 に み ら

れ る回線 を他 人 に 使 用 させ るネ ッ トワー ク の次 の発 展 段 階 と して,異 な る事 業体 の複 数 の ホス トコン

ピ ュー タ を接 続 す る コ ン ピ ュー タ ネ ッ トワ ーク は社 会 全体 と して の コ ン ピ ュー タ ・ リソ ース の有 効 利

用,二 重 投 資 の 回避,広 汎 なデ ー タベ ース の成立,有 機 的 な社 会 ネ ッ トワー クの形 成 な ど,真 の情 報

シ ス テ ム確 立 の た め 将来 の重 要 な 課題 の一 つ で あ る。

しか し,こ の た め に は各 種 ハ ー ド,ソ フ ト規 格 の統 一,通 信 回線 利用 制 度 の検 討 な ど,困 難 な 問題

も多 い。
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第2章 わが国の情報産業

1
1情 報処理 サー ビス業

わ が 国 お け る情報 処 理 サ ー ビス業 の企 業 数 は,日 本 電 子計 算 機 ㈱ の調 査 に よ れば,1974年1月1日

現在 で641事 業 体,870セ ンタ ー とな って い る。 な お,870セ ン タ ーの う ち電 子 計 算 機 を設置 して い る.

セ ンタ ー は687で あ る。

上 記 情報 処 理 サ ー ビス 業 者 の う ち210社 につ い て 日本 情 報 セ ンタ ー協 会 が1973年12月1日 を調 査 時

点 と して行 な った調 査 に よれ ば,情 報 処 理 セ ンタ ー の業 務別 売 上 構 成 は次 の よ うに な って い る。(そ

の 他 の セ ン タ ー とは電 子 計 算 機 を保 有 しない セ ンタ ー を い う。 以下 同 じ)

2-2-1表 業務別売上構 成

情報処理 センター その他のセ ン・-1平 均

売

上

業

務

別

構

成

比

事 務 計 算

科 学 ・技 術 計 算

そ の 他 の 計 算

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発

パ ン チ 受 託

マ シ ン タ イ ム 販 売
フ ァシ リテ ィ ・

マネ ジメン ト
コ ン サ ル テ ィ ン グ

教 育 ・講 習

そ の 他

54.8%

6.1

2.3

7.9

10.2

7.2

8.5

0.8

0.1

2.2'

3.2%

1.1

1.7

18.8

43.4

29.1

0.7

0.3

1.8

49.8%

5.7

2.2

8.9

13.4

6.5

10.4

0.8

0.1

2.1

合 計1 100.0% ・・…%1 100.0%

(日本情報セ ンター協会調べ)

な お,情 報 処 理 セ ンタ ー の顧 客 の 業種 別 割 合 は次 の とお りで あ る。
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2-2-2表 顧客の業種別割合

1情 報処理セ ン・一 その 他 の セ ン タ ー
1合 計

業

種

大

別

顧

客

数

売
上
比
率

客パ

比 ン

率チ

保E

有言
容S

製 造 業

非 製 造 業

官公庁 ・団体

製 造 業

非 製 造 業

官公庁 ・団体

製 造 業

非 製 造 業

官公庁 ・団体

製 造 業

非 製 造 業

官公庁 ・団体

20.1%

54.8

25.1

23.9%

54.6

21.5

11.4%

8.7

4.5

41.6%

17.8

10.6

33.5%

56.7

9.8

39.2%

53.6

7.2

59.5%

53.8

72.5

98.2%

87.7

71.3

21.0%

55.0

24.0

25.4%

54.5

20.2i

17.0%

12.1

6.5

48.2%

23.0

12.4

顧 企
客 業
数 規
比 模
率 別

大 企 業

中 堅 企 業

小企業 ・個人

27.3%

34.8

38.0

67.1%

17.8

15.2

30.6%

33.4

36.0

民 間 顧 客 合 計 ・・…%1 ・・…%1 100.0%

(同上)

都 市 部 と地方 部 に お け る顧 客 の構 成 を見 る と,地 方 部 にお い て は官 公 庁 ・団体 の比 重 が 増加 す る
。1

2--2--3表 都市 ・地方別業種大別顧客構成

都 市 部

地 方 部

計

製 造 業

22.7%

16.6

20.1

非 製 造 業

85.6%

50.0

54.8

官 公 庁 ・団 体

18.7%

33.4

25.1

合 計

100,0%

100.0

100.0

(同上)

ま た,最 近4年 間 で情 報 処 理 セ ンタ ー利 用 率 の 多 い業 種 の上 位10業 種 を とれ ば次 の よ うに な っ てい

る。
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2-2-4表 各年のベス トテ ン業種

誌 度
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

70 年

地方 自治体

小 売業

商 社 ・卸 売業

その他非 製造業

電気機 器製造業

組合 ・団体

情報処理 ・ソフ ト

化学 ・石 油石炭製品

建設業

輸送用機器製造

71 年

地方 自治体

小売業

商社 ・卸売業

その他非製造業

組合 ・団体

情報処理 ・ソフ ト

建設業

化学 ・石 油石炭製品

電気機器製造

電気 ・ガス ・水道

72 年

地方 自治体

小売業

商社 ・卸売業

その他非製造業

情報処理 ・ソフ ト

コンピュータ ・周辺機

器

組合 ・団体

化学 ・石油石炭製造

証券 ・商品取引業

建設業

73 年

地方 自治体

組合 ・団体

商社 ・卸売業

小売業

その他非製造業

情報処理 ・ソフ ト

広告 ・調査 ・情報サー
ビス

建設業

金融業

電気機器製造業

(同上)

1980年 代 の 情報 処 理 サ ー ビス業 の主 要 業務 につ いて3業 種 をあ げ る質 問 に対 す る情報 処 理 セ ン ター

の 回答 の集 計 は次 の よ う にな って い る。

2-2-5表

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

オ ン ライ ン ・サ ー ビス

ソ フ トウ ェア開 発

計 算 処 理

フ ァ シ リテ ィー マ ネ ジメ ン ト

情 報 提供 サ ー ビ ス

入 力 デ ー タ作 成

要 員 派遣 サ ー ビス

49.4%

48.9

42.2

38.3

33.9

17.8

13.9

2情 報 提 供 サ ー ビ ス 業

情報提供サービス業は,デ ータの収集ないし蓄積に老大な投資を必要 とすること,あ るいは技術的

な困難性,ユ ーザー側の対価支払意識が低いことなどか ら,未 だ充分な発展を見るには至 って い な

い。
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A公 的情報提供 サー ビス業

情 報 提供 サ ー ビス を行 な う政 府 機 関 ま た は公 共 機 関 に は次 の よ うな もの が あ る。

労働 省 ・労働 市 場 セ ン タ ー

1967年 か ら,全 国 の職 業 安 定 所 に端 末機 を設 置 し,職 業 紹 介,失 業 保 険業 務 をオ ン ラ イ ン シス テ ム

で行 な って い る。

日本 科 学 技 術 情報 セ ンタ ー

内外 の 学 術雑 誌,論 文 な どの科 学 技 術 文献 資料 の 収集,抄 録,コ ン ピュ ータ に よ る検 索 サ ー ビス を

行 な っ て い る。 漢字 出力 シス テ ム を もつ こ とが 特徴 で あ る。

日本 特 許 情 報 セ ン ター

内外 の特 許 関係 情報 の コ ン ピ ュー タ によ る蓄積,検 索 サ ー ビス を行 な って い る。

日本 貿易 振 興 会

貿 易情 報 を マニ ュア ル に よ る印刷 物 と して 提 供 して い る。

世 界 経 済 情報 サ ー ビス

世界 の経 済 情 報 な どを マ ニ ュ アル に よ る印 刷 物 と して 提 供 して い る。

日本 科 学技 術振 興 財 団

国 内 の主 要 科 学 技 術研 究 機 関 にお い て,進 行 申 の試 験 研 究課 題 を コ ン ピ ュー タ によ り検 索,提 供 す

るサ ー ビス を行 な って い る。

日本 観 光 情報 セ ン ター(企 画 中)

運 輸省 に お いて 観光 情 報 提 供 サ ー ビス を行 な う機 関 の設 立 が検 討 され て い る。

B民 間情報提供 サービス業

NEEDS(NIKKEIECONOMICELECTRONICDATASERVICE)

日本 経 済新 聞社 が 提 供 す るコ ン ピ ュー タ化 され た 総合 経 済 情報 シス テ ム。 内外 の主 要 経 済統 計 デ ー

タ,上 場 会 社 の財 務 デ ータ,株 価 デ ー タ,日 本 興 業 銀行 の作 成 に よ る上 場 会社 の財 務 デ ータ な らび に

アメ リカのDataResources,Inc(DRI)の 作 成 によ るア メ リカ経 済 統計 デ ー タ,Standard&Poor's

の 作 成 す る アメ リカ ・カナ ダ主 要 会 社 の 財務 デ ー タ,ロ イ タ ー通 信 社 が 編 集す る世 界 の主 要証 券 取 引

所 の 株 価 デ ー タな どが提 供 されて い る。

市 況 情報 セ ンタ ー

オ ン ライ ン ・リアル ・タ イ ム シス テ ム(QUICK)に よ る東 京 ・大 阪証 券 取 引 所 の株価 情報 を提供

す る。1974年5月 末現 在 で ビデ オ端 末 装 置 の 予 約 台数 は3,000台 を こ え,稼 動 台数 は約2,300台 にお よ

ぶ 世 界有 数 の情 報 提供 シス テ ムで あ る。
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野村総合研究所

国内主要企業の財務データや株価情報を提供する。

日本不動産取引情報センター

東京都およびその周辺の不動産情報を蓄積し提供している。

CCATVシ ス テ ムにお け る情報提 供 サ ー ビス

通 商 産 業 省 と郵 政 省 の 共管 に よ る生 活 映 像 情報 シス テ ム に開 発協 会 は奈 良 県 東生 駒 に お い てCAT

Vモ デ ル都 市 の実 施 計 画 を進 め てい る。 同 軸 ケ ー ブル を情 報 とデ ー タ の伝 送 路 とす るCATV都 市 に

お いて 各 種 の 情報 提 供 サ ー ビスが 考 え られ るが,そ の実 現 は上 記 政 府 の 実 験 を終 って将 来 は地方 公共

団体 と民 間 デ ィベ ロパ ーお よ び住 民 の3者 によ って構 成 さにれ第 三 セ ク タ ー機 関 が 運営 の主 体 とな る

で あ ろ う と予 想 され る。

3ソ フ トウ ェ ア 産 業

わが 国 の ソ フ トウ ェア企 業数 は,ソ フ トウ ェ ア産業 振興 協 会 加 盟 の約40社 の ほ か,情 報 処 理 セ ンタ

ー の一 部 が ソ フ トウ ェア業 を営 ん で お り,ソ フ トウ ェ ア企 業 の 総 数 は約100社,1973年 に お け る市場

規 模 は約250億 円 と推 定 され る。

日本 情報 処 理 開発 セ ン ター が1973年 に行 な った 調査 に よ れば,ユ ーザ ーが ソ フ トウ ェア を購 入 す る

上 で の 問題 点 は ほぼ 次 の4項 目 に集 約 され る。

aユ ー ザ ーの シス テ ム との不 整 合

b品 質 ・信 頼 性 に対 す る不 安 感

c販 売 プ ログ ラムに 関す る情 報 不足

d高 価 格,ま た は そ れ に対 す る懸 念 －

aの 問題 は多 数 の コ ンビ。ユー タ機 種 が 併 存 す るわ が 国 に お いて は解決 が 困難 な 問 題 で あ っ て,既 成

の ソ フ トウ ェア に コ ンパ テ ィビ リテ ィー を与 え る こ とは価 格 の 上 昇 だ け に とどま らな い技 術 的な 困難

性 を含 ん で い る。従 って,ユ ーザ ニ が ソ フ トウ ェ ア会社 に依 頼 す る場 合 は特 注 の 形 を と ら ざる を得 な

い 。

bの 問題 は 日本 に お け る ソ フ トウ ェア産 業 が 成 立 して なお 日が 浅 い た めの 問 題 で あ っ て,近 い 将 来

に 問題 は解 消 す るで あろ う。

cの 点 に関 して は 情報 処 理 振 興事 業協 会 に よ って所 有 者 が 流 通 に応ず るプ ログ ラムの登 録 簿 が 刊行

され て い る。 しか し,そ の収 録 件数 は充 分多 い と は言 えず,ソ フ トウ エア の流 通 に関 す る情 報 と して
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ま だ 完全 な もの で は な い。

dの 問 題 は ソ フ トウ ェ アの価 値 お よ び価 格 に対 して客 観 的 なか つ共 通 した判 定基 準 を見 い出 し う る

か,と い う問 題 で あ る。 こ の点 につ い て は漸 次 妥 当 な商 慣 習 の 成 立 が望 ま れ る
。
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第3章 諸外国の情報産業および関連産業

1ア メ リ カ の コ ン ピ ュ ー タ 産 業

A1973～74年 に か け て の ア メ リ カ コ ン ピ ュ ー タ 産 業 の 実 績 ・

ア メ リカで著 名 なEDP調 査 会 社IDC(lnternationalDataCo.)の 調 査結 果 に よ る と,ア メ リカ

主 要 コ ン ピ ュー タ ・メー カ ー の1973年 ワール ド ・ワ イ ド ・ベ ース で の 出荷 実 績 は 次 の よ うに な った 。

出荷額(百 万 ドル)シ ェア%

△IBM5,97462.4

ムプラグ.,ン パテ 、ブル ・・一カー5746・ ・ 』

鑑/。 。A・,1:1::;
△Burroughs4564.8

2722.8△DEC

2702.8△NCR

2432.5△CDC

△ その 他(ミ ニ コ ン ・メー カー も含 む)4014.2

合 計9・5751ρ0・0

同 調 査 は ま ナ、デ 、 ジ タ ル ・・ ン ピ 。 一 夕 の1973年 末 ま で の 羅 設 鉄 績 を メ ー カ ー 別 に 次 の よ う に

発 表 して い る 。

耀 籔 ∵ 一ス ∵ ・197;;㌘

△IBM'29,01760・5+11・4

△HIS5,01010.2十11.5

△Univac/RCA3,618.、7・5十6・9

△Burr・ugh・2・244
.4・7+15'6

△CDC1,9964.2十7.4

ム プ ラ グ ・コ ンパ テ ィ ブ ル

・ メ ー カ ー ・1,6203.4'十31.4

△NCR1,2052.5+11.4
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△DEC9642.0十40 .1

△ そ の 他

(ミ ニ コ ン ・メ ー カ ーを 含 む)2,2544.7.十26.7

合 計47,928100.0十12.8

(平均)

全 体 と し て み る と,出 荷,設 置 実 績 と もにIBMが60%以 上 の 占 有 率 を 誇 り,プ ラ グ ・コ ン パ テ ィ

ブ ル ・ メ ー カ ー が 著 し く 実 績 を 伸 ば して い るの が 印 象 的 で あ る。'

B新 製品の発表 と相次 ぐ値上方針

第4世 代 へ の か け橋 と さ れ たIBM370シ リー ズ を は じ め と す るパ ー チ ュ ア ル ・メ モ リー ・シ ス テ

ム は ・ い ま や 業 界 の 潮 流 と な り,最 新 発 表 のHoneywel1社 の シ リー ズ60な ど に も そ れ は 明 確 に 示 さ

れ て い る 。1973年 か ら1974年 に か け て の ニ ュ ー シ ス テ ム 発 表 は,バ ー チ ュ アル ・メ モ リー 装 備 の マ ル

チ プ ロ セ ッ サ ー ・バ ー ジ ョ ン で あ っ た 。

lBMに っ い て は1973年 度 は,3740デ ィス ケ ッ ト,370/158MP,168MP,145ニ ュ ー ・バ ー ジ ョ

ン お よ び3420テ ー プ ・サ ブ ・ シ ス テ ム,3340磁 気 デ ィ ス ク 装 置 を 含 め て ,次 の 表 に 示 す よ う に 実 に 多

様 な 製 品 を発 表 し た 年 で あ っ た 。 、

年/月

73/5

/7

/8

/10

/12

74/1

/2

ア メ リカ主 要 メー カ ー の新 製 品 発 表

(1973年5月 ～1974年5月)

モ デ ル 名

・6025

(6000シ リー ズ の最 下 位 機 種)

・シス テ ム3/15

・370/115 ,125,135の メ モ リー拡 大 を発 表

・3330-11

・モ デ ル1728

・シス テ ム7ニ ュー ・モ デル

・3600金 融 機 関 通 信 シス テ ム

・3650POSシ ス テ ム

・シ グ マ9/3

・3660POSシ ス テ ム

・シ リー ズ90/60 ,70(370/135対 抗)

・B771

・IBM379(フ ロ ン ト ・エ ン ド ・プ ロセ ッサ ー)

・3740の ニ ュ ー ・バ ー ジ ョン

・NCR299(小 規 模 ユー ザ ー むけ 事 務用)

・90/60 ,70む け デ ィス ク(3330タ イ プ)

・550 ,560(1億 バ イ トの ス トー レ ッ ジを持 つ デ.イス ク ・

フ ァ イノレも同R寺発 表)

メ ー カ ー 名

Honeywel1

IBM

Burroughs

IBM

Xerox

IBM

univac

Burroughs

IBM

NCR

univac

Xerox
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/4

/5
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・CYBER170(ネ ッ ト ワ ー ク ・コ ン ビ ュ ー一・タ ・フ ァ ミ リー)

・ シ リ ー ズ60

61/60,58

62/60,40

64/20,40

66/20,40,60,80

68/80

(内 欧 州 市 場 む け4モ デ ル)

・18,000行/分 の プ リ ン タ ー と 同 能 力 の ペ ー ジ ・プ リン テ

ィ ン グ ・ シ ス テ ム お よ び2億3,500万 バ イ ト/リ ム ー バ

ブ ル ・パ ッ ク の デ ィ ス ク ・ シ ス テ ム

・セ ン チ ュ リ ー151,201

・セ ン チ ュ リ ー50/Med1

73～74年 に は,製 品 の 発 表 と と もに値 上 の発 表 も多 い年 で あ った 。

'発表時期
社 名 値 上 内

CDC

HoneywelS

NCR

容

73年11月 IBM

12月Honeywell

'74年1月

2月

3月

IBM(カ ナ ダ)

Univac

Xerox

DEC(イ ギ リス)

DataGeneral

(イ ギ リス)

・レ ンタル 装置 一74年3月1日 か ら2%引 上 げ 。

・買 取 装 置一 即 時2%値 上 げ。

・プ ログ ラ ム ・プ ロダ ク ツー'74年3月1日 よ り2%値 上 げ。

そ の他 保 守,教 育 サ ー ビスな ど2%,新 規SEサ ー ビス な ど10%

値 上 げ。

・す べ ての デ ータ 処 理装 置 の レ ン タル価 格 一1月1日 か ら2%値 上

げ。

・保 守 サ ー ピスー 装 置 の種 類 によ り4～10%値 上 げ。

・TSSサ ー ビスー5%値 上 げ。

・シ ス テ ム ・エ ン ジニ ア リン グ ・サ ー ビスー10%値 上 げ。

・デ ー タ処 理 装 置 の 買取 お よ び レ ンタ ルー4月1日 よ り4.6%値 上

げ 。

・シ ス テ ムお よ ぴ装 置 レ ン タルー 平均2%値 上 げ 。

・保 守 サー ビスー5%値 上 げ。

・装 置 買 取一 平 均5%値 上 げ。

・ビ ジネス ・プ ロダ ク ツー4月1日 よ り平 均3%値 上 げ。 た だ し グ

ラ フ ィック製 品 の一 部 を除 くEDPシ ス テ ム ・ユ ーザ ーへ の影 響

は極 力 さけ る方 針 。

・ ミニ コ ン ピ ュー ター 通 貨 変 動 を直 接 の理 由に 平 均6～8%の 値上

げ二

・ ミニ コ ン ピ ュー ター 通 貨 変 動 を 直接 の理 由に 平 均4%の 値上 げ 。

IBM(フ ランス)

(イ ギ リス)

・EDPシ ス テ ムの 買取 価 格 一 約2.5%の 値 上 げ 。

・レ シタル お よ び保 守 サ ー ビスー4.5%の 値 上 げ 。1

・EDPシ ス テ ムの 買取 ,レ ン タル価 格 一 平 均10%ち か くの 値上 げ 。
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2主 要 コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー の 動 向

A人 事,組 織 の 大 幅 改 編 を 行 な っ たIBM

IBMは1973年 度 に 売上 高 でつ い に100億 ドル の 大 台 のせ を達 成 した(109億9,300万 ドル で前年

比15.3%増)。 また純 利 益 総 額 で は約15億7,550万 ドル を あげ た。 これ は 前年 比23.1%増 とい う高 い

実 績 で あ った 。Cary会 長 は経 済状 況全 般 の 好転 を挙 げ る と と も に,デ ー タ処 理 装 置 の 買 取 り増 加 を

指 摘 して い る。

注 目の370シ リーズ の 出荷 は,73年 末 か ら74年 にか けて が ピー ク に な る とみ られ て い るがCary会

長 は受 注実 績 は好 調 で あ っ た前 年 度 よ りも さ らに高 い もの であ る こと を言 明 して い る。

全 般 的 な 出荷 の 好 調 とあ い ま って,73年 度 の 成 長 性 につ いて は依 然WTCが 大 きな貢 献 を な して い

る 。売 上 お よ び利 益 と もにWTCの 実 績 が ア メ リカIBMの それ を上 まわ るの は意 外 に早 い と指 摘 す

るむ き もあ る。

2-3一 咽 年間売上高推移 年 間 純 益 推 移

(100万ドノレ)

(100万 ドル)
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WTCに つ いて は,1974年4月2日 に大 幅 な 組 織再 編 成 を行 な った 。IBMに よ れ ば,ま す ます重

要 性 を増 して くるWTCの 事 業 運 営 を効 率 的 な もの に す るの が その 目的 で あ る との こ とで あ る。

ET.Cary会 長 の発 表 によ る と,WTCの 業 務 を,IBMワ ー ル ド ・ トレー ド欧州,中 東,ア フ

リカ ・コ ー ポ レー シ ョン とIBMワ ー ル ド ・ トレー ド南 北 米州,極 東 コー ポ レー シ ョンに分 割 し・,こ

の2つ の新 会 社 の社 長 にはMaisonrouge先 任副 社 長 とF.J.Cummiskey氏 が あ た る こ と とな っ た。

そ して2つ の 新 会社 は今 後 それ ぞ れG.E.Jones副 会 長 を通 じてIBMの 最 高 経 営機 関 た る コ ー ポ

レー ト ・オ フ ィス に業 務 報告 を行 な う こ と とな った 。

またIBM-WTCは 引続 き存 続 し,コ ー ポ レー ト ・オ フ ィス に報告 を行 な う とと もに,各 国IB

Mに 対 して は 会計,財 務,法 務 お よ び イ ン フ ォー メ ー シ ョン ・シ ス テ ムズ な どの 面 で援 助 を与 える。

このWTCの 組織 大 幅 改革 に先 立 って,IBMは3っ の 事業 部 門 にわ た る組 織 の 改 革 と最 高 経 営 幹

部 の 人 事異 動 を行 な って い る。す なわ ち ジ ェネ ラル ・シス テ ムズ 事 業 部 が デ ー タ ・プ ロセ ッシ ング事

業 部 な ら びに フ ィー ル ド ・エ ンジ ニ ア リング事 業 部 に代 わ って販 売 とサ ポー ト ・サ ー ビス の一 部 を肩

代 りす る こ とにな った ことお よ びWatsonJr.会 長 の 経 営 中枢 か らの引 退 で あ る 。'

WatsonJr.の 引退 は,例 の役 員 定年 制 に よ る もの だ とい うが,こ の 発 表 と入 れ ち が い にJohnR.

Opel社 長 の 就 任 が決 定 され,IBMはCary-Opel路 線 で運 営 され る こと にな った 。

1973年 のIBMに とつて もうひ とっ の 大 きな課 題,そ れ は社 運 を左 右 す る独禁 法 係 争 で あ る。 こ と

にTelexと の 法 廷 闘争 で は初 の 独禁 法 違 反 判 決 がIBMに 下 され た 。 しか し,IBMは 対Telexと の

係 争 で は結 局,名 をす て て実 を と った もの と受 け取 られ て い る。 とい うの は異 例 の修 正 判 決 が で て,

最 初 の判 決 内容 が 大 幅 に後 退 し,IBMに 対 す る事 業規 制 の 方 法 が あ い ま い に され たか らで あ る。 こ

の 点 で はIBMは 権 益 を守 っ た と言 えよ うが,1974年 に は司 法 省 をは じめ とす るい くつ か の ア ンチ ト

ラ ス ト係 争 が 予 定 され て きて お り,そ の前 途 はか な らず し も楽 観 で き る もの で は な い 。

BUnivacシ リ ー ズ90を 発 表

同社 は73年10月 に370/135お よ び145対 抗 とみ られ る シ リーズ90/70,60の2っ の ニ ュー ・モデ ル

を発 表 した 。90/60は,370/135のL6倍 のパ ワ ー を有 す る とされ,今 後数 年 間 にわ た りシ リーズ90

はU9200,9300,9400お よ び70/35,40,2の 各 機 種 を リプ レース す る こ とが 期 待 され て い る。

90/70,60に はOS-7と い うオペ レー テ ィ ング ・シス テ ムが 用 意 され て お り,こ のOS-7は 汎

用 の デ ィス ク ・オ ペ レ ーテ ィング ・シス テ ムで,IBM360/DOSと 互 換 性 が あ る。 この た め360/

30,40の ユ ーザ ーは容 易 に90/60に グ レー ド ・ア ップで き る。 また発 表 に よれ ばIBMのDOS/

VSよ り も機 能 的 に充 実 して い る とい われ る。 な お2つ の ニ ュー ・モデ ル の特 徴 と して発 表か ら出 荷

まで の期 間 が い ち じる し く短 い こ とが注 目 され て い る。90/70は73年 末 ま で に,ま た90/60は74年 の

1月 に出荷 で きた の で あ る。
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73年 か ら74年 にか けて の 同社 の 動 きの 申 で この他 注 目すべ き出 来 事 はRCAか らのPOS事 業 の 買

収 とIte]社 か らのISS(lnformationStorageSystems)事 業 部 の 買 収 で あ ろ う。POSの 買収 に

は,RCAの 人 材 も含 め られ て お り,UnivacはRCAシ ス テ ムに準 自動 入力 方 式,レ ーザ ー ・ス キ

ャナ ー を装 備 し,UPC(汎 用 商品 コ ー ド)を 採 用 して い る。

ま た これ と同 時期 に,Unjvacは 重 要 な 買収 を も うひ とっ完 了 して い るe'プ ラグ ・コ ンパ テ ィブル

の 代 表 的 メ ー カー で あ るItel社 か らのISS事 業 部 買 収 が それ で あ る。ISSを 傘 下 に加 え た こ とに

よ り,Univacは シ リーズ90む け にIBM3330タ イプ の デ ィス ク ・シス テ ムを 自給す るこ と にな っ

た 。

C好 調 を伝 え られ るNCR280POSタ ー ミナ ルの受 注

1973年10月,NCRは280POSタ ー ミナル の 米 国 に お け る受 注 台 数 が40,000台 に達 した と発 表 し

た 。 同 モ デ ル は これ ま です で に10,000台 が 設 置 され て い る とい う。NCRは 小 売 業 界 に対 して大 型 の

コ ン ピ ュー タ を供 給 す る こと はで きな いが,CDCと の ハ ー ドウェ ア開発 提 携 に よ り,大 型 機 分 野 に

も進 出 で きれ ば タ ー ミナル ・ビ ジネ ス もこの恩 恵 に浴 す る こ とが で きよ う。

NCRの 将来 に とっ て,CDCと の提 携 関 係 の 今 後 の 進展 のい か ん は ま さに 社運 を左 右 す る もの と

な るだ ろ う。 と くに合 弁 会 社CPI(ComputerPeripheralsInc.)に イギ リス のICLが 参加 した こ

と は今 後 のCDC,NCR間 の 結 びつ きが どの よ うな方 向 に ゆ くの か を再考 させ る結 果 と な っ て い

る。 一 時 期 は合 併 の 噂 さえ強 くと りざた され た が,む しろ両 社 の 関係 は・ゆ るい,柔 軟 な む す びっ きを

当 分 の 間保 って ゆ くの で は な いか とみ られ て い る。

な おNCRの1973年 度 売 上 は お よ そ18億1,600万 ドル(前 年16億 ドル)で,利 益 は約7,200万 ドル

で あ っ た。

Dプ ラグ ・コンパ テ ィブル ・ビジネスに力 を入 れ ば じめたCDC

1973年 か ら74年 にか けて,CDCに つ い て は話 題 の た え る ことは な か った とい っ て も 過言 で は な

い 。

年 頭 のIBMと の 独 禁法 係争 示 談 には じま り,5月 の 大 幅組 織 改 革,8,600開 発 途 上 のSeymore

Cray氏 の辞 職,Starプ ログ ラ ムの 開発 の 遅 れ によ る原 子 力 委員 会 の 契 約 キ ャン セル,SBC .の統 合

化,10月 の ソ連 閣 僚会 議 科 学 技 術 国家 委 員 会 との 間 に結 ん だ 広範 な科 学 技術 協 力 協 定 な ど が そ れ だ

が,と りわ け多 くの話 題 の 申 で も,カ ナ ダで 開発 され たCyber170ネ ッ トワ ー ク ・コ ン ピ ュー タ ・

フ ァ ミリー とIBMプ ラグ ・コ ンパ テ ィプ ル ・ビジ ネス 本格 進 出 に興 味 が集 ま って い る。

Cyber170に つ いて は,ア メ リカ の業界 筋 で は まずCDCの デ ー タ ・サ ー ビス ・オペ レー シ ョンに

大 きな力 を発 揮 す る もの とみ て い る。 また 業界 関 係者 の 間 で はCyber170はNCRと の 共 同 開発 プ ロ
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グ ラ ム機 種 の た め の 中間 モデ ル で あ る とい うの が一 般 的合 意 で あ る。

プ ラグ ・コ ンパ テ ィブル に つ いて は,CDCは ア ドオ ン ・メ モ リー ・メー カ ー と大規 模 なOEM契

約 を結 び,自 社 の商 標 で 売 出す 方 針 を打 出 した他,3340,3330-11対 抗 デ ィス クやIBM3270CRT

リプ レース 装 置 の開 発 成 果 を発 表 して い る。CDCと して は今 後 フ ル ラ イ ンのIBMプ ラグ ・コンパ

テ ィブ ル周 辺装 置 を 出 して ゆ く予 定 で あ るが,さ きのNCCで は これ ら周辺 装 置 をベ ー ス に して 積極

的 にパ ッケ ー ジ ・ リース ・ビ ジネ ス に乗 り出す 意 向で あ る こ とを 明 らか に して い る。 な お この場 合,

独 立 プ ラグ ・コ ンパ テ ィブル周 辺 装 置 メー カ ーや リース 会 社 に大 きな打 撃 とな ろ う。

CDCは73年 度13億4,770万 ドル を 売上 げ,純 利益 は6,090万 ドル で あ った。

EGEの 遺 産 が 開 発 さ れ たHoneywellの シ リ ー ズ60ニ ュ ー ・モ デ ル

か ね て 注 目 さ れ て い たHoneywell社 の 新 機 種 が い っ き ょ に11モ デ ル も発 表 さ れ た 。 レ ベ ル と い う

新 し い 概 念 を キ ャ ッ チ フ レ ー ズ に し た こ の"シ リー ズ60"ニ ュ ー ・モ デ ル 群 は ア メ リ カ む け と ヨ ー ロ

ッパ む け に 分 れ て い る の が 特 徴 的 で あ る 。

レベ ル ア メ リカ市 場 むけ ヨー ロ ッパ 市 場 む け

6161/60,61/58

6262/6062/40

6464/2064/40

6666/20,40,60,80

68'68/80

シ リーズ60の う ち欧州 市 場 む け4機 種 と62/60は フ ラ ンス お よ び イタ リアの 子会 社 で開 発 され た も

の で,ソ フ トウ ェ ア,周 辺 装 置 を担 当 した イギ リス の子 会 社 と と もに新 機 種 開発 で は ヨー ロ ッパ研 究

ス タ ッ フの貢 献 が きわ め て大 き くな って い る点 が 注 目 され てい る。 と くに海 外 で 開発 され た ニ ュー ・

モ デ ル はBull-GEの 技 術 経 験 を土 台 に して い る。 もち ろん これ に つ いて は海 外4機 種 だ けで な く,

シ リー ズ60全 体 につ い て も言 え る こ とで あ る。 例 えば 同 シ リーズ の オペ レー テ ィング ・シ ス テ ムはG

COSの 改 良 型 で,こ の統 一 的採 用 に よ って ソ フ トウ ェ ア ・コ ンバ ー ジ ョ ン問題 を減少 させ,共 通言

語 お よ び デ ー タ ・ハ ン ド リン グの 能力 を拡 大 して い る。 このGCOSの よ うな標 準 化 され たOSは,

またIBMの 次 期 モ デル で あ るFS(FutureSystem)のOSと されて い る"シ ス テ ムQ"の 先 が け

的 キ ャ ラク タ ー を有 す る もの と業界 で は評 価 して い る。

な お 同 社 の1973年 度 売上 高 は23億9,100万 ドル(前 年度21億2,500万 ドル)で,純 利 益 は1億390

万 ドル(前 年 度8,230万 ドル)で あ った 。
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F1700シ リ ー ズ が 好 調 のBurroughs

Burroughsは,IBMと は ちが った 独 自の歩 み をつ づ けて い る。 同社 はMCPオ ペ レー テ ィン グ

・シス テ ムの確 立 で 自信 を深 めて お り
,引 きつ づ きテ レプ ロセ ッ シ ング およ びデ ー タ ・ベ ース ・オ ペ

レー シ ョン ・ユ ーザ ー へ の要 求 に応 え るべ く努 力 して い る。

製 品 間 の ギ ャ ップを うめ る ため に出 され た1700シ リーズ につ い て は,明 らか に好 ま しい結 果 を もた

らして い る。1700シ リー ズ は 出荷 をは じめ てか ら1年 た らず で415台 を設 置 し,そ の 伸 び率 は 同社 の

製 品 申 一 番 で あ る。

7月 に発 表 され た モ デ ル1728は,主 記 憶 な どCPUの 強 化,周 辺機 器 の 改 良 を行 な った もの で,そ

れ ま でのB1700シ リーズ の トップ機種 で あ った1726に 比 べ て,メ イ ン ・メモ リー で3倍,コ ン トロ ー

ル ・メモ リー で2倍 の 性能 とな り,ソ フ トウ ェ ア面 で は コ ミュニ ケ ー シ ョン ・ソ フ トウ ェ アが 含 まれ

て い る。

な お 同 社 の1973年 度 売上 は12億8,000万 ドル(前 年10億5,000万 ドル)純 利 益 は1億1,590万 ドノt

(前 年8,750万 ドル)で あ う た。

3Unidataの 結 成 で高 ま る ヨーvッ パ の再 編 成 気 運

CII,Siemens,Philipsの3社 が 合弁 事業 協 定 を正 式 に調 印 し,Unidata社 が 発 足 した の は1973

年7月4日 の こ とで あ った 。 このUnidata社 は 商 用 デ ー タ処 理 シス テ ムの 開発,製 造,販 売 を行 な

お う とい う もの で,そ の 機構 は次 の よ うに な って い る。

Unidataは 本 拠 を ア ムス テル ダ ムに置 き,各 国 の販 売 会 社 の 持株 会社 とな る。 また 経 営 幹部 会 をパ

リ,ア ペ ル ドル ン,ミ ュンヘ ン にお く。 この幹 部 会 は販 売会 社 の 管 理 と,研 究,開 発,製 造 を 管理 す

るた め,3社 のEDP部 門 の マ ネ ー ジ ャー で構 成 す る もの で あ る。Unidataの 生 産 開 発施 設 は6カ 国

14カ 所 にお よ び サ ー ビス機 関 は30カ 国 以上 に設 置 され る こ とにな った 。 そ して設 立 後 半年 を経 ず'して

早 く も新 シ リーズ の 第1号 機 を発 表,注 目 を集 め た 。

ニ ュー ・モ デ ル は7・720(旧x-Oの コー ド ・ネ ー ム)と 言 い,Philipsの 子 会社 で あ るMBLE

(ManufactureBelgedeLampesetMat6rielsE16ctroniques)で 開発 され た もの 。 同 モデ ル の セ ール

ス ・ポ イ ン トは,高 い コス ト/パ フ ォー マ ンスで370/115と シス テ ム3の 中 間 ぐ らいの 機 種 で あ る。

IBMマ シ ン とコ ンパ テ ィブ ルで,バ ー チ ュアル ・メモ リー も付 加 さ れ て い る 。第1号 機 の 出荷 は

1975年 第1四 半 期 が 予 定 され て い る。

新 機 種 の発 表 に よ って,Unidataは 実質 的 な活動 を開始 したわ けだが,そ の前 途 に は むず か しい い
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2-3-2図Unidata機 構 概 略
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くっ か の 問題 が横 た わ って い る。 異 な る技術 レベ ル と経 営 体 制 の 障害 を の り越 えて どこ まで や って ゆ

け るか とい う こ とだ が,全 般 的 に は後 もど りは で きな いだ ろ う とみ られて い る。 フ ランス,西 ドィ ッ

政 府 の 支 援 に加 えて,EC委 員会 も歓 迎 の 意 を表 明 して い る。73年 に打 出 した 同委 員 会 の ヨー ロ ッパ

EDP企 業 連 合構 想 に も沿 う内 容 をUnidataが 備 えて い る こ とは明 らか で あ るか らだ 。

さてUnidataの 成 立 で い ちだ ん と注 目 され て い るの がICLの 行方 で あ る。ICLは 西 ドイ ツの

Nixdorfな どへ の 接 近 を行 な うL方,ア メ リカ系 コ ン ピ ュー タ ・メ ーカ ー に よ る買 収 の 噂 さ え流 され

た り し た が,さ き ご ろNCR,CDCの 合 弁 周 辺 機 器 子 会 社CPI(ComputerPeripherals,IIlc.)に

資 本 参 加 し,話 題 と な っ て い る 。

4イ ギ リス の コ ン ピ ュ ー タ産 業

A新 機種開発に賭けるICL

イ ギ リ ス の 国 産 メ ー カ ーICL(lnternationa1ComputerLtd.)はThomasC・Hudson会 長 ・'

GeoffreyCross常 務 の 新 コ ン ビで 積 極 的 マ ー ケ ッ テ ィ ン グ 活 動 を 推 進 し つ つ あ る。

ICLの 新 会 長 はIBM・UKの,ま たCross氏 はUnivacの 出 身 と い う こ とで こ の 人 事 は 多 く
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の 注 目 を集 め たが,ア メ リカ式 ビ ジ ネス感 覚 がICLに 反 映 され つつ あ る との評 は高 い。 この 新経 営

コ ン ビは まず,① 売上 高 を倍 増 す る こ と。② 売 上 の 半分 以 上 を海外 市 場 か らあ げ るこ と
。 ③利 益 を安

定 させ る こ と。④ 顧 客 サ ー ビス や製 品 の 品 質 にお い て確 固 た る名 声 を と る こ と,と い った大 方 針 を示

し,1974年 中 に数 種 の ニ ュー ・モ デ ル を発 表 しよ う と準 備 をすす めて きた 。

1973年 度 のICLの 経営 実 績 は,売 上 高 が約1億6,860万 ポ ン ド,税 引 前 利益 は1 ,240万 ポ ン ドに

達 した 。

2-3-3図lCLの 売 上 高推 移(1968～73年)
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税 引 後 純 益 税 引 前 利 益

1970年457.4765

1971〃 .519.7852

1972〃100.8335

1973〃1,240

1CLは1973年4月 に 初 め て コ ン ピ ュ ー タ を 導 入 す る ユ ー ザ ー に む け て2903と い う ニ ュ ー ・モ デ ル

を 出 し た 。こ の モ デ ル は 発 表 後 受 注 が 相 次 ぎ,現 在15eの オ ー ダ ー を 抱 え て い る とい う 。ICLは こ の
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2903の 他 にIBM370シ リー ズ対 抗 の 新 機種 を準 備 申 で あ る。 この新 世 代 機 種 はIBMが370シ リー

ズ の 次 に考 えて い るFSシ ス テ ム の対 抗機 と も され て い るが,そ の詳 細 は まだ 明 らか で は な い 。 しか

し海外 市 場 開拓 を経 営 の 目標 の ひ とつ に置 い て い るICLと して は,こ の 新 シ リーズ に社運 を賭 けて

い るよ うであ る。Hudson会 長 は1974年9月 以 前 に数 モデ ル の発 表 を予 定 して い る と述べ て い るが,

このICLの ニ ュ ー ・モデ ル に は政府 か ら総 額4,000万 ポ ン ド以 上 の 投 資 が行 なわ れ る もよ うで あ る。

ICLに っ いて の もうひ とつ重 要 な ポ イ ン トは ヨ ー ロ ッパ コ ン ピ コ一 夕再 編成 との か か わ りで あ ろ

う。 と くにUnidataと 今 後 どの よ うな関 係 を持 つの か,再 編 成 ドラマ で どん な役 割 を演 じ るのか が ま

す ま す注 目 され る よ うにな って きた。 同 社 は西 ドィ ッのNixdorf社 との 間 に 狭 い 範 囲の 提 携 関 係 を

樹立 したが,む しろ1973年 に はHoneywellやUnivacのICLへ の 接 近 が大 きな話 題 とな っ たの で

あ る。

Bソ フ トウェア産業 の振興 に も努力

イギ リス通 産 省 の調 査 で は1972年 同 国 の 専 門 的 プ ログ ラ ム ・サ ー ビス,EDPコ ン サル テ ィ ング ・

サ ー ビス の市 場 規 模 は5,000万 ドル ちか くに達 した とい うこ とで あ る。 イ ギ リス で は ソ フ トウ ェア ・

マ ー ケ ッ トの規 模 が 急速 に拡 大 しつ つ あ る とい わ れ る が,CSCな どア メ リカの ソ フ トウ ェア専 門

会社 を除 けばLogica,CAP(ComputerAnalystsandProgrammers)お よ びJohnHoskyns,F2

1nternationalと い った会 社 が 大 手企 業 と して 知 られて い る。

Logicaは コ ン ピ ュー タ ・コ ミュニケ ー シ ョン ・シス テ ムの 開発 で知 られ,CAPは リアル ・タ イ

ム ・シス テ ムの開 発 で名 高 い 。 しか し1973年 か ら74年 に か けて は,ど ち らか とい う とCSC,Leasco

な ど ア メ リカ系 企 業 の 活躍 が 目立 って い た 。 また この年 話 題 とな った の は ロン ドン空 港 の航 空 貨 物 デ

ー タ処 理 シス テ ムLECESの 運 営 に 当 っ た イギ リス郵 政 公社(PostOffice)の デ ー タ処 理 サ ー ビス 部

門NDPSと か航 空 会 社BOACの ソ フ トウ ェア ・サ ー ビス能 力 が フ ラ ンス な ど 海外 で高 く評 価 され

た こ とで あろ う。

な お イギ リス政 府 は,コ ン ピ ュー タ ・ハ ー ドウェ ア産 業 と同様 に,ソ フ トウ ェア産 業 の振 興 に も力

を入 れ ば じめ て い る。 その ひ とつ として 建 築設 計 ソ フ トウ ェ アの開 発 機 関 で あ るCADセ ンタ ー を設

立 した り,NCC(NationalComputingCenter)を 設 立 して い る。NCCは ソ フ トウ ェア会 社 に対

し開 発 の 援助 を行 な った り,ユ ー ザ ーの アプ リケ ー シ ョン開発 の援 助 を推進 した りして い る。

5フ ラ?ス の コ ン ピ ュー タ産 業

A依 然強 いCIIへ の援助
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フ ランス政 府 は国産 メ ー カ ーCIIへ の肩 入 れ を,Unidataへ の 参 加 に もかか わ らず 一 段 と熱 心 に

す す め て い るよ うに思 わ れ る。

す な わ ち 同国 政 府 は,プ ラ ン ・カ リキ ュル を通 じて政 府 各 省 庁,公 共事 業 体 にCII製 品 を使 用 す

るよ う圧 力 をか けて お り,さ らに は旧 仏 領諸 国 を中 心 に 海外 でCIIコ ン ピ ュー タ販売 の機 会 を拡 大

した り,大 使 館 を通 じてCIIコ ン ピ ュー タ の宣 伝 を行 な お うと した りして い る。

プ ラン ・カ ル キ ュル は 目下 第2次 計 画 に入 って お り,73年 に は2億2,500万 フ ラ ンが投 下 され た も

よ うで あ る。1973年 度 の政 府 援 助 の74%が ハ ー ドウ ェ アむ け で あ り,そ の大 半 がCIIの コ ン ピ ュー

タ開 発 援 助 に ま わ され て い る。CIIは これ に よ り大型 デ ィス ク ・シス テ ムの 研究 な どを推進 した と

み られ る。 ま た ソ フ トウxア の分 野 には 約1,000万 フ ランが 計上 され,ソ フ トウ ェア専 門 会社 へ の 援

助 にふ りむ け られ た 。

CIIの 業 績 は,政 府 の 手厚 い援 助 の もとで徐 々 に伸 長 して お り,1972年 には売 上 高 が8億 フ ラ ン

の レベ ル に達 し,さ らに73年 に は10億 フ ラ ンの大 台 に乗 せ た もの とみ られて い る。

B盛 んな合併,業 務提携の発表

フラ ンス 国 内 で は,IBM,Honeywell-Bull社 な どア メ リカ系 企業 が市 場 を支配.して い るが,ソ

フ トウ ェ ア,コ ン ピ ュー タ ・ リー ス およ びタ イム シ ェ ア リン グ ・サ ー ビス の分 野 で もア メ リカ企 業 の

進 出 は著 る しい 。

この よ うな 状 況下 に あ って この1,2年 の 間 に は,コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビス およ び周 辺 装 置市 場 分

野 に お いて 数 々 の合 併,提 携 の 発表 が 行 なわ れ た 。例 えば フ ラ ンス の 代表 的 ソ フ トウ ェア会 社Sligos

が イギ リスの ソ フ トウェ ア専 門 会社Hoskyns'と 販 売 お よ び技 術 開発 面 で提 携 をす る こ とにな っ た。

このSligosはCEGOS・InformatiqueとSLIGAが 合 併 して で きた ソ フ トウ ェ ア会 社 であ った。

ま た この 後,フ ラ ンス のSTERIAが イギ リスのSPLと 広 範 な 業 務提 携 を発 表 して い る。一 方,

フ ラ ンス国 内で は73年8月 に大 手 ソ フ トウ ェ ア会 社CISI(フ ラ ンス原 子 力 委 員 会 の コ ンピ ュー タ

事 業 部)とSogetiが 将来 の全 面 合 併 を前提 に した 部分 的合 併 を発表 した 。CISIは ヨー ロ ッパ 最

大 規 模 の ソ フ トウ ェ ア会 社 と 云 わ れ,SogetiとCISIが 合 併 す れ ば年 間売 上 高 で2億 フ ラ ン規 模

の企 業 が で きる こ とに な る 。

小 型 コン ピ ュー タ の分 野 で はTelemecanique社 が 西 ドイ ツのDietzと の 間 に販 売協 定 を結 ん だ 。

両 社 は これ によ り相 互 に主 力 機 種 の販 売 を行 な う こ と に な っ た が,こ れ は小 型 コ ン ピ ュー タで も

Unidataの よ うな ヨー ロ ッパ 連 合 を推 進 す べ きだ とい うフ ラン ス政 府 主張 に沿 った か た ち とな った 。

とい うの は汎 用機 と同様 に,小 型機 の分 野 で もア メ リカ企 業 のDECに ヨー ロ ッパ 市 場 の60%ち か く

を お さえ られ て お り,こ の た め の対 策 が 考 え られ て いた か らで あ る。 な おTelemecaniqueとDietz

の 両社 は さ らに他 の 企業 との提 携 の 可能 性 もあ る と述 べ て い る。
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こ の 他 周 辺 装 置 の 分 野 で も,IBMな ど ア メ リ カ 企 業 に対 抗 す る た め フ ラ ン ス 政 府 の 肝 入 り で,

Logabox,Intertechnique,Matraの3社 が 集 ま っ てClubdelaP6ri-lnformatiqueが73年 秋 に 結

成 さ れ た 。 同 グ ル ー プ の 誕 生 に よ り フ ラ ン ス の 周 辺 装 置 開 発 は 前 進 す る もの と み ら れ て い る 。 こ の 他

リ ー ス 部 門 で はPromodataが イ ギ リス のChannelLeasingLtd.な ど9社 と と も にSynerLease

と い う ヨ ー ロ ッパ 最 大 の リー ス 会 社 を 設 立 し た 。

6西 ドイ ツの コ ン ピュー タ産 業

国産 メ ー カー として はSiemens,Nixdorfお よ びTelefunkenComputerA.G.の3社 で,こ の う

ちSiemensは 総合 電 気 メ ー カ ー と して 年 間 約151億5,000万 ドル を売上 げ る(1972年 実 績)巨 大 な 企

業 で あ る。 同社 は汎 用 コ ン ピュー タ4004シ リーズ,小 型 専 用 機 シス テ ム404シ リーズ,シ ス テ ム300

ミニ コ ン ピュー タ ・シ リーズ な どの製 品 ライ ン を有 して い るが,1973年1月 の時 点 で は 約2,000台,

金 額 に して42億 マル ク に ちか い上 記3種 類 の シス テ ムの 受 注 を有 す るに い た って い る。 同社 はIDC

(lnternationalDataCo.)の 調べ に よ る と,西 ドイツ の コ ン ピュ ー タ市場 で13.5%の シ ェア を有 して

い る。1位 はIBMで66%と い う圧 倒 的 シ ェ アで あ る。

Nixdorf社 は小 型 ビジ ネス ・コ ン ピ ュー タ分 野 で は ヨー ロ ッパ 市 場 を主 導 す る メー カ ー で あ る。

1973年 度 は ア メ リカのVictorComptometer社 の 小 型 コ ン ピ ュ一一タ部 門 を買 収 し,ア メ リカ市 場進

出 を積 極 的 に推 進 した。 同 社 はま た ア メ リカの 小 型 ビジ ネ ス ・コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ーQI社 の株 式

を も取 得 した りして い る。

この 他Nixdorfは 大 型 機 分 野 へ も意欲 を みせ,TelefunkenCompUterA.G.をAEGTelefunken

社 と と もに共 同設 立 して い るが,ア メ リカのIBMス ピン ・ア ウ ト企 業 で,370シ リーズ 上 位機 種 対

抗機 を つ くろ う として い るAmdhal社 に も資 本 参 加 して い る。

注 目のTelefunkenComputerの 足 ど りで あ るが,端 的 に言 って まだ 政 府 の援 助 が な いか ぎ り自立

は む りとい うの が業 界 での 一 般 的見 解 で あ ろ う。 同 社 のTR440の 販 売 実 績 は1973年 中頃 の 時 点 で30

台 以上 とな って い る。TR440の マ ー ケ ッテ ィング の 弱 さは ア プ リケ ー シ ョン ・ソ フ トウ ェ アの 不 足

に あ る と言 われ て い る。 しか し同 モ デ ル は米 国 の ア ドオ ン ・メ モ リー ・メ ー カー で あ るAMS

(AdvancedMemorySystem)社 製 のMOSメ モ リー を実 装 し,海 外 市 場 で も積 極 的 に売 り込 ん で ゆ

くと して い る。TelefunkenComputerの 規模 は,従 業 員 が 約700名 で,国 内 支社7社 で あ り.,こ の

支 社 は販 売面 を担 当 して い るNixdorf社 の もの で あ る。

西 ドイツ政 府 が 国産 コ ン ピ ュー タ産 業 の 振 興 にの り出 した の は第 一 次 デ ー タ処 理 計 画 をス タ ー トさ

せ た1967年 の こ とで,ヨ ー ロ ッパ主 要 国の 中 で は最 も遅 い部 類 に 属す る。
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1971年 か らは第 二 次 デ ー タ処 理 計 画 が始 め られ て お り,関 連 予 算 を含 め る と42億7 ,000万 マル ク の

支 出 が予 定 され て い る。第 二 次計 画 の 特徴 はデ ータ処 理 教 育 関 連 予 算 が 非常 に大 きい とい うこ とで あ

る。 ま た国 産 コ ン ビ。ユ一 夕 ・メ ー カー3社 に対 して も開 発 援 助 資 金 を供 与 して お り,政 府 機 関 にお い

て国 産 機 の 優 先導 入 を奨 励 して お り,中 央 政府 の み な らず,州,市 町 村 の 地 方 自治 体 レベ ル に まで お

よ ん で い る。
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第1章 わが 国の コ ン ピュー タ政 策 お よび情報 産業 政 策

1ハ ー ドウ エ ア振 興 政 策

電子工業,機 械工業については,1970年 まで別々の法律体系(電 子工業振興臨時措置法,機 械工業

振興臨時措置法)の もとで振興が図られてきたが,機 電一体化等の要請に応 え,1971年 度より特定電

子工業及び特定機械工業振興臨時措置法(昭 和46年 法律第17号)に 一本化 された。

電 子 計 算機 につ いて は ・ イ号 機 種(製 造 技 術 に 関 す る試 験 研 究 を特 に促 進 す る必 要 が あ る もの)
,

八 号 機 種(生 産 の合 理 化 を特 に促 進 す る必 要 が あ る もの)と して その 振興 が 図 られ る こ と とな
って お

り,71年11月 に は電 子 計算 機 に係 る高 度 化 計 画 が 告 示 され,政 府 と して もそ れ に基 づ き振 興 施 策 を講

じて きて い る。 なお,高 度 化 計 画 は,1974年 に改 訂,充 実 された 。

上 の根 拠 法 に基 づ き・1974年 度 に お いて は下 記 の よ うな ハ ー ドウ ェア振 興 政策 が実 行 され て い る
。

① 電 子 計 算 機薪 機 種 開 発 促 進 費補 助 金

3.5世 代機 種 に本 格 的 に対 抗 す る こ との で き る新 しい シ リーズ の 電 算機 の 開発 に関 し
,集 約化 な っ

た 国産 グル ー プ に対 して,そ の 費 用 の50パ ー セ ン トを補 助 す る。

② 周 辺 装 置等 開発 促 進 費補 助 金

周辺 装 置お よ び端 末 機 器(プ ロ ッタ,キ ャ ラクタ ・デ ィス プ レイ,シ リアル ・プ リン タ ー、OCR

イ ン テ リジ ェ ン ト ・タ ー ミナ ル,キ ー ツー 磁 気 テ ー プ装 置 等)の 開 発 を行 な う国 産 電 算 機 お よ び周辺

装 置 等 メ ー カー に対 し,そ の 費用 の50パ ー セ ン トを補 助 す る。

③ 集 積 回 路 開発 促 進 費補 助 金

今 後IC技 術 の主 流 をなす と考 え られ る分 野 のIC(C-MOS
,Nチ ャネルMOS,産 業用 リニ

やIC等)に っ いて,性 能 向 上,歩 留 り向上 等 を短 期 間 に達 成 させ るた め その 開 発 試作 に要 す る経 費

の50パ ー セ ン トを補 助 す る。

④ 日本 電 子 計 算 機 ㈱ に対 す る 日本 開発 銀 行 融 資

電 子 計 算 機 の 販 売 はそ の大 半 を レ ンタル 制 によ って い る ので,そ の膨 大 な販 売資 金 負 担 を軽減 し
,

国 産 電 子 計 算 機 メー カー の育成 を図 るた め,1961年 に発 足 した 日本 電 子計 算機 ㈱ に対 し重 点 的 に開銀

資金 を投 入 す る こ とに よ りレ ンタ ル 資金 の 確 保 を行 って きた が ,技 術,資 本,輸 入 の 完 全 自由化 を控

えIBMを 中 心 とす る外 国 電子 計算 機 メ ー カ ーの 攻勢 は ます ます 高 ま って きて い る
。
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3-1-1表(単 位:百 万 円)

電子計算機新機種開発促進費補助金 72年 度 73・ 年 度 74年 度

4,510 14,410 15,250

3-1-2表 新機種開発促進費補助金交付先(49年 度)

補 助 事 業 者

超高性能コンピュータ

開発技術研究組合

組 合 員

富 士 通 ㈱

㈱富士通研究所

㈱ 日立 製 作 所

日 立 工 機 ㈱

日 本 周辺 機㈱

新 コンピュー タシステム

技術研究組合

組 合 員

日 本 電 気㈱

九 州 日本 電気㈱

富 山 日本 電気㈱

東 京 芝 浦 電気㈱

日本 ビジネスオー トメーシ ョン㈱

日本デー タマシ ン㈱

超高性能電子計算機

技術研究組合

組 合 員

三 菱 電 機㈱

㈱三菱総合研究所

沖 電 気 工 業㈱

開 発 試 作 の 内 容

超高性能電子計算機

システムの試験研究

新世代電子計算機の ファ ミリーシ リー

ズの開発研究

超高性能電子計算機

システムの開発試作

3-1-3表 (単位:百 万 円)

72 年 度 73 年 度 74 年 度

周辺装置等開発促進費補助金 700 1,030 1,400
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3-1-4表 周辺装置等 開発促進費補助金交付先(49年 度)

補 助 事 業 者 開 発 試 作 の 内 容

岩崎通信機㈱

沖電気工業㈱

黒沢通信工業㈱

富 士 通 ㈱

三 洋 電 機 ㈱

普及型大型作図装置

シ リア ル ド ットプ リン タ

ノ ン イ ンパ ク トプ リン タ

POS用 自動 タグ作成装置

会計端末装置

㈱島津製作所
已 院甑 ・ンテ・・。ン・端末鑓

島田理化工業㈱
iマ ー・瓢 齢 端末鑓

㈱ 写 研 巨 植用湊 表示鑓
シ ャ ー プ ㈱

已 易型低価格・CR

立 石 電 機 ㈱
1小 売店用・ ・ック… 櫟

中 央 電 子 ㈱
1

マ トリックス式無接点入力装 置
」

テ ィ ア ッ ク㈱ ミニ コ ン ピュ ー タ用 磁 気 テ ー プ装 置

㈱ 東 京 計 器

東京芝浦電気㈱

㈱東京電子応用研究所

東京通信機㈱

1・ ・RTRAN入 力用 ・CR

カラーグラフ ィックデ ィスプ レイMICR

簡易型広幅帳薬用OCR

ミニ コ ン ピュー タ用低 価 格 ラ イ ンプ リ

ン タ

已 易帳票作用 端末鑓
東 レ ㈱

巴 蛾 熔 量齪 情報・・イル鑓

日本光電工業㈱
1会 話型医麟 報入出力鑓

日 本 電 気 ㈱

日本電子 メモ リ工業㈱

日本 ビク タ ー㈱

イ ンテ リジェン ト端末装置 ・

高速漢字印刷装 置

端末用OCR

オ ンライン文字認識装置

オ ンライン磁気 カセッ トデータ作成装

置

カセッ ト磁気テープ型音声応答装 置

簡易型教育 課程管理用端 末装置'

日本 ミニ コ ン ピ ュー タ㈱

㈱ 日 立 製 作 所
1朋 端末制御鑓

高 性 能OCR

カ ラー ハ ー ドコ ピー装 置

イ メ ー ジフ ァイ ル装 置

フ レキ シブ ル デ ィス ク を ベ ー ス とす る



第1章 わが国の コンピュータ政策および情報産業政策53

1デ ー・入力緩

富 士 通 ㈱ 蓄 横 型 グ ラ フ ィ ック デ ィス プ レイ

高 速 写 真 植 字 装 置

ノ ンイ ンパ ク トラ イ ンプ リン タ

古河電気工業㈱ 簡 易型 データ入力端末装置

㈱北辰電機製作所 大 型 バ ー コ ー ドリー ダ

超 小 型 磁 気 ドラ ム装 置

松下電器産業㈱
∈ 及 型 グ ・・フ ・・ クデ ・・ プ ・・

三 井 造 船 ㈱

三 菱 電 機 ㈱

ミニ コ ン ピュ ー タ用 フ ァ イル 装置

高性能 デ ィスプレイ

端末用 漢字表示装置

工程管理 用端末装置

ミノル タ カメ ラ㈱ 特殊券面印刷装置

ユーザ ック電子工業㈱
已 気元帳入出力鑓

㈱ リ コ ー 簡 易フ ァイル検索装置

予約管理用特殊業務端末装 置

3-1-5表 (単位:百 万円)

集 積 回 路 開 発 促 進 費 補 助 金

73年 度

1,700

74年 度

1,800

3-1-6表 集積回路開発促進費補助金交付先(49年 度)

補 助 事 業 者 開 発 試 作 の 内 容

三 菱 電 機 ㈱

沖電 気工業㈱

Nチ ャネルMOSLSIの 開発試

作

東京芝浦電気㈱ コ ンプ リメ ンタ リーMOSLSIの

開 発 試 作

㈱ 日立製作所 シ リコ ンゲ ー トE/DMOS

LSIの 開発 試 作

日本 電 気 ㈱

九州日本電気㈱

高性能産業用 リニアICの 開発試作

富 士 通 ㈱

シ ャ ー プ ㈱

㈱協同電子技 術研究所

多用途産業用 リニアICの 開発試作
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このよ うな状 況 に 対処 して,情 報処 理 の急 速 な進 展 によ り拡 大 す るコ ン ピュー タ市 場 に お け る国 産

コン ピュ ー タの定 着 を 図 る と と もに,国 産 電 子計 算 機 メ ー カー の企 業 体 質 を強化 す るた め
,国 産 電 子

計 算 機 の 共 同 レン タ ル機 関 で あ る 日本 電 子 計算 機 ㈱ に対 す る開銀 融 資 が 強 化 され てい る。

3-1-7表 (単位 億円)

70年 度

230

71年 度

410

72年 度

200

73年 度

115

74年 度

225

⑤ 構 造 改善 のた め の開 銀 融 資

電 子 計 算 機産 業 の 自由 化 に対 処 し,そ の 国 際競 争力 を強 化 す るた め,国 産 メ ー カ ー6社 は業 務 提携

等 によ り体 制 整 備 を進 め て い るが,こ れ を一 層 促 進す るた め体 制 整 備 を実施 して い るメ ー カ ー に対 す

る設 備 投 資 資金 の供 給 を行 って い る。

3-1-8表 (単位 億円)

72年 度

15

73年 度

15

74年 度

その他枠 の うち

2ソ フ トウ ェア振 興 政 策

電子計算機の利用及びプログラムの開発を促進し,そ の流通を円滑にするとともに,情 報処理サー

ビス業等の育成のため情報処理振興事業協会等に関す る法律(昭 和45年法律第90号)が 設けられ,本

法に基づき1970年10月1日 情報処理振興事業協会が設立されるとともに,1972年1月 電子計算機利用

高度化計画が告示された。さらに,プ ログラム調査簿の作成,情 報処理技術者試験,情 報処理振興金

融措置等が本法に沿って実施 されている。

① 情報処理振興事業協会の助成

プログラムの買上げおよび普及業務,情 報処理産業等に対する債務保証業務のため,協 会に対 し次

のような補助金が計上されている。
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3-1-9表(単 位 百万円)

項 目

L事 業費補助

2.出 資 金

70年 度

300

200

71度 度

400

400

72年 度

370

450

73年 度

785

0

74年 度

996

0

② 情報 処 理 産業 振 興 対 策 費 補 助金

ソ フ トウ ェアの 開 発 を容 易 に し,そ の生 産 性 を高 め るた め に必 要 な効 率 的か つ 汎 用 的 な ソ フ トウ ェ

ア ・モ ジ ュール 群(事 務 処 理 分 野,設 計,計 算 分 野,OR計 算 分 野,自 動 制 御 分 野,経 営 管 理 分 野)

の開 発 を行 う こと と し,こ れ を行 う ソ フ トウ ェア企 業 グ ル ー プ に対 し所 要 の経 費 の75パ ー セ ン トを補

助 す る。

3-1-10表 (単位 百万円)

情報処理産業振興対策費補助金

73年 度

600

74年 度

1,200

3-1-11表 情報処理産業振興対策 費補助金交付先(49年 度)

補 助 事 業 者 開 発 試 作 の 内 容

事 務処 理 ソ フ トウ ェア モ ジ ュー ル技

術研 究 組合

(組 合 員)

日本 電 子 開 発,日 本 タ イ ム シ ェア,

コ ン ピュー タ サ ー ビス,事 務 計 算 セ

ン タ ー,ニ ッペ ー デ ンサ ン,東 京 ソ

フ トウ ェア,日 本 科 学 技 術 研 究 所

ユ ニバ ーサ ル電 子 計 算,ソ フ トサ イ

エ ン ス,イ ンデ ック ス,日 本 コ ン ピ

ュ ー タ ダ イ ナ ミック ス,岩 井 計 算 セ

ン タ ー,日 本 情報 サ ー ビス,日 本 ヒ

ジ ッ ト,社 会 調査 研 究 所j

経 営 管 理 ソ フ トウ ェア モ ジュ ール 技

術研 究 組 合

(組合 員)

日本 コ ン ピ ュー タ シス テ ム,近 畿 コ

ン ピュ ー タ コ ンサ ル タ ン ト,ジ ェ ー

・エ ム ・ユ ー シス テ ムズ,住 商 コ ン

事 務 計 算 分野 の ソ フ トウ ェア モ ジ ュ ー

ルの 開 発

経 営 管 理分 野 の ソ フ トウ ェア モ ジ ュ ー

ルの 開 発
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ピュ ー タサ ー ピス ピ ジネ ス コ ンサ ル

タ ン ト

設計計算ソ フ トウェアモジュール技

術研究組合

(組合員)

構造計画 研究所,開 発計算 セ ンター

総合 システム研究所,芙 蓉情報 セン

ター,ラ ン ドコンピューター

オ ペ レー シ ョンズ リサ ー チ ・ソ フ ト

ウェ ア モ ジ ュ ール技 術 研 究 組 合

(組 合 員)

協 栄 計 算 セ ン ター,コ ン ピュ一 夕 エ

ン ジニ ア ー ズ,テ ク ノ シ ステ ム,都

築 ソ フ トウ ェア,東 京 シ ス テ ム技 研,

東 洋 情 報 シス テ ム,フ ジ ミッ ク,三

菱 総合 研 究所

設 計計算分野の ソフ トウェアモジュー

ルの開発

OR計 算分野のソフ トウェアモ ジュー

ルの開発

自動 制 御 ソ フ トウ ェア技 術研 究 組合

(組合 員)

管 理 工 学 研 究 所,ソ フ トウ ェ ア リサ

ー チ ア ソ シェ イ ツ,日 本 オ ー トメー

シ ョン シ ステ ム,日 本 計 算 セ ン ター

自動制御分野の ソフ トウェアモジュー

ルの開発

委 託 開 発 ま た は 買上 げ に よ って協 会 が 取得 した プ ロ グ ラ ムは,利 用 を希 望す る者 に貸 付 な ど を行 な

って 普 及 を図 る。

1974年3月 ま で の時 点 で,す で に 開発 事 業 が完 了 し,プ ログ ラムの 貸 付 が可 能 な もの は下 記 の とお

りで あ る。 な お,貸 付 料 は長 期使 用,月 単位 使 用,都 度使 用 の そ れぞ れ につ い て定 め られて い るが,1

月 単 位 の場 合 の貸 付料 を カ ッコ内 に 明示 した(円)。

①

②

③

④

⑥

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩,

各 種 デ ー タ変 換 プ ログ ラム

経 歴 管 理 を含 む計 数 型給 与 計 算 プ ログ ラム

漢 字 か な湿 り文 変 換 プ ログ ラ ム

業務 研 修 の た めの シ ミュ レー シ ョン ・プ ログ ラ ム(製 造 業 一般 用)

業 務 研 修 の た め の シ ミュレ ー シ ョン ・プ ログ ラム(商 事 会 社用)

プ ログ ラ ム ・テス トデ ー タ ・ジ ェ ネ レー タ

ドキ ュメ ン ト管 理 プ ログ ラム

統 計 解 析 プ ロ グ ラ ム

汎用 フ ァイ ル ・マ ネ ジメ ン ト

テ ク ニ カル ・プ リン ト ・パ ッ ケー ジ

(40,000)

(30,000)

(150,000)

(60,000)

(60,000)

(30,000)

(45,000)

(32,000)

(検 討 中)

(80,000)



×

⑪、

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

⑳

㊧

㊧

⑳

⑳
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COBOLフ ロー チ ャ一 夕(検 討 中)

COBOLコ ンバ ー タ

予 算 編 成 シ ミュ レー シ ョン ・プ ログ ラ ム

生 産 管 理 シス テ ム

ミニ コ ン用 プ ログ ラム ・ジ ェ ネ レー タ

デ ー タ ・マ ニ ピ ュレ ー タ

消 費 財 流通 シス テ ムプ ログ ラ ム

情 報 シス テ ム ・プ ログ ラ ム(PhaseI)

住 民 生 活 情報 シス テ ム ・プ ログ ラム

ミニ コ ン用COBOL

配 送 計画 プ ログ ラ ム

数 理 計画 プ ログ ラ ム
ダ

オ ン ライ ン シス テ ム ・デバ ッグ用 汎 用 シ ミュ レー タ

ミニ コ ン用図 形処 理 シス テ ム
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(長 期 の み600,000)

(80,000)

(100,000)

(390,000)

(110,000)

(80,000)

(180,000)

(長 期 の み3,600,000)

(110,000)

(110,000)

(160,000)

(400,000)

(200,000)

(長 期 の み3,500,000)

業 務 研修 の た めの シ ミュレ ー シ ョン ・プ ログ ラム(マ ーチ ャン ダ イ ジ ング 用)

(200,000)

現 在 開 発事 業 が行 なわ れ て い る プ ログ ラムに は次 の ものが あ る。

①FORTRANソ ース ・プ ログ ラ ム ・オ プ テ ィマイ ザ

②COBOLソ ー ス ・プ ログ ラ ム ・ア ナ ラ イザ

③ シス テ ム開 発 技 法 パ ッケ ー ジ(小 型 機 ユ ー ザ ー向 け)

④FORTRANフ ロ ーチ ャ一 夕

⑤ 機械 製 図用 言 語

⑥ 高速FORTRANコ ンパ イ ラ

⑦ ダ イ ナ ミッ ク ・プ ロセス ・シ ミュ レー シ ョン

⑧ 電 子計 算 機 室 の運 営 管 理 プ ロ グ ラ ム

⑨ 構造 図 面 自動 製 図 用 プ ログ ラ ム

⑩ 情 報 シス テ ム ・プ ロ グ ラ ム(PhaseH)

⑪ 輸 送 管 理 シス テ ム(シ ステ ム設 計)

⑫ 漢字 に よ る住 所 書 きプ ロ グ ラ ム,

⑬ 卸 商 業 団 地総 合 情 報 シ ステ ム,

⑭ 建 築 積 算 シス テ ム(シ ステ ム設 計)

⑮ 工 作 機 械 構造 解 析 プ ロ グ ラ ム
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⑯

⑰

⑱

⑲

⑳
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診 療 会 計情 報 処 理 プ ロ グ ラ ム

編 集 ・校 正 用 プ ログ ラ ム

チ ェー ン ・ス トアの 出店 計 画 シ ステ ム

部 品 展 開 プ ログ ラ ム

生 産 財 総 合 流 通 プ ログ ラム(シ ス テ ム設 計)

③ ソフ トウ ェア開 発 の た めの 開 銀融 資

電 子 計 算 機 メー カー お よ び ソ フ トウ ェア企 業 に対 し,そ れ らが ソ フ トウ ェ ア開発 およ び情 報 処 理技

術 者 の教 育 ・研 修 の た め に取 得 す る電 子 計 算機,建 物 土 地,お よ び教 育,研 修施 設 な らびに それ らの

付 帯 設 備 等 につ き融 資 を行 な う。

3-1-12表 (単位 億 円)

70年 度 71年 度 72年 度 73年 度 74年 度

2u 25 25 25 その他枠の うち

④ 情報処理振興金融措置

情報処理振興金融措置は,資 金運用部の金融債引受を見返 りとして,長 信三行が融資を行なうもの

で,そ の対象は,次 のとお りである。

(1)情 報処理サービス業者等の電子計算機導入,プ ログラム開発,情 報処理技術者の教育その他その

業務の高度化に必要な資金

② 一般企業のプログラム開発および情報処理技術者の教育に必要な資金

3-1-13表 (単位 億円)

70年 度

40

71年 度

95

72年 度

145

73年 度

133

74年 度

90

3税 制

① 電 子 計 算 機 買戻 損 失 準 備 金

JECC等 を通 じ レ ン タル した電 子 計 算機 につ き,そ の レン タル バ ック 時 の買 戻損 失 負 担 をカバ ー
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す るた め,JECC等 へ の電 子 計 算機 の売 上 高 の20%を 準 備 金 と して積 立 て る こ と を認 めて い る。

② 電 子 計 算 機 の 特 別償 却 制 度

情 報 処 理 の 一 層 の 進展 と買 取 によ る導 入 の促 進 を図 る見 地 か ら,と くに 情報 処 理 の 高度 化 に資 す る

電 子計 算 機(主 記 憶 装置 の記 憶容 量 が12万 ビ ッ ト以上 の 汎用 計 数 型 電 子計 算 機)を 買 取 に よ り導入 し

た ユ ーザ ー に対 し,初 年 度%の 特 別 償 却 を認 め て い る。

③ 電 子計 算 機 の固 定 資 産 税 の軽 減

上 記 と同様 の見 地 か ら,主 記 憶 装 置 の記 憶容 量 が12万 ビ ッ ト以 上 の 汎 用 電 子計 算 機 を買取 に よ り導

入 した ユ ーザ ー に対 し,固 定 資産 税 の 課税 標 準 を取 得 の 時か ら3年 間%に 圧 縮す る。 す な わ ち,1/3だ

け固 定 資 産税 を軽 減す るこ とを認 め て い る。

④ プ ログ ラ ム保証 準 備 金

プ ログ ラ ム納 入 後 の 補 修 負 担 に備 え,ソ フ トウ ェア企 業 の経 営 安 定 に資 す る こ とに よ り,今 後 の情

報化 社 会 の 重 要 な担 い手 で あ るソ フ トウ ェ ア産 業 の育 成 を図 るた め,プ ログ ラ ム売上 高 の2パ ー セ ン

トの準 備 金 の 積 立 て を認 め て い る。

4シ ステム開発 技術 開発 の推進

①'医 療情 報 シス テ ムの 開 発

国 民生 活 の 質 的 充 実 が 叫 ば れて い る今 日,医 療 サ ー ビス は,国 民 の ニ ー ズが 高 ま って い るに もか か

わ らず,供 給 が 追 い つ か ず,深 刻 な 社 会 問題 とな って い る。

この 解 決 を 図 るた め に は,現 代 科 学技 術 の先 端 で あ る コ ン ピ ュー タ を中 心 とす る情 報処 理 技 術 と,

近 年 著 しい進 歩 をみ つ つ あ る医用 電 子 技 術 を活 用 した 医 療 情 報 シ ステ ムの 開 発 を図 り,医 療 サ ー ビス

の生 産 性 の 向上 と地 域 格 差 の是 正 を図 る必 要 が あ る。

このた め,通 産 省 で は1973年 度 に お いて コ ン ピ ュー タ を利 用 した 情報 処 理 の 推 進 と機 器 開 発 の促 進

の観 点 か ら医 療機 器 シス テ ムの 調査 研 究 を行 った 。74年 度 か らは,73年 度 の調 査 研 究 を もと に地域 医

療 シス テ ム,救 急 医療 シス テ ム,ホ ス ピタル ・オ ー トメ ー シ ョン等 を含 む総 合 的な 医療 情 報 シス テ ム

を厚 生 省 と一 体 とな って 開 発す る こ と と し,(財)医 療 情報 シス テ ム開 発 セ ン タ ー を設 立 す る と と も

に基 本 設 計 を行 う。

3-1-14表 (単位 百万 円)

73年 度

110

74年 度

211
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② 生 活 映 像 情報 シス テ ムの 開発

近 年 急速 な技 術 進 歩 を遂 げつ つ あ るCATV,ビ デ オ ・パ ッケ ー ジ等 を技 術 的 な基 礎 として ,こ れ

と コ ン ビ。ユ一 夕 を組 み合 わせ た 双 方 向生 活 映像 情 報 シス テ ムは ,CAI,フ ァク シ ミリ,TVシ ョッ

ピ ング等 広 汎な サ ー ビス を提 供 で き る機 能 を有 し,来 た るべ き情 報 化 社 会 の 日常 生 活 に大 きな影 響 を

与 え る もの と して期 待 されて い る。

この よ うな映 像 シス テ ムは,生 活 系 全 般 にわ た る総 合 情 報処 理 シス テ ムで あ るた め
,実 験 タ ウ ンを

設 け,機 器 開発 を含 めた シス テ ム全 体 の 開 発 や利 用 者 の具 体 的 ・定 量 的 ニ ーズ の 把 握 を行 な う と と も

に,技 術 的 な信 頼 性 に関 し実 際の オペ レー シ ョン を実 施 しつつ 実 験 す る こ とが 必 要 で あ る
。

こ の ため72年 度 の 基本 設 計,73年 度 の 詳細 設 計 に引 き続 き,74年 度 は機 器 の 試作 ,ソ フ トウ ェアの

開 発 等 を行 な う。

3-1-15表 (単位 百万円)

72年 度

31

73年 度 74年 度

220 553

④ パ タ ー ン情 報処 理 シス テ ム の 開発

国産 電 子計 算 機 の 国 際競 争 力 を強 化す る と と もに,情 報 処 理 の高 度 化 の 要 請 に こ た え るた め,'情 報

処 理 関 連技 術 を さ らに研究 開 発す る必 要 が あ る。

この た め,1966年 度 以来 推 進 して きた超 高 性 能 電子 計 算 機 の 開発 に引 き続 き,71年 度 か ら,文 字,

図 形,物 体 の形 状,音 声 な どい わ ゆ るパ タ ー ン情 報 を その まま入 力,認 識,処 理 で きる新 しい 世 代 の

電 子計 算 機 として,パ タ ー ン情 報処 理 シス テ ムの研 究 開 発 を行 って い る。

3-1-16表(大 型 プ ロ ジ ェク トの 内枠) (単位 百万円)

71年 度 72年 度 73年 度 74年 度

200 1,071 1,627 2,184

⑤ 自動 車 総合 管 制 技 術 の開 発

都 市 にお け る 自動 車 の過 密 化 が もた ら した交 通 混 雑,渋 滞 を回避 な い し は緩 和 し,さ らに は それ ら

に起 因 す る交 通 事 故 や大 気 汚 染 を防 止す るこ とを 目的 として ,走 行 申 の 個 々 の 自動 車 に,最 適 走 行 経

路 な どの道 路 情 報 を伝 達 す る こ とを可 能 とす る シス テ ム(通 信機 と電 子計 算 機 が 主 体 とな る)の 開 発

を1973年 度 よ り5カ 年 計 画(総 額50億 円)で 行 な って い る。
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3-1-17表(大 型 プ ロジェク トの内枠)(単 位 百万 円)

73年 度

200

74年 度

840

5基 盤 整 備

情報化促進のための基盤を整備するため,政 府により次のような諸施策が講ぜ られている。

① 情報処理実態調査,情 報産業動向調査

今日,急 速に変化 しつつあるわが国情報処理の実態を継続的かつ体系的に把握 し,こ れに基づいて

情報処理振興施策の拡充等を行 うため,情 報処理実態調査が実施されている。

情報処理サービス業およびソフ トウェア業の成長パターンや,そ の景気動向との関係を解明し,知

識集約産業の振興施策の確立等に資するため,情 報産業動向調査が実施されている。

② 情報化,シ ステム化調査

通信回線の民間開放に伴い,一 層その普及が期待されている情報ネットワークについて,そ の形成

'を促 進 す るた め
,将 来 の 情 報 ネ ッ トワー クの望 ま しい 姿 につ い て調 査 研 究 し,そ の ガ イ ドラ イ ンを示

す とと もに 産業 活 動 の シス テ ム化 の実 情 につ い て の調 査 研 究 が な されて い る。

③ 電 子 計 算 機納 入,下 取 統 計 調 査

電 子 計 算 機市 場 の動 向 を適 確 にか つ迅 速 に把握 し,景 気 の変 動 との関 連,内 外電 算 機 の納 入動 向等

を明 らか にす るた め,メ ーカ ー,商 社 を対 象 に納 入,下 取 調 査 が 実施 されて い る。

④ 情 報 処 理 技 術 者 の育 成 確 保

情報 処 理 の発 展 の 中核 的 役 割 を果 たす 人 材 を確 保 し,さ らに は そ の質 的な 向 上 を図 る た め,シ ス テ

ム ・エ ン ジニ ア や プ ログ ラマ ー等 を対 象 と した情 報 処 理 技 術 者 試 験 が実 施 され て い る
。

1973年 度 まで の応 募 者 数,合 格 者数 な ど は3-1-18表 に示 す とお りで あ る。

⑤ 情 報 処理 技 術 者 教 育 経 費 の税 額 控 除 制 度

増 加 試 験 研 究 費 の税 額 控 除制 度 の拡 充 によ り,高 度 な情 報処 理 技 術 者 の 研 修経 費 の税 額 控 除 が行 わ

れ て い る。

⑥ ソ フ トウ ェ アの 流通 基 盤 の 整 備

aプ ログ ラ ム調 査 簿 の作 成

プ ログ ラ ム に対 す る重 複 投 資 をで きるだ け避 け,プ ログ ラ ムの 円滑 な流 通 を促進 す るた め,コ ン ビ
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ユ ー タ ・ユ ーザ等 が 保 有 して い るプ ログ ラ ムの うち と くに円 滑 な流 通 を図 る必 要 が あ る と認 め られ る

プ ログ ラム を収録 した プ ログ ラム調 査 簿 を作 成 し,こ れ を一般 の 閲覧 に供 す る こ と と され て い る。

bソ フ トウ ェ アの法 的保 護 調 査研 究

ソ フ トウ ェア の流 通 を促 進 して い くた め に は,プ ログ ラ ムの所 有 者 の権 利 を何 らか の形 で保 護 す る

こ とが 不 可欠 で あ り,こ の よ うな観 点 か ら,ソ フ トウ ェ ア法 的保 護 調査 委 員 会 で ソ フ トウ ェアの 流通

の 促 進 を図 るた め の法 的 保 護 の 手段 につ いて 検 討 が進 め られ て い る。

3-1-18表

区 分1年 司 応 募 者 ∋ 受 験 者 剰 合 格 者 数1合 格 率

1971 3,086人 2,161人 244人 11.3%

1972 2,497 1,577 236 15.0

特 種 1973 2,460 1,479 257 17.4

計 8,043 5,217 737 14.1

1969 12,924 10,527 811 7.7

1970 10,279 7,179 977 13.6

一 種 1971 7,740 5,634 568 10.1

1972 6,643 4,469 406 9.1

1973

計

7,914

45,500

5,215

33,024

631

3,393

12.1

10.3

種

1969

1970

1971

1972

1973

計

29,098

24,200

18,499

13,821

15,518

101,136

22,057

16,249

13,499

g,748

10,562

72,115

1,832

1,649

1,279

2,280

2,304

9,344

8.3

10.1

9.5

23.4

21.8

13.0

合 計 ・54・67gl ・1・・3561 ・3・4741 12.2

⑦ 情報処理サービス企業等台帳制度

情報処理サービス企業等の機密保持の実態等を明らかにした台帳を作成し,ユ ーザーの閲覧に供す

ることにより,そ の外注先の選択を容易にするとともに,業 界全体の機密保持の水準向上が図られて

いる。

⑧ 情報処理標準化の推進

工業標準化施策の一環 として,情 報処理関係の標準化が推進されている。

⑨ 情報化週間の実施

情報化社会への円滑な発展を図っていくためには,わ が国情報処理の高度化を促進しつつ,こ れと

併行 して国民の理解と関心を深め,情 報化の進展に即応した正 しい知識を普及させていくことが必要

不可欠である。このため,1972年 度か ら毎年情報化週間が実施 され,情 報処理に関する各種の行事が
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集中的に開催 されている。

⑩(財)日 本特許情報センターに対する補助

(財)日 本特許情報センターは,内 外の特許情報を予め電算機にインプットしておき,要 求に応じ1

て迅速かつ的確に,特 許情報を検索し,提 供することを主たる業務とするものであり,特 許情報の検

索システムの開発費等が補助されている。

⑪ 余暇情報センターの設立

国民のゆたかな余暇を実現するため,余 暇情報センターを設立することにより,余 暇フ ァシ リテ

ィ・コミュニティに関する膨大な情報を国民が身近に利用でき,個 々人の欲求と条件に合致した余暇

活動を実現しうる基礎を形成する。

⑫ 中小企業情報化の推進

(1)中 小企業情報処理指導事業

生産管理及び販売管理に関する業種別の中小企業向け標準経営情報処理システムの開発および中小

企業の診断指導事業の効率化と資質の向上を図るための電算機利用による診断システムの開発を行な

うとともに,都 道府県が行 なう中小企業の情報処理指導に対して補助が行われている。

a情 報処理指導担当者等の研修

管理者,経 営情報処理指導担当者等を対象 とす る研修を行なう。

b商 工会議所等への電子計算機導入促進

中小企業者の記帳機械化を図り,中 小企業の情報化を促進するため,日 本電子計算機㈱が,商 工会

議所,商 工会連合会に対 し.電 子計算機を安 く販売するための経費を補助するとともに商工会議所,

商工会の端末機購入費用が補助されている。1974年 度の予算額は866百 万円である。
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6行 政 にお け る コ ン ピ ュー タ利 用 と政 策

A国 の行政機 関 にお ける コン ピュー タ利 用の現 状

わ が 国 の 行政 機 関 にお け る コ ン ピ ュー タ の利 用 は,年 々拡 大 し,1973年 度 末 現 在,総 計953セ ッ ト

に達 して い る。

そ の内 訳 は,各 省 庁222セ ッ ト,地 方 公共 団体333セ ッ ト,政 府 関係 機 関398セ ッ トと な っ て お

り,各 省 庁 の導 入 セ ッ ト数 の比 較 で は,ア メ リカ,フ ラ ンス,イ ギ リス に次 い で い る。

各 省 庁 別 に コン ピ ュー タの利 用 台 数 をみ る と,3-1-19表 の とお り,防 衛 庁44セ ッ ト,郵 政 省44

セ ッ ト,通商 産 業 省27セ ッ ト,運輸 省21セ ッ ト,建 設 省15セ ッ トの 順 とな って お り,前 年 に比 較 して 郵 政

省 の伸 びが 目立 って い る。(増 設7セ ッ ト,機 種 更 新6セ ッ ト,返 却1セ ッ ト。 計6セ ッ トの 増 加)

3-1-19表 省庁別設置 セッ ト数(1973年 度)

省 庁 名} 1972年 度 セ ッ ト数 1973年 度 セ ッ ト数 構 成 比

総 理 府

警 察 庁

北 海 道 開 発 庁

防 衛 庁

1
経 済 企 画 庁

科 学 技 術 庁

法

外

大

文

厚

農

務

務

蔵

部

生

林

省

省

省

省

省

省

通 商 産 業 省

運

郵

労

建

自

輸

政

働

設

治

省

省

省

省

省

3

5

1

44

1

8

1

3

6

8

9

7

27

21

38

8

14

1

2

7

1

44

1

8

3

3

8

8

9

7

27

26

44

8

15

1

%
0.9

3.1

0.5

19.8

0.5

3.6

1.3

1.3

3.6

3.6

4.1

3.1

12.2

11.7

19.8

3.6

6.8

0.5

計 1 ・・51 2221 100.0

一 行政管理庁 「電子計算機利用実態調査報告書」一

年 度 別 の コ ン ピ ュー タ利用 の推 移 を み る と,3-1-19表 の とお りで あ る。 最 初 に コン ピュ ータ が

設置 され たの は,1958年 で あ るが,こ れ 以 降 閣議 決 定 が 行 わ れた1968年 ごろ まで を導 入期 と考 え られ

る。 この 時 期 に お いて は,統 計 や 技 術 計 算 を申心 に コ ン ピ ュー タの導 入 省 庁 が 急 増 して い る。

1968年 の 閣議 決 定 後,こ れ に基 づ いて 各 種 の具 体 的 な 施策 が 推 進 され,本 省 庁 を中心 と した 業 務処
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理 だ けで な く,デ ー タ伝 送網 の利 用 等 によ る適 用 部 門 の 全 国 的拡 大,新 規 適 用 業 務 の 開発 等 が 行 な わ

れ,設 置 台数 の増 加 と と もに集 計 計 算 か ら業務 管理 へ,バ ッチ処 理 に加 えオ ン ライ ン リモ ー トバ ッチ

や リアル タ イ ム処 理 へ と利 用 が進 ん で お り,こ の時 期 か ら今 日ま での 時 期 を拡大 期 とみ る こ とが で き

る。

今 日で は,省 庁 内 にお け る コ ン ピ ュー タの 共 同利 用 体 制 の 整備 をは じめ,コ ン ピ ュー タの 運 用 管理

や シス テ ム開 発 な ど情 報 処 理 担 当部 門 の明 確 化 と と もに,従 来 同 一省 庁 内 で タ テ割 りに進 め られ て き

3-1-20表 年度別新規,更 新等別導入状況

ぷ 1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 計

導 入
セ ッ ト数

1 1 4 7 2 16 16 18 19 36 25 37 34 35 45 50 346

うち更 新 分 2 6 10 4 9 10 15 18 24 98

返 却, 1 2 1 9 4 9 26
廃 棄 数

差 引 純
増 加 数

1 1 4 7 2 16 16 16 13 25 21 26 23 11 23 17 222

セ ッ ト数

累 計
1 2 6 13 15 31 47 63 76 101 122 148 171 182 205 222 『

一 同上報告書一

た情 報 処 理 を その 省 庁 の情 報 シス テ ム と して総 合 的,一 元 的 に と らえて い くた めの 体 制 を整 備 しよ う

とす る気 運 に あ る。 い わ ば コ ン ピュー タ の 総合 利 用 期 に さ しかか って い る とい え よ う。

1973年 度 で は,こ う した背 景 の もとに,50セ ッ トの コ ン ピ ュー タが導 入 され たが,こ の う ち新 規 増

設 は26セ ッ ト,機 種 更 新24セ ッ ト,返 却 ・廃棄9セ ッ トで あ り純 増 は15セ ッ トとな って い る。新 規 増

を省 庁 別 にみ る と郵 政 省7セ ッ ト,運 輸 省6セ ッ ト,警 察庁,防 衛 庁,法 務 省,建 設 省 各2セ ッ トの

順 とな って い る。機 種 更 新 は,通 商 産 業 省6セ ッ ト,郵 政 省6セ ッ ト,運 輸 省5セ ッ ト,防 衛 庁2セ

ッ トの順 とな って い る。

機 関別 の設 置状 況 は,中 央機 関59セ ッ ト(26.6%),・ 付 属 機 関63セ ッ ト(28.4%),地 方 支 分 部局100

セ ッ ト(45.0%)で あ り,郵 政 省 の 地 方 貯 金局,地 方 簡 易 保 険局,運 輸 省 の 国 際空 港事 務 所 な ど地 方

支 分 部局 と警 察庁,運 輸 省 自動 車局,海 上 保 安 庁 な どに増 設 が 行 な わ れ て い る。

機 種別,規 模別 に み ると,3-1-21表 の とお り,国 産 機 が99%近 くを 占め て お り,中 型 機 か ら大

型 機 へ の 切替 な どが 目立 って い る。

買 取 り ・レ ン タル別 で は,買 取 りセ ッ ト数 は27セ ッ ト(12.2%)で あ り,1972年 度(14.6%)に 比 べ,

買 取 り比率 は低下 して い る。 これ は民 間企 業 の 買 取 り比 率(30.4%)に 比 して著 し く少 ない 。

適 用業 務 は,大 き く分 けて ① 一般 情報 処 理,② 特殊 情 報 処 理 に区分 す る ことが で きる 。一 般 情 報処

理 は,さ らに① 全 国 業 務処 理(業 務型),② 地域 業 務 処 理(個 別 利 用 型),③ 一 般 事 務処 理(官 房型),
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④ 統 計 事 務処 理(統 計 型)に 分 け られ る。 これ を コ ン ピ ュー タの セ ッ ト数 でみ る と3-1-21表 の とお

りで あ る。

3-1-21表 機 種別 ・規模別利用状況

＼

機種別

項 目

国

産

機

NEAC

(日 電)

TOSBAC

(東 芝)

FACOM

(富 士 通)

HITAC

(日 立)

OUK

(沖 ユ ニ パ ッ ク)

そ の 他

導 入 台 数

… 数 已 成 比

72

55

51

27

11

3

32.4

24.8

23.0

12.2

5.0

1.4

%

規 模 別

大 型 車 型1小 型

外

国

機

27

12

22

23

6

0

39

41

24

4

3

1

6

2

5

0

2

2

小 計 ・・gi 98・・1 ・・1 ・・2[ 17

UNIVAC

IBM

2

1

1.0

0.4

2

1

計1

0

0

0

0

小 ・1 …1 3 ・1 0

合 計
(構 成 比)%

1972年 度

(構 成 比)%

222 100 93

(41.9)

70

(34.2)

112

(50.5)

113
(55.1)

17

(7.6)

22

(10.7)

一 同上報告書一

3-1-22表 情報処理類型別 コンピュータ利用状況

区 分

般
情

報
処

理

特
殊
情
報
処
理

1… 数 已 成比%

税保険 免許,車 両登録等現業業務 を全国統一的に コンピュータ処理す る
業務情報型

地方支分部局や付属機関等において各機関独 自の処理方式 で コン ピュータ

処理を行 な う型'

本省庁 にお ける施策関連情報,管 理的業務を総括的に処理す る情報一般型

統計調査業務の コンピュータ処理 を中心 とす る統計情報型

72

19

8

13

32.3

8.6

3.6

5.9

小 計 ・・21 50.4

各種管制,通 信制御,デ ータ集配,教 育,防 衛業務等への特別利用型

試験研究機関 にお ける試験研究型

58

52

26.2

23.4

小 計 …1 49.6

計 2221・ …

一 同上報告書一
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この うち一 般 情報 処 理 につ い て,具 体 的 な業 務 処 理 の 内 容 をみ ると3-1-23表 の とお りで あ る。

業 務型 で は,個 別 窓 口業 務 処理 と登 録,照 会 事 務 等 の 専 用 業務 に集 約 され て お り(70%),付 帯 的 に

業 務 統 計,経 理,給 与 計 算 が 行 な われ て い る。

3-1-23表 類 型 別 適 用 業 務 数

適 用 業 務

統

計

庶
務
事
務

窓
口
業
務

検

索
分
析

技
術
計
算

そ
の

他

統 計 集 計

統 計 分 析

統 計 サ ー ビ ス

給 与 ・ 人 事

会 計

試 験 そ の 他

保 険 ・貯 金 ・税

照 会

登 録 管 理

そ の 他

分 析 ・ 予 測

情 報 検 索

情 報 サ ー ビ ス

技 術 計 算

試 験 研 究

タ イ ム シ ェア リン グ

管 制 ・制 御 な ど

全国業務処理
(業 務 型)

業 務 数1構 成比

17

6

10

12.7

}…9

79

7

9

2

2

2

}…

}…

1.5

地域業務処理

(個別利用型)

一般事務処理

(官 房 型)

業務剰 構成比 業醐 已成比

34.2

;}24・ ・

14

7

3

3

3

31

4

}29・ ・

}…

}…

} 8

1

3

}…6

}・ ・

}}一

統計事務処理
(統 計 型)

業醐1構 成比

98

3

2

7

3

1

}一

3

4.3

}・ ・

iレ

1

7

1

2.8

レ ・

計 ・34・ ・…1 71100.0 ・・1・ ・… ・331(・・…)

一 同上報告書一

個 別 利 用 型 で は,工 事積 算,構 造計 算等 専 門技 術 的 業 務 が過 半 を 占 め,次 い で機 関 内部 事 務 とな っ

て い る。

官房 型 は,従 来 か らの統 計 ・庶 務 事 務 お よ び共 同 利 用 に よ る窓 口業 務 の処 理 が57%を 占 め,最 近 で

は 統 計 ・業 務 デ ー タの 増 加 に伴 い,情 報検 索,経 済 分 析 な どの処 理 が行 な わ れて きて い る 。

統 計 型 は,統 計 集 計 が 中核 で あ るが,付 帯 的 に省庁 内 の給 与 ・会 計事 務 な どを行 な って い る。

各 省 庁 別 の主 要 な 適 用 業務 は,統 計(統 計局),犯 罪 手 口照 会,運 転者 管理(警 察庁),設 計 計 算(北

海 道 開発 庁),補 給 管 理,技 術計 算(防 衛 庁),経 済 分 析(経 済企 画 庁),技 術 計 算(科 学 技 術庁),犯 歴

票 管 理,出 入 国記 録 管 理(法 務省),外 交 情 報 検 索,旅 券 発 給(外 務省),国 有 財 産 管 理,資 金 管 理,関

税,国 税(大 蔵省),統 計,情 報 検索,技 術 計 算(文 部 省),統 計,年 金(厚 生 省),統 計,食 糧 管理(農

林 省),統 計,情 報 検 索,技 術 計 算(通 商 産 業 省)↓ 統計,自 動 車 登 録,航 空 管制,技 術計 算(運 輸 省),
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保 険,貯 金,統 計(郵 政 省),統 計,失 業 ・労 災 保険,職 業 紹 介(労 働 省),技 術 計 算(建 設 省),統 計

(自 治 省)と な って い る。

コ ン ピ ュー タ要 員 は,1973年4月 現 在,前 年 よ り492人 増 加 し,統 計4 ,731人 とな り,1セ ッ トあ

た り21人 平 均 とな って い る。

職 能 別 で は,キ ーパ ンチ ャー1,383人(29.2%),SE・ プ ログ ラマー1,360人(28.8%),オ ペ レー

タ ー964人(20.4%),庶 務 その 他784人(16.5%),管 理 者240人(5.1%)と な って お り,民 間 企 業 に

比 べ る とパ ン チ ャー の 比率 が 低 い のが 特 色 で あ る(37.6%)。 前年 に比 して,パ ン チ ャー,オ ペ レー

ター が ウ ェイ トを減 じ,SE・ プ ログ ラ マー お よ び その 他 の要 員 が 高 くな って い る。

各省 庁 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 の 今 後 の動 向 と して は,業 務 型 が台 数,設 置金 額,要 員 数,経 費

と も急 増 してお り,と くにオ ン ライ ン化 を指 向す る もの が 多 い。 個 別利 用 型 で は,そ れ ぞ れ の機 関 内1

部 に お け る企画 お よ び運 用 管 理 の体 制 の整 備 が 今 後 の課 題 で あ るが,本 省 庁 の体 制 が整 えば業 務 型へ

転 換 して い く もの も現 われ よ う。

官房 型 で は,省 庁 内の 共 同利 用 や デ ー タの 高 度 利用 の た めの 検索 等 で イ ン ライ ン化 が普 及 す る傾 向

に あ り,シ ステ ムの効 率 化 や運 用 部 門 の 合理 化 の た め,官 房 部 門 を 中心 に フ ァシ リテ ィマ ネ ジメ ン ト

方 式 が 活 用 され る もの と考 え られ る。統 計 型 では,デ ー タバ ン ク構 想 な どで規 模 お よ び機 能 の拡 充 を

図 ろ うとす る もの が 多 い。

この よ う に,行 政 機 関 で の コン ピ ュー タ利 用 は,情 報 処 理 とい う見 地 か ら総 合 化 が 図 られ よ う とし

て い るが,そ の た め に は,シ ス テ ム開 発 の各 省庁 間の 調 整,要 員 の 養 成 と確 保,コ ン ピ ュー タ の共 同,

利 用,通 信 回線 網 の整 備,デ ー タの 秘 密 保護 な どに つ いて 政府 の積 極 的 な施 策 が 必要 とな って い る。

B地 方 公共 団体の コン ピュー タ利用 の現 状

地 方 公共 団体 にお け る コン ピュー タ の利 用 は,1960年 に大 阪市 が 導 入 した の をは じめ と し て 京 都

市,西 宮市,札 幌 市 と拡大 し,都 道府 県 では1963年 に神 奈川 県,つ いで東 京 都,大 阪 府,愛 知 県 と進

み,最 近 で は町 村 の 段 階 ま で利 用範 囲 が拡 大 して きて い る。

1973年4月 現 在 の 地方 公 共 団 体 の コ ンピ ュー タ導 入 台数 は,333セ ッ トと前 年 に比 し100セ ッ トの

増 加 を示 して い る。 その 内訳 は,都 道 府 県38団 体102セ ッ ト(前 年43セ ッ ト),市 区町 村389団 体231

セ ッ ト(前 年190セ ッ ト)で 都 道府 県 に おい て実 に59セ ッ トが,こ の1年 間 に導入 され て い る。 また

各 種 業 務 を民間 計 算 セ ン ター に委託 して い る団体 あ る いは 共 同委 託 を行 な って い る団体 は,都 道 府 県

で9団 体,市 区 町 村 で1,438団 体,合 計1,447団 体 で あ る。導 入 団 体 と委 託 団 体 を合 わ せ る と,都 道

府 県 で は47団 体 全部 が,市 区 町 村 で は1,827団 体(55.4%)が 利 用 して お り,都 道 府県 と市 区 町 村 を

合 わ せ る と全 地 方 公 共 団体 の56.0%が コ ン ピ ュー タ を利用 して い る。

都 道府 県 の コ ン ピ ュー タの 規 模別 利 用 状 況 を み る と,大 型 機16セ ッ ト(15.7%),中 型 機34セ ッ ト
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〈33.3%),小 型 機52セ ッ ト(51.0%)と な って お り,小 型,中 型 が 大 部 分 を占 めて い る。 ま た,機 種

,別で は,日 電24セ ッ ト(23.5%),日 立24セ ッ ト(23.5%),富 士 通23セ ッ ト(22.5%),東 芝9セ ッ ト

・(8.8%),IBM7セ ッ ト(6.9%)の 順 とな って い る。

買 取 りセ ッ ト数 が46セ ッ ト(45.1%)に 及 ん でお り,こ れ らは小 型 機 で 公 害 防止,医 療,試 験 研 究

tに利 用 され て い る。

1973年 度 の 情 報処 理 経費 の 予算 額 は導 入 団 体10,807百 万 円,委 託 団体1,442百 万 円,計12,249百 万

1円で 前年 度 の決 算 見 込 額9 ,658百 万 円 に対 し,2,591百 万 円(26.8%)の 増 とな って い る。

要 員数 は,1,555人 でSE・ プ ログ ラ マ ーが875人(56.3%),管 理 者 ・庶 務445人(28.6%),キ ー

パ ン チ ャー150人(9.6%),オ ペ レー ター85人(5.5%)で あ る。

都 道府 県 での コ ン ピ ュー タ利 用 の適 用 業 務 をみ る と,人 事 給 与,税 務,各 種 統 計 な ど大 量 反 復 デ ー

タ 処 理 が大 半 で あ るが,最 近 で は,統 一 的 な人 事 管理,地 域 振 興 計画 作 成,地 域 福祉 指 標 作 成,地 域

経 済構 造 分析,建 設 工 事設 計 お よ び進 行 管 理,総 合 健 康 診 断,大 気 汚染 コ ン トロー ル な どの高 度 な処

理 が 増 加 して い る 。
[

す なわ ち,自 動 車 税47団 体(100%),人 事 給 与44団 体(93.6%),各 種 統 計43団 体(91.5%),森 林 計

画39団 体(83.0%),財 務 会 計37団 体(78.7%),事 業 税29団 体(61.7%),公 害 関 係24団 体(51.1%),

・公 営 住 宅 使 用料20団 体(42 .6%),教 育 関係19団 体(40.4%),予 測 計 画18団 体(38.3%)と な って い る。

市 区 町 村 にお け るコ ン ピ ュー タ利 用 状 況 を人 口規 模 別 にみ る と,3-1-24表 の とお り,人 口規 模

の 大 きい団 体 か ら導 入 が 進 ん で い る。

規 模 別 にみ る と,大 型機5セ ッ ト(2.2%),中 型 機98セ ッ ト(42.4%),小 型 機128セ ッ ト(55.4%)

で前 年 に比 し中型 機 の導入 が増 えて い る(55セ ッ ト)。 機 種別 で は,日 電57セ ッ ト(24.7%),富 士 通

3-1-24表 市区町村におけるコ ンピュー タ利用状況

}

|
;

f

}

区 分
利 用 団 体 全 市 区

町 村 数
⇔

利用団体の
割 合
◎/⑪%

導入団体の
割 合
④/⑪%導管 当 委評 体1⑧詣 ◎

特 別 区 16 7 23 23 100.0 69.6

指 定 都 市 9 一 9 9 100.0 100.0

市

人 口50万 人 以 上

人 口40万 人～50万 人未満

人 口30万 人～40万 人未満

人 口20万 人～30万 人未満

人 口10万 人～20万 人未満

人 口10万 人 未 満

4

2

9

11

24

96

1

6

9

30

56

327

ち

8

18

41

80

423

5

8

18

41

82

480

100.0

100.0

100.0

100.0

97.6

88.1

80.0

25.0

50.0

26.8

29.3

20.0

町 村 218 1,002 1,220 2,634 46.3 8.3

計 389 1,438 1,827 3,300 55.4 11.8

一 自治省 「地方公共団体におけ る電子計算組織の利用状況」一一



70第3部 コンピュータ政策お よび情報産業政策

43セ ッ ト(18.6%),USAC40セ ッ ト(17.3%),東 芝18セ ッ ト(7.8%),バ ロ ース14セ ッ ト(6.1%),.:

その 他32セ ッ ト(13.8%)と な って い る。 ま た買 取 り数 は57セ ッ ト(24 .7%)で 都 道 府 県 よ り少 ない 。

1973年 度 の情 報 処 理 の 予算 額 は,導 入 団体10,934百 万 円,委 託 団体8 ,188百 万 円,計19,122百 万 円i

で前 年 度 の 決算 見 込 額15,707百 万 円 に比 し,3,415百 万 円(21.7%)の 伸 び を示 して い る。要 員 数 は

2,804人 で1団 体 あた り,12人 とな って い る。

市 区 町村 に お け る コ ン ピ ュー タの適 用 業 務 をみ る と,最 も多 いの が住 民 税 で1,653団 体(90 .5%)

を 占 め,以 下 固定 資 産税1,236団 体(67.7%),国 民 健康 保 険 税1,055団 体(57.7%),軽 自動 車 税595

団 体(32.6%)と 税 務 事 務 が 中心 で あ る。 つ い で人 事 給 与533団 体(29.2%),水 道 料 金448団 体(24 .5,

%),国 民 年 金345団 体(18.9%),各 種 統 計202団 体(11.1%)で あ る。最 近 で は特別 区,指 定都 市,

大 都 市 で 住 民記 録 の コ ン ピ ュー タ処理 が行 な わ れて きて い る(180団 体)。

C情 報処理関係経費の状況

情 報 処理 関係 の経 費 と して は,情 報 産 業 お よ び 情 報処 理 教 育 の振 興,政 府 の コ ン ピ ュー タ運 営 経

費,情 報 シス テ ムの 開発 経 費 が挙 げ られ る。 この 予算 額 は年 々 増加 して お り,1974年 度 で は898億 円、

に達 し,前 年 に 比 し21.2%の 増 と な って い る。

その 内 訳 は,情 報 処理 産業 およ び情 報処 理 教 育 等 の振 興 経 費387億 円,シ ス テ ム開発 関 係 経 費38億

円,政 府 の コ ン ピ ュータ運 営 関 係 経費473億 円 とな って い る。

省庁 別 に み ると,通 商産 業 省303億 円,運 輸 省176億 円,文 部 省74億 円,郵 政省69億 円の 順 とな っ

て い る。

情 報 処理 産業 およ び情 報 処 理教 育 の 振 興 経 費 は,通 商 産 業 省 が電 子計 算 機 等 開発 促進 補 助 金119億

円 を含 め155億 円,文 部 省 が 国立 学 校 関 係 電 子計 算 機 等 設 備 費 お よ び運 営 費25億 円,全 国 共 同 利用 大

型 計 算 機 セ ンタ ーの 整備 お よ び運 営 費23億 円 を含 め62億 円,科 学 技 術庁 が特 殊 法人 関係 出 資 金29億 円、

が その 主 な もの で あ る。

シス テ ム 開発 関 係 経費 で は,医 療 機 器 シス テ ム等 の開 発4億 円(通 商 産 業 省,厚 生 省各2億 円) ,生

活 映 像 情報 シス テ ムの開 発6億 円(通 商産 業 省5億53百 万 円,郵 政 省71百 万 円),生 鮮 食 料 品 流通 情報

シス テ ムの 拡 充2億 円(農 林 省)が 主 な もの で あ る。

各省 庁 の コ ン ピ ュー タ運 営 関係 経 費 は,473億 円 で,こ の うち コ ン ピュー タ借 料141億 円,庁 費111

億 円,委 託 費8億 円 とな って お り,省 庁 別 で は,運 輸 省174億 円,郵 政 省63億 円,労 働省48億 円,防

衛 庁35億 円 の順 とな って い る。

コ ン ピ ュー タ の運 用経 費 の推 移 に つ い て み る と,1971年150億 円,1972年194億 円,1973年247億

円 で,そ の 間27.3%の 伸 び とな って い る。
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D情 報処理高度化の諸方策

行 政 機 関 にお け る コ ン ピ ュー タ利 用 の 推 進 に あ た って は,去 る1968年8月30日 の 閣議 決 定 「政府 に

お け る電 子 計 算 機 利 用の 今 後 の方 策 につ い て」 に基 づ き,新 規 適 用 業務 の 開発,利 用技 術 の 開発,各

種 標 準 化 の推 進,助 言指 導 体 制 の 整備,基 幹要 員 の統 一 研 修 の実 施,情 報 の総 合 的 利用 を図 るた め の

調 査 研 究 の体 制 の 整 備 を中 心 に具 体 策 の 推進 が 図 られ て きて い る。

その 結果,各 省 庁 で は次 第 に情報 処 理 に関 す る技 術 的 対 応力 を持 つ に到 ってお り,デ ー タの 蓄 積,

省 庁 内 イ ンラ イ ン処 理,磁 気 テー プ の相 互 利 用,情 報 通 信 回 線 網等 情 報 提供 体 制 の 整 備 に伴 い,個 人

デ ー タの保 護,機 密 の保 持 や 情 報,デ ー タ その もの の利 用 ・管 理 が 問題 とな って きて い る。

また,最 近 に お いて は,貿 易 情 報 シ ス テ ム,医 療 情 報 シス テ ム,環 境 公害 情 報 シス テみ,科 学 技 術

情 報 流 通 シス テ ム等 いわ ゆ る社 会 シス テ ム とい わ れ る大 型 情 報 処 理 シス テ ムの 開発 が 省 庁 間 に ま たが

って行 な わ れ るよ うに な って きて い る。

そ こで 政 府 と しての 情 報処 理 の効 率 性 を高 め,こ れ らの 状 況 に即 応 して い くた め に行 政 管理 庁 を中

心 に 関係7省 庁 情報 処 理 政策 担 当課 長 会議(行 政 管理 庁,経 済企 画 庁,科 学 技 術 庁,大 蔵 省,文 部

省,通 商 産 業 省,郵 政 省)お よ び各 省 庁 情報 処 理 担 当 課長 会議 を開 催 し,政 策 の 調整,基 本 方 針 の検

討,予 算面 で の調 整 等 を行 な って い る。

1974年 度 に おい て は,次 の点 を重 点 として施 策 を推 進 す る こ とに な って い る。

(1)各 省 庁 間 の情 報 シ ステ ムの調 整

貿 易 情 報 シス テ ム をは じめ と して,各 省 庁 間 に ま たが る大 型 情報 処 理 シス テ ム の開 発 が推 進 され っ

っ あ るが,政 府 全 体 と して の 見地 か ら,二 重 投 資 の 防止 や シス テ ムの不 整 合 をな くす るた め に開 発 段

階 で の 必要 な調 整 を行 な う。

(2)各 省 庁 共 通 情 報処 理 シス テ ムの開 発

1970年 か ら行 政 管理 庁 に一 括計 上 され て い る 行 政 情 報処 理 調 査 研 究 費 は,1974年 度 で1億 円 に達

し,こ れ まで統 計 デ ー タバ ン ク シス テ ム,行 政 情 報 通 信 ネ ッ トワ ー ク,環 境 公 害 情 報 シス テ ム,公 共

事 業 情 報 シス テ ム,筑 波研 究 学 園都 市 にお け る総 合 研 究 情 報 シス テ ム,気 象 情 報 サー ビス シス テ ムな

どの推 進 を図 って きた が,本 年 度 は情 報 処 理 の基 盤 とな る調 査研 究 を重 点 的 に実 施 す る と,ともに情 報

シス テ ムの 開発 に あた って は,具 体 性,実 現 性 の高 い もの を優先 的 に開 発 推進 す る こ とに な っ て い

る。

(3)情 報 処 理 の基 盤 整 備

コ ン ピ ュー タに よ る情 報 ・デ ー タの蓄 積,加 工処 理 の促 進 に伴 って,個 人 デ ー タの 秘 密保 護 が 叫 ば

れ,プ ライバ シ ーの保 護 が 論 じ られ て お り,そ の対 策 と して諸 外 国 で はす で に デ ー タ保護 法 の制 定 を

は じめ,閣 僚 レベ ル で の委 員会 が設 置 され る等 各 種 の対 策 が 講 じ られ て い る。
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わが 国 にお いて も,通 商産 業 省,郵 政 省,厚 生 省等 で この 面 での 検討 が荷 なわ れ っ っ あ り,政 府 と

して の 基 本方 向 を決 定 す るた め に1974年 度 にお いて は,当 面 コン ピ ュー タ処 理 に係 るデ ー タ保護 基 準

の 作 成 をは じめ,必 要 に応 じて 立 法 面 で の検 討 を実 施 す る計画 で あ る。

ま た,デ ー タ コー ドの 標 準 化 と して は,行 政 情 報 処 理 に お け る漢字 情 報 の進 展 に対 処 す るため,行

政 情 報処 理 用 の 漢字 コ ー ド案 を作 成す る こ とに な って い る。

〈4)コ ン ピュー タ利 用 の 効 率 化 の 促進

コ ン ピ ュー タの有 効 利 用 を図 る ため に,ア メ リカ連 邦政 府 が 実施 して い る コ ン ピュー タ導 入 の評 価

基 準 を参 考 と して,コ ン ピ ュー タの 導 入 マ ニ ュアル の作 成,情 報処 理 要 員 の基 準 の 作 成 をは じめ,オ

ン ライ ン シス テ ム,デ ー タバ ンク,共 同 利用 方 式 の 今 後 の方 向 づ け を検 討す る とと もに各省 庁 の 情報

処 理 の支 援 機 関 と して の行 政 情報 処 理 セ ン ター(仮 称)の 調 査 研究 を ひ きつ づ き実 施 す る ことに な っ

て い る。

この よ うに1974年 度 は,行 政 機 関 の 情報 処 理 が 従 来 の コ ン ピ ュー タの利 用 か ら歩 を一 歩 進 めて,情

報 ・デ ー タの 総合 利 用 へ と進 展 す るた め に必 要 な調査 研 究 を中心 に施策 を推 進 す る こ とに な って い る

が,長 期 的 な展 望 の もとに総 合 的 に施策 を講 じて い く必 要 が あ り,行 政 管理 庁 で は,民 間有 識者 の意

見 を聴 取 す るた め,行 政 情報 処 理 基 本 問題 懇 話 会 を 開催 して お り,行 政 情 報 処 理 の長 期 構 想 にっ いて

今 後検 討 して い く予 定 で あ る。

7電 子計算機及び情報処理の標準化

Aは じ め に

我が国における工業標準化は,1949年 に制定された工業標準化法によって,生 産の合理化,生 産能

率の増進及び使用消費の合理化などを図りながら,我 が国産業経済発展の基盤として,今 日まで大き

な役割を果してきたが,近 年は更に経済目標が経済と国民生活の調和ある発展へと移行 す る に伴な

い,工 業標準化の重点も公害防止,消 費者保護,生 活環境の整備並 びに住宅産業及び情報処理産業な

どの新規産業の振興の観点か ら,そ の果たすべき役割はますます増大して きている。

B標 準 化 の 意 義

一 般 に,標 準 化 す る こ とに よ って得 られ る効果 は,あ る製 品 系列 内 は もとよ り,別 の 製 品系 列 との

間の 互 換 性 の確 保 か ら,生 産 面 の合 理 化 ・能 率化 ひ いて は メ ー カー の健 全 な競 争 を助 長 し,技 術 の進

歩 を促 が す こ とに あ る。 また,ユ ー ザ ーへ の 使用 選 択 上 の 便宜 の提 供 や,品 質 の保 証 な ど使 用 上 の メ

リッ トが 得 られ る と ころ に あ る。
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この よ うな効 果 を背 景 に しな が ら も,電 子 計算 機及 び情 報 処 理 に お け る標 準 化 の動 きをみ た と き,

電 子 計 算機 の初 期 の段 階 で は技 術 的変 遷 上 に あ る こ と と,こ の 産業 が もっ 本 質 的 な 多様 性 の た め に,

一 部 の 例外 を除 き余 り活 発 で はな か った 。

しか しな が ら,情 報産 業 が 今 日の よ うに他 の 産 業 に 比 し て 類 例 の な い発 展の過 程 と多 様 化 に つ れ

て,メ ー カー及 びユ ー ザ ー に共 に不 都合 な点 が増 大 し,互 い に不 利益 を被 る こ とが 明 らか に な って き

た 。

更 に,電 子計 算 機 の 利 用技 術 か ら派 生 した情 報 処 理 の普 及 と高 度 化 とが相 ま って,各 種 の 標 準 化 の

必 要 性 が よ り高 ま って きた 。す な わ ち,一 つ の情 報 処 理 シス テ ムを考 えて み て も,シ ス テ ム を構 成 す

る多数 の機 器 につ いて の 選 択 を容 易 にす るた め に は,機 器 相 互 間 の接 続 条 件 の標 準 化 が,ま た,技 術

者 の教 育 や 流 動 性 を確 保 す るた め に は ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア両 面 の 標 準化 が,更 に情 報 の交 換

を行 な うた め に は各種 の デ ータ コー ド,デ ー タ様 式 の標 準 化 が 必要 とな る。

多 数 の 情報 処 理 シス テ ム を結 ぶ 情報 処 理 ネ ッ トワ ー クの 形 式 を考 えた場 合 には,一 つ の 情 報処 理 シ

ス テ ムで の標 準 化 の ほ か に,通 信 回線 の利 用 を含 む広 範 な事 項 にわ た る標 準 化 の達 成 が 必 要 要 件 とな

る。

この よ うに,全 般 的 な情 報 処 理 シス テ ム の発 展 の た め に は,標 準 化 を 図 る とい う こ とは最 も基 礎 的

に して不 可 欠 な要 件 で あ り,そ の 促 進 の た め に きわ めて 緊 要 で あ る とい え る。

電 子 計 算 機及 び情 報 処理 に 関す る標 準化 につ いて 考 えた場 合,具 体 的 に は(1)シ ス テ ムの 修 正,変

更,保 守 な どを 容 易 に し,(2)シ ス テ4の 運 営 や 管 理 とそ の評 価 を容 易 に し,技 術 の 向上 や 将 来 の 発 展

成長 の基 礎 とな り,(3)異 な る シス テ ム間 の 情報交 換 を容 易 にす るな どの 点 が考 え られ る。

C標 準化の特長 と問題点

a)情 報処 理 標 準 化 の特 長

前 述 の よ うに,一 般 鉱 工 業 製品 の標 準 化 の効 果 と情 報 処 理 に 関す る標 準 化 の効 果 とは,基 本 的 に は

なん ら相 違 す る点 は な いが,そ れ 自体 の もつ 特 長 と して,次 の 点 が 考 え られ る。

(1)電 子 計 算 機本 体 を始 め,各 種 入 出力 装 置,高 速 印字 装 置,各 種 補 助 記 憶装 置,通 信 回線 を介 し

て の端 末 入 出力 装 置,パ タ ー ン処 理 装 置 な ど きわ め て複 雑 で 精 密 な 機械 群 で構 成 さ れ る シス テ ムで

あ る。

(2)適 用業 務 に対 す るプ ログ ラ ミング な どソ フ トウ ェ アに 関 して は,シ ス テ ムの 目的 に よ って 利 用

者 が 自 ら創造 開発 しな けれ ば な らず,現 在 は利 用 方 法 の 開発 が情 報 処 理機 械 の進 歩 発 展 に比 べ て 遅 れ

て い ると もい われ,こ の よ うに機 械 と使 い方 の相 関 性 が 非常 に密 接 な もの で あ る 。

(3)需 要 分 野の 拡 大 に伴 な い,関 連 企業 間 の競 争 が 激 し く,ま た技 術 進歩 の最 も 著 し い 分 野 で あ

り,シ ス テ ム を構 成 す る機 器 が そ れぞ れ1社 又 は数 社 に わた り分 業 独 立 して生 産 ・開 発 が進 め られ て
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い る。

(4)通 信 回 線 との結 合 によ り広 域 的 な情 報処 理 を行 な うよ うな一 大 総 合 体 系 と して,各 種 の 情報 交

換 が 行 な われ る。

以上 の よ うな特 長 ・特 質 を もつ 情報 処 理 関係 の標 準 化 は,従 来 の 工 業 製 品 の規 格 化 とは若 二F異な る

性格 を もって お り,そ れ ぞ れ の規 格 相 互 間 にな ん らか の 関連 性 を もた せ な が ら,有 機 的 に進 め て いか

な けれ ば な らな い。

b)情 報処 理 標 準 化 の 問 題 点

上 記 の よ うに,ハ ー ドウ ェアの 面 にお け る標 準 化 は,単 一 部 品 や 単一 機 械 だ けで は な く,機 器 群 ま

た は それ らの 組 合 わ せ 全 体 か らみて 考 えな けれ ば な らず,そ の 対象 は複 雑 な もの で あ る。 また ,ソ フ

トウ ェ アの面 か らは,ハ ー ドウ ェ アの 技 術進 歩 と相 ま っ て,利 用面 で の技 術 進歩 が図 られ るべ き もの

で あ り,一 定 の ドキ ュメ ン トと して記 録 表 現 され た上 でな けれ ば な らな い。 更 に,こ れ ら両 者 の組 み

合 わ せ で構 成 され る シス テ ム は,利 用 目的 や その レベル によ って多 様 性 が あ り,そ の統 一 には か な り

の努 力 と研 究 を要 す る と ころで,標 準 化 を推 進 す るに当 って は,次 の よ うな 問題 点 が列 挙 され る。

(1)余 りに早 期 な標 準 化 によ って,技 術 進 歩 を 阻害 す る こ とは避 けね ば な らな いが,ま た逆 に時 期

を失 す る こ とに よ っ て,多 種 多様 な既 成 事 実 に よ る困 難 さを来 たす の で,技 術 進 歩 に つ いて の 的確 な

将来 展 望 の基 に計画 的 に進 めね ば な らな い こ と。

(2)国 際 的 な標 準 化 の 方 向 を見 失 な うこ とな く,国 内の 標 準 化 を進 め な けれ ば な らない が,国 際 的

な標 準 化 の 確立 を ま って 国 内 の標 準 化 を行 な うとい った受 動 的 な姿 勢 に あ って は ,我 が 国益 に反 す る

場 合 も生 ず るた め,積 極 的 に 国際 機 構 との調 整 を図 りな が ら進 めな けれ ば な らな い こ と。

(3)標 準 化 に は,そ の 適用 範 囲 の 広 さに比 例 して利 害 関 係 の 範 囲 も広 が る こ とが あ るた め,電 子計

算 機 メー カー,ソ フ トウ ェア企 業 及 び多数 の ユ ーザ ー な どの 広 範 な 関係 者 の 協力 を求 め て意 見 の 調整

を行 なわ な け れ ば な らな い こ と。

D標 準 化 の 現 状

前 述 ま で の よ うな 諸背 景 の基 に,我 が 国の 標 準 化 はISO(国 際 標 準 化 機 構(InternationalOr-

ganizationforStandardization)の 動 向 を勘 案 し,ま た 国 内事 情 か ら必要 な分 野 につ いて は ,我 が 国独

自 に情 報処 理 関 係 の 標 準 化 が進 め られ て い る。

(a)国 際標 準 化 活 動 ←

標 準 化 に つ いて の 国 際機 関 の 一 つ と して,1947年 に組 織 化 され,現 在 我 が 国 も含 めて70箇 国(55・

のMemberBodiesと15のCorrespondentMember)力 功 口入 して い るISOが あ る。

我 が 国 も海 外 諸 国 との標 準 化 に 関 す る技 術 的交 流の 重 要 性か ら,閣 議 決 定 に基 づ い て 日本 工 業 標準

調 査 会 が1952年 に加 入 し,1969年 に は理 事 国 に選 出 され大 い に活 躍 して きて い る。 国 際標 準 化 活 動へ
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の 参加 は,我 が 国の 標 準 化 に対 す る提 案 を 国 際規 格 に反 映 し,ま た 国 際 的 な規 格 制 定 の動 向 を 的確 に

把 握す る な ど,技 術 情 報 の収 集 を行 な う こ とに よ って,国 際 的視 野 の 基 にた って のJISの 制 定 を進

め,JISの 国 際性 の 向上 に資 す るた め に も きわ めて 重 要 な こ とで あ る。

更 に は,開 放 経 済 体 制 の進 展 に伴 って 国 際標 準 化 活 動 の 必要 性 は ます ます高 ま って きて お り,我 が

国 を始 め とし加 入 各 国 は標 準 化 事 業 の もつ重 要性 をよ く認 識 し,そ の 参 加活 動 は年 々積 極 的 に な って

きて い る。

ISOは,現 在154の 専 門 委 員 会(TC:TechnicalCommittee)を 有 し,こ の 下 に専 門 的事 項 を調

査 審議 す る ため,必 要 に応 じて 分科 会(SC:SubCommittee)や 作 業委 員 会(WG:WorkingGroup)

が 設 け られて い る。各 会 員 団体 は,い ず れ のTCに も自由 に参 加 す る こ とが で き,こ の 際 の参 加 資 格

は,① 積 極 的に参 加 して 投票 権 を行 使 で き るPメ ンバ ー(Participation),② 資 料 の 提供 を受 け,会 議

に出席 で きるが投 票 権 の な い0メ ンバ ー(ObserveMember),③ 会 議 に 出席 で きず,か つ 資 料 の提 供

も受 けな いNメ ンバ ー(NonMember)に 分 か れ る。

国 際規 格(IS:InternationalStandard)が 作 成 され る手 順 は,TO又 はSCが それ ぞ れ 会議 を主 催

し,ま ず 業 務 を調整 す る幹 事 国(Secretariat)の 提 案(DraftProposa1)か ら始 ま り,こ の 提 案 が所 定

の ル ー ル を経 て 審議 され 会 員 団体 に よ り 承 認 を 得 た もの は 国 際規 格 案(DIS:DraftInternationl

Standard)と な り,更 に最終 的 に会 員 団 体 の大 多 数 の賛 成 が得 られ た場 合 に はISと な る。 た だ し,

DISが 最終 的 に会 員 団体 の 大 多数 の賛 成 が 得 られ な い場 合 に は,ISと せ ず 技術 報 告(TR:Tech-

nicalReport)と す る こ とが で きる よ う にな って い る。

ISOの 中 で電 子 計 算 機 と情 報 処 理 を担 当 して い るの はTC97で,そ の組 織 は3-1-2図 の とお りで

あ るが,我 が 国 はTC及 び各SCにPメ ンバ ー と して積 極 的 に会議 に出席 し,1973年 に はSC1～15

(SC9は 除 く)で16の 会議 が 開催 され,41名 の 代表 が 出席 し活発 な意 見 交 換 を行 な って きた 。 な お,

現 在 まで にTC97関 係 でISO推 薦 規 格(ISORecommendation)又 はISと な った もの の 総件 数 は

47件 で,DISと な って い る もの の総 件 数 は30件 で あ る。

(b)国 内に お け る標 準化 活 動

(1)JIS(日 本 工 業規 格)制 定 の 機構 と手 続 き

JISの 審議 は初 めに述 べ たよ うに,工 業標 準 化 法 に基 づ い て 日本 工 業標 準調 査 会(JapanIndus-

trialStandardCommittee)に お い て 行 な わ れ,同 調 査 会 の議 決 を経 て主 務大 臣 によ っ て 制 定 され

る。JISCに は,こ れ らの 業 務 を行 な うた め,総 合 的 全般 的 な事 項 を審 議 す る標 準会 議,各 部 門別

に調 査 審 議 す るた めの部 会,そ れ ぞ れ の専 門分 野 別 事 項 を調査 審 議 す るた め の専 門 委 員会 が設 立 され

て お り,電 子計 算 機 と情報 処 理 に関 す る規 格 を調 査 審 議 す る情報 処 理部 会 に は,現 在27の 専 門 委 員 会

が所 属 し審議 が進 め られ て い る。 その 組 織体 系 は3-1-3図 の とお りで あ る。

な お,JISCに 付 議 され るJIS原 案 は,主 務 大 臣 に よ って調 査 作 成 され る場 合,国 が関 係 団体
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に 調 査 作 成 を委 託 す る場 合,又 は 利害 関 係 者 が原 案 を具 してJIS制 定 を主 務 大 臣に 申 し出 る場 合 な

どが あ るが,現 状 で は,主 に国 が 関係 団 体 に原 案 作 成 を委 託 す る場 合 が多 く,情 報処 理 関 係 は(社)

情 報 処 理 学会,(社)日 本 電 子工 業 振 興協 会 及 びに(財)日 本 情 報 処理 開発 セ ン ター とな って い る
。

(2)JIS制 定 状 況

JISは ・ 基 本 的 にはISOのDIS又 はISと な った もの を基 に,我 が 国 の 国 内事 情 を考慮 す る

と 共 に,一 方 国 内 の 社会 的又 は経 済 的 な ニ ーズ に よ って,独 自の立 場 か ら 自主 的 な制定 を行 な って き

て い る。

情報 処 理 関 係 のJISは ・1967年 に電 子 計 算機 プ ログ ラ ミング 用言 語FORTRAN及 びALGOL

が 制 定 され た の を始 め と して,そ の 後1969年 以降 に情 報 交換 用 符 号 ,同 符号 の 紙 テー プ上 及 び磁 気 テ

ー プ上 での 表現
,磁 気 テ ー プの ラベル とフ ァイル 構成,情 報 処 理 用 語 な どか ら日付 の表 示 ,時 刻 の 表

示,市 区 町 村 コー ドな ど デー タコ ー ドにわ た る基 本 的 なJISが 逐 次制 定 され て きて い る。

現 在 まで制 定 に な った 規格 件 数 は49件 とな って お り,そ の 内 訳 は用語 関 係4件 ,キ ャラク タ セ ッ ト

と コー ド関係5件,文 字 認識 関係3件,入 出力 関係10件,プ ロ グ ラ ミング用 言 語関 係14件
,デ ー タ伝

・送関 係2件
,デ ー タ コー ド関 係11件 と な って い る。

'

E今 後の標準化の方針 と方向

情報 処 理 関 係 の 標 準化 は,そ の対 象 が 用 語,符 号,各 種 入 出力 機 器,プ ログ ラ ミング用 言語,デ ー

タ 伝送 関係,デ ー タ コー ドな ど広 範 に わ た り,更 には メー カ ー,ユ ーザ ー それ ぞ れ グル ー プ内 での 利

害 関係 もあ るた め,こ れ らを統 一 的 に しか も方向 を誤 らず に進 めて い く こ とは至難 な こ と と い え よ

う。

しか し,国 際 的動 向 と技 術 革 新 の 急速 さ,関 連 分 野 の広 汎 さ,規 模 の 巨大 化 傾 向等 に対処 して ,標

準 化 は健 全 な情 報 化 社会 の建 設 を行 な う上 で,必 要 不 可欠 な基 礎 的 要 件 で あ る ため ,次 の基 本 的 方 針

の 基 に対 処 しな けれ ばな らな い。

a)国 際 的な 動 向,特 にISO/TC97(電 子計 算 機 と情 報処 理)
,TC95(事 務 機 械)及 びTC46

(ド キ ュメ ン テ ー シ ョン)等 の 動 向 を勘 案 して,極 力 その協 調 と整 合 を 図 る。

b)我 が 国 固 有 の 問題 に関 して は,従 来 の慣 習 に と ら わ れ ず,弾 力 的か つ 先導 的 に標準 化 を進 め

る 。

c)技 術 の 開発 と進 歩 向 上 の 阻害 に な らぬ よ う,標 準 化 の時 期 を と ら える。

d)標 準 化 の真 の活 用 を配 慮 して,利 害 関 係者 間 の じ ゅ うぶ ん な調 整 と合 意 に努 め る。

情 報 処 理 の進 展 に応 じて,そ の基 盤 を整 備す る う えか ら,今 後 標準 化 に際 しての 技 術 的課 題 が ま す

ま す増 大 して く る もの と考 え られ,新 製 品 の動 向,技 術 開 発 の 成 果 な ど技 術 動 向 に意 をは らい,必 要

に 応 じて標 準化 に関 す る国 及 び民 間 にお ける調 査 ・研 究 な どの施 策 を講 じて ,体 系 的 か っ計 画 的 に進



第1章 わが国のコン ピュー タ政策 および情報産業政策77

3-1-1図lOS・TC97(国 際標 準 化機 構 ・第97技 術委 員会)組 織 図
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3-1-2図 情報処理に関する標準化の手続 き(工 業標準化事業の構成図)
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め られ な けれ ば な らな い 。`

な お,こ れ らの 点 を勘 案 して,今 後 次 の分 野 に重 点 をお き,標 準 化 を進 め るべ き と考 え られ る。

① 情 報 処 理 を取扱 う うえ に必 要 な基 本 的 用 語及 び試 験 方 法

②1/O装 置,入 出力 用 各 種 カ ー ド類 等 情報 を処 理 す るた め の ハ ー ドウ ェア

⑤ 情 報 交 換 用 符号 等 情 報 の 形 式 に関 す る もの

④ デ ー タ伝 送 関係

⑤ 電 子 計 算 機 プ ログ ラ ミン グ用言 語 及 び ソ フ トウェ ア

⑥ コ ー ド,POS符 号,取 引伝 票 等 情 報 の表 現 に関 す る もの

⑦ 電 子 計 算機 の環 境 及 び安 全 条件

8農 業 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用

近 時 ハ ー ドウ ェアの 開 発,ソ フ トウ ェ アの商 品 化,情 報 処 理 業及 び情 報 提 供 サ ー ビス業 の確 立 等 の

情 報 産業 の展 開,そ して 生産 工 程,流 通 過 程 等 経 済 活動 の シス テ ム化,さ らに意 志 決 定 に資 す るた め

の 情 報 管理 の確 立 等 が 急速 に進 展 しつ つ あ るが,農 業分 野 にお い て もこの よ うな情 報 化 の進 展 に対応

して,農 業 の生 産,経 営,流 通 の効率 化や 関係 農業 団体,業 界 に お け る情 報処 理 高 度 化 の た め に,コ

ン ピ ュー タを活 用 す る動 きが 最近 急 速 に高 ま って い る。

農 業 生 産 に お け る経 営体 は い わ ゆ る農 家 で あ る。 その 規 模 は零細 で農 業粗 収 益 は年 額110万 円 程度

に過 ぎず,ま た その 内容 は家 族 労 働力 に依 拠 す る点 に特 徴 が み られ る。 この よ うな零細 な家 族 労 働経

営 に基 づ く農 業 分 野 で展 開 され よ う と して い る情報 化 は民 間 企業 を 申心 に進 め られ て い る経 営 情 報 シ

ス テ ム とはか な り異 な る もの と考 え られ る。'

そ こに お け る コ ン ピ ュー タ利 用 は 当然 の こ となが ら個 々 の 生産 者 た る農家 の な し う る こ とで はな く

集 団化 が 前 提 にな って くるが,集 団 の意 志 決 定 と個 別 農 家 の意 志決 定 との食 違 い を どの よ うに調 整 す

るか とい うこ とが 問 題 で あ り,こ れ を解 決 す るた め の組 織 化 が重 要 な課 題 で あ る。

組 織 化 を推 進 す る担 い 手 と して農 協 が 末 端 に お いて 重 要 な 役割 りを演 じて い るが,他 方,農 協 自身

に お いて も組 織 運 営 の近 代 化 の た め に コ ン ピ ュー タ利 用 が進 め られ て い る。す なわ ち'農協 の複 雑 な 組

織(販 売,購 売,信 用,共 済 等 の 事業 は末 端 の単 位 農 協 で は総 合 化 され て い るが,県 や全 国 レベ ル の

連 合 会 は事 業 別 に組 織 化 され て い る)に 適 合 した シ ス テ ムの 開発 を,標 準化 を 目指 しなが らしか も個

々 の農 協 の 独 自性 を尊重 して 進 め る こ とが 重 要 な課 題 とな っ て い る 。

農 業 関 係 分 野 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 は1963年 に全 国共 済 農 協 連 と築 地 の 中 央卸 売 市 場 の 荷 受会

社 が 利 用 し始 め たの が 最 初 で あ り,そ の 後,農 協 での利 用 が 急 速 に進 み,農 協 にお け る コ ン ビ ュー
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タ は1973年 に は約200台 程 度 が 設 置 され て お り,全 体 で5千 数 百 の農 協 の うち何 らか の形 で コ ン ピ ュ

ー タ を利 用 して い る農 協 は2千 組 合 を越 えて い る。

現 在 の と ころ,農 業 にお け る コ ン ピ ュー タ利 用 は農 協 に お け る販 売,購 買,信 用,共 済 等 の 事 業 の

事 務処 理 が 中心 で は あ るが,今 後 農 業 の生 産,経 営,流 通 分 野 での コ ン ピ ュー タの 果 たす 役 割 は大 き

い もの と思 わ れ る。農 業 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 の形 態 として は経 営管 理 型 と自動化 ・環 境 制 御 型

に 大 き く分 類 され る 。`

A経 営 管 理 型

経営 管 理 型 利用 は民 間企 業 のMISに 相 当す る もの で あ るが前 述 の よ うに農 業 分 野 にお け る情 報 シ

ス テ ムは相 当 特異 な もの で あ り,端 的 な例 と して 農 業 管 理 セ ンタ ー につ い て概 要 を みて み よ う。

農業 管理 セ ンタ ー は広 域 営農 団地 総 合 施設 整 備 事 業 の1つ と して,農 業 生産 の大 規 模 化 お よ び装 置

化,農 産 物 取 引 きの規 格 化,大 量 化 等 々 のす う勢 に即 応 す るた め,広 域 営 農 団地 に お け る基 幹 とな る

作 目 につ いて,生 産 か ら流通 ま で の過 程 を総合 的 かつ 一 体 的 に 管理 制 御 す る 目的 で設 置 され て い る も

の で,作 付 計 画,集 出荷 計 画等 の樹 立 及 び調 整 な らび に市 場 情 報 等 の収 集,伝 達 の機 能 を有 す るほか

各 セ ジ ターの 必要 に応 じ農 業技 術,農 業 経 営 等 に 関す る指 導,研 修,農 業 資 材,農 産 物 等 に 関す る検

査,集 出荷 に関 す る会 計 事 務 の集 中処 理,農 業機 械 の管 理,利 用 調整 等 の機 能 を も って い る。

農 業 管理 セ ン ター は1971年 か らス タ ー トし,1973年 ま で に16ケ 所 設 置 され て お り,そ の う ち8ケ 所

に コン ピ ュー タが,2ケ 所 に端 末機 が導 入 され て い る 。

農 業 管理 セ ン ター に とって コ ン ピ ュー タは 不可 欠 で は な いが,コ ンピ ュ ー タの活 用 によ りそ の機 能

は 飛 躍 的 に増 大 し,広 域 営 農 団 地 の情 報 処 理 セ ン ター と して の 役 割 が大 きくな る。 コン ピ ュー タ利 用

の 内容 と して は現 在農 産 物 販 売 代金 の精 算,統 計 資 料 の作 成,職 員 の給 与 計 算 等 の農 業 管理 セ ンタ ー

独 自の 情報 処 理 ば か りで な く,農 協 の事 務 処 理 や広 域 営 農 団 地 内 の農 業 関 係 諸 機 関 の各 種 事 務処 理 を

も行 な って い る。

以上 の よ うな機 能 と役 割 を果 た し,農 業 の 生 産,経 営,流 通 を支援 す る情 報 シス テ ム を どの よ うに

形 成 して い くか は各 セ ン タ ー に任 され た今 後 の課 題 で あ り,現 在 パ イロ ッ ト的 に果 樹 や 家畜 の個 体 管

理 シス テ ム,農 家 や農 協 の経 営 診 断 シス テ ム,養 豚 や稲 作 団地 の 管 理 シス テ ム等 が 開発 され て い る。

B自 動化 ・環境制御型

自動 化 ・環 境 制 御 型 利 用 は生 育 環 境 の 最適 化 と共 に,省 力 化 や 生 産 規模 の拡 大 を 目指 し,直 接,間

接 に コ ン ピュー タで 生 物 の 生産 管 理 を行 な う もの で,数 値 制御,プ ロセ ス制 御,オ ー トメ ー シ ョン技

術 が そ の基 礎 とな る。

この利 用 形 態 の中 で比 較 的実 用 化 が 進 ん で い るの は用 水 管理 で,用 排 水 シ ミュ レー シ ョ ンモ デ ルの
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開 発 や オ ン ライ ン制 御 技 術等 ソ フ トウ ェ アの充 実 に伴 って 急 速 な 進 展が 見 込 まれ よ う。 そ れは 農 業用

水 の 多 目 的化,高 度 化 に加 え て水 資 源 や水 利施 設 の 効 率 的 利 用,用 水 管 理 の省 力 化 が望 まれ る等 コ ン

ピ ュー タの 利 用 によ り用 水 管 理 の シス テ ム化 を促す 要 求 が 強 い か らで あ る。

しか し,最 も農業 ら しい コ ン ピ ュー タの 利用 形 態 は,生 育 環 境 制 御 プ ラ ン トや オ ー トメー シ ョン栽

培 プ ラン トの タイ プ で あ る。 特 に温 室 栽 培 に関 連 して研 究 が進 め られ て い る コ ン ピ ュー タに よ る環境

制 御 は,技 術 的 に みて なか な か 困難 で はあ るが 興 味 あ る課 題 で あ り,社 会 的 には工 業 的 農業 の 実 現 と

い う意 味 で 農業 生 産 の イ メー ジを変 革 す る可 能 性 を秘 め て い る。

野 菜 や花 き類 は高 収益 性,装 置 化 によ る生 産 性 向上 の可 能 性 の大 き さ,作 柄 ・品 質 ・出荷 時 期 に よ

る価 格 差 の大 きさ等 の 特 性 か らコ ン ピ ュー タ利 用 に よ る効 果 を最 も発 揮 し易 い の で早 期実 用 化 の期 待

が 強 い 。

す な わ ち,農 作 物 の生 長 を早 め,し か も収 量 の 増大 と品 質 の 向上 を モ ッ トー とす る最 適 な環境 条 件

を コ ン ピ ュー タ によ り植 物 の 生 長 プ ロセス に合 うよ うに コ ン トロール して い くシス テ ムを作 る こ とで

あ る。

例 えば,コ ン ピ ュー タ に よ り野菜 の生 育 環 境 を制 御 して収 穫 量 を増 加 させ る シス テ ム は,日 射 量,

温度,湿 度,炭 酸 ガ ス等 の 総 合 され た環 境 条件 の 中 で 野菜 は光 合 成,蒸 散,呼 吸,伸 長 等 を行 な って

い るの で,野 菜 の反 応 を と ら え,そ れ によ って種 々 の環 境 条 件 を 目的 に とって 最適 とな るよ うに変化

3--1-3図 コ ンピ ュー タ利 用 によ る 栽 培実 験 シ ス テム

※ム
'1、

管理 情報
温 度
湿 度}測 定値
炭酸ガス濃度 ノ

タ

冷 凍 機

炭酸ガスボンベ
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させ る とい う もの で あ る。

現 在,作 物 の種 々 の 反応 の うち光 合 成 だ け に注 目 した 実 験が 行 なわ れ て い るが,こ れ は コ ン トロー

ル で きない 日射量 に応 じて光 合成 が 最 大 とな る よ う に,炭 酸 ガス 濃度 や温 度,湿 度等 を制 御 して い

る。 この場 合,制 御 を行 な う上 で必 要 な デ ー タ は炭 酸 ガ ス の消 費 量 で,栽 培 容 器 の 入 口 と出 口で の炭

酸 ガ ス濃 度 差 を計 り,環 境 条件 の変 化 が あ れ ば コ ン ピ ュー タが 指 令 を発 し,リ レ ー(継 電 器)を 通 じ

て ヒー タ ーや 冷 凍機,あ る い は炭 酸 ガ ス ボ ンベ を動 か す こ とに な る。

現実 の作 物 栽培 に コン ピュ ータ を利 用 して い くう えで の 問題 点 として は電 子 工 業 の発 達 に よ る安 価

な コ ン ピ ュー タの提 供 ど共 に,作 物 の 反 応 を物理 的 に検 出 す る信 頼 性が あ りかつ 安 定 性 の高 い測 器 類

の開 発 が 特 に望 まれ て い る。

9大 学な どにおけ る研究 ・教育状況 と政策

A大 学 などにおける電子計算機の利用

1974年3月 末 現 在 にお け る電 子 計 算 機(購 入 価 格1,000万 円以 上 の計 数 型 に限 る)の 設 置 状 況 は次

の とお りで あ る。

大鷺

短 期 大 学

高等 専 門学校

(備考)

244台

10台

126台

8台

32台

上 記 の 他1974年 度 中 に,少 な く と も,国 立 大 学 に15台,国 立 高等 専 門 学校15台 が 導 入

され る予 定 で あ る。

上 記 計 算 機 は,研 究 ・教 育 用 として 学 内共 同 利 用又 は学 部,学 科 専用 と して 使 用 され て お り,文 部

省 が1973年 に行 な った実 態 調 査 の結 果 で は,1972年 度 にお け る計 算 機利 用者(実 数)は,回 答 の あ っ

た もの だ けで も約47,000人 で,1970年 度 の利 用 者 数(36,000人)よ り11,060人,30%の 増 加 を示 して

い る 。

ま た,こ れ らの計 算 機 の 他 に,北 海 道,東 北,東 京,名 古 屋,京 都,大 阪,九 州 の7国 立 大 学 に

は,大 学 等 の教 官,研 究 者 が利 用 で き る全 国共 同 利 用 の大 型 計 算 機 セ ン タ ーが 設 置 され て お り大 量 の

ジ ョブ処 理 を行 な う とと もに,ソ フ トウ ェアの 開発 ・研 究 を行 な って い る。



82第3部 コンピュータ政策および情報産業政策

B学 科の設置 など

a)大 学院専攻課程の設置

情報科学の教育研究の健全な進展を図るため,文 部省は,1972年 度より東京大学,東 京工業大学,

北海道大学,東 北大学及び名古屋大学に情報工学に関する専攻課程を発足させたが,1974年 度には,

次の専攻課程を設置することとした。

東京工業大学(理 工)情 報科学専攻(修 士課程)入 学定員18名

東京工業大学(理 工)電 子システム専攻(修 士課程)入 学定員18名

電気通信大学(電 通)電 子計算機学専攻(修 士課程)入 学定員10名

山 梨 大 学(工)計 算機科学専攻(修 士課程)入 学定員10名

京 都 大 学(工)情 報工学専攻(修 士課程)入 学定員12名

東京工業大学(理 工)物 理情報工学専攻(博 士課程)入 学定員10名

東 京 大 学(工)情 報工学専攻(博 士課程)入 学定員8名

b)学 科講座などの設置

1970年度より増設 された情報処理関係学科は,1974年1月 現在18学科(入 学定員805名)に 上 り,

1969年以前に設置され,そ の入学定員の6割 以上を情報処理関係に就職又は進学させ て い る27学 科

(入学定員1.185名)と 合わせて合計45学科に達するが,1974年 度は次の学科の新設及び改組を行な

うこととした。

横浜国立大学(工)情 報工学科 入学定員55名

僧 州 大 学(工)情 報工学科 入学定員50名

東京工業大学(工)情 報工学科 入学定員40名

また,博 士課程3講 座,学 科 目1学 科目を増設することとした。

なお,上 記の他,短 期大学の学科 としてはすでに,山 形大学工業短期大学部情報工学科,図 書館短

期大学文献情報学科及び静岡大学工業短期大学部情報工学科が設置されているが,1974年 度より山口

大学工業短期大学部に情報処理工学科(入 学定員40名)及 び徳山,八 代工業高等専門学校の創設に伴

い,情 報電子工学科(入 学定員40名)を 設置することとした。

c)情 報処理教育センターの設置

文部省に直れた情報処理教育に関する会議(山 内二郎主査)は,情 報処理技術者に対する需要の急

増にそなえ,大 学 ・高等専門学校における学生一般に対する情報処理教育を推進するため,各 大学等

に全学共同利用の情報処理教育センターを開設することを勧告 した。このため,1972年 度より東京大

学教育用計算機センター 室蘭工業大学情報処理教育センターを設置したが,1974年 度には,引 き続

き九州工業大学に情報処理教育センターを設置することとした。
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d)電 子計算機の増設

1974年度に国立大学,国 立高等専門学校に30台の電子計算機(デ ータ ・ステーションなどを含む)

の予算措置が行なわれた。また,私 立大学に対 し関係設備を整備するため,私 立大学情報処理関係設

備整備費の助成を新たに行なうこととした。

なお,情 報処理教育に関する会議の勧告の主旨に則 り1972年度に初めて導入された中型の教育用電

子計算機は引 き続き,4学 科(1972年 度に発足 した学科)及 び大学院の2専 攻課程に導入されること

となった。

e)教 員の資質向上

情報処理教育体制の充実を図るため,1974年 度 も引 き続 き在外研究 ・内地研究員制度を活用するほ

か,高 等専門学校の教員に対 し情報処理教育講習会を開催し,担 当教員の養成に努めることとしてい

る。

f)高 等学校における情報処理振興のための施策

高等学校については,上 記の外,情 報処理教育に重点をおく情報処理科(商 業学科)及 び情報技術

科(工 業学科)に 対 し,電 子計算組織を含む実験実習施設 ・設備を整備す るのに必要な経費の一部を

補助 しているが,1974年 度においては,新 たに情報処理教育ができるだけ多くの高等学校において実

施できるように特別設備として上記以外の商業学科に超小型電子計算組織 を整備するための予算を計

3-1-25表 大 型計 算 機 セ ン ター 稼 動状 況(1972年 度)

大 学1機 種1主 ・・糎 稼動時暢 議1処 理凶 備 考
`

'

北海道 FACOM230-60 160KW
=

3,592 12.11 86,100 1974年 度 にFACOM230-75に

更 新 予 定

東 北 1.NEAC2200-700

2.〃2200-700 }1,024KC=
3,140

3,053

11.49

11.38 81,547

3.〃2200-500 512〃 3,475 13.04

東 京 1.HITAC5020E/5020 98KW
=

4,369 14.60

}一
シス テ ム1,2と も1973年 度 に

HITAC8800/8700に 更 新

2.〃5020 49〃 2,390 8.20 稼動 実 績 は1972.4～12の9ヵ 月

分

名古屋 FACOM230-60 160〃 3,830 12.48 80,752

京 都 1.FACOM230-60

2.〃230-60

192〃

192〃

2,784

3,453

9.09

11.24 }一
シス テ ム1は

1973年 度 にFACOM230-75に

更 新

大 阪 1.NEAC2200-700 1,024KC
=

3,972 14.50

| 2.〃2200-500 524〃 1,827 7.40 | シス テ ム3,4は

57,087 1974年 度 にNEAC2200-700に

3.〃2200-500 524〃 2,425 7.67 更新予定

'

4.〃2200-500 131〃 999 4.73

九 州 FACOM230-60 160KW
=

4,663 14.37 121,645
1974年 度 にFACOM230-75に

更 新 予定
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上 した 。

ま た,各 部 道 府県(指 定 都 市)に 対 し,高 等 学 校 の 生徒 の実 習 及 び教 員 の 研 修 の中 心 とな る情 報 処

理 教 育 セ ンタ ー の設 置 を促進 す る ため,こ れ に必 要 な施 設 ・設 備 の 整備 につ い て も補 助 し て い る
。

1973年 度 まで に24府 県(市)に 設 置 され て い るが ,1974年 度 にお い て は,新 設4か 所分 の予 算 が計 上

され た。

10運 輸省 にお ける情報化政策

コ ン ピ ュー タ と通 信 の技 術 の 急速 な進 歩 とそ の普 及 によ り
,我 が 国 の経 済 社 会 は 情報 化 を著 し く進

展 させ た 。本 質 的 に シス テ ム指 向型 の産 業 とい わ れ る運輸 事業 にお いて も,製 造 業,金 融 保険 業 等 の

他産業と同様に洛 蝶 は・事務能率の畔 噸 客に対するサービス改善,安 全管理の微騰 の醐

で コ ン ピ ュー タ を導入 し,情 報 処理 の近 代 化 を図 っ て きた(3-1-26表 「運 輸 省所 管 事業 業 種 別 コ

ン ビ。ユ一 夕導 入 状 況 」参 照)。 その 例 と して,国 鉄 のMARS(「 み ど りの窓 口」 で知 られ る座 席 予約,

シス テ ム。1960年 稼 動 開始)やCOMTRAC(新 幹線 運転 管 理 シス テ ム
。1972年 稼 動 開始),日 本 航

空 のJALCOMll(座 席 予 約 及 びデ パ ー チ ャ一一・コ ン トロ ール ・シス テ ム。1970年 稼動 開 始)等 が あ

げ られ よ う。

と ころが,近 年,我 が 国 の 経済 が 高 度 成長 を遂 げ る一 方 で ,環 境 破 壊,資 源不 足,社 会 福祉 の立 ち

遅 れ等 の 問 題 が顕 在 化 す る中 で,情 報 化 の要 請 も,重 点 が 企 業 経営 の効 率 化 か ら社 会 的 ニ ーズへ の対

応 へ と移 って きた。 特 に運 輸 の面 では,国 土 の有効 利 用 と国 民福 祉 の充 実 の基 盤 と しての 交通 ネ ッ ト

ワー ク を効 率 良 く,し か も国 民 の要 請 に 即応 す るよ う働 か せ るた め に,政 府 に お いて は,運 輸 関 係 各

企 業 にお け る健 全 な 情 報 化 を促 進 す るだ け で な く,行 政 上 あ るい は公 益上 必 要 な情 報 シス テ ムを 自 ら

開 発 整 備 す る と と もに,運 輸 関 係 諸 情報 シス テ ムを サ ブ ・シス テ ム とす る整 合 性 の あ る運輸 情 報 トー

タル ・シス テ ム を形成 す るよ う諸施 策 を講 じ る必 要 が 出 て きた。

こ う した時 代 の 要 請 に対 処 す るた め,運 輸 省 で は,1971年5月 に発 足 した 「情報 管 理部 」 内 に
,72

年1月,「 運 輸 情 報 シス テ ム研 究 会」 を設 け,ト ー タル ・シス テ ム と しての 運輸 情 報 シス テ ムの あ り

方,そ の整 備 方 策等 につ いて 検 討 を行 な った 。 その 結 果,翌 年3月,報 告 書(「 運 輸 に お け る情報 化

の 現状 と将 来 」)が ま とま っ たが,そ の 中 で,具 体 的 に整 備 すべ き62の 運 輸 関係 の 諸 情報 シス テ ムに.

っ い て個 別 検討 す る と と もに,62シ ス テ ムを サ ブ ・シス テ ム とす る 「運 輸 情報 シス テ ム」 の構 想 図 を

描 いて い る3-1-4図 「整 備 目的 別運 輸 情 報 シス テ ム一覧 」参 照)。 運 輸 省 は,本 報 告書 の趣 旨 に沿 っ

て,次 の よ うな情 報 化 関 係施 策 を講 じて い る。

A運 輸 行 政 に 関 わ る情 報 シス テ ム を直接 的 に開発 整 備 す る こ と
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a)運 輸 行 政 情 報 シス テ ム(運 輸 デ ー タバ ン ク)

この シス テ ムは,運 輸 政 策 の立 案,実 施 等 に資 す るた め,コ ン ピ ュー タ に よ り行政 情報 の 処 理,提

供 等 を行 な う高 度 な シス テ ムで あ る。

1973年 度 に お いて は,情 報 管 理 部 情報 処 理 課 シス テ ム分析 室 の コ ン ヒ。ユ一 夕の レベ ル ア ップ を得 な

・い,こ れ と3台 の端 末 機 を通 信 回 線 で結 び,TSSサ ー ビス を開 始 した 。

b)自 動 車検 査 登 録 シス テ ム

この シス テ ムは,全 国65の 陸運 事務 所 に お け る 自動 車 検 査登 録 の事 務 を迅速 化,合 理化 す るた め,

東 京 の 自動 車 登録 セ ン ター 内 に設 置 され た大 規 模 な コ ン ピ ュー タが 各 事 務所 の端 末(マ ー ク ・シー ト・

リー ダ ご)か ら通 信 回線 を通 して集 中 さ れ た 情 報 を一 元 的 に 管理 す る シス テ ム で あ る。1970～71

年,各 陸運 局 管 内 で順 次 サ ー ビスが 開 始 され たが,現 在,全 国約2,500万 台 の 自動 車 に関す る情 報 を

管 理 して い る 。

c)気 象 資料 自動 編 集 中 継 シス テ ム(ADESS)

このシステムは,世 界各地,日 本全国の気象官署等か ら送信 されて くる気象情報を収集 し,情 報の

編集,天 気 図 の作 成 解 析 等 を行 な い,気 象 情報 を各 地 へ む けて送 信,申 継 す るコ ン ピ ュー タ ・シス テ

ムで あ る。1963年,気 象 庁 が 導入 した シス テ ムで あ るが,我 が 国行 政 機 関 で の最 初 の オ ン ライ ン ・シ

ス テ ムで あ る。

d)航 空 交 通 管 制 シス テ ム ー

航 空交 通 の いわ ゆ る過 密 化 と質 的多 様 化 に対 処 す るた め,管 制 業 務 に情 報処 理 シス テ ムの導 入 が 図

られ て い る。1970年 度 よ り,飛 行 計 画 情 報 処理(フ ェーズ1)シ ス テ ムが 稼 動 開始 し て い る が,今

後,レ ー ダ ー情 報 処理(フ ェーズll)シ ス テ ム,全 体 シス テ ムの高 度 化(フ ェーズ 皿)等 を整 備 す る

予 定 で あ る。

B公 益 性 が 強 く,個 別 企 業 で は開 発 整 備 を行 な うこ とが 不可 能 な情 報 シス テ ムに っ いて,開 発 整

備 の リー ダ ー シ ップを とる こ と

a)国 際貨 物 輸送 情報 シス テ ム(ICIS)

この シス テ ム は,国 際貿 易 の 拡大,輸 送 技 術 の革 新 等 に よ りま す ます 増 加 し,高 速 化 す る国 際貨 物

輸 送 の 円 滑化,迅 速 化 を 目的 と し,現 在,流 通 の ネ ック とな って い る輸 送 関 係 手続 処 理 の 合 理 化,迅

速 化 を図 るた め の コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムで あ る。

ICISは,通 関等 の国 内 にお け る貿 易 関 係 手続 のた めの 関 係書 類 上 の 諸 デ ー タ を編 集,処 理 す る

「国 内 情 報処 理 シス テ ム」 と,こ の シ ス テ ムで処 理 され た諸 デ ー タ を相 手 国 にお け る関係 手 続 の便 宜

の た め,通 信 回線 を介 して 国 際 伝送 を行 な う 「国 際伝 送 シス テ ム」 とか ら構 成 され る。

運 輸 省 で は,1973年4月,国 際貨 物 輸 送 情 報 シス テ ム 開発 委 員 会 を設 け,ICISに つ いて 本格 的

な検 討 を行 な って きた が,現 在,シ ス テ ム化 の 緊要 度 が 高 く,比 較 的 シス テ ム開 発 が容 易 とい わ れ る
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国際 航 空 貨 物 にっ い て,1977年 稼 動 開 始 を 目標 に シ ス テ ム開 発 を進 めて い る。

また,こ うい った 官側 の動 きに対 応 し,航 空 会 社,航 空貨 物 代 理 店,上 屋 業 等,国 際 航 空 貨物 輸 送

に係 わ る民 間 関係 者 が集 ま り,73年11月,「 国 際 航 空 貨物 輸 送 情 報 シス テ ム開発 協 議 会(JACIS)」 を

設 立 す る等,我 が国 にお け る航 空 関 係 のICISの 開 発整 備 の 機 運 は,民 間 側 に お いて も高 ま りっっ

あ る。

国 際 海上 貨 物 関 係 のICISに つ い て は,そ の サ ブ シス テ ム と して の国 際 海上 貨 物 輸 送 情報 シス テ

ム と船 舶 動 静,港 湾 管理 等 を行 な う シス テ ム を合 わせ 港 湾情 報 シス テ ム と して シス テ ムの開 発 整 備 の

検 討 を進 め て い る。

ICISの 開 発 にあ た って は,そ の シス テ ムの 性格 上,各 国 の 同種 シス テ ムの 開発 状 況,書 式,コ

ー ド等 の 標 準 化 ,統 一 化,貨 物 デ ー タ伝 送 テ ス ト等 につ い て 海外 の 各 国 関係 者 と意 見 交 換 等 を行 な う

こ とが 不 可 欠 で あ るた め,運 輸 省 は,ECE,ECAFEの 専 門 家 会議 に代 表 を派 遣 した り,特 に ア

メ リカ,イ ギ リス,カ ナ ダ等 と専 門 家会 合 を行 な う等 国 際協 力 活 動 を積 極 的に推 進 して い る。

3-1-26表 運輸省所管事業業種別コン ピュータ導入状況

裏失 い969 1970 1971 1972

鉄 道

(うち国鉄)

自動車運送

海 運

港湾運 送

倉 庫

航 空

観 光

造 船

車両 製造

自動車販売

75台

(50)

39

22

4

18

18

9

45

6

46

110台

(73)

59

27

7

31

22

10

48

4

64

112台

(76)

70

36

7

34

33

12

59

5

78

127台

(80)

95

36

15

48

33

24

84

10

105

計 282 382 446 577

対前 年比1 +35% +17% +29%

※電子計算機ユーザー調査年報

※各年12月 現在

b)観 光 情 報 シス テ ム

国 民 の余 暇 時 間 が 増加 し,余 暇 の 内容 が 多様 化 す る に伴 い,観 光 旅 行 につ いて も,需 要 の高 度 化 が

急 速 に 進 展 しつつ あ る。

この シズ テ ム は,そ う した時 代 の趨 勢 に対応 す る た め,国 民 が充 実 した観 光 旅 行 が で きるよ う良質

な 観光 情 報 を迅 速 に提 供 す るた めの情 報 シス テ ムで あ るが,取 り扱 う情 報 が正 確 か つ網 羅 的で あ る こ

と,情 報 が公 正 な 立場 か ら収 集,管 理,提 供 され る こ と等 に 注意 が払 わ れ て い る。
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運 輸 省 で は,1973年6月,観 光 情報 シス テ ム開 発 委員 会 を設 け,こ の シス テ ム につ い て 本格 的 に検

討 を 開始 し,同 年11月 に ま とま った報 告 書 の趣 旨 に沿 って,1974年 度 か らシス テ ム開発 に取 り組 ん で

い る。

C民 間 企 業 の健 全 な情 報 化 を促 進 す る こ と

運 輸 の 情 報 化 に 関す る諸 問題 につ い て,運 輸 省,運 輸 関係 企 業等 の関 係者 が総 合 的 な見 地 か ら協議

す るた め,1974年1月 か ら運 輸 情 報 シス テ ム連 絡 懇談 会 を毎月1回 定 例 的 に開 催 して い る 。

ま た,運 輸 省 は,(財)運 輸 経 済研 究 セ ンタ ー等 が 進 め て い る倉 庫 情報 シス テ ム
,ト ラ ック事 業共 同

計 算 シス テ ム,プ ロジ ェ ク ト,マ ネ ジ ャー訓 練 シス テ ム等 につ いて の調 査研 究 の 指 導 を行 な うほか
,

情 報 化 週 間 等 を通 じて情 報 化 の意 義 につ い てPR活 動 を行 な い,ま た,書 類 ・コ ー ド類 の標 準 化 ,統

一 化 の 促 進 等
,中 小 企 業 の 情報 化 促 進,一 般 国 民 に対 す る啓 蒙等 に重 点 をお いた 運 輸 の 情報 化 施 策 も

講 じて い る。
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11デ ー タ通信利用 の現 状

(特定通信 回線 公衆通信 回線)

Aは じめ に

電 子素 子 を用 い た コ ン ピ ュー タが 登 場 してか らす で に30年 近 い時 が経 過 した 。 この 間 コ ン ピ ュー タ

の利 用 は その め ざま しい技 術 的進 歩 に支 え られて,学 術,行 政,企 業 経 営 等 あ らゆ る分 野 に そ の適 用

領 域 を拡 大 し,コ ン ピ ュー タは今 日の社 会 活動 に とっ て欠 くべ か らざ る地 歩 を確 立 した 。

コ ン ピ ュー タ と通 信 回線 の ネ ッ トワー ク を有 機 的 に結 びつ け,さ ま ざ まな サ ー ビス を広 域 的 に展 開

す るデ ー タ通 信 は,こ の コ ン ピ ュー タ の普 及 と利 用水 準 の向 上 の 中 か ら誕 生 した とい え る。

デ ー タ通 信 発 展 の 契機 を与 えた 世界 最 初 のデ ー タ通 信 シス テ ムは,1958年 に完 成 を みた アメ リカ の

防空 用SAGEシ ス テ ムで あ った 。 そ して1960年 代 当初 か ら始 ま った ア ポ ロ計 画 は,デ ー タ通 信 技 術

の加 速 度 的進 歩 を促 す と と もに,デ ー タ通 信 の 真価 を評 価 させ る役 割 をは た した 。 この よ うに 今 日の

デ ー タ通 信 の大 きな原動 力 とな った の は,ア メ リカ を中 心 とす る国 防計 画 や 宇 宙 開発 計 画 で あ っ た

が,そ こで 培 われ た デ ー タ通 信 技 術 は やが て 民 間 の プ ロジ ェ ク トに応 用 され有 力 な技 術 シス テ ム と し

て 開花 した とい え る。

軍 事 上 の要 請 を もた な い わが 国 にお いて は,ま ず,企 業 の事 務 処 理 の た め にデ ータ通 信 が 利 用 され

る こ と とな った 。 わが 国 の デ ー タ通 信 シス テ ムは1964年 初頭,国 鉄 の 「み ど りの窓 口」や 日本 航空 の

座 席予 約 シス テ ム を皮 き りに,銀 行 の為 替 ・預 金 シス テ ム,生 産 ・販 売 ・在 庫 管 理 シス テ ムへ と徐 々

に その適 用 分 野 を拡 大 す る と と もに,単 一 企業 内利 用 か ら複 数 企 業 間 利 用へ,ま た単 一業 務 か ら総合

業 務 シス テ ムへ と シス テ ムの 拡充 が図 られ て きた 。

この 間1971年5月 に は,公 衆電 気通 信 法 の 一部 改 正 が あ り,い わ ゆ る 「通 信 回線 の 開 放 」が 行 なわ

れ,今 後 の デ ー タ通信 の飛 躍 的 発 展へ の礎 を きず くこ と とな った 。

以 下,デ ー タ通 信 回線 の利 用 形 態 に視 点 を あわ せ,わ が 国 デ ー タ通 信 シス テ ムの現 状 につ いて 概 観

す る。

Bデ ータ通 信 シス テ ムの現 況.

わが 国 にお け る電 子 計算 機 の利 用 は,こ こ数 年,年 率20～40%と 急 激 に増 加 し,1973年12月 末 の コ

ン ピ ュー タ設置 台 数 は21,649台,金 額 に して1兆5,076億 円 に も達 して お り,ア メ リカ に次 いで世 界

第2位 とな って い る。(3-1-27表 参照)こ の よ うな コ ン ピ ュー タ リゼ ー シ ョンの 浸 透 に伴 い,わ が

国 の デ ー タ通 信 シス テ ム も1964年 の導 入 以 来着 実 な伸 び をみせ,1974年3月 末 現 在 で約770シ ス テ ム

が 稼 動す る に至 っ て い る。(3-1-28表 参 照)
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3-1-27表 利用コ ンピュー タ実動 状況の経年推移

項目

年度

設 置 台 数

設 置 金 額
(億円)

年間の金額の伸
び率(%)

1964

1,455

1,300

1965

1,937

1,742

34.0

1966

2,606

2,248

29.0

1967

3,516

3,012

34.0

1968

4,870

4,412

46.5

1969

6,718

6,172

39.9

1970

9,482

8,912

44.4

1971

12,809

11,362

27.5

1972

17,255

13,733

20.9

1973

12月 末

21,649

15,076

出典=JECC調 査 季報

3-1-28表 デ ー タ通 信 シ ス テ ム数 の 推 移

分類

年度

直 営 シ ス テ ム

自

営
ソ

そ
ア

ム

特 定 通 信 回線

公 衆 通信 回線

小 計

私 設 線 シ ス テ ム

合 計

1968

2

75

75

7

84

(一)

1969

4

122

122

13

139

(65)

1970

9

188

188

16

213
(53)

1971

15

295

295

20

330

(55)

1972

29

441

441

20

490

(48)

1973

40

671

35

706

20

766

(56)

注1.

2.

3.

私設線 システムについては入手 した資料 によ り判明 した もののみ を掲 げた。

()内 は対前年同期の伸 び率(%)で ある。

直営 システムには電話計算 システ ムを含 む。

しか し,デ ー タ通 信 の導 入 に あた って は,ま だ ま だ技 術 上,経 済 上,運 用 上 等諸 種 の 問題 もあ り,

デ ー タ通 信 先進 国 ア メ リカ と比べ る と量 質 と もにか な りの格 差 が み られ る。

aデ ー タ通 信 シス テ ム の分 類

デ ー タ通 信 シス テ ム は,情 報 処 理 装 置 と しての コ ン ピ ュー タ と通 信 回線 を直 結 し,情 報 また は デ ー

タ の伝 送 と処 理 の機 能 を一 体 的 に行 な う方 式 を と って お り,コ ン ピ ュー タ と通 信 回 線 とが直 結 して い

な い オ フ ラ イ ン ・シ ス テ ム と は区別 され る。

デー タ通 信 シス テ ム と一 口 に い って も,そ の適 用事 例 に応 じ て利 用 目的,処 理 形 態 ,シ ス テ ム規 模

な どそれ ぞ れ異 な っ てお り,き わ め て多種 多 様 な シス テ ムが み られ る。

したが って,そ の分 類 方 法 も種 々 考 え られ るが,こ こ で はデ ータ通 信 シス テ ムを通 信 回線 と コ ン ビ



第1章 わが国の コンピュータ政策および情報産業政策91

ユ一 夕の所 有,運 営主 体 に着 目 して 分類 し,以 下 そ の概 略 を述 べ る こ と とす る。

i)自 営 シス テ ム

自営 シス テ ム と は,利 用 者 が 自か らコ ン ピ ュー タ,端 末 機 器 等 を設 置 し,こ れ らを結 合 す る通 信 回

線 を電 電 公 社 か ら提 供 を受 けて構 成 す る シス テ ム で あ る。

1973年3月 末 現 在706シ ス テ ム を数 え,わ が 国 デ ー タ通 信 シス テ ムの約92%を 占 め,年 間50～60%

もの増 加 率 で成 長 を続 けて い る。デ ータ通 信 の適 用 も座 席 予 約 シス テ ム,バ ン キ ング シス テ ム,販 売

在庫 管 理 シス テ ム,各 種計 算 シス テ ム等 多 面 にわ た って お り,さ らに最 近 は,交 通制 御 シ ステ ム,公

害防 止 シス テ ム,流 通 シス テ ムな ど新 規分 野へ と利 用 の 拡大 が 図 られ て い る。

iD私 設 線 シス テ ム

私 設 線 シス テ ムは,利 用 者 が 自か らコ ン ピ ュー タ,通 信 回線,端 末 機 器 すべ て のデ ー タ通 信 設 備 を

設置 し構 成 す る シス テ ムで あ る。本 シス テ ムの利 用 は設 置 者 だ け に限 られ,そ の範 囲 で は全 く自由 な

利 用 が 図 られ,公 衆 電 気 通 信 法 の対 象 とはな って い な い 。

私 設 線 シス テ ム につ いて は,そ の全 ぼ うは 必ず し も明 らか で は な いが,約20シ ス テ ムが稼 動 して い

る もの と想 定 され る。代 表 例 と して は,国 鉄 の 「み ど りの 窓 口」 お よ び貨 車 の連 結,到 着 予約 のた め

の 地域 間急 行 シス テ ム,各 電 力 会社 の 自動 給 電 シス テ ム な どが あ げ られ る。

iii)直 営 シス テ ム

直 営.シス テ ム は電電 公社 が コ ン ピ ュー タ,通 信 回線,端 末 機 器 等 の デ ー タ通 信設 備 す べ て を 設 置

し,こ れ ら を一 体 と した デ ー タ通 信 サ ー ビス と して 提供 す る シス テ ムで あ る。

電 電 公社 の デ ー タ通 信 サ ー ビス は,自 営 シス テ ムの実 用 化 に遅 れ る こ と4年,1968年 に試行 役 務 と

して サ ー ビス を開 始 し,1974年3月 末現 在40シ ス テ ム とな っ てい るが,こ れ は まだ全 体 の5%に 過 ぎ

な い もの で あ る。

電 電 公 社 の サ ー ビス に は,あ らか じめ標 準 的サ ー ビス を定 めて 提供 す る大 型 コ ン ピ ュー タの共 同利

用 サ ー ビス と,特 定 利 用 者 の た め に その注 文 に あわ せ て設 計 し提 供 して い る個 別 サ ー ビス の2種 類 の

ものが あ る。前 者 に は,科 学 技 術 計 算 サ ー ビス ∫DEMOSと 略称 す る)・ 販 売 在 庫 管理 サ ー ビス(DR

ESS),電 話 計 算 サ ー ビス(DIALS)が あ り,後 者 の サ ー ビス と して は全 国 銀行 デ ー タ通 信 シス テ ム,

運 輸 省 車 検登 録 シス テ ムな ど25シ ス テ ムが提 供 され て い る。

bデ ータ通 信 シス テ ムの 稼動 状 況

わが 国の デ ー タ通 信 シス テ ムは,1964年 の デ ー タ通 信導 入 以来,ず っ と50%を 上 まわ る増 加 率 で推

移 した。 シス テ ムの増 加 状 況 は1970年 度74シ ス テ ム,1971年 度117シ ス テ ム,1972年 度160シ ス テ ム,

そ して,1973年 度 に は276シ ス テ ムが 増加 し,1974年3月 末 現 在 で766シ ス テ ム に達 した 。(3-1-28

表 参 照)

しか し,コ ン ピ ュー タ総 設 置 台数 に対 す るデ ー タ通 信 用 コ ン ピ ュー タ台 数 の 比率(オ ン ラ イ ン 化
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3-1-29表 デー タ通信 システムの業種別設置状況 ('74年3月 末 現在)

＼
業種別

分類
自営 システム＼、

＼
製 造 業 242

商 業 43

金 融 141

証 券 16

保 険 14

運 輸 21

電 力 ・ガ ス 7

通 信 ・出 版 ・サ ー
ビス 26

倉 庫 ・不 動 産 3

ソ フ トウ ェア開 発

計 算 セ ンタ
36

政 府 21

地方 公共 団 体 101

国 立 大 学 8

法 人 団 体 5

そ の 他 22

計 706

直 営 シス テ ム

22

1

1

1

15

・・1

私 設 線

システム

計

・・1

・・テ・司 分 布(%)

242

43

163

16

14

27

18

27

36

23

104

7661

31.6

5.6

21.3

2.1

1.8

3.5

2.4

3.5

0.4

4.7

3.0

13.6

1.0

0.7

4.8

100

注 直営 システ ムの うち銀行等の為替預金 システムは 「金融」へ分類 し,販 売在庫管理 シ

ステム.科 学技術計算 システムおよび電話計算 システムは 「その他」へ分類 した
。

3-1-30表 データ通信システムの対象業務 別分類

('74年3月 末現在)

＼
分類

対象業務別
＼

自営 シ ステ ム 直 営システム
ム

私設線 システ
計

シス剥2♂ シス三搬 ぽ シス テ 分 布
ム数(%) 議12%弄

預 金 ・為替 ・信託業務 137119.4 20 50.0 一 一 157 20.5

生 産 ・在庫販売 管理' 239

241
33.9

3.4
.

9 22.5 一 一 248 32.4

経 営 管 理 一 一 一 一 24 3.1

予 約 10 1.4 1 2.5 一 一 11 1.4

公 害 監 視 60 8.5 一 一 3 15.0 63 8.2

交 通 制 御 40 5.7 一 一 一 一 40 5.2

証 券 業 務 20 2.8 一 一 一 一 20 2.6

運 送 管 理 11 1.6 F 一 一 1 5.0 12 1.6

メ ッ セ ー ジ 通 信 14 2.0 一 一 一 一 14 1.8

保 険 業 務 15 2.1 一 一 一 一 15 2.0

科 学 技 術 計 算 32 4.5 6 15.0 1 5.0 39 5.1

受 託 計 算 サ ー ビ ス 29 4.1 一 一 一 一 29 3.8

そ の 他 75 10.6 4 10.0 15 75.0 94 12.3

計1 ・・61 ・…1 ・・1・・⑪1 ・・1・…1 7661・ …

注 直 営 システムの うち電話計算 システムは 「その他」 に分類 した。
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率)は,推 定 で は4%以 下 と低 迷 して お り,当 初 期 待 され た爆 発 的 な 需要 の増 大 は見 られ て い ない 。

これ ら766シ ス テ ム の 業 種 別 設 置状 況 は3-1-29表 の とお りで あ るが,製 造 業 が 最 も多 く,全 体 の

31.6%を 占 め,次 い で金 融 業 の21.3%,地 方 公共 団体13.6%と 続 き,そ の他 多 業 種 に わ た っ てい る。 こ

とに,わ が 国 のデ ー タ通 信 の過 半 数 を占 め る製 造 業,金 融 業 の シス テ ム数 は年 々着 実 な 増加 を みせ て

きて い るが,最 近 は他 業種 の増 加 率 が 極 めて 高 く,全 体 に 占 め る割 合 は少 しず つ 低 下 して きて い る。

最 近,増 加率 の著 しい業 種 は製 造 業,商 業,地 方 公 共 団体 な どが あ げ られ るが,と く に地 方 公 共 団

体 の シ ス テ ム は住 民 福 祉 優先 へ の政 策 を反 映 して そ の伸 びは著 しい 。 また対 象 業 務 別 にみ る と,当 然

な が ら業 種 別 シス テ ム の導入 状 況 を反 映 して製 造,販 売 業 に お け る販 売 在 庫管 理 業 務 が 最 も多 く全 体

の32.4%を 占め,金 融 業 にお け る預 金,為 替,信 託 業 務 が20.5%と これ に次 い で い る。 この よ うに シ

ス テム の適 用 分 野 は事 務 の 能率 向上,省 力 化 の推 進 を め ざ し,大 量 事 務 の 単純 処 理 に使 わ れ て い る も

のが 過 半数 を 占 めて い る。(3-1-30表)`

しか し,今 後 は行 政 が 今 日直 面 して い る様 々 の課 題 に対 処 す るた め に公 害 監視,交 通 制 御等 の社 会

開 発 シス テ ムや 現 在 ま だ よ うや く緒 につ いた と こ ろ とは い え,民 間 の デ ー タ通 信 サ ー ビス 業 な どの分

野 の拡 大 が 図 られ る こ と とな ろ う。

コ ン ピ ュー タの 自由 化 を控 え,わ が 国 のデ ー タ通 信分 野 は緊 迫 状 況 に あ るが 自営 シス テ ム にお け る

コ ンピ ュー タ の国 産 機,外 国機 別 の 利 用状 況 をみ る と,ず っ と外 国 機 が 国産 機 を上 ま わ り,1971年 度

か らその 差 がせ ば め られ,1973年 度 には 国産 機 シ ェ ア53.4%,外 国 機 シ ェ ア46.6%と は じめて 国 産機

が 優位 を 占 めた 。(3-1-31表)

しか し,シ ス テ ム の設 置 金 額 や 回線 の 利 用状 況 な どか ら見 て,外 国 機 シス テ ムに は大 規模 な ものが

集 中 して い る こ とが推 測 され る。

以上 み た ご と く,わ が 国 のデ ータ通 信 は次 第 に伸 長 して はい る もの の決 して 満足 の い く 姿 で は な

い 。現 在 デ ー タ通 信 が 伸 び悩 ん で い る原 因 と して は使 用 す る コ ン ピ ュー タが 大 型 とな るば か り で な

く,ソ フ トウ ェアが 高 度 ・複 雑 で,そ の 開発 と実 用化 に長 い年 月 とば く大 な経 費 な らび に多 数 の 熟練

した ソ フ ト要 員 を必 要 とす る こ とに あ る と考 え られ る。

この よ うに オ フ ラ イ ン ・シ ス テ ム に比 して 高 度 の技 術 的 ・経 済 的 条 件 を満足 す る必要 が あ るた め デ

ー タ通 信 の 効 用 と必 要 性 は広 く認 識 され なが ら,そ の 適 用 はまだ 限 られ た 分野 に と どま って い るの が

実 状 で あ る。

Cデ ー タ通 信 回線 の利 用 状 況

す で に見 た ご と く,自 営 シス テ ムは,わ が 国 の デ ー タ通 信 シス テ ムの 大 宗 をなす もの で あ るが,そ

の 通 信 回線 は電 電 公社 の デ ー タ通 信 回線 サ ー ビス と して提 供 され て い る もので あ る。

デ ータ通 信 回 線 サ ー ビス に は特 定 通信 回線 サー ビス と公 衆 通 信 回 線 サ ー ビス の2種 類 が あ り,公 衆
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3-1-31表 国産機,外 国機 別デー タ通信 システム数の推移(自 営システム)

=璽!・9661・9671・9681・96gl・97・1・97・1・97211973

'

1

'
.

(

.

,
レ

'

}

「

シ ス テ ム数

国 産 機81734 47 68 121 215 377

外 国 機1117,40 74 119 173 226 329

共 用111 1 1 1 一 一

合 計203575 122 188 295 441 706

構成比(%)

国 産 機40.048.645.3 38.5 36.2 41.0 48.8 53.4

外 国 機55.048.653.3 60.7 63.6 58.6 51.2 46.6

共 用5.02.81.4 0.8 0.5 0.4 一 一

合 計100.0100.0100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

3-1-32表 特 定通 信 回 線 サ ー ビスの 品 目

品 名

規 格|種 別

A規 格

(120ヘ ル ツ)

B規 格

(240ヘ ル ツ)

C規 格

(400ヘ ル ツ)

D規 格

(3.4キ ロヘ ル ツ)

G規 格

(12キ ロヘ ル ツ)

1規 格

(48キ ロヘ ル ツ)

」 規 格

(240キ ロ ヘル ツ)

A-1

(50ビ ッ ト/秒直流符号伝送)

B-1

(100ビ ット/秒直流符号伝送)

(C-2200ビッ ト/秒交流符号伝送)

D-1

(帯 域 使 用)

D-5

(1200ビ ッ ト/秒交流符号 伝送)

D-7

(2400ビ ヅ ト/秒交流符号 伝送)

D-9

(4800ビ ッ ト/秒交流符 号伝送)

G-3

(饗嘉 謡 秒)

1-1

(帯 域 使 用)

1-3

(鑑龍躍 秒)
J-1

(帯 域 使 用)

内 容

直流方式による50ピ ッ ト/秒 以下 のデー タ伝送が可能な もの

直流方式による100ピ ッ ト/秒 以下のデータ伝送が可能 な もの

交流方式による200ビ ッ ト/秒 以下のデータ伝送が可能 な もの

通 常0.3キ ロヘル ツか ら3.4キ ロヘ ル ツ ま で の周 波 数帯 域 を伝 送

す る こ とが 可 能 な もの

交流方式 による1200ビ ッ ト/秒 以下のデータ伝送が可能 な もの

交流方式 による2400ビ ッ ト/秒 のデータ伝送が可能な もの

交流方式 による4800ビ ッ ト/秒 のデータ伝送が可能な もの

交流方式に よる9600ビ ッ ト/秒 のデータ伝送が可能な もの

通常48キ ロヘルツの周波数帯域を伝送す ることが可能な もの

交流方式によ る48キ ロビッ ト/秒 のデー タ伝送が可能な もの

通常240キ ロヘルツの周波数帯 を伝送す ることが可能 な もの

一
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電 気通 信法 改正 に伴 な い1971年9月 と1972年11月 に それ ぞ れ サ ー ビス を開 始 した 。1974年3月 末現 在

・特 定 通 信 回線25 ,515回 線,公 衆通 信 回線802回 線 が利 用 され て い る。

なお,両 回線 の選定 は利 用 者 の選 択 に まか され て い るが,公 衆通 信 網 をデ ー タ通 信 に利 用 す る 場

合,既 設 の加 入 電 話 ま た は加 入 電話 に転 換 器 また は接 続 装 置 を使 って デ ー タ通 信 端 末装 置 を接 続 す る

方 法 とプ ッ シ ュホ ン,加 入 電 信 機 そ の もの を端 末 装 置 と して利 用 す る方 法 が あ る。

・aデ ー タ通信 回線 サ ー ビス の概 要

i)特 定通 信 回線 サ ー ビス

特 定 通 信 回線 サ ー ビス は民 間 企業 等 が デ ー タ通 信 を 自営 シス テ ムで行 な お うとす る場合,利 用 者 が'

指 定 す る区 間 に電 電 公社 が設 置 し,専 用 的 に利 用 され るデ ー タ通 信 の た め の 回線 サ ー ビスで あ る。 し

た が っ て特 定通 信 回 線 は常 に 回線 設 定 が な され て い るの は もちろん の こ と,公 衆 通 信 回線 に比 して電

気 的特 性が 安 定 して お り,高 速 伝 送 が可 能 で あ るが,不 特 定多 数 の者 との接 続 が で きな い 。

特 定 通 信 回 線 の品 目は3-1-32表 の とお りで あ るが,現 在50ビ ッ ト/秒 か ら超 高 速 の48キ ロビ ッ ト

/秒 ま で提 供 されて い る。 ζ とに帯域 回線 は周 波 数 の分 割 利用 が で き,J-1回 線(240キ ロヘル ツ帯

域)は5つ の1-1回 線(48キ ロヘル ツ帯 域)に,1-1回 線 は12のD-1回 線(4キ ロヘル ツ帯域)

・に 分割 す る こ とが で き る。 ま た,1つ のD-1回 線 は通 常24の50ビ ッ ト/秒 回線,12の100ビ ッ ト/秒

t回線 ま た は6つ の200ビ ッ ト/秒 回線 な ど に分 割 す る こ とが で きる。

ii)公 衆 通 信 回線 サー ビス

公衆 通 信 回線 サr-一ビス は,民 間 企 業 等 が デ ー タ通 信 を 自営 シス テ ムで行 な お うとす る場 合,電 電公

社 の加 入 電 話 ま た は加入 電信 の交 換 設 備 と回線 を使 用 した デ ー タ通 信 の た め の回 線 サ ー ビス で あ る。

しか し本 来 の加 入 電 話 網,加 入 電 信 網 は デ ー タ通 信 の 利 用 を前 提 と して 設計 され た もの で は な く,公

衆 通 信 回線 の利 用 に あた って は経 済 的 に全 国 的交 換 網 を使 用 で きる反 面,回 線 設 定,接 続 時 間,信 頼

性,通 信 速 報 な どに種 々 の技 術 的 制 約 が み られ る。

公 衆通 信 回 線 に は電 話型 公 衆 通 信 回 線 と電 信 型 公 衆 通 信 回線 の2つ の 品 目が 設 け られ て い る。電 話

型 公 衆通 信 回 線 は加 入 電 話 網 を利 用 す る もの で あ り,交 流 符号 伝 送 用 で お お む ね1200ビ ッ ト/秒 以下

・の デ ー タ伝 送 が 可能 で あ る。 ま た規 定 周 波数 帯 域 は0 .3キ ロヘル ツか ら3.4キ ロヘ ル ツ とな っ てい る。

電信 型 公 衆通 信 回線 は加 入 電 信 網 を利 用 す る もので あ り,直 流 符 号伝 送 で50ビ ッ ト/秒 以 下 の デ ー

タ伝 送 が可 能 で あ る。 また 使用 コ ー ドは使 用者 が 自由 に選 定 で き,6単 位 以外 の 符 号伝 送 も可 能 で あ

・る。 これ ら両側 線 の選 択 は利 用 者 の 自由 で あ るが 選 択 には通 信 量,デ ー タ伝 送 速 度,経 費 等 種 々 の要

素 の検 討 が 必要 で あ る。

わ 回 線 の利 用 状 況

i)特 定通 信 回線

年 間50～60%の 増 加率 で成 長 を続 け る自営 シス テ ム とあ い ま って特 定 通 信 回 線 の利 用 もその伸 びが
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3-1-33表 特定通信回線数の推移

回線数

6,000

5.000

4,000

3,000

2.000

1.000

年度
・規格 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973

1

A-1(50%)
515

(97.5)

885

(92.5)

1,268

(85.6)

1,980

(79.5)

3,718

(75.5)

4,367

(63.2)

5,053

(51.6)

4,494

(33.2)

5,088

(27,9)

5,773

(22.6)

B-1(100%) 一 一 一 一 一 一 一
126

(0.9)

172

(1.0)

361

(L4)

C-2(200%)
12

(2.3)

57

(6.0)

173

(11.7)

364

(14.6)

834

(16.9)

1,689

(24.4)

2,563

(26。2)

3,623

(26.8)

4,286

(23.5)

5,367

(21.1)
3.4知 ～レツl

D-1(帯 域 使用)1-

1

一 一 一 一 一 一
1,874

(13.9)

3,463

(19.0)

6,783

(26.6)

D-5(1,200%)
1

(0,2)

15

(1.5)

41

(2.7)

146

(5.9)

371

(7.6)

824

(11.9)

2,059

(21.0)

3,223

(23.9)

4,946

(27.1)

6,642

(26.0)

D-7(2,400%.) 一 一 一 一 一
33

(1.5)

112

(12)

172

(1.3)

266

(1.5)

515

(2.0)

D-9(4,80蝋.) 一 一 一 一 一 一 一 一 一
64

(0.3)
48～・"へ,:'ソ

1-1(帯 域 使用) 一 一

1
一 一 一 一 一 一

6

(0.0)

3

(0.0)

1-3(48,000%) 一 一 一 一 一 一 一 一 一
7

(0.0)

総 回 線 数
528

(100.0)

957

(100.0)

1,482

(100,0)

2,4904,923

(100.0)(1GO.0)

6,913

(100.0)

9,787

(100.0)

13,512

(100.0)

18,227

(100.0)

25,515

(100.0)

対曲着騒(%) 一 81 54

1

68 97 40 41 38 34 39

注:( )内 .は各年度ごとの総回線数に対する比率を示す。(%)
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3-1-34表 対象業 務別利 用回線数

('73年3月 末現在)

ご ＼ 二線
預金 ・為替 ・信託業務

生産 ・在庫 ・販売管理

経 営 管 理

予 約

公 害 監 視

交 通 制 御

証 券 業 務

運 送 管 理

メ ッ セ ー ジ 通 信

保 険 業 務

科 学 技 術 計 算

受 託 計 算 サ ー ビ ス

そ の 他

規 格

A-1

(50ビ冤)
2,880

106

15

510

14

347

20

215

268

63

7

643

合

B-1

(101劃

69

49

14

37

3

C-2

(201鬼)
1,551

1,136

46

169

2

68

646

63

20

175

161

4

285

計15・0881 172 4,286

D-1(3.4キ
ロヘ ル ツ帯

域 使 用)

15

790

2,598

9

17

8

20

12

D-5

(1200ビ ット/秒)

4,336

276

14

64

1

41

20

29

65

25

1

74

D-7 、 合

(24㍗馴

計

39

68

16

4

61

1

3

59

10

5

8,766

1,670

140

761

807

3,013'

777

316

362

243

331

22

1,019

3,4691・ ・9461 2661 18,227

注D-1(3.4キ ロヘル ツ帯 域 使 用)に は1-1(48キ ロヘ ル ツ帯 域 使 用)の6回 線 も含 む 。

3-1-35表 公衆 通信 回 線 の シス テ ム数 お よ び 回 線 数

('74年3月 末現 在)

＼

項目

分類
、＼

シ ス テ ム 数

回 線 数

電 話 型

20(2)

255(171)

電 信.型

28(11)

547(210)

合 計

48(13)

802(381)

注()内 は特通信回線 と接続 してい る電子計算機 を共用 してい るものの再掲で ある。

3-1-36表 電話型公衆通信回線使 用状況

('74年3月 末現在)

シ ス テ ム 数

20

回 線 数

セ ン タ 側 端 末 側 計

187 68 255
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1969年 以 来40%前 後 の 順 調 な 伸 び を示 して い る。利 用 状 況 の全 般 的 な傾 向 と して通 信 速度 の速 い もの

の しめ る割合 が 年 々多 くな って きて い る。(3-1-33表)

規 格 別 に見 ると50ピ ッ ト/秒 回線 は1971年 度帯 域 使 用 回線 へ 切 り換 え られ て 減少 した が そ の後 は順

調 な伸 び を示 して い る。 こ と に3.4キ ロ ヘル ツ帯 域 使 用 回線1200ビ ッ ト/秒 回線 の伸 びに は め ざま し

い もの が あ る。 また,前 年 な ま で漸 増 傾 向 にあ った2400ビ ッ ト/秒 回線 も1973年 度 に は94%と 大 幅 な

伸 び に変 わ った。1972年4月 か らサ ー ビス を開始 した4800ピ ッ ト/秒 回 線 は1974年3月 末 に は64回 線

と な り,さ らに1972年11月 か らサ ー ビス を開 始 した広 帯域 回線(1-1,1-3,J-1)の 一 般 利用 は

1-1回 線(48キ ロヘ ル ツ帯 域 使 用)が3回 線,1-1回 線(48キ ロ ビ ッ ト/秒)が7回 線 とな って い

る。

次 に1972年 度 末 の 回 線 の 利 用 内訳 を見 る と3-1-34表 総 回線 数 の約 半 数 が預 金 為 替 の シス テ ムで 占

め られて お り,中 で も1200ビ ッ ト/秒 回線 は この シス テ ムで ほ とん ど 占め られ て い る。

ま た近 年交 通信 号 機 の 広 域 制 御 シス テ ム,公 害 監 視 の シス テ ムが 社 会 政 策 の変 化 を反 映 して か,そ
そ

の 増 加 が 著 し く,こ れ らの ほ とん どが 帯 域 使 用 回線 を使 用 して い るのが 特 徴 で あ る。 今 後 もこの分 野

に お け る シス テ ム の増 大 が 見 込 ま れ,そ れ と と もに帯域 使 用 回線 の利 用 が 顕著 な もの にな る と予想 さ

れ る。

ii)公 衆 通 信 回線

公 衆 通 信 回 線が1972年11月 開 放 され て1年 余 を経 過,1974年3月 末 に は48シ ス テ ム802回 線 が利 用

さ れ てお り,そ の 内訳 は電 話 型 公衆 通 信 回 線 の利 用 が20シ ス テ ム255回 線,電 信 型 公 衆通 信 回 線 の利

用 が28シ ス テ ム,547回 線 とな って い る。(3-1-35表)電 話 型 公 衆 通 信 回線 に つ いて その利 用状 況 を

見 る と(3-1-36表 、3-1-37表)に 示 す とお りで あ るが,セ ン タ側 回 線数 に 比較 して端 末 側 回 線

数 が少 な いの は,端 末 側 は必 ず し もこの 回線 を利用 す る こ とな く,接 続 機器,音 響 カ プ ラを使 用 して

3-1-37表 共 同使 用 ・他人 使 用 の シス テ ム数 の 推 移

('74年3月 末 現 在)

＼

項目

年度

＼

}
共 同 使 用

1
他 人 使 用

1968

1

1969

2

1970

3

1971

(3)
12

(1)
5

1972

(19)
34

(20)
32

1973

(29)
66

(30)
61 .

注1・ 共同使用欄の()内 は,単 独使用 として使用 してい る電子計算機を共用 してい

る ものであ る。

2.他 人使用欄 の()内 は,単 独使用 または共同使用 として使用 してい る電子計算

機 を共用 してい るもので ある。
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い る もの が あ るた めで あ る。 電 話 網 の 回線 開放 は広 域 時 分 制 の実 施 に した が って 地域 別 に は じ め られ

た た め実 施 期 間が 短 か く利用 の 申請 が 未 だ少 な い状 況 に あ り,大 きな シス テ ム は これ か ら と予 想 され

る。 電 信型 公 衆 通 信 回 線 は電 話 型 公 衆 通信 回線 よ りシス テ ム数,回 線 数 にお い て ま さっ て い るが,そ

の理 由の1つ と して,加 入電 話 網 を利 用 して加 入 者 宅 に設 置 して あ る宅 内装 置 をそ の ま ま デ ー タ通 信

の 端 末 機 として利 用 で き る とい うこ とが あ げ られ る。 特 定 通 信 回線,公 衆 通 信 回 線 の相 互 接 続 は個 別

認 可 を必 要 とす るが,現 在13シ ス テ ムが 相 互接 続 を行 な っ てい る。特 定 通 信 回 線 へ相 互接 続 して い る

公 衆 通 信 回線 の 内訳 を み る と電 話 型 公 衆 通 信 回 線 の2シ ス テ ム171回 線 に比 して 電信 型 公 衆 通 信 回 線

の11シ ス テ ム210回 線 と多 い が これ は預 金 業 務 等 に使 用 して い る特定 通 信 回線 シス テ ムを 中継 電 子 計

算 機 に よ り,公 衆 通 信 回線 に接 続 す る と と もに 顧客 の加 入 電 信 回 線 を利 用 し,こ れ ま で電 話 や 郵 便 あ

る い は オ フ ラ イ ンで連 絡 した 振 込 入金 通 知 業 務 等 を オ ン ライ ン化 す る もの で このよ うな利 用が 今 後 と

も銀 行 等 にお い て増 加 す る もの と予 想 され る。

iii)通 信 回 線 の共 同使 用,他 人 使 用

1971年5月 の公 衆 法 改正 に よ り,デ ー タ通 信 回線 の利 用上,通 信 回線 を2人 以上 の利 用 者 が共 同 で

契 約 して 使用 す る 「共 同使 用 」 と公 社 か ら提 供 され た 通 信 回線 を他 人 に使 用 させ る 「他 人 使 用」 につ

い て の制 限 が大 幅 に緩 和 され る こ と とな った。

この 結果,共 同使 用 シス テ ム は1971年 度 は12シ ス テ ム に と どま った もの の,1972年 度 には34シ ス テ

ム,1973年 度 には66シ ス テ ムへ と著 増 した 。(3-1-37表)

こ の共 同利 用 は製 造 業 ・卸売 業 等 の 生 産 ・販 売 ・在 庫 管 理 の 面 で の業 務 提 携,普 通 銀 行,相 互銀 行

等 の預 金 受入 払 渡 につ い て の業 務 提 携 に よ る シス テ ムが 中 心 とな って い る 。 この よ うに関 連 企 業 間 で

利 用 で き るデ ー タ通 信 の 共 同使 用 シス テ ムは,そ の利 便 性,有 用 性か ら今 後 も増 加 して い く もの と推

測 され る 。

ま た,他 人 使 用 シス テ ム は1971年 の公 衆 法 改 正 と と もに5シ ス テ ムが 誕生 し,そ の 後1972年 度 には

32シ ス テ ム,1973年 度 に は実 に12倍 強 の61シ ス テ ムへ と急 激 な増 加 を示 した。 他人 使 用 の制 限 緩 和 は

民 間 の計 算 セ ン タ等が デ ー タ通 信 回線 を利 用 して顧 客 に計 算 サ ー ビス や 情報 検 索 サ ー ビス を提 供 す る

こ とを可 能 とした 。 この た め他 人使 用 の適 用 分 野 は科 学 技 術計 算,TSS情 報 検 索,計 算業 務 等 幅 広

い 情 報処 理 業 にわ た り,従 来 の デ ー タ通 信 と異 な る新分 野 が一 段 と開 拓 され て くる もの と 期 待 さ れ

る 。

Dお わ りに

以 上 み た ご と く,わ が 国 の デ ー タ通 信 シス テ ム は年 々 著 しい 発 展 を遂 げて い る とは い え,ま だ ま だ

質 ・量 と もに十 分 な もの とは な って い な い現 状 で あ る。 しか も,わ が 国 の デー タ通 信 に は残 され た 問

題 も多 く,今 後 の発 展 も多事 多 難 を思 わ せ る ものが あ り,こ の まま で は,コ ン ピ ュー タ ユ ー テ ィ リテ
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イの時 代 はま だ 遙 か先 の話 と いわ ざ るを得 な い 。

しか し,一 方 今 日の社 会 ・経済 活 動 の複 雑多 様 化 ・広 域 化 と情 報 の 氾濫 は,い や お うな く情 報 化 社

会 を発 展 させ,し か も最 近 の コ ン ピュ ー タ技 術 の著 しい進 歩 と さ らに 回線 解放 に よ る通信 回線 利 用 の

多 様 化 な ど,今 後 の デ ー タ通 信 の本 格 的な 発展 へ の素 地 も着 々 と固 ま りつ つあ る 。 そ して,こ れ を促

進 す るた め に も,今 後 は,シ ス テ ムの 供 給 側 もハ ー ドウ ェ ア ・ソ フ トウ ェ ア両 面 での技 術 開発 と と も

に コス トの 低減 とシス テ ム効 率 の向 上 を図 る一 方,シ ス テ ムの 利 用者 側 もそ の体 制 の 整備 と意 識 の統

一 が 重 要 とな り,両 者 の十 分 な相 互 協 力 が 是非 と も必要 とな るで あ ろ う。
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第2章 諸 外 国 の コン ピュー タ政策

コ ン ピ ュー タに よ るデ ー タ処 理, ,いわ ゆ るコ ン ビ 〔一 タ リゼ イ シ ョンは世 界 的 規模 で急 速 に進 展 し

て い る。今 や,「 どん な近 代 的産 業 社 会 で も,コ ン ピ ュー タ とデ ー タ処 理 技 術が な くて は存 続 す る こ

とは で きな いの で あ る 。 と りわ け,我 々(ア メ リカ)の ご と く高 度 の 生 活水 準 と高 度 の期 待 感 を有 す

る社 会 が そ うで あ る。」(1974年2月23日 付 ニ ク ソ ン ・アメ リカ大 統 領 演説)。 この よ うな コ ン ピ ュー

タ利 用 の有 効 性 の 認 識 は先 進 工 業諸 国 は もとよ り,発 展 途 上 国 にお い て も定 着 しつつ あ り,さ らに は

社 会 体制 の異 な る社 会主 義 諸 国 に お い て も,そ の社 会 発 展 計 画 の 重 要 な フ ァク ター と して 位 置 づ け ら

れ て きて い る。す で に先進 工 業 諸 国 に お いて は,コ ン ピュ ー タ利 用 は社 会 生 活,日 常 生 活 の あ らゆ る

分 野 に浸 透 しつつ あ り,行 政,企 業 経 営,教 育 あ るい は科 学 に変 化 を もた らして お り,最 近 で は コ ン

ピ ュー タ によ るプ ライバ シー の権 利 の侵 害 とい った 新 た な 問題 が ク ロー ズ ・ア ップ されて きて い る。

こ うした コ ン ピ ュー タ利用 の有 効 性 の広 範 な認 識 と と もに,コ ン ピ ュー タ産 業 その もの が技 術 尖 端

産 業 として 国 の技 術 水 準 を強 力 に引 き上 げ,化 学 産 業,自 動 車産 業 に次 ぐ ビ ッグ ・ビ ジ ネス と して 急

速 な る成 長 を遂 げて きて い る こ とか ら,と くに 先進 工 業 国 にお い て は こ うした コン ピ ュー タ産 業 の 重

要 性 を認 識 して い る。 しか し,コ ン ピ ュー タ産 業 は常 に国 際 性 を帯 び,厳 しい 国 際競 争 に直 面 す る こ

と,研 究 開 発 お よ び製 造 に莫 大 な資 金 を必要 とす る ことか ら,そ れぞ れ の 国 の経 済 力,工 業 力 に よ っ,

て そ の振 興 施 策 は一様 で は ない 。

RCAの コ ン ピ ュー タ事 業 か らの撤 退(1971年9月)に 端 を発 し,1972年 か ら73年 にか けて コ ン ビ【

ユー タ産 業 の 国際 的な再 編 成 が 本 格 的 に展 開 され た 。 す な わ ち,ア メ リカ にお い て はCDCとNCRI

に よ る合 弁 会 社 の 周辺 装 置 製 造 会 社ComputerPeripheralsInc.の 設 立,NCRのMultinational

DataS.A.(フ ラ ンスCII,イ ギ リスICL,ア メ リカCDC3社 によ る共 同研 究 開発 会 社 。

1970年10月 設 立)へ の 参加,西 ドイツ に お いて は,AEGテ レフ ンケ ン とニ ツ クス ドル フの 折 半 出 資

1によ るテ レ フ ンケ ン ・コ ン ピュー タAGの 設 立,日 本 に お い て は国産 メ ー カ6社 の3グ ル ープ 化 な ど

に 加 えて,1973年5月 には ヨー ロ ッパ の コ ン ピ ュー タ ・メ ー カの 一大 連 合 として,CII(フ ラ ンス),

ジ ー メ ンス(西 ドイ ツ),,フ ィリ ップス(オ ラン ダ)3社 によ るユ ニ デ 一 夕(Unidata)社 が 設 立 され

た 。 さ ら に最近 で は ヨ ー ロ ッパ にお け るコ ン ピ ュー タ ・メ ー カの 雄ICL(イ ギ リス)の ニ ックス ドノレ

フへ の接 近,NCRとCDCの 合 弁 会 社ComputerPeripheralsInc.へ の 資 本 参加,AEGテ レフ

ン ケ ンの ユ ニ デ 一 夕社 へ の接 近 な どが伝 え られ て お り,コ ン ピ ュー タ産 業 の 国 際 的再 編 成 の動 きは今



102第3部 コンピュータ政策お よび情報産業政策

もって 流動 的 に展 開 されて い る。

こ う した コ ンピ ュー タ産業 の 動 向 に 関連 して 注 目 され るの は,欧 州 共 同 体(EC)に お け る共 通 産

業 政 策 の一 環 として のECに お け る コ ン ピ ュー タ産 業 の 統 合 化 政策 で あ る。EC諸 国 にお い て は,各

国政 策 が す で に 自国 コ ン ピ ュー タ産 業 の育 成 強 化 に 着手 して い るが,枢 要 産 業 と して の強 力 な コ ン ピ

ュー タ産 業 の確 立 の 必 要 性 か ら,共 通農 業 政 策 と並 ん でEC経 済統 合 化 の 根幹 を なす共 通 産 業 政 策 の

一 環 と して コ ン ピ ュー タ産業 の育 成 強 化 を 目 ざ して お り,す で に1973年11月,EC委 員 会 はそ の大 筋

の方 向 を体 系 的 に纏 めて 閣 僚会 議 に報 告書 を提 出し て い る。

一 方 ,ア メ リカ はIBMを は じ め とす る コン ピュ ー タ産 業 の 主 要 メ ー カ ー を擁 し,巨 大 な 自国 市 場

は も とよ り,世 界 市 場 にお い て圧 倒 的な主 導 的地 位 を確 立 して い る。 アメ リカ連 邦 政府 と して は,直

接 的 な コ ン ピ ュー タ産 業 政 策 は と って きて い な いが,過 去20年 間 にわ た り,政 府 は 巨大 か つ高 度 な市

場 を提 供 して き,政 府 に よ る開発 契 約 の発 注 が 多大 の貢 献 を して きた こ とは 明 白 で あ る。 しか し,日

本 や ヨー ロ ッパ 諸 国 に お け る産業 援 助 が お しす す め られ る申 に あ って,政 府 内 で もコ ン ピ ュー タ技 術

の 促 進 を バ ック ア ップ す る必 要 性 が認 識 されて きて い る。 また,ニ ク ソ ン大 統領 の訪 ソ を契機 に米 ソ

経 済交 流 の交 渉 が 活発 に 開始 され,米 ソ科 学 技 術 協 力協 定(1972年5月),米 ソ貿 易 協 定(1972年10月)1

が 成 立 し,コ ンピ ュー タに関 す る もの と して は,1973年10月,CDCと ソ連 閣僚 会 議 科 学 技 術 国家 委

員 会 との 間 に10カ 年 にわ た るコ ン ピ ュー タ に関 す る技術 協 力 協 定 が締 結 され た 。 さ らに,中 国 の国 連

加 盟,ニ クソ ン大 統 領 の 訪 中 な どに よ り,長 い 間閉 ざ されて いた 米 中 の経 済 文 化交 流 の 途 が 開 か れ,

両 国 間 の コ ン ピ ュー タ専 門 家 の交 流,IBM,バ ロース な ど米 資 メー カの 中国 との技 術 交 流 交 渉 な ど

積 極 的な 中 国 へ の接 近 が み られ る。 こ う した ソ連 や 中 国 を含 む共 産 圏へ の 輸 出規 制 も徐 々 に緩 和 の方

向 を辿 って お り,積 極 的 な市場 進 出 の意 欲 が み られ る。

1ア メ リカ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

Aコ ンピュー タ産 業 に対 す る政策

ア メ リカ合 衆 国 は,IBM,ス ペ リー ・ラ ン ド(ユ ニパ ック),NCR,CDC,バ ロー ス とい った

世界 の コ ン ピ ュー タ産 業 の 主導 的 メ ー カ を擁 し,絶 対 的 に も相 対 的に も生 産 力,技 術 力 に お いて 他 国

を大 き く リー ドして い る。

ア メ リカは 海外 市 場 全体 を上 廻 る 巨大 な国 内市 場 を有 して お り,そ の 申 で連 邦 政 府 は コ ン ピ ュー タ

産 業 に対 し,最 大 か つ 高 度 な市 場 を提供 して きて い る。 政府 と して は,こ れ ま で と くに コ ン ピ ュー タ

産 業 に対 す る直接 的 な振 興 施策 は打 出 して い な いが,巨 額 な予 算 を計 上 す る国 防,宇 宙 開 発 計 画 に よ

るコ ン ピ ュ ー タ技 術 開 発 契 約 の発 注 は同 国 の コ ン ピュ ータ産 業 を育成 し,今 日の 支配 的 地 位 の 確立 に
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多 大 の貢 献 を な して きた こ とは明 らか で あ ろ う。 デ ータ は少 し古 くな るが,1969年 の ア メ リカ 政府 の

国 内 にお け る情 報 関 係 開発 に対 す る寄 与 率 は49%,3億 ドル にの ぼ る もの で あ った。("GapSinTech-

11010gy-ElectronicComputers"OECDParis1970)

しか し,最 近 で は アポ ロ計 画 の 終 了,ヴ ェ トナ ム戦争 停止 な どに よ って 国 防費,宇 宙 開 発 費 の削 減

策 が とられ,政 府 需 要 と政府 発 注 によ る研 究 開 発 活 動 の鎮 静 化 が コ ン ピ ュー タ産 業 に少 な か らぬ影 響

を与 えて お り,と くに 日本 や ヨー ロ ッパ諸 国が 国家 援 助 を背 景 に急 速 に ア メ リカ の技 術 レベ ル にキ ャ

ッチ ・ア ップ す る努 力 が 効 を奏 して きて い る こ とか ら,技 術 尖端 商 品 として アメ リカ の輸 出 の 代表 商

品 で あ るコ ン ピ ュー タの 優位 性 に対 す る不 安 が しだ い に政 府 にお いて 認 識 され つ つ あ り,政 府 と して

も コ ン ピ ュー タ産 業 に対 す る直 接 的援 助 策 に転 換 す る動 きが 出 て きて い る。 現 在,本 会 議 の 通 過 を み

て い な いが,1972年7月 の 民 間 コ ン ピュ ー タ技 術 開発 促 進 法 案(H.R.13200)の 議 会 政府 活動 小 委 員 ,

会 で の可 決,商 務 省 に よ るグ ローバ ル ・マ ーケ ッテ ィン グ政 策,対 共 産 圏諸 国 輸 出規 制 の 緩 和,積 極

的 接 近 な どが み られ る。

a)民 間 コ ン ピ ュー タ技術 開発 促進 法案

1973年10月,国 連経 済社 会 理 事 会 の ヨー ロ ッパ 経 済委 員 会(EconomicCommissionforEurope)

は,"TheSpreadofComputerTechnology"(コ ン ピ ュー タ技 術 の拡 が り)と 題 す る報 告 書 を発 表

した が,こ の中 で,「 国 際市 場 にお い て特 許 を許 与 して きた企 業 あ る い は特 許 ま た は製 造 ライ セ ンス を

購 入 して きた企 業 に関 す るデ ー タは,ア メ リカの 卓越 した地 位 をハ ッキ リと示 して い る。 す な わ ち,

ア メ リカか ら他 の世 界 へ の移 転 に関 す る取 引 が過 半 を占 め る。」 しか し,「 自国 の強 力 な コ ン ピ ュー タ

産 業 を擁 立 しよ う とす る西 側 諸 国 の 努 力 は,将 来,こ れ らの傾 向 を変 え る可能 性 が あ る。」 と指 摘 して

い る。 コ ン ピ ュー タ産 業 が アメ リカで 発 祥 し, .巨額 な国 防,宇 宙 開発 予 算 が 民 間 に お け る コ ン ピ ュー

タの ハ ー ドウ ェ アお よ び ソ フ トウェ ア技 術 促 進 に多 大 の 貢 献 を し,今 日的 地 位 を確 立 す る原 動 力 とな

って きた こ と は疑 い もない 事実 で あ ろ う。 報告 書 で述 べ られ て い るよ うに,こ こ数 年 来 イギ リス,フ

ラ ンス,西 ドイツ,日 本 な どの諸 国 で は,政 府 が 自国 コ ン ピュー タ産 業 振 興 策 に着手 し,そ の 努力 が

しだ い に成 果 を発 揮 しつ つ あ る こ とか ら,前 途 は 必ず し も楽 観 で きな い情 況 とな って きて い る。・従 っ

て,ア メ リカ政 府 と して も,こ れ ま で の よ うに こ う した 国 々 にお け る振 興 施 策 に は 無 関 心 で は い ら

れ な い よ うで,国 防省,商 務 省,国 務 省 な どが ス ポ ンサ ー と な って ア メ リカ調 査 委 員会(National

ResearchCouncil)が"TheComputerIndustryinJapanandIts'MeaningfortheUnitedStates"

(日 本 の コ ン ピ ュー タ産業 お よ びア メ リカか らみ た そ の評 価)と 題 す る報 告 書 を発 表,日 本 の コ ン ピ

ュ ー タ産 業 の動 向 に深 い 関心 を払 って い るこ とに もうか が える。

1972年7月,連 邦 政府 の使 用 す る コ ン ピ ュー タの 一括 調達 な どの 立 法花 を行 な った ブ ル ックス 上 院

議 員 は,民 間 コ ン ピ ュー タ技術 開発 促 進 法案(H.R.13200)を 提 出,同 法 案 は 議会 政治 活 動 小 委 員 会

で可 決 され た 。 同法 案 は,『 政 府 が コ ン ピ ュー タ ・テ クノ ロジ ー を推 進 しな い限 り,ア メ リカで は次
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の世 代 の 新 型 コ ン ピ ュー タ を誕 生 させ る見 込 み は な い』 とい うブ ル ックス議 員 の主張 を全 面 的 に継 承,

政 府 が コ ン ピ ュー タ ・テ ク ノ ロ ジー に関 して適 切 な る意思 決 定 を行 ない,研 究 開 発 を強 化 す る とい う

内容 で あ る。 同法 案 に よ る と,政 府 は研究 開発 計 画 を推 進 す るた め,商 務 省 標 準局 長 の管 轄 下 に年 間

1億 ドル の 予 算計 上 が で きる こ とに な って い る。 さ らに全米 科 学 院(NationalAcademyofScience)

の コ ン ピ ュー タ科 学 ・産 業 委 員会 に対 して,こ の1億 ドル の 中か ら350万 ドル以 内 を支 出す る こ と と

な って い る。 この法 案 は その 後本 会 議 で未 だ に通 過 をみ て お らず,ま た予 算 計 上 額 は削 られ る との 見

方 が 出て い るが,政 府 の 直接 的 な産 業 施策 と して 提 出 され た同 案 は今 後 の ア メ リカ政 府 の動 向 を知 る

うえ で注 目すべ き もの で あ る とい え る。

b)グ ローバ ル ・マー ケ ッテ ィング政 策

1973年2月 に ア メ リ カ商 務 省 が ま とめ た1973年 にお け るコ ン ピ ュー タ お よ び周 辺 機 器 の 出荷 予 測 に

よ れ ば,67億 ドル と1972年 の 約60億 ドル か ら14%の 伸 び とな り,今 後 は年 率11%の 成 長 率 を確 保 し,

1980年 ま で に130億 ドル に達 す る とみて い る。輸 出 につ い て は,1972年 に は13億 ドルで 輸 入 の2億 ド

ルの6倍 とな って お り,完 全 な コン ピュー タ輸 出国 とな って い る。 商 務 省 と して は,国 際 貿易 収 支 改

善 を め ざ し,ア メ リカ の輸 出 の 拡大 を め ざ して お り,コ ン ピ ュー タ(バ ー ドウ ェ アお よ び ソ フ トウ ェ

ア)は その 有 力商 品 と して,こ の プ ログ ラ ムの対 象 に入 れ られて い る。 この プ ログ ラム にの っ と り,

商 務 省 は ア メ リカ企 業 だ けが 参加 す る 「アメ リカ ・コ ン ピ ュー タ ・シ ョウ」 を主要 各 国 で 開催 して お

り,1973年 には シ ンガ ポ ール(4月),香 港(6月)に 開 催 された 。 これ ま で の開 催国 として は,そ の

他 に イ タ リア,フ ラ ンス,日 本 な どが あ る。

一 方
,共 産 圏 市場 に対 して は1971年 以 後 アメ リカ政府 の対 中 ソ接 近 で 技術 交 流,輸 出規 制 の緩 和 が

徐 々 に進 行 して きた が,1974年4月,ア メ リカ政 府 はつ い に コン ピュー タ の対 共産 圏輸 出 の 自由化 の

第1段 階(Phase1)に 踏 み切 っ た こ とは 特記 され よ う。1971年 秋 ソ連 の レニ ング ラー ドで 開催 され た

「シス テ モ ・テ クニ カ71」 にIBMを は じめ とす る ア メ リカ の コ ン ピ ュー タ ・メー カが 大 量 出品 し,

展示 され たIBM360/50が ソ連政 府 に買 取 られ る こ とにな り,1972年 に入 る とニ クソ ン大 統領 の訪 ソ

を契 機 に両 国 の 接 近 が一 層 活 発 とな り,科 学 技術 協 力 協 定 の成 立(1972年5月),米 ソ貿 易 協定 の成 立

(1972年10月)を 背 景 に コ ン ピ ュー タ技 術 の交 流,専 門 家 の交 渉,取 引交 渉 が活 発 に展 開 さ れ て き

た 。1973年10月 にはCDCと ソ連 科 学 技 術 省 最高 会 議 国 家委 員 会 との 間 で10カ 年 間 に わ た る コ ン ピ ュ

ー タ に関 す る技 術協 力 協 定 が 締 結 さ れ た 。 この協 定 の主 な 内容 は,① 最 新 鋭 コ ン ピ ュー タの共 同開

発,② コ ン ピュー タ ・コ ミュニ ケ ー シ ョン ・ネ ッ トワ ー クの オ ペ レー シ ョ ン,③ コ ン ピ ュータ本 体 と

周辺 機 器 の販 売,④ 医学,教 育,運 輸 の分 野 で の ア プ リケ ー シ ョン ・ソ フ トウ ェ アの 開発 な ど広 範 な

分野 に わ た る もの で あ る。 対 共産 圏市 場 に対 す る輸 出規 制 を撤 廃 せ よ との声 は,ア メ リカの メ イ ンフ

レー ム ・メ ー カー な らび に周辺 装 置 メ ー カか ら しだ いに強 くな り,1974年4月,ア メ リカ政府 と して

は第1段 階(Phase1)と して の最 小 限 の 自由化 策 に踏 み切 る こ と とな っ た。'外電 の伝 え る と ころ に よ
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れ ば,こ の第1段 階 にお い て は,大 部 分 の コ ン ピ ュー タ本 体 は規 制 の 対 象 と され るが,か な り大 型 と

み られ る シス テ ム(IBM370/145程 度)の 輸 出は許 され る もの とみ られ,さ らに カ ー ド ・パ ンチ,

カ ー ド ・リー ダ,低 速 プ リンタ ー な どの メカ 三 カル(電 子式)な 周 辺 装 置 の 輸 出 は完 全 に規 制 か ら除

か れ る。 アメ リカ政 府 として は こ う した 自由化 策 を5～6月 に予定 され て い る コ コ ムの コ ン ピ ュー タ

輸 出規 制 の 自由化 をめ ぐ る話 し合 い に提 案 して ゆ く こ とに な る。 長 い 間閉 ざ され て い た 中 国 との 交 流

に つ い て は,1972年2月 ニ ク ソ ン大統 領 の訪 中 を契 機 に しだ い に活 発 化 して お り,同 年 夏 ア メ リカの

コ ン ピ ュー タ専 門 家6名 の 訪 中 を は じめ,1973年3月 に はIBM,バ 同一 ス,テ キ サ ス ・イ ン ス ツル

メ ン トの3社 が 申 国 側 の 窓 口 で あ る中 国技 術 進 出 口公 司 と技 術交 流 につ い て話 し合 いが もた れ る な ど

ア メ リカの エ レク トロニ ク ス ・メ ー カー の 中国 市 場 へ の 強 い 関心 と併 せ て,中 国側 もア メ リカ の電 子

技 術 に強 い関 心 を よせ て い る こ とが うか が い知 られ る。

B反 ト ラ ス ト法

アメ リカの コ ン ピ ューータ産 業 に大 きな影 響 を与 え る もの と して,IBMに 対 す る反 ト ラス ト法(独

占 禁 止法)の 運 用 が あ る。 ア メ リカの コ ン ピ ュー タ市場 に参 入 す る企 業 に は,メ イ ン フ レー ム ・メー

カ を は じめ,独 立 周 辺 装 置 メ ー カ,ミ ニ コ ン ・メ ー カ,部 品 メ ー カ な どの 製造 業 者,コ ン ピ ュー タ ・

リース 会 社,中 古 デ ィー ラな どの販 売 業者,ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ ス,サ ー ビス ・ビ ュ一 口,TSSサ

ー ビス 会 社 な どの 情 報 処理 業者 を含 む広範 な無 数 の 企 業 が あ るが,国 内市 場 で の コ ン ピュー タ製 造 の

60～70%を 占 め るIBMの 動 向 が全 体 に及 ぼ す影 響 は測 り知 れ な い ものが あ る。

ア メ リカの反 トラス ト法 は,シ ャー マ ン法(1890年)と ク レイ トン法(1914年)を 根 幹 と して お り,

前 者 は取 引 を制 限 す る契 約,結 合,謀 議 を禁 止 す る と と もに,取 引 を独 占 す る企 て や,そ れ を行 な う

た め に結合 した り謀 議 す る企 て を不 法 と して お り,後 者 は売 主 が 実 質 上 競 争 を弱 め るか 独 占体 を生 み

出 す よ うな効 果 を引 起 す 価 格上 の差 別,不 当 な条 件 付 きの 取 引契 約 を禁 止 して い る。政 府(司 法 省)

とIBMと の反 トラス ト法 をめ ぐ る衝 突 は遠 く1930年 代 か ら始 ま り,こ れ まで 少 な く と も3回 に わ た

り係 争 を行 な っ て来,IBMと して も戦 略転 換 を余 儀 な くされ て きた 。 目下 係 争 中 の もの と して は,

1969年1月 に告 訴 した もの で,い よ い よ1974年10月 か ら公 判 に入 る予定 で あ る。IBMに 対 す る反 ト

ラス ト訴 訟 は司法 省 の ほか に もCDC(1968年12月 告 訴 。1973年1月 和 解),DPF&G(1969年1月

告 訴 。1970年8月 和 解),ADR(1969年4月 告訴 。1970年8月 和 解),Programatics(1969年5月 告

訴 。1970年8月 和 解),Greyhound(1969年10月 告 訴 。 係争 中),Levin(1970年1月 告 訴 。1970年5

月 和 解),VIP(1970年10月 告 訴 。 係争 中),ITEL(1971年8月 告 訴 。1972年3月 和解),Memo-

rex(1971年8月 告 訴 。1972年1月 和 解),Telex(1972年1月 告 訴 。1973年11月 地 裁 判 決下 る。 控 訴

中)な どの多 くの 企 業 が 提訴 して お り,CDCを 含 む6つ の企 業 と示 談 もし くは 自主 的和 解 を行 な っ

て きた 。 しか し,Telex/IBM裁 判判 決 は 最 後 ま で 法 廷 に よ り争 わ れ,プ ラグ ・コ ンパ テ ィブル 装置

＼
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市 場 にお け るIBMの 不 法 な独 占 を認 定 した こ とは,ア メ リカの コ ン ピ ュー タ業 界 に大 きな影 響 を及

ぼす もの とな ろ う。 このIBM/Telex裁 判 の判 決直 後,こ の判 決 に勇気 づ け られ た周 辺装 置 メ ー カや

関連 産 業5社(CalComp社,TransamericaComputer社,HudsonGeneral社,Memorex社,

MarshallIndustries社)が 訴 訟 に 踏 み切 っ た こ とに も示 されて お り,ま た本 年10月 か ら公 判 に入 る

IBM反 トラス ト裁 判 として は最 大 の 司法 省 の 訴訟(ニ ュー ヨー ク地 方 裁 判所 。主 席 判 事 エデ ル ス ・

テ ー ン)に も少 な か らぬ影 響 を及 ぼ す もの とみ られ る。

C連 邦政府の調達政策

連 邦 政 府 の コ ン ピ ュー タの 調 達,管 理,運 用 につ いて は,1965年 に制 定 され た 合衆 国財 産 管 理法 の

一部 改 正 法(PublicLaw89～306 。 通 称 ブル ック ス法)に よ り三 つ の 中央 機 関,す なわ ち一 般 調 達

庁(GeneralServiceAdlninistration),商 務 省標 準 局(NationalBureauofStandards),お よ び予

算局(OfficeManagementandBudget)に その機 能 を遂 行 す る責 任 を次 の よ う に 割 当 て られて い

る。

〇一 般 調 達 庁(GSA)は 各 省庁 の た め に コ ン ピ ュー タ装 置 を調 達 す るか,あ る い は調 達 を代 行 し,

各省 庁 の 要 求 に応 じて デ ー タ処 理 サ ー ビス を行 な い各 省庁 にお け る施設 の配 分 を調整 し,余 剰 装

置 の再 配 分 を行 な う。

○商 務 省 標 準 局(NBS)は 各 省 庁 に技 術 的 助力 を行 ない,コ ン ピ ュ ータ ・サ イ エ ンス の研 究 ・開

発 活 動 を主 催 お よ び管 理 し,ADP標 準 を確立 す る ため の政 府 努 力 を主 導 す る。

○予 算 局(OMB)は ブル ック ス法 実 施 にお ける政 府 全般 に わた る歳 出管 理 や 政 策 管理 を行 な っ篤

い る。

同法 によ って,連 邦 政 府 の使 用 す るす べ て の コ ン ピュ ー タ装 置 につ い て は,一 般 調 達庁(GSA)

の所 轄 下 にお か れ て お り,そ の調 達 に あた って,特 別 会 計 が設 け られ,レ ンタ ル よ り買 取 りの 方 が 優

利 な場 合 には 積 極 的 に買 取 りに移 行 す る とと もに,長 期 間 の リース 契 約 によ る単 年 度 予算 に と らわ れ

な い 回転 基 金(revolvingfund)の 活 用 が 認 め られて い る。

現 在 一 般 調 達庁(GSA)は コ ン ピ ュータ の 周辺 装 置 に関 して は独 立 周辺 装 置 メ ー カ,コ ン ピュー

タ ・ リース 会 社 を含 めた 競 争 入札 制 を大 幅 に取 り入 れて 調 達 して い るが,メ イ ン ・フ レー ム,と りわ

け比較 的規 模 の大 きな シス テ ムの 調 達 に つ い て は,連 邦 政 府 調 達計 画 契 約(FederalSupPlySchedule

Contract=FSS契 約)に よ り,大 手 メー カ とソ ール ・ソ ース ・ベ ー ス(asolesourcebase)に よ り

行 な って い る。

こ う したFSS契 約 に よ る ソー ル ・ソ ー ス ・ベ ー スで の 調達 に対 して は,政 府 部 門 や 産 業界,と り

わ け独 立 周 辺 装 置 メ ー カや リース 会社 か ら強 い不 満 の声 が あげ ら れ て い る。会 計 検 査 院(General .

AccountingOffice)は1974年5月,GSAのFSS契 約 によ るソ ー ル ・ソ ース ・ベ ー ス によ る調 達 か
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ら完 全 な競 争 入札 制 に切 り替 え る こ とによ って大 幅 な コス ト削 減 がHp能 で あ り,年 間3億6,000万 ド
1

ル～4億 ドル に及 ぶ 現 行 のFSS契 約 によ るGSAの 調 達 に強 い批 判 を下 して い る。 こ うした 批判 に
～

対 して は,政 府 内 か ら も反 論 が 出 され て い る。例 え ば,大 規 模 な コン ピュ ー タ ・シス テ ム を利 用 して

い るア メ リ カ空軍 デ ー タ ・オ ー トメ ー シ ョンのJ.ロ ビ ンズ(Robbins)長 官 は,多 数 の コ ン ピ ュー タ

と リモ ー ト ・ター ミナ ル を結 合 した コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム にお いて は,ソ フ トウ ェアの 経 費 は莫 大

で あ り,一 般 的 にEDP経 費 の 削 減 とい うと,と か くハ ー ドウ ェア に関 心 を向 け られ るが,実 際問 題

と して ソ フ トウ ェ アの コンバ ー ジ ョ ンに伴 な う経費 は莫 大 に かか り,多 くの場 合 ハ ー ドウ ェア購 入 経

費 の 節 減分 は ソ フ トウ ェアの コ ンバ ー ジ ョン費 用 に よ って 相 殺 され る とい うよ り,む しろ それ を上 回

る もの に な る と述 べ,競 争 入 札制 に は批 判 的立 場 を とって い る。政 府 内 にお け る こ うした ソー ル ・ソ

ー ス ・ベ ー ス を め ぐる論議 は活 発 に展 開 され て い るが,GSAは 当面 の措 置 と して,IBM,ハ ネ ウ

ェル,ユ ニパ ック3社 の大 型 コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの 調 達 にお いて,1975会 計 年 度 か らFSS契 約

を 中止 す る と と もに,メ イ ンフ レー ムの メ イ ン テナ ンス に関 して もFSS契 約 を行 な わな い こ とを決

定 した。

一 方 ,GSAの 行 な って い る現 行 の マル チ ・イヤ ー ・リース に対 して も,予 算 支 出 の節 減 と中小 規

模 の関 連 業者 に入札 機 会 を拡 げ る観点 か ら現行 法律 の改 正 を求 め る意 見 が1974年3月,上 院政 府 活 動

小委 員 会(aSenateGovernmentOperationSubcommittee)か ら 提 出 さ れ た 。 現 行法 の も とで は

GSAが マル チ ・イヤ ー ・リース 契 約 を締 結す る場 合,契 約 時 で契 約 リー ス料 全 額 を回転 基 金 と して

設 定 す る こ とにな るが,予 算 処理 上 か らみ れ ば実 際 の年 間 リース 費 用 を上 回 る経 費 の 支 出 と して 取 扱

Jれ る こ とに な る こ とか ら
,GSAと して は一 定 の 予 算枠 の 中で は短期 間 の リース 契 約 を利 用 せ ざ る

を得 な いのが 実 情 で あ る。C.パ ー シ イ(Percy)上 院議 員 はニ ク ソ ン行 政 法 案(theNixonAdminis・

trationbill〔S2785〕)を 提 出,前 述 した上 院 政治 活動 小 委 員会 にお いてGSA関 係 法案 として 最 優

先 的 に議 会 に上 程 され る要 請 を して い る。 この 法案 によ れ ば,GSAは リー ス契 約 時 点 で契 約 リー ス

金額 を一 切基 金 に積立 て る こ とな くマル チ ・イヤ ー ・リー ス契 約 を締結 す るこ とが 出 来,長 期 間 に わ

た る リース契 約 が容 易 に な る こ とか ら,リ ー ス料 支 出 を大 幅 に削 減 で き る と と もに,メ ー カや 第 三者

リー ス会 社 の リス クを軽 減 す るメ リッ トが あ る。 しか し,同 小 委 員 会 に お い て も,マ ル チ ・イヤ ー ・

リース は支 出節 減 の万 能 薬 で は な く,ケ ー ス ・バ イ ・ケ ー ス で運 用 さ るべ きだ と指摘 して い る よ う

に,同 法 案 を め ぐ る今 後 の動 向 は,ソ ール ・ソ ース ・ベ ース の 調達 と と もに政府 内や 業 界 にお いて 活

発 な論 議 が予 想 され る ことか ら,大 い に注 目 され る。
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2イ ギ リスの コン ピュー タ政策

イギ リス は,1社 と して は ヨー ロ ッパ 最大 の コ ン ピ ュ ータ ・メー カICLを 擁 し,日 本 と と もに有

力 な 自国 の コ ン ピュー タ産 業 を有 す る数 少 な い国 の一 つ で あ る。1970年 保守 党 の 政権 誕 生 以来,政 府

は 投 資促 進 法 の廃 止,投 資 控 除 制度 へ の切 換 え,通 商 産 業省 の新 設 に伴 な う技術 省 の 吸収 ・産 業 再 編

成 公 社 の廃 止 な ど を行 な い コン ピ ュー タ産 業 の 育成 助 成 策 が 一 時 消極 的な方 向 に向 った 。

しか し,同 国 の拡 大EC加 盟 の 実 現 に伴 な い,政 府 はICLを 拡 大ECに お け る リー デ ィング ・カ

ン パ ニ ー とな る こ とを 目指 し,積 極 的 な援 助策 が 打 出 され る こ ととな った。

ま た,1971年11月,英 国 議 会 の科 学 技 術 特別 委 員 会 は 「1970年 代 に お け るイ ギ リス コ ン ピ ュー タ産

業 の見 込 み」(TheProspectsfortheUnitedKingdomComputerIndustryinthe1970's)と 題 す

る青 書 を発 表,議 会 に対 し国 内 コ ン ピ ュー タ産業 援 助 を強化 す るよ う勧告 した 。1972年7月 に は,政

府 は この勧 告 に応 えてICLに 対 して1973年9月 まで の 研 究 開発 援 助 資 金 と して1,420万 ポ ン ドを決

定,さ らに その 援 助 を継 続 す るため,1973年 に は2,580万 ポ ン ドの資 金 援 助 を1976年 ま で行 な うこ と

を決 定 した 。1973年6月,科 学 技 術 特別 委 員 会 は 先 の勧 告 書 に続 く第 二 弾 と して,「 英 国 コ ン ピ ュー

タ産 業 に関 す る第 二 次 報 告 書(第 一部)」 を提 出,先 きの勧 告 の 完 全 な る実 施 と,目 下検 討 が す す め ら

れ て い るECの コン ピ ュー タ共 同政 策 に呼応 す る政 府 施策 の検 討 を訴 えて い る。

A投 資促進法の廃止

1966年,労 働 党 内 閣 は産 業 設 備投 資 を刺 激 す る こと を 目的 と して 投 資 促進 法 を制 定 した 。 同法 は,

一 般 設備 投 資 が 行 な わ れ た場 合,そ の 取得 原 価 の 一定 率 の補 助金 を交 付 す るこ と を定 めて い る。 コ ン

ピ ュー タに つ いて もこの 法律 を適 用 して,賃 貸 の場 合 に は貸 主 に,買 取 の場 合 には 買主 にそ の取 得 価

格 の20%の 投 資 補 助 金 が 交 付 され る。 こ う した措 置 に よ って コ ン ピ ュー タの需 要 は促進 され,コ ン ピ

ュー タ ・メ ー カ に も恩 恵 を与 える もの で あ った。

しか し,1970年 労 働 党 か ら政権 を奪 回 した保 守 党 内 閣 は,企 業 の 自主 努 力 を刺 激 す る自 由経 済主 義

的 政策 を基 本 と して い た こ とか ら この投 資 促 進法 を廃 止 し,投 資 控 除制 度 を復 活 した 。 この 投資 控 除

制 度 の下 で も,コ ン ピ ュー タ を設 置 した場 合 に そ の 取得 価 格 の一 定率 を法 人所 得 税 か ら控 除 され る

が,こ れ は企 業 が利 益 を あ げ てい る こ とが 前 提 と され る こ とか ら,投 資 促進 法 ほ どの効 果 は少 な い 。

B研 究 開 発援 助

労 働 党 内 閣 は 研 究 開 発 公 社(NationalResearchandDevelopmentCorporation)を 設 立 し・ こ れ
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を通 じて 汎 用 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カのICLに 資金 を貸 付 けて きた 。 さ らに,1968年 に 産業 拡 大 法 を

制定 し,こ れ に もとづ きICTとECCを 合 併,政 府(英 国技 術 省)も 資 本 参 加 して 新 会社ICLを

設立 し,資 本 参 加 に際 し4年 間 に1,350万 ポ ン ドの 研 究 開発 資金 を政 府 が援 助 す る こ とを決 定 した。

保 守 党 内 閣 に な って か ら,ロ ール ス ・ロイ ス社 の倒 産 が 連 鎖 的 に高 度 技 術 産 業 の倒 産 を誘 発 す るの

で は な い か とい う不 安 が イギ リス経 済 に ひろ ま り,さ らに ア ッパ ー ク ライ ド ・シ ップ ビル ダ ーズ 社 や

ハ ー バ ー ・ボ ー ド社 に代 表 され るその他 の産 業 に対 す る政 府 の施 策 に つ いて も疑 惑 が持 た れ た。 こ う

した 中 でICLに 対 して 援 助 が継 続 され るか ど うか危 ぶ ま れた が,1971年7月 下 院 にお い て コ ー フ ィ

ー ル ド航 空 宇 宙 大 臣 は 「政 府 はICLが 順 調 な発 展 を続 け るこ とが イギ リス経 済 に と り重 要 で あ る と

認 めて お り,今 後 共ICLの 活 動 に援 助 を与 え る一連 の助 成措 置 を適 用 す る」 と声 明,ICLの 援 助

継 続 が 明 らか に され た 。

a)新 コ ン ピ ュー タ ・シ リーズ の開 発 援 助

イギ リス政 府 がICLに 対 す る援 助継 続 に 踏 み切 っ た の は,① コン ピ ュ ータ産 業 が成 長 産 業 で あ

り,同 国 の キ ー ・イ ン ダス ト リー とな る,② コン ピ ュー タ は非常 に高 度 な技 術 を必 要 とし,そ の 技術

尖 端 性 が 同 国 の エ レク トロニ クス技 術 に多 大 の 波 及効 果 を もた らす,③ICLはEC内 にお け る コ ン

ピ ュー タ分 野 で の リー デ ィング,カ ンパ ニー た りう る力 量 を もって い る こ とな どの 理 由 に よ る も の

で,実 際 にICLが 着 手 して い る新 しい コ ン ピ ュー タ ・シ リーズ(プ ロジ ェク ト52)の そ の企 業 規模

か らみ て過 大 な研 究 開発 費 の相 当部 分 を 政府 が 資 金 援 助 す る必要 に迫 られ て い た 。

政 府 は,科 学 技 術 法(theScienceandTechnologyAct)に も とず き・1972年8月 ・・と りあ えず

1973年9月 ま で の新 しい コ ン ピ ュー タ ・シ リーズ の研 究 開 発 資金 と して1,420万 ポ ン ド,1973年7月

に は1976年9月 ま で の3カ 年 間 の追 加 資 金 と して2,580万 ポ ン ドをICLに 対 し支 出す る こ と を決定

した 。従 って,ICLは 新 しい コ ン'ピュ一 夕 ・シ リーズ の研 究 開発 費 と して1972年 か ら1976年 ま で の

4年 間 に4,000万 ポ ン ドの政 府援 助 を受 け る こ とが で き る こと にな った が,そ の 援 助 資金 は1977年 ～

1984年 ま で の 間 に同 社 の利 益 の中 か ら返 済 す る こ とが 義務 づ け られ て い る。 ま た,こ の援 助 資 金 はハ

ー ドウ ェ アの 開発 の みな らず,コ ン ピ ュー タ用 部 品,ソ フ トウ ェ ア開 発 に も充 当 され る もの と して い

る。

b)コ ン ピ ュー タ用IC開 発 の援 助

イギ リス政 府 は コン ピュ ー タの 高性 能 化 をお しすす め る上 で 不 可 欠 とな る コ ン ピ ュー タ用 部 品,と

くに 特別 なIC,新 素子 開 発 に対 して 援 助 を行 な って い る。 これ は1972年12月 に 決定 され た もの で,

こ う した マ イ ク ロ ・エ レク トロニ クス の開 発 援 助 と して1972年 か ら1978年 の6年 間 に1,000万 ポ ン ド

の政 府 補 助金(補 助 率50%)を 交 付 す る こ と とな って い る。

C政 府の調達政策
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イギ リス 政 府 の 使 用す る コ ン ピ ュー タ調 達 に あた って は,原 則 的 には 国 内 メ ー カお よ び外 資 系 メ ー

カ の製 造 す る コ ン ピ ュー タ に特 別 の 区別 を設 けて い な い。 しか し,実 際 の 官公 庁 マ ーケ ッ トの過 半 を

ICLマ シ ンが 占め て い る こ とか らみて,ICLに 対 す る優先 調 達 の 方針 が 強 く と られ て い る こ とは

明 白で あ る。つ ま り,政 府 が コン ピ ュ ー タ を調 達 す る場 合 は入 札 者 リ ス ト(TenderListorTrade

・List)の 登録 企 業 か ら行 な うこ と にな・って お り,』この入 札 者 リス トの 登録 に当 た って,イ ギ リス 経 済

&こ与 え る貢 献 度 合,イ ギ リス にお け る研 究 開 発 の度 合,等 の基 準 が 設 定 されて い る こ とか ら結 果 的 に

ICLに 対 す る指名 入 札 あ る い は単 独入 札(SingleTender)に な るケ ース が多 い。

3フ ラ ン ス の コ ン ピ ュ ー タ政 策

フ ラ ンス 政府 が本 格 的 に国産 コ ン ピ ュー タ産 業 の保 護 育成 に乗 り出 した のは,1964年 に同 国 の代 表

的 コン ピュ ータ ・メ ー カで あ るマ シ ン ・ブル社 が ア メ リカGEに 買収 され,国 内 コ ン ピ ュー タ産 業 が

壊 滅 の 危 機 に さ ら された こ と と,ア メ リカ政 府 がCDC6600が 原 爆 開発 用 であ る と して 対 フ ラ ンス輸

出 の 差 止 め措 置(結 局 は輸 入 された)を 行 な った こ とが契 機 とな り,1966年 情報 産 業 育 成 の 第一 次 プ

ラ ン ・カル キ ュール を策定,そ の 政 策実 施 機 関 と して 情 報代 表 部 を設 立 した こ とに始 ま る。

A第 一 次 プ ラ ン ・カ ル キ ュ ー ル

フ ランス 政府 の国 内 コ ン ピ ュー タ産 業 の育 成 施 策 は プ ラ ン ・カル キ ュール に集 約 され るが,1966年

wtこ第 一 次 プ ラン ・カル キ ュー ル を 策 定 し た 。 これ は1966年 か ら1970年 まで の5カ 年 を計 画 期 間 とさ

れ,そ の施 策 の一 環 と して 国 内 コ ン ピ ュー タ を結 束 させ マ シン'ブ ル社 な き あ と の 国産 コ ン ビ ュー

・タ ・メー カ と してCII(本 体 メー カ)とSPERAC(周 辺 装 置 メ ーカ)を 設 立 した(1970年SPERAC

iはCIIに 吸収 された)。 これ と併 行 して,政 府 の育 成 施 策 の立 案 な ら びに 実 行機 関 と して 情 報 代 表

部(leD61egue6PInformatique)が 設立 され た。 この情 報 代 表 部 は首 相 と産 業 科 学省 の両 省 に直 属

し,行 政機 関 の コ ン ピ ュー タ利 用 の 調整 に関 して は首 相 に,産 業 振興 策 に関 して は産業 科 学 省 の 管 轄

'下に あ る
。

1966年 に策 定 され た 第 一 次 プ ラ ン ・カル キ ュール は そ の主 た る 目的 を国 策 メ ー カ と して のCIIの

二設 立 と その 保護 育 成 にお か れ,同 社 の研 究 開 発 資 金 の バ ック ア ップ と政 府機 関 の 優 先購 入 策 によ り市

場 シ ェ アの 確保 に 努 め た 。 同計 画 は1966年 か ら1970年 ま での5カ 年 に,CIIを は じめ ロガバ ック

ス,イ ンタ テ ク ニ ック,テ レメ カ ニ ック な どの コ ン ピ ュー タ ・メー カ,ソ フ トウ ェ ア会 社 に対 して 総

額4億 フ ラ ンの資 金 が 貸付 け られた 。 しか し,こ の援 助 資 金 の 最 大 の恩 恵 を受 けた の はCIIで,こ

れ を もとに 同社 はPシ リーズ(Po,Pl,P2,P3)と 呼 ば れ る国産 コン ピ ュー タ ・シ リーズ の 開 発 に着 手
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す る こ と とな っ た 。

B第 二 次 プ ラ ン ・カ リ キ ュ ー ル

第 一 次 プ ラ ン ・カル キ ュー ル に続 い て,1971年 か ら5カ 年 にわ た る第 二 次 プ ラ ン ・カ ル キ ュール を

策 定,政 府 の育 成 施 策 を さ らに積 極 的 か つ 強力 に推 進 す る こ と とな っ た。 この 第 二次 計 画 の策 定 にあ

た って,第 一 次 計 画 の 最 終 目標 年 の1970年 の5月 に ア メ リカGEと ハ ネ ウ ェル社 の コン ピ ュー タ部 門

が 合 併 しHISが 設 立 され,フ ランス の ブルGEはHISの 傘下 に入 りハ ネ ウ ェル ・ブル 社 とな った

が,こ の 際 フ ラン ス政 府 は ブ ルGEの 買 収 を検 討 し たが 資金 面 か ら断 念 さぜ るを得 な くな った こ とが,

第 一 次 計画 の延 長 とよ り強力 な援 助 施 策 の 実行 を決 定 させ る こ と とな っ た と伝 え られ る。

第 二 次計 画 は,フ ランス 経 済 の効 率 向 上 と生 産 性 向 上 とい う高 い政 策 目標 達 成 の立 場 か ら,コ ン ピ

ュー タ産 業 に対 し,① 研 究 開発 援 助,② レ ンタ ル ・リース 等 販 売資 金 面 での 援 助,③ 政府 関 係 の 優 先

購 入,④ 教 育 面 での 援 助 と多方 面 に わ た る援 助 と第 一 次 計 画 を大 幅 に上 廻 る総 額12億 フ ランが 投 入 さ

れ る こと とな った。 また,こ の ほ か に コ ン ピ ュー タ産 業 に関 連 す る電 子 部 品 工 業 育成 に約9億 フ ラ ン

の 資 金 が 充 当 され る。 この う ち,CIIに 対 して は7億 フ ランが直 接,間 接 に貸 出 され,こ の7億 フ

ランの 申 にはCIIの レ ン タル子 会 社CILOMI(持 株 比 率50%)に 対 す る レン タル 資 金 も含 まれ て

'いる。

1973年7月,欧 州大 陸 の コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ3社 が大 同合 同 して ユ ニ デ 一 夕 社(Unidata)が 設 立

され,CIIが その 設立 に参 画 した こ とに よ り,フ ラ ンス の 国産 コ ン ピ ュー タ の今 後 の 進 展 は この ユ

ニ デ 一 夕社 を中 軸 とす る国際 協 調 の 成 果 に かか って くる こ とに な る。

4西 ドイ ツの コ ン ピ ュー タ政 策

西 ドイツ は,国 産 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ と して は ジ ー メ ンス,AEGテ レ フ ンケ ン,ニ ックス ドル

フ を擁iして い るが,日 本 と並 び急 成 長 と遂 げ て い る国 内 市場 の約80%は 米 資 系 メ ー カ に よ って 占有 さ

れ て い る。西 ドイ ツ政府 の 国 内情 報 処 理 振興 策 はか な り古 くか ら実 施 され て い た が,国 産 コ ン ピ ュー

タ ・メー カの 育 成 とい うよ りは,利 用 面 に重 点 が 置 か れ て い た。 政 府 が 国 内 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ の

育 成 に乗 り出 したの は1967年 の第 一 次 デ ー タ処 理 高 度 化 計画 の策 定 以 降 で,現 在 は第 二 次 計 画 の実 施

段 階 にあ る。

A第 一次 データ処理高度化計画

第 一 次 デー タ処理 計 画 は1967年 か ら1971年 まで の5カ 年 計 画 で す す め られ,総 額7億5,000万 マル
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クを投 入 す る こ とに な って い たが,最 終 年 にあ た る1971年 に その 内容 を さ らに強 化 した第 二次 計 画 に

切 り換 え られ る こ と にな った 。

第 一 次計 画 で は,特 殊 法人 の数 理 デ ー タ処 理 有 限 会 社(GMDV)を 発 足 させ る と と もに,官 公庁

が ユ ー ザ とな り,大 規 模 な情 報 シス テ ムを 開発 す るこ と を通 じて 国産 メ ー カ を間接 的 に刺 激 しよ う と

した 。 この計画 の もとで,① 連 邦 政 府 情 報 局 の た め のデ ー タ ・パ ンク,② 法 律 関係 デ ー タ ・バ ン ク,

③ 連邦 予 算 局 の た め の デ ー タ処理 シス テ ム,④ 連邦 特 許 局 の た め の デ ー タ集 積 シス テ ム1⑤ 連 邦 統計

局 の た め の デ ー タ ・バ ン ク,⑥ 犯 罪 デ ー タ ・バ ン ク,⑦ 医 学 診 断 の た めの デー タ処 理 シス テムの 開 発等

が 行 な わ れ て きた 。一 方,こ れ らの 開 発 の 基 礎 と して,① シ ス テ ム分 析,② プ ログ ラ ミング,③IC,

④ デ ィジ タル 高速 メ モ リ,⑤ 大 容量 メ モ リ,⑥ 入 出力 機 器 な どの技 術 開 発 が 進 め られ て きた。

B第 二次デーク処理高度化計画

西 ドイ ツ政府 は,第 一 次計 画 の最 終 年 に あた る1971年 に,よ り積 極 策 を も り込 ん だ 第二 次 デ ー タ処

理 計画(1971年 ～1975年)の 実 施 に踏 み き った 。 これ は,経 済 財 務省,労 働 ・社 会秩 序 省,内 務 省,

教 育科 学省 間 で協 議 した う えでの 包 括 的 な デ ー タ処理 促 進 計 画 であ り,そ の 助 成 目的 と して① 経 済,

科 学 の 諸分 野 に コ ン ピ ュー タ を応 用 す る こ とに よ り,両 分 野 の 合 理 化 と生 産 性 向 上 を達 成,② コン ピ

ュー タに よ る公 共 機 関 の デ ー タ処 理 サ ー ビス と行 政 の合 理 化 お よ び生産 性向 上 の 達成,③ 最重 要 基 幹

技 術 と して の デ ー タ処 理 の 修得,④ 著 る し く拡 大 す るデ ー タ処 理 市 場 に お け る競 争 関係 の バ ラ ンス化

を はか る こ とが 挙 げ られ て い る。 この 計画 期 間 で あ る5カ 年 間 に政府 の投 入 資 金 は42億7,000万 マル

クで,第 一 次計 画 の 約7倍 とい う大 が か りな もの で,そ の支 出 内訳 と し て は,デ ー タ処理 教 育27億

7,000万 マ ル ク,デ ー タ処 理 利 用 の 促 進5億5,800万 マル ク,市 場接 近 分 野 に お け る 産 業 開発7億

500万 マル ク,特 別 計 画 費(GMDV,ド イツ計 算 セ ンタ ー財 団,カ ー ル スル ー エ原 子 力 研究 所 へ の

支 出)2億4,000万 マ ル ク とな って い る。

コ ン ビ'ユ一 夕産 業 に対 す る援 助 面 で は,自 由競 争 の も とに バ ラ ンス の とれ た競 争状 況 をっ く り出す

た め,レ ンタル 資 金 融 資,ハ ー ドウェ ア,ソ フ トウ ェア の利 用 者 の 互換 性の 向 上 をは か るた め の援 助

が 行 なわ れ て い たが,こ の う ち当初 計 画 の レ ンタル 資 金援 助 に つ いて は未 だ に実 現 されて い な い 。具

体 的 な メー カ に対 す る援 助 と して,ジ ーメ ンス,AEGテ レフ ンケ ン,ニ ックス ドル フの3社 に未 来

指 向 型 の 開 発援 助(所 要 資 金 の50%補 助)が 行 なわ れ て お り,そ の 開発 分 担 は次 の とお りとな っ て い

る。

○ ジ ー メ ンスNSF1お よ び2に 対 す る助 成 。 同社 の4004シ リーズ と同様,ヨ ー ロ ッパ 市 場 を

重 点 と して最 適 の能 力 を そな えた フ ァ ミ リー ・マ シ ンを 開発 す る。

OAEGテ レフ ン ケ ンー 制御 用 と汎用 とを イ ンテ グ レー トした4つ の モデ ル か らな る コン ピ ュー

タ ・ライ ン(EPL1)を 開発,1975年 以降 の 市場 成 長 を狙 う。
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0三 ッ クス ドル フ.中 小 型 の フ ァ ミ リー ・マ シ ン を開 発 す る。 多 国 間協 力 の 枠 内 で,主 に コマ ー

シ ャル 領域 を 中心 と して 世界 的 に利 用 され て い る分 野 を狙 う。

西 ドイ ツ政府 は,国 内 コ ン ピ ュー タ産 業 の強 化 を は か る た め,国 内 メ ー カの再 編 に努 力 して き,

AEGテ レフ ン ケ ン とニ ック ス ドル フの合 弁 会 社 テ レフ ンケ ン ・コ ン ピ ュー タAGが 設 立 され た が,

そ の後 の 同 社 の成 果 は期 待 に応 え た程 で な い とい うの が 実 情 の よ うで,ジ ー メ ンス のユ ニデ 一 夕へ の

参 加,ニ ック ス ドル フのICLへ の 接 近,テ レフ ンケ ン ・コ ンピ ュー タの ユ ニ デ 一 夕社 へ の接 近 な ど

西 ドイツ 国 内 とい うよ りEC内 にお け る再 編 成 の動 きが進 め られ て お り,政 府 と し て もECに お け る

長 期 的 な観 点 で これ を処 理 す る意 向 と伝 え られ て い る。

5コ メ コ ン諸 国 の コ ン ピ ュ ー タ政 策

ソ連 にお け る第8次5ケ 年計 画(1966年 ～1970年)を 通 じて の コ ン ピ ュー タ利 用 の増 大 と高 性 能 コ

ン ピ ュー タ の開 発 を は じめ と し,東 欧諸 国 内 に お い て コ ン ピ ュ ータ 開発 の進 展 が み られ るよ うに な っ

た が,各 国 で バ ラバ ラ に研 究 開発 が進 め られ て き,急 増 す る コ ン ピ ュー タ需 要 に応 え るに は 至 らな い

もの で あ った 。1971年1月,コ メ コ ン加 盟8カ 国(ソ 連,ポ ー ラン ド,ハ ンガ リー,東 ドイツ,ル ー

マニ ア,ブ ル ガ リア,チ ェ コス ロバ キ ア,モ ンゴ リア)は 加 盟諸 国 の コ ン ピ ュー タ需 要 の 自給体 制 を

確 立す る た め,完 全 に互 換 性 を もつ統 合 単 一 シス テ ム(UnitiedSystem)を 開 発 す る 「RJADコ ン

ピ ュー タ共 同 開発 計 画 」 を承認 した。RJADコ ン ピュー タ・シ リー ズ の開 発 分 担 体 制 と して は,ES

1010(ハ ンガ リー),ES1020(ソ 連 ・ブル ガ リア),ES1021(チ ェ コス ロバ キ ア),ES1030(ソ 連,

ポ ー ラ ン ド),ES1040(東 ドィ ッ),ES1050(ソ 連),ES1060(ソ 連)と な って お り,最 近 の 進 捗

状 況 はES1010,1020,1030,1040,1050は す で に生 産体 制 に入 って い るが最 大 機 種 は 未 だ 開発 段 階

で あ る と伝 え られ る。 しか し,こ の計 画 は予 定 よ り遅 れ て お り,本 格 的 生産 体 制 に入 るの は1974年 に

入 って か らに な る とみ られ る。 こ う した共 同計 画 の遅 れ は,コ メ コ ン諸 国 に お け る各 国 の技 術水 準 の

ア ンバ ラ ンス,西 側 諸 国 の 技 術 に対 す る評 価 の違 い,IC,周 辺 装 置,ソ フ トウ ェア開 発 の遅 れ な ど

さま ざま な問 題 が か らん で い る。

RJAD計 画 が遅 れた こ と もあ って,コ メ コ ン諸 国の 西 側諸 国の コ ン ピ ュー タ技 術,輸 入 コン ピ ュ

ー タ に対 す る依存 傾 向が 強 ま って きて い る。 ポ ー ラ ン ドで はICLの ラ イセ ンス に よ りラ イ ンプ リン

タ ー,紙 テ ープ装 置,磁 気 ドラム装 置 を生 産 して お り,チ ェ コス ロバ キ アは ハ ネ ウェル ・プ ル の ラ イ

セ ンス を 受 けて い る の を は じめ,ハ ンガ リー お よ び ル ー マ ニ ア は フ ラ ンスCIIか らラ イセ ンス を供

与 され,ル ー マニ アは ア メ リカCDCと 周 辺 装 置 の生 産 を 目的 とす る合 弁 会 社 を設 立 して い る。RJ
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AD共 同開 発 の 中 心 的地 位 に あ る ソ連 もCDCと 技 術開 発 協 定 を締結(1973年10月)に 踏 み切D'て お

り,米 中 ソ接 近 な どに よ っ て 自 由主 義諸 国の 対 共 産 圏輸 出 禁 止 が しだ い に緩 和 の 方 向 に 向 って い るこ

とか ら,西 側 製 コ ン ピ ュー タ の輸 入 が急 増 して い る。

ソ連 は,第22回 共産 党 大 会 で コ ン ピ ュー タ生 産 の大 幅 拡 大 が 決 定 され,1971～75年 に わた る第9次

5カ 年 計 画 の 重 要課 題 の一 つ として と り上 げ られ,同 計 画 期 間 に12,000～15,000台 の コ ンピ ュー タを

生 産 す る予 定 と され て い るが,目 下 進 め られ て い るRJAD計 画 の遅 れ か らみて この 目標 に到達 す る

こ とは不 可 能 で 少 な くと も目標 の3分 の1は 輸 入 に依存 す る こ とに な る とみ られ る。 ソ連 はRJAD

計 画 と並 行 させ,先 進 プ ロジ ェク トと してASVTシ リーズ,BESM-8ニ ュー ・バ ー ジ ョンな ど

をす す めて い るが,い ず れ も開発 段 階 で あ り,第2世 代機 のMinsk-32の 生産 に依 存 せ ざ るを得 な い

こ とか ら,西 側 との コ ン ピ ュー タ技 術 ギ ャ ップ の格 差 を縮 め るた め,ま た 目下 進 め られ て い る大規 模

コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー ク を完成 させ るた め に もア メ リカ コ ン ピ ュー タ企 業 を は じめ 西側 諸 国 の コ

ン ピ ュー タ に大 き く依存 せ ざ るを得 な い の が現 状 で あ る。
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第1章 わが 国の コ ン ピュー タ実 動状 況

11973年 に お け るコ ン ピ ュー タ実 動 状 況

一一通 商 産 業 省調 査 よ り一

通 商 産 業 省 は,1973年 以来 四半 期 ご とにわ が 国 に お け る国 産 コ ン ピ ュー タ実 動 状 況調 査 を実 施 し,

外 国機 の 実動 状況 とあ わせ て 「わ が 国電 子 計 算 組織 納 入 下 取 状況 」 を ま とめ,公 表 して い る(1972年

ま で は 日本電 子 計 算 機株 式 会 社(JECC)に よ る 「わ が 国電 子 計算 組 織 実 動 状 況調 査 」)。この調 査

で は,計 数(デ ィジ タル)型 汎 用 コ ン ピ ュー タ を集 計 対 象 と してお り,相 似(ア ナ ログ)型 コ ン ピ ュ

ー タ,プ ロセ ス制 御用 コ ン ピ ュー タ,ミ ニ ・コ ン ピ ュー タは集 計 か ら除か れ て い る。

1973年9月 末 現 在,わ が国 で 実動 して い る汎 用 コン ピ
ュー タ ・シ ス テ ム は20,089セ ッ ト,売 価換 算

金 額 で1兆4・556億 円 で あ り・ 前年 同}明砒 べ て,実 動 セ 。 ト数 で35 .7%,金 額 で・5.4%の 増 加率 を

示 した。

国産 機,外 国機 別 にみ る と,国 産 機 は12,190セ ッ ト(売 価 換 算金 額7
,717億 円),外 国機 は7,899セ ッ

ト(売 価 換 算 金額6,840億 円)で,実 動 セ ッ ト数 で は国 産機 が60 .7%,外 国 機 が39.3%と 国産 機 が優

位 に立 って い るが,金 額 ベ ー スで は 国産 機53 .0%,外 国 機47.0%と ほぼ シ ェア を2分 して い る。

A型 別にみた実動状況

4-1-1表 は1969年 以来 の型 別 に み た国 産 機 ,外 国機 の 実動 状 況 と そ の構 成 比 の推 移 を示 した もの で

あ る。 同表 に よ って型 別 の特 徴 を述 べ る と次 の とお りで あ る
。

a)大 型 コ ン ピ ュー タ

1969年9月 末 現 在,わ が 国 に は524セ ッ ト
,お よそ2,448億 円 の大 型 コ ン ピ ュー タ(シ ス テ ム規模2

億5,000万 円 以上)が 実 動 して い たが,1973年9月 末 現 在 で は それ ぞ れ1
,357セ ッ ト(2.6倍),8,310億

円(3・4倍)ほ した・ 大 型 ・ だ ・一 夕}ま年 々 その シス テ ・規模 が拡 大 す るに つ れ
,わ が 国 の綴

置 金 額 に占 め るウ エー トが高 ま って きて お り,1973年9月 末 で は57.1%に な って い る。 この分 野 にお

け る国 産機,外 国機 の構 成 比 をみ る と,6年 前 国産 機 が29 .0%(金 額 ベ ー ス)か ら年 々上 昇 を示 して

きた が,1973年9月 末 で は40 .9%と1972年9月 末 の41.6%よ りわず か に減 少 傾 向 を みせ た。

しか し,大 型 を大 型B(2億5,000万 円～5億 円未 満)大 型A(5億 円 以上)に 細 分 してみ る と
,国
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4-1-1表 電子計算組織実動状況および型別国産機,外 国機別構 成比推 移

(単位=上 例セ ッ ト数 下列金額:百 万 円)

時 点

型 別

1969年9

月末現在

1970年9

月末現在

1971年9

月 末現 在

1972年9

月 末 現 在

1973年9

月末現在

1969年
9月 末
現 在

1970年

9月 末
現 在

1971年

9月 末

現 在

1972年
9月 末

現 在

1973年

9月 末
現 在

214 334 486 611 704 40.8 43.9 46.3 48.8 51.9
大 型 89,158 153,517 229,191 296,651 339,988 36.4 39.8 41.0 41.4 40.9

国
中 型

1,350

133,373

1,942

193,849

2,579

261,827

2,998

302,623

3,323

322,731

66.3
62.7

71.1

69.2

73.4

71.9

74.7

72.1

75.2

70.7

1,556 2,073 2,531 3,010 3,641 77.1 74.2 73.9 74.5 73.8

産
小 型 34,189 46,048 57,828 67β83 80,130 77.3 71.6 71.8 71.9 72.2

超 小 型
1,016

6,666

1,447

9,551

2,063

13,395

2,988

19,815

4,522

28,818

99.2

99.3

87.0

88.8

63.5

64.9

54.3

57.1

48.2

50.4

A 4,136 5,795 7,659 9,607 12,190 73.8 72.9 68.2 64.9 60.7

機 日 計 263,388 402,965 562,242 685,472 771,666 51.6 54.4 54.9 54.3 53.0

年間増加 率
(%)

45.2 53.0 39.5 21.9 12.6

`

大 型 、55,1;ll2鵡
563

330,038

640

418,241

653

491,034

59.2

63.6

56.1
60.2

53.7

59.0

51.2

58.6

48.1

、59.1

外 685 788 935 1,017 1,096 33.7 28.9 26.6 25.3 24.8

中 型 79,407 86,337 102,241 116,867 133,648 37.3 30.8 28.1 27.9 29.3

462 722 895 1,029 1,291 22.9 25.8 26.1 25.6 26.2

国
小 型 12,448 18,241 22,753 26,338 30,923 26.7 28.4 23.2 28.1 :27.8

.超 小 型
8

43

217

1,208

1,185
7,245

2,513

14,905

4,859

28,372

0.8

0.6

13.0

11.2

36.5
35.1

45.7

42.9

51.8
:49

.6

A 1,465 2,154 3,578 5,199 7,899 26.2 27.1 31.8 35.1 i39.3

機 日 計 247,536 337,850 462,277 576,352 683,976 48.4 45.6 45.1 45.7 47.0

年 間増加率 ・
(%)

33.2 36.5 36.8 24.7 18.7
1

… 524 761 1,049 1,251 1,357 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
大 型 244,795 385,580 559,229 713,892 831,022 100.0 100.0

'

100.0 100.0 100.0

1

A口
i

中 型
2,035

212,780

2,730

280,187

3,514

364,068

4,015

419,490

4,419
456,378

100.0

100.0

100..0

100.:0

100.0

100.0

100.0
100.0

100.0
100.d
1

小 型'
2,018

46,638

2,795

64,289

3,426

80,582

4,039

93,721

4,932

111,052

100.0

100.0

100.10
100:0

100.0
100.0

100.0

100.0

100・q

100.O
l1

:
超 小 型

1,024

6,710

1,664

10,759

3,248

20,640

5,501

34,721

9,381

57,189

100.0

100.0

100b
100.;0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.q

100.0

1 合 計
5,601

510,924

7,950

740,816

11,237

1,024,518

14,806

1,261,824

20,089

1,455,642

100.0
100.0

100.0

100.10

100.0

100.0

100.0

100..0

100.d
100.O

l

…

計
,

年間増加率・
(%)

39.1 45.0 38.3 23.2 15.4

1

i,

(注)4-1-1表 にっ い て

L

2.

3.

国産 機は 日本電子計算機㈱調べ,外 国機は通商 産業省調べ による。 1』`1
型 別分類基準は次の とお り。(売 価換算)i

撒1::::鑑 ㌫ 。以上,億。未満 ・i

中型A:一 …1億 円 以上2億5,000万 円未 満.i

中 型BL・ … ・4,000万 円 以上1億 円未 満

小 型/■・・…1,000万 円 以上4,000万 円未 満

超 小 型 … …1,000万 円 未満'

.コ ン ビ ュタ の基 準 は ① デ ィジ タル 型 で あ る こと。 ② プ ロ グ ラ ムの蓄 積 方 式 で重 要 な命 令 を内 部 記憶 装
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置 に記 憶 して い るか,ま た は相 当の性 能 を有 す る こ と。 ③ 内部 記 憶 容 量 が2,000ピ ッ ト以上 で あ る こ と(た

だ し,サ イ ン,パ リテ ィ ・チ ェッ クの た め に有 す る ピ ッ トは含 まな い)。④ 電子 論 理 演 算 に よ り行 わ れ る 演

算 機構 を有 す る こと。 の4つ の 条件 を全 て 満 足す る コ ン ピ ュー タ。

4.現 地 資 本 が 株 式 の マ ジ ョ リテ ィを保 有 す る企 業 が 国 内 生 産 す る シス テ ム を国 産機 とみ なす。

5.シ ス テ ム増 設 に よ る型 別 移動 を考 慮 して い る。 た とえ ば,以 前 に は小 型 に分 類 され て い た ものが メ モ リ

ー増 設 や,周 辺 装 置 増 設 の 結 果,中 型 へ 移 行 す る場 合 が あ る。

6.ミ ニ ・コ ン ピ ュー タ,ア ナ ログ型 コ ン ピ ュー タ,プ ロセ ス 制御 用 コ ン ピュー タ,オ フ ラ イ ン機 器 デ ー

タ通 信 機 器 は集 計 対 象 外 と して い る。

4-1-2表 大型,中 型実動状況細分表 および構成比

(単位:上 段 セッ ト数 下段金額:百 万円)

実 動 状 況 構 成 比(%)1セ ッ ト当 りシ ステ ム規 模

型 別

際纂1耀 引解鏡 胃爆1耀1螂 耀1胃鑑 耀
大 型A

155

114,486

208

153,521

241

180,321

41,042.0

35,835.3

40.6百 万 円 百 万 円

32.3739738

百万 円
748

国
大 型B

331

114,705

403

142,130

463

159,667

49,353.3
47.95LO

60.7

58.4 347 353 345

産
中 型A

中 型B

1,028

155,297

1,551

106,530

1,117

174,358

1,881

128,265

1,164

182,092

2,159

140,640

72,674.0

70,670.9

73,975.1

74,073.9

70.7

67.4

77.9

75.6

151

69

156

68

156

65

機 小 型
2,531

57,828

3,010

67,383

3,641

807130

73.9

71.8

74.5

71.9

73.8

72.2 23 22 22

超 小 型
2,063

13,395

2,988

19,815

4,522

28,818

63.5

64.9

54.3

57.1

48.2

50.4 6 7 6

外

国

大 型A

大 型B

中 型A

中 型B

小機 型

超 小 型

223

205,375

340

124,663

388

64,765

547

37,476

895

22,753

1,185
7,245

合
大 型A

大 型B

中 型A

中 型B

計 小 型

超 小 型

378

319,861

671

239,368

1,416

220,061

2,098

144,006

3,426

80,582

3,248
20,640

287

281,874

353

136,367

393
71,660

624

45,207

1,029

26,338

2,513

14,905

35359.058.059.4

377,27964.264.767.7

30050.746.739.3

113,75652.149.041.6

48327.426.029.3

88,21729.429.132.6

61326。124.922.1

45,43126.026.124.4

1,29126.125.526.2

30,92328.228.127ふ8

4,85936.545.751.8

28,37235.142.949.6

921

367

167

69

25

6

9821,069

386

182

72

26

6

379

183

495

435,395

756

278,497

1,510

246,018

2,505

173,472

4,039

93,721

5,501

34,721

594

557,600

763

273,422

1,647

270,308

2,772

186,071

4,932

111,052

9,381

57,'189

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

67

24

6

846

357

155

69

24

6

880

368

163

69

23

6

939

358

164

67

23

6
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産 機 の 大型Bは 年 々着 実 に上昇 をみせ て お り,大 型Bの 分 野 で 国 産機 は58.4%を 占 め るこ と とな った。

一 応 大 型Aに お い て は外 国 機 の 優位 は依 然 と して続 い てお り,外 国機 が68%弱 を占有 してい る(4-1

-2表 参 照)
。

この大 型Aに お け る,シ ス テ ム規 模 の 推移 を み る と,1971年9月 末 で は8億4,600万 円 で あ ったが,

1973年9月 末 に おい て は9億3,900万 円 に大 型 化 して お り,そ の 規模 増 大 が 著 しい。

これ を国産機,外 国 機別 に み る と,大 型Aに お いて は1973年9月 末 で 国産 機 が7億4,800万 円 で あ

るの に比 べて外 国機 は10億690万 円 で,外 国機 の大 型 化 が 明 白 に表 わ れ て い る。 また大 型Aに お け る

シス テ ム規模 の 拡大 推 移 をみ て も,国 産 機 が 過去3年 間 ほ ぼ横 ば い状 態 を続 けて い るの に対 し,外 国

機 は拡 大 して い る。 大型Bに お い て は 国産 機 ・外 国機 の シ ス テ ム規 模 は_ほ ぼ 同水 準 に あ り,シ ス テ

ム規 模 推 移 も同様 な傾 向 を辿 って い る。

b)中 型 コ ン ピ ュー タ

わ が 国 にお け る中型 コ ン ピ ュー タ は,1969年9月 末 で2,035セ ッ ト(金 額 ベ ース で2,128億 円)が 実

動 してい た が,1973年9月 で は4,419セ ッ ト(4,564億 円)と 着 実 に増 加 して い る。 しか し,こ の分 野

の全 実 動 コン ピ ュー タに 占 め る シ ェア は,セ ッ ト数,設 置 金 額 と もに徐 々 に低下 傾 向 に あ る。 国産 機

外 国機 の構成 比 を み る と,1967年9月 に国 産 機 が50%を 越 えて か ら も年 々増 勢 を続 け て きたが,1973

年9月 は前 年9月 よ り金 額 ベ ー ス で1.4%減 少 した 。1973年9月 末 で台 数 ベ ース で75.2%,金 額 ベ ー

スで70.7%と 圧倒 的 な シ ェ ア を占 め て い る。 こ れ を 中 型A(1億 円 ～2億5,000万 円未 満),中 型B

(4,000万 円～1億 円未 満)に 細分 して み る と,国 産 機 は シス テ ム規 模 の大 きい 中型Aよ り小 さい中 型

Bの 方 が その 占有 シ ェジが 高 く,中 型Bに お け る国産 機 の それ は台数 ベ ー スで77.9%,金 額 ベ ー ス で

75.6%と な って い る。 この分 野 の シ ステ ム規 模 は国 産機,外 国機 にほ とん ど差 が み られず,1972年9

月 末 以 降,外 国機 の 中型Aの 拡 大 され たの が 目にっ く程 度 で あ る。

c)小 型 コ ン ピ ュー タ

1969年9月 末 で2,018セ ッ ト,466億 円 の小 型 コ ン ピ ュー タ が実 動 して い た が,1973年9月 末 で は

4,932セ ッ ト(2.4倍),1,111億 円(2.4倍)と 着 実 な増 加 をみせ てい るが,金 額 ベ ー ス で全 設 置 コ ン ピ

ュー タ に占 め る割 合 は僅 か な が ら低 下 をっ づ けて い る。 この 分野 で は,こ こ数 年 来 国 産機 と外 国 機 の

構 成 比 は70対30と 比較 的安 定 した傾 向 を示 して い る。 ま た シス テ ム規 模 にお い て は,国 産機,外 国 機

に は差 はみ られ ない 。

d)超 小型 コ ン ピ ュー タ

1969年9月 に は,1,024セ ッ ト,67億 円 の超 小 型 コ ン ピ ュー タが 実動 して い たが,1973年9月 末 で

は9,381セ ッ ト(9.2倍),572億 円(8.5倍)と な り,こ の5年 商 の増 加 は著 しい 。全 実 動 コ ン ピ ューータ

に 占 め るシ ェア も年 々少 しず つ 増勢 を示 して きて い る。 この分 野 で は1968年 まで は 国産 機 が100%の

シ ニ ア をに ぎ って きた が,1969年 か ら外 国機 が 進 出 し,こ の3年 間急 速 な伸 び を示 して い る。1973年
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4-1-3表 実働 システムの国産機,外 国機別内部構 造

(通商産業省,日 本電子計算機㈱調べ 上段:台 数比率 下段:金 額比率)

国 産 機 ・外 国 機 別

＼
構

成

#ヒ

大 型A

大 型

小

B

』計

中 型A

中

小

小

型B

計

型

超 小 型

合 計

国 産 機

1969年

9月 末

%
1.3

13.4

3.8
20.5

5.1
33.9

1970年

9月 末

%
1.8

18.3

4.0
19.8

5.8
38.1

1971年

9月 末

%
2.0

20.4

4.3
20.4

6.3
40.8

1972年

9月 末

%
2.2

22.4

4.2
20.7

6.4
43.1

1973年

9月 末

%
2.0

23.4

3.8

.20.7

5.8
44.1

外 国 機

13.4

30.1

19.3

20.5

32.7

50.6

37.6
13.0

24.6

2.5

100.0

100.0

13.7
28.6

19.8

19.5

33.5

48.1

35.8

11.4

25.0

2.4

100.0

100.0

13.4
27.6

20.3

18.9

33.7

46.5

33.1

10.3

26.9

2.4

100.0

100.0

11.6
25.5

19.6

18.7

31.2

44.2

31.3

9.8

31.1

2.9

100.0

100.0

1969年

9月 末

9.5
23.6

17.7

18.2

27.2

41.8

29.9

10.4

37.1

3.7

100.0

100.0

%
7.3

34.2

13.9
28.7

21.2
62.9

22.3
21.9

24.5

10.2

46.8

32.1

31.5

5.0

0.5

0.0

100.0

100.0

1970年

9月 末

%
7.2

39.5

12.6
29.2

19.8
68.7

16.1
16.8

20.5

8.7

36.6

25.6

33.5

5.4

10.1

0.3

100.0

100.0

1971年1972年

9月 末9月 末

%
6.2
44.4

9.6
27.0

15.8
71.4

10.8
14.0

15.3

8.1

26.1

22.1

25.0

4.9

33.1

1.6

%
5.5

48.9

6.8
23.7

12.3
72.6

7.6
12.4

12.0

7.8

19.6

20.2

19.8

4.6

48.3

2.6

100.0100.0

100.0100.0

1973年

9月 末

%
4.5
55.2

3.8
16.6

8.3
71.8

6.1
12.9

Z8

6.6

i3.9

19.5

16.3

4.5

61.5

4.2

100.0

100.0

合 計

1969年1970年

9月 末9月 末

%%
2.93.3
23.528.0

6.56.3
24.524.1

9.49.6
47.952.1

15.714.3

26.223.2

20.620.0

15.514.6

36.334.3
41.737.8

36.035.2

9.18.7

18.320.9

L3L4

100.0100.0
100.0100.0

1971年

9月 末

%
3.4

31.2

5,9
23.4

9.3
54.6

12.6

21.5

18.7

14.0

31.3

35.5

30.5
7.9

28.9

2.0

100.0
100.0

1972年

9月 末

%
3.3
34.5

5.2
22.1

8.4
56.6

10.2

19.5

16.9

13.7

27.1

33.2

27.3
7.4

37.2
2.8

100.0

100、0

1973年

9月 末

%
2.9
38.3

3.8
18.8

6.7
57.1

8.2
18.6

13.8

12.8

22.0

31.4

24.6

7.6

46.7

3.9

100.0

100.0

』
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9月 末 で は外 国機 が 台数 ベ ー スで51.8%,金 額 ベ ー スで49.6%と 国 産 機 とシ ェ ア をほ ぼ2分 す るまで

に な った。 シス テ ム規模 で は 国産 機,外 国機 に ま った く差 は な い。

B型 別 に み た 実 動 シ ス テ ム の 内 部 構 造

a)国 産 機 外 国 機 別 内部 構 造

4-1-3表 はわ が 国 で実 動 して い る コン ピ ュー タの 国産 機,外 国機 別 型別 内部 構 造 を示 した もので

あ る。 わが 国 の実 動 コ ン ピ ュー タ の シ ステ ム数 で は超 小型 機 の著 しい伸 びが特 徴 的 で あ り,シ ュア半

分 に近 い46.7%を 占 めて い る。次 いで 小 型(24.6%),中 型(22.0%),大 型(6.7%)で あ る。 一 方,

金 額 ベ ー スで み る と,ト ップ。は大 型(57.1%)で 年 々 その ウエ ー トを高 め て きて お り,と りわ け外 国

機 の大 型Aの 伸長 が 目にっ く。大 型 に次 い で 中型(31.4%),小 型(7.6%),超 小 型(3.9%)の 順 にな

って い る。 この 中 で 中型,小 型 は その ウエ ー トを年 々低 下 させ て い るが超 小 型 は反 対 に年 々増 大 傾 向

を辿 って お り,全 体 的 にみ て もわ が国 にお いて も大 型 化 と超 小型 化 とい う両 極 化 の傾 向 が徐 々 に進 行

しつ っ あ るこ と を示 して い る。

次 に国産 機 と外 国機 の 内部 構造 を み る と,国 産 機 の中 心 は中型 機 か ら大型 に移 り,1973年9月 末 に

は金額 ベ ー スで 大型 が中 型 を越 え た。 また 外 国機 は大 型 中 心 の傾 向 が 非 常 に著 しい 。

b)産 業別 実 動 状 況

4-1[4表 は過 去5年 間 に お け る産 業別 電 子 計 算 組 織 実動 状 況 の 推移 を示 した もの で あ る。1973年

9月 末 にお け る産 業 別 の実 動 金額 で グ ル ー プ に分 類 す れ ば次 の 通 りで あ る。'

①800億 円以上(6業 種)

金 融,電 気 機 械,輸 送 用 機械*,卸 ・小 売 ・商 事,政 府 機 関,サ ー ビス*

②400億 円以 上800億 円未 満(5業 種)

化 学 石 油,鉄 鋼,保 険,政 府,運 輸 ・通 信 ・報 道

③200億 円以上400億 円未 満(5業 種)

機 械,電 力 ・ガ ス,大 学,地 方 公 共 団 体,法 人 団 体

④100億 円以上200億 円未 満(5業 種)

食 品,そ の他 製 造業,建 設 業,繊 維,非 鉄 金 属

⑤50億 円以上100億 円未 満(2業 種)

硝 子 ・'セメ ン ト,精 密 機 械*

⑥10億 円 以上50億 円未 満(7業 種)

鉱 業,紙 ・パ ル プ*,不 動産,病 院,高 校,そ の他 学 校

⑦10億 円未 満(3業 種)

宗 教 法 人,漁 ・水産 ・養 殖 業,農 業 ・林 ・狩 猟 業
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4-1-4表 産業別電子計算組織実動の状況の推移

台 数 ・ 金 額一
農.業

林 ・ 狩 猟 業

漁 ・水 産 ・養殖業

鉱

建 設

食

繊

細 ・ パ ル

出 版 ・ 印

化 学 ・ 石

硝 子 ・

鉄

非 鉄 金

機

電 気 機

輸 送 用 機

精 密 機

業

業

品

維

プ

刷

油
セメン ト

鋼

属

械

械

械

械

そ の 他 製 造 業

卸 ・小 売 ・商 事

金 融

保 険

証 券

不 動 産

運 輸 ・通 信 ・報 道

電 力 ・ ガ ス

サ ー ビ ス

病 院

大 学

高 校

そ の 他 の 学 校

地 方 公 共 団 体

政 府

政 府 関 係 機 関

法人団体 ・農 協

宗 教 法 人

業 種 不 明

合 計

台 数

習集1留集1習集腎 集1顎集
1

3

23

74

144

117

40

26

337

57

213

106

182

486

286

101

150

885

387

118

78

4

243

62

443

6

248

20

41

192

170

188

162

2

6

5,601

1

6

31

122

208

173

58

46

436

83

299

164

265

718

356

128

193

1,411

620

.130

88

15

307

79

614

9

285

41

77

242

202

240

275

1

10

3

11

36

190

297

257

84

72

581

137

380

216

369

964

425

156

262

2,299

1,001

154

96

24

463

92

852

15

328

75

79

302

230

283

473

3

28

7,93311,237

5

2

16

42

253

434

351

150

105

717

163

420

275

421

1,118

469

177

375

3,349

1,516

160

130

35

643

100

1,056

5

3

45

36

341

648

486

204

154

903

190

460

371

511

1,271

550

217

718

4,805

2,393

172

183

51

761

124

1,533

2552

359429

126172

7966

392470

243268

373420

6881,056

32

36

額 (単位:百 万円)
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15

19

14,80620,089510,92

50

1,781

4,492

7,316

7,454

1,547

883

26,658

4,021

26,329

5,923

13,739

63,680

35,218

4,986

7,117

37,48

68;298

19,066

13,309

68

18,676

11,115

32,027

97

18,745

232

1,255

9,486

25,672

30,506

10,990

120

2,550

4

16

156

2,203

7,092

9,686

9,459

2,331

1,864

36,387
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9,583

19,975

98,112
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7,321

9,502
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4-1-5表 地 域別汎用電子計算機実動状況(昭 和48年9月 末現在)

(単位金額:百 万 円)

国 産 機 外 国 機 合 計
県

… 数 巨 額 … 数 巨 額 … ⇒ 金 額

北 海 道 367 15,501 135 6,784 502 22,285

青 森 59 1,719 63 505 122 2,224

岩 手 87 2,043 36 318 123 2,361

宮 城 153 6,559 87 4,267 240 10,826

秋 田 47 1,228 31 753 78 1,981

山 形 50 一1
,753 36 507 86 2,260

福 島 69 2,774 28 669 97 3,443

東 京 3,734 320,294 2,669 339,884 6,403 660,178

神 奈 川 696 69,791 298 40,460 994 110,251

千 葉 221 8,664 98 8,604 319 17,268

埼 玉 266 9,250 128 4,870 394 14,120

茨 城 119 18,028 45 4,002 164 22,030

群 馬 112 5,023 55 2,308 167 7,331

栃 木 69 4,915 52 3,102 121 8,017

新 潟 116 4,341 117 4,945 233 9,286

'長 野 156 6,507 61 2,884 217 9,391

山 梨 42 2,187 19 605 61 2,792

静 岡 279 14,697 160 8,705 439 23,402

愛 知 795 43,272 574 39,370 1,369 82,642

岐 阜, 135 4,459 76 3,034 211 7,493

三 重 65 3,829 37 2,634 102 6,463

富 山 80 2,767 37 5,855 117 8,622

石 川 99 4,837 24 1,402 123 6,239

大 阪 1,859 98,529 1,381 112,490 3,240 211,019

兵 庫 347 19,218 238 23,794 585 43,012

京 都 300 13,567 175 5,916 475 19,483

奈 良 24 841 9 261 33 1,102

滋 賀 48 1,924 63 4,941 111 6,865

福 井,
和 歌 山

56

65

1,588

5,839

20

29

1,589

2,348

76

94

3,177

8,187

広 島 334 15,646 332 14,602 566 30,248

岡 山 127 7,765 88 3,562 215 11,327

山 口 88 4,533 64 4,526 152 9,059

鳥 取 12 183 23 475 35 658

島 根 20 1,031 20 520 40 1,551

愛 媛 65 3,224 75 1,437 140 4,661

高 知 36 1,118 19 428 55 1,546

香 川 105 3,788 42 1,625 147 5,413

徳 島 35 1,413 14 187 49 1,600

福 岡 340 15,096 231 10,189 571 25,285

佐 賀 28 1,709 36 559 64 2,268

長 崎 48 1,523 44 4,283 92 5,806

熊 本 48 2,747 32 292 80 3,039

大 分 65 4,204 47 647 112 4,851

宮 崎 23 811 32 1,134 55 1,945

鹿 児 島
沖 縄

40

18

1,683

436

62

11

844
450

102

29

2,527

886

不 明 243 8,812 46 410 289 9,222

合 計 12,190 771,666 7,899 683,976 20,089 1,455,642
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4-1-6表 汎用電子計算機実動状況(昭 和49年3月 末現在)

(単位:上 列セ ッ ト数 下列金額:百 万 円)

規 模 別1国 産 機1外 国・ 機1 合 計

大

大

型

型

A

B

大 型(計)

中

中

型

型

A

B

中 型(計)

小

超 小

型

型

合 計

267

207,896

511
176,494

778

384,389

1,297

207,849

2,314

150,290

3,611

358,139

4,082

89,969

5,865

37,638

14,336

870,135

363

391,763

331

128,555

694

520,318

503

93,421

652
49,872

1,155

143,294

1,431

34,159

5,827
33,944

9,107

731,715

630
599,658

842

305,049

1,472

904,707

1,800

301,270

2,966

200,162

4,766

501,433

5,513

124,128

11,692

71,582

23,443

1,601,850

(注)*印 は今期 グループ移動のあった業種

需要の最 も強い第1お よび第2グ ループの11業 種だけで全実動金額 の78・5%を 占めてい る。

また1シ ステム、当 り規模 の大 きな業種は,保 険(303百 万 円),政 府関係機関(235百 万円)

電力 ・ガス(242百 万円),証 券(179百 万 円)な どである。

c)地 域 別 実 動状 況

4-1-5表 は,1973年9月 末 に お け る地域 別電 子 計 算組 織 実 動 状 況 で あ る。 同義 よ り実 動 金額 の多

い 地 域 をみ る と,東 京 都(全 国 の45.4%),大 阪 府(同14.5%),神 奈 川 県(同7.6%),愛 知 県(同5.7

%),な ど とな って お り,東 京 都 へ の 集 中傾 向が 著 しい 。

なお,最 新の汎用電子計算機実動状況は上の通 りである。(4-1-6表)
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第2章 コ ン ピュー タ利用 状況 調査

一第7部 集計表参照一

今 回 の調 査 にお い て は,ベ コ ン ピ ュー タ利 用 状 況調 査 ミ として 従来 か らの基 本 的調 査 項 目 を踏 襲す

る とと もに,通 信 回線 開 放 の 実 現 に対 処 して,昨 年 度 よ り継 続 して ミオ ン ライ ン化 調 査 ミ を実施 し,

そ の第2回 め調 査 結 果 を,次 の第3章 に掲 げ る。

〔調 査 項 目〕

コン ピ ュー タ利 用状 況調 査 に お け る調 査項 目 は次 の 通 りで あ る。

① ハ ー ドウ エア関 係

5年 後 の予 想 規模,グ レー ド ・ア ップ の経 過 と予定,保 有 セ ッ ト数,周 辺 機 器 台数,使 用 時 間

② コ ン ヒ。ユー タ部 門 の 月 間必 要 経 費

③ コン ピ ュー タ要 員 お よ び教 育 問題

勤 務 制度,要 員 数,平 均 残 業 時 間,平 均 年 令,平 均 給与,職 務 手 当額,要 員 教育 上 の 問題 点,

労働 組 合 組 織状 況

④ 業務 部 門 別 コ ン ピ ュー タ化 状 況 お よ び予定

⑤ 平均 実 行 ジ ョブ数

⑥ 使用 言 語

⑦ 常用 ア プ リケ ー シ ョン ・プ ログ ラム の年 間 使用 頻 度

⑧ フ。ログ ラ ム開 発状 況

⑨ コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス機 関 利用 の現 況 と予 定

⑩ 電 源 安定 設 備 設置 状況

〔調 査時 点,対 象〕

本 調 査 は,1973年9月30日 現 在 を調査 時点 と し,調 査票 を同 年11月1日 発 送,74年1月15日 に 回収

を締 め切 った。

発 送 数 回収 数 回 収率

5,5311,26722.9%

な お,発 送 対 象 は,1973年 版 「ユ ー ザ ー調 査 年 報 」(情 報 処 理学 会 編)に よ った。

〔集 計 表〕

巻 末349頁 以下 に掲 げ る(7-1-1～7-1-26表)。
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1自 社 コ ン ピ ュー タ ・シ ス テム の5年 後 にお け る予 想 規 模(巻 末7-1-1表)と,グ レー ドア ップ

の 実 績 お よ び予 定(7-1-2,7-1-3表)

5年 後 に 自社 の コ ン ビ。ユー タ ・シ ステ ムは規 模 を拡 大 す る と予 想 す る企 業 は,回 答 事 業 体 の81 .3%

に達 す る(72年 版 調査 に お い て は84.3%)。

拡 大 を予想 す る各 社 の拡 大 率 につ いて,「 わ か らない」 とい う回 答 を除 き,「5倍 以 上 」 を 「6倍 」

と して 単 純平 均 を と る と,全 産 業 平 均 で5年 後 に,現 シ ステ ム規 模 の2.7倍 に な る と予 想 して い る。

なお 全 産 業 にっ い て み る と,約 半 数 が1974年 また は75年 に具 体 的 な グ レー ド ・ア ップ計 画 を もって い

る。

]

5年 後の予想規模

74

73

72

年

年

年

賑

賑

版

回
答

合

計

1,082
100.0%

1,124
100.0%

1,141
100.0%

減

少

2
,2

1
.1

0
.0

変

ら

な

い

92

8.5

73

6.5

79

6.9

2

倍

497

45.9

501

44.6

434

38.0

3

倍

232

21.4

285

25.4

314

27.5

4

倍

72

6.7

68

6.0

80

7.0

5

倍

34

3.1

46

4.1

38

3.3

5

倍

以

上

45

4.2

48

4.3

73

6.3

わ
か

ら
な
い

108
10.0

102

9.1

123

10.7

2コ ンピ ュー タ ・セ ッ ト保 有 状 況(7-1-4,7-1-5表)

1社 当 り保 有 セ ッ ト数 は,全 産 業 平 均1.9セ ッ トで,72年 版 調査 に お け る全 産 業平 均 に等 しい。73

年版 調 査 にお け る全産 業 平 均 は3.6セ ッ トで あ った が,こ れ は同年 度 調 査 に対 し,オ ン ライ ン化 事業'

体 を中心 とす る大 企業 の回 答 率 が 高 か った た めで あ る。

保有セ ッ ト数の分布割合

・

回 1 2 3 4 5 6 7

答
セ セ セ セ セ セ セ

ツ ツ ツ ツ ツ ツ ζ
合 ト ト ト ト ト ト 以

保 保 保 保 保 保 上
保

計 有 有 有 有 有 有 有

74年 版 1,259
100.0%

896

71.2

178

14.1 、ll ,翌 、ス 、};、;i

73年 版
1,142
100.0%

230

20.1

403

35.3

256

22.4 ,;; 、誓 、ll、ll

72年 版
1,175
100.0%

834
71.0

174

14.8 、言 ,;1 ,鴉 、};、ll
`
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3周 辺機 器 の 台数(7-1-6表)

1社 当 りの周 辺機 器 台 数 は,1社 当 り総 台 数 で72年 版 調 査 の12.1台 に対 し,今 回の 調 査 に よ れ ば

20.7台 に達 して い る。73年 版 調査 結 果 は,前 項 に述べ た回 答 社 構 成 の偏 りの た め直 接 比 較 す る こ と は

で きな い

1社 当 り周辺機 器台数平 均

74年 版

73年 版

72年 版

外 部 補 助 メ モ リ ・

M

T

ド

ラ

イ

ブ

6.6

8.1

2.3

ド

ラ

ム

.7

.9

.2

デ

ィ
ス

ク

宍

ツ

z

r
フ・

イ

ブ

2.3

4.0

1.5

集

団

デ

ィ

ス

ク

1.6

1.0

.1

そ

の'

他

.0

.0

.1

一 般 入 出 力 機 器

カ

|

ド

R
/
P

1.6

2.4

.4

紙

テ

1

プ

R
/
P

1.8

5.1

1.0

ド

キ

ユ

メ

ン

ト

リ

|

ダ

.1

.2

.0

ラ

イ

ン

プ

リ

ン

タ

1.9

2.8

.7

C

R

T

.6

.5

1.1

そ の 他

人

出

力

機

2.7

3.4

3.8

そ

の

他

.4

.6

合

.計

.4i
l

20.7

30.2

12.1

4コ ン ピ ュー タ使 用時 間(7-1-7表)

ラ ン,デ バ ッグ,ダ ウ ン,メ イ ン テ ナ ンス各 時間 の 合 計 を総 管 理 時 間 と呼 ぶ と き,総 管 理 時 間 の総

平 均 は264.4時 間 で,デ バ ッグ,ダ ウ ン,メ イ ンテ ナ ンス時 間 は毎年 大 差 が な く,ラ ン ・タ イ ムは,

回 答 数 に オ ン ライ ン化事 業 体 が多 い と増 加 す る。

各 種 時 間 の 平 均

回 答 数

平 均時 間/月

ラ

ン

■

タ

イ

ム

1,126

218.0

デ

バ

ッ

グ

タ

イ

ム

1,082

53.1

ダ

ウ

ン

タ

イ

ム

844

6.5

メ

イ

㌢
ア

ナ
ン

ス

タ

イ
ム

1,045

15.1

総(ン_
ラ 十4

管ζ寝
デ ン 回

避 パ テ 答
ッ ナ あ

グ ン る時
+ス も

ダ)の
間 ウ)

1,129

264.4
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5コ ン ピュー タ部 門 の 運 用 経 費(7-1-8～7-1-1|表)

周 辺 記 憶装 置 あ るい は端 末 機 の増 加 傾 向 に対 し,そ の 実 態 を把 握 す るた め ,昨 年 度 か ら機 械 設 備 関

係 費 を レ ン タル使 用,買 収 使 用 の 各 々 につ き,CPU費,周 辺装 置 費(除 周辺 記 憶 装 置)
,周 辺 記 憶

装 置 費,端 末 装 置 費 の4項 目 に細 分 して調 査 した。

運 用経 費 中,機 械 設 備 費 合 計 は全 経 費 に対 し全 産業 平 均56 .5%で(73年 版 調査 で は55 .2%),こ れ

に人 件 費26.4%(73年 版 調 査 で は29.2%)を 加 え る と82 .9%に 達 し,全 経 費 の 大 半 を占 め る。

月 間 経 費 対 月 商比 率 は全 産 業 平 均1,000分 の2.08で(73年 版 調 査 で は1 ,000分 の2.62),情 報 処 理 サ

ー ビス ・ソ フ トウ ェ ア業 にお い て は1
,000分 の446.86(73年 版 調 査 で は1,000分 の323.9)で 前 年 同様

の 高 率 を示 して い る。

従 業 員1人 当 りの月 間 コ ン ピ ュー タ経 費 は,全 産 業 平 均6 ,800円 で73年 調 査 にお け る6,300円 に く ら

べ高 額 とな って い る。

コンピュータ経費の構 成費

74年 版

73年 版

72年 版

人 件 費

26.4

29.2

24.1

機 械設 備
関 係 費

56.5

55.2

56.1

消耗 品費

6.9

7.3

7.9

外 注 費

6.8

4.4

8.4

そ の 他

3.4

5.0

3.5

総 計

100%

100%

100%

1社 当 り月 間経 費対月商比平均(経 費,月 商 とも記入のあ った回答 についての集計)

74

73

72

年

年

年

版

版

版

回 答 数

806
ぐ'仁'

845

233

1社 当 り平均月

間経費(千 円)

17,526.5

18,469.5

20,431.6

1社 当 り平均月

商(百 万 円)

8,386.2

7,047.8

6,970.3

平均月 間経費/

月商(1/1000)

2.08

2.62

2.93

1社 当り従業 員当 り月間経費(経 費,従 業員 とも記入の あった回答 についての集計)

74

73

72

年

年

年

版

賑

賑

回 答 数

1,069

1,133

295

1社 当 り平均月

間経費(千 円)

19,280.0

19,185.4

22,565.7

1社 当 り平均従

業員数(人)

2,828.6

3,033.0

7,034.6

月間経費/1人
(千円)

6.8

6.3

3.2
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6コ ン ピ ュー タ要 員 と待遇(7-1-12～7-1-17表)

要 員 数 は,1事 業 体 当 り総 平 均38人 で あ り,保 有 機 種 別 に見 る と き超 大型 機 以 下 を保有 す る事 業 体

で は平 均260.9人 で,超 小 型 機 以 下 を保有 す る事 業 体 の6.3人 に比 し著 しい対 照 を示 す 。管 理 職1人 当

りの人 員 構 成 は,庶 務 その他1.5人,パ ンチ ャ'一一3.0人,オ ペ レー タ1.9人,プ ログ ラ マ3.1人,SE

1.4人 で,以 上 の数 値 は最 近3年 間 で 大差 が な い。

平均年令と平 均月額給与(除 賞与,超 過勤務手当)

74年

,73年

72年

版

版

版

パ ン チ ャ ー

年令

21.0

2L4

20.8

給 与
(千円)

58.9

49.1

40.4

対前
年比
(千円)

十9.8

十8.7

十4.3

オ ペ レ ー タ

年令

23.8

23.8

23.3

給 与
(千円)

83.0

62.9

52.0

対前
年比
(千円)

十20.1

十10.9

十7.2

プ ロ グ ラ マ

年令

25.7

25.4

25.5

給 与
(千円)

88.1

69.4

62.4

対前
年比
(千円)

十19.7

十7.0

十7.7

S E

年令

30.1

30.4

29.5

給 与
(千円)

103.1

89.5

80.1

対前
年比
(千円)

十13.6

十9.4

十6.2

職務手 当の平均(千 円)

74年 版

73年 版

72年 版

画 収 率

1,267

1,142

1,175

職務手当記入数

365

328

323

パ ン チ ャ ー

.4・7

3.2

4.3

オ ペ レ ー タ'

8.4

5.9

6.2

プ ロ グ ラ マ

7.4

6.0

6.5

S E

11.9

5.9

10.1

月 残 業 時 間 の 平 均

74

73

72

年

年

年

版

版

版

庶務 その他

男

14.9

15.3

15.9

女

4.9

5.3

6.7

パ ンチ ャー

男

12.3

7.7

13.1

女

6.1

3.1

6.8

オ ペ レー タ

男

21.1

17.4

24.2

女

5.7

9.0

7.2

プ ログ ラ マ

男

25.0

26.8

26.3

女

7.0

11.6

9.0

S E

男

23.6

25.9

24.9

女

7.2

18.6

6.1

管 理 職

男

8.3

12.0

10.4

女

7.5

.6

9.3

7適 用業 務(7-1-18表)

適用 業 務 の各 分 野 にっ い て,1973年 ま で に それ らの業 務 を コ ン ピ ュニ タ化 した 企業 の総 数 を100と

す る と き,計 算 ・集 計業 務 を コン ピ ュー タ化 した社 数 は75.2%で,解 析 ・予 測 ・計 画 業 務 を コ ン ピ ュ

ー タ化 した社 数 は24 .8%と な って い る。
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これ に対 し,今 後3年 間 に計 画 中 の業 務 に つ い て は,計 算 ・集 計 業 務 をコ ン ピ ュー タ化 し よ う とす

る回答 は全 計 画 回答 社 の49.7%,解 析 ・予 測 ・計 画 業 務 の コ ン ピ ュー タ化計 画 社 数 は50.3%で,適 用

業 務 の高 度 化 を示 唆 して い る。

適 用 業 務 項 目 の 傾 向

現在 までに コンピュータ化 した業務項 目 今後3年 間に計画申の業務項 目

計算 ・鍋 解析・予測緬|合 計 緒 集計1噺 ・予測・⇒ 合 計

74年 版

73年 版

72年 版

75.2

73.4

57.6

24.8

26.6

42.4

100%49.7

100%50.8

100%48.0

50.3

49.2

52.5

、。。%1

100%

100%

8ス ル ー プ ッ ト・タ イ ムと平 均 ジ ョブ数(7-1-19表)

全 産 業平 均 で は,1社1日 の平 均 ジ ョブ数 は45.0(73年 版 調 査47.6)で,ス ルー プ ッ ト ・タ イ ムは

!分 以 内,3分 以 内,5分 以 内,10分 以 内,30分 以 内 の5段 階 に ほぼ集 中 して い る。

1日 平 均 ジ ョブ数 の多 い業 務 と して は,生 命 保 険業(207.3),大 学(180.3),証 券 業(150.0),運

輸 ・通 信業(110.3),電 力 ・ガ ス事 業(101.3)な ど を あげ るこ とが で きる。

スル ー プ ッ ト ・タイ ム 別 ・1日|社 当 りジ ョブ数平 均

1・分以内 ・分以内・内以内1・・分以内・・分以分1;時 欝1;時 圏1;暗 闇1;時 里1合 計

74

73

72

年
%

%

年

%

版

版

版

7.28.5

16.018.9

5.97.6

12.416.0

5.56.8

14.7]7.0

7.1

15.8

7.4

15.5

6.2

15.5

7.3

16.2

8.9

18.7

7.3

18.2

7.7

17.1

10.4

21.8

7.8

19.5

3.9

8.7

3.8

8.0

3.2

8.0

2.0

4.4

2.1

4.4

1.9

4.7

.4

.9

.5

1.1

.3

.7

.445.0

.9100.0

.547.6

1.1100.0

.440.1

1.0・100.0

9使 用 言語(7-1-20,7-1-21表)

わが 国 コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ の44.6%はCOBOLを 使 用 し,33.7%が アセ ンブ リ言 語 を使用 してい

る。

主 力 機種 別 に見 る と,機 種 が 大型 化 す るにつ れFORTRANの 使 用 比 率 が増 え る傾 向が あ る。

コ ン ピ ュー タ導 入経 過 年 数 別 に言 語 の使 用 状 況 を見 ると,COBOL使 用 率 が微 減 し,そ の か わ りに

ア セ ン ブ リ言語 が 微 増 す る傾 向が あ る。

プ ロ グラ ムの 種類 別 に使 用 言 語 の特 長 を見 る と,事 務 処 理 プ ログ ラム で はCOBOLと アセ ンブ リ言

語 が,固 有 業務 プ ログ ラ ムで は アセ ンブ リ言 語 が,科 学技 術 計算 で はFORTRANと アセ ンブ リ言語

が 使用 され,各 種 の プ ログ ラ ム を混合 使 用 す る場 合 に はPL/1の 使 用 比率 が増 加 す る。
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使 用 言 語 の 比 率

74年 版

73年 版

72年 版

シ ン ボ リッ ク言 語

アセ ンフ ジ ェネ

リ 言 語 レー タ

33.7

33.6

37.9

3.0

3.5

3.7

コ ン パ イ ラ 言 語

A・G・LF・RTRAN・ ・…1・ ・/・1・ の他

.2

.2

.4

7.5

8.8

7.3

44.6

43.8

40.5

1.7

2.0

1.6

6.8

5.3

5.0

機械語およ

び特殊言語

2.0

2.3

3.1

合 計

100%

100

100

10プ ロ グ ラム の開 発 状 況(7-1-22表)

管 理 業 務 処理,事 務 処理 プ ログ ラ ム にっ い て は,多 くの 企業 が 自社 で 開 発 して い る(そ れ ぞ れ94.0

%,94.4%)。 予測,最 適 化,ス ケ ジ ュLリ ン グ,数 値 制御 な ど につ い て は,メ ー カ ー と共 同 で開 発

す る割 合 が 増加 す る(10～20%)。.
、

OSに つ い て は企 業 の55.8%が メー カ ー に開 発 を委 託 し,言 語 プ ロセ ッサ につ い て は66.2%が メー

カ ー に委託 す る。

・サ ー ビス機 関 と共 同 開発 す るか ,ま た は サ ー ビス機 関 に委託 す る率 は未 だ少 な い。

プログラムの自社 開発割合(%)

74年版

73年 版

72年版

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・ プ ロ グ ラ ム

管理業務処
理

94.0

95.0

94.3

事務処理

94.4

96.4

96.6

予測問題

84.5

8L9

84.9

肩適確 姦
82.380.7

80.676.2

75.9S2.0

数値制御

82.1

80.4

71.7

その他

87.5

82.9

91.5

ユ ー ア イ

リテ ィ ・

プ ロ グ ラ

ム

57.8

66.1

67.5

OS

18.6

20.7

22.9

萱 葺五
口 口ロ

プ ロセ ツ

サ

18.8

23.5

31.0

その他

75.0

72.7

58.3

11情 報 処 理 サ ー ビス機 関 の 利 用状 況(7-1-23,7-1二24表)

利用 項 目の現 況

全 産 業 平 均 で 「パ ン チ ン グ委 託 」(65.3%),「 要 員 教 育 ・講 習 会 へ の 出席 」(47.3%),「 保 守 サ ー ビ

スの委 託 」(35.4%),「 計算 の委 託 」(19.6%)が サ ー ビス 機 関利 用 の主 な項 目 で あ る。

利 用項 目の予 定

上 記 現 況 に く らべ,3位 以下 の項 目 は 「要 員 の派 遣 」,「プ ログ ラ ミング委 託 」,「保 守 サ ー ビス の委

託 」 の 順 とな る。
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サー ビス機関の利用現況 ・項 目分布(多 重 回答)

回 本 計 パ マ 要 要 プ 保 調 コ そ

間 算 ン

シ

ン

員
教
育 員

6

グ

守

サ

査

代
さ
ユ

'収 記

入

の

委

チ

ン

タ

イ

ム

利

藷
夏
天
の

出

の

派

ラ

ミ

ン

グ

委

|

ビ

ス1

委

㌘
デ

|

タ

収

1
タ
室

運

用

代

の

プ

F

数 数 託 グ 用 席 遣 託 託 集 行 他 `

74年 版 1.267785 153511 104370136166277 19 45 15 [

73年 版 1.142712

100.0

149482

20,967.7

115329122133224

16,246,217,118,731.5 ,}》
37

5.2 、}1

1

72年 版 1.175681

100.0

137422

20,162.0

11037190104328

16,254,513,215,333.5 、;; 5;1 ,鷺
1

12電 源 安 定 設 備設 置状 況(7-1-25,7-1-26表)

業 種 別 に み る と き,CVCF(自 動 電圧 ・周 波 数安 定 装 置)の 保 有 率 は生 命 保 険業(60.0%),電

力 ・ガス事 業(54.5%),金 融 業(40.4%)な どが高 い が,全 産 業 平 均 で は9.3%に す ぎな い。

AVR(自 動 電 圧 安 定 装 置)の 保 有 率 は全 産 業 平 均 で58.7%で あ るが,CVCF,AVRの いず れ

も 保 有 しな い事 業 体 は全 体 の33.5%に お よぶ 。

主 力 機種 別 に電 源 安 定 設備 の保 有 状 況 を見 る と,保 有 機 種 が 大型 で あ る程CVCFの 設 置率 が 大 と

な って い る。
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第3章'オ ン ラ イ ン化 調 査

一第7部 集計表参照一

昨 年度 よ り新 設 した オ ン ラ イ ン化調 査 にお いて は,

(1)セ ン タ ーCPUが 自社 内 に所 在 す るの か,あ るい は他 の事 業 体 に所 在 す るCPUに 自己 の端 末

機 を接 続 す るの か,CPUと 端 末 機 の所 在,接 続 関 係 を調 査 して興 味 あ る結果 を得 た。

(2)諸 種 の端 末機 使 用 の 現 況 と将 来 の使 用 予定 を調 査 して,端 末 機 の利 用 傾 向 を明 らか に した 。

〈3)各 種 通 信 回線 使 用 の 現 況 と将 来 の使 用 予定 を調 査 して,オ ン ライ ン化 動 向 の基 礎 資 料 を得 た。

(4)デ ー タ伝 送方 式,回 線 制 御方 式等 を調 査 して,オ ン ライ ン化 の技 術 的 側 面 を観 察 し た。

(5)オ ンラ イ ン化事 業 体 の セ ン ター設 備,コ ン ピ ュー タ部 門 経 費等 を,一 般 コ ン ピ ュー タ ・ユ ・一ーザ

ー の そ れ と比較 して,オ ン ライ ン化 に伴 な う設備 ・費 用 の 変 化 を調 査 した。

〔調 査項 目〕

オ ン ライ ン化 調 査 に お け る調 査項 目は次 の 通 りで あ る。

〈1)セ ンタ ー ・ハ ー ドウ ェ ア関 係

保 有 コン ピ ュー タ ・セ ッ ト数,周 辺 機 器 台 数,セ ン タ ーCPUの 所 在;

(2)各 種端 末 機 利 用 の現 況 と予 定

《3)使 用 特 定 通 信 回線 数 の現 況 と予定

{4)特 定 通 信 回 線 使用 時 間

{5)公 衆 通 信 回 線 利用 予 定

(6)オ ン ライ ン方 式

CPU構 成,フ ァイ ル構 成,デ ー タ伝 送 方 式,通 信 制御 方 式

(7)ト ラ ンザ ク シ ョン量 の 現 状 と将 来 の増 加予 想

(8)オ ン ライ ン化 事業 体 に お け る経 費,要 員

〔調 査 時点,対 象〕

,本 調 査 は,1973年9月30日 現 在 を調 査 時点 と し,コ ン ビ。ユー タ ・ユ ーザ ー の う ち既 オ ン ライ ン化 事

業 体 を含 む410社 を調査 対 象 と し,174社 の 回 答 を得 た(回 収率42.4%)。

〔集 計 表〕 、 …

巻 末376頁 以下 に掲 げ る(7-2-1～7-2-22表)。
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1オ ンラ イ ン化事 業 体 の コ ン ピ ュー タ ・セ ッ ト保 有 状 況(巻 末7-2-1表)

1社 当 り保有 セ ッ ト数 にっ い て,オ ン ラ イ ン化事 業 体 と全 ユ ーザ ー(含 オ ンラ イ ン化事 業 体,以 下

本 章 申 同 じ)と を比 較 す る と次 の通 りで あ る。

1社 当 り保有 セッ ト数平 均

駿 魎 大型A大型・⌒ 型・小 型超小型i…ξ・の他合 計

オ ン ラ イ ン 化 事 業 体

全 ユ ー ザ ー

1732.22.32.12.12.52.63.17.21.04.8

1,2592.12.11.61.41.31.51.52.61,71.9

2オ ン ライ ン化 事 業 体 の周 辺 機 器 保有 状 況(7-2-2表)

1社 当 り保有 周 辺 機 器 につ い て,オ ン ラ イ ン化事 業 体 と全 ユ ーザ ー とを比 較 す る と次 の 通 り で あ

る。

1社 当り保有周辺機器台数平均

オ ン ラ イ ン 化 事 業 体

全 ユ ー ザ ー

外 部 補 助 メ モ リー

回

答

社

数

171

1,228

M

T

ド

ラ

イ

ブ

24.3

6.6

ド

ラ

ム

2.8

.7

デ ク

イ
ス

ク

パ

ツ

8.1

2.3

集

団

デ
ィ

ス

ク

8.2

1.6

そ

の

他

.1

.0

一般入出力機

カ

|

ド

R

/

P

5.5

1.6

墾

丁

ζ

`

2.9

1.8

ドリ

キ1
ユダ

メ

ン

ト

.3

.1

ラ

イ
ン

プ

リ
ン

タ

6.1

L9

C

R

T

2.0

.6

その他

人

出

力

機

2.9

2.7

そ

の

他

.5

.4

合

計

64.1 .

20.7

3セ ンターCPUと 端末機の所在 ・接続関係(7-2-3～7-2-6表)

わが国のオンライン化方式を,機 器の所在 ・接続関係によって分類すれば,次 の3方 式 に 分 か れ

る。

(1)自 社所在のCPUと 自社所在の端末機を回線で接続してオンライン処理を行なう場合

(2)他 社(i親会社,子 会社,共 同センター,民 間計算センターを含む)所 在のCPUと 自社所在の

端末機を回線で接続 してオンライン処理を行なう場合

(3)電 電公社所有のCPUと 自社所在の端末機を回線で接続してオンライン処理を行なう場合

センターCPUの 複合利用状況

端末機の接続先

社

%

数

自社CPU

136

80.4

他社CPU

5

2.9

公社CPU

17

10.0

自社 と他社
のCPU

5

2.9

自社 と公社
のCPU

4

2.3

他社と公社
のCPU

2

1.1

自社 と他社 と
公社のCPU

0

.0

合 計

169

100.0
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4端 末 機 の 利 用現 況 と5年 後 の 利 用 予 定(7-2-7,7-2-8表)

全 産 業 の 全CPUに 対 す る端 末 機 利 用状 況 の現 在 と5年 後 の利 用 予 定 を比 較 す る と,総 台数 に お い

て1社 当 り171.7台 か ら227.7台 と30%強 増 加 す る。

1社 当り端末機平均保有台数

現 在

5年 後 の 予 定

K

B

P

46.1

80.8

C

R

T

24.5

39.5

乞
フ

|
ズ

マ

シ

ン

73.4

90.1

替

『
プ

R
/
P

11.8

8.8

キ デ

1イ

∠

Tス

?ク

.1

.3

出
力

専
用
プ
ン

リ
タ

5.6

4.2

プ

口

ツ

タ

.0

.0

予

約

用

端

末

9.5

.3

リタ

モ

ll

ト 、
.く

バ ナ

ツ

チ ル

.4

3.3

そ

の

他

.0

0

合

計

171.7

227.7

5特 定通 信 回線 使 用の 現 況 と5年 後 の使 用 予 定(7-2-9～7-2-12表)

全 産 業平 均 で.1社 当 り現 在58.2回 線,5年 後 に は1社 当 り70.4回 線 の 利用 が予 想 され て い る。 金

融 業 と情 報 処 理 サ ー ビス業 にお け る回 線 数 が 圧倒 的 に多 い。

1社 当り使用特定通信回線数(含 私設回線)

'＼
＼ 当 ・・ ・・・ ・・…2・ …4・ …48Kl24・Kそ の 他 私 .設 合 計

現 在

5年 後

104.0

77.1

27.4

40.5

39.4

59.2

4.4

16.3

3.2

18.9 3.6 1.0

11.2

4.0

8.8

34.2

58.2

70.4・

6デ ー タ通 信 用 公 衆通 信 回線 の5年 後 の 利用 予 定(7-2-13表)

調 査 時点 で あ る48年9月 現 在 で,5年 後 の利 用 予 定 数 を見 る と,全 産 業 平 均 で57.4回 線 で あ り,同

じ く5年 後 の特 定 通 信 回線 利 用予 定 数70.4回 線 を下 廻 って い る。 昨年 度 調 査 で は5年 後 予定 特 定 通 信

回 線6.40,同 公 衆 通 信 回線69.6で あ った。

5年 後の利用予定1社 当り公衆通信回線数平均

縮 回線 電話同割 合 計

28・・128・ ・157・ ・

7現 在 の特 定 通 信 回線 平 均一 日実 使 用 時 間(7-2-|4表)

回線 使 用 時 間

全 産 業平 均 で,回 線 の1日 当 り実 使 用 時間 は200bps回 線 で2.4時 間,1,200bpsで3.7時 間,2,400bps
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で1.6時 間 と な って い る。

1社 当り1日 実使用時間平 均

'

50bps

0.7

200bps

2.4

1,200bps

3.7

2,400bps

1.6

4,800bps

.3

そ の 他

.1

私設 回線

.5

8ト ラ ンザ ク シ ョン量 の 現 在 と将 来(7-2-15,7-2-16表)

全 産 業 平 均 で トラ ンザ ク シ ョンの 平均 字 数 は254.3字 で あ り,平 均1日 の トランザ ク シ ョン量 は7

万6,600,ピ ー ク時 の1日 トランザ ク シ ョン量 は11万8,000で あ る。

5年 後 の 平均 トラ ンザ ク シ ョンの 増大 予 想 につ い て は,不 明 回 答 を除 き 「5倍 以 上 」 を6倍 と して

単 純 平 均 を と る と,全 産 業 平均 で は3.2倍 に な る と予 想 されて い る。

5年 後の平 均 トランザクシ ョン量の増大 予想の分布割合
●

減 少 不 変 2倍 3倍 4倍 5倍 5倍 以上 わか らない 合 計

.0 1.9 29.9 28.6 5.2 3.9 11.7 18.8 100

9オ ンラ イ ン化 事 業 体 にお け る コ ンピ ュー タ部 門 経費(7-2-17～7-2-20表)

オ ン ライ ン化 事 業 体 と,左 を含 む全 コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー の経 費 各比 率 の比較 を下 に掲 げ る。 全

コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー の数 値 には,オ ン ライ ン化 事 業 体 の分 も含 まれ,か つ オ ン ライ ン化事 業 体 の

経 費額 が大 で あ るか ら,下 の比 較 は,オ ン ライ ン ・シス テ ム経 費 率 と純 バ ッチ ・シス テ ム経費 比 率 を

示 す もの で はな い 。

コ ンピュー タ部門各経費比率

オ ンライン
化事業体
上 を含む全
ユーザ ー

集 計 数

92

632

人 件 費

19.9

26.4

機械設備
関 係 費

63.8

56.5

消耗品費

6.0

6.9

外 注 費

5.9

6.8

そ の 他

4.3

3.4

合 計

100

100
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1社 当 り月間経 費対月商比平均

オンライ ン化事業体

上 を含 む全 ユーザー

右の両項目回答数

98

806

1社 当 り月額経

費平均(千 円)

83,286.4

17,526.5

1社 当 り月商平

均(百 万 円)

38,159.6

8,386.2

月間経費/月 商
(1/1,000)

2.18

2.08

1社 当 り1従 業 員当 り月 間経費平均

オンライン化事業棒

上 を含む全ユーザー

右の両項目回答数

154

1,069

1社 当 り月額経
費(千 円)

87,423.8

19,280.0

1社 当 り従業員

数(人)

9,542.1

2,828.6

月間経費/1人
(千円)

9.1

6.8

10要 員数(7-2-21,7-2-22表)

全 ユ ー ザ ー平 均1社 当 りコン ピ ュー タ要 員 数38.1人 に比 し,オ ン ライ ン化 事 業 体 に お け る それ は

135.0人 に達 す る。管 理 職 と他 の職 種 要 員 の比 率 は両者 で大 差 は ない 。
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第4章 わが 国 にお け る計 算 セ ンター お よび

ソ フ トウ ェア開発 企業 の状況

(JECC調 査"全 国計算 セ ン ターお よび

ソ フ トウ ェア開発 企業便 覧"よ り)

日本 電 子 計 算 機株 式 会 社(JECC)で は,昭 和43年 以 来,毎 年1月1日 現在 に お け る"全 国計 算

セ ン タ ーお よ びソ フ トウ ェ ア開発 企 業 分布 状 況 調 査"を 実 施,そ の 結果 を"全 国計 算 セ ンタ ー お よ び

ソ フ トウ ェ ア開 発企 業 便 覧"と して 公 表 して い る。 この調 査 の前 身 は,JECCが 昭 和38年 か ら41年

ま で4回 にわ た り実 施 した"全 国 計 算 セ ン タ ー分 布 状 況調 査"で あ る。 その 後,43年 にソ フ トウ ェ ア

開 発 企 業 を加 え,現 在 に至 って い る。

情 報 処 理 サ ー ビス 業 には,計 算 受託 企 業 とソ フ トウ ェア開 発 企業 とが あ る。計 算 受 託 企業 の 日本 で

の 発 祥 は 昭 和29年 か らで あ るが,そ の 後,36年 まで に24セ ン タ ーが設 立 され た にす ぎず,こ の うちメ

ー カ ー関 係 が9セ ン ター あ る。本 格 的 な設 置 は37年 か ち で歴 史 は 浅 い。 ソ フ トウ ェ ア会 社 の場 合 は,

この 計 算 受 託企 業 が,顧 客 に サ ー ビス す る必 要 か らソ フ トウ ェ アの 開発 を行 な って きた もの で,最 近

に至 り,は じめか らソ フ トウ ェ アの 開発 を 目的 とす る企 業 が で て きた。

一 般 の傾 向 として
,最 近 に おい て経 営 が 多 角 化 し,計 算 受託 企 業 は ソ フ トウ ェ ア開発 の分 野 に進 出

しつ つ あ り,ソ フ トウ ェア企 業 も経 営 の安 定 化 の た め,計 算 受託 の 分 野 を拡 大 しつ つ あ る 。 ソ フ トウ

ェ ア開発 に の み専 念 す る会 社 は,ほ とん どメ ー カ ー系 列 か 大会 社 また は企 業 グル ー プ の系 列 で あ る。

この よ うに,独 立企 業 の場 合 は,両 者 の 区 分 は つ け に く くな って い るの で,JECCで は,企 業 と し

て み る場 合 は,区 分 しな い で集 計 した 。

この よ うに,情 報 処 理 サ ー ビス業 は,新 しい産 業 で あ る。 したが って,経 営 基盤 を確 立 す る に は,

市 場 の確 立,ソ フ トウェ アの 価値 の確 立 と流通 の促 進 等 政府 の振 興 策 が 必要 で あ るが,ま た一 面 にお

い て,顧 客 の 機 密保 護 の体 制 の確 立 も要 請 され て きた。 そ こで,こ の 業 界 を代 表 す る団体 として,社

団 法人 情 報 セ ン ター協 会(45年7月,加 盟会 社110社)お よ び 社 団 法 人 ソ フ トウ ェア産 業 振 興 協会

(45年6月,40社)が45年 に発 足 し,両 団体 の一 致 した 要 望 に よ り上 記 の 目標 が 逐 次具 体 化 しつ つ あ・

る。

ま た,日 本 情 報 セ ンタ ー協 会 は,45年 以 来,毎 年,業 界 の需 要 構 造 調 査 を行 な って きたが,47年 度

は,日 本 情 報 開発 協 会 と 共 同 で,「 情 報処 理 サ ー ビス 業 需要 構 造 調 査 」 を行 な い,48年3月 公 表 し

た 。通 産 省 が 毎 年行 な って い る 「情 報 処 理 実 態調 査 」 にお い て も,同 業界 を注 目 して お り,政 府 施策

に も着 実 に反 映 しつ つ あ る。 以下JECC調 査 か ら計 算 セ ンタ ー お よ び ソ フ トウ ェア開 発 企 業 の 実 態i
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と動 向 をみ るこ と とす る。

調 査 と範 囲 の基 準

調 査 した計 算 セ ン ター は,経 営 主体 別 に みて,次 の 定 義 の 一 つ に該 当 す る もの の み を対 象 と

し,大 学 や その 他 教 育 機 関 所 属 の もの は除 いた 。

(1)コ マ ー シ ャル ・ベ ース に よ り運 営 され る もの。 この 場 合 は,次 の3項 を対象 とす る。

(a)独 立 の計 算 受託 ま た は,計 算 関連 作 業 受 託(例,カ ー ド穿 孔作 業 の受 託)ま た は ソ フ ト

ウ ェア開 発 企 業 と して創 立 され た 法人 ま た は個 人 企 業 。 なお 会計 事 務所 所 属 計 算 セ ンタ ー

は独 立 計 算 受 託 個 人 と して本 項 に準 ず る もの とす る。

(b)電 子 計 算 機 また はPCSの ユ ーザ ーが,計 算 部 門 また はソ フ トウ ェ ア開発 部 門 を分 離独

立 させ 別会 社 とし,コ マー シ ャル ・ベ ース で外 部 の計 算 を受託 して い る法 人 。

(c)ユ ーザ ー の計 算 部 門 が 別 会 社 に は な って い な いが,広 く一般 か らコ マー シ ャル ・ベ ース

で計 算 受 託 を行 な う場 合 。(主 要 な もの に限 る。)

(2)中 小 企 業 等 の 地 域 企業 の合 理 化 促 進 の た め,公 共 機 関 が 運営 す る計 算 セ ン タ ー,お よ び地

方 自治 体 の 共 同計 算 セ ン ター 。

(3)EDPSメ ー カ ー,同 販売 業 者 直 系 の もの 。電 子 計 算 機 お よ びPCS製 造 業 者,販 売 業者

の ユ ーザ ー 支援,セ ール ス ・プ ロモ ー シ ョンを 目 的 と して 運 営 され て い る もの 。 なお,メ ー

カー直 系 の 分 類 基準 と して は,(i)メ ー カ ー の資 本 参 加 が な くて もこれ と製 品販 売 提 携 契 約

を結 ん で い る販 売会 社 の運 営 す るセ ンタ ー,(ii)メ ー カーが 資 本 金 の50%以 上 を所 有 して い

る計算 受 託 企 業 の運 営 す るセ ン タ ーの 二 つ を採 用 した 。

メ ー カー直 系 で ない 「独 立 の計 算 受 託 企業 」566社 にっ い て は,正 確 を期 す るた め に,調 査

票 に よ りデ ー タ を収集 した 。

な お,上 述 の マ シ ンを設 置 して い るセ ン タ ーの ほ か に,マ シ ン を設 置 して い な い ソ フ トウ ェ

ア開発 専 業 企 業 あ るい は ソ フ トウ ェ ア開発 お よ び計 算 受託 を兼 営 して い る企 業 を調 査 し掲 載 し

た 。 しか し,マ シ ン を設置 して いな いソ フ トウ ェ ア会 社 は そ の存 在 を確認 す る有 効 な 手 段 が な

い た め必ず し も全 部 を網 らして い る と はい えな い 。

1経 営主体別分布状況

4-4-1表 は,昭 和49年1月1日 現 在 にお け る計 算 セ ン タ ーの 経 営主 体 別 分 布 状 況 で あ る。
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計 算 セ ン ター を運 営 して い る事 業 体(企 業)数 は,合 計641(前 回調 査 時541)で ,そ の 内 訳 は,コ

マ ー シ ャル ・ベ ース の独 立 計 算 受託 企 業566社(同468社)
,公 共 機 関(公 共 的 法 人 団体 を含 む)の 運

営 す る もの24団 体(同23団 体),メ ー カ ーお よび販 売会 社 直 系 の もの51社(同50社)と な って い る。

こ の1年 間 に,34事 業 体 が 新 た に事 業 を開 始 し,11事 業 体 が解 散 ,営 業 中止,吸 収 合 併 な ど によ っ

て消 滅 した 。 つ ま り年 間 の純 増 は23事 業 体 で あ る。 た だ し,昨 年 の 調査(昭 和48年1月1日 現 在)で

は,77事 業体 の調 査 もれ が あ ったの で,今 回 は これ を含 めて集 計 した。

経 営 主体 別事 業 体 分 布 状況 は独 立 計 算 受託 企 業 が 全 体 の88.3%と 圧 倒 的 に多 く,年 々 その 比重 は高

ま って い る。 しか し,1事 業 体 当 りの セ ンタ ー所 有数 をみ ると,独 立 系 が1.2セ ンタ ー,公 共 機 関 が

1.0セ ンタ ーで あ るの に対 し,メ ー カ ー お よ び関 係販 売会 社 系 列 は3 .1セ ン ター を持 ち,経 営 規 模 が

他 の二 つ に く らべ て約3倍 に達 して い る こ と が わ か る。 この た め経 営主 体 別 所 属 セ ン ター数 で み る

と,メ ー カ ーお よ び関 係 販 売 会 社系 列 の セ ン ター数 は全 体 の18 .1%と 比較 的高 い比 率 を占 めて い る。

今 回の 調 査 に よ る と,わ が 国 で開 設 され て い る セ ン ター は870セ ンタ ー で あ り,う ち687セ ンター

(79.0%)が 独 立 計 算 受託 企 業 所 属 の もの で最 も多 く,年 々 その 占 め る割 合 は増 加 して い る(4-4-

1図 参照)。

4-4-1表 経営主体別 センター分布状況

(昭和49年1月1日 現在)

経 営 主 体 別

1.独 立 計 算 受 託 企 業

2・ 公 共 機 関

3.メ ーカーおよび関係販売会社

事業体(企業)数

()内%

566(88.3)

24(3.7)

51(8.0)

セ ン タ ー 数

()内%

687(79.0)

25(2.9)

158(18.1)

セ ン タ ー の 内 容

ED・・=・1眺 作 業**

505

24

158

64・(・ ・…)187・(・ ・…)1

182

1

0

合 計 687[ 183

(注1)*EDPSを 設 置 して い る場 合 と,EDPSとPCSの 両 方 を設 置 して い る場 合 が あ る
。

**タ ビ
ュ レ一 夕 ー を設 置 して お らず,カ ー ド穿 孔,テ ー プ穿 孔 等 の 関連 作 業 を行 な って い る場 合

。

(注2)ハ ー ドウ ェ アを もって い ない ソ フ トウ ェ ア開 発 企 業 は 含 ま ない 。

こ の1年 間(昭 和48年1月2日 ～49年1月1日)に64の セ ンタ ー が新 た に開 設 され
,12セ ン ターが

営 業 を中 止 した。 した が っ て年 間 の 純 増 は52セ ンタ ー で あ る。 た だ し,昨 年 の 調 査 で は108セ ンタ ー

の 調 査 もれが あ った た め,今 回 は これ を含 め て集 計 した 。

次 に設 備 内容 別 の分 布 状 況 をみ る と,870の セ ン タ ー中EDPSを 設 置 して い る セ ン ター は687カ

所(79.0%),カ ー ド穿 孔 機 か 紙 テ ー プ穿 孔 機 な どだ け を設置 して 計 算 関連 作 業 を受 託 して い る セ ン タ

ー は183ヵ 所(21 .0%)で あ る 。 これ を経 営主 体 別 にみ ると,関 連 作 業 用 機 械(穿 孔 機 等)の み を設

置 して い るセ ンタ ーは,公 共 機 関 に1ヵ 所 あ るの を別 にす れ ば ,す べ て 独 立 計 算 受託 企 業 に所 属 して

い る。 す な わ ち・ 独 立系 の セ ン タ ー687の う ち187セ ンタ ー(26 .5%)は,一 部 に要 員 派 遣 や プ ログ
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ラ ミング,コ ンサ ル テ ィン グな ど を受託 して い る場 合 が あ るにせ よ,一 般 的 に収 入 の大 半 を関 連 作 業

受 託(ほ とん どが 穿孔 作 業 のみ)に 依 存 して い る と考 えて よ いで あ ろ う。

4-4-1図 は,年 別 経 営 主 体 別計 算 セ ンタ ー分 布 の推 移 を示 した もの で あ る。 わ が 国 に お け る計 算

セ ン ター数 は毎 年 着実 に増 加 して お り,な か で もコマ ー シ ャル ・ベ ー ス で運 営 され る独 立系 の セ ン タ

ー の伸 びは著 し く,過 去6年 間 の 平 均 増 加率 は約26%と な って い る。 一方,公 共 機 関,メ ー カーや 関

連 販 売 会 社 の運 営 す る計 算 セ ン タ ー は絶 対数 で は増 加 を続 けて い るが,全 体 に 占 め る割 合 は年 々減 少

して い る。

昨年 の調 査 時 と比 較 す る と,独 立 系 の セ ン ター の 占 め る割 合 が2.5%の 増 加 を示 した が,公 共 機 関

所 属 の もの,メ ー カ ーお よ び 関 係販 売 会 社 所 属 の もの は それ ぞ れ0.3%,2.2%低 下 して い る。

4-4-1図 経営主体別計算 センター分布推移(セ ンター数)

44年

45年

46年

47年

48年

49年

膨 ・三 口 嚇 苦 び関係㎜ 独端 綱 ・

870

2暦 年 別計算 セ ンター開設状況

4-4-2表 は暦 年 別 の計 算 セ ン ター 開 設 状況 を示 した もの で あ る。 これ に よ る と,計 算 セ ンタ ーが

設立 され は じめ た昭 和29年 か ら36年 まで の第1期,計 算 セ ンタ ー の設 立 が軌 道 に乗 り,か な りの テ ン

ポで増 加 しは じめた 昭 和37年 か ら40年 まで の第2期,セ ン ター設 立 の動 向 はお とろ え ない もの の ・設

立数 が定 常 化 して来 た 昭 和41年 か ら44年 ま で の第3期,と い う3段 階 のパ ター ンが うか が え るが,昭

和45年 か らの 第4期 は減 少 の 傾 向 を辿 って い る。

昭 和48年 はや や もち なお して,64セ ンタ ーが 開設 され た。 その大 部分(92%)は 独 立 計 算 受 託 企業
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に所 属す る もの で あ り

ヵ所 に す ぎな い。

公共 機 関 所 属 の もの は1ヵ 所,メ ー カー お よ び関 係 販 売 会社 所 属 の もの は4

4-4-2表 暦年別計算セ ンター開設状況

1暦 年

(昭和)経営主体所
属別

29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48

独 立 計 算 企 業 所 属

公 共 機 関 所 属

メー カーおよび関連販売会社所属

1

0

0

1

0

0

0

0

0「

01

01

14

2

1

2

3

0

0

5

0

2

101225

112

11158

26

3

7

56

3

15

64

4

13

6060

12

2019

58

4

14

51

2

10

3259

01

134

1合 計1・ ・1・「 ・1・1・ 3 ・122128 35「36 74 ・・1・・ ・・レ6 63 45 64

(注)ハ ー ドウ ェア を もって い な い ソ フ トウ ェア開 発 企業 は含 まな い。

3地 域別計算.センター分布状況

通 産 管 区 別計 算 セ ン ター 分 布状 況 を4-4-3表 によ って み る と,札 幌 管 区25(2 .9%),仙 台管 区46

(5.3%),東 京 管 区460(52.9%),名 古 屋 管 区74(8.5%),大 阪 管 区141(16 .2%),広 島 管 区55(6.3%),

四 国 管 区20(2.3%),福 岡 管 区49(5.6%)と 東 京 管 区 に全 体 の過 半 が集 中 し,大 阪 管 区 に約16%が 分布

して い る。 と くに東 京 都 は分 布 数 が もっ と も多 く,311ヵ 所(全 体 の35 .8%)に 達 して い る。

4-4-3表 県別計算セ ンター開設状況

県 名
1セ ン ・-X %

北 海 道 25 2.9

札 幌 通 産 管 区 1 25 2.9

萱葺

笛
福

森
手
城
田
形
島

5

4,

16

4

6

11

0

0

1

0

0

1

6

5

8

5

7

2

仙 台 通 産 管 区 46 5.3

茨
栃静

境
千
束
神
新
山
長
静

奈

木
木
馬
玉
垂
示
川
潟
梨
野
岡

8
6

10

18

15

311

43

16

4

11

18

0

0

1

2

1

35

4
1

0

1

2

9

7

2

1

7

8

9

8

5
2

1

東 京 通 産 管 区 460 52.9

'
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富
石
鼓
塞

山
川
阜
知
重

6

11

4

48

5

0

1

0

5

0

7

2

5

5

6

名 古 屋 通 産 管 区 74 8.5

福
壁
泉
大
兵
奈
和 歌

井
賀
都
阪
庫
良
山

6

3

9

97

21

0

5

07

03

10

112

24

0

0.6

大 阪 通 産 管 区 141 16.2

島
岡
広

山

根
山
島
口

5

10

29

11

0.6

1.2

3.3

1.2

広 島 通 産 管 区 55 6.3

高
徳
愛
香

知
島
媛
川

4

3

7

6

0.5

0.3

0.8

0.7

四 国 通 産 管 区 20 2.3

福
佐
長
官
大
熊
鹿
沖

児

岡
賀
崎
崎
分
本
島
縄

30

2

3

2

3

4

3
2

3

0

0

0

0

0

0

0

6

2

3

2

3

5

3
2

福 岡 通 産 管 区 49 5.6

総 計 870 100.0

(注)ハ ー ドウ ェア を持 って い な い ソ フ トウ ェア 開 発企 業 は含 まな い。

4従 業員数 ・資本金 ・売上高規模別分布状況

今 回,独 立計 算 受 託 企 業 を対 象 に,そ の 従 業 員数,資 本 金 お よ び売 上 高 にっ い て調 査 し,調 査 対 象

企 業 総 数566社 中,そ れぞ れ444社(全 体 の78.4%),433社(同76.5%),397社(同70.1%)か ら回答

を得 た 。 その集 計 結 果 をEDPS設 置 企 業 と関連 作 業 受 託 企 業 とに わ け て4-4-4～4-4-6表 に示

した 。EDPS設 置 企 業 で は受 託 計 算 業 務 が その営 業 の主 体 で あ り,関 連 作業 受託 企 業 は主 と してi穿

孔 作 業(カ ー ド,紙 テ ー プ穿 孔,近 年 は これ に加 えて キ ー ツー テー プ,キ ー ツー デ ィス クへ の デ ータ

・エ ン ト リー)を 主 要 業 務 と して い る。 受 託 計算 あ るい は関連 作業 に必 要 な マ シ ン類 を 保有 して お ら
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ず ソ フ トウ ェ ア開 発 を専 業 と して い る企 業 は集 計 対 象 か ら除 外 して あ る。

4-4-4表 は従 業 員 数 規模 別 に み た独 立計 算 受 託 企 業 の 分布 状 況 であ る。EDPS設 置企 業 ,関 連

作業 受 託 企 業 共,従 業員 数20～49人 の 階 層 が最 も多 い 。従 業 員 数 を回答 した独 立 系企 業444社 中262社

(59.0%)ま でが 従 業 員50人 未 満 であ り,従 業 員 が200人 を越 え る企業 はEDPS設 置 企 業 に お い て

350社 中25社(7.1%),関 連 作 業 受 託 企 業 で は94社 中 わず か3社(3 .2%)に と ど ま って い る。

4-4-4表 従業員数規模 別独立計算受託企業分布

(昭和49年1月1日 現在)(単 位:企 業数)

＼ 従頻数繊
企業形態 ＼

EDPSを 設 置

関 連 作 業

1～4(人)

16

1

5～9

43

2

10～19

61

17

20～49

87

35

50～99

76

25

100～199

42

11

200～299

⊥2

2

300以 上

13

1

合 計

350

94

合

構 成

計1・71・ ・17Sl122i1・ ・1・ ・1'1・1141444

比1・ …)(・ ・…1・ ・7…1・27・ ・)(22…1・ ・・…1・ ・…1・ ・…1・ ・・・…

次 に 資本 金 規 模 別 分 布 状 況 を4-4-5表 に示 した 。EDPS設 置,関 連 作 業 受託 企 業 を あわせ た433

社 中41.6%に あた る180社 が資 本 金1,000万 円以 上5,000万 円未 満 の 階層 に集 中 して い る。 しか しE

DPS設 置 企 業 と関連 作 業 受 託 企 業 と を比 較 す る と,両 者 の 資 本金 規模 に は顕著 な違 いが み られ る。

す な わ ち,EDPS設 置 企 業 で は341社 中,212社(62.2%)ま で が資 本 金1 ,000万 円 以上 で あ るの

に対 し,関 連作 業受 託 企 業 で は この資 本 金 規 模 に 属 す る もの は92社 中14社(15 .2%)に す ぎず,資 本

金1,000万 円 に達 しな い これ 以外 の 企 業78社 の中 で も500万 円未 満 の と こ ろに集 中 して い る。

4-4-5表 資本金規模別独 立算計受託企業分布

(昭和49年1月1日 現在)(単 位:企 業数)

資本金規模

100万円未満

鱗 形態 ＼

100万 円 以上

～
500万 円未 満

500万円 以 上

～
1,000万 円

未 満

1,000万 円

以上.

～
5,000万 円

未 満

5,000万 円

以上
～

1億 円未満

1億 円以上 合 計

EDPSを 設 置

関 連 作 業

2 66

59

61

19

167

13

22

1

23 341

92

合 計 2 125 80 180 23 23 433

構 成 比(%) (0.4) (28.9) (18.5) (41.6) (5.3) (5.3) (100.0)

4-4-6表 は 売上 高規 模 別 独 立計 算 受 託 企 業分 布 状 況 で あ る。独 立 計 算 受 託 企業397社 中
,45.8%

に当 る182社 が 売上 高1億 円 を越 える。 業 務 形態 別 に み る と,売 上 高 に関 して は,EDPS設 置 企 業

と関連 作 業 受託 企業 との 間 に資 本金 規 模 ほ ど顕著 な差 はみ られ な い もの の,売 上 高 が1億 円 を越 え る

の は,EDPS設 置企 業 で は49.5%で あ るの に対 し,関 連 作 業 受 託 企 業 で は32 .6%で あ り,全 体 的 に
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EDPS設 置 企 業 の 売上 高規 模 が 関 連 作 業 受託 企 業 の それ を上 回 って い る。

4-4-6表 売上高規模別独立計算受託 企業分布

(売上高は昭和47年 度)(単 位:企 業数ノ

EDPSを 設置

関 連 作 業 ・

合 計

構 成 比(%)

500万円 未満

6

6

(1.5)

纏::::竃
11

2

13

(3.3)

90

30

120

(30.2)

5,000万 円

以 上

～
1億 円未 満

5δ

26

76

(19.2)

1億 円以上

～
5億 円未満

116

22

138

(34.7)

5億 円以上

～
10億 円未満

24

4

28

(7.1)

10億 円以上

14

2

16

(4.0)

合 計

311

86

397

(100:0)

な お,今 回 の 調 査 で 注意 を ひ いた 点 をい くつ か あ げて み よ う。

① マ シ ン ・ル ー ムの運 営 を包 括 的 に引 き受 け る フ ァ シ リテ ィ ・マ ネー ジ メ ン ト ・サ ー ビス に進 出

す る企業 が増 えて きて い る。

② 規 模 の 大 きな計 算 セ ン タ ーの 中 で,TSSサ ー ビス の分 野 に進 出 す る企 業 が現 わ れて きた 。

③ キ ー ツー テ ー プ装 置,キ ー ツ ー デ ィス ク装 置 を導 入 す るセ ンタ ー が引 き続 き増 加 して い る。
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第5章 諸 外 国 の コン ピュー タ設 置状 況

1世 界 の コ ン ピュー タ設 置状 況

日本 とカナダを除 き諸外国のコンピュータ設置台数に関し正確な統計数値はない。民間調査会社に`

よる各国の推定設置台数を次に掲げる。'

2ア メ リ カに お け る コ ン ピ ュ ー タユ ー ザ ー の 経 費

EpPINDusTRYREPoRT(74-8-2)}こ よ る と,ア メ リカ の コ ン,ピュ.一夕ユ ー ザー の経 費 合

計 は,1958年 か ら1973年 に34.4倍 に増 加 した。

経 費 の項 目別 で は,機 械 設 備 費,人 件 費,そ の他 部 門 が それ ぞ れ%～%を 占 め て い る。

ラ テ ン ア メ リ カの コ ン ピ ュ ー タ

DATAMATION(74年3月)に よ る と,ラ テ ン ア メ リカ にお け るコ ン ピ ュー タの 設 置 台 数 は
,

1970年 にお い て約3,000台 で あ る。

設 置 台 数 の大 部 分 に当 る73%は 小 型 で あ り,23%が 中型,4%が 大 型 で あ る。 そ の設 置 台数 の60%

以 上 が ブ ラ ジル,ア ル ゼ ンチ ン,メ キ シ コの3国 に集 中 し,20%が プ エル トリコ,ヴ ェ ネゼ イ ラ に残

り20%が 他 の16ケ 国 に分 散 して い る。

コ ン ピ ュー タ設 置 金額 か ら見 ると,40%が 公 共 部 門 に ,残 り60%が 他 の部 門 に設 置 され て い る。

ま た ブ ラ ジル を除 い て コ ン ピ ュー タの が80%首 都 に集 中 してい る。

ア メ リカの メ ー カー の 市場 占有 率 は,IBMが70%を 占 め,非 常 に高 い。

ラ テ ン アメ リカ にお け る各 国 の コ ン ヒ。ユー タ産 業 の 開発 潜 在 力 を経 済 力,教 育,技 術 力 を総 合 して

順 位 づ け を行 な うな らば次 の よ うな グ ル ー プに分 かれ る。
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4-5-1表 世 界 の コ ン ピ ュー タ設 置 状 況

1971 1972 1973 1974

日 本 21,649(9月) 23,443(3月)

,

北 米
デ

カ ナ ダ 4,406(5月) 5,736(5月)

. ア メ リ カ 133,250(含 専 61,133(4月)

メ キ シ コ

南 米

ブ ラ ジ ル

560(末)

750(5月)

用)

西 ヨ ー ロ ッ パ

フ ィ ン ラ 、ン ド
¶

ス ウ ェ ー デ ン
、2,241(6月)

、 ノ ル ウ ェ ー

∫
417(6月)

,デ ン マ ー ク

オ ラ ン ダ
.

ベ ル ギ ー }・ ・97・・月 ・

イ ギ リ ス
.

7,441(6月)

フ ラ ン ス 7,605(6月) 9,183(1月)
L

西 ド イ ツ 8,255(6月)

ス イ ス 1,892(6月)
.

1
イ タ リ ー

、

3,615(6月)

4,200(末)
[ ギ リ シ ャ
1

ス ペ イ ン
㍉

1,218(6月)

… オ ー ス ト リ ア
…

ア フ リ カ .

1
,

　 エ ジ プ ト 35
㎡

i モ ロ ッ コ 30

{ ス ー ダ ン 1.,
.

| ナ イ ジ ェ リ ア 10

ア ノレ ジ.エ リ ア 、.35
.層

69(1月)

i 南 ア フ.リ カ
700(6月)

タ

1 ㌦.ケ ニ1・ ア
20 、

1 、

「 タ ン ザ ニ ア 6
..

"

.
ザ ン ビ ア 6

F
'

」
`

エ チ オ ピ ア 4

. ウ ガ ン ダ. 3
; <

中 近 東
,

' レ バ ノ ン 40

ヒ
イ ス ラ エ ル 85(末)

ゴ9)レ'ダ ㌧ジ …

ト ・

.、

3

.

「

. 参

・ イ
∴ ラ ク,. .一.・6、

,-

L噛 、 ,

イ ラ ン 20

ク ウ ェ ー ト

シ リ ア

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

15

4

3
-
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イ ン ド

イ ン ド'

南 太 平 洋

オ ー ス ト ラ リ ア

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

東

ソ ヴ ィ エ ト 連 邦

ポ ー ラ ン ド

東 ド イ ツ

チ ェコ ス ロ バ キ ア

ハ ン ガ リ ー

ル ー マ ニ ア

ブ ル ガ リ ア

ユ ー ゴ ス ラ ビ ァ

パ プ

タ ヒ

東 南 ア ジ

ピ ル

タ

カ ン ボ ジ

南 ベ ト ナ

マ レ ー シ

シ ン ガ ポ

香

台

韓

フ ィ リ ピ

イ ン ド ネ シ

ソ 連

ア

チ

ア

マ

イ

ア

ム

ア

ノレ

港

湾

国

ン

ア

欧

1 1971

130

1

4

1

31

5

11

'25

38

64

32

19

106

27

500

392

120

60

30

1 1972

184(6月)

1,594(6月)

8,000(未)

230(6月)

484(10月)

1 1973

、

1 1974

出 典:1971年=ModornData72年6月,ComputerWortd72年3月IDC71年12月

1972年=カ ナ ダ情 報 処 理 学 会73ComputerCensus,EDPEuropaReport73年6月

1973年=JECC,カ ナ ダ73ComputerCensus,EDPIndustryReport74年4月19日

1974年=通 産 省,EDPIndustryReport74年6月24日

Aグ ル ー プ ア ル ゼ ン チ ン ・ブ ラ ジ ル ・メ キ シ コ

Bグ ル ー プ プ エ ル ト リコ ・ヴ ェ ネ ゼ イ ラ

Cグ ル ー プ チ リ ・コ ロ ン ビ ア ・ウ ル ガ イ ・パ ナ マ ・コ ス タ リ カ ・ペ ル ー ・キ ュー バ

Dグ ル ー プ ニ カ ラ グ ア ・ ド ミニ カ ・エ ク ア ドル ・パ ラ グ ワ イ ・エ ル サ ル バ ドル ・ガ テ マ ラ ・ボ リ

ビ ア ・ホ ン ジ ュ ラ ス

Eグ ル ー プ ハ イ チ
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第5章 諸外国の コンビュー.タ設.置状況

アメ リカの コンピュー タユーザー経費の成長
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消 耗品

27.6%

2301i.万 ドル

保 守 維持 費

5.8%

48百 万 ドル

外 ぴ 費

4.s%

40'ti万 ドル

ソ フ トウ エ ア

外 注 費

o,6%

6百 万 ドル

機 械 設 備費

36%1、

300百 ドル

消耗品
14.6%

595百 万 ドル

保守維nG
10.9%

445百 万 ドル

外注費
一6 .5%

265百 万 ドル

ソフトウエア外注ft
一 〇

,9%

35百万ドル

機械設侮f!'
3?.3%
1520百 万 ドル1～

バ ーz

〉

人件 費

25.2%

210百 万 ドル

1958

合 計tt用

830百 万 ドル

人情 曾

29.S%

1215』百 ドノレ

19G3

合 計 費 用

1075百 万 ドル

消耗 品

s.3%

960fジfiド ノレ

保守 ・維持 費

8.7%』

1008百 万 ドル

外注 パ ン フ トウェ ア 外注 π

6、2%O.S%

71S百 万 ドル90百 万 ドル

外 注費

保 守 畦8持費

10.9%

2166.百 万 ド

機 械 設 備w

40%

466STi万 ド'

人件費

36%
4]ge百万ドル

1968

倍 慣 用
1L600百万ドル

ソ7ト ウ;ア 外 注 費

1、2%

239.百 万 ドル

1300Ci万 ドル

、

人 件費

35.3%

7056百'万 ドノレ

1973

合 計w用

19.96Sfi万 ド'レ

機械口偏費

4-5-2表 中 南 米 の コ ンピ ュ ー タ設 置 台数

「

国 名

ア

ボ

ブ

チ

コ

コ

キ

ド

エ

エ ル サ ル バ

ガ

ノ、

ホ

メ

ノぐ

ノマ

ペ

プ ェ

ウ

ベ

ル ゼ ン チ ン

リ ビ ァ

ラ ジ ル

リ

ロ ン ビ ア

ス タ リ カ

ユ ー ノ寸

ミ .ニ カ

ク ア ド ル

ド ル

ア マ フ

イ チ

ン ジ ェ ラ ス

キ シ コ

カ ラ ガ

ナ マ

ラ グ ワ イ

ル ー

ル ト リ コ

ル グ ワ イ

ェ ネ ゼ イ'ラ

合 計

445

12

754

層52

86

29

40

23

20

21

27

0

16

573

13

28

6

87

300

35

300

小 型

316

12

487

36

50

25

36

22

20

20

25

0

14

398

12

20

6

69

250

31

247

中 型

123

0

202

15

35

4

4

1

0

1

2

0

2

149

1

8

0

17

40

4

44

大 型

6

0

65

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

26

0

0

0

1

10

0

9

出典:Datamation74年3月
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4コ ン ピュー タの設 置 金額 とGNPの 比

4-5-3表 コ ンピ ュー タの設 置 金 額 とGNPの 比

日 本

西 独

イ ギ リ ス

フ ラ ン ス

ソ 連

カ ナ ダ

イ タ リ ヤ

オ ー ス ト ラ リ ヤ

オ ラ ン ダ

ス イ ス

ス ウ ェ ー デ ン

デ ン マ ー ク

ペ ル ギ ー

ブ ラ ジ ル

ス.ペ イ ン

南 ア フ リ カ

オ ー ス ト リ ア

メ キ シ コ

ノ ル ウ ェ イ'

ユ_ゴ ス ラ ビ ァ

そ の 他 合 計

(ア メ リカを 除 く)小 計

ア メ リ カ

合 計

EDP設 置 金 額
73年12月

(単位100万 ドノヒ)

4,922

3,772

3,231

3,012

2,195

1,530

1,329

64b

642

579

459

388

338

330

324

233

181

150

143

135

1,475

26,011

29,942

55,953

GNP
1972(単 位10億 ドル)

341(注1)

292

152

221

549

103

118

52.7

50.0

35.6

43.7

22.7

38.8

49.8

50.7

19.1

22.8

39.6

16.2

23.1

942

3,184

1,155

4,339

EDP/GNP
(%)

1.44

1.29

2.13

1.36

0.40

1.48

1;13

1.22

1.28

1.63

1.05

1.71

0.87

0.66

0.64

1.22

0.79

0.38

0.88

0.57

0.16

0.32

2.59

1.29

出典:EDPIndustryReport1974-8-2

注1:経 済 統 計年 報 に よ る と72年 度GNP95兆5,644億 円



第5部 コ ン ピュー タ適 用 業 務

の具 体 例



152第5部 コ ン ピ ュー タ適 用 業務 の 具 体 例

1首 都高速道路の交通管制 システム

Aシ ステ ム開発 の背景

首 都 高 速 道 路公 団 は,東 京 都 の 区 の存 す る区域 お よび そ の周 辺 の 地 域 に お い て,都 市計 画 に定 め ら

れ た有 料 の 自動 車専 用 道 路 お よ びそ の付 帯 施 設等 の新設,改 設,維 持,修 繕 そ の他 の 管理 を行 な う も

の で あ る,こ の う ち最 も重 要 な 業 務 は,首 都 高速 道 路 の 新設 お よ び改 築 で あ るが,既 供用 道 路 の交 通

渋 滞 現象 の多 発 す る現 状 に お いて は,こ れが 対 策 も重 要 な もの とな って い る。

交 通 管 制 シス テ ムは,高 速 道 路 の規 模 の拡 大 と,こ れ に伴 う交 通 事 情 の 悪 化 に対 応 して,交 通 を適

正 な 状態 に保 つ た め,渋 滞 その 他 の交 通 情 報 を ドライバ ー に 迅速 かつ 正 確 に提 供 す る と と もに,交 通

調 整 の合 理 的 な運 用 を 目的 とす るオ ン ラ イン ・リアル タ イ ム ・シス テ ムで あ る。

この 開発 の た め,公 団 は,昭 和39年 よ り交 通 管制 シス テ ムの調 査 研 究 に着 手 し,44年 には ミニ コ ン

ピ ュー タ を用 いた 交通 情報 収 集 実 験 シス テ ムを稼 動 させ,ま た45年 に は この 実 験 シス テ ムの機 能 を拡

張 して,可 変 情 報 盤 を用 い た交 通 情 報提 供 シス テ ムを完 成 した 。(第1次 シス テ ム)

その後 に お いて も,高 速 道 路 の 延 長 に合 せ て 端 末装 置 の 増 設 を行 な って きた が,ミ ニ コ ンの 処 理能

力 か らみ て,情 報 提 供 の 自動 化,お よ びマ ンマ シ ン機 能 の 強 化 そ の他 の管 制 手 法 の高 度 化 に応 じ られ

な いの で,昭 和46年8月 に,OSの 機 能 と拡 張 性 に優 れ,か つ 階 級構 成 の可 能 な 中型 電 子計 算 機 の 導

入 と,こ れ を中核 とす る新 管制 セ ン タ ーの 設 置 な らびに,正 確 な 交通 情報 の収 集 お よ び提 供 に必 要 な

各 種 端 末 装 置 の増 設 を決 定 し,こ の新 交 通 シス テ ム を(第2次 シス テ ム)4号2期 線 の供 用 開始 時 期

で あ る昭和48年10月 ま で に完成 す る こ とに した の で あ る。

Bシ ステ ムの概要

第2次 シス テ ムは,

(1)情 報 提 供 の 自動 化

(2)交 通 調 整 手 法 の効 率 的運 用

(3)管 制 指 令 業 務 の 能率 向上 と高 度 化

(4)よ り高 度 な シス テ ムへ の 移 行 の た め の開 発研 究

(5)収 集 デ ー タ,運 用記 録 等 の収 録 と解析

な どの 実施 を 目標 と して,設 計,製 作 され た もの で 以下 に その概 要 を述 べ る。

aハ ー ドウ ェア
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5-1-1図 交 通 管 制 シス テ ム ハ ー ドウ ェア ブ ロ ック 図

車両感知器 搬送変調器 一 搬送復調器 一 交通管制用
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シ ス テ ム
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受信増中播
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一交通監視テレビ
操 作 卓

交通 管 制用
M-Mイ ンターフェス =ア

」____1_-L_一
.`

非 常 電話 受 付 卓 ・一 」1
■

搬 。他 受 付 卓 一__」

一 一 一 ー 一 一'
レ ビ

モニ ター

l
CCU

MODEM
可変}トll照3
制御 装 置
N-3室)0/30

～'

CCU
MODEM

汐 カンシステム
H-100
コア16KW

ドラム6姻 Ψ

MODEM
CCU料 金 所

車両感知器
一 送信装置一 受信装置 一

勤加1亥 情報
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空調システム電 源 CVCFω 1
可変情報盤
制御装置

CVCF(2}
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制御装置

第2次 シス テ ムの ハ ー ドウェ アの構 成 を ブ ロ ック 図 で表 す と5-1-1図 に示 す よ うに な る。 これ ら

の構 成 要 素 の 機能 は 次 の通 りで あ る。

① 中央 処 理 装 置

シス テ ムの 中枢 部 で あ る この電 算 機 は,交 通 管 制 に適 した オ ペ レー テ ィ ング シス テ ムを有 す る中 型

制 御 用 電 算機 で あ る。 コ アメ モ リは64K語 で,メ モ リ再 編 成 機 能,オ ン ライ ン と オ フ ライ ンの並 行 処

理 が可 能 なメ モ リ保 護,短 時 間 の停 電 に対 して の 自動 再起 動 機 能 な ど を有 して い る。 また最 大2000点

の車 輌 感 知 器 の デ ー タ を1分 周 期 で 処 理す るた めにDMA(DirectMemoryAccess)装 置 も付 加 され

て い る。主 要 諸元 を5-1-1表 に示 す 。

また 汎用 入 出力 装 置,マ ンマ シ ン シス テ ムお よ び プ ロ セス1/o装 置 の 機 能 の概 要 ば5-1-2表 に示 す

通 りで あ る。

② オペ レー タ コン ソ ール

この シス テ ムで は,'管 制 業務 に お け るオ ペ レ ー タ(管 制 官)の 負 担 を軽 減す る た め に,マ ン マ シ ン

シス テ ムの 機 能強 化 を はか って い る。

この マ ンマ シ ン コ ミュニ ケ ー シ ョン を実 現 させ るハ ー ドウ ェア群 と して は,

イCRTデ ィス プ レイ(オ ペ レー タ コン ソ ール)
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5-1-1表 使 用 コ ン ビ ュ ー)の 諸 元

主 計 算 機 料金所 システム 可 変情報 システム

項 目 TOSBAC-7000/25 HIDIC-100 NEAC-3200/50

語
∋24b・ ・+パ リテ ・

16bit十 パ リ テ ィ

　

116bit
命 令 語1・ 語

1・ 一 ・春著 1・ 語

命 令 数1・ ・3

数 値

1・6 172
2進 並列

言・ 憶 容 ∋64kW

1・進並列 レ進

1・6kW 卜6kW
サ ・ ク ル タ ・ ・1・ ・…

1・・… 1・ ・…

ア ドレ嚇 繍1可 能
い き・・ダ・ … 方式 1・ ア ・レ ス

・モ ・プ ・ テ ・ ・1・28W位
1有(対 艦) 1な・

パ リ・ ・チ ・ ッ ク 已 パ リ・ ・ 奇 数 パ リテ ィ
1・ プ ・ ・ン

回 路 構 成ISSICMSI 11c IC

演 算 の 種 ∋ ・進 鍵 鞭)
1・進(単 倍糎 1・進(単 倍綴)

演 鍵 度 加 減 卜・…
1・6・ … 1・・…

〃 乗 算1…-9・ …
1・・…

8・8μs

〃 除 司 ・・…
i35… 1・7・ …

割 込 レ ベ ル

周 辺 装 置

8～128チ ャネ ル

磁 気 ドラ ム768kW

磁 気 テ ー プ
ラ イ ン プ リンタ な ど

2レ ベ ル ×8要 因
1基 本 ・優先 ・-48

磁 気 ドラム64kW
タ イ プ ライ タ

通信制御装置
タイプライ タ

口

ノ、

・ホ

グ ラ フ ィ ックパ ネ ル

交 通 監 視 用 テ レ ビ

入 路 管 制 お よ び異 状 状 況表 示 盤

1/0タ イプ ライ タ ーそ の他

な どが あ るが こ こで は,そ の 中 心 的存 在 で あ るオ ペ レ ー タ コ ンソ ール につ いて 述べ る。

?tAeレ 一 夕 コ ンソ ール は,CRTデ ィス プ レイ,キ ー ボ ー ド盤,タ イ プ ライ タ ーで 構 成 さ れ て お

り,入 力 キ ー を操 作 す る こ とで,① 入力 キ ー処 理 プ ログ ラム,② 対 話 処 理 プ ログ ラ ムお よ び③対 話 処

理 プ ログ ラ ムを起 動 させ,各 種 デ ー タの イ ン プ ッ ト,CRT上 に結 果 の 呼 出,修 正,な らび にデ ー タ

の プ リン トア ウ ト等 を行 な う機 能 を持 って い る。 な お プ ロ グ ラ ム言 語 には ア セ ンブ ラが用 い られ て い

る。

③ グ ラフ ィ ックパ ネル

グ ラフ ィ ックパ ネル に は,交 通 状 況 表 示 盤 が,環 状 およ び放 射 線 に分 け られ て お り,ま た その右 側



5-1-2表 ハ ー ドウ ェア シ スデ ム の機 能

サ ブシステム 1

中 央 処 理 装 置 オ ン ラ イ ン 入 力 部 オ ン ラ イ ン 出 力 部 マ ン マ シ ン 部 汎 用 入 出 力 部

ジ ョブ 、

O車 両感知器デー タの一次 車輌感知 器に より???を 非常電 話、ITV等 か ら管 必要な情報の記憶 、アウ ト

交通に関する情報の集収
処理

Oマ ンマ シン部か らの事故

自動感知 し、信 号伝送装置

で計算機 システムへ送信 、

制官 が得た情 報 を計算機シ

ステムへ入力する。

プ ッ ト

/ラ インプ リン タ、

情報等の受理 その他の情報の自動感知と 磁 気 テ ー プノ

送 信。

一 オ ンライン入 力部 とマ ンマ
ー

Oグ ライ ックのパネルに計 必要な情報の記憶 、ア ウ ト

交通状態の判定' シン部か らの情報 を処理 し、 算機システムの判定結果 プ ッ ト

交 通 調 整 パ タ ン、 シ ミ, 結果 をオンライン出力マ ン の表示 rラ インプ リン タ、

ユ・レ ー シ ョ ン マ シン郎等へ送 る とともに W気 テ ー プノ

管制手法の決定 一部 はパ ックデータ として
、6シ

記憶す る。"

○制御命令 をマンマシン部 ○計算機 システムの命令 に Oキ ャラクタデ ィスプ レイ 制御結果の記憶 又は、アウ

又はオンライン出力部に 従 って、協示 の点滅若 し に制御内容の提示 トプ ッ ト

可変情報盤の制御 出す。 くは可動 部分 の作動 。 o修iE又 は、変更の処理の /ラ インプ リンタ、

可 変 標 織 〃
Oオ ンライン出力部の監視 o故 障又は異状 を計算機シ

ステムへ報知 。

制御 磁 気 テ ー プノ

入路遮断器 〃 O計 算 機システムのダウン
.

中は手動で端末機器を制
'

御 する。

Oオ ンライ ン入 出力部か ら Oオ ンライン解折 用プロ グ

ラムお よび磁 気テープ、
システムの評 価、改善

管制手 法開発のための

のプ ログラム 、デー タ等

の処理

○ユーザプ ログラムの修正

Oキ ャラクタデ ィスプレイ

に よる計算機 、記憶内容

パ ンチ カー ド等のインプ

ッ ト
処理

追加 の表示同上装置による管 O結 果のア ウ トプ ッ ト

O新 プ ログラムのデバ ック 制内容の掲示

グラフィックパ ネルに計

ハー ドウェア と管制官

等 との コ ミュニケー シ

ョン

卜
.

-

可変情報盤等の操作卓のモ

ニ タランプに よる装置の状

態表示

算機処理結果 および端末

装置の作動状 況の表示
ハー ドウェアモニタに よ

る端末装置の故障表示等

可変標識等 、制御 内容 お よ

び故障状況 のタイプアウ ト

(タ イプライタ)

. -〉 ⊥ 」L-.」 ■ ぺ ■-."一 べ.._・_ir・'r..i.'

日
切
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尋こ入路 管制 およ び事 故表 示 盤 が あ る。

交 通 状 況 表示 盤 に は,赤 黄 それ ぞ れ お よ そ1万3千 個 の発 光 グ イ オー ドそ の他 の ラ')・プ が 使 用 さ

れ,道 路 の 渋 滞 状況,そ の 他 が表 示 され る よ うに な って い る。

④ 車輌 感知 装 置

本 装 置 は ・車 の速 度 ま た は存 在 時 間 お よ び交 通 量 を計 測 し,多 重 搬 送 回線 を介 して 中央 に伝 送す る

シ ス テ ムで あ る。

車 輌 感知 器 に は,ル ー プ式 が用 い られ て お り,一 部 に は超 音 波 式 も併 用 され て い る。現 在 両 方式 あ

わせ て688台 が 設 置 され て い る。

搬 送 装置 は,音 声 周 波数 帯 域 を使 用 した周 波数 偏移 変 調 方 式 で,1回 線 当 り最 大18CHの 情 報 を伝

送 す る こ とがで きる もの で あ る。

⑥ 交 通 監 視 用 テ レ ビ

この シス テ ムは,高 速 道 路 上 に分 散配 置 された109台 の カメ ラを12系 統 の 映 象伝 送 回 線 に 分配 し
,

カ メ ラの選 択 切 替 を手 動 操 作 又 は,計 算 機 出力 で 自動 で行 な う こ とによ り各地 点 の映 像 をそ れぞ れ の'

モ ニ タ ー テ レビ に写 す こ とが で き る もの で あ る。

この シス テ ムの 特長 は次 の 通 りで あ る。

④ 映像伝送方式

(ロ)伝 送 路

の カ メ ラ

⑥ 可 変 情 報盤 シ ス テ ム

この シス テ ムは,本 線上 お よ び入 路 に設置 す る電 光式 ま た は字 幕 式 の可 変 情 報盤 な らびに 入路 近 傍

の 一 般 街路 上 に設 置 す る街 路 可 変 情 報 盤 を有 機 的 に結 合 し,有 線 で遠 隔 自動 制 御 され る もの で あ る
。

この シス テ ム と主 計 算機 との イ ン ター フ ェイス 上 は ミニ コ ンが使 用 され て お り5分 毎 に入力 され る

制 御 信 号 を整 理,翻 訳 し,夫 々 の制 御 系 に分 配 して い る。

可変 情 報 盤 の 制御 方 式 は,1対n制 御 監視 方 式 を と りま た伝 送 方式 に も多数 分 岐方 式 が 採 用 され て

い る。

情報 盤 の表 示 内 容 は,本 線 お よ び 入路 の も の は,最 大10文 字 の 表 示 が 可能 で,「 ○ ○方 面 渋 滞O

k皿 」 な どの表 示 が な され る 。文 字 の構 成 は,コ ア マ ト リクス 方式 で,当 該 ラ ン プの 制 御 部 門 コ ァに

電 線 を通 す こと によ り文 字 を表 す こ とが で きる もの で あ る。

街 路 可 変 情 報盤 は,内 照 式標 識 板 の下 段 に2段 形 状 で 取付 られ,上 段 は 当該 入 路 の 閉鎖 中,下 段 は

伺 じ く,制 限 中 を表 示 す る透光 式 情 報 板 であ る。 この 制 御装 置 に もイ ンタ ー フ ェ イス と同 じ ミニ コン

4MHzベ ー ス バ ン ド直 送 式

CCP～PO.9φ ×6P

(1.5～2.Okm毎 に 映 像 中 継 増 巾 器 あ り)

走 査 方 式;ラ ン ダ ム イ ン タ ー レ ー ス,レ ン ズ25mmF1.4固 定 ハ ウ ジ ン グ1ワ イ

パ ー,デ フ ロ ス タ ー 付

|



157

が 使 用 され て お り,そ の 諸元 も5-1-1表 に示 す 通 りで あ る。

⑦ 料 金 所 トラフ ィ ックカ ウ ンタ ー シス テ ム

この シス テ ムは,料 金 所 の車 線 毎 の 通行 台数 を,料 金徴 収 員 の個 人 コ ー ドナ ンバ ー の情 報 と共 に 中

央 に 伝送 し,そ れ らを中 央 デ ー タ処 理 装 置 にて処 理 し,大 交 替,単 位 時 間 日報,お よ び故 障 記録 な ど

を作 成 す る もの で あ る。 この う ち料金 所 毎 に1分 間 デ ー タ に ま とめた もの をPI!oレ ベ ル で交 通 管 制

用 電 算 機 に出 力 して い る。

bソ フ トウ ェ ア(5-1-2図)

5-1-2図 ソ フ トウ ェア シス テ ム構 成 図

交通管制システム

(1分 間周期)

一 次デ ー タ

処理システム

(1分 間周期)

管制状況表示盤

(30分 間周期)

入 路 管 制

シ ス テ ム

交 通 状 況

監視システム
交通状況表示盤

可 変 情 報 板

制御システム

(5分fU]J岡IVI)

入 路 本 線

可 変 情 報板

街 路

可変情報板

(随

交 通 状 況

監視 テ レ ビ

マ ン ・マ ンン

シ ス テ ム

時)(オ ペレータ コンソール)

C.R,T

オフライン処理

シ ス テ ム

可変情報板
表示内容修正
介 入 制 御

入 路 管 制

内容修正介入
交通状況監ネ見

可 変 規 制
1標 識 ・

異常状況入力

`・ 棚 ・・㊥

1 ll
運用記録日,

週,月 報作成

交 通 デ ー タ

収 集

システムパラ
メータ改善用
データ収集

1
X.Y

プロッタM.T L.P

/

オ ン ライン ・リアル タ イ ム ・シス テ ム の ソ フ トウ ェア は,多 数 の機 能 プ ログ ラ ムに よ り構 成 され■

これ ら は タス ク あ るい は ジ ョブ プ ログ ラム と して,オ ペ レー テ ィング シス テ ムに よ って実 行 が 管理 さ

れて い る。 また これ らの プ ロ グ ラ ム を支援 す るた めの,ロ ー ダ,メ イ ンテ ナ ンス プ ログ ラ ム ・ラ イブ

ラ リその 他 の支 援 プ ログ ラ ム も装 備 され て い る 。

ここで は,紙 面 の 都合 もあ るの で,応 用 プ ログ ラ ムの サ.ブシス テ ム を構 成 す'る機 能 プ ログ ラム群 の

名称 の み を挙 げ る。

①'1次 デ ー タ処 理 シス テ ム

自)車 輌 感 知 器 デ ー タの 計 測
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イロ)計 測 生 デ ー タの集 計 処 理(1分 デ ー タ)

・内 感 知 器 デー タの集 計(5分 デ ー タ)

'⇔ 感 知 器 デ ー タの異 状検 出

㈲ 故 障 感知 器 の バ ック ア ップ(デ ー タ補 完)

内 地 点 デ ー タの 集計,

(ト)地 点 デ ータ の異 状 検 出,

⑨ 交 通 状 況 監 視 シス テ ム

α)区 間 デ ータ の作 成(区 間 密度)・ 一 ・ ,・

(ロ)渋 滞 の 検 出(Q～K相 関 に よ る判 定)

es交 通 状 況表 示 盤 へ の 出 力

・e)ITVモ ニ タ ーの 自動 切替

、㈱ オ フ ラ イン デ ー タ フ ァイル作 成

○渋 滞 記 録

○管 制評 価 記 録,、

内 シ ミュ レー シ ョン シス テ ムへ の オ フ ライ ンデ ー タ フ ァイル の 作成

◎ 可 変 情報 盤 制 御 シス テ ム

④ 表示 要 求 事 象 の 検 出 と分類

(ロ)関 連 情報 盤 の 検 索'

内 表示 文 字 の決 定

←)情 報 盤 へ の 制 御 出 力

㈱ 運用 記 録 の 作 成

④ 入 路管 制 管 理 シス テ ム

この シス テ ム の機 能 は 次 の通 りであ る。

④ 入 路 管 制 パ タ ン系 の選 択

・(ロ)予 定 パ タ ン(次 の 時 間帯 の 標準 予定 パ タ ンの選 択)・

内 予 定 パ タ ンの 修正`'・

←)予 定 実 施 パ タ ンの 決定 ・・.、

㈱ 入 路 管 制 記 録 の作 成 ・

内 マ ン マ シ ン シス テ ムか らの 介入 受付"

○標 準 パ タ ン呼 出

○充 足 率 の 計算

O標 準 パ タ ンの 修正



159

0可 変 情 報盤 制 御 シス テ ムへ の 出力

◎ マ ンマ シ ン コ ミュニ ケー シ ョ ンシス テ ム

α)交 通 状 況 の監 視(各 種 デ ー タ の 呼 出)

(ロ)異 状 事 態 の入 力(事 故 情 報,工 事 情 報)

内 可変 情 報 盤 の制 御(制 御 及 び デ ー タ呼 出)・

⇔ 入路 管制 の実 施 .'

●)現 在実 施 パ タ ンの 呼 出 し

内 予 定 パ タ ンの 呼 出,修 正,適 用

(ト)強 制 介 入

'椀 過 去 デ
ー タ呼 出

⑥ オ フ ライ ン処理 シス テ ム

初 統 計 資 料 作成 プ ロ グ ラ ム

○交 通 事 故 報告

○ 管制 評 価 要 素記 録

○ 可変 情 報 盤 運用 記 録

○ 入路 管制 実 施記 録'

・ ○渋 滞 記 録

但)オ フ ライ ン解析 用 デ ー タ収集 プ ログ ラム

○交 通量 常 時観 測記 録

○任 意 デ ー タ収 集

・内 ア ップ デ ー テ ィング

OQ-K相 関

○流入交逼

○合 分流 比 率

○車 線間 交 通 量 比

○車 線 間速 度 比

Cシ ス テ4運 用 と成 果,

本 シス テ ムの ハ ー ドウ ェア は,昭 和48年9月 末 に完成 し,そ れ 以 後 は,ソ フ トウ ェ アの現 地 デ バ ッ

グ に使 用 され た 。

完 全 な オ ン ライ ン シス テ ム と して の稼 動 は,昭 和48年12月19日 で あ る。 それ か ら今 日ま での 約6ケ

月 間 の 運 用状 況 は順 調 で,ハ ー ドの初 期 故 障お よ び ソ フ トの ミス に よ るシス テ ムダ ウ ンが数 回 あ った
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.が,マ ニ ュアル 操 作 に よ るバ ック ア ップ制 御 で運 用 上 の 重 大 な 支障 は み られず,シ ス テ ムの実 用 性 が

十 分高 い こ とが 確 め られ た 。

以下 に,こ の シス テ ムの運 用概 況 と成 果 につ い て述 べ る。

a組 織

本 シス テ ム は,実 験 シス テ ムの 機能 を拡 張 して作 ら れ た 第1次 シス テ ムの ハ ー ドウ ェア をベ ース

に,新 しい制 御 計算 機 シス テ ム と,交 通 工 学 の最 新 の 手 法 を と り入 れ て 設計 施 工 され た もの で あ り,

ま た,そ の 性 能 が よ り高 度 な シス テ ムへ の移 行 に必 要 な 実 験,開 発 シス テ ム として の機 能 を持 つ もの

で あ るの で,シ ス テ ム構 成 が か な り複 雑 で あ り,か つ その 運 用 のた め の 組織 も多 様 化 して い る。

b成 果

第2次 シス テ ムは,試 験 運 用 の段 階 を脱 して,よ うや く実 用 運 転 の段 階 に入 った とこ ろで あ り,そ

の成 果 は,今 後 の運 用 を通 じて評 価 され る こ とに な る と思 わ れ るが,現 段 階 にお い ての 成 果 を列 記 す

れ ば次 の よ うに な る。

① 渋 滞 情 報 の 質 の 向上

渋 滞 の 原 因 お よ び程 度(渋 滞長)が 提 供 で き,か つ 自動制 御 化 した た め,正 確 かっ 迅 速 に提 供 で

きる よ うにな った 。

② 入 路 管 制 の評 価 に必 要 な機 能 を完 備 した の で合 理 的 な 運 用 が可 能 にな った。

③ 管 制 官 と シス テ ムの マ ン マ シ ン コ ミュニケ ー シ ョンが 円 滑 に行 な え るの で,管 制業 務 を容 易 にか

つ効 率 的 に実 施 で き るよ うにな った。

④ 運 用 業 務 お よ び ハ ー ドの 稼動 状 況 な どに 関す る詳 細 な デ ー タの 収 集 が で きるの で シス テ ム評 価 な

らび に ア ップ デ イ トの実 施 が容 易 に な った 。

D将 来 計 画

交 通 管 制 シス テ ムは,路 線 規模 の拡 大 や 管 制手 法 の 高 度 化 に あわ せ て常 に成 長 す る もの で あ る。 し

た が って シス テ ムの 拡張 につ いて は,設 計 の 当初 よ り十 分 な配 慮 が 必 要 で あ る。 今 後予 想 され る シス

テ ムの 機 能 向上 に 関 す る将 来 計画 は 次 の通 りで あ る。

① シス テ ムの2重 化'

現 在 の シス テ ムは,オ ン ラ イ ン シス テ ム と して は変 則 的 で あ る シ ンプ レ ックス シス テ ムな の で,

シス テ ムダ ウ ン時 や定 期 保 守 時 に お け るバ ック ア ップ を手動 で行 な わ な け れば な らな い不 便 さが あ

る。 した が って主 計 算 機 シス テ ムお よ び可 変 情 報 盤iシス テ ム な どの重 要 な部 分 は,2重 化 す る予 定

で あ る。

② 管 制 手 法 の 高度 化

よ り合 理 的 な,交 通 管 制 の た め に ソ フ トお よ びハ ー ドに 関す る開発 予 定 の 技 術 に は次 の よ うな も
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の が あ る。

イ ラ ンプ メ 一 夕 リング バ

本 線 の交 通 に影響 を あ た えな い で ラン プの 交通 を 円滑 に流 入 させ るた めの 技法 。'

ロ 入 路 閉 鎖

交 通 調 整 の た め に行 な う入 路 の 閉鎖 を 自動 的 に,か つ 安 全 確 実 に行 な うた めの ハ ー ドウ ェア に

関 す る技 法

ハ 情 報 提 供 の多 様 化 と高 度化

よ り多 くの情 報 を タイ ミング良 く提 供す るため の 技 法 と して,

○記 号,色 彩 な ど を と り入 れ る。

○任 意 の文 字,図 形 な どを表 示 で き る安 価 な表 示 装 置 の開 発

○誘 導 無 線 シス テ ムの 導 入 に よ る音 声 情 報 又 は行 先 案 内,う 廻 指 示 の 自動 化

な どの新 しい シス テ ムが今 後 の 研 究 課題 で あ る。

二 交 通 管制 の 広 域 化

管 制 業務 の合 理 化 に は高 速 道 路 と一 般街 路,そ の 他 の 自動 車 専 用 道 路 との情 報 交換 が 必 要 で あ り,i

そ の ため の デ ー タ交 換 セ ン タ ーの 設 置,な らび に ネ ッ トワー ク シス テ ムの確 立 が 必要 で あ ろ う。

管制 シス テ ムの 理 想 的 な運 用 は,こ の様 な広 域 シス テ ムが 完 成 した 時 に は じめ て 可能 に な る と云 え

よ う。
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2電 子技術総 合研究所の パター ン情報処理研究 システム

ElectroCapechnicalLaboratory'sPatternInfomation

ComPutingSystem略 し てEPICS

A開 発 の 背 景

1970年 か ら8年 計 画 で 始 ま った,大 形 プ ロ ジ ェク ト 「パ タ ー ン情 報処 理 シ ス テ ム」 の研 究 開発 に役

立 て る研 究 設 備 と して,電 子 技 術 総合 研 究 所 が 開発,設 置,利 用 す る こ とに な った もので あ る。 この

コ ン ピ ュー タ シス テ ムの 主 要 な 要 素 とな る個 々 の計 算 機 は,1970年 度 の 終 りか ら71年 度 の 前 半 にか け

て 導 入 され た。

一 方 ,こ れ ら複数 の計 算 機 を主 計 算 機 を中心 に チ ャネル レベ ルで 星 形 に結 合 して,集 中制 御方 式 の

研 究 用 コ ン ピ ュー タ ネ ッ トワー ク を構 成 しよ う とい う シス テ ム構 想 は,71年9月 ころ に,ユ ー ザ ー に

開 放 され るべ き機能 の リス トと共 に主 計 算 機 の メ ー カー に電 総 研 か ら示 され た。 約1年 後 に は コーデ

ィング段 階 か らデ バ ッグ段 階 に入 り,73年10月 に は応 用例 と して ひ とつ の研 究 シス テ ムが 稼 動 を始 め

た 。

1973年12月 には2つ め の応 用 例 も共 存 して稼 動す るよ うに な り,74年4月 に は5台 の副 計 算機 が基

本 交 信 レベル を脱 し,高 水 準 の 論 理機 能 が 同 時 に ユ ーザ ー に サ ー ビス され る こ と とな った 。

主 計 算 機 のTSS機 能 につ い て は,72年10月 か ら電 総 研 の建 物 の 中で 端 末8台 規模 で利 用 可 能 とな

った 。 そ の後,グ ラ フ ィ ック端 末 の導 入,増 設,文 字 デ ィス プ レイ 向 きテキ ス トエデ タの新 設 な ど,

ハ ー ド/ソ フ ト両 面 に わ た っ てTSS機 能 は整 備 された 。74年7月 ま で には,TS端 末37台 の 規模 に

拡 大 され る こ とに な る。 う ち4台 は,リ モ ー トバ ッチ端 末 と共 に20㎞ 西 方 の 電総 研 田 無分 室 に置 か れ

て い る。

Bシ ス テ ムの意義,目 的,内 容

a意 義

適 用 研 究 と して は,研 究対 象 の異 な る個別 の研 究 に,文 字,図 形,音 声,物 体 な ど認 識 の た めの パ

タ ー ン処 理 の ほか,自 然 言語 の処 理,新 しい情 報 シス テ ムの た め の シ ミュレ ー シ ョンや プ ログ ラ ミン

グが あ る。 これ らの処 理 需 要 に応 え るに と どま らず,個 別 の 研 究 間 の イン タ デ ィシプ リナ リな相 乗 効
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果 を上 げ るた めの 具体 的 な共 同 の 場 を コ ン ピ ュー タ シス テ ムの申 に実 現 す る こ とに意 義 が あ る。.

っ ま り,情 報 処 理 技術 の 研 究 開 発 の 方法 に現 代 的 な 手 法 を と り入 れ,個 別 の研 究 を進 め る こ とが,

そ の ま ま現代 的手 法 の 洗練 に繋 が り,逆.に そ の成 果 が 個 別 の研 究 を高 度 にす るた め の武 器 に な る こと

を意 図 した の で あ る。 さ らに,ア ー キテ ク チ ャの異 な る他 社 の計 算 機 との 間 に通 信 機 能 を付加 す るこ

と に も,先 駆 的 な価 値 と意 義 を見 る ことが で き る。

b目 的

EPICSは 共 同利 用 の オ ン ライ ン実 験 用計 算 機 複 合 体 で,そ の 目 的 は,大 形 プ ロジ ェ ク ト.「パ タ

ー ン情報 処 理 シス テ ム」 の 研究 開発 を長 期 に亘 っ て強 力 に展 開す るに あ た り,現 在 利 用 可 能 な 高 水準

の 技 術 を駆 使 す る こ とに あ る。 した が って,EPICSは 量 的な規 模 の上 で も質 的 な機 能 の 上 で も新

し い性 格 の もの で,か つ早 期 に開 発 され た もの で あ る。

c内 容

主 計 算機 に は次 の よ うな フ ァシ リテ ィを追 加,強 化 した 。定 常 的 な サ ー ビス 業 務 は ア カ ウ.ン トだ け

に 限 られ て い る。

(1)副 計 算機 接 続 の た め の チ ャネル として計 算 機 通 信制 御 装 置 ρCCお よ び各 計 算 機 用 アダ プ タ6台

く2)CCCに 対 す る入 出力 ス ーパ バ イザGCOM約6.5kWをOS常 駐 部 に追 加

く3)リ モ ー トバ ッチ,お よ び逆 リモ ー トバ ッチ処 理 の た めの ジ ョブ入 力,ジ ョブ 出力 プ ログ ラ ム

{4)ジ ョブ間 交 信,計 算 機 間交 信 の た め のサ ブル ー チ ン群EPICS-IOCS6kWと その 管理 プ

ログ ラムEPICS-EXEC16kW

{5)グ ラフ ィ ック端 末 とそ の制 御 プ ログ ラム。 この追 加 に伴 うTSS管 理 プ ロ グ ラ ムの修 正 。

〈6)FORTRANの サ ブル ー チ ン に は次 の4種 を 開発 導 入 した 。

●XYプ ロ ッタ用 の パ ッケ ー ジ3種

O大 形 プ ロ ジ ェク ト仕様 の デ ー タ形 式 を扱 う平 面 濃 淡 図 形入 出力 ル ーチ ン

⑯ 同 じ く画 像処 理 用 のPAX

● グ ラフ ィ ック端 末 制 御 用 のPLOT-10

(7)連 想 デ ー タ記述 シス テ ムADDS

〈8)会 話形 プ ログ ラ ミング言 語LISP1.6

〈9)一 般 問題 向 き言 語ALGOLN

㈹ 文 字 デ ィス プ レ イ向 き編 集 コ マ ン ドTEXT

OI)問 題 解 決形 言 語Micro・PLANNER

倒 シス テ ム状 態 の表 示 およ び集 計

上記 の う ち,ア ダ プ タはCCCと 各 副計 算 機 の 間 にお か れ,そ の 一部 はカ プ ラ と呼 ばれ て 副計 算 機

の アー キ・テ クチ ャの相 違 を吸収 して い る。交 信 の 起 動 を ど ち ら側 か ら も可能 とす るた めに,起 動 の衝
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突 を避 け るた め の独 特 の 工 夫 が な されて い る。

上 記 の ほか,各 副計 算 機 に お いて は,個 別 の 研究 対 象 の 処 理 に応 じた プ ログ ラ ムが開 発 さ れ て お

り,副 計 算 機 に は それ ぞ れ 特有 の ア クセ サ リ類 が接 続 され て い る。

Cシ ス テ ム 開 発 主 体 お よ び 協 力 者

開発 主 体 者 は電 総 研 で あ るが,通 産 省工 業 技 術 院が 行 な って い る大 形 プ ロジ ェ ク トの中 の 電総 研 が

引 き受 けて い る部 分 に,研 究 項 目が 設 け られ て い る。研 究 的 要 素 が 多 い か らで あ る。 シス テ ム開 発 に,

は,3部10研 究 室 が 実 質 的 に 関係 し てお り,開 発 運 用 の た めの 特 別 の 組 織 は作 られ て い ない が,プ ロ

ジ ェク ト リー ダ ーの もと に使用 者 間 の調 整 を行 な う場 が設 け られ て い る。

プ ラ ンニ ング は指 名 され た数 名が 研 究 項 目を担 当 して行 な って お り,個 々の 開 発 項 目はそ の都 度 担

当 者 が指 名 され る。 開 発 体 制 は柔 軟 で形 式 は定 ま って いな い。所 内 の研 究 者 が 行 な う もの に応 用 プ ロ

'グラムの 大部 分 と外 注 の 仕 様 作 りが あ る
。 マ ス タ モー ドのOS変 更 を伴 う もの の 多 くは主計 算 機 メ ー

カ ー に依 頼 して お り,前 記(1)～(5)お よ び⑩,㈲ が それ で あ る。

直 接購 入 した プ ロ グ ラ ムの 例 は(6)に多 い 。(7)は外部 業 者 に注 文 した もの で あ り,(8)は 主計 算 機 メ 〒

カ ー を通 して そ の下 請 業 者 の 協 力 を あお いだ 。研 究 的 な側 面 に は外 部 の研 究 機 関 も参加 し て お り,

(9),'(11)がその よ い例 で あ る。

Dシ ス テム適用 開始 時期

71年3月 主計 算 機 の レ ン タル を 開始 して 以 来,電 総 研 の建 物 内 へ の 設 置,適 用,開 発,拡 張 な どが

ハ ー ド/ソ フ ト入 り乱 れ て続 々 と繰 り返 し行 な わ れて 来 た 。 シス テ ム負荷 の伸 びが ね て来 た の は73年

11月 ころか らで あ る。計 算 機 間 通 信 を用 い る負荷 は,73年7月 こ ろか ら他 の処 理 との 共存 が 可 能 とな

り,73年11月 こ ろか ら急 に上 昇 して い る。

GCOMの バ クカ ー ブ に よ る と73年9月 末 と12月 末 に ピ ーク の あ と,74年3月 の小 さな ピー ク を も

って大 きな 問題 は克 服 され た とみ られ て い る。デ バ ッグ時 間 もバ ッグ 当 り2週 間 の もの が半 年 の 間 に

2日 に縮 ん で きて い る こ とか ら,本 格 的 利用 時期 は昭和74年4月 か ら開始 され た とい って よ いだ ろ う。.

TS機 能 につ いて は,ア ク テ ィブユ ーザ ー数 が 年2倍 の 伸 び を依 然 と して み せ て い る。窓 口受 付 け

に よ るバ ッチ処 理 件 数 は,当 初 の75%か ら最 近 の20%と 顕 著 な 減少 を みせ,逆 に端 末使 用 に よ る処理

件 数 が 一 方 的 に伸 び て い る。TSSベ ース の 適用 が 徐 々 に始 ま った の で あ る。 研 究 成果 の相 乗 的相 互

利 用 は,ま だ規 模 が 小 さ く,現 代 的 な研 究 業 務へ の適 用 は未 だ 未 熟 で あ る とい えよ う。

E他 の シス テ ムとの 関係

オ ン ライ ン的 な 関係 は,電 総 研計 算 セ ン タ ー所 属のHITAC-8410と の 間 に計 画 され て い る。 この
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計 算 機 で は漢 字 仮 名 ま じ り文 によ る 自然 言 語 処 理 の 設 備や イ ン タ ラ クテ ィブ グ ラ フ ィック ス な どの 設

備 を もち,成 果 の相 乗 的相 互 利 用 が 期 待 され て い るか らで あ る。

端 末 イ ンタ フェ ース を通 して,ミ ニ コ ンを接 続 す る研究 が所 内2個 所 で進 ん で い る。1つ は シス テ

ム外 部 性 能 の 測定 用 で あ り,他 の1つ は ア ドレスパ タ ンな どの 内部 性 能 の 測定 用 で あ る。

電 総 研 外 部 との オ ン ラ イ ン的関 係 の 計画 は具 体 化 して い な い 。主 計 算 機 と同機 種 を もつ 研究 機 関 の

成 果 を導 入 した例 がPAXとALGOLNで あ る。 国 外 の研 究 機 関 か らLISPで 書 か れ た高 級 プ

ログ ラ ミング 言 語CONNIVERを 導 入 す る作 業 は 進 ん で い る。 電 総 研 でEPICSの 上 に開発 された プ

ログ ラムの デ バ ッグが 進 むに つ れ て国 内の 研究 教 育 機 関 との交 流 は オ ン ラ イ ン接 続 を含 めて促 進 され

る もの と思 わ れ る。 そ して そ れ が現 代 的研究 手法 の洗 練 に もつ な が り,将 来 の新 しい情 報 シス テ ムへ

の 提言 とな って い く筈 で あ る。

Fシ ステ ム適用 の効 果

現 在 ま での 適 用効 果 は次 の3っ に集 約 で きる。 も っ と も,シ ス テ ムを導 入 しな か っ た場 合 の 研究 の

展 開 につ い て は想 像 す るこ と も困難 な く らいで あ る か ら,導 入 した シス テ ムの使 い方 に論 点 を しぼ

る 。

aパ ター ン認 識 に 特有 の大 量 高速 処 理

パ ター ン情報 は一 般 に デ ー タ量 が多 く,例 え ば 文 字,図 形,物 体 の よ う な 視 覚 情報 は画 面 を縦

横2,000点 に 区切 って1点 につ き1バ イ トの 濃 淡 情 報 を処 理 す る には,一 画 面 の 処理 に4MBの デ ー

タ を扱 う こ とに な る。 実 際,文 字 認識 の研 究 に お け る 手書 き文 字 情 報 の デ ー タバ ンク は磁 気 テー プ

200巻 を越 え る程 で,1つ の ア イデ ア に基 く実 験 で もテ ー プ6本 を使 いCPU時 間 が1時 間 を越 え る

巨 大 な プ ログ ラ ムを実 行 しな け れ ばな らな い 。

過 去2年 間 の経 験 に よ る と,負 荷 の 分 担 は

主 計 算 機 側 ・ネ ッ トワー クの制 御

・オ ン ライ ン フ ァ イル の管 理

・高 速 大 容 量 の デ ー タ処 理

・高級 プ ログ ラ ミング言 語 処 理

・TSSに よ る プ ログ ラ ミン グ

副 計 算 機 側 ・パ タ ー ン情 報 の 入 出力

・ノ イズ 除去 な どの入 出力 情 報 の 局所 的処 理

・ユ ー ザ ー との イ ンタ フェ ース

・分離 独 立 系 として の処 理,

と整 理 され て きた 。
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bTSSに よ る成 果 の 相 互 利 用

シ ス テ ム開 発 の専 従 者 は,こ の よ うな 先 進 的 な シ ス テ ムで は求 めて も発 見 で きな い 。利 用 者 が 同 時

に 開発 者 で もあ る。 そ の よ うな 例 は まだ 小 規模 に しか見 られ な いが,す で に い くつ か指 摘 で き,今 後

爆 発 的 に拡 大 して い く傾 向 を強 く見 せ て い る。

1つ の例 と して,平 面 線 図形 の 扱 いか ら自然 言語 処 理 へ の 研究 の連 繋 的 発展 が あ る。計 算 途 中 結 果

の概 略表 示 を得 た いた め の,グ ラ フ ィック端 末 の 導入 が その 発 端 で あ る。 機種 選 定 → 制 御方 式 の設 計

製 作 → サ ブ ル ー チ ンパ ッケ ー ジ の購 入 →座 標 入 力 ル ー チ ン の試 作 →平 面 線 図形 作 図 ル ーチ ンの試 作 →

平 仮 名 フ ォ ン トの作 成 →漢 字 フ ォン トの購 入 → 漢 字 プ リン タ用 ユ テ ィ リテ ィの 開発 → 自然言 語 処 理 に

お け るデ ー タ形 式 の設 計 → … … これ らが,そ れ ぞ れ 別 々 の研 究 者 の 間 を リレー され なが ら約1年 半 で

多 数 の 研 究 者 の共 通 イ メ ー ジ醸成 に まで 進 んだ の であ る。 あ らか じめ キ ッチ リした計 画 を立 て る とい

うア プ ロー チ よ り優 れ て い る手 法 が あ るの で あ る。 事 前 に イメ ー ジ を具 体 化 す る こ とが,研 究 の性 質

上 不 可 能 だ か らであ る。

も う1つ の 例 と して,会 話 型 コ ンパ イ ラの製 作 が あ る。LISP1。6イ ンタ プ リン タの製 作 は当初 バ

ッチ処 理 ベ ース で 行 な わ れ て いた 。 バ ッチペ ース の デバ ッグに は 当事 者 以外 の人 の 知 恵 を導 入 しに く

い とい う欠 点 が あ り,途 中か らTSSベ ース に切 換 えた 。 その方 が能 率 が上 るか らで あ る。 一 方 で,

LISP1.5イ ン タ プ リンタ でMicro-PLANNERの 言 語 プ ロセ ッサの 試 作が あ る研究 者 の手 で 始 め

られ,間 もな くTSS上 でLISPL6担 当 者 との協 同 作 業 とな っ た。両 者 は互 い にデ バ ッグ情 報 をオ

ン ラ イ ン フ ァ イルの 上 で 参 照 しなが ら表 面 上 は独 立 に仕 事 を進 め る こ とが で きた の で あ る。LISP

1.6の コ ンパ イ ラ設 計 にあ た って は,こ の経 験 が も りこまれ,現 在 で はMicro-PLANNERがLISP

1.6コ ンパ イ ラで実 行 され るま で に至 った 。 この よ うにTSSを 通 して相 互 に経 験 と成 果 を交換 した

た め,会 話 型 コ ンパ イ ラの 本 質 的 問題 点 の指 摘 とその 解 決 が可 能 とな り製 作 が 早 め られた の で あ る。

この現 代 的 な手 法 を拠 り所 と して,現 在 さ らに高 級 な人 工 知 能 用言 語CONNIVERの 実現 手法 が 探

られ て い る。

c研 究 者 の態 度/体 制 の変 革

EPICSの よ う に コ ン ピ ュー タパ ワー をTSSベ ース で,大 幅 に それ もイ ン タ ラク テ ィブ に利用1

で き るよ うに な ると きの研 究 者 側 に与 える イ ンパ ク トに は2つ あ る。 それ は研 究 の 内容 が アル ゴ リズ

ム に偏 重 して い くこ とと,シ ス テ ム を通 して 誰 が 何 を しよ うと して い るか が露 見 して しま う こ とで あ

る。

成 果 の 相 互利 用 は促 進 され るが,他 人 に利 用 で き るよ うな形 で 成果 を ま とめ な け れば 成果 とみ な さ

れ な い こ と にな る。従 来 は,他 人 に利 用 され な くて も,斬 新 な考 えに よ る もの で あ れ ば学 会 で は研 究

成 果 と認 めて い た 。 したが って,評 価 の 考 え方 が 新 しい もの に変 革 され ねば な らず,そ ん な 新 しい考

え方 に基 く評 価 が ま か り通 るよ うに研 究 体 制 が変 革 され ね ば な らな い 。
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研 究 の 内容 が アル ゴ リズ ム に偏 重 して い くこ とは,研 究 の高 度 化 に は便 で あ るが,成 果 が 適 用 さ る

べ き現 場 か ら遊 離 しか ね な い。 しか し,現 代 の よ うに研 究 が 加 速 化 され大 規 模 に展 開 され る時 代 を 乗

り切 る方 便 のiつ で は あ ろ う。っ ま り,現 場 に適 用 す るた めの 研 究 が別 人 の手 によ っ て進 め られ る こ

とを期 待 して,少 な くと も利 用 可 能 な 形 で技 術 を実 現 す る こ とで 満 足 せ ざ るを得 ない の で あ る。

シス テ ムオ ーバ ー フ ロー を避 け るた め に も,共 用 す る シス テ ム資 源 の状 態 を逐 次知 られ な けれ ば な

らな くな る。す る と,逆 に他 人 を評 価 す る機 会 に も恵 ま れ る こ とにな り,ユ ーザ ーは他 人 の 仕 事や 他

人 の 目を意識 しなが ら優 秀 な利 用 法 を工夫 しな けれ ば な らな くな る。 この事 情 をよ く理 解 す る こ とが

研 究 者 に要請 され,情 報処 理 技 術 が さ らに進 歩 す れ ば,こ の わず らわ し さは減 少 す るだ ろ うが,現 代

は逆 に このわ ず らわ し さが 技 術 の進 歩 の原 動力 に な って い る。

G将 来 シ ス テ ム ・ レ ベ ル ・ア ッ フ.の予 定

具 体化 した計 画 は な く,む しろ表 面 的な 長 期計 画 で は1975年 度 末 に撤 去 す る予 定 で あ る。一 方,現

在 の 経験 を発 展 させ て,ユ ー ザ ー数45名 を電総 研 情 報 処 理 関 係研 究 部 全 員150名 に拡 大 した い とい う

要求 が研 究 者 側 に は強 くあ る。

見 当 と して 考 え られ る こ とは 次 の い くつ か で あ る。

・1977年 に リプ レー スす る。

・需要 は現 在 の 約5倍 に な る。

・多 人数 が1日20時 間 以 上 使 用 で きる もの 。

・プ ログ ラ ミング な どで き るだ け イ ン タ ラク テ ィブ に利 用 で き る もの とす る。

・比率 は小 さいが,リ アル タ イ ム的要 求 の強 い負 荷 もあ るの で,こ れ に応 え るモ ー ドを実現 す る。

・定常 サ ー ビス業 務 とは 相 い れ な い ので 情 報処 理 研 究 専 用 の もの とす る 。

・フ ァイ ル は10ギ ガバ イ ト級 で あ る こ と。

・ハ ー ド,ソ フ ト共 に再 構 成,部 分 的改 善 を絶 えず 続 け られ る もの とす る。

・開発 調 整 に手 ぬ か りな い よ う事 前 に契 約 す る こ と。

H人 と の イ ン タ フ ェ ー ス

a言 語

パ ッ チ の プ ロ グ ラ ミ ン グ 言 語 に は,FORTRAN,COBOL,ALGOL,JOVIAL,PL/1,ALGOLN・

LISP1.6が あ り,TSSに はLISP1.6,BASIC,FORTRAN,TEXT,Micro-PLANNERが あ る ・

TSSで は,こ れ ら の 他 に コ マ ン ド言 語 と し て オ ン ラ イ ン フ ァ イ ル を イ ン タ ラ ク テ ィブ に 扱 う た め の

EDITOR.ACCESS,SCAN,RUNOFF,バ ッ チ と連 絡 す るCARDIN,ロ ー ド モ ジ ュ ー ル を 扱 う

LbDXな ど が あ る。
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特 にLISP1.6は トレーサ な どの イ ン タ ラク テ ィブな プ ログ ラ ミング サ ポ ー トを充 実 して い る。

b入 出 力 機 器

重 要 な もの はデ ィス ク フ ァイル とTS端 末 だ け とい う思 想 でつ らぬか れ て い る。例 えば カー ド リー

ダ/パ ン チ共 に1台 の み,テ ー プデ ッキ もわず か に6台 で しか もその う ち1台 は アカ ウ ン ト専 用 に し

て い る。

紙 テ ー プ リー ダ/パ ン チ はTSSの テ レタ イ プの もの で 間 に合 わ せ て い る。 ラ イ ンプ リンタ は画 像

や文 字 の処 理 にあ た っ て模 様 を大量 に プ リン トす る こ とが あ るの で,2台 お いて あ るが,確 か にハ ー

ドコ ピー に頼 らず にTSを 使 う方 向 に大 き く使 い方 が 変容 しつつ あ る。

TS端 末 はテ レタ イ プ,文 字 デ ィス プ レイ,グ ラ フ ィック端 末 の3種 を使 って い るが,キ ー配列 な

どの 使用 法 は共通 す る必 要 が あ る こ とが 経 験上 明確 にな った 。

特 殊 な もの と して は,副 計 算 機 に は研 究対 象 固 有 の アク セ サ リ類 が,主 計 算 機 にXYプ ロ ッタ,漢

字 プ リン タが あ る。

1シ ス テ ム負 荷 の 特 性`

過 去 半 年 間 の 実 績 に よ る と,8時 間平 均 値 で バ ッチ ジ ョブ336個,ロ グ オ ン度 数134個 で あ る。バ

ッチ ジ ョブ特 性分 布 の 山 は,プ ログ ラム サ イズ で31kW,実 行 時 間 で4秒 の所 にあ り,分 布 形 はいず

れ も長 くて 大 きい方 へ 尾 を引 い て い る。

ログ オ ン当 りの コマ ン ド数 は31個 で,コ マ ン ド当 りの処 理 時 間 は約2秒,転 送 文字 数440字,デ ィ

ス ク 呼 出 し回 数約8回 で あ った 。応 答 時 間 の変 動 は,ア ク テ ィブユ ーザ ー数12名 の状 態 で通 常2～3

倍,ま れ に5～6倍 で あ っ た。

ユ ーザ ー数 は90名,グ ル ープ/個 人 の 登 録数 も同 じ く約90個 で あ る。面 白い こ とに,コ マ ン ド申 ユ

ー ザ ー プ ロ グ ラ ム を実 行 させ る もの は,ロ グ オ ン当 り3個 で,変 動 は非 常 に小 さい 。

月 当 りの 稼 動状 態 は,電 源 投 入 が500時 間,シ ス テ ムサ ー ビス 時 間360時 間,ラ プ ス時 間(プ ログ

ラ ムが主 メ モ リに 居 た 時間)290時 間 で,ソ フ トウ ェア に よ るダ ウ ンは月7回,ハ ー ドウ ェア によ る

ダ ウ ンが 月3回 で あ る。 ソ フ トウ ェア に よ る もの は全 て,GCOMに よ る もの で,商 用 のGCOS皿

の バ ッグ は2年 半 の 間 に た った2個 しか 発 見 されて いな い 。

Jプ ログラ ム構成

EPICSシ ス テ ムで実 現 出 来 る機 能 を大 別 す ると,以 下 の通 りで あ る。

a)リ モ ー ト ・バ ッチ の機 能 … … 副計 算 機 か ら主 計 算 機 へ の ジ ョブの 入力 及 び副 計算 機 へ の ジ ョブの

出 力 。

b)副 計 算機 の プ ロ グ ラ ムが主 計 算 機 の フ ァイル を 自 由 に使 用 で きる機 能 … … この機 能 に よ り,副 計
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算 機 で 不 足 して い る デ ー タの蓄 積 を主計 算 機 の フ ァイル に付 加 させ え る こ と とな る。

C)副 計 算 機 の プ ロ グ ラ ム と主 計 算機 の プ ログ ラ ムが 自由 に デ ー タ を交 換 で き る機 能 … … この機 能 に

よ り,ユ ー ザ ー は 自由 に,各 々の 計 算機 の もつ 特 徴 的 機 能 を使 用 し,か つ 相互 に デ ー タ を送 り合 っ

て処 理 が 行 な え る。

d)副 計 算 機 の プ ログ ラ ム と他 の副 計 算機 の プ.ログ ラ ムが 自由 に デ ー タ を交 換 で き る機 能 。

e)副 計 算 機 の 持 つ フ ァイル に対 して,他 の副 計 算 機 内の プ ログ ラム,あ る いは 主計 算 機 の プ ログ ラ

ムか らア ク セス が で き る機 能 。

f)副 計 算 機 の プ ログ ラム あ るい は,主 計 算 機 の プ ログ ラ ム同 志 の 同期 の管 理 を行 な う機 能 。

主計 算機 内 のEPICSコ ン トロ ール ・シス テ ムの構 成 は,下 図 に示 す通 りで,OSの 常 駐 部 に,

副 計 算 機 との入 出力 を監 視 及 び サ ー ビス す るGCOM(5kW)が 含 ま れ て い る。GCOM以 外 の

EPICSコ ン トロ ール ・シス テ ム は全 て 必 要 な 時 の み コ ア に入 り,そ のサ ー ビス を行 な う。

内訳 は,次 の よ うにな る。

1)

2)

3)

4)

5)

*EPC*:EPICS-EXECUTIVE… …全 て の 要求 を集 中 して 管 理 す る。

*EGIN:REMOTEBATCHINPUT… … サ ブ計 算 機 か らプ ログ ラム を入 力す る。

*EGOT:REMOTEBATCHOUTPUT… …2)で 入 力 した プ ログ ラムの 出 力 を 出す 。

*EACT:ACCESSFILE… …パ ーマ ネ ン ト ・フ ァ イル の 呼 出 し,作 成 な どを行 な う。

:ユ ー ザ のJOB… …EPICSの 機 能 を実 行 す る。

5-2-1図 プ ロ グ ラ ム 構 成
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5-2-1表EPlCSシ ス テ ム 性能 表

型名
TOSBAC TOSBAC

「
PDP一 NEAC一 HITAC FACOM llITAC

一5 ,600/170 一3.400/41 11/45 3.20ρ/50 一8350 一230/35 一8 .410(2台)

アイバイス

・主 メモ リ

容 量 256kW36b 64kW24b

.

ぱ.㌘ 〕
48kB 196kB 96kB

〔慧 。,〕

サイクルタイム 0.5μs/W 0.8μs/W

[1鷺,B|
0.9μS/2B 1Aμs/4B 0.5μs/2B

[ぷ;、 〕
・デ ィ スク

寄]1t 1,064MC6b 2.400kW
、2AMB

2AMB 58MB LO48kB 58MB

70m8 10ms

平均 ア クセス

転 送 速 度

38.5m8

1.076kC/8

85m8

48kW/6

90kW16b/8、

512kB'

70ms

90kW16h/8
P

ユ85ms

312kB/8

270kB/s

53MB

87.5ms

156kB/s

160m3
90ms

50kW/s. 260kB/s

・磁 気テー プ
F

デ 形 キ 数 2 4 22 4 2 2 6

デック カー トリッ ジ 9 9 9

ト ラ ッ ク'数 97 7
カー トリッジ

1.500B/8 30kB/s 22kB/s 60kB/s

転 送 速 度 160kC/s 2gkC6b!8 5kW/●

120kC/8 L500B/a

・カー ドリーダー

台 数

枚/分

2

900

,

1

400

1

300

1

400

1

300

11

7501,470

・ラインプ リンタ

ム'数 2 1 1 1 1 1111
口

行/分
.1

,200 790 600 600 1,000 440 6251,250

・コ ンソール

字/S 15 9 30 10 20 8

・カー ドパ ンチ
100

枚/分 200

・紙 テープパ ンチ

字/S 工50 50 150 100

・紙 テー プ リー ダ -

字/S 500 300 300
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720ロm

0.1随

305mm

0.2如m

264mm.

F
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・グラフ ィッ ク
.

-
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2

台 数 1 1 2 1 1

・その 他 文字アイスプレイ デー タタプ レ ッ ラインプ ッ ドキー アナログ入出力 スリ ッタ. 音声入力装置 漢字ディスプレ

① 8台

240字/●

ト

2,047×204点

ボー ド 制御装置(TV
.

カメラ、電子楽 250kB/5

イ

30kB/8

1 200点/5 器等)'

② グラフィック端末 グラフィック端末 カラーデ ィスプ 視覚処理装置 グラフィ.ックラ・
F

(テ ク トロ)16台 (テ ク トロ) レイ 250kB/s インプ リンタ

240字/5 960字/8

③ テレタイプ端末 7ラ イングスポ イメー ジスキ ャナ 高度並列演算装 シー ンアナ ライ 音声合成器 ビデオデータ問
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L設 置 場 所

東 京 都 千代 田区 永 田 町2-6-1電 子技 術 総 合 研究 所

M`シ ス テ ム フ ロ ニ

EPICSユ ー ザ が 交 信 す る 方 法 に はEPICSマ ク ロ を 使 用 す る もの と,G-COMマ ク ロ を 使 用 す る も

の と に 分 れ,前 者 は 一 般 ユ ー ザ ー が,後 者 は ス ペ シ ャル ・ユ ー ザ ー が 使 用 す る 。

5-2-3図 シ ス テ ム フ ロ ー
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3東 急不動産株式会社の加入電話網 を利用 したオ ンライ ンシステム

Aシ ステ ムの背景

東 急不 動産 は,不 動 産 の 売 買 物件 の情 報 検 索 な ど に コ ン ピ ュー タ を利用 して,近 代 的 な不 動 産 流 通

機構 の 整 備 を 図 るた め,昭 和45年 に業 界 初 の オ ン ラ イ ンに よ る不 動 産 情報 シス テ ム を開発 した。 これ

は本 社 にあ るコ ン ピ ュー タ ・セ ン ター と十 数 ケ所 の 支店,営 業 所 な どの デ ィス プ レイ端末 機 を オ ン ラ

イ ンで 結 び,大 量 の 売 り物 件 ・買 い 物件 情 報 の 検 索,売 買物 件 の登 録 や 売 買成 立 業 務 な ど,不 動 産 売

買 情 報 を広範 囲 に わた って正 確 か つ 即 時 に処 理 す る もの で あ る。

従 来,オ ン ライ ンで コ ン ピュ ー タ を利 用 す る場 合,端 末機 とコ ン ピ ュー タ ・セ ンター との 間 に は特

定 通 信 回 線 を利 用 しな けれ ば な らず,新 規 端 末 機 開 設 の 際,回 線 使 用 申請 等 に数 ケ月 を要 した 。 また

回 線 を その端 末 機 が専 用 で使 用 す るた め 回線 使 用 料 金 は利 用 度数 にか か わ らず,月 額 固 定 で あ り非 常

に高 い もの で あ る。

電 々 公 社 は1972年11月(都 内 は1973年3月)に 公 衆通 信 回 線 を開 放 し,従 来 の会 話 通信 に付 加 しコ

ン ピュ ー タの デ ー タ通 信 に も利 用 で き る こ とに な った 。 電 話 機 とい う社 会 的 に最 も普 及 して い る通 信

施 設 が,そ っ く りデ ー タ通 信 に利 用 で き る とい う至 便 さ に着 目 し,当 社 で は従 来 の 「特 定通 信 回線 利

用 によ るオ ン ライ ン シス テ ム」 を一 層 拡大 し,コ ン ピ ュー タ をよ り身 近 に利用 す る こと を 目 的 と し

て,「 加 入電 話 網 を利 用 した オ ン ラ イ ン シス テ ム」 を付 け加 え,本 年2月 に稼 動 を 開始 した 。

B音 響 カプラ端末機 とは

音 響 カプ ラ端 末 機 はス ピー カ ・マ イ ク ロ ア ォ ン ・ア ンプか らな る結 合 部,モ デ ム と呼 ばれ る変 復調

装 置 と端 末機 器 の3つ の部 分か ら構 成 され て い16。 特 に重 要 な の は変 復 調 装 置 で,送 信 す る と き端末

機 器 の 符 合 を変 調 装 置 が 周 波数 の異 な る信号 に変 える 。2進 符 号 で(11000001)を 送 信 す る場 合,ビ

ッ トONの 部 分 は980Hz,ビ ッ トOFFの 部 分 は1180Hzな どの 周 波数 に 変 換 し て,1ビ ッ トず つ

送 信 す る。変 調装 置 で変 換 され た信 号 をス ピー カ が音 に して 電 話 の 送話 器 か ら相 手 側 に送 り出す の で

あ る。 反 対 に受話 器 で受 け と られ た受 信 音 は,マ イク ロフ ォン を通 して信 号 に な り復調 装 置が これ を

符 号 に変 えて 端 末機 器 に送 り,表 意 文 字 で表 示 され るわ け で あ る。
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今 回,本 シス テ ムで 使 用す る端 末 機 は,沖 電 気 工 業 製 キ ー ボ ー ド付 ポ ー タ ブ ル端 末 機,オ キ ・ジ ャ

ー ナ ル ・プ リンタ ー ・200で あ る。送 受信 速 度 は100BPS,印 字 方 式 は感 圧 紙使 用 の フ ラ イ ング ヘ ッ

ド方式 で1行 当 り25文 字 印字 で き る。 大 き さは 一般 の英 文 タ イ プ ラ イタ ー と同 じ くらいの 大 き さで,

重 量 は11.7kgと 小 型 で持 ち運 び に便利 な もの で あ る。

Cシ ス テ ムの構 成

5-3-1図 は 当社 の オ ン ライ ン シス テ ムの シス テ ム構 成 図 で あ る。 点 線 よ り上 の部 分 が 今 回 開発 し

た 「加 入 電 話 網 を利 用 したオ ン ライ ン シス テ ム」 で あ り,下 の 部 分 が従 来 よ り利 用 して い る 「特定 通

信 回 線利 用 に よ るオ ン ライ ン シス テ ム」 で あ る。

新 し く使用 す る端 末 機 は従 来 の オ ン ライ ンシス テ ムで 利用 され て い た デ ィス プ レ イ端末 機 とは機 能

が 異 な る。 デ ィス プ レ イ端末 機 は イ ン プ ッ トされた デー タ を 自分 自身 で 編集 し,大 型 コ ン ピ ュー タ と

の 回線 制 御 を行 な う機 能 を持 って い るが,音 響 カ プ ラ端 末 機 は デ ィス プ レ イ端 末機 の よ うな 機 能 を持

っ て い な いの で,同 じ大 型 コ ン ピ ュー タ とや りと りす るた め に は,ミ ニ ・コ ン ピ ュー タ を利 用 して,

デ ィス プ レイ端 末機 の持 って い る機 能 を,ミ ニ ・コ ン ピ ュー タで や って あ げな けれ ば な らな い 。

音 響 カ プ ラ端 末 機 よ りイ ン プ ッ トされ た デ ー タ は,電 話機 の送 話 器 を通 じ電 話 交換 機 を経 由 し,コ

ン ピ ュー タ ・セ ン タ ーのNCUに 送 信 され る 。送 信 され た デ ー タ はM-LUTのTELBを 経 由 し ミ

ニ ・コ ン ピュ ータ に よ って デ ー タの編 集 が され る。 ミニ ・コ ン ピ ュー タ に は4台 のNCUが 接 続 され

5--3-2図 プ ロ グ ラ ム 構 成 図
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て お り,4台 の 音 響 カ プ ラ端 末 機 か らの デ ータ が 同時 に処 理 され る。処 理 された デ ー タはM-LUT

のADSBを 経 由 し,大 型 コ ン ピ ュー タ に入力 され,デ ー タ フ ァイ ル を読 んだ り書 き込 ん だ り して処

理 され,結 果 が ミニ ・コン ピ ュー タ に送 り返 され る。 ミニ ・コ ン ピュ ー タで は大 型 コ ン ピ ュー タか ら

受 取 った 結 果 を,逆 の順 で音 響 カ プ ラ端 末 機 に返 信 し,イ ンプ ッ トデ ー タの結 果 が 音響 カ プ ラ端 末機

に プ リン トされ る。

セ ンタ ー のNCUは 外 線用2台,内 線用2台 が 設置 され て い るの で,社 内外 の 別 を問 わず オ ンラ'イ

ンで コ ン ピ ュー タが 利 用 で き る。 ミニ ・コ ンピ ュー タは音 響 カ プ ラ端 末 機 よ りイ ン プ ッ トされ た デ ー

タ を,従 来 の デ ィス プ レ イ端 末 機 と同 質 のz"一 夕 に変 換 して い るの で,大 型 コ ン ピ ュー タ を コ ン トp

－ル して い た い ま まで の プ ログ ラ ム を変 更 す る こ とな く使 用 で き るわ け であ る
。

なお現在使用している音響カプラ端末機は従来の端末機と比べると,1行 当り25文字であり出力フ

ォー マ ッ ト等 を考 慮 しな け れ ばな らな い た め,出 力 結 果 が 多 量 に な る場 合 に は不 都 合 で あ る の で,ラ

イ ンプ リン タ と同 じ印字 幅 を持 つ セ ンタ ーの プ リンタ端 末 機 に出力 で き るよ うにな って い る。

Dプ ログラムの構 成

5-3-2図 は プ ロ グ ラ ムの構 成 図 で あ る。 大 型 コ ン ピ ュー タの プ ログ ラムは ,ハ ー ドウ ェ ア との メ

ッセ ー ジの 受 渡 しをす るMCPと,タ ス ク の コ ン トロ ール お よ び各 種 ジ ャー ナル デ ー タの 取 得 やMC

Pと の メ ッセ ー ジの受 渡 しをす るTCPT,TCPTとMPP間 の メ ッセ ー ジの や り と りをす るLI

NKER,及 び実 際 に業 務 を行 な うMPPと で構 成 され て お り,MPPは 適 用 に応 じて随 時 付 け加 え

られ る。

デ ィス プ レ イ端 末 機 よ り入 力 された デ ー タ はMPPに よ って フ ァイル を読 ん だ り更新 した りして,

結 果 を デ ィス プ レ イ端 末 機 に表示 す る。 ミニ ・コ ン ピ ュー タの プ ロ グ ラムは,音 響 カ プ ラ端 末 機 によ

っ て入 力 され た デ ー タ をデ ィス プ レイ端 末機 の デ ー タ と同質 の もの に編 集 す るた め の メ ッセ ー ジ処 理

ル ー チ ン と,各 種 エ ラー発生 の場 合 の 処 理 を行 な うエ ラー処 理 ル,一チ ン,接 続 され る端 末 機 の 種 類 に

よ って,そ れ ぞ れ の端 末 機 とバ ッフ ァ間 の メ ッセ ー ジの や りと りをす る端 末 制 御ル ー チ ン,お よ び端

末 制 御 ル ー チ ン とメ ッセ ー ジ処 理 ル ー チ ン とのや りと りを仲介 す る回線 制 御 ル ーチ ン とによ って成 り

立 って い る。

仕 様 の 異 な る端 末 機 を あ らた に付 加 す る場 合 に は大 型 コ ン ピ ュー タで は容 易 に接 続 で き得 な か った

の で あ るが,そ の端 末 機 の仕 様 に合 った 端末 制 御 ル ー チ ンを追 加 す る こ とに よ り,ミ ニ ・コ ン ピ ュー

タ な らば比 較 的簡 単 に接 続 で きる。.

Eシ ス テ ム適 用 の 効 果

a従 来,コ ン ピ ュー タ端末 機 は一 定 の場 所 で しか使 用 で きなか ったが,加 入 電 話 網 を利用 す る こと
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によ り電 話 機 と電 源 の あ る とこ ろな ら.ば,ど こか らで も コン ピ ュー タが利 用 で き機動 的 で あ る。

b特 定 通 信 回線 の使 用料 金 は使 用度 数 にか か わ らず 月 額一 定 で あ り高 い もの で あ るが,加 入 電 話 網

を利 用 した場 合,使 用度 数 に よ って料 金 が 決 ま り経 済 的 で あ る。(ト ラ フ ィ ック量 に よ る経 済 性 に

つ いて は 後述 す る。)

c－ 般 に,従 来 の コ ン ピ ュー タ端 末機 と比 較 す る と音 響 カ プ ラ端 末 機 は安 価 で あ り,経 済 的 に コ ン

ピ ュー タが利 用 で き る。

d特 定 通信 回線 を利 用 す る場 合,新 規 事 務 所 開 設 の 際 に 回線 の 使 用 申請 や 端 末 機 の導 入 に数 ケ 月 要

したが,音 響 カ プ ラ端 末機 を プ ール して お くこ とによ り,す ぐにで もオ ンラ イ ンの利 用 が 可 能 で あ

る。

e特 定 通 信 回線 の 場 合,分 岐 端 末 を除 いて,端 末 機 とセ ンタ ー側 施 設 とは1対1で 構 成 され て い る

が,加 入電 話 網 を利 用す る こ とによ りセ ン タ ー側 施 設 を変 更 せ ず に,比 較 的 柔軟 に端 末 機 の 増設 が

図 れ る。

fミ ニ ・コ ン ピュー タ を導 入 した こ とに よ り,仕 様 の 異 な る端 末 機 を容 易 に接 続 す る ことが 可 能 で

あ り,優 秀 な端 末 機 を機 敏 に利 用 で き る。

F適 用 業 務

a仲 介 売 り物件 の情 報 検 索 と購 入 希 望 顧 客 の開 発

従 来 の オ ン ライ ン シス テ ムで あ る と,購 入 希 望 の顧 客 が各 営 業 所 へ足 を は こ び店頭 に設 置 され て

い る端 末 機 を利 用 して,情 報 検 索 を行 な っ て いた が,顧 客 の希 望 に よ り営 業 マ ンが音 響 カ プ ラ端 末

機 を顧 客 宅 へ持 参 す る こ とに よ り,自 宅 に居 なが ら に して希 望 条 件 に よ る 物 件 の検 索,保 留 請 求

(予約),顧 客 の希 望 条 件 の 登 録が 可 能 にな る。

b現 地 売 出 しの 際 の 自社 売 り物 件 の原 本 管理 現 地 売 出 しの場 合,従 来 の 端末 機 で あ る と端 末 設 置 費

用 が高 く,特 定 通 信 回線 の 使 用 申請 や 端末 の設 置 に数 ヵ月 要す る た め,オ ン ライ ンで の原 本 管 理 が

で きなか った が音 響 カプ ラ端 末 機 を利 用す るこ とに よ りオ ン ライ ン での原 本 管 理 が 可能 に な った 。

c各 種 デ ー タ収 集

従来,社 内 で発 生 す る各部 所 の デ ー タは,コ ンピ ュー タセ ンタ ー に対 して デ ー タ シー トに書 込 ん

で処 理 を依 頼 して いた の で あ るが,音 響 カ プ ラ端 末 機 は ポー タ ブ ル で あ り,社 内各 部 所 で デ ー タ を

イ ンプ ッ トで き るの で,機 動 的 な デ ー タ収 集 が可 能 にな る。

dそ の 他

G電 話網の回線品質について

一 般 に電 話 回 線 は特 定 通 信 回 線 よ りも品 質 が劣 る とい わ れて い る。 電話 回線 は接 続 リン ク数,経 由



178第5部 コ ン ピュ ー タ適用 業 務 の 具 体 例
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す る伝送 路,交 換 方式 の相 違 に よ っ て,伝 送 損 失,減 衰 ひず み,雑 音 等 が 発生 し回線 の 品 質 が 一定 で

は ない し瞬断 等 も特定 通 信 回線 と比 べ る と比 較 的 多 い もの と され て い る。

よ り完 全 な シス テ ム をめ ざす た め に は,こ れ らの こ とを考慮 して ハ ー ドウ ェアや ソ フ トウ ェアで カ

バLし な け れ ばな らな い。

5-3-3図 は エ コ ーバ ック方 式 に よ る誤 デ ー タ防 止 の 一 例 で あ る。

音 響 カ プ ラ端末 機 よ りあ るデ ー タ を イ ンプ ッ トす る とす る。 キ ー ボ ー ドを打 鍵 す る と,ミ ニ ・コ ン

ピ ュー タ に信 号 が送 信 され る。 ミニ ・コ ン ピ ュー タ で は受 信 され た デ ー タ をメ モ リ ・バ ッフ ァに格 納

す る と同 時 に受信 され た もの と同様 の 信 号 を端 末機 に送 り返 す。 端 末 機 で は そ のデ ー タ を受信 して か

ち,は じめて 印字 され,端 末機 よ りイ ン プ ッ トした デ ー タ と端末 機 に印字 され たデ ー タが イ コ ール な

らば,デ ー タ は間違 いな く ミニ ・コ ン ピ ュー タに送 られ た こ とに な る。

途 中 に ノ イズ が の って 信 号 が バ ケ た場 合 には イ ン プ ッ トデ ー タ と印 字 され た デ ー タ とが異 な るわ け

で あ るか ら,も う一 度 イ ンプ ッ トしなお す か電 話 をか けな お してか らイ ンプ ッ トしな お さな けれ ば な

らな い 。電 話 をか けなお す とい う こ とは,接 続 経路 が 以 前 の 場合 とは違 った ル ー トをた ど り良 質 な 回

線 を利用 で き る場 合 が あ るの で,パ リテ ィエ ラー等 が 多 発 して い る場 合 も再 度 か けな おす と エ ラー が

発 生 しな くな る場 合 が 多 い の で あ る。,

パ リテ ィエ ラーや 信 号 の ひず み は ソ フ トウ ェアで カバ ーで きるの で あ るが 瞬 断 が発 生 した場 合 の カ

バ ーは容 易 で はな い。

5-3-4図 は音 響 カプ ラ端 末 機 の 実 稼 動 帯 の例 で あ る。

従 来か らの 「特 定 通 信 回線 を利 用 した オ ン ライ ン シス テ ム」 で は ポー リング/セ レク シ ョン方式 に

よ って端 末機 を コ ン トロー ル して い るの で イ ンプ ッ ト ・デ ー タの あ る,な しを問 わず9:30～18:00

ま で の全 時 間帯 を通 して 回線 が 使 用 され て い る状 態 にな る。 「加 入 電 話網 を利 用 した オ ン ラ イ ン シス

テ ム」 で は使用 して い る時 間帯(電 話 で コン ピュー タ を呼 び 出 して か ら電 話 を切 るま で)に 瞬 断 が発

生 しな けれ ば 良 い わ けで あ り・ 使 用 して し'ない時 間 に酬 が起 って 醐 題 はな い し・ デ ー タ ブ ロ
,ック

の 先頭 に(STX)符 号 を使 用 し,(STX)を 受 信 して(ETX)を 受 信 す るま で をデ ー タ ブ ロ ッ

ク と して 処理 す れ ば,実 際 に使 用 して い る時 間帯 は ます ます せ ば め られ て い き,そ れ だ け,瞬 断 に遭

遇 す る確 率 は 少 な くな る もの と思 う。

H加 入電話網の経済的な利用について

一般 に加入 電 話 回線 は特 定 通 信 回 線 に 比べ る と経 済 的 で あ る といわ れ て い るが ,実 際 に は月 間 トー

タ ル の トラ フ ィ ック量 によ って は不 経 済 な場 合 もあ る。

特 定 通 信 回線 と加 入電 話 回線 の経 済 性 を比 較 す る場 合,「 月 間 トラ フ ィ ック量 の 損益 分 岐 点 」 よ り

も 「実 際 の トラフ ィック量 」 の 方 が 少 な け れ ば加 入 電 話 利用 の方 が 経 済 的 で あ る し,逆 の場 合 は特定
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通信回線の方が経済的である。

朋 ・ラ… ク量の損益分岐点一特需9響 讐 禦 禦 謬 麗 繋 籠 麟)

〈例)東 京 一 福 岡間1200BPS(D-7規 格)の 特 定 通 信 回線 と比 較 す る場 合

1ケ 月 の特 定 通信 回線 の 使 用料 金=785,000(円)

電 話,7円 で 利用 で きる時 間=2.5(秒)

・トラ・ザ… ン当りの平均所酬 一警蓼莞 讐 曙

=・60(秒)

とす る と

月 間 トラ フ ィ ック量 の 損益 分 岐 点=4,673コ ー ル

とな る。 したが って 実 際の トラ フ ィック量 が4,673コ ー ル よ り も多 い場 合 には 特定 通 信 回 線

を利 用 した方 が経 済 的 で あ る とい え る。

グ ラ フは都 内 と福 岡,札 幌,大 阪,名 古 屋,立 川,千 葉,都 内 間 の1200BPS,200BPS特 定 通

信 回線 と加入 電 話 回線 との,1ト ラ ンザ ク シ ン ヨン当 りの平 均 所 要 時 間 に対 す る月 間 トラフ ィック量

一の 損益 分 岐 点 をグ ラフ化 した もので あ る。(モ デ ム,NCU等 の 使 用料 金 は含 まれ て い ない 。)

都 内～ 都 内 間 の場 合,7円 で利 用 で き る時 間 は3分 で あ る。連 続 的 に デ ー タ をイ ンプ ッ トす る場 合

sには,グ ラ フの よ うな結 果 にな るが,1イ ンプ ッ ト毎 に断続 して 使 用 す る と経 済 的 で な くな 親(都

:内～ 都 内 間 の特 定 通信 回線 の使 用 料 金 は割合 安 い もの で あ る。)

当 社 の場 合,扱 うデ ー タの性 質 上,音 響 カ プ ラ端 末 機1台 当 りの トラフ ィ ック量 は,月 間1,500コ

.一ル程 度 で あ り割 合経 済 的で あ る とい え よ う。

以上 述 べ た こ とは,あ くま で も回線料 金 に つ いて の 考 察 で あ り,回 線料 金 の 経 済 性 の み に とらわ れ

ず,ケ ー ス に よ って使 いわ け るな らば,よ り有 効 な コ ン ピ ュー タ利 用 が で きる もの と考 える。

ノ
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[東 京大学の教育用計算機システム

Aは じ め に

東京 大 学 教 育 用計 算 機 セ ン ター(以 下 単 に セ ン ター と呼 ぶ)は,従 来 の デー タ処 理 セ ンタ ー を拡 充

改 組す る形 で1972年5月 に全 学 共 同利 用 教育 研 究 施 設 と して発 足 した 。 これ に伴 い三 菱 電機 株 式 会 社

のMELCOM7700シ ス テ ム(80kW)を 導入 す る こ と を決定 し,同 年11月 よ り予 備 運 転 を,翌73年1

月 よ り正 式 稼 動 を開 始 して今 日に い た って い る。以 下,本 シス テ ムの 目的,利 用 形 態,特 長 等 をの べ

る。 ま た73年4月 ～74年3月 の1学 年 歴 を丁 度終 えた と ころ で もあ り,そ の 実 績 につ い て のべ た い。

な お本 セ ン タ ー設 立 にあ た って の基 本 的 構 想,計 画 の 基 礎 につ い て く わ し くは文 献*を 参照 された

い 。・

B目 的

将 来 をに な う人 材 の 養 成 を重 要 な 任務 とす る大 学 教 育 にお い て,研 究用 の大 型計 算 機 とは別 に,教

育 用 の 計算 機 の設 置 の必 要性 につ い て は,か ね て か ら強 調 され て いた が,こ れ が よ うや く実 現 の は こ

び とな った わ け で あ り,セ ンタ ー規 則第2条 は この セ ン ター の 目的 と して,次 の よ うに 規 定 し て い

る。・

第2条 セ ンタ ー は,そ の高 速 計 算機 を整 備 運 用 して,学 内各 部 局 の教 育 を主 とす る共 同 利 用 に供

す る こ とを 目的 とし,必 要 に応 じて高 速 計算 機 に関 連 す る教 育 につ い ての 学部 聞及 び大 学 院研 究

科 間 の連 絡 をお こな う。

この よ うに,本 シス テ ムの計 算 機 時 間 は,東 京 大 学 の 学 部,大 学 院 で お こなわ れ る授 業(プ ログ ラ

ミン グ指導,計 算 機 を用 い て お こなわ れ る演 習 ま た は実 習)の 一 環 として 使用 され る こ とを原 則 と し

て い る。 専 門分 野 に よ り計 算 機 利 用 の度 合,利 用 の形 態 に は当然 差 が あ るの で,セ ンタ ー として は,

この点 を考 慮 に入 れ もっ と も効 果 的 に シス テ ムの 運営 あ る いは改 善 を考 えて いか ね ば な らな い。

C計 算機 の利 用形 態

学内における計算機の使い方としては

*森 口繁 一 ,鈴 木 功 「情 報 処 理」14,577(1973)
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a
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c

d

e

第5部 コン ピュータ適用業務の具体例

電 子 計 算 機(プ ログ ラ ミン グ)入 門 コー ス

情 報 処 理 関 連 の専 門教 育

一 般 の 科 目に よ る計 算 機 利 用

プ ログ ラ ムパ ッケ ー ジの 利 用

そ の 他

入 門 コー ス は処 理 件 数 は 多 いが 使 用 時 間 は少 な い 。専 門 教 育 は処 理 件 数 の わ りに使 用 時 間 か長 い 。

処 理 件数,使 用 時 間 と も,大 半 は一般 の専 門 科 目の教 育 に向 け られ る。計 算 機 を使 用 した実 習 に よ

っ て,講 議 の理 解 を はや め,深 め る と と もに,将 来各 分 野 で計 算 機 の活 用 に つ き新 生 面 を開 くた め の

素 地 を養 うこ とにな る。 この部 分 こ そ当 セ ン ター 設置 の 最 大 の ね らい で あ る。

東京 大 学 の 学 部学 生 数 は1学 年 数3,000名 で あ る。 この よ うに多 数 の利 用 者 を対 象 とす る場合,従

来 の よ うな仕 訳 作 業 を限 られ た数 の職 員 で お こな うこ とは不 可 能 で あ り,ほ とん どの処 理 を カ フ ェテ

リ ア方 式(完 全 な セ ル フ ・サ ー ビス)に 頼 ら ざ るを得 な い 。 こ れ につ い て は,シ ス テ ムの特 長 の とこ

ろ で のべ る。 もう1つ の問 題 はカ ー ド穿 孔 機 で あ る が,幸 い セ ン タ ーに は30台 の 穿孔 機 が 予算 化 さ

れ,こ れ を各 学 部 に 分散 配 置 して い る。 この数 は必 ず し も充 分 とは言 えな いが,学 内 に よ る使用 ピー

ク 時等 の調 整 によ り,な るべ く効 果 的 に利 用 で きるよ う考 慮 申 で あ る。

学 内 にお け る利 用 の 手 順 と して は,担 当(指 導)教 官 に よ る利 用 申請 に始 ま り,セ ン ター は各 申請

5-4-2図 利用の手順の ダイ アグ ラム
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ご とに登録 番 号 をっ け る。実 際の 計 算 機 利用 の際 は個 々 の学 生 の確 認 の た め制 御 カー ド上 に個 人番 号

(学 生 証番 号+α)を つ け る。以 下利 用 の 手順 をダ イヤ グ ラム と し5-4-2図 に示 す 。

セ ン ター の シ ス テ ムは,学 生 実習 用 の シス テ ム と して,一 般 の シス テ ム とはか な り異 な る次 の よ う

な 特 長 を有 して い る。

aFORTRAN(JIS7000レ ベ ル)の 常 駐 コ ンパ イ ラ を有 す る

学 生 実 習用 の プ ログ ラ ムは比 較 的小 規 模 で あ るが,大 量 の 件 数 にな るの で,通 常,外 部 記 憶 装置

(デ ィスク等)に 格 納 され て い る コ ンパ イ ラ を,学 生 の プ ログ ラム毎 に読 み込 む必 要 が な いよ うにす

る こと によ って,処 理 時 間 をい ち じ る し く短 か くす る こ とが で き ろ。

bカ フ ェ テ リア方 式 の 入 出 力 を採 用 して い る

学 生 は各 自の プ ログ ラ ム を 自分 で 入 力 装 置 に セ ッ トす る。 混 んで い る時 に は何 人 分 か ま とめて セ

ッ トす る こ とが で きる。 ス ター トボ タ ン を押す とす ぐ読 み込 ま れ この ジ ョブ は優 先 的 に処 理 され,

結 果 は近 くの 出力 装置 か ら短 時 間 の 内 に 出 され る。 この 計 算 機 の オペ レ ーテ ィン グ シス テ ム は多数

の 入 出力 動 作 を主 プ ログ ラムの処 理 と同時 に お こな う能 力 を持 ち,こ の 方 式 に適 して い る。 この よ

うなセ ル フ サ ー ビス化 に よ って,受 付 ・仕 訳 の 人手 は大 幅 に節約 され る。 この よ うな カ フ ェテ リア

方 式 の場 合,カ ー ド読 取機,ラ イ ンプ リン タ等 は高 速 の もの を少 数 お くよ りも,低 速 で もよ いか ら

複 数 台 を 必要 とす る。 出力 は各 自の結 果 の 先 頭 に花 文 字 出力 す る こ とによ り明確 に され て い る。

C実 習 の記 録 が常 時 自動 的 に作 られ るよ うに配 置 され て い る

常 駐 コ ンパ イ ラで処 理 された プ ログ ラ ムにつ い て は,コ ンパ イル時 の エ ラー の統 計 が学 生 別 ・問

題 別 に作 成 され る 。教 官 は この 資 料 を参考 に,実 習 の状 況 を知 った り,教 育 の改 善 に役 立 て た りす

る ことが で きる*。

ま た30台 の カ ー ド穿 孔 機 を一括 導 入 して学 内 の 各 学部 に分 散 配 置 して い る。学 生 は身 近 な と ころで

自分 の プ ログ ラム を作 る こ とがで きる。 この 他 に も,各 学 部 独 自の 穿孔 機 が 多数 設 置 され,計 算 機 の

一 層 の有 効 利 用 が行 なわ れ る こ とが 望 ま しい。

従 来 か ら学 内 の各 所 に設 置 され て い るHコ ー ド穿孔 機 と,新 しいELコ ー ド穿 孔機 とが と もに利 用

で き るよ う,両 コー ドの混 在 をゆ るす よ うな処 置 が と られ て い る 。

D利 用 実 績

5-4-1,5-4-2,5-4-3表 に1973年 度 の 利 用実 績 を ま とめた 。72年11月 の 予 備 運転 開始 以 来 間

もな い が非 常 に順 調 な の び率 を示 した こ と が わ か る。5-4-1表 に は月 別 処理 件 数 を示 す 。

F.LAGと はFORTRANLOADANDGOの 略 す な わ ち常 駐 コ ンパ イ ラに よ る処 理 で あ り,件 数

*こ れはシステ ムに直接関係 はないが、教官 に対 してこの情報 を早 くフ ィー ド・バ ックす る必要が ある。 この た

めセ ンターで は半月に一度学生証番号 ごとの使用状況その他 を教官 に送付 している。
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にす ると全 体 の 約80%を 占め て い る。 残 り20%は FORTRAN-・IVあ るい はCOBOLな どの利 用件

5-4-1表 月別処理件数

FLAG
FLAG

以 外
合 計

S.47.10 62 478 540

11 3,157 1,963 5,120

12 5,420 2,142 7,562

S.48.1 7,788 1,915 9,703

2 10,627 1,998 12,625

3 8,283 1,985 10,268

S.47年 度

合 計
35,337 10,481 45,818

FLAG
FLAG

以 外
合 計

S.48.4

5

6

7

8

9

10

11

12

S.49.1

2

3

3,412

10,171

14,924

8,315

4,168

10,369

6,033

14,065

14,189

.13,114

17,062

6,132

2,008

1,916

2,120

2,089

1,729

1,853

2,411

2,402

1,963

2,003

2,698

2,903

5,420

12,087

17,044

10,404

5,897

12,222

8,444

16,467

16,152

15,117

19,760

9,035

S.48年 度

合 計
121,954 26,095 148,049

5-4-2表 週間処理件数および週 間最大1日 処理件数の推移

週間処理 件数 最大1B処 理 日数
.

週
全 体(内FLAG) 全体(内FLAG)

S.48.04.02-04.07 1,226(615) 297(182)
04.09-04.14 1,106(645) 252(165)

、04.16-04.21 1,405(887) 301(213)
04.23-04.28 1,683(1,265) 439(337)
05.Ol-05.04 1,346(1,078) 484(419)
05.07-05.12 2,288(1,854) 532(437)
05.14-05.19 2,930(2,531) 604(517)
05.21-05.26 2,896(2,471) 767(667)
05.28-06.02 3,857(3,330) 890(769)
06.04-06.09 3,935(3,451) 952(859)
06.11-06.16 3,813(3,368) 820(734)
06.18-06.23 3,970(3,399) 786(691)
06.25-06.30 4,094(3,613) 832(720)

07.02-07.07 3,570(2,903) 711(530)

07.09-07.14 2,764(2,074) 642(476)
07.16-07.21 2,063(1,666) 563(493)
07.23-07.28 1,397(1,141) 323(260)
07.30-08.04 1,482(1,154) 327(290)
08.06-08.11 1,121(772) 363(257)
08.13-08.18 957(604) 238(159)
08.20-08.25 1,187(843) 259(200)

08.27-09.Ol 1,958(1,439) 465(375)
09.03-09.08 2,708(2,214) 561(451)
09.10-09.15 3,346(2,937) 750(678)
09ユ7-09.22 3,146(2,715) 671(612)
09.24-09.29 2,824(2,399) 800(660)

10.01-10.06 2,054(1,233) 372(242)

10.08-10.13 1,342(933) 332(228)
10.15-10.20 1,760(1,288) 437(336)
10.22-10.27 1,972(1,505) 548(457)
10.29-11.03 2,102(1,595) 513(437)
11.05-11.10 2,751(2,236) 662(543)

11.12-11.17 3,485(2,915) 792(680)
11:19-11.24 3,682(3,191) 906(818)
11.26-12.Ol 6,459(5,823) 1,266(1,168)
12.03-12.08 4,683(4,178) 1,076(955)
12.10-12.15 5,243(4,662) 1,154(1,073)
12.17-12.22 4,467(3,846) 1,078(944)
12.24-12.25 1,108(882) 916(845)

S.49.01.07-OL12 2,685(2,218) 680(579)
01.14-01.19 3,288(2,881) 850(732)

OL21-01.26 4,924(4,217) 1,130(965)
01.28-02.02 5,788(5,132) 1,279(i,160)

02.04-02.09 5,593(4,892) 1,221(1,076)
02.11-02.16 4,086(3,529) 1,008(877)
02.18-02.23 4,086(3,344) 950(820)
02.25-03.02 5,248(4,606) 1,134(1,020)
03.04-03.09 2,164(1,553) 631(451)

03.11-03.16 2,514(1,643) 551(390)
03.18-03.23 1,922(1,320) 537(368)

03.25-03.30 1,576(973)1405(279)
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数 で あ る。 これ はセ ンタ ー2階 の機 械 室 で 通 常 処理 され る。5-4-2表 に更 に くわ し く週 間処 理 件 数

と最 大1日 処 理 件 数 を示 す 。6月,12月,2月 の3ケ 所 に ピ ー クが表 われ ・1週 あ た り4・000件 以 上

を処 理 しな けれ ば な らな い混 雑 時 が6月,に1週 間,11～12月 に連 続4週 間,1～2月 に連 続6週 間続,

い た 。 この 間1日 の処 理件 数 も多 い時 に は1,200件 を越 え,セ ン ター 発足 前 の予 想 を裏切 って 初年 度

で15万 件 を処 理 した こ とにな る。

また,5-4-3表 に各 学部 等 でFLAGの 利 用 実 績 を示 す 。(指 導 員,業 務 委 員 等 の セ ンタ ー関 係

の利 用 を除 く)予 想 された 通 り工学 部 を先 頭 に理 工 系 学 部 の 利 用 は過 半 数 を占 めて い るが,文 科 系 学

5-4-3表FLAGの 部 局別 利 用 状 況(1973年 度)

登 録 FLAG

学 部
件 数

学 生 数
件 ⇒ 時 間(司 出力醐

法 1 200 1,893 119,971 8,747

医 3 332 7,238 756,090 37,536

工 78 2,227 41,278 4,876,175 235,034

文 6 128 11,008 1,045,251 64,402

理 27 642 17,193 2,266,717 105,103

農 26 620 8,337 735,063 42,790

経 4 235 5,851 297,172 26,384

教 養 7 561 16,714 1,223,051 66,887

教 育 5 63 2,715 384,586 15,707

薬 3 39 363 49,627 2,091

地 震 研 1 10 1,358 204,383 12,304

新 聞 研 1 20 28 0,462 96

原 子 力 セ 1 10 68 2,904 319

部(法,文,経,教 育 プ ラス教 養 文 科13,400件)の 利 用が 全 体 の30%に お よん だ こ とは特 筆 に値 しよ

う。更 に文 科系 学 部 の使 用 が進 め ば,利 用形 態 に述 べ た プ ログ ラ ム ・パ ッケ ー ジの 利用 等 も増 加す る

もの と思 わ れ る。

E結 び

多 くの 関係 者 の 努 力 に よ って 本 セ ン タ ー は一応 順 調 にス ター トした と言 えよ う。更 に将来 大 きくな

る需 要 に そな え,TSS端 末 に よ る実習,マ ー ク ・カ ー ドによ る一括 処 理 等 が現 在 実 用 化 されつ つ あ

る。 また,FORTRAN以 外 の言 語 に よ る常 駐 コンパ イ ラの 開発 も必 要 とな る と思 われ る。
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5ト ヨタ 自動 車 販 売(株)に お け るテ レ ッ クス オ ンライ ンシ ステ ム

TEXAS(TelexAutomaticSystem)

Aシ ス テ ム開 発 の 背 景

従 来,販 売 店(デ ィー ラ ー)か ら,ト ヨ タ 自動 車 販 売(株)に 対 す る部 品 及 び車 両 の発 注,及 び,か

発 注 に対 す る販 売店 へ の各 種 の通 知/回 答 は,テ レ ック ス を媒 体 と し,処 理 され て きた。 しか し,受

発信 デ ー タ量 の伸 び につ れ,本 社,及 び東 京事 務 所 に設 置 され る テ レ ックス 台 数 は,約80台 に達 し,

当 テ レ ックス を収 容 す るた めの ス ペ ース の 増大,及 び,テ レ ックス オ ペ レ ー シ ョン と,ぼ う大 な量 に

達 す る紙 テー プ,モ ニ タ印 字用 紙 の処 理 に要す るオ ペ レー タ要 員 は,約45名 を必 要 と した 。

一 方
,1972年11月,「 公衆 電 気 通 信 法施 行 規 則 」 が改 正 され,公 衆 通 信 回 線 をデ ー タ通 信 に利 用 す

る事 が 認 可 され る と同 時 に,従 来 の 販 売店 テ レ ックス と,ミ ニ コ ン ピ ュー タ を接 続 す る事 に よ り,上

記 問題 点 に対 処 した テ レ ック ス オ ン ライ ンシス テ ムの具 体 的 検討 を メ ー カー(富 士 通 ㈱)と 開 始 し,

73年11月7日,東 京 事務 所(九 段)に て,14回 線 を使 用 し,約360台 の テ レ ックス を制御 す る発信 処

理 専 用 のTEXAS運 用 を開 始 し,同 年12月3日,本 社(名 古 屋)に て35回 線 を使 用 し,約760台 の

テ レ ックス を制 御 す る受発 信 同時 処理 に よ る運 用 を 開始 す る事 に成 功 した 。 当 シス テ ムは,我 が 国 に

お け る公衆 回線 利 用 シス テ ム と して は,例 の 少 な い大 規 模 シス テ ム と考 え られ る。

以 下,本 社 シス テ ム中心 に記 載 す る。

Bシ ス テ ム 概 要

TEXASは,各 販 売 店 全 国 約760台 の テ レ ックス か ら,公 衆 通信 回線 を利 用 して,ラ ンダ ムに送信

され て くる車 両,部 品 発 注 デ ー タ等 を,網 制御 装 置(NCU:NetworkControlUnit)を 介 して,オ

ン ライ ン ミニ コン ピュ ータ(FACOMU-200)で 多 重 に受 信処 理 し,編 集,チ ェ ック を行 な った 後,

受 信MTに 記 録 し,一 定 の サ イ クル(3～4回/日)に て,業 務 処 理 の た め のHOSTコ ン ピ ュー タに,1

受 信MTを 渡す 。

他 方,HOSTコ ン ピ ュー タか ら出力 され た 発 信用MTを,オ ン ラ イ ン ミニ コン ピ ュー タ にセ ッ ト

し,全 国 の テ レ ックス に,多 重 に発 信処 理 を行 な う。

さ らに,全 国 販 売 店 に対 す る同 一 メ ッセ ー ジの送 信(同 報 処理),及 び,特 定 の 販 売店 グル ー プ単 位
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毎 に,メ ッセ ー ジの 内容 を一部 変 更 しなが ら 自動 的 に送 信 す る,グ ル ー プ 内同 一電 文 の,複 数 種 メ ッ

セ ー ジ送 信処 理(準 同 報処 理)も,上 記,受 信 処 理,発 信 処 理 と同 時 に多 重 動 作 させ なが ら,'オ ン ラ

イ ン処 理 を行 な わせ て い る。

当 シス テ ム に お け る現 行 デ ー タ量 は,受 信 通 数 は,約1,500～2,500通/日(平 均 デ ー タ長 約250バ

イ ト),ピ ー ク時300～500通/時 で あ り,発 信 関係 は,約1,000～1,500通/日(平 均 デ ータ長 約1,00〔》

バ イ ト)で あ る。

5-5-1図 にTEXAS本 社 シス テ ム概 念 図 を示 す 。

5-5-1図TEXAS本 社システム概念図
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a処 理 概 要

(1)セ ン ター受 信 処 理

① テ レ ックス オ ペ レー タは,セ ン タ ー(FACOMU-200)に 電 文 を送 信す る場 合,け ん盤 よb

直接 デ ー タ投 入 をす る場 合 と,紙 テ ー プよ り複 数 電 文 を連 続 的 に送 信 す る場 合(列 信)が あ る。

テ レ ックス オ ペ レー タ は電文 送信 を行 な う前 に,ダ イ ヤル 動作 を含 む公衆 通 信 回線 特有 の発 信

動作 手 順 を行 な う必 要 が あ る。又,TEXASは,販 売 店 テ レ ックス を す べ て 登 録 管理 して お

り,未 登 録 テ レ ック スか らの 受信 処 理 を防 止 して い る。

電 文 形 式 は,(受 さん始)か ら(受 さん終)迄 を1電 文 と して い る。

② テ レ ックス よ り送 信 されて きた受 信電 文 は,オ ン ラ イ ンパ ッケ ー ジプ ログ ラ ム(MCOPX:

後述)経 由で,セ ン タ ーの入 力 電 文 待行 列 ドラム に蓄 積 され,一 通 単位 に組 みた て られ,受 信
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処 理 タス ク(集 信 タス ク)宛 の キ ュー ター ミナ ル に待 行列 を形 成 し,か つ ,自 動 的 に集 信 タ ス

クが 起 動 を うけ る。

5-5-2図 受 信 処 理 機 概 要 図
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③ 集 信 タス ク は,受 信 電 文 をテ レ ックス コー ドで 受 取 る と,コ ー ド変 換 依 頼,及 び基 本 的 な チ

ェ ック を行 ない,エ ラー を検 出 す る と,即 時,該 当 テ レ ック ス宛 へ,エ ラー種 別 を附 して ,エ

ラ ー電 文 を返 送 す る。従 って,販 売 店 オ ペ レー タ は,電 文 を 修正 して ,再 投 入 す れ ばよ く,オ

ペ レー タの デ ー タ作成 ミス によ る発 注 手 配遅 れ を防 止 して い る。

④ チ ェ ックの 結 果,正 し い電文 で あ る場 合 に は,受 信MT(集 信MT)に 記録 し,同 時 に,タ

イ プ ライ ター に基 本 項 目(発 信 先,電 文 種,通 番)を 印字(当 初)し て い る。

⑤ セ ン ター オ ペ レー タ は,オ ン ラ イ ン処 理 途 中 に,現 時 点 にお け る総 受 信通 数,電 文 種 別 受 信

通 数 を把握 した い場合 は,任 意 に,タ イ プ ライ タ ーよ り問 い合 わ せ す る事 によ り,受 信通 数 を

印 字 させ る事 が で きる。

⑥ 当 然 の事 な が ら,受 信MTを 取 りはず した い場 合 は,オ ン ライ ン処 理途 中の 任 意 の時 点 で,1

タ イ プ ライ タ ー と会 話 し,別 系MTに 受 信 処 理 を 自由 に切 替 え られ る。

⑦ さ らに,オ ン ライ ン中 に,セ ンタ ー シス テ ム障害 が 発 生 した場 合 には,回 復 不 能 な障 害 を除

き,受 信 動 作 を完 了 し,受 信MTに 記 録 され て い な い電 文 に っ い て は,全 て リカバ リー処 理

(約5分 ～20分 程 度)に て,入 力電 文 待 行 列 ドラム に蓄 積 されて い る電 文,キ ュー ター ミナル

待 行 列電 文,プ ロ グ ラ ムでの 処 理途 中電 文 すべ て を吸 い上 げ て,受 信MTに 記録,又 は,タ イ

プ ラ イ ター に 印字 して,オ ペ レータ に通 知 して い る。
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⑧ セ ンタ ーオ ペ レー タ は,特 定 の テ レ ック ス端 末(群),又 は,回 線(群)に つ いて,障 害 が 発

生 した り,個 別 に オ ン ラ イ ン処 理 を開 始/終 了 させ た り,テ レ ックス 端末/回 線 の 状態 把 握 を

す るた め に,テ レ ックス 端末/回 線 の,閉 塞/閉 塞 解 除 をタ イ プ ラ イ ター と会 話 して,オ ン ラ

イ ン途 中 に,任 意 に コ ン トロー ル して い る。

〈2)セ ンタ ー発 信 処理

① セ ンタ ーか ら販 売 店 テ レ ックス 宛 に,電 文送 信 を行 な う場合,

@HOSTコ ン ピ ュー タ にて作 成 した発 信 用MT(以 降,配 信MTと 呼ぶ)よ り発 信 す る場

合,及 び,

⑮ セ ン ター オ ペ レー タが テ レ ック ス にて 作成 した紙 テ ープ(6単 位)よ り発 信 す る場 合(同

報/準 同報)の2通 りの処 理 方 法 が あ る。

② セ ンタ ー オペ レrタ は,HOSTコ ン ピ ュー タ にて 作 成 され た配 信MTを,オ ン ラ イン処 理

中 の 任意 の時 点 で,あ い て い るMT装 置 に セ ッ トし,タ イプ ライ タ ー よ り 発 信 用処 理 タス ク

(以 降,配 信 タス ク と呼 ぶ)を 起 動 す る事 が で き る。

③ 配 信 タ ス ク は,セ ッ トされ た配 信MTの ラベ ル チ ェ ック等 を行 な い誤 ま っ たMTで あ る場 合

は,即 時,オ ペ レー タ に通知 して,オ ンラ イ ン処 理 を続 行 す る。又,正 しいMTで あ った場 合

は,自 動 的 に デー タ読 み込 み 処理 を 開始 す るが,チ ェ ックの 結果,デ ー タエ ラー を検 出(フ ォ

ー マ ッ トエ ラ ー
,送 信 宛 先 不 明,コ ー ドコ ンバ ー ト不 能 な文字 等)す る と,自 局 席 テ レ ック ス

に該 当 デ ー タの 全 内容 を送 信 印字 し,オ ペ レー タ に エ ラ ー 通 知 し,次 の デ ー タ処 理 を続 行 す

る。

④ 正 しい デ ー タで あ る事 が 確 認 さ れ る と,配 信 タ ス ク は,オ ン ライ ンパ ッケ 」 ジ プ ログ ラ ム

(MCOPX:後 述)に 送 信依 頼 をす る。MCOPXは,各 テ レ ック ス単 位 に,送 信 電 文 待 行 列 を

デ ィス ク上 に作 成 して 管理 して お り,空 回線 を選 択 しな が らダ イヤ ル動 作 を含 む発 信 動 作 手 順

(約20秒/呼)を 実 行 した後,自 動 的 に,か つ,多 重 に電 文 送 信 処理 を行 な う。.上記,デ ィス ク

上 の送 信 電文 待行 列 は,テ レ ックス 端 末 か らの再 送 要 求 時 の再 送 処 理 に も適 用 され る。

⑤ 送信 時,又 は,送 信 動 作 完 了直 後 に,テ レ ック ス端 末,又 は,回 線 に異常 状 態 が 検 出 され る

と,即 時,タ イ プ ラ イ ター に障 害 印 字 を し,オ ペ レー タ に通 知 す る。

⑥ セ ンタ ー オペ レー タ は,配 信MTか ら送 信 処 理 を行 な っ て い る 途 中で,緊 急 に,別 途 配 信

MTの 送 信 を行 な う必要 性 が 発 生 した場 合,前 者 の 送信 処 理 を中 断 させ,後 者 を優先 的 に送 信

し得 る。 その後,前 者 の送 信 処理 を再 開 し,続 行 させ る事 が で き る。

⑦ セ ンタ ー オ ペ レー タ は,オ ン ラ イ ン処 理 途 中 に,前 項1)一 ⑤ 項 同様 に,現 時 点 にお け る,総

発 信 依頼 通 数,及 び総発 信 完 了通 数 を,タ イ プ ラ イ ター と会 話 す る事 に よ り,把 握 して い る。

⑧ 一方,販 売 店 よ り電 話 によ り,当 日,又 は1週 間 前迄 の発 信 電 文 の再 送 依 頼 要 求 が発 生 した
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5-5-3図 配 信 処 理 概 要 図
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場 合 に は,該 当 配 信MTを セ ッ トす る事 によ り,任 意 の時 点 で再 送 させ て い る。

⑨ 上 記 ② ～ ⑧ 項 は,HOSTコ ン ピ ュータ にて 作 成 した発 信用MT経 由 の処 理概 要 で あ る が,

テ レ ックス にて作 成 した紙 テ ー プ を送信 電 文 と し て 処 理 す る同 報,準 同報処 理 が あ る。 当 同

報,準 同 報 処理 は,従 来 の テ レッ クス 間の 送 信 処 理 と比較 し,一 通分 の みデ ー タ を作 成 して紙

テ ー プ読 取 装置 か ら読 み 取 らせ れば,後 は 自動 的 にMCOPXが 宛先 分 の 送信 処 理 を実 行 す る

故,配 信MT経 由同 様,オ ペ レー シ ョンが 簡 単 化 し,作 業 工 数 が大 幅 に軽 減 され,好 評 を博 し

て い る実 情 で あ る。

bシ ス テ ム構 成

(1)機 器 構 成

① 本 社 シス テ ム機 器構 成(名 古 屋)TEXASは,ミ ニ コ ン ピュ ータFACOMU-200(64KB)

をオ ン ラ イ ンセ ン ター シス テ ム と し,5-5-4図 に 示 す 本体 系(CPU,メ モ リー,チ ャネル

系),周 辺 機 器 系(DP2台,DM1台,MT3台,CT1台,TW,PTR各1台),通 信 制

御 系(LCU2台,NCU2台)か ら構 成 され て い る。 網 制御 装 置(NCU)は,電 々 公 社 直

営 品 で,32回 線 用(CA「32」)2台 を使 用 して い る。 片 系 のNCU/LCU障 害 が発 生 した場

合 は,一 旦 オ ン ライ ンを中 断 させ,リ カバ リー処 理 後,片 系 の みで オ ンラ イ ン を再 開 させ る。

(2)プ ログ ラム構 成

FACOMU-200用 モ ニ タ ーCOMOS(割 込 み 解 析,タ ス ク管理,回 線 制 御,入 出力 管理)が,
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5-5-4図 本社システ ム機器構成図
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5-5-6図TEXASプ ロ グ ラム構 成
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後処理
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リカバリー処理

ファイルセッ トアップ処理(CPS)

ファイルセットアップ処理

等

モニ タ ー と して 必 要 な 基 本 的 機 能 を担 当 し,オ ン ラ イン コモ ンパ ッケ ー ジ プ ログ ラムMCOPX

が,オ ン ライ ン処 理 プ ログ ラ ムに 必要 な共 通 的機 能(電 文 待 行 列 制御,1/Oア ク セ ス 要求 時行 列

制 御,コ ンソ ール 制御,タ ス ク制御,端 末 制御 等)を 吸 収 して い る。従 っ て,業 務処 理 プ ログ ラ

ム は,業 務 特有 の 処理 の み行 な って い る。

Cシ ス テ ム 導 入 効 果

TEXAS運 用 にお け る主 な効 果 と して は,下 記 の4点 が あ げ られ る。

(1)従 来 の セ ン ター に て運 用 して い た約80台 の テ レ ックス の 内,約50%の 台 数 削 減 が可 能 に な り,テ

レ ックス の返 却 を行 な う事 が で きた 。

(2)第1)項 に伴 な い,フ ロア ー に空 ス ペ ー スが で き,フ ロ アーの 有 効 利用 が は かれ るよ うにな った。

(3)従 来 に比較 し,オ ペ レー タ要 員 の 作 業量 が 大 幅 に減 少 し,約35%の 省 力 化 が可 能 に な った 。

(4)ホ ス トコ ン ピ ュー タ に接続 され て い る紙 テ ー プパ ンチ,及 び紙 テ ー プ リー ダが 不 要 にな り,コ ス

ト削 減 を 図れ た事 。 さ らに,紙 テ ー プ操 作 に関 す る トラブル が解 消 され た 。
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6株 式 会 社 日本 計 算 セ ン ターの グ リー ンダ イヤ ル シス テ ム .

Aシ ス テ ム 開 発 の 背 景

最 近 の わが 国 の め ざま しい経 済 発 展 に伴 い,国 民所 得 の著 しい向上 と週 休2日 制 の 実施 等 に よ り旅

行 人 口は毎 年 急 速 に増 加 を続 けて い る。旅 行 業 界 の推 測 で は,1975年 に は1泊 以上 の旅 行 者 は2億

3,800万 人 回 に,更 に1985年 には,8億 、2,400万 人 回 に達 す る もの と見 込 ま れ て い る。 この 急 激 な 宿

泊 人 口の伸 び に伴 う予 約 業 務 量 の 増 大 に対 処 す る決 め手 と して レ ジ ャー業 界 に於 て も コン ピュ ー タ導

入 によ るシス テ ム化 が進 め られ,す で に2,3の 大 手 旅 行 社 に於 て,そ れ ぞ れ の シス テ ムが 稼 動 を し

て い る。

Bシ ス テ ム の 意 義 ・目 的 ・内 容 ・ シ ス テ ム 開 発 主 体 お よ び 協 力 者

.㈱ 日本 計 算 セ ンタ ーで は,さ る1972年 度 に旅行 開発 部 を設 け オ ン ライ ン に依 るホ テ ル の即 時 予 約 シ

ス テ ムの 自主 開発 に着 手 し,こ の 間東 京 芝 浦 電機 株 式 会 社 な らびに 富士 通 株 式 会社 の積 極 的 な協 力 を

得 て1973年2月 に は オ ン ラ イ ンテ ス トを試 行,,同 年3月1日 よ り札 幌 ・東 京 ・名古 屋 ・大 阪 ■:福岡 の

5予 約 セ ン ター を同 時 に 開設"グ リー ンダ イ ヤル"シ ス テ ム によ る予約 業 務 を開 始 した 。従 来 ホ テル

.・旅 館 の予 約 を確 保 す る ため には,多 くの 時 間 と経 費 をか けて 直接 旅 行 目的 地 の ホ テ ル ・旅 館 に電 話

・を す るか ,あ るい は旅 行 代 理店 の窓 口 に出 向 い て用 を た さな けれ ば な らな い し,ま た即 答 が 得 られ な

い ケ ース が 多 か っ た 。 この 点 を解 決 した の が グ リー ン ダ イ ヤル シス テ ムで あ る。 この シス テ ムの最 も

大 きな特長 は,利 用 者 が 手 軽 に電話1本 しか も無 料 で予 約 申 し込 み が出 来,即 座 に 回答 が 得 られ る こ

.とに あ り,更 に コン ピュー タ を もた な い旅行 業 者 に も利 用 の 道 を ひ らい た 極 め て公 共 性 に富 んだ い わ

ば ホ テル ・旅 館 の 「緑 の 窓 口 」版 と云 えよ う。現 在 北 は知 床 か ら南 は沖 縄 に 至 る 日本 列 島 の主 要 都 市

と観 光 地等 の主 な宿 泊 施 設 の客 室 が コ ン ピ ュー タ に フ ァイル され,こ の シス テ ムが 提 供 す る便 利 さと

ス ピーデ ィな サ ー ビス とが あ い ま って 利 用者 の数 は 日 を追 って増 加 を続 けて い る。 .

この間,1973年 度 情 報 化 週 間 に あた り,グ リー ンダ イヤ ル シス テ ムは,国 民 生 活 の高 度化 に寄 与 し

わ が国 の 情報 化 の 促 進 に多 大 の貢 献 を した優 秀 情 報処 理 シス テ ム と して表 彰 され て い る。

Cシ ス テ ム の 運 営

グ リー ンダ イ ヤル シス テ ムは東 京 本 社 内 の 中央 情 報 処 理 セ ンタ ー に設 置 され たTOSBAC-5400/20

・とDATANET30に よ りコ ン トロー ル され,日 本 計 算 セ ン ター の 主業 務 で あ る受託 計 算 を同 時 に処 理
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す るマル チ方 式 で運 営 され て い る。 各予 約 セ ンタ ー に は予 約端 末 装 置 と してFACOMDISPLAYタ

ー ミナル 及 びFACOMキ ー ボ ー ドプ リン ター の2機 種 をペ ア ーで 設 置 ,そ れ ぞ れ を1200BAUD及

び200BOUDの2系 統 の 特定 通 信 回線 の オ ン ライ ンで 結 ん で い る。DISPLAYタ ー ミナル は その特

性 を フル に活 か し,即 時 レス ポ ン スが 要求 され る客室 在 庫 マス タ ー フ ァイル の検 索 並 に予 約 処 理等 に

使 用 して い る。 キ ーボ ー ドプ リン タ ー は,予 約 確 認 轡,其 の 他,ト ラ ンザ ク シ ョンの プ リン トア ウ ト

等 緊 急 控 を要 求 され な い 事後 処 理 用 に主 と して使 用 され る。更 に キー ボ ー ドプ リンタ ー に はDISP-

LAYタ ー ミナル と同様 に予 約処 理 に 必要 なす べ て の オ ペ レー シ ョンが 出来 る機 能 を もたせ て あ る 。

これ は オ ンラ イ ンサ ー ビス を運 営 す る上 に通 信 回 線 の障 害 が 発生 した時,あ るい は,予 約 端 末 装置 の

不 調 等 の予 期 出 来 な い事 故 に よ りオ ン ラ イ ンサ ー ビス が 中断 され る とい う事 態 を防止 す る ため のバ ッ

ク ア ップ と して 考 慮 され た。2系 統 の 特定 通 信 回線 を使 用 して い る理 由 の1つ で あ る。

予 約 オペ レー シ ョンの概 要

aAVAILABILITYCHECK

電 話 に よ る予 約 陣 し込 み を受 付 けた 係 員 は,宿 泊地,希 望 の ホ テ ル ・旅 館 名,宿 泊 日,宿 泊 人 数,

客 室 の タ イ プ,料 金 等 を尋 ね なが らこれ らの デ ー タ をFORMATに したが い デ ィス プ レ イタ ー ミナ

ル にキ ー イ ンす る。 次 にSENDKEYを 押 しCPUに 入力 しレス ポ ンス を 待 つ,希 望 条 件 の 客室 在

庫 が あ る と予 約OKの サ イ ン,予 約 ナ ンバ ー,料 金 が ス ク リー ンに表 示 され る。 この 段 階 で 申 し込 み

者 に予 約 可能 の 旨 を告 げ る。 レス ポ ン ス タ イ ムは平 均 して4～5秒 で あ る。

<SELLACTION>

b係 員 が 申 し込 み者 か ら料 金 其 の 他 の諸 条 件 を承 諾 した こ とを確 認 した上 で 申 し込 み 者の 郵 便番

号 ・住所 ・利 用 交 通 機 関 ・予 定 到 着 時 間,特 記 事項 等 を キー イ ン し1件 の予 約 作 業 を完 了 す る。

c予 約確 認 書 の 作 成

SELLACTIONに よ りCPUに イ ンプ ッ トされ たデ ー タは,キ ー ボ ー ドプ リン タ ーに アウ トプ ッ

トされ予 約 確 認 書 が プ リン トされ る。 この確 認 書 は 申 し込 み者 に郵 送 され る。 一 方,予 約 され た ホ テ

ル ・旅館 に送 客 通知 を行 な うた め,所 轄 予 約 セ ンタ ーの キー ボ ー ドプ リンタ ー に予 約 確認 書 と同 じデ

ー タが 自動 的 に転 送 され プ リン トされ る
。予 約 確認 書 に は予約 番 号,ト ラ ンザ ク シ ョンSEQ番 号,

予 約 受付 年 月 日,時 間,発 信 端 末番 号 等 が 表 示 され,事 後 予約 内容 の変 更,キ ャンセ ル等 が発 生 した

場 合 のREFERENCEデ ー タ と して使 用 され る。

d予 約 トラ ンザ ク シ ョン ・フ ァ イル の作 成

予 約業 務 に関 す るすべ て の トラ ンザ ク シ ョン はオ ン ライ ンで実 行 と同 時 に デ ィス クに レ ジス ター さ

れ,そ れ等 の デ ー タは,更 に オ ン ライ ン業 務 終 了後MTに 転記 を行 な っ て後 日バ ッチ処 理 に よ り販売

実績,請 求 書,統 計 資料 等 の 作成 をす る。
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5-6-1図 基 本 機 器 構 成

昭 和49年3月 末現 在 の グ リー ン・ダ イヤル ・シス テム の シス テム構 成 は下 図 に示す 通 りで あ る。
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D結 び

日本 計 算 セ ンタ ーで は次 期 事 業 計画 の一 環 と して,グ リー ン ダ イヤ ル シス テ ムの予 約 セ ン ター を近

い将 来 数 都 市 に増 設 す る準 備 を進 め て い る。 この計 画 の一 部 には予 約量 が 比較 的少 ない と予 測 され る

地 区 を経 済 的 に運 営 す る手 段 と して,特 定 通 信 回線 を使用 す る代 りに公 衆 電 気通 信 回線 を利 用 す る新

しい シス テ ムを 目下 開発 申 で その完 成 を 目前 に ひか えて い る。 この新 しい シス テ、ムを活用 す る こ とに

よ り国 内 の主 要 都市 の大 部 分 を結 ぶ 日本 列 島縦 断 の ネ ッ トワー ク を完 成 させ,サ ー ビス範 囲 を飛 躍 的

に拡 大 す る ことが 可能 に な る。

更 に同 社 が意 欲 的 に開 発 を進 め て い るプ ロジ ェク トを あ げ る と,

1.ホ テ ル シス テ ムの開 発 と運 営

2.交 通 ・レ ジ ャー シス テ ムの開 発 と運営

i
3.上 記 ① ② とグ リー ンダ イヤル シス テ ムの イ ンタ ー フ ェイ ス。

以上 の プ ロ ジ ェク トが 完成 す れ ば,航 空機 フ ェ リー,レ ンタ カ ー等 交通 機 関 の 予 約 と宿 泊予 約 が 同

時 に 出来 る理 想 的 な総 合 シス テ ムが 実 現 され る こ とに な る。

5-6-2図 『プ ロ グ ラ ム 構 成

グ リー ン ・ダ イヤ ル ・シ ステ ムの プ ログ ラ ムは,予 約 等 を処 理 す るオ ン ラ イ ン;・プ ログ ラ ム と,オ ン ライ ンをサ

ポー トす る バ ッチ 処理 プ ロ グ ラ ム よ り構 成 され て い る。

オ ンラ イ ン処 理 プ ログ ラ ム

ホ テル ・旅 館 の予 約,取 消,不 泊,早 発,オ ー プ ン,ク ロー ズ等 々 の予 約 業 務 とそれ をサ ポー トす るプ ロ グラ ム

よ り構 成 され て い る。 この プ ロ グ ラム の骨 子 は下 記 の通 りで あ る。

[イ … ン ・v－ ル1 初期化 ル ー チ ン

受 信 ル ー チ ン

送 信 ル ー チ ン

業務処理ルーチン

フ ァ イ ル 入 出力
コ ン トロー ル ・

ル ー チ ン

エ ラー 処 理

ル ー チ ン

サ ブ ・ル ー チ ン群

寸

オ ン ラ イ ン ・フ ァイル の 初 期化 及 び 回復

DN-30よ りのDATA受 信及び編集

DATA編 集及 びDK-30へ のDATA送 信

一一 予 約 業 務 処理

一 サ ー ビス 業務 処 理 ,

オ ン ライ ン ・マ ス ター 及 び トラ ンザ ク シ ョン等
々の 入 出 力 処理

エ ラ ー分 析 及 び送 信

オ ン ライ ン ・プ ロ グ ラ ムを サ ポ ー トす るサ ブ ・

ル ー チ ン群 、'
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バ ッチ処理 プログラム

オ ンライン用の ファイル を作成,更 新す る為の プログラム群 とオンライン ・トランザクシ ョンよ りの請求書発行

及び諸統計表 を作成する為 のプログラム群よ り構成 されてい る。前者 を準備 プログラム群,後 者を後処理 プログ『

ム群 と呼 ん で い る。

1輪 プ・グ・ ・群

1後処理プ・グ・・画

ホ テル マス ター更 新

在庫 マスター更新

端 末 コ ン トロー ル
マ ス ター 更 新

地区 マスター更新

オ ン ラ イ ン準備

プ ロ グ ラ ム群

オ ン ラ イ ン後処 理

プ ログ ラ ム群

トラ ンザ ク シ ョン

分 析 プ ロ グ ラム群

請求書発行
プログラム群

諸統計表作成
プ ログラム群

ホテル旅館の作成変更等 を処理す るプログラム
群

ホテル ・旅館の客室の在庫マスターの作成,変一 更等 を処理するプ
ログラム群

オンライン用 ター ミナルの コン トロール ・マス
ターの作成,変 更等 を処理するプログラム群

全国 を約500の 地区に分割 して,そ の各地区に
ホテル ・旅館の登録等を処理す るプログラム群

オンライン稼動準備を処理するプログラム群

オ ンライン ・トランザ クシ ョンの記録等 を処理

す るプ ログラム群

オンライン ・トラ ンザ クシ ョンの各種分析プ ロ
グラム群

予約 トランザクシ ョンよ りの請求書発行を処理
す るプログラム群

各種管理統計表 を作成す る為の プログラム群
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Aシ ス テ ム化 の背景

国 営 新川 農 業 水 利 事 業 は,新 潟 平 野 の一 角,西 蒲原 平 野 の農 地 約20,000haを 対 象 と した 排水 改 良事

業 で あ る。 当事 業 地 区 は,地 域 の70%が 地 表 水 の排 除 を機 械 排水 に依 存 して お り,1948年 か ら始 め ら

れ た 新川 第1期 工 事 は,新 川 改 修 と新 川 沿 線 の 排水 機 場 設 置 が主 な工 事 で あ った 。 が,1955年 頃 か ら

当 地 域 一 円 に水 溶 性 天 然 ガス 採 取 によ る地 盤 沈 下 が顕 著 にな り,そ の 沈下 量 は新川 沿線 で1961年 か ら

1965年 の5年 間 で 最 大30cmに も達 した 。 その 後 沈下 は進 行 し激 しい所 で は累 計 沈 下量 が2m以 上 に も

達 して い る。 この 地盤 沈下 に よ り新川 水 位 が相 対 的 に上 昇 し,既 設 排水 ポ ン プの 揚程 増 加 を招 き,排

水 能力 の低 下 を きた した 。 この よ うな理 由で生 じた新 川 の 既設 ポ ン プの機 能 低下 を補 う こ とを 目的 と

した 新川2期 農 水 事 業 が1967年 に策 定 され,1970年 に は新川 河 口 に計画 排 水 量240㎡/秒(口 径4,200

mm,6台)の 新川 河 口排 水 機場 が設 置 され た 。新 川 が 自然 河 川 で あ っ た時 には,新 川 沿 線 に多 くの

機 場 が独 立 した 排水 地 区 を持 ち,単 独 に その地 区 の み を対 象 として 洪水 排 除 を行 な っ て い た。 し か

し,河 口機 場設 置 後 は新 川水 位 が 河 口機場 の設 定 内 水 位 に よ って制 御 され るの で,子 機 場 の 外 水 位

(新 川 水 位)は 河 口機 場 の水 位 操 作 の 影響 を直 接 うけ る こ とにな り,新 川 を介 して 河 口機場 運 転 と子

機 場 運 転 とが 密接 な相 互 関係 を もつ よ うに な り,シ ス テ ム化 の 要請 を潜 在 的 に 内在 して い た 。

また,多 数 の子 機 場 の運 転 管 理 に必 要 な人 件 費 は 巨額 にの ぼ る こ とか ら排 水 業 務 を合 理 化 して 効率

的 な排 水 を行 な い,運 転 管理 費 の 削 減,災 害 防 止,お よ び安 全 性確 保 を 目的 と した シス テ ム化 が 昭和

44～48年 度 で設 計 お よ び施 工 され た 。 手段 として は,テ レ メー タ ー,テ レ コ ン トロ ー ラー シス テ ム と

電 子 計 算 機 シス テ ム と を 結 合 し た 遠 方 計 算 機 制 御 シス テ ム を適 用 し,新 川 水 系 の 集 中監 視,集 中計

測,集 中 制 御 を実 現 して い る。

Bシ ス テ ・.)L対象 範 囲

シス テ ムの 目的 に対 す る影 響力 の程 度 か ら,既 存 の対 象施 設 とシス テ ム化 によ って必 要性 が 生 じた

新 設 施 設 を次 の よ うに定 め て い る。

a中 央 管理 所(新 設:1局)

全 シス テ ムの 監 視 を行 ない,制 御 指 令 の 決定 お よ び伝送 を行 な う。

も 施 設管 理 所(新 設;1局)

中 央 管理 所 か ら機 場状 態 の 情報 を受 け,シ ス テ ムの保 守 管理 にあ た る。



201

5-7-1図 国 営 新 川 地 区 構 成 図
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△ 用 水樋 管

{
匝]水 位観{則r折

△ 雨量観測所

日 本 海

c排 水 機 場(既 設;17局)

中央 管 理 所 か らの 指 令 に基 づ いて 各 排水 機 場 支 配 区 の水 位 制 御 を行 な う。

d揚 水 機 場 お よ び用 水 樋管(既 設18局,9局)

排水 と用 水 は表 裏 一 体 の 関係 に あ り,シ ス テ ム内 の水 位制 御 を行 な う事 は結局 水 収 支 の 問題 とな る

の で取 水 量 を把 握 す る。

e水 位,雨 量 観 測 所(新 設:各5局)

水 系 の 洪水 予 測 や 制御 指 令 判 別 の た め の水 位,雨 量 情 報 を申 央 管理 所 へ 伝 送す る。

fパ トロー ル カ ー(新 設:.3台)

無 線 装 置 を搭 載 し諸施 設 の定 期 巡 回 や緊 急 出 動 を行 な う。

C機 場制御管理 レベルの決定

シ ス テ ム化対 象 機 場 の 固有 な特 性 を殺 す こ と な く,制 御 や 管 理 を集 中化 す るた め に現 況制 御 方 式

を,① 排 水量 ② 使 用 頻 度 ③ 関連 操 作 ④ 運 転判 断 ⑤ ごみ 処 理 ⑥ 改造 費の6項 目に つ いて,各

々 評 価 し総合 判 断 して,制 御 管理 レベ ル を次 のCと くA,B,C,D級 に分類 して い る。
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5-7-1表 制 御 管 理 方 式

方 式1施 設 名1所 醐

・ 級1排 水 機 場 7

・ 級1 8－
D級 揚 水 機 場

用 水 樋 管

雨 量 観 測 所
水 位 観 測 所

8

9

5

5

A級 制御管理方式

① 中央局からの呼出し,ま たは自動立上 り(親 局から呼出しせずに該当事象が発生すれば中央局へ

呼出要請を行ない情報を伝達する)に より監視項目および計測項目の伝送を行なう。

② 中央局からの制御指令に基づいてポンプ お よ びゲートのノーマン中央遠隔制御(中 央計算機制

御,中 央手動制御)を 実行する。また,機 場内のスイッチ切換えにより機場遠方および機場直接制

御をも実行可能である。

B級 制御管理方式

① 中央局か らの呼出しまたは自動立上 りにより監視項 目および計測項目の伝送を行なう。

② 中央局か ら制御指令が機場の制御盤に表示 され,そ の制御指令に基づいてワンマンコントロール

を実行する。また,機 場内のスイッチ切換えにより機場遠方および機場直接制御をも実行可能であ

る。

C級 制御管理方式

① 中央局からの呼出しまたは自動立上 りによ り監視項目および計測項目の伝送を行なう。

② 制御指令が機場の制御盤に表示され,ポ ンプ操作は人間が直接各機器を操作する。すなわち機場

直接制御を実行する。

D級 制御管理方式

① 中央局か らの呼出しに基づいて監視情報の伝送を行なう。

② ポ ンプ操作は機場直接制御を実行する。

5-7-2図 多重ループ構成図
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5-7-2表 監 視 項 目 一 覧 表

制御方式
A B C D

項目 項 目 内 容

停 電 状 態 ⑦ ◎

受 電 故 障 ⑦
管

施 錠 ④ 、△ △

理 、火 災 ⑦

中央一一→機場 △

状 機場一 一→ 中央 △

能 制御 指令 受信 ○
'o」

手動 指令 受信 △ △

サ イ レ ン 動 作 ○

内水位非常下限 ○ ○ ○
水

内水位非常上限 ○ ○ ○
路

外水位非常上限 ○ ○ ○

中 央 自 動 ○

中 央 個 別 ○

機 場 自 動 L ○
ポ

機 場 連 動 ○ ○

ン 機 場 直 接 ○ ○

準 備 完 了 ○
プ

起 動 ○

状 運 転 ○ ○ △ ㊥

停 止 L L △

態
重 故 障 ○ ○ △

軽 故 障 ○

休 止 △ △ △

中 央 ◎

ゲ 全 開 ⑤ ○ ○ ㊦

全 閉 ◎ ○ ○ ㊦
|

故 障 ◎ ◎ ◎

ト 開 ・ 中 ◎

閉 中 ◎

△:人 間に よる介入があ る項 目

L:デ ー タ収集せず論理 的に判 断する項 目

④:河 口機場 を除 く

◎:河 口機場 のみ

◎:一 部 なし

◎:観 測所のみ

.・ ㊥:揚 水機場のみ

.㊦:酬 ゲー トのみ

203
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5-7-3表 計 測 項 目 一 覧 表

制御方式

項目 項目内容
A B C D

局 番 ○ ○ ○ ○
計 降 雨 量 ◎

内 水 位 ○ ○ ○ ◎
外 水 位 ○ ○ ○

測 翼 角 度 ④
ゲ ー ト 開 腹

∈)

④:河 口機場 のみ ◎:水 位 観 測所のみ

◎:雨 量観 測所 の み ◎:曲 川ゲー トのみ

5-7-4表 制 御 項 目 一 覧 表

(中 央管理 所一 〉子 局:排 水機場 のみ)

制御方式

制御指令 指令手没

・lB C

新 川河 口 その 他

設定内水位指令 プロ グラム ○ ○ △ △

マ ニ ュ ア ル ○ ○ △ △

ポンプ個別指令 マ ニ ュ ア ル ○ △ △

ゲ ー ト開閉指 令 プロ グラム △

○:ポ ンプ操 作 に人間 の介 入不要

△:ポ ン プ操 作 に人間 の介入不 要

△:河 口ゲー トの みで人 間の介 入不要

また,電 子 計 算 機1台 に対 して多 重 ル ー プ を形 成 す る シス テ ムで は,電 子 計 算 機 や 無 線 回線 が ダ ウ

ン す れ ば全 機 場 が制 御 不 能 に 陥 るの で5-7-5表 の ご と く多重 の制 御 レベ ル で対 応 シス テ ムの硬 直 化

を防 い で い る。

5-7-5表 制 .御 優 先 レ ベ ル

緬＼
優先 レベル

制御管理
レベル
＼

A級

(NOMAN)
B級

(ONEMAN)
C級

(SOMEMEN)

位1機 場鹸 制御

D級

(SOMEMEN)

第1

第2

已 場直接纈 1機 場嘩 制御 已 場醗 制御

位

第3位

第4位

機場遠方制御

中央手動制御 ,

中央計算機制御

機場遠方制御

中央手動指令による
機場直接制御
又は,機 場遠方制御

中央計算機指令によ
る機場直接制御
又は,機 場遠方制御

中央手動指令による
機場直接制御 ＼
中央計算機指令によ
る機場直接制御

＼
＼ ＼

、

＼
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D子 機 場 の 制 御

子機場はA,B,C級 の排水機場 ともフィードバック制御によ りポンプを運転する。その制御構造

は,中 央管理所の電子計算機で各子機場の状態を判別し,そ の状態に対応する設定内水位を指令 し,

子機場の制御ループは無人又は有人によりその設定内水位に収束す るようにポンプを操作する。

5-7-3図 子 機 場 の 水 位 制 御

子 機 場

oo

外水位
o"

ポ ン プ

上限内水位4
『

蜘 水位 一躍

不感帯

下限内水位 ≒

r

(新 川)

ク

/

o

o

ρ

、

s
w

燗

A級 排水機場

中央か ら指令された設定内水位を制御基準として調節計又は比較器がフィー ドバック制御を行な

うSCC方 式の無人制御。

B級 排水機場

中央から指令された設定内水位を制御基準 として起動,停 止水位設定器がフィー ドバック制御を

行ない,そ の設定変更には人間が介入する一人制御。

C級 排水機場

中央から指令 された設定内水位を制御基準 として,人 間が機場表示盤の内水位値を見ながら設定

内水位に収束するようにポンプの稼動台数を選択 して制御する有人制御。

D級 揚水機場

揚水機場については,直 接的な運転指令を出さず揚水量の監視を行なう。

E新 川 本川 の制御

子機場制御の場合は水路延長が短かく,吸 水槽水位および外水位の検出のみで子機場支配区の内水
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位 状 況 の 把握 お よ び制 御 が 実行 で き る。 しか し,新 川本 川 は21kmと 長 く,河 口機場 で設 定 内水 位 を操

作 して も上 流 へ はす ぐ伝 播 しな い。 また,河 口機 場 で強 制 排 水 す るの で水 面 勾配 が大 き く,河 口機 場

の 吸水 槽 水位 と外 水 位 の み の検 出 では 新川 全 線 の 水 位 状 況 を把 握 で きな い。 従 って,本 川 の水 位制 御

で は河 口の危 険 箇 所 をチ ェ ック ポ イ ン トと し,そ の 地点 で利 水 と治水 の 利 害 が調 整 され た 水位(目 標

水 位)に 定常 化 され るよ う河 口機 場 の 設定 内水 位 を定 め,そ の設 定 内水 位 に収束 す る よ うに稼 動 台 数

お よ び翼 角 を制 御 し外 海 へ排 水 す る。

5-7-4図 河口機場設 定内水位の操作

河口機場

日本海

E-=〈

目標上限水位

目標水位

目標下限水位

菊)← チ
ェ ックポイン ト(新 内岸機場)

流量減少時の設定 内水位変更

目標上限水位

目標水位

目標下限水位

一.s、 ←
チェックポイン ト(新 内岸機場)

流量増加時の設定内水位変更

チ ェ ック ポ イ ン トの水 位 制 御 の よ うに応 答 お くれ 時 間が 長 い制 御 系 で フ ィー ドバ ッ ク制 御 を行 な え

ば 制 御 は不安 定 し発 散 して しま う。 この た め,お くれ 時 だ け先 の応 答 を予 測 して 河 口機 場 設 定 内水 位

を修 正 す るフ ィー ドフ ォー ワ ー ド制御 を適 用 して い る。 フ ィー ドフ ォー ワー ド制 御 の ため には シス テ

ム の応 答 を シ ミュ レー トす るモ デル が 必 要 で あ るが,新 川 で は不 定 流 モ デル を核 と して 流域 流 出 モデ

ル,排 水 機 場制 御 モ デル,外 潮位 予 測 モデ ル 等 か らな る シス テ ム モデ ル を構 成 し てい る。

す なわ ち,チ ェ ック ポ イ ン トの 水位 制 御 に は フ ィー ドフ ォー ワー ド制 度 を適 用 し,吸 水 槽 水 位 を設定

内 水 位 に収 束 させ るた め に は フ ィー ドバ ック制 御 を適 用 し5-7-5図 の よ うな制 御 形 態 を とって い る。
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5-7-5図 システム外乱(本 川流入量)

システム外乱(本 川流入量)

ンスアム
モアル

チ ェ ックポ イ ン ト予1則水 位

チ ェ ック ポイ ン ト

標 水 位 θ

◎ ○

。定。水位 紺 水・1
変更ルーチン ㊦

一僅瓢 堕禦鷲)-1

○
サンプルPI

調 節 計

水 位 計

台数 ・翼角

副 御 機 構

← 一 一(サ ンプル周期5秒 毎にi行しその間ホール ドする)

ポ ン プ
河口実内水位

F機 場制 御 の ソフ トウ ェア

a親 機場の運転モー ド

(1)常 時運転(可 変内水位運転)

条件:外 水位〉設定内水位

積 算 雨 量

5-7-6図 水 文量および水理量の規 定値

外 水 位 内 水 位

状態判別規定値

(10年確率到達時間内積算雨量)

{
親 機 場 … …60mm

二」t'機場 ・…-40mm

見 込 運 転 規 定 値

(10年確率1/2到 達時間内積算雨量)

{
親 機 場 ・・〉…40mm

r機 場 … …30mm.,

非 常 上 限 外 水 位 ・

上限外水位

(50年確率洪水位a=240m'/S)

注意外水位

(15年確率洪水位a=206m'/.S)

目標上限 目標水位

目標'下限戊

非常上 限内水位

(ポンプ施設の構造的許容値)

上 限内水位(許 容湛水 位)

(地区内最低地盤高+0.3m)

注意 内水位

(地区内最低地盤高)

非常下 限内水位

(ポンプ吸水口標高+余 裕高)

新川 の 流下 量 の 増 減 が チ ェ ック ポ イ ン トの不 感 帯 に収束 す るよ うに,フ ィー ドフ ォー ワー ド制 御 に

よ り河 口の設 定 内水 位 を操 作 す る。 しか し,流 下 宣 の 増 減 が 目標 水 位 不 感 帯 に納 ま る範 囲 の もの で あ
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る場 合 は,河 口の設 定 内 水 位 は 変 更 せず 定 水 位運 転 とす る。

(2)見 込 運 転

新 川 水 系 で は,ピ ー ク 降雨 と ピー ク流 出 の遅 れ は約6時 間 で あ るの で,降 雨 状 況 か ら洪水 の予 測 が

で きる。 従っ て,洪 水 が予 測 され る場 合 に は,河 口機 場 設 定 内水 位 を許 容 下 限 内水 位 に設定 して,前

もって 新 川 の水 位 を下 げ て お き,河 道 貯 留効 果 によ り洪 水 ピー ク の平 滑 化 を行 な う運 転 で あ る。

(3)非 常 時 運 転

河 口機場 が フル 運転 とな り,流 下 量 に対 応 す る設 定 内水 位 が許 容 下 限 内 水位 に降 下 して も,照 査地

点 の規 定水 位 を上 ま わ る な ど して非 常 時 の状 態 判 別が 出 され る と,沿 線 子機 場 の一 部 停止 や 緊 急 洪水

対 策 を と り新 川 の 溢 流 や破 堤 を防 ぐ。

(4)自 然 排 水

設 定 内 水位 が 外 水位 よ り高 くな る と,河 口ゲ ー トは開 放 さ れ て ポ ンプ を停 止 し,自 然 排 水 を行 な

う。 しか し,チ ェ ック ポ イ ン トの不 感 帯 を外 れ る と直 ちに 可変 内水 位運 転 に移 行 す る。

b子 機 場 の 運 転 モ ー ド

(1)常 時 運 転

次 の5ケ ー ス に つ いて,夫 々 の子 機 場 が もつ排 水 ブ ロ ック 固有 の設 定 内水 位 を定 め る。 また 設定 内

水 位 の随 時 変 更(可 変 内水 位運 転)は 行 なわ ず定 水 位 運 転 の み と し,該 当 ケ ース の 設定 水 位 を中央 管

理 所 よ り子 機 場 へ指 令 す る。

① か い が い 期

② 非 か ん が い 期

③ 地 下 水 制 御 期

④ 見 込 運 転 時

⑤ そ の 他

(2)見 込 運 転

各 子 機 場 に対 して も親 機 場 と同様 に洪 水 の ピー ク カ ッ トを行 な う。

(3)非 常 時 運 転

子 機 場 に対 す る状 態 判 別 プ ログ ラ ムが 非 常 時 と判 別 す れ ば,そ の機 場 の 支配 す る地 区 に対 して警 報

や対 策 の 指 令 を行 な う。

(4)緊 急 異 常 時 ・

新 川 本 川 に 溢 流等 の 危 険 が生 じた 場 合 には,子 機 場 か らの 排水 量 を減 少 させ 本 川 の溢 流 や決 壊 を防

ぐ。
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Gハ ー ド ウ ェ ア の 構 成

各 サ ブ シス テ ムに対 す る要 求 機 能,定 量 的 条 件 お よ び確 保 す べ き信 頼 性 か ら5-7-6表 の 如 く決 定

され た 。

Hシ ス テ ム 化 の 効 果

a電 子計 算 機 の 高 速演 算 に よ りシス テ ムモ デル を 使 っ て フ ィー ドフ ォー ワ ー ド制 御が 可 能 にな っ

た 。

b情 報 収集 お よ び情 報 処理 が即 時 的 に実行 可 能 とな り,人 間 の判 断 で は不可 能 な高 度 で 総合 的 な 判

断 を行 な い,水 系 全 体 と して最 適 な制御 で実 現 で き る。

c1ヵ 所 で水 系 全 域 に散 在 す る機 場 の状 態把 握 が 可 能 とな り,判 断 お よ び 対 策 が 円 滑 に実 行 で き

る。

d制 御 の 集 中化 に よ り,省 力化 ・無 人 化 が実 現 され 人 件 費 が 削減 され る。

5-7-7図 新 川 排 水 制 御 シ ス テ ム

「一 ー一.'一 一ーー一一一一一一一一一一一一一一一一ーーーー 一一ーー一一ーーーーー一「
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5-7-6表 ハ ー ド ウ ェ ア 設 計

新川排水制御 システ ム案

機 能 設 計 定 量 設 計 信 頼 度 設 計 必 要 装 置

。機 場状態の監視 ・計測

端 。雨量,水 位計測
。監視 ・計測 ・制御情報

末 の授受

設 。内外水位上下限判定
。ポ ンプ制御

計 。河口ゲー ト制御

。端末局数(45局)

拡張局数(10局)

。監視 ・計測伝送所要 時

間

(全局 で5分 以内)

。人間に よるバ ックア ッ

プ

。制御の割込 み優先 順位

設定

。インター ロック機 能

。異常検出機能

。無 停 電 化

。誘 電 防 止

。状態検出装置

。内 ・外水位計

。状 態表示装置

。ポ ンプ ・ゲー ト

制御装置

。有線又ハ無線装置

。誘 電防止装置

。非 常電源装置

コ設

～

;

↓

晶

。監 視 ・計 測 ・制 御 情 報

の 授 受

。保 守 ・管 理情 報 の 授 受

。運 転 ・管理 情 報 の 授 受

。定 時 ・随 時 ・割 込 走 査

。伝 送 コー ド

(BCDコ ー ド)

。伝 送速 度(200ボ ー)

。無 線 回 線

(出 力:1W,3WS/N:30dB以上)

。エ ラ ー チ ェ ック

反 転2連 送 照 合

水 平 垂 直 パ リテ ィチ
ェ ック～
パル ス総 数 チ ェ ック

。CPUダ ウ ン時 は マ ニ

ュ アル 操 作

。無 停 電 化

。400MHzUHF回 線

。150MHzVHF回 線

。有 線(公 社 線)

。変 復調 装 置

。通 信 制 御 装 置

。イ ンタ ー フ ェイ ス

制 御 装 置

。 リア ル タ イ ム処 理

実(制 御判別・指令 ・設定水位計算)
処 。オ ンラインバ ッチ処理

竃(水 理 ・水文解析・統計解析)
設 。多重処理機能
計 。浮動小数点 ・倍精度演

算

。ユ ー ザ ー ズ エ リア

(16kW以 上)

。タ ー ンア ラ ウ ン ドタ イ

ム

(10分 以 内)

。記憶保護機能

。障害検出機能

。MTTRの 短縮化

。MTBFの 長期化

。?カ バ リー機能

。操作チ ェック機能

。無 停 電 化

。中央処理装置

。非常電源装置

入

出

力

設

計

。監 視 ・計 測 ・制 御 情 報

の表 示

。各 種 レポ ー トの ハ ー ド

コ ピー

。警 報(可 聴 ・可 視)

。オ ペ レー シ ョン ガ イ ド

の表 示

。 トラ ンザ ク シ ョンデ ー

タの一 時 記 憶

(;魏 アクセス)
。デ ー タ ロギ ン グ

(膓該 ㌶;の
。計測情報の デ ィジタル

表 示

。計 測 情報(10分 当 り)。CPUダ ウ ン時 は 生 デ

内 外 水 位=4桁 ×73一 タ表 示 ・手 動入 力

ゲ...F閉 塞 一3桁 ×30記 憶 保 護 機能

翼 角 度=2桁 ×6。 バ ック ア ップ 機能

雨 量 一3桁 ×5.リ カバ リ堪 能

。ピ ッ ト情 報(10分 当 り)。 操 作 チ ェ ック機 能

管 理 状 態 一82量.デ 一 夕 チ ・ ッ ク機 能

水 路 〃-59量(リ ミッ トチ ェ ック論 理 チ
ェ ック)

ポ ンプ 〃=548量(時) 。操 作 チ
ェ ック機 能

=14量(揚)
。無 停 電 化

ゲ ー ト ル=53量

観 測所 〃=10量

。シス テ ムパ ラ メー タ ー

4桁 ×324

。チ ャネル 制 御装 置

。入 出力 制 御 装置

。磁 気 ドラ ム装 置 く2式)

。磁 気 テー プ装置(2式)

。入 出力 タ イプ ライ ター

(2式)

。紙 テー プ読 取装 置

。紙 テー プ さん孔 装 置

。ラ イ ン プ リンタ ー

。CRTデ ィス プ レイ装 置

。デ ー タ ライ タ ー

。デ ィジ タル 表示 盤

。操 作 卓

。非 常 電 源 装 置
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8ツ ー リス トオ ン ラ イ ン シ ス テ ム 皿

Aシ ス テ ム開 発 の ね らい とその 背景

昭和49年9月2日,近 畿 日本 ツ ー リス ト㈱ の くッ ー リス トオ ン ラ イ ン シス テ ムー 皿)が 稼 動 した 。

ζの シス テ ム は,旅 行業 と して 総 合 的 な予 約 業 務 の オ ン ライ ン化 を 目指 した もの で あ り,同 時 に公 衆

通 信 回 線 を利 用 して テ レ ックス(電 電公 社 の加 入 電信)と の接 続 を はか った もの で あ る。 ま た,ホ ス,

ト ・マ シ ンに ミU-1110ミ 超 大 型 コ ン ピュ ー タ を使 用 して い るが,こ の ミU-1110ミ は 近畿 日本 鉄道

㈱ の関 係数 社 の 全 く異 る数 多 くの オン ライ ンお よ びバ ッチ シス テ ムの 同 時共 同使 用 とい う異 例 と もい

うべ き特 長 を もって い る。

近 畿 日本 ツ ー リス トで は,昭 和42年4月 ミU-418ミ に よ りわ が 国最 初 の旅 館予 約 シス テ ム(〈 ッ

ー リス トオ ン ライ ン シス テ ムー1>)を ス タ ー トさせ たが,旅 行 業 にお いて 旅 館 の 予 約 は各 方 面 にわ

た る予 約 ・手配 業 務 の一 部 で あ り,こ れだ けで は対 客 サ ー ビス 面 で も業 務 合 理 化 面 で もそ の効 果 に限

界 が あ った 。 同社 の 営業 所 等 に は国 鉄や 航空 会 社 の専 用 シス テ ムの 予 約 端末 機 もお か れ て い るが 」 そ

の 数 にお のず か ら限 度が あ っ て全 店 をカバ ーす る には い た らな い。 それ ゆ え,自 社 ラ イ ンに よ る 「総

合 予 約 シス テ ム」 の 確立 は旅 行 業 者 と して の悲 願 で あ った 。 このた め 同社 で は,昭 和46年 公 衆 電 気 通

信 法 が 改正(い わ ゆ る 「回線 開 放 」)さ れ るや 同年10月 近 畿 日本鉄 道 の特 急 予 約 シス テ ム(U-418)

と コ ン ピ ュー タ リンク し,つ づ いて翌47年7月 に は 日本 航空 の 国 内線 予 約 シス テ ム(IBM-360)

と も リンク した の で あ る*。 この 時点(〈 ツ ー リス トオ ン ライ ン シス テ ムーH>)に お いて 同社 の ホ

ス ト ・コ ン ピュ ータ(U-418)は 容 量 の 限界 に達 しつ つ あ った か ら,グ レー ドア ッ プの必 要 性 は時

間 の問 題 で あっ た。

ま た,近 畿 日本 ツ ー リス トは 〈シス テ ムー1>の 当 初 か らテ レ ックス(当 時約100台 を保 有)の 有

効 利 用 を期 し,業 務 量 の比 較 的 少 い 営業 所 等 に は紙 テ ー プ 中継 に よ り準 即 時 のサ ー ビス を提 供 して 来

た 。 しか し この 方 法 は,適 用 業 務 が 拡大 し トラ フ ィッ クが増 大 す る につ れ,も ち ろん 端 末機 も増 設 さ

れ た が,や は りシス テ ム運 用 の 泣 き ど ころで もあ った の で あ る。 同 時 に,旅 館 等 に対 す る予 約 内 容 の

通 知 な どは なお 人 手 に頼 ら ざる を得 ず,早 急 な解 決 を望 ま れ て いた 。

Bハ ー ド構 成 お よび ネ ッ トワ ー ク

〈シス テ ムー 皿 〉 の 中央 装 置 群 の構 成 は5-8-1図 の とお りで あ る。前 述 のよ うに,こ の装 置 群 は

*<コ ンピュー トピア>1972一 叉)6

「待望の航空会社 と旅行社の コンピュー タシステム ・リンク」参照



5-8-1図 近 畿 日本 鉄 道UNIVAC1110構 成 図
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5-8-2図 近 畿 日本 ツ ー リス トオ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー ク概 念 図
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近 鉄 およ び近 鉄 系 各社 で 同時共 同使 用 され て い る。 あ る タ イ ミン グ にお い て は,オ ン ラ イ ン,パ ッチ

各10も の シス テ ムが 同 時 に ライ ン して い る こ とが あ る。 た だ し,各 社 の シス テ ム は内部 に お い て相 互

に完 全 に 隔 離 されて い る こ とは言 うま で もな い 。昭 和48年10月 現 在,近 鉄 の特 急 座 席 予約 シス テ ム は.

ま だ この ミU-1110ミ に移 し替 え られ て い な いが,ご く近 い将 来 この シス テ ム も リプ レイ ス され るだ

ろ う。 そ の場 合,〈 ッ ー リス トオ ン ラ イ ン シス テ ムー 皿 〉 とは コ ン ピ ュー タ 内 リンク の形 を と る こ と

に な る。

各社 の オ ン ライ ン ・シス テ ムは,C/SP(CommunicationandSymbionProcessor)に よ って

通 信 の制 御 が行 わ れ る。

〈ッ ー リス トオ ン ラ イ ンシス テ ムーIH>の コ ミュニ ケ ー シ ョン ・ネ ッ トワ ー ク は5-8-2図 の とお

りで あ る 。 この ネ ッ トワー クは,札 幌 ・仙 台 ・東京 ・大 阪 ・広 島 ・福 岡 の 各 地 に設 置 さ れ た ミOKI

TAC-4300ミ を サ ブ セ ンタ ー と し,ミU-1110ミ との 幹線 を1200bpsで 結 び,端 末 機 との 間 を50～150

bpsで 結 ん で い る。 ただ し,札 幌 サ プ セ ンタ ー は仙 台 サブ セ ン タ ーか ら200bpsで 結 ば れ,ま たC/'

SPと 直 結 され て い る端 末 回 線 もあ る。東 京 お よ び 名 古屋 の中 継 装置 ミBS-1200ミ は従 来 か らあ っ・.

た コ ン セ ン トレー タ で,航 空 会 社 の コ ン ピ ュー タ との 中 継 回線 およ び一ーi部の50bps端 末 回線 を収 容 し

て セ ン タ ー と1200bpsで 結 ん で い る。

ミOKITAC-4300ミ には 自営 のNCU(網 制御 装 置)が 附設 され,こ れが テ レ ック ス との接 続 を

機 能 させ て い る。 これ に よ って 同社 は全 国151台 の テ レ ック ス もコ ン ピ ュー タに 接続,108台 の端 末 機

と と もに オ ン ライ ン の戦 列 に加 えた 。

ミO-4300ミ は 中央 処 理 装 置(8kW),増 設 記 憶 装 置(16kWお よび12kW),磁 気 ドラ ム(131

kW),通 信 制 御 装置,コ ミュニ ケ ー シ ョン ・コ ン ソ ール(2),網 制 御 装置,線 路 装 置,ラ イ ンプ リン タ

お よ び コ ン ソー ル タ イ プ ラ イ タな どで 構 成 され た集 配 信 シス テ ムで あ り,従 って い わ ゆ るジ ョブ処理

あ るい は端 末 回 線(特 定,公 衆 と も)同 志 の 交換 は行 わな い 。 また,蓄 積交 換 方 式 の た め ここで 通 信

は 一 旦 切 れ る形 にな る。

C適 用 業 務 「総合 旅 行 予 約 シス テ ム」

〈ツ ー リス トオ ン ライ ン シス テ ム一 班 〉 は 「総 合 旅 行 予 約 シス テ ム」 を目標 に して い る。 す な わ

ち,旅 行 に必 要 な あ らゆ る予 約 ・手 配 を可 能 にす る シス テ ムで あ る。'

〈シス テ ムー 皿 〉 は現 在 次 の業 務 を取 扱 って い る。

① 宿泊予約i

旅 館,ホ テ ル,国 民 宿舎,民 宿,受 験生 の宿;

② 企 画 旅 行(パ ッケ ー ジ ・ッ ア)予 約

国 内旅 行 「メ イ ト」
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海 外 旅行 「ホ リデ イ」 一.新 規 業 務

③ 近鉄 特 急予 約

④E体 航空 予 約

⑤ 全 日空予 約 新 規 業 務

⑥ 東 亜 国 内 航空 予 約 新規 業 務

(電 電 公社 の デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス)

上記 の うち① お よ び② は リソ ース の フ ァイル を 自社 コ ン ピ ュー タに 持つ 「仕 入 方 式 」 で あ り,③ ～

⑥ は各機 関 それ ぞ れ の フ ァイル を取 りに行 く 「リン ク方 式 」 で あ る。

一 般 的 に言 って 予約 シス テ ム は 「予 約」 「解 約 」 「照 合(残 数 調 査)」 の3機 能 を最 低 必要 機 能 とす

るが,特 に① 宿 泊予 約 お よ び② 企 画 旅 行 予 約 に お いて は,業 務 コ ー ド,サ ブ コー ド,随 意 コー ドに よ

り きめ細 か い機 能 を与 え られ て い る。 シス テ ム改 訂 に当 って そ れ らの改 善 も重要 な意 味 を持つ もので

あ ったが,あ ま りに も旅 行 業 務 的 で あ るの で詳 述 は割愛 す る。

近 畿 日本 ツ ー リス トの予 約 シス テ ムで 特 徴 的 な点 は,こ れ を発 券一 精 算 の シス テ ムに結 びつ け て い

る こ とで あ る 。普 通,旅 行 業 者 の 予 約 シス テ ム(運 輸 機 関 の専 用 端 末機 に よ る もの を除 く)に お い て

は,イ.取 扱 う券種 が非 常 に多 い こ と,ロ.そ れ らの様 式が 皆 異 る こ と,ハ.普 通 乗 車券 等 予 約 を伴

わ な い発 券 が数 多 くあ る こ とな どの理 由 で発 券 の シス テ ム とは切 離 して 考 え られ て い る。 しか し同 社

は 〈シス テ ムー1>開 発 当初 か ら旅 行 業 にお ける トー タル ・シス テ ム を指 向 して い たの で積 極 的 に こ

れ と取 組 ん で 来 た 。 この業 務 はそ の 後逐 次 手 が加 え られ,現 在 で は 「締切 」(日 ま た は月 次 の発 売 明

細 書 を オ ン ラ イ ンで各 営 業 所 で 発行 す る),「 精算 」(旅 館 あ るい は運 輸 機 関 に対す る精 算 書 の プ リン

トア ウ ト,旅 館 券 勘定 の消 込 等 。 一 部 バ ッチ)と 連結 す るに至 って い る。今 の と こ ろ これ ら一 連 の業

務 は 自動 発 券 の宿 泊 券 お よ び近 鉄 特 急券 に限 られ て い るが,近 く企画 旅 行 の会 員 券 にま で拡 大 され る

予 定 で あ る。

近 畿 日本 ツー リス トで は,今 後 さ らに予 約 シス テ ムの 総 合化 を進 め るた め,オ ン ラ イ ン化 され た運

輸 機 関 とは リンク方 式 に よ り,オ ンラ イ ン化 され てい な い 運輸 機 関 につ い て は 仕入 方 式 によ りフ ァイ

ル し,す べ て の 予 約 が端 末 機 あ るい は テ レ ックス の操 作 に よ り即 時 に可 能 とす るべ く計 画 を進 め て い

る;

また,仕 入 方 式 によ る予 約 につ い て はそ の予 約 内容 を相 手機 関 に通知 す る(「 送 客通 知 」 と い う)

必 要 が あ るが,こ の 送 客 通知 に つ いて も同社 の オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク を通 じ相 手 の テ レ ック ス宛

自動送 出す る計 画 で あ る。 さ らに旅 館 等 の テ レ ックス か ら他 の旅 館 や 航 空 機等 の即 時 予 約(解 約'変

更)も 可 能 だ と して い る ので,旅 先 で旅 程 の 変更 が生 じた場 合 な ど旅 客 に と って は ます ま す 便利 に な

るだ ろ う。
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Dデ ー タの 流 れ,シ ス テ ム利 用 の 態様

上 述 の よ うに,近 畿 日本 ツ ー リス トの オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー クお よ び そ の業 務 内容 はか な り複 雑

で あ る。 異速 度 の特 定 通 信 回線 の接 続,特 定 回線 と公 衆 回線 の 接続 ,特 定 回線 の共 同使 用,さ らに前

述 の 計 画 が進 め ば共 同 使 用 の 他人 使 用 とい う形 態 に な る。

この レポ ー トは これ らにか かわ る通 信方 法 上 の 問題 を解 説 す るのが 目 的 で はな いが ,参 考 ま で に

〈シス テ ムー 皿 〉 の主 な業 務 につ い て,そ のデ ー タ の 流れ ・利 用 の 態 様 を述 べ て お こ う。(5-8-3図)

a宿 泊予 約 シス テ ム ・企 画 旅 行 予 約 シス テ ム

① 宿 泊予 約 シス テ ムにお け る予 約業 務 の 大 半 は パ タ ー ンAに よ って処 理 され るが,ミU-1110ミ の

フ ァイル が 売 り切 れの 状 態 にな った場 合 等,一 旦Aの 形 で その 旨 ア ンサバ ック を完 了 し
,改 め てB

のパ タ ー ンに よ り仕 入 セ ンタ ー に発 生 手 配(個 別 手配)を 指 示 す る こ とが あ る。

② この指 示 に対 す る手配 回答 はパ タ ー ンBの 逆 の形 で行 われ る。 コ ン ピ ュー タは 情報 の照合,フ ァ

イル の 更 新等 の処 理 を行 った後,結 果 を営業 所 にデ ィスパ ッチす る。

③ 照 会 ・発 券 ・締 切 もAパ タ ー ンで あ る 。 ただ しテ レ ックス で の発 券 ・締 切 は行 えな い 。

④ 企画 旅 行 予 約 シス テ ムに は発 生 手配 お よ び手配 回答 の 機 能 はな い 。

⑤ 両 シス テ ム には 引上 げお よび 追 加仕 入(在 庫 調 整)の 機 能 が あ る。 パ タ ー ン はA,た だ し端 末 機

は仕 入 セ ンタ ーで あ る。

b近 鉄 特 急予 約 シス テ ム ・日本 航空 予 約 シス テ ム ・全 日空 予 約 シス テ ム ・東 亜 国 内航 空 予約 シス

テ ム

① パ ター ンC,D,E,Fで 見 るよ うtに,す べ て の 情報 は往 復 と も ミU-1110ミ に よ って 翻訳 再 編

集 され るが,形 態 と して は近 畿 日本 ツ ー リス トの端 末 機(テ レ ック ス)と 当該 運 輸 機 関 の コン ピ ュ

ー タ との 間 に終 始 す るデ ー タ通 信 で あ る
。 ただ し,図(パ ター ンC)は 近 畿 日本 鉄 道 の シス テ ムが

ミU-1110ミ に移 行 され た後 の姿 を想 定 してい る
。

② 近 鉄 特 急 予 約 シス テ ム の発 券 は,パ タ ー ンAに よ って 行 わ れ る。(端 末機 のみ)

③ 各運 輸 機 関 の 専用 端 末 機 か ら 〈シス テ ムー 皿〉 を コー ル す るこ と はで きな い 。他 社 の シス テ ムを

コール で き るの は,近 畿 日本 ツ ー リス トの 端末 機 およ び 〈シス テ ム一 班 〉 に登 録 され た テ レ
ックス

か らだ けで あ る。

各 社 の端 末 機(近 畿 日本 ツ ー リス トを含 む)は,い ず れ も他 社 の端 末 機 との 間 にデ ータ の送 受 は

で きない 。

cそ の 他
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220第5部 コンピュータ適用業務の具 体例

① どの サ ブセ ンタ ー も特 定 回 線,公 衆 回線 を問 わず 端末 回線 同 志 の交 換 は行 えな い。

② 近 畿 日本 ツ ー リス ト社 内 相 互 間 に は,予 約 シス テ ムに付 随 した若 干 の メ ッセ ー ジ通 信 が あ る 。 こ

の機 能 はす べ て ミU-1110ミ が コン トロール す る。 この場 合,テ レ ッ クス か らテ レ ックスへ の メ ッ

セー ジ通 信 は拒 否 され る。
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9読 売 テレビー読 売新 聞大阪本社共 同利用 システム

A・ シス テ ム開 発 の経 過 と背 景

この シス テ ムは そ の名 の通 り読 売 テ レビ(以 下 テ レ ビ と略す)と 読 売 新 聞大 阪 本 社(以 下 新 聞 と略

す)の2社 が1台 の コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム(日 立H-8450524KB)を 共 同 で利 用 して い る もの で

あ るが,両 社 のEDP導 入 に至 る過 程 は,そ れ ぞ れ別 個 の もの で あ った 。す なわ ち,テ レ ビ は昭 和46

年2月,オ ン ライ ン ・リアル タ イ ム に よ る 「販 売 ・放 送 一 貫 処理 シ ス テ ムGIANTS」 を 日立H-

8400(262KB)で 稼 動 させ,民 間放 送 にお け る初 の本 格 的 オ ン ラ イ ン ・シス テ ム と して 民 放 界 は も

とよ り,広 くコ ン ピ ュー タ業 界 か ら注 目を集 めた 。

一 方 ,テ レ ビ と兄 弟 会 社 の 関係 に あ る新 聞 に お いて も,昭 和46年1月 「電 子計 算 機 導 入 準 備 委 員

会 」 が 発 足 し,業 務 の シス テ ム化 が検 討 され て い た。 昭 和47年3月,GIANTS稼 動 後1年 を経 て・

よ うや くシス テ ム も安 定 した 段 階 で,テ レ ビ側 か ら,新 聞 に対 して 共 同 利用 の呼 びか けが 行 なわ れ,

初 め て シス テ ムの共 同利 用 が 具 体 的 に検 討 され るに 至 っ た 。以 後,新 聞 は 自社 プ ログ ラ ムの開 発,テ

レ ビ はプ ログ ラ ムの コ ンバ ー ジ ョン作 業 を経 て,昭 和49年1月,「 読 売 情 報処 理 セ ン タ」 と して共 同

利 用 シス テ ムが 本 稼 動 に 入 っ た。'

5-9-1表 「読 売 テ レビ,コ ン ピ ュー タ シス テ ム導 入,自 動化 の経 過 」 参 照

5-9-2表 「読 売新 聞大 阪 本 社,コ ン ピ ュー タ シス テ ム導 入経 過 」 参 照

共 同利 用 が 実現 を みた 背 景 には,(1)テ レビ側 の シス テ ム開発 が 進 む に した が って,グ レー ド ・ア ッ

プ の必 要 性 が強 ま っ て きた こ と。(2)新 聞側 も導 入機 種 と して,日 立H-8350を 内定 して い た こと。(3>

メー カー(日 立製 作 所)か ら共 同 利用 に適 した オペ レー テ ィン グ シス テ ム,「EDOS-MSO」 が発 表 さ

れた こ とな どが あ げ られ るが,技 術 的 な面 で は先 発 の テ レ ビ シス テ ムが,オ ン ライ ン ・シス テ ムで あ

り,す で に安 定 した 状 態 に あ り,回 線 の 切 り換 え の みで,シ ス テ ム を移 行 し得 る態 勢 に あ っ た こ と

が,こ の 共 同利 用 を可 能 な ら しめた大 きな要 因 で あ った と考 え られ る。

Bシ ス テ ムの 内容

aテ レ ビシス テ ム 「GIANTS」 の 概 要

民 間 放送 局 の基 幹 業 務 は(1)番 組 の 制 作,報 道,(2)番 組 の 販 売(提 供 ス ポ ンサ ーへ の販 売 と他 の放

送 局 へ の 販 売),(3)ス ポ ッ ト販 売(秒 単 位 で のCM時 間 の販 売),(4)番 組 お よ び ス ポ ッ トCMの 放 送実

施,(5)一 般 的 支援 業 務 で あ るが,現 在 の シス テ ムが対 象 と して い る もの は(2),(3),(4)と(5)の 一 部 で あ

り,「GIANTSjは これ等 の業 務 をオ ン ライ ン ・トー タ ル シス テ ム と して 処 理 して い る。
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S-9-1表 コンピュータシズチム導入 ・自動化の経過

読売テレビ放送

40.7.1 業務連絡委員会設置。EDPシ ステム導 入,機械化 について検討開

始 。

46.6.1 オ ン ラ インSPACEシ ス テ ム本 稼動 。

47.2.20 本社←東京支社間データ通信 回線(D-7×1回 線,C-2×1

回線)開 通 。SPACEシ ステムの東京オンライン化完成。41.8.12 システム計画課設置。具体的計画作業開始。

42.1.15 EDPシ ステム導入,機 械化基本方針決定。 47.3.16 読売新聞大阪本社ヘ コンピュータ共同利用について提案,検 討開

始。
42.10.1 システム計画課廃止。システム開発本部設置。7分 科会 を設け,

基本方針の徹底,業 務の実態調査開始。 47.9.1 電算機本部廃 止,電 算部設置。

43.6. 米国ヘ リアルタイムアプ リケー シ ョン事情調査 のため視 察員を派

遺 。

47:10.1 HITAC10デ ュアル システムに よる自動送出装置完成。OASISシ
ステム とオンラインで連絡本稼動開始。

43.7.1 第1次 計 画 として 販 売,放 送 トー タル シ ス テム を対 象 とす る こ と

に 決定 。 シス テム の 概要 とス ケ ジ ュー ル を きめ る。

48.3.1 オ ン ラ イ ンTACSシ ス テ ム本 稼 動 。

48.3.23 読売新聞大阪本社 との共同利用のための機種 を決定,HITAC8450
とす る。読 売情報処理 センター設置のための具体 的作業開始。43.10.14 システム開発本部廃止,システム開発課 を設置。機種選定に注力。

43.12.20 機 種 決 定,HITAC8400シ ス テム とオ ン ライ ン端 末(キ ャ ラク ター

デ ィスプ レ とデ ー タタ イプ ライ タ)を きめ る。

1

48.6.16 東京 支 社 オ ンラ イ ン端 末(キ ャ ラ クター デ ィス プ レイ)1台 増 設 。

D-7回 線3分 岐 とす る。

44.2.1 HITAC8400に よる放送情報処理 システム完成までの 暫定装 置 と

してKOWA520を 購入,送 出作業は 自動体制に入る。

1

48.9.1 オ ン ラ インPICSシ ステ ム 本稼 動 。

'

HITAC8450を 読 売情報処理 センターに据付,新 システムへの移行

テス ト開始 。44.6.1 基本設計仕様書完成,番 組送 出システム をOASIS,ス ポッ ト販売

放送一貫 システム をSPACE,全 体計画 をGIANTS計 画 とネー

ミングす る。

,

48.9.30

,

48.10.31

,

本社⇔読売情報処理センター間デー タ通信 回線(D-7×4回 線,

C-2×2回 線)開 通 テス ト用 に使用。
45.2.24 プ ログラム機能仕様書完成,以 降 プログラ ミング作業に入る。

48.12.17 同 上D-7×2回 線C-2×1回 線 開 通 。

45.8.16 HITAC8400搬 入据 付 。

48.12.18 同 上D-7×2回 線,C-2×1回 線 開通 。

45.9.1 システム開発課廃止,電 算機本部設置,3委 員会 を設けて移行体

体 を検討開始。

OASISシ ステムに直結する自動送 出装置につ いて検討開始。

人事 給与総合システム(PICSと ネー ミング)について検討開始。

番組販売 システム(TACSと ネー ミング)につ いて検討 開始。

48.12.21

.

東京支社○読売情報処理セ ンター間データ通信回線(D-7×1

回線3分 岐,C-2×1回 線)開 通。

48.12.23 YTV全 シス テム をHITAC8450へ 切 替 え。

46.5:1 オ ン ライ ンOASISシ ス テ ム本 稼動 。 49.1.15 HITAC8400撤 去 。

ぱ
ω
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5-9-2表 コ ンピュターシステム導入経過(読 売新 聞大阪本社)

46.1.11

46.9.1

46.12.13

46.12.20

47.3.16

47.6.30

47.7.4

47.8.30

47.10.12

47.12.7

48.3.23

48.4.16

48.7.1

48.9.14

48.9.30

48.10.13

48.11.23

48.12.13

電子計算機材 導入準備委員会発足,47.6月 にH-8300シ ステム設 置を決定

電子計算機委員会および準備室新設

H-8300シ ステムをH-8350シ ステムに変更,導 入 を48・6に延期を決定

全読売電算機協議会発足

YTVか ら共同利用 の提案

共同利用の方針を確認,検 討にはいる

共同利用研究会生 れる

研究会の答申 まとまる

準備室 を廃 止,審 議室電算部 となる

H-8450シ ステムを内示発注(YTV)

H-8450シ ステムを正式発注(YTV)

設備工事決 定,発 注

パ ンチ2台 ベ リ2台 増設,計 パ ンチ3台 ベ リ2台

付帯設備完工

H-8450シ ステム搬入,設 置(読 売情報処理 セ ンタ)

H-8450シ ステム仮納入,運 用開始 デバ ッグ ・テス トラン

下期賞与本番 に使用

販売増減 システム本番 開始

b各 サ ブ シス テ ムの 内容(()内 は シス テ ムの ニ ック ネ ー ム)

(1)ス ポ ッ ト販 売 ・放 送 シス テ ム(SPACE)

民 間放 送 で は1日 約600の ス ポ ッ トCMポ ジ シ ョンが あ り,先 行6ヵ 月 で 約10万 ポ ジ シ ョンが販 売

の対 象 とな って い る。 これ 等 を 「見積 →契 約 →放 送 → 請求 」 の流 れ に沿 って一 貫 処 理 を行 な うのが こ

の シス テ ムで あ るが 販 売 面 で は正 確 な在 庫 管理(空 枠 管理)に 加 えて 「相 場」 の如 く需給 関係 で変 動

す る販 売価 格 と実 績 を リア ル タ イ ムで と ら え,最 適 価格 設 定 の た め の 各種 デ ー タ を販 売現 場 に フ ィー

ドして い る。放 送 の面 で は,事 件 発生 な ど によ る放 送 ス ケ ジ ュール の 突 然 の変 更 が 起 きて も,デ ー タ

は全 く混乱 な く処 理 され,正 確 な放 送,請 求 業 務 が な され る。

(2)番 組 放 送 シス テ ム(OASIS)

放 送 は あ らか じ め番 組 担 当 者 に よ って作 成 された 「Qシ ー ト」 に 従 って分 秒 の 狂 い な く進行 レて行

くが,「Qシ ー ト」 を コ ン ピ ュー タ に記 憶 させ,放 送 機 器 の 予 約,制 御 を行 な うの が この シス テ ムで

あ る。 マ ン マ シ ン ・イ ンタ フ ェー ス を担 当す る汎 用 コン ピュー タH-8450と 放 送機 器 の制 御 を担 当 す

る ミニ コ ン ピ ュー タH-10を オ ン ラ イ ンで 直 結 し,両 者 の デ ー タ交 換 によ って,前 述 のSPACEも 含

め て 緊急 な放 送 予 定 の変 更 に耐 え得 るよ う設 計 され て い る。

(3)番 組 販 売 シス テ ム(TACS)

民 間放 送 の主 な 収 入 源 は前 述 の ス ポ ッ ト販 売 と,こ の シス テ ムが対 象 とす る 「番組 の 販 売 」 で あ

る。 最近 は一 つ の 番 組 に 多数 の ス ポ ン サーが つ い た り,一 つ の ス ポ ンサ ーが,多 数 の番 組 に また が う
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て きめ細 か く時 間 を買 う場 合 が 多 く,販 売 デ ー タは ます ま す複 雑 化 す る傾 向 にあ る。 また,全 国 の 民

放 局 を対 象 と した ネ ッ トワー ク 間 のデ ータ処 理 も複 雑 で あ るが,前 述 のOASISと 連 繋 を と りな が ら

正 確 な デ ー タ処 理 を行 な って い る。

(4)人 事 総 合 シス テ ム(PICS)

一 般 的な 給与 計 算 業 務 ,勤 怠業 務 お よび人 事 業 務 関 係 の 各種 管理 資 料 の作 成 で あ るが,勤 務 時 間等

の変 動 部 分 の デ ー タ入 力 は オ ン ラ イン処 理 を行 な っ て い る。

C新 聞 シス テ ムの概 要

対 象 業務 は新 聞発 行部 数 管 理 に関 す る一 貫 処 理 と人 事 給与 関 係 業 務 で,現 在 の と ころ いず れ もバ ッ

チ シス テ ムで あ る。

(1)発 行 部 数 管 理 一 貫処 理 シス テ ム(DACS)(BILS)

新 聞 は朝 刊,夕 刊 の地 方 版40数 種 類 に対 し各 々輸 送 形 態 が あ り,販 売 店,弘 済会 な ど に発送 されて

い る。 こ の シス テ ムで は販 売 店 か らの注 文部 数(増 減 部 数)を マ ー ク ・カー ドで イ ン プ ッ トし,そ の

日の 印刷 部 数,地 方 版 毎 の 輸 送形 態 に よ る店 別発 送 部 数 な どの作 業 指 示 書 を出力 す る。 な お,同 時 に

発 送 口座 ご とに 新 聞 を 自動 梱包 す る た めの制 御 コン ピ ュ・・一夕H-500に 対 す る紙 テ ー プ をア ウ ト ・プ

ッ トす る。 これ等 の デ ー タ を新 聞代 金 請求 書 に直 結 して 管 理業 務 ル ー プ を完結 して い る。

(2)人 給 シス テ ム(PASS)

人 事 給与 に関 す る一 般 的業 務,人 事 労 務 管 理 資 料 の作 成 を行 な って い る。 なお,テ レ ビと新 聞 は 同

一 健 保 組合 を構 成 してい るの で
,テ レ ビ と新 聞 の ソフ トウ ェアの 共 用,帳 票 等 の共 用 を 行 な っ て い

る。

Cシ ス テ ム開 発 の主 体 およ び協 力 者

a開 発 主 体

(1)読 売 テ レビ放 送

(2)読 売 新 聞 大 阪 本社

b開 発 協力 者

(1)日 立 製作 所

② 日立 電 子

(3)日 立 電 子 サ ー ビス

(4)日 本 電 信 電 話 公 社

Dシ ステム適用開始時期

昭和49年1月1日
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E他 シス テ ム との 関係

5-9-1図 シス テ ム構 成 と処 理 業 務 参 照 。

Fシ ス テ ム適 用 の効 果

この 共 同 利用 シス テ ムの 目 的は,

(1)コ ス ト ・パ ー フ ォー マ ンス の高 い 大 型機 を共 同利 用 す るこ とに よ り,中 型,小 型 機 で別個 に処 理

す る場 合 よ り処理 効 率 を あ げ る。

(2)シ ス テ ム開 発 を二 企 業 が共 同で 行 な う こ とに よ り人材 の活 用 を図 る。

(3)ソ フ トウ ェ アの共 同 利 用 を行 な う。

(4)シ ス テ ム運 用経 費 を軽 減 す る。

θ レン タル 料 の共 同負 担

(ロ)セ ン タ設 置場 所 の一 元 化,

(5)導 入 経 費 の 節 約

(6)マ ス コ ミ企 業 と して の 情 報 の共 同利 用(例 えば デ ー タバ ンク の開 発)

等 で あ るが,稼 動 後 まだ 一年 を経 ない 現在 で は,(1),(4),㈲ のハ ー ドウ ェ アに関 す る効 率 的 な利 用

に 関 して は相 当な効 果 を挙 げ得 た こ と は明 らか で あ るが,(2),(3)の 人材 開 発 ソフ トウ ェアの共 同利

用 につ いて は各 々の サ ブ ジス テ ムの 開発 が 共 同利 用 を 当初 か ら予 定 した もので は なか っ たた め,今 後

の 発 展 に期 待 さ るべ き もの で あ るが,こ の共 同利 用 シス テ ムが この 分 野 で の大 幅 な発 展 の可能 性 を も

った もの で あ る こ と は間違 い な い 。,

Gシ ス テ ムの将 来 方 向

将来 の計 画 として は,新 聞 シス テ ムの オ ン ライ ン化 等 各 々 の適 用 業務 の レベ ル ア ップ のほ か,読 売

グ ル ー プ の 情報 処理 セ ンタ と して の機 能 の 拡充,系 列 テ レ ビ局 とのTSSに よ る共 同利 用 計 画,情 報

産 業 の 特 質 を生 か した デ ー タバ ン クの 開発 が 主 な テー マ で あ る。

H人 との イ ンタ フ ェー ス

ω 言 語

新 聞 シス テ ムはCOBOLが 主 体 で あ り,テ レビ シス テ ムはASSEMBLERの み で あ る。

(ロ)入 出力 機 器

テ レ ビ シス テ ムは オ ン ライ ン ・リアル タ イ ムで あ り,マ ンマ シン ・イ ン タ フ ェー ス に は最 大 限 の配

慮 を行 な っ た。 入 出力 機 器 には全 面 的 に回 線速 度2400bpsあ ビデ オ ・デ ー タ ・タ ー ミナ ル を採 用 し,

会 話方 式 に よ って 現場 サ イ ドか ら直 接 コ ン ビ ュー タへ 入 力 され る。 した が って 専 任 パ ンチ ャー は全 く
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必 要 としな い 。 これ が 当 シス テ ムの 一 つ の特 長 で あ る。

1概 算 デ ー タ量

テ レ ビ シス テ ムは ビデ オ ・デ ー タ ・タ ー ミナル を使 用 し た オ ン ラ イン シス テ ム で あ る の で 画 面

ゆ

1(1000文 字)を1件 と して 計 算 した 。 な お,放 送 は1週 単 位 で の 繰 り返 しで あ るた め,1週 間 の平 均

データ量を細 した・

5-9-3表 テ レ ビシ ス テ ム デ ー タ量 概 算

1週 間

G
I
A
N
T
S

シ ス テ ム 名
1・ ・ ク ネ ー ・

番 組放送 システム

ズポ ット販売放送 システム

番組販売 システ ム

人事総合 システム

APE(放 送制御装置)

「・ASIS

トラ フ ィ ック量

1
SPACE

lTA・ ・

lPIC・

7,800画 面

11,000

1,100

t
lA・E

合

600

3,000

計1 23,500

5-9-4表 新 聞 シス テ ム デ ー タ量 概 算

1ヵ 月

新
聞
シ

ろ
ア

ム

増 減 シス テ ム
1・A・ ・

請求入金 システム

f
BILS

2,100件

f
人給 システム

1・ASS

1合 計

4,000

5,000

11,100

Jプ ログラム構成(次 頁参照)

K基 本システム構成

5-9-1図 システム構成と処理業務参照。

Lシ ステム設置場所 運用場所

(1)セ ンタ設置場所

読売新聞大阪本社 読売情報処理センタ内

大阪市北区野崎町77

(2)端 末設置場所

イ 読売テレビ放送本社

大阪市北区岩井町2-74
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ロ 読売テレビ放送東京支社

東京都千代田区二番町14

、

o

ノ

プログラム構 成

EDOS.MSO

同

CIP

LINKER

O
A
S
I
S

1
T

A

C

S

S
P
A
C
E

P

I

C

S

R

E

R

u

N

YTV
B
A
T
C
H

YNP

B

A

T

C

H

(注){1}

(2)

{3}

MCS通 信管 理 プ ロ グ ラム

CIPコ ミュ ニケ ー シ ョン,イ ン ター フ ェー ス,プ ログ ラム

LINKER業 務 振 分 けプ ログ ラ ム

ユ
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10セ ン トラル硝 子 株 式会 社 にお け る

ミニ コ ンに よ る通 信 回線 制 御 シス テ ム

Aは じめ に

当社 の通 信 回 線 は,テ レタ イプ 回線 と して 昭和34年1月 に開 通 して 以 来,逐 次 増 強 されて 来 た が,

運 営方 式 が紙 テ ー プ を媒 体 と した,回 路 切 換 方式 に よ る交 換 で あっ たた め,下 記 の問 題 点が 発 生 して

い た 。

① 通 信 回 線上 のバ ケの 排 除不 能

② デ ー タ とメ ッセ ー ジ との仕 訳 の 困難 さ

③ 手作 業(交 換)に よ る人為 的 な誤 動作

④ 信 号 音 の識 別 の 困難 さ に由来 す る通 信 回線 の効 率 の 悪 さ

⑤ 紙 テ ープ を入 出力 媒 体 とす る上 位 電子 計 算 機(以 下 上 位計 算機 と呼 ぶ)の 効 率 低下

さ らに年 々 デ ー タ量 が 増大 す るにつ れ,対 処 で きな くな って きたた め,合 理 的,迅 速 な解 決 を求 め

られ て い た。 上 記 問 題点 の解 決策 と して,

イ 人 手 を介 さず デ ー タ,メ ッセ ー ジ の 自動 交換 を行 う。

ロ 専任 オペ レー タ を置 か ず に運 営 で きる シス テ ム とす る。

ハ 上 位計 算 機 の変 更 は しな い。

と して ミニ コ ン によ る通 信 回線制 御 シス テ ム を採 用 した 。

昭 和48年7月 よ り本 稼動 し,当 初 の 目的 を充 分 に達 して い る。

また 当 シス テ ム は,ス ペ ック を当社 が 作 成 し,プ ログ ラム開 発 を 日本 電 気 ㈱ に依 託 した 。

Bシ ス テ ム概 要

当 シス テ ムは,ミ ニ コ ン ピ ュー タ を中 核 と して,各 装 置(デ ィス ク,MT,PTR,PTP,コ ン

ソ ー ル,監 視 盤)と 通 信 回 線(200/50bps)を 介 して,各 事 業場 に設 置 され てい る紙 テ ー プ通 信装 置

(DSL)と がon-lineで 接 続 され て い る。(5-10-1図,5-10-1表 参 照)

a主 な機 能

1)メ ッセ ー ジ交 換(メ ッセ ー ジ ・ス ウ イ チ ング)

各 事業 場 相 互 間 又 は,本 社 との メ ッセ ー ジ交 換 を 自動 的 に行 う。(同 一 電 文 を同時 に多 数 局 に送 信

す る こ と も可 能)

2)デ ー タの集 信

各 事 業 場か ら本 社 に送 られて きた デ ー タ をMTに 収録 す る 。
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5-10-1図 通信回線網とシステム機器構 成
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5-10-1表

通信制御方式

同 期 方 式

通 信 方 式

通 信 速 度

回 線 種 別

接 続 応 答

使 用 符 号

誤り検出方式

歩調同期

全二重

50bps及 び200bps

4W公 社 回線

呼 出応答方式(コ ンテ ンシ ョン)

セ ン トラル硝子 コー ド

群計数方式/ブ ロック再 送方式

3)デ ー タ(メ ッセ ー ジ)の 配信

上 位 計 算 機 に て処 理 作 成 され たデ ー タ(メ ッセ ー ジ)MTよ り,電 文 中 の 宛先 別 に 自動送 信 す るご

b特 徴

当 シス テ ムは,ミ ニ コ ンに よ る シス テ ムで は あ るが,中 規 模 オ ン ライ ン ・シス テ ム と同程 度 な機 能

を持 って い る。

1)通 信 処 理 の 独立 化

当 シス テ ムは,通 信 制 御 を専 門 にお こな うシス テ ムで あ り,上 位 計 算 機 で通 信 制 御 を行 う必 要 が な

い。(接 続 はMT交 換 にて お こな う)
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2)蓄 積 交 換 方 式

受 発 信 電 文 は,全 て 一 時 デ ィス ク に格 納 され,一 電 文 が 完全 に受 信 完 了 した後 に宛 先 別 に送 信 され

る。従 って 障 害 発生 時 も復 旧 が 迅速 にで き,か つ,一 電 文 を多 数 局 に送信 す るこ とが 可 能 とな って い

る。/

ま た受 信 時 に各電 文 の フ ォー マ ッ ト ・チ ェ ック を行 い,正 常 電 文 の み を宛先 に送 信 し,誤 電 文 は誤

り符号(メ ッセ ー ジ)を つ けて 発信 元 に返 信 す る。

3)障 害 対 策

障害 が 発 生 した 時 は,そ の 端末 及 び装 置 をソ フ ト面 で切離 し,他 装 置 に切 替 えた の ちに電 文 を代行

出 力す る。 また シス テ ム ・ダ ウ ンの場合 は,デ ィス ク内 に蓄積 され た 未処 理 電 文,も し くは受 信MT

中 の通 過 記 録 等 によ って 復 旧 が可 能 とな って い る。

Cオ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム 機 能(5-10-2図 参 照)

a受 信 制 御 及 フ ォ ー マ ッ ト ・チ ェ ッ ク

5-10-2図 シス テ ム機 能 関連 図
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各端 末 か ら電 文 を ブ ロ ック単 位 で受 信 しコ ー ド変換 を行 な った 後,電 文種 別 によ り必要 な フ ォーマ

ッ ト ・チ ェ ック を行 な う。

b電 文 蓄 積

電 文 の ブ ロ ック 間の リンク を と り,'電 文 を構 成 しな が らデ ィス クに蓄 積 す る。

c宛 先 解読,同 報 処 理

宛 先 コー ドを解 読 し,宛 先 回 線 を決 定 す る。 ま た一 電 文 を多数 局 に送 信 す る場 合,編 集 等 必 要 な処

理 を行 な った 後 に,宛 先 解 読 を行 な う。

d配 信 処 理

トラ フ ィ ック状 態 を監視 しなが ら,送 信MTを デ ィス ク に格 納 す る。

eデ ー タ収集,通 過記 録

宛 先解 読 に よ って 宛先 がMTと な った場 合 は,一 電文 の全 ブ ロ ック を受 信MTに 記 録 す る。宛 先 が

MT以 外 の場 合 は,宛 先 に全 ブ ロ ック を出 力 した 後 に,通 過 記 録 を受 信MTに 記 録 す る。

f障 害(エ ラー 発生)電 文 処理

フ ォー マ ッ ト ・チ ェ ック ・エ ラーが 発 生 した電 文,回 線 障害,装 置 障害 等 によ って 宛先 に出 力不 能

とな った 電 文等 を,エ ラー表 示 ブ ロ ック を付 加 して,電 文 の全 ブ ロ ック を発 信元 に返 信 す る。

9代 行 処 理

障 害電 文 を返 送 中 に 回線 障害 等 によ って返 送 不 能 とな った場 合,注 意 メ ッセ ー ジ を付加 してLPに

出力 す る。 ま たLPが 出力 不 能 とな っ た場 合 は,一 電 文 の 全 ブ ロ ック を受信MTに 記 録す る。

hト ラフ ィ ック ・コ ン トロ ール

デ ィス ク ・ブ ロ ック,ラ イ ン ・バ ッフ ァー,各 種 制 御 ブ ロ ック等 の使 用 状 況 を常 に監 視 し
,規 定値

を越 え た場 合 は,受 信 を一 時 的 に停 止 させ る。

i監 視 盤 表 示

各 回線 の通 信 状 態,障 害 状 態 等 の ラ ンプ表 示 を行 な い,障 害 発生 時 に ブザ ー を 鳴動 させ る。

jコ ンソ ー ル表 示

シ ス テ ム と オペ レー タ間 の連 絡 を行 な うた め,各 種 コ マ ン ド(キ ー イ ン)等 によ って,シ ス テ ム を

運 営 す る 。

Dお わ りに

当 オ ン ライ ン ・シス テ ムは,上 位計 算 機 のデ ー タ処 理 を補 完 す る こ とによ り,大 規 模 オ ン ライ ン ・

シス テ ムの機 能 を,ロ ー コ ス トで 発 揮 させ ると ころ に 狙 いが あ る
。上 位 計 算機 で は,デ ー タ を無 差 別

に読 み込 み ・ ・ 一 ド ・ア ナ ラ イザ ー に よ るデ ー タの補 充
,エ ラー ・デー タの チ 。 ック ・ア ウ ト,統_

フ ァ イルへ の書 き込 み,注 文 ジ ャー ナ ル の 自動 更 新 ,転 送 オー ダ のMTは き出 し等 を行 な い,MTを
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通 じて,当 シス テ ム とデ ー タの 受 け 渡 しを行 な うこ とに よ って,ス ル ー プ ッ ト ・タイ ム の 短 縮 を 図

り,エ ン ド ・ユ ー ザ ー の要 望 に応 えて い る。

注 文 デ ー タが端 末 か ら入 力 され,出 荷 指 図,出 荷 案 内,請 求書 の作 成 まで,殆 ん どク ローズ で処 理

(人 手 はMTの か け替 えの み)さ れ るた め,ユ ー ザ側 が コ ン ピ ュー タ を直 接 使 用 す る実 感 が育 て られ

て,初 期EDP化 で の風 土 作 りに一 役買 った こ とは,望 外 の 幸 せ で あ った。
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11森 下 胃腸病 院事務管理 システム

Aシ ス テ ムの概 要

病 院 事 務 の機 械 化 が と りざた され てい る現 在,当 森 下 胃腸病 院 で は,コ ン ピ ュー タ によ る事 務合 理

化 シス テ ムの導 入 を決定 し,過 去 一 年 間 シス テ ムの 開発 に取 り組 ん で来 た 。 医療 事 務 面 お よ び管理 面

を機 械 化 す るこ とに よ り,病 院 経 営 の合 理 化,医 療 の効 率 化,医 療 水 準 の 向上 を はか り,医 療需 要 の

増 大 お よ び 医療 費 の変 化 を対 処 し,社 会 的要 求 を満す こ と を目 的 と して い る。

病 院事 務 の内 で も特 に熟 練 と専 門 的知 識,煩 雑 な手 間 を必 要 とす る診 療 報 酬 請 求 明細 書 の作 成 に関、

して は 当病 院 に限 らず 各 病 院 の悩 み の種 で あ ろ う。 医 療従 事 者 の 多種 多 忙 な 日常業 務 を軽 減す る こ と

に よ り,医 療従 事 者 を雑 務 か ら解 放 し,診 療 行 為 ,お よ び研 究 面 に専 念 で き る体制 を確 立す るこ と,

又 事 務 の 標 準化,医 療 情 報伝 達 の合 理 化,機 械 化 が現 状 況 下 に お け る課 題 で あ る。

病 院 事 務 に お いて は,取 扱 うデ ー タ量 が,多 種 多様 で あ り,シ ス テ ムの 信頼 性 に対 す る要 求 度 が非

常 に高 い。

本 シス テ ムで は,こ れ らの点 を十 分 に考慮 した 設計 が 成 され て い る。

背 景・お よ び 目的'

本 シス テ ムの 開 発 の 背景 お よ び 目的 とな った もの に,下 記 の項 目が挙 げ られ る。

・複雑 多 様 な 事 務 お よ び多 量 の事 務量 の合 理 化

・会計 窓 口の 迅 速化

・患 者 サ ー ビス の 向上

・人 件 費 の高 騰
,人 手不 足

・病 院 運 営 の一 括管 理

以上 の 項 目を主 題 に して ・本 シス テ ムの開 発 が 進 め られて きた 。 また,当 病 院で は医薬 分 業 を行 っ

て い るた め,外 来 患 者 に対 して は処 方 箋 を発 行 す るの みで,患 者 が 薬 局へ 処 方 箋 を持 参 し投 薬 を受 け

る シス テ ムに な って い る。従 来 は処 方 箋 発行 の 作 業 も面 倒 な 手書 き作 業 の一 つ で あ った 。

Bシ ス テ ム構 成

当病 院 は,入 院 病 棟150床 で 胃腸科 を主 体 と した病 院 で あ るた め,健 康 保 険 本人 が 多 い。診 療 報 酬

請 求 明 細 書 は外 来3,500枚,入 院150枚,調 剤 報 酬 請求 明細 書(薬 局 よ り委 託 され て い る処 理)3 、OOO

枚 で合 計6・650枚 で あ る。 これ らの 条 件 を分 析 の 結 果,沖 電 気 工業 ㈱ のOKITAC-4300Cを 中 心 に

した シス テ ムの採 用 を決 定 した。
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5-11-1図 機 器 構 成
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バ ッチ システ ム

本 シス テ ムは,リ アル タ イ ム処 理 シス テ ム とバ ッチ 処理 シス テ ムか ら構 成 され て い る。

機 器構 成 図 は,5-11-1図 の とお りで あ る。(な お 図 中 にREPを 付 加 したの は,タ イ プ ラ イタ ・-

1台 を計算 機 室 か ら離 れた 入 院事 務 管 理 室 に設置 す るた めで あ る)

以 下,ソ フ トウ ェア構 成 お よ び,処 理 内 容 等 に つ いて 述 べ る。

・リアル タ イ ム処 理 にお け る処 理 内容

外 来 窓 口は,患 者 を受 付 け,患 者 の識 別 情 報 を把握 し,各 診 療 科 へ の 振分 け を行 う。

初 診 患 者 に対 して は,カ ル テ番 号 を決 定 し,保 険種 別,氏 名,性 別,生 年 月 日等 をタ イプ ライ タよ

り入 力 し,患 者 マス ター フ ァイル へ登 録 す る。 登 録 済 の患 者 に対 して,内 容 に違 いが 発 生 した場 合 は

変 更 手続 を行 う。再 診患 者 で,診 察券 を紛 失 し,カ ル テ番 号 が不 明 な場 合 は,カ ル テ番号 検 索 処 理 で

自動 的 に患 者 マ ス ター フ ァイル よ り索 出す る。

窓 口会 計 で は,外 来患 者 の 点数 計 算 と自己 負 担 金額 の計 算,お よ び料 金 徴 収 を行 う。 即 ち,患 者 が

窓 口会 計 に来 る と,窓 口会 計 で は,タ イプ ライ ター に よ り,カ ル テ番 号,検 査伝 票,胃 カ メ ラ伝 票,

レ ン トゲ ン照射 録,投 薬 処 方 内容 等 の 情報 を入 力 し・ 各種 点 数 フ ァイ ル よ り該 当 す る診 療 行 為 の 単

価,点 数 を求 め,点 数計 算 を行 い,自 己負 担 分 請 求 書 を発 行 す る。 これ らの 情報 は レ セプ トフ ァイル

へ 登録 し,月 末 のバ ッチ処 理 で使 用 す る。

この他 に窓 口会 計 処理 で は,入 院 思 者 の診 療 行 為 情 報 の 累積 を行 う入 院窓 口会 計 処 理 と,退 院す る
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瀦 の記 醜 分請求金搬 眠 計算し請糟 を耕 する退鵬 請灘 発行処理がある
。

また・外総 ・会計処理において処方内容を・・プ・・ターより入力することにより剛 的
に専用

タイプライターより出力する処方箋発行処理がある。

以上のような窓口会計システムにより

○外来窓口会計の購 化によ り・賭 の離 間を偏 し認 者へのサービス向上 をはかる
。

○窓口会計事務員の負担軽減および熟練性の不要。

○医療従事者の麺 伝票発行の醐 により・医療鶴 者を診新 為または,研 究に験 させること

ができる。

○診療調 剤報酬請求明細書作成用繍 を配 負担分請求書作成 と同時畷 録することによ り
,業

務の重複を排除するとともに正確化することができる。

○当日収入明細が出るので,会 計締めの作業が不要になる。

等の効果が期待できる。

5-11-2図 ソ フ トウ ェア構 成(リ ア ル タ イ ム処 理)

DOS-43

受 付 処 理 ト「 瀦 ・ス・噸 変更

外来窓口会 計処理

カ ル テ 番 号 検 索

入 院窓 口会計処理

外 来 請 求 書 発 行

処 方 箋 発 行 処 理

入 退 院 処 理

病名行為追加削除処理

リ ア ル エ ン ド処 理 リアル メ ン テ ナ ン ス
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・バ ッチ 処 理 に お け る処理 内容

バ ッチ 処 理 は,リ アル タ イ ム処 理 とは別 の 中央 処 理 装置 を 用 い る こ とに よ り,同 時 処理 が可 能 で あ

る.ま 拠 酬 容によb請 求書作成処理 と,雑 書作成処理に大別される.請 緯 作成処理では診

療 行 為 情 報 を累 積 した レセ プ トフ ァイル を もとに分 類,集 計,編 集 し,入 院,外 来 診 療 報 酬請 求 明細

書 を作 成 し,支 払 い 基金,国 保連 合 会 等 へ 請 求 す る。 ま た,同 様 に 医薬 分 業 によ る調 剤 報 酬 請求 明細

書 の作 成 も行 う。

5-11-3図(バ ッチ処理)
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5-11-4図 患者 と デー タの 流 れ
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報 告 書 作 成処 理 で も請 求 書作 成 処 理 と同様 に,レ セ プ トフ ァイ ル に登 録 され て い る診 療行 為 情 報 を

分 類,集 計 し診 療,調 剤 報 酬 請 求 明細 集 計 票 等 の作 票,各 種 一 覧 表 の作 成 を行 う。

以 上 の 処理 に よ り,

○報酬 請 求 明 細 書 に 費 してい た 時 間 の短 縮 によ り,事 務 職 員 の 労 働 条件 の改 善 を はか るこ とが で き

る。

○報 酬請 求 明細 書 を 自動 的 に作 成 す るの で,迅 速 か つ正 確 で あ り,転 記 ミス,請 求 もれ 等 が 減 少

し,審 査機 関か らの 査 定 返 戻 の減 少 を はか る こ とが で きる。

○診 療行 為 情 報が 集 約 され て い るので,薬 品在 庫 管 理 資 料 や 各種 統 計 資 料 等 の作 成 が 可 能 で あ る。

等 の効 果 が 期 待 で き る。

本 シス テ ムの特 長

当病 院事 務 管 理 シス テ ムの 特徴 とな る もの を列記 す る。

○ リアル タ イ ム処 理 の タ イ プ ライ タ ー4台 の相 互 間 で切 替 が 自由 で あ るの で,ど の タ イ プ ライ タ ー

か らで も処 方 箋発 行 が 可 能 で あ る。,

O検 査,レ ン トゲ ン,胃 カ メ ラ等 の入 力 はあ らか じめ頻 繁 に行 わ れ る行 為 内容 お よ び行 為 コー ドを

印刷 した伝 票 を作 成 し,該 当 項 目 を チ ェ ック す るの み で あ る為,多 数 の伝 票 発行 の手 間 の 省 略,

伝 票 の 紛失,記 入 もれ の ミス 等 を防 止 す る こ とが 可 能 で あ る。

OPSUを 使 用 し,DISK1台 を リアル,バ ッチ で共 有 してい るの で,相 互 間 の 情報 の受 け渡 しが

ス ムー ズ で あ り,リ アル処 理 中で もバ ッチ処 理 を並 行 して行 うこ とが で き る。

○ 医療 費 の改 訂 に対 して も,テ ー ブル を変更 す るだ けで,プ ログ ラム の修正 は必 要 な い よ う設 計 が

成 されて い る。

将 来 の シス テ ムレベ ル ア ップ につ いて

将 来,第 二 次,第 三 次,第 四次 導 入計 画 を予 定 して い る。

第 二次 計 画 で は,給 食 管理(栄 養 給 食事 務,物 品 管理),薬 品,レ ン トゲ ン フ ィル ム,検 査 の在 庫

管 理 等 を予 定 して い る。

第 三次 計画 で は,給 与 計 算,経 理 事 務 管 理 を予 定 して い る。

第 四次 計画 で は,診 断 管 理(外 来 診 療,病 棟診 療,人 工 腎臓)等 で,大 学病 院 の セ ン タ ー とオ ン ラ

イ ン で結 ん だ 自動 診 断 を予定 してい る。
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12株 式 会 社 市 況情 報 セ ン ターの証 券情 報

伝達 シ ステ ム・QUICKビ デ オ ・シス テ ム 。。

㈱ 市 況 情 報 セ ンタ ー(guotation些formationgenter4.K:略 称QUICK)で は,証 券 に関 す る

総 合 的 な情 報 をオ ン ライ ン ・リア ル タ イ ムで全 国の ユ ー ザ ー に 提 供 す る 「QUICKビ デ オ ・シス テ

ム」(証 券 情 報伝 達 シス テ ム)を 開発 し,昭 和49年4月 よ りサ ー ビス を 開始 した 。

Aは じめ に

当社 は ま す ま す複 雑 化 す る経 済 社 会 にあ って,コ ン ピ ュー タの大 量 情 報 処 理能 力 と最 新 の デ ー タ通

信 技 術 を駆使 す る こ とに よ っ て,経 済 活動 に欠 か せ な い情 報 をユ ーザ ー に提供 す るた め に,経 済 に関

す る総 合 情報 機 関 を め ざす 日本 経 済 新 聞社 を中 心 に,英 国 の ロイ タ ー通 信社,日 立 製 作 所,そ して 証

券 会 社,金 融 機 関 な どに よ っ て昭 和46年10月 に設 立 された 市 況 情報 提 供 会 社 で あ る。

まず サ ー ビス の第 一 ス テ ップ と して,永 年 の懸 案 で あ った 証券 取 引 所 の コ ン ピ ュー タ化 の実 現 に呼

応 して,東 京,大 阪 両 取 引所 シス テ ム と連 動 して 時 々刻 々 発 生す る株 価 情報 か ら経 済 ニ ュー ス まで の

多 角 的 な 情 報 を ビデ オ ・デ ィス プ レイ型端 末機(QUICKビ デ オー1と 呼称)を 使 用 して 問 い合 わせ

方 式 に よ りユ ー ザ ー に提 供 す るQUICKビ デ オ ・シス テ ム を開発 した 。

こ う した 証券 情 報 伝達 シス テ ム は,欧 米 で はす で に10年 前 か ら普 及 して お り,こ の シス テ ム ぬ きで

は証 券 ビ ジネ ス は考 え られ な くな って い る。

これ ま で わが 国 の 各 証券 会 社 で は,短 波 放 送,電 話,フ ァック ス な どで 情報 を入 手 して い たが,ど

う して もタイ ムラ グが 生 じ,迅 速 に公正 に 情報 が 伝達 され てい る とは いい が た か った。

本 シス テ ムの完 成 によ って,こ うした イ ンフ ォメ ー シ ョン ・ギ ャ ップ は一 挙 に解 消 され,日 本 全 国

どこで も取 引所 立 会 場 の株 価 が 瞬 時 にキ ャ ッチ で き るよ うにな り,公 正 な価 格 形 成 や 流 通 の 円滑 が は

か れ るよ うに な った 。 わ が 国 の証 券 ビ ジネ ス も,本 シス テ ムの登 場 によ って 新 た な段 階 に入 った とい

え よ う。

Bシ ス テ ムの概 要

(1)QUICKビ デ オ ・シス テ ム と相場 報 道 シス テ ム

QUICKビ デ オ ・シス テ ム は,東 京 ・大 阪 両 取 引所 の 各 シス テ ム と合 わせ て 構 成 され て い る 「相場

報 道 シス テ ム」 の一 環 を成 す もの で あ る。

両 取 引所 の シス テ ム(東 証 シス テ ム,大 証 シス テ ム)は 取 引所 立 会 場 内 に お い て発 生 す る各 銘柄 の

約 定 値 段,呼 び値 お よ び 売買 高 を,立 会場 の各 取 引所 ポ ス ト内 に設 置 され て い る入 力 装 置 か ら 入 力
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5-12-1図 全 シ ス テ ム概 念 図

「 一一一:
1

1

1

t

Iデ ィスプレイ装置 集線装置

l
l

l

I

'

L

－ー 一 ● ●一 一 ー 一 一 ー 一 一 一 一 ー ー ー 一 一 ー ー 一 一 「

1剛 鞭 ンター)1

大阪 東京1

通報テレビ

_________________」

48Kbps

キー 入力装 置

通報テレビ

し,こ れ らの情 報 を立 会 場 株 価 表示 装 置 に出 力 す る と と もに,①QUICKビ デ オ ・シス テ ム ② 各 地

取 引所,お よ び証 券 会社 店 舗 の通 報 用 テ レビの ボ ー ド,プ リン タ ー に出 力す る もの で,QUICKビ デ

オ ・シ ステ ム に と って は主 た るイ ンプ ッ ト系 の シス テ ム を構 成 して い る 。

QUICKビ デ オ ・シス テ ム で は,こ れ らの デ ー タや 別 途 入 力 した デ」 タ,お よ び これ らに よ り内部

算 出 したデ ー タに よ り各 種 フ ァイ ル を作 成,更 新 し,ユ ーザ ー の もとに置 か れ た端 末 機 か らの 問 い合

わせ に応 じて,該 当す る情 報 を ビデ オ画 面 に表 示 す る 。

本 シス テ ムの ユ ーザ ー は,大 部 分 は証 券会 社 で あ り,そ の ほ か金 融 機 関,一 般 企 業 で も使 用 されて

い る。49年10月 現在 で約3,000台 の端 末 機 が 全 国 に設 置 されて い る。

(2)QUICKビ デ オ ・シス テ ムの入 力

端 末 か らの 入力 電 文 を除 い た シス テ ムへ の入 力 デ ー タ に は以下 の ものが あ る。

① 東証 ・大 証 デ ー タ

東証 ・大 証 で 発生 した デ ー タは,東 証 分 は48Kbps回 線,大 証 分 は1、200bps回 線 を介 してQUICK

の コ ン ビュ ー タへCPUtoCPUで 入 力 され る。入 力 され る情報 は,各 銘柄 の価 格 情 報,売 買高,1

指 数 情 報等 で,こ れ らは変 化 のつ ど リアル タ イ ムで入 力 され る 。

② ニ ュー ス ・デ ー タ
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日本 経 済 新 聞社 編 集 局 か ら刻 々 と送 稿 され るニ ュ ー ス を ビデ オ型 入 力 端 末機 に よ り'キー 入 力 す

る。

③ 財務 デ ー タ

日本 経 済 新 聞社 提 供 の決 算 実 績 お よ び予 想 デ ー タ は変動 が あ る都 度 日単 位 で入 力 す る。

④ 証 金 銭 デ ー タ

日証金 お よ び大 証 金 か らの速 報 お よ び確 報 デ ー タ はバ ッチ入 力 す る。

⑤ その 他 デ ー タ

その他 の 内部 算 出 デ ー タ は東 京 セ ンタ ーで 算 出 した 後,CPUtoCPUで 大 阪 セ ンタ ー に送 受信

され る。 ま た京 阪間 の テー プ伝 送 も随 時行 う。

(3)シ ス テ ムの 出力

シス テ ム の出 力 形式 に は,ユ ーザ ーか らの 問 い 合 わ せ に応 じて,そ の都 度 応 答 す る問 い合 わ せ応 答

モ ー ドと,中 央 側 か ら放 送 方 式 で端 末側 へ 送 信 す るニ ュー ス ・モー ドが あ る。

問 い合 わ せ 応 答 モ ー ドの場合,ユ ーザ ー は求 め る情報 の コ ー ド(例 え ば,個 別 銘柄 に関 す る情報 の

と きは4桁 の 銘柄 コー ド)と1桁 の情 報 選 択 キ ー(フ ァン ク シ ョン ・キ ー)を 打 鍵す れ ば,1～2秒

の 応 答 時 間 内で デ ィス プ レ イ され る。 これ の 応 用操 作 と して は,同 一 銘柄 に関 して,異 種 め フ ァ ンク

シ ョン ・キ ー を打 鍵す るだ けで 次 々 と連 続 して異 な った情 報 を問 い合 わす こ とが で きる。

一 方 ,ニ ュー ス ・モ ー ドの場 合,ユ ーザ ー は 「ニ ュー ス」 キー を1回 打 鍵 す るこ とに よ り,約42秒

間 隔 で 中央 側 よ り端 末側 へ 情 報 が送 信 され,自 動 的 に表 示 画 面 の 内容 が 変 化 す る。 この 動作 は 「ニ ュ

ー ス 」 を解 除 され るま で続 け られ る。

(4)シ ス テ ムの 特 徴

当 シ ス テ ムの 主 た る特 徴 と して は 以下 の もの が あ げ られ る。

① 証 券 取 引 の 主要 情 報 伝達 手段 とい う性 格 上,シ ス テ ムの信 頼 性 に最 大 の重 点 をお き,特 に中 央

部 分 の 障 害対 策 と して は ロー ドシ ェア方 式 を とっ て い る。

② 基 本 的 動作 方 式 と して,端 末 起 動 方式 を とっ て い る。 ま た 中央 側 か ら端 末 側 へ知 らせ る状 態 と

して 放 送 モ ー ド(ニ ュ ース)も 併 用 して い る 。

③ 多 数 の 不特 定 ユ ーザ ー が使 用 す る とい うユ ー テ ィ リテ ィ的 な性 格 か ら,操 作面 で の簡 潔 化 を図

って い る。

④ 回 線 網 を有 効 に使 用 す るた め に集 線方 式 を とって い る。

⑤ 情 報 メデ ィアが ソ フ トコ ピーで あ る。 ただ し,オ プ シ ョン と して ビデ オ ライ タ ー をつ けれ ば ハ

ー ドコ ピー も可 能 。

Cシ ス テ ムの構 成
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(1)中 央 機 器構 成

QUICKビ デ オ ・シス テ ムの コ ン ピ ュー タ ・セ ン タ ー は東 京 ・大 阪2カ 所 に あ り,各 々 の セ ン タ ー

に はHITAC-8450(393KB)シ ス テ ムが2シ ス テ ムず つ設 置 されて い る。各 セ ン ター で は 両 シス テ

ムが全 く同一 の 機 器構 成 を と り,ロ ー ドシ ェ ア方 式 で 常 時稼 動 して お り,一 方 の シス テ ムが ダ ウ ンし

て 柾 常 の サ ー ビス が 続 け られ るよ うに設 計 さ紋 い る.オ ン ラ イン ・フ ・イ川 ま東 ・阪 の 両 セ ンタ

ー と も完 全 に 同一 の もの を用 意 して い る。

ま た,セ ン タ ー と全 国47カ 所 にあ る分 室 に は集 線 装 置 が 設 置 されて お り,こ れ に よ り端 末 装 置側 か

らの 入力 最大32回 線 を,セ ンタ ー側 へ 出力 最大4回 線 に集 線 して い る。

(2)端 末 機 器構 成

ユ_ザ_に 設 置 され る端 末 部 分 は端 末 制御 装 置(TCE)と デ ィス プ レ イ型 端 末 機(QUICKビ デ オ

ー1)か ら成 る。

TCEは 中 央 処理 装 置 とQUICKビ デ オー1間 の デ ー タ伝 送 の 制御 を行 う もの で,ビ デ オー1の

動作 監 視,送 受 信 デ ー タの チ ェ ック確認 をす る。通 信 速 度 は1200bps,通 信方 式 は半 二 重 で 端 末起 動

方式 を とって い る。 同期 方 式 は調歩 同期 方 式 で あ る。1台 のTCEは 最 大8台 ま で の ビデ オー1を 制

御 す る。大 き さ は740高 ×635幅 ×400奥 で あ る。

ΩUICKビ デ オ ー1は,'キ ー ボー ドっ き9イ ン チ ・ビデ オデ ィス プ レ イで,表 示 文 字 数 は8行 ×16

字 の128字 で あ る。表 示 文 字 種 類 は英 数 字,カ ナ,記 号 な ど計128種 。各 文 字 は7×9の ドッ トマ トリ

ックス で 表示 され る。 また キ ー ボ ー ド部 分 は,コ ー ドを入 力 す る11個 の数 字 キ ー と情 報 項 目別 に割 り
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5-12-3図
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当て られた フ ァンク シ ョン ・キ ーか らな って い る。 大 き さは280高 ×240幅 ×410奥 で あ り,重 量 は10

kgで あ る。

(3) .ソフ トウ ェ ア

オペ レー テ ィ ング ・シス テ ム と して は,専 用 のOS(RTCS=RealTimeControlSystems)を 使 用

して い る。 な お,一 部 の オ ン ライ ン ・サ ポ ー ト業 務 お よ び オ フ ライ ン業務 に は 汎用OS(EDOS)を

使 用 して い る。

(4)ネ ッ トワー ク

全 国 各 地 に設 置 され た端 末機 は,北 は札 幌か ら南 は鹿 児 島 ま での47ヵ 所 の 分 室 に設 置 された 集 線装

置 を介 して,東 日本 地 区 は東 京 セ ン ター,西 日本 地 区 は大 阪 セ ン ター に接 続 され て い る。

これ ら端 末 回 線 は すべ てD-1規 格 の 特 定 通信 回線 で,他 人 使 用 形 態 で ユ ーザ ーが使 用す る。

また セ ンタ ー側 の ネ ッ トワ ー ク と して は,東 証 と東 ・阪 セ ン ター 間 が48Kbps回 線(東 京 は構 内回

線,大 阪 とは1-3規 格),大 証 と東 ・阪 セ ン ター 間 が1200bps(D-1規 格),ま た京 阪 セ ン ター 間が

1200bps(D-5規 格)で 結 ばれ てい る。 そ の ほか京 阪 セ ン ター 間 で 磁気 テ ー プ伝 送(2400bps,D-

7規 格)も 行 な って い る。

総 回 線数 は,49年10月 現 在 で 約1,700回 線 とな って お り,わ が 国 最大 の オ ン ラ イ ン ・シス テ ム とい

え よ う。

Dサ ー ビス の概 要

QUICKビ デ オ ・シス テ ムの サ ー ビス は,時 々刻 々 の株 価 を提 供す る こ と に最大 の ポ イ ン トが あ る

が,さ らに株 価 を動 か す さま ざまな 情報 を,こ れ に組 み合 わせ て 提 供 す るこ と を特徴 と して い る。株

価 の動 きに影 響 を与 え る要 因 は大 き く分 け る と,(1)経 済 的要 因(企 業 の収 益 力,配 当,増 資 な ど)

(2)経済 外 的要 因(3)市 場 内要 因(市 場 人 気,需 給 関 係)に な るが,QUICKビ デ オ ・シ ス テ ムで は,

こ れ を(1)個別 銘柄 情 報(2)市 況 情 報(3)ニ ュース の 三 つ に分 けて 提 供 して お り,常 時16,000以 上 の画

面 を用 意 して い る。 そ して これ ら必 要 な 情報 を必 要 な と きに キ ー を打 鍵す るだ けで,直 ち に画面 に呼
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5-12-4図 回 線 構 成 図
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び 出 す こ とが で き る。

(1)個 別銘 柄 情 報

これ は各 個 別 銘柄 ご との 情 報 を提 供 す る もの で,知 りたい 銘柄 コー ドを フ ァ ンク シ ョン ・キ ー を押

す こ とに よ って次 の よ うな 情 報 が入 手 で きる。

現 在値(日)〈 前 ・後 場 通 しの高 値 ・安 値 の表 示 〉/現 在 値(場)〈 前 ・後 場 別 の 高 値 ・安 値 の 表

示 〉/呼 び値 ・歩 み 値/週 足/証 金 残 高/PER・ 利 回 り/海 外 株 式/決 算実 績 ・決 算予 想/転 換 社

債 ・公社 債 価 格

(2)市 況 情 報

取 引所 が 発 表 す る指 数 やQUICKが 算 出 す る指 数,あ るい は全 体 の市 況 の状 態 を伝 え る もので,

市 況 コー ドと 「市 況」 とい うフ ァンク シ ョン ・キ ー を押 す こ とに よ って 次 の よ うな情 報 が 入 手 で き

る。

ダ ウ式 平 均/ダ ウ式 平 均 週 間 推移/株 価 指 数/値 付 率 ・出 来 高/騰 落 銘柄 数/値 上 り上 位20銘 柄/

値 下 り上 位20銘 柄/出 来 高 上 位20銘 柄/場 況/4社 手 口/お もな 手 口/業 種 別 値動 き一 覧

く3)ニ ュース

日本 経 済 新 聞社 提 供 の 証券 市 場 に関 連 あ る生 々 しい ニ ュー スが,フ ァン ク シ ョン ・キ ー の 「ニ ュー

ス 」 キ ー を押 す だ け で約42秒 間 隔 で順 次 に出 て くる 。臨 時 ニ ュー ス の場 合 は,短 い ブザ ー が 鳴 って そ
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の 旨 を知 らせ る。

一 般 政 治 ・経 済 ニ ュース/会 社 ニ ュース/海 外 市 況/市 況 解 説/大 口注 文 動 向/店 頭株 式 気配/株

不足 ・送 日歩
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なお 当社 で は,QUICKビ デ オ ・シ ステ ムにつ づ い て証 券 会 社 店頭 の黒 板 の機 械 化 ・近 代 化 をはか

るた め にQUICKボ ー ドを開発 し,サ ー ビス を して い る。 証 券 取 引所 で時 々刻 々 成立 す る各 銘柄 の

4本 値(終 値,高 値,安 値,現 在 値,前 日比),ま た は1本 値(現 在 値,前 日比)が 証券 会 社 店頭 の

ΩUICKボ ー ドに 自動 的 に表 示 され る。 ま た,こ のQUICKボ ー ドに は オ プ シ ョン と してQUICK

プ リンタ ーが 接 続 で き,前 ・後揚 引 け あ とに全 銘柄 の4本 値 な どが 記録 で き るよ うに な っ て い る。

さ らに 当社 で は,ま す ます 国 際 化す る証 券 ビジ ネス の た め に ロイ ター通 信 社 と契 約 し,「 ビデ オマ

ス タ ー ・シス テ ム」 を導 入,ニ ュー ヨー ク,ロ ン ドンな ど欧米 各 国 の主 要 取 引所 の 株式 ・商 品相 場 情

報 もサ ー ビス して い る。

Eお わ りに

以上,QUICKビ デ オ ・シス テ ム を中 心 に概 要 を述べ た。 当 社 で は今 後,証 券 以外 の各 種 市況 を も

対 象 とした 総合 的 な市 況 情 報 サー ビス を志 向 して お り,新 時代 に即 応 した 情報 提 供 に積 極 的 に取 り組

ん で い きた い と考 えて い る。
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13電 電 公 社 の デー タ通 信 サ ー ビ スの現 状

Aは じ め に

電 電 公 社 の デ ー タ通 信 サ ー ビス は,1968年 に群 馬 銀 行 の為 替通 信 シス テ ムお よ び全 国地 方 銀 行 協会

の 為 替通 信 シス テ ム を試 行 役 務 と して サ ー ビス を開 始 した 。以 来,順 調 な発 展 を遂 げ多 くの シス テ ム

を提 供 して きたが,そ の間,』1971年 に は公 衆 電 気通 信 法 の改 正 によ ・り,電 電 公 社 の 正 式業 務 と して デ

ー タ通信 事 業 が 法 定 化 され た 。

電 電公 社 の サー ビス は,す べ て デ ー タ通 信 設 備 使 用契 約 に基 づ き,電 電 公社 が通 信 回 線,セ ンタ設

備,宅 内 装置 な ら びに ソ フ トウ ェ ア な どい っ さい を一 括 して サ ー ビス を提 供す る もの で あ るが,シ ス

テ ムの利 用態 様,性 格 な どか ら2種 類 の サ ー ビス に大 別 され る。

.す な わ ち,そ の 第1は 大 型 コ ン ピュー タ の共 同利 用 によ るコ ス トパ フ ォー マ ンス の向 上 をね らい と

した もの で,電 電 公社 が あ らか じめ標 準 的 サ ー ビス 内 容 を定 め て シス テ ム を設 計,建 設,提 供 す るい

わ ば レデ ィメ ー ド型 の サー ビス(以 下 「公 衆 デ ー タ通 信 サー ビス 」 とい う)で あ り,不 特 定 多 数 の一

般 ユ ーザ を対 象 と した もの で あ る。

ま た,そ の第2は 特 定 利 用 者(ま た は利 用 団体)の 求 め に応 じ,そ の対 象 業 務 に適 した シス テ ムを

電電 公 社 が 設計,建 設,保 守 す るい わば オ ー ダ ー メ ー ド型 の サ ー ビス(以 下 「専 用 デ ー タ通 信 サ ー ビ

ス 」 とい う)で あ る。

以下,同 公社 の提 供 す るデ ー タ通 信 サ ー ビス に つ いて シス テ ムの概 要,利 用 状 況 な どの現 状 を概 観

す る。

B公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス

公 衆 デ ー タ,通 信 サ ー ビス に は 「科 学技 術 計 算 サ ー ビス 」 「販 売 在 庫 管理 サ ー ビス 」 お よ び 「電 話

計 算 サ ー ビス」 が あ り,1974年3月 末 現在,そ れぞ れ,6シ ス テ ム,7シ ス テ ム,2シ ス テ ムが 稼 動

してい る。〈5-13-1表)

なお,「 電 話 計 算 サ ー ビス 」 は デ ー タ通 信設 備 使 用 契 約 に基 づ くサ ー ビスで はな く・ プ ッ シ ュホ ン

(押 し ボタ ンダ イ ヤル 電 話 機)に よ る新 電話 サ ー ビス で あ るが,こ こで は その サー ビス 内容 が デ ー タ

通 信 サ ー ビス の範 ち ゅ うに入 る もの として 取 り上 げ る こ とと した 。 ・'・

a科 学 技 術計 算 サ ー ビ スtt'・ ・一

科 学 技 術計 算 サ ー ビス(DEM6S-DEndenkoshaMultiaccessOn-lineSystem)Lは ・ 電 電 公 社 が わ

が 国最 初 の 本格 的商 用 タ イ ム シ ェ ア リン グ シス テ ム と して 開 発 した デ ー タ通 信 サ ー ビス で あ る。



248第5部 コ ン ピ ュー タ適 用 業 務 の具 体 例

5-13-1表 公 衆 デ ー タ通 信 シ ス テム(一 般 ユ ーザ 向 け サ ー ビス)

(1974年3月 末 現在)

シ ス テ ム 名 ・

科 学 技 術 計 算

{DEMOS)
*(DEMOS-E}

販 売 在 庫 管 理

〔DRESS}

電 話
〔DIALS}

計 算

セ ン ・ 麺 場 所1サ ー ピ ・ 開始年月

東 京

大 阪

1

ll

*皿

1

*H

名 古 屋

東 京

大 阪

1

ll

1

ll

名 古 屋

札 幌

福 岡

東 京

大 阪

1971.3

1972.8

1973.12

1971.6

1974.1

1972.8

1970.9

1973.2

1971.1

1973.9

1972.3

1973.3

1973.3

1970.9

1971.3

1971年3月,東 京 に セ ンタ ー を設 置 して サ ー ビス を開始 して 以 来,197!年6月 大 阪 セ ン タ,1972年

8月 名 古 屋 セ ンタ の開設 な ど順 調 に推 移 し,サ ー ビス エ リアの 拡 大 が 図 られて きた 。

加 えて,1973年12月 に は,DEMOSの レベ ル ア ップ シス テ ム(DEMOSの 拡 張 型 と してDEMOS-

Eど 呼 ぶ)も サ ー ビス を開 始 す る と と もに,サ ブセ ンタ方 式 が導 入 され,全 国 的 サ ー ビス が可 能 とな

った 。

(1)サ ー ビス の概 要

DEMOSは 多 数 の ユ ー ザ ーが 通 信 回線 に よ って 結 ばれ た そ れ ぞ れ の 端 末 機 か らセ ンタの 大型 コ ン

ピ ュー タ に アク セ ス し各 種計 算処 理 な どを行 な うコ ンピ ュー タの 共 同 利 用 シス テ ムで あ る。

利 用者 はDEMOSに 備 え られ た ラ イ ブ ラ リプ ログ ラムの 利 用 は も ちろん の こ と,利 用 者 自身が 自

由 に プ ログ ラム(利 用 者 プ ログ ラム)を 作 成 し,セ ンタの利 用 者 フ ァイル に 登録 して業 務 処 理 を行 な

う こ とが で き るほ か,利 用 者 プ ログ ラムや デ ー タを セ ンタ に永 続 的 に保 管 し使 用 す る こ とが で きる。

また,処 理 方 式 に は即 時 処 理 と一 括処 理 が あ るが,こ れ らDEMOSの 利 用 につ い て は,す べ て ユー

ザ ーが処 理 業 務 の 性質 に応 じて コマ ン ド(指 示 言語)で 必要 な指 示 を与 え るこ とによ り,自 由 に駆 使
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す る こ とが で きる。 ラ イブ ラ リ ・プ ログ ラム は,利 用者 の プ ログ ラ ム作 成 の 煩雑 さ を解 消 させ るた め

に頻 繁 に使 用 され る と考 え られ る プ ログ ラ ムを備 えて い るが,数 値 計 算,統 計 計 算,経 営 科学 や工 学

に 関 す る応 用計 算 な ど広範 囲 な応 用分 野 に適 用 で き る もの が 用意 され て い る。

こ のよ うに,DEMOSは 端 末 機 か らの 幅 広 い利 用 方 法 が 可 能 な た め,そ の適 用 業 務 は多種 に わた

り,建 築構 造 設 計,電 気 回路 解 析,LP,シ ミ ュレー シ ョン,給 与 計 算 な ど広範 な デ ー タ処 理 業務 を

対 象 として い る。

(2)利 用 状 況

DEMOSの 利 用 状 況 は,1971年 の サ ー ビス 開始 以来,順 調 に伸 びて お り,1974年3月 末 現在,東

京,大 阪,名 古屋 の シス テ ムに458ユ ー ザ ー,520端 末 が 接 続 され,さ らに179ユ ー ザ ー の利 用 申込 が

され て お り,そ の需 要 はか な り根強 い ものが あ る。(5-13-2表,5-13-3表)

都 市 別 の端 末機 設置 状 況 は,東 京 特 別 区(36%),大 阪市(19%)名 古 屋 市(8%)の 大 都 市 にほ

とん ど集 中 し てお り,そ の他 の都 市 と して は横 浜,札 幌,仙 台,広 島,福 岡 な ど地 方 中核 都 市 に分 布

して い る。

ユ ーザ ー につ い て み る と,業 種 別 で は,建 設 業59%,製 造 業24%,サ ー ビス業12%,そ の他(金 融,

5-13-2表 サ プセ ンタ ー によ るDEMOS-Eの サ ー ビス 状 況

(1974年3月 末 現 在)

〔 【サービ・蹴 月 已 続 セ ン・

横 浜1 1973.12 東 京

札 幌1 1974.1 東 京

仙 台 〃 東 京

金 ∋ 〃 大 阪

神 戸 〃 大 阪

広 島 〃 大 阪

福 岡1 〃 大 阪

北 九 州1 〃 大 阪

川 崎 1974.2 東 京

京 ∋ 〃 大 阪

新 潟1 1974.3 東 京

名 古 ⇒ 〃 大 阪

静 岡1 〃 大 阪

岐 阜 〃 大 阪
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5-13-3表DEMOSの セ ン ター 別利 用 状 況

(1974年3月 末現 在)

区分

セ ンタ別

東 京

ユ ー ザ 数

端 末 数

225

270

大 阪

194

210

名,古 屋

39

40

合 計

458

520

保険,公 務 等)5%と な っ てい る。

ま た,ユ ー ザ ー規 模 をみ る と,資 本 金 の 平均 で は約38億 円,年 商 額 の 平 均 は約360億 円 ,従 業 員 の

平 均 は約2,700人 とな って お り,ユ ーザ ー構 成 で は,小 規模 な ものか ら大規 模 な もの ま でか な りの ち

らば りをみせ て い る。 これ は,中 小 企 業 に お い て は コ ン ピ ュー タ を共 同利 用す る と ころ に大 きな メ リ

ッ トが み られ,大 企 業 にお い て も地 方 に散在 す る事 業所,研 究 所 等 で の利 用が 強 ま るな ど,大 企業 内

部 にお け るコ ン ピ ュー タの利 用 部 門 の 増大 に よ り,コ ン ピ ュー タ の二 次 的利 用 の 需要 が 増 加 して い る

た め と思 わ れ る。

最 近 で は・DEMOSを 利 用 して 他 の ユ ー ザ ー に情 報案 内 サ ー ビス等 を行 な ういわ ゆ る ベピギ_バ

ック サ ー ビス ミ が 出現 して きて お り,今 後 の新 しい利 用 傾 向 を示 唆す る もの と して注 目 され て い る。

b販 売 在 庫 管理 サ ー ビス

販 売 在 庫 管理 サ ー ビス(DRESSDendenkoshaREal-timeSales・managementSystem)は,オ ン ラ

イ ン リアル タ イム機 能 を駆使 して企 業 にお け る販 売 在 庫 管理 ,生 産 管 理 等 の 企業 活 動 をサ ポ ー トす る

デ ー タ通 信 サ ー ビス で あ る。

1970年9月,電 電 公 社 の大 型 コ ン ピ ュー タ を共 同 利 用す る最 初 のデ ータ通 信 シス テ ム と して東 京 に

セ ン タ を設置 して サ ー ビス を開始 して 以 来,1971年1月 大 阪 ,1972年3月 名 古 屋,さ らに1973年3月

に は札 幌,福 岡 に セ ン タ を開設 し,全 国 に ひろが る需 要 に応 えて きた 。

そ の 後,ま す ま す 各 地 に増 大 す る需 要 に対 処 す るた め サ ブ セ ン タ方 式 を導 入 す る こ と とし,1973年

9月,7地 区 でサ ー ビス を開始 した。(5-13-4表)

(1)サ ー ビス 内 容

DRESSは 多数 の ユ ー ザ ー に よ る大型 コ ン ピュー タ の共 同 利 用 シス テ ムで あ る と と もに
,コ ン ピ ュ

ー タ導入 に先 だ つ 現 状分 析 ,シ ス テ ム設 計 か ら利用 開始 後 の ア フタ ケ ア ま で の ソ フ トウ ェ ア,ハ ー ド

ウ ェ アを一 体 と した シス テ ム商 品 で あ る とい う特 徴 を備 えて い る。 そ の仕 組 みは セ ン タに設 置 され た

共 同利 用 の大 型 コ ン ピ ュー タ と,こ れ と通 信 回 線 で結 ばれ て い る端 末機 とで 構 成 され て い る。

利 用 者 は 日々 の取 引 デ ー タ を端 末機 か らイ ンプ ッ トす るだ けで,あ らか じ めセ ンタの 利 用者 フ ァイ

ルに格 納 され て い る商 品 台 帳 や顧 客 台 帳等 の内 容 を更 新 し,各 種伝 票 の作 成 あ るい は 日報,月 報 な ど
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5-13-4表 サ プ セ ン タ ーに よ る1)RESSの サ ー ビス 状 況

(1974年3月 末現 在)

地区
区分1サ ー ビ・開始朝 接 続 セ ン タ

横 浜1 1973.9
1東

京

金 沢 〃 ∈ 古 屋

京 都1 〃
1大

阪

神 戸1 〃

1大
阪

広 島 〃 已 岡

北 九 州1 〃

{福
岡

仙 司 〃 札 幌

新 潟 1973.12 名 古 屋

岡 ∋ 1974.3 福 岡

松 ∋ 〃 福 岡

岐 阜 〃 名 古 屋

姫 路1 〃

1大
阪

5-13-5表DRESSの セ ンタ ー 別利 用 状 況

(1974年3月 末 現 在i)

㍗
ユ ー ザ 数

端 末 数

東 京

145

616

大 阪

109

433

名 古 屋

69

202

そ の 他

41

124

合 計

364

1,375

の 管 理 資 料 作 成 が 可能 で あ る。

処 理 方 式 には,即 時 処 理 と一 括処 理 の2つ の 方 法が あ り,伝 票 作 成,在 庫 問 い合 せ 等 は即 時処 理 で

行 ない,各 種 管理 資料 等 の 作 成 は一 括処 理 で行 な って い る 。

また,DRESSに 適 した対 象 業 務 は,販 売 ・在 庫 ・発 受 注 ・入 出 金等 の企 業 活動 に お け る管 理 業務

が 中 心 とな って い るが,フ ァ イル設 計 の いか ん に よ っ て は多 分 野 にわ た る シス テ ム作 りが 可 能 で あ り

適 用 範 囲 は極 めて 広 い もの とな って い る。

(2)利 用 状 況.

DRESSは1970年 に サ ー ビス が 開 始 され,1974年3月 末 現 在,東 京,大 阪等 の セ ンタ に364ユ ーザ

ー ,1,375端 末 が接 続 され,476ユ ー ザ ーが 設 計 申 で あ る。(5-13-5表)
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都 市別 の端 末 機 設 置 状 況 は,東 京 特 別 区25%,大 阪 市16%,名 古屋 市9%を は じめ と して 地 域 の 中

核 都 市 に分 布 して い る。DRESSユ ーザ ー を業 種 別 に み る と卸 売 業57%,製 造 業34%,そ の 他(倉 庫

業 小 売業 等)9%と な って お り,こ の比 率 はサ ー ビス 開 始 当時 とほ とん ど変 りな い。 ユ ーザ ー規模 を

み る と,資 本 金 の 平均 で は約6,500万 円,年 商額 の平 均 は約20.8億 円,従 業 員 の平 均 は 約159人 とな っ

て お り,ユ ー ザ構 成 で は,中 小 企業 で の利 用 が 多 い 。

この よ うにDRESSの ユ ーザ は,比 較 的 小規 模 な ものが 多 いが,資 本金3億 円以上 の大 企 業 もあ り,

ユ ー ザ数 は年 々増 加 して い る。 これ は,大 企 業 に お い て 自社 の コ ン ピ ュー タ とDRESSと を併 用す る

こ とに よ つて 企 業 経営 の合 理 化 を図 る こ との 有効 性 が認 識 され て きた もの で あ り,今 後 もこの傾 向 は

進 む もの と予 想 され る。

c電 話 計 算 サ ー ビス

電 話計 算 サ ー ビス(DIALSDendenkoshaImmediateAr輌thmeticandLibrarySystem)は,電

電 公 社が 世 界 に先 駆 け て商 用 化 した プ ッシ ュホ ン(押 しボ タ ンダ イ ヤル電 話 機)に よ る一 般 計 算 サー

ビス で あ り,デ ー タ通 信 の 大衆 化 を ね らい と した もの で あ る。

1970年9月 東京 セ ンタ,1971年3月 大 阪 セ ンタ の 開設 によ るサ ー ビス 開始 以 来,順 次 名 古 屋,横 浜

京 都 等 の大 都 市 にサ ー ビス を提 供 し,さ らに,1977年 末 まで に は,お お む ね県 庁 所在 地 級 都 市 以上 に

サ ブ セ ンタ を設 置 し,サ ー ビス提 供 地 域 を拡大 す るよ う計画 されて い る。(5-13-6表)

(1)サ ー ビス の概 要

DIALSは,一 般 の 通話 用 に使 用 され るプ ッシ ュホ ン を端 末 機 として用 い,セ ンタ を呼 びだ し四 則

演 算 な どの 簡 単 な計 算 か ら微積 分,分 散 分 析 な ど の比 較 的 複雑 な計 算 ま です べ て,リ アル タ イ ムで処

理 し,音 声 で 回答 を行 な うサ ー ビス で あ る。

計 算 方 法 に は,直 接 計 算,定 義 計 算,ラ イ ブ ラ リ計 算 の3種 類 が あ る。 直 接計 算 は計 算 式 の とお り

押 しボ タ ンで入 力 して 計算 す る もの で あ り,定 義 計 算 は計 算 式 を コ ン ピ ュー タ に記 憶 させ て か ら,デ

5-13-6表 サ プセ ンタ によ るDIALSの サ ー ビス 提供 状 況

(1974年3月 現 在)

サ ー ・ ・ 提 供 地 区 已 続 セ ン タ

横 浜(1972.12)新 潟(1974.3)

仙 台(1974.3)札 幌(1974.3)

東 京

名 古 屋(1972.12)京 都(1973.3)

神 戸(1973.3)松 山(1973.12)

金 沢(1974.2)広 島(1974.3)

福 岡(1974.3)北 九 州(1974.3)

大 阪

(注)サ ー ビス提供地区欄()内 はサー ビス開始年月 を示す。
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5-13-7表 電話計算サー ビスを利用できるプ ッシiホ ン設置台数

年 度

設 置 台 数

1970

千 台
37

1971

千台
103

1972

千台
262

1973

千 台
533

(注)設 置台数は各年度末の数字

5-13-8表DIALS計 算種類別利用状況

(1974年1月 現在)

で
東 京

大 阪

直 接 計 算

84.9
%

86.8

定 義 計 算

3.6
%

2.1

ラ イ ブ ラ リ

11.5
%

11.1

一 タ を入 力 して 計 算 す る方 法 で あ る。 ま た,ラ イ ブ ラ リ計 算 はあ らか じめ セ ン タに 用意 され て い る,

ラ イ ブ ラ リプ ログ ラム を呼 び だ し,デ ー タ を入 力 して計 算 す る もの で あ る 。

DIALSの ラ イ ブ ラ リは,サ ー ビス 開始 当初51種 類 で あ った が,そ の後,利 用者 の要 望 等 を もとに

検 討 され た新 規 ライ ブ ラ リの追 加 が行 わ れ,現 在104種 類(基 礎 計 算45種 類,応 用 計 算59種 類)に 達

して い る。 この よ うに ラ イブ ラ リの 種 類 が 増 えた こ と に よ り,断 面性 能 や 電 気 回路 の よ うな 専 門 的計

算 か ら手形 の割 引,金 種別 計 算 な どの 一 般事 務 計 算,不 快 指 数 や バ イオ リズ ムの計 算 の よ うな レ ジ ャ

d－ 的 色 彩 の強 い ものま で 広範 囲 にわ た って 用意 さ れ る こ と とな った 。

(2)利 用状 況

DIALSは,1970年 の サ ー ビス 開始 以 来,サ ー ビス エ リア の拡 大 に努 め,1974年3月 末現 在,DI

ALSを 利 用 で き る プ ッ シ ュホ ンの数 は533千 台 に もな っ て い るが,そ の 利 用状 況 は 必ず し も著 しい伸

び を示 して い な い 。(5-13-7表)

DIALSを そ の利 用 面 か らみ る と5;13-8表 に み る ご と く,DIALSの 特 質か ら考 え る と,む し

ろ定 義計 算 や ライ ブ ラ リ計 算 に比 べ メ リッ トの少 な い直 接 計 算 が利 用 の大 半 を 占め て い る。

ラ イブ ラ リ計 算 で の ラ イブ ラ リの 利 用状 況 で は,「 日数 計 算 」 「バ イ オ リズ ム」 の よ うな レ ジ ャー

的色 彩 の強 い もの,最 小二 乗法,複 利 計算 の よ うな一 般 事 務計 算 で使 わ れ る もの の利 用 率 が 高 く,極

めて 専 門 的 な もの は利 用 が 低 くな って い る。

利 用者 別 に み る と,住 宅 で は,学 習 計算,家 計 計 算 に,事 業 所 で は,利 息,仕 入,売 上,給 与 計 算

な ど事 務 計 算 に比 較 的 よ く利 用 されて い る。

DIALSの 利 用 が それ程 伸 び て いな い原 因 として は,数 字 以外 の入 力 が ツー タ ッチ に な る こ と・ 出



254第5部 コンピュータ適用業務の具体例

5-13-9表 専 用 デ ー タ通 信 シス テ ム(特 定ユ ー ザ 向 けサ ー ビス)

(1974年3月 末 現 在)

顧 客 名1対 象 業 務 トン・設置噺 隔 ≦ §

運 輸 舗 鵬 ∋ 登 録 ・ 検 査 已 『 ・97…

静 岡 銀 行 已 替 巨 水1・97…

北 海 道 銀 行 已 ∋ ホL幌}・97…

⊇ 相 互 銀 行 已 金・繍 ・鮒}大 阪1・97…

千 葉 銀 行1預 金 ・ 為 ∋ 千 川 ・97・…

鯨 縮 胎 醐 会 已 金1東 京1・972・ ・

大阪府信用金醐 会 已 金1大 阪 「 ・972・ ・

横 浜 銀 行 已 金 ・繍 ・鮒 「 横 浜1・972・ .・

鳥 取 県 農 川 信 用 ・購 買 ・販 売1鳥 ∋ ・972・・

中 央 相 互 銀 行 已 金 名 ‥1・972…

東 ⊇ 内 航 空1座 席 予 ∋ 東 京1・972…

静 岡 銀 行(総 合)已 金1清 水ll972・1・

大 生 相 互 銀 行 已 金 ・ 貸 付 東 京 「 ・9・72・・2

群 馬 銀 行(総 合)預 金 ・ 為 替 前 橋1973.2

富 山 県 農 ∋ 信 用 ・購 買 ・販 売1富 ∋ ・973・・

全 国 銀 行 協 会 為 替 東 京1・673・ ・

百+・ 銀 行1預 金 ・"・ 鮒1高 松1・973・ ・

青 森 銀 行 已 替 青 森1・973・ ・

西 ‥ 相 互 銀 ∋ 預 金 ・⊇ ・貸 付 已 ∋ ・973・・

京 都 銀 行 已 金 ・為 替 ・貸 付1京 都1・973・ ・

北陸地区信髄 醐 『 預 金 ・ 貸 ∋ 金 沢1・973・ ・

広 島 相 互 銀 行 已 金1広 ∋ ・973・・

東灘 区信用金醐 会1預 金1名 ‥1・973・ ・

‥ 信 用 金 ∋ 預 金1広 島1・974・ ・

鯨 地 方 税理 士会1税 務 会 計1東 京1・974・ ・ll

(注)す で に サ ー ビス を終 了 した もの と して,次 の シス テ ムが あ る。

万 国 博1970.3.15～1970.9.18

ホL幌 オ リン ピッ ク1972.2.3～1972.2.13

全 国 地 方 銀 行1968.10.1～1973.4.'1(全 国銀 行 へ)

群 馬 銀 行1968.8.16～1973.4.7(群 銀 総 合 へ)
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力 に 記録 が残 らな い こ と,多 彩 な利 用方 法 に対 す るPR不 足 な どが考 え られ るが,今 後DIALSが,

コ ン ピュー タ の大 衆 化 に真 に役 立 っ た め に は新 た な簡 易 型 宅 内装 置 の 開 発,よ り使 いや す い ラ イブ ラ

リの工 夫 と追 加 な どサ ー ビス の一 層 の向 上 が 待 た れ る。

C専 用 デ ー タ通 信 サ ー ビス

専 用 デ ータ通 信 サー ビス は,公 衆 デ ータ通 信 サ ー ビス に先 が け る こ と2年,1968年8月,群 馬 銀 行

為 替 通 信 シス テ ム を1号 シス テ ム として サ ー ビスが 開 始 され た 。以 来,逐 次 シス テ ム の拡 充 が 図 ら

れ,1974年3月 末 現 在,25シ ス テ ムが 稼動 して お り,さ らに数 シス テ ム を受注 し設 計 を進 め て い る。

(5-13-9表 参照)

なお,こ の 聞す で に 日本万 国 博覧 会 シス テ ム,札 幌 オ リン ピ ック シス テ ムな ど4シ ス テ ムが その 任

務 を終 了 し廃 止 され た 。・

a金 融 シス テ ム

わ が 国 の金 融 業 に お け るデ ー タ通信 シス テ ム化 は銀 行 業 務 を中 心 に い ち早 く導 入 され る とと もに急

速 に普及 が図 られ て きた 。 また,シ ス テ ム化 が 進 展 す るに つ れて,異 企業 間 の横 断 的結 合 と対 象業 務

(預 金,為 替,貸 付)の 総 合 化 の 傾 向 が進 め られ て い る。

公 社専 用 デ ータ通 信 サ ー ビス にお いて も,こ の よ うな一 般 的傾 向 を反 映 して)サ ー ビス 開始 当初 か

ら,金 融 シス テ ムが そ の主 導 的地 位 を 占め て お り,そ の提 供 サ ー ビス傾 向 をみ て も同様 な もの が み ら

れ る'。

公社 が 手 が けた金 融 シス テ ムの ほ とん どが,総 合 バ ン キ ング と業 務 の全 店 舗へ の拡 大 を指 向 した も

の で あ り,ま た,全 国 銀行 デ ー タ通 信 シス テ ム,各 地 区 信 用金 庫 シス テ ムな どは典 型 的 な異 企 業 間 の

横 断 的結 合 を図 っ た シス テ ム とい え る。

これ ら電 電 公社 の 金 融 シス テ ムに あ って,と くに1973年4月 に サ ー ビス 開始 した全 国銀 行 デ ータ通

信 サ ー ビス は,日 本 銀 行 為 替 決済 制 度 加 盟 の全 国88行(総 店 舗 数 約7,200)を 網羅 した 一大 デ ー タ通 信

シス テ ム とい え る。 この シス テ ムは,1968年10月 に サー ビス を 開始 した 全 国地 方 銀 行 デ ー タ通 信 サ ー

ビス を発 展 的 に継 承 し,そ の参 加 金 融 機 関 の範 囲 を地 方 銀行 の ほか 都 市 銀行,信 託 銀 行,長 期 信 用 銀

行等 に,ま た,取 り扱 う為 替 種 目 を内 国為 替 の全 種 目に 拡 大 した もので あ る。 セ ン タ を東 京 に置 き,

各 銀 行 には業 務 量 に応 じて,200ビ ッ ト/妙 用,1,200ビ ッ ト/秒 用 の端 末機 が設 置 されて い るが,と

くに業 務 量 の多 い都 市 銀 行等 につ いて は,端 末 機 に代 えて,申 継 コ ン ピ ュー タ(接 続 用電 子 計 算 機)

が設 置 され て い る。

bそ の 他 の シス テ ム

金 融 業 を中 心 に発 展 したデ ー タ通 信 シス テ ムは,そ の後 製 造 業,運 送 業 等 多 分 野 に わた って導 入 さ

れ る こ と とな るが,電 電 公 社 にお け る金 融 シス テ ム以 外 の サー ビス と して は,自 動車 登 録 ・検 査 シス
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テ ム,航 空 座 席 予 約 シス テム,農 協 シス テ ムお よ び税 理 士会 シス テ ムが あ り,設 計 申 の もの に地域 気

象 観 測 シス テ ム等 が あ る。

この うち,運 輸 省 の 自動 車 登 録 ・検 査 シス テ ム は東 京 の セ ン タ と全 国 に散 在 す る65陸 運 事 務 所 を

1,200ピ ッ ト/秒 回線 で結 び,自 動 車 の登 録 ・検査,記 録 等 の 業 務処 理 を一 元 的 に オ ン ライ ン ・リア

ル タ イ ムで実 施 す る こ とに よ り,事 務 の合 理 化 お よ び行 政 サ ー ビス の 向上 を図 る もの で あ る。 この シ

ス テ ムは,わ が 国随 一 と もいわ れ る超 大型 ランダ ム ・アク セス ・フ ァイル を備 えた大 容 量 の フ ァイ リ

ン グ シス テ ムで あ るが,端 末 装 置 として マ ー ク シ ー ト ・リーダ を大 々 的 に適 用 した最 初 の も の で あ

る。 ま た,本 来 業 務 の ほ か に,自 動 車税 の 賦課 徴 収,自 動 車 販 売統 計 等 に も利 用 されて お り,さ らに

自動 車 犯 罪 捜査 等 に も活 用 され よ うとす るな ど自動車 情報 のデ ー タベ ース と して今 後,ま す ます 幅 広

い利 用 が 図 られ よ う として い る。

また,1974年 に サ ー ビス 開始 を予 定 され て い る気象 庁 の地 域 気 象観 測 シス テ ムは,セ ン タ と 全 国

1、300箇 所 の観 測 点 に設 置 された 有 線 ロボ ッ ト気 象計 とを接 続 し,気 象 デ ー タの定 期 的 な 自動 集 信 と,

気 象 官 署へ の情 報 の 自動配 信 を行 な う シス テ ムで あ り,地 域 気 象 の監 視,予 報,警 報 の発 表 等 を 円

滑,効 率 的 に行 な うこ と をね らい と してい る。

D今 後 の課 題

こ こ数 年,わ が 国 の デ ー タ通 信 を め ぐ る環 境 条件 の変 化 はめ ま ぐる し い もの が あ る。

この よ うな申 にあ って,電 電 公 社 は当初 よ り重 点 的 に取 り組 む デ ー タ通 信 サ ー ビス と して,公 共 的

性 格 の 強 い シス テ ム,全 国 的規 模 にわ た るシス テ ム,開 発 先 導 的 シス テ ムの 開 発 を 目 ざ して きた 。

この 取 り組 み姿 勢 は,今 後 も変 る もの で は ない が,と くにナ シ ョナル ・プ ロジ ェク ト関連 シス テ ム

の 開発 と先 導 的 技 術 開発 へ の努 力 は,今 日,電 電 公 社 デ ー タ通 信 事 業 の 大 きな課 題 とな って い る とい

え る。

aナ シ ョナル ・プ ロジ ェ ク ト関 連 デ ー タ通 信 シス テ ムの 開 発

近年,わ が 国 にお い て経 済 成 長 と福祉 のギ ャ ップが 大 き くク ローズ ア ップ され,社 会 的課 題 や社 会

目標 に も方 向 転 換 が み られ るよ うに な った。 すな わ ち,従 来 の 「産 業 優 先 の論 理 」 に対 す る反 省 とし

て 「生 活優 先 の 論 理 」 の拾 頭 を もた ら し,社 会資 本 の 充 実 と国民 福 祉 の 向 上 が新 しい社 会 目標 と して

脚光 を浴 び ると と もに,こ の よ うな ナ シ ョナル プ ロジ ェク トの 開発 が 今 日の最 大 の 国家 的課 題 と さえ

な った 。

この 分野 にお け るデ ー タ通 信 の 果 す 役割 は極 め て大 きい こ とが 予 想 され,電 電 公 社 で も1972年6月

社 内 に 「ナ シ ョナル プ ロジ ェ ク ト開 発実 行 委 員会 」 を設 置 す るな ど,医 療,教 育,行 政,流 通,交

通,公 害 等 広 範 囲 に わ た る ナ シ ョナル ・プ ロ ジ ェク ト関 連 デ ー タ通 信 の シス テ ム開 発 を 行 な っ て き

た 。
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しか しな が ら,こ の よ うな シス テ ム は技 術 シス テ ム と して の 困 難 さに加 え て,関 連分 野が 複 雑 多 岐

にわ た り,制 度,慣 習 面 で 種 々 複雑 な問 題 をかか えて お り,そ の 解 決 に は 各界 分 野 にお け る大 局 的 か

っ長 期 的 な協 力 体 制 が 必要 と され る。

な お,ナ シ ョナル ・プ ロ ジ ェ ク ト関連 のデ ー タ通 信 シス テ ム は次 の3つ に分 類 され て い る 。

① 国民 の 健 康 や安 全 の 維 持 ・向上 の た め の プ ロジ ェク トに関 連 す る シス テ ムで,た とえ ば医 療 ・

保 健 ・公 害 防 止 ・防災 な どの シス テ ム。

② 社 会 活 動 の 効率 化 と国 民 生活 の向 上 を 目指 す プ ロジ ェク トに関 連す る シス テ ムで,た とえば 流

通 ・交 通 ・都 市 開 発 ・教 育 ・行 政 な どの シス テ ム。

③ コ ン ピ ュー タ能力 のパ ブ リック ・ユー テ ィ リテ ィ化 を図 り,適 用分 野 を広 め て 国 民 の知 的 水準

の 向上 と産 業 活動 に お け る知 的付 加 価 値 の 増大 な どに寄 与 す る シス テ ムで,た と えば各 種 コ ン ピ

ュー タ共 同 利 用 シス テ ム。

bデ ー タ通 信 技 術 の 開発

デ ー タ通 信 の 発 展 を図 るた め に は,情 報 処 理 分 野 の技 術 的 レベ ル ア ップ が是 非 と も必 要 な条 件 とな

って い る。

現 在,電 電 公 社 で技 術開 発 に 取 り組 ん でい る主 要 な もの に は,デ ー タ通 信 用 の超 大 型 コン ピ ュー タ

の完 成 を 目ざすDIPS計 画 の推 進,経 済 的 な 高 性能 端 末 機 や 高 品 質 ・高 速 度 の デ ー タ伝 送 技 術 の 開

発,さ らに夢 の コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー ク と して期 待 されて い るデ ィジ タル 交換 網 の建 設 な ど多 彩

な もの が み られ る。

な か で も,DIPS計 画 は,国 内有 力 メ ー カの 協力 を得 て,1968年 に着 手 され,1972年5月 に は全

社 的 な 体制 の も とに 円 滑 な導 入 を図 るた め に 「DIPS導 入 委 員 会 」 を発 足 させ,そ の計 画 を推 進 さ

せ て きた 。

す で にDEMOS-Eサ ー ビス 用 と して実 用 化 され て お り,さ らに,そ の レベル ア ップ を 狙 ったDIP

Sの 開 発 を継 続 して い るが,そ の 実用 化 に よ る成 果 は,電 電 公 社 の ナ シ ョナル ・プ ロジ ェク ト関連 デ

ー タ通 信 シス テ ムの 開発 に役 だ つ こ とは もと よ り,広 く'わが 国 の デ ー タ通 信 の 発 展 に大 き く貢献 す る

もの と期待 され る。

Eお わ りに

以上 み た ごと く,電 電 公 社 の デ ー タ通 信 サー ビス も創 業 以 来,6年 有 余 を経 て 事業 と して 大 きな発

展 を遂 げ て きた 。 しか し,反 面新 た な幾 多 の 難 問題 も予 想 され るが,こ れ ら問 題点 を克 服 して こそ,

さ らに 大 きな飛 躍 が 期 待 され る もの とい え る。

電 電 公社 で は,1972年8月 に,1973年 度 か ら1977年 度 の 期 間 を対 象 と した第5次5カ 年 計 画 を発 表

した が,こ の 期 間 の デ ー タ通 信 事業 に対 す る投 資 額 は5,000億 円 に もの ぼ る もの で あ る。 この 巨額 の
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投 資 は,今 後,益 々発 展 が 予期 され る民 間等 の 自営 シス テ ム と相 携 えて
,わ が 国 情 報化 社 会 の形 成 に

寄 与 す る こ と とな ろ う。
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日本情報開発協会第4回 研究

奨励金受賞研究アーマ

1974年6月 日本情報開発協会第4回(昭 和48年 度)研 究奨励金受賞研究

〔奨励金部門〕

(都 市)

1.SPSS利 用による都市政治,行 政 フィー ドバ

ック過 程の実証的研究

2・ 異常 時にお ける交通流の過渡現象の解析 と交

通情報 システムの設計に関する研究

(流通情報)

3。 マイクロデータ セットとしての商業統計の シ

ステム化に関す る研究

4.学 術雑誌 ・総合 目録 自然科 学欧米編(略 称U
'LP)デ ー タ ・ベ ース管理 プログ ラムの開発

(医 療)

5.医 療 におけ るデータ通信の高度利用(対 話形

式コ ンピュータ診 断 システムの広域化)

6.呼 吸循環系 によ るシ ミュレーシ ョンによ る麻

酔管理法改善 の研究

(自由課題)

7.問 題解決の能力 を育成す るための教 育情報 シ

ステ ムの開発

8.長 波長 ホログラムの計算機再生および画質 向

上に関す る研究

担 当 者

北海道大学法学部教授

小 川 晃 一

(他3名)

東京理科大学工 学部講師

西 田 直 矩

(他1名)

一橋大学経済研究所教 授

倉 林 義 正

(他3名)

㈱紀伊国屋書店ASKシ ステム部

坂 本 徹 朗

(他)

大 阪大学医学部教授

阿 部 裕

(他2名)

東京大学医学部助教授

諏 訪 邦 、夫

(他3名)

東京都 立教育研究所主 事

岸'俊 彦

(他12名)

東京大学生産技術研究所教授

尾 上 守 夫

(他2名)

交 付 額
(千円)

600

1,200

600

1,500

1,000

500

500

■
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9.公 共土木施設の建設に伴 う自然景観変化の予

測 と評価に関す る研究

10.オ ンラインTSS方 式 によ る心理学実験制御

用 ソフ トウェアシステムの開発

〔報奨金部門〕

11.プ ログラム自動管理 システ ム(PAMRUS)

12.全 日空資材 シンテ ム(航 空機備品管理 システ

ム)

13.都 市ガス製造供給管理 システ ムの開発

計 13件

東京大学工学部専任講師

中 村 良 夫

(他1名)

北 海道大学文学部教授

戸 田 正 直

(他8名)

三菱重工㈱ 経営管理 システム開発室

藤 原 祥 三

(他2名)

全 日空㈱ 補給部

飯 塚 哲 也

(他15名)

東京 ガス㈱ 工 務部

システムエンジニア リンググルー プ

虎 頭 健四郎

500

500

100

100

100

8,400
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2産 業構造審議会情報産業部会

中 間 答 申

1974年9月 通 商 産 業 省

① 「情報化」の範囲

経済,社 会 にお ける 「情報」の役割 は,農 業社会,工 業化社 会,高 度工業化社会 と進 むに従 って順次高ま り,今

・後 さらに飛躍 的に重要性 を増す もの と予想 されている。 このよ うな 「情報」の ウエイ トの高ま りに伴 って 「情報」

の伝播はス ピー ドを速め,地 域的 に も全国的,全 世界的 に広が り,し か もその 内容が複雑,高 度化す るとともに,

変化の 激 しい もの となって きてい る。 このよ うに変貌す る 「情報」を適時,適 切 に収集,加 工,提 供す るには通信

回線の利用 を含めた広義の コンピュータ ・テ クノロジーの利用が不可欠で あるが,さ らに この コンピューク ・テ ク

ノ ロジーを積極的に活用す ることによって,現 在,我 々の直面 している医療,公 害,教 育,物 価,流 通,防 災等の

社会的諸問題の解決 にきわめて効 果的に対応す ることが可能であ ると考 え られ る。 このよ うな認識の もとに,我 々

は放送,出 版,新 聞,映 像提 供な どの各種媒体 を利用 した 「情報化」全般 をつねに念頭 に置 きつつ も,審 議の焦点

を 「情報化」 の象徴 ともい うべ きコン ピュータ ・テクノ ロジーを活用す る 「情報化」 にお くこととした。 .

② 「情報 産業」の範囲

「情報産業」 は 「情報化」 を供給面か ら支 える産業の総称であるが我 々の審議 において は、 「情報化」の焦点 を

コン ピュータ ・テクノロジーを活 用す る もの に置いたことに対 して,コ ンピュータ ・テクノ ロジーに関連す る産業

を 中心 に検討 をすす めることとした。

(a)「 コンピュータ産業」は,情 報処理機械であ るコンピュータを供給す る機械産業の一 ジャンル として見 ること

もで きるが今後の 「情報化」が コン ピュータを中心 とした システムを活用す る形で進め られ る事 に着 目すれば,

社会経済の 「情報化」の基盤 を提供 し,情 報処 理サービス業,情 報提供サー ビス葉箒の基盤 を支 える産業 として

と らえることが で きる。

(b)「 ソフ トウェア業」は 「情報化」 をソフ トウェアの面か ら推進す る産業 であ り,上 述の 「コ ンピュータ産業」

と類似の意 味で,情 報産業の一部 と して考 え られよ う。

(c)「 情報処理 サービス業」 と 「情報提供 サービス業」 は各々情報の加工,流 通 を業 とす る産業 であるが,い ずれ

もコンピュータ ・パ ワーの高度利用 によ り,マ ーケッ トを創造 しつつ,「 情報化」 を推進す る ものであ り,典 型.

的な情報産業である。

(d)「 シンクタンク業」は,シ ステム開発 におけ るオーガナイザ ーの機能 との関連 において,多 種多量の情報 を高

度 に加工 し,提 供す るとい う役割 に着 目して,情 報産業の一環 として,位 置づけ ることとした。
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皿 情報 システムの整備

1.情 報 システム化の方 向

コンピュータを中核 とした情報 システムの開発 と普及 は今後 の高度福祉社会実現の ためには不可欠 な役割 を果

たす もので ある。産業,社 会,生 活に関す る諸現象が複雑多岐 にわたる当然の結果 として,そ れ らの効率化や高

度化 を目指す情報 システム も多種多様 な ものが考 えられ るが,こ こで'ま,情 報化 を促進すべ き分野 として,そ の

ニーズが比較的高い と思 われ る,

① 行 政,② 産 業,③ 医 療,④ 交 通 ・物 流,⑤ 公 害 ・環 境,⑥ 防災 ・防'氾,⑦ 教 育,⑧ 流 通,⑨ 地域 社 会 生 活 の9

分野 をと りあげて考 えることとした。

なお,当 然の ことなが ら,総 合貿易情報 システムの ように上記 のい くつかの分野 にまたが る情報 システム もあ

るが以下において は一般に主 な分野 に属す るもの として,分 類 で きるところで取扱 うことと した。

{1)行 政分野の シス テム化の方向

C・t)行政部門 におけ る情報化 は,昭 和30年 代 の中頃 よ りまず 中央行政機関で始 ま り,そ れ以後高度 な科学技術

計算,統 計調査や内部管理業務の大量反復 的定型業務 を中心 として進んで きた。

中央行政機関では,近 年,職 業紹 介や 自動車登録管理のよ うな大規模な情報 ネ ットワークシステムの開発

な ど一部先進的な動向はある ものの,概 して定型業務の システム化の段階にあ るのが現状であ り,地 方 自治

体 において は,な お一層 その感が強 いため,今 後 も当分の間は定型的事務処理 システムの開発 は続 け られな

ければな らない。

⇔ しか しなが ら,今 後,行 政分野に強 く要請 され る課題は正確 な現状の把握 に基づ く的確な施策 の立案 とそ

の遂行である。 このためには各々の行政機関 において必要 とされ る情報 を常 に整備 し,必 要 な ときに随時利

用で きるよ う体制の確立が まず必要であ る。次 にこれ らの豊 富な情報 をベース として,各 々の行政機関の行

政 目的の遂行 に必要なプランニングのための シミュレー シ ョン ・モデル を中心 とした情報 シ ス テ'ム を確立

し,最 適の解決策が種 々の観点か ら模索 しうるよ うな体制へ と質 的高度化 を図 ることが肝要 となる。

更には,こ のよ うな各行政機関の情報 システム間のネ ッ トワークを確立 し,情 報の交換 を容易 に し,よ り

高度な行政計画 を策定 で きるような システ ムが長期的に要求 され よ う。

内 一方,経 済社会の複雑化,高 密度化等によ り企業活動において も,ま た,個 人生活 において も必要 とされ

る情報は,多 様化 してお り,特 に企業 においては,必 要な情報 を体系的に収集,蓄 積,加 工 し利 用す るため

には膨大 な時間・と労力が必要 とな ってい る。

したがって,行 政機関は,こ の よ うな現 状 を十分認識 し,早 急 に行政機関において収集 あるいは生成 され

る各種情報 を国民全般が効率 的に活用で きるよ うな体制並 びに情報 システムを確 立す る必要が ある。

{2)産 業分野 のシステム化の方 向

ω 我が国にお ける情報化は昭和30年 代の初期か ら産業分野 とりわけ年菜 内部の情報 システム化 に よ る省 力

化,効 率化 を中心 としてコン ピュータの高度 化につれて順調に進展 して きた。その適用分野 は生産,販 売,

在庫,経 理,人 事,設 計,企 画等広汎多岐 にわた り,』その利用水準 も単な る集計計算か ら高度の予測解析 に

までおよび,利 用 形態 もパ ッチ処理か らオ ンライン処理へ と移行 しつっあ り,情 報化の レベル はかな りの高

さまで達 してい るとい えよ う。

このよ うな企業における情報化は国の基盤面での援助はあった ものの システム開発 は企業 自身の努力 によ



264第6部 付属資料

ってな されて きた ものであ り,今 後 も国の適切 な側面か らの施策が行われれば企業の 自主 的努力 によ り更 に

高度化 してい くもの と考 えられ る。

㈲ その方 向は生産,販 売,在 庫等の オペ レーシ ョナルな部門 ではさらに適用分野が拡大す ると同時に内容 も

更 に高度化 し,省 力化,効 率化が一層進 み非人間的な作業か らの解放 と安全で快適 な労働環境が確保 される

よ うにな ろ う。

一方,経 営計画部門で は適切 な情報 に基づ く予測解析的な判断業務への適用が さらに加速化 され るで あろ

う。

の しか しなが ら,情 報 システムが高度化すればす るほ ど各種の情報の有効利用が求 め られ る
。

とりわ け経営計画部 門におけ る情報 システムにお いて は外部情報
,特 に行政機関等 において収集,生 成 さ

れ る情報 に対す る需要 はr層 高ま るもの と考 えられ る。 このために企業 自身が必要 な外部情報 を個々別 々に

収集,蓄 積するよ うな体制 を今後 とも継続することは,人 員,費 用等の重複投資 とな る
。 したが って,内 部

情報 はもちろんの こと系列企業間等 におけ る情報 ネッ トワー クによる各種情報の相互利用が当然図 られてい

くべ きであろ う。

⇔ 研究開発関係で は,そ の効率的推進 のために膨 大な科学技術情報 を迅速的確に処理 し提 供するシステムの

開発が不可欠であ る。 この部門においては,現 在,特 許情報の機械検索 システムの開発が緒 についた段階 で

あ り,今 後 ともこれ ら特許情報検 索システム等科学技術情報提供 システムの開発 を強力に推進 していかねば

な らない。

㈱ また,こ の分野の情報化は大企業 を中心 として進展 して きたが,中 小企業 におけ る情報化 はこれ に比 して

極端 に遅れてい るのが現 状である。 これは情報化のための機器や要員等 に対す る投資が多額であることに大

きく起因は してい るものの,最 近 では労働力の不足,人 件費の高騰,業 務の増加等 によ り情報化 を指 向す る

企業 も増加 しつつあ る。 したがって,投 資額や要員不足等の問題 に対処 し情報化の メ リッ トを享受す るため

には情報 システムの共同利用 を図ってい くべ きで あると考 えられ る
。

(3}医 療分野の システム化の方向

仔)我 が国の医療サ ービスの現状 をみるとき,そ の最 も大 きな問題 は医療 に寄せ る国民の期待 と現実 との間に

大 きな隔た りが存在 す ることである。

それ は,医 療機関における慢性的な診療の遅れや,離 島あ るいはへ き地響いわゆる無医村地域の医療体制

及 び夜間,休 日の救急診療体制の不十分な こと等 にあらわ され ている。 このよ うな現象は医療 サー ビスに対

す るニーズの大 きさに比 して,そ の供給が十分でない ことに起 因 してい る。

すなわ ち,病 気の治療が中心で あった医療に加 えて,健 康の増進,病 気 の予防,さ らには リハ ビリテーシ

ョンに至 る一貫 した医療,い わゆる包括医療が叫ばれ るよ うにな って国民 の間 にも健康意識が普及 して きた

こと,あ るい は社会,生 活環境の変化か らガン,高 血圧,心 臓 疾患等のい わゆる成人病の増加,さ らには交

通事故,公 害病等の増加 によって医療に対す るニーズ は高ま る一方 であるが,医 師,看 護婦等の医療 関係者

の絶対的不足及 び医療施設の地理的偏在等か ら供給体制は極 めて不十分であ り,大 きな社会問題 となってい

る。

(ロ)ま た,最 近の医学の急速 な発展 によ り医療各分野 における技術が進歩す るとともに専門化
,分 化が進 む一

方,医 療関係者に とって摂取すべ き知識,情 報 は飛躍 的に増大 し,必 要 な知識,情 報 を的確に入手,活 用 す
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ることが著 し く困難にな って いる。

内 この よ うな医療 あるいは医学のおかれ ている環境は極 めて厳 しい もの となって いる。 しか し な が ら,医

療,医 学の 向上が一国の福祉増進に重要 な役割 を担 ってい る今 日,こ のよ うな現状 を伝統的な方 法によって

即座 に解決す ることは困難で ある。 したが って新たな発想 に基づ き情報処理技術 を中核 とした 情報 シ ス テ

ム,す な わち国民に対す る医療サー ビス向上のためのバ ックアップシステム,医 療機関におけ る管理体制の

改善 のための システム及 び医療関係者の質的 向上のためのバ ックアップ システムを早急 に開発,導 入す る必

要 がある と考 え られ る。 このためには財 団法人医療情報システム開発セ ンターにお けるシステ ム開発 を積極

的に推進す ることが適 切であろ う。

{4}交 通 ・物流分野の システム化の方向

ω 現在の我が国の交通事情 は経済の急速 な発展 によ る過密化現象,交 通量 の増大等 によ り産業,国 民生活等

の あ らゆる分野 に大 きな影響 を与 えてお り,特 に都市 内にお ける交通事情 は危機 に瀕 してい るといって も過

言 ではない。すなわ ち,自 動車輸送について は著 しい混雑 による輸送力の激減,交 通事故の増加,さ らには

騒音,排 気 ガス によ る公害の発生等,日 々の 国民生活の環境 を悪化 させている。 と りわけ,バ ス等の公共交

通機関 についてはその本来の機能を果せ な くな りつつあ り,経 営の悪 化,要 員の確保難が表面化 してい る。

(ロ)国 民の足及び物質の輸送のための交通の利便,生 活環境の改善 を図ることは福祉社会 の実現のためには不

可欠 な要因であ るが,コ ンピュータ利用 による改善,解 決で きる分野 が相 当多い。

その一 は自動車総合管制 システムにみられ るよ うな交通関係情報の有効活用によ る効率的輸送及び効率的

道路設備の活用 である。その二 はコンピュータ制御 によるCVS(ComputerControlledVehicleSystem)等

の新 しい交通 システム,物 流 システムで あ り,生 活環境の改善は もちろんの こと副次的 メ リッ トとして安全

性,省 力化 さらには省資源化に貢 献す るものであ る。

倒 公害 ・環境 分野 の システム化の方 向

U)環 境保全の問題 は昭和30年 代後半 よ り工業化の進展,過 密化の進行等 によ り公害 あるい は環境 汚染の問題

として社会的課題 として取 り上 げ られた。 このため,国 及び地方公共団体 において積極的 にその対策が とら

れ各種の法令が制定 された ものの,公 害の範囲は大気,水 質,土 壌,騒 音,振 動等広範囲であ り,自 然破壊

の みにとどま らず人間の生命 にまでその影響 が移行 しつつ あ り,早 期の解決が強 く望 まれてい る。

(ロ)こ の問題 は,法 令の制定 によ り解決 され るもの はあるものの,こ れ と並行 して各種の公害防止技術の開発

及 び情報 システムの確立がな され なければ有効 な対策 とはな らない ものが多数存在 してい る。

大気汚染 を例 にとれば法令の他 に監視 システムを確立 し大気汚染の発生状況を常時観測把握 し,適 切な分

析 によ る規制等の対策 をとる必要があ る。 この よ うな情報 システムはまず特定地域 において開発 され,順 次

地域の統合 による広域 的なシステムへ と波及すべ き性格の もので あるが,こ のよ うな進展 によ り,総 合的な

大気汚染防止が図 られ るもので ある。

内 以上 は大気汚染の場合で あるが,今 後 は,同 様の情報 システムを水質等 の汚染防止に も適用す ると同時に

高度 な予測手法 を開発 し事前 に汚染の発生 を予測 し,未 然防止 を図 る必要 がある。

さらに,環 境保全 の問題 は広汎多岐 にわた るとともに公害防止技 術,公 害予測技術 も各 国各所で研究開発

されている ところか ら公害 あるい は環境問題 に関連す る情報 を体系 的に整理蓄積 し国の施策,民 間の研究開

発等 に利用で きるよ うデータバ ンクも必要で ある。
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{6}防 災 ・防犯分野の システム化の方向

θ 我が国はその自然的条件 によ り,台 風,地 震,豪 雪等 によ る自然災害 を受 けやす く,ま た住宅 について も

木造が中心であ るため火災の発生 も非常 に多い。 このよ うな 自然的,伝 統 的条件 に加 えて経済社会の発展 に

よ り都市の過密化,高 層 ピル化,地 下街の拡大,さ らには石油化学 を中心 とす るコンビナー ト化 によ りいっ

たん 自然災害あ るいは火災が発生 したときには大被害を うける可能性が高い。

(ロ)災 害 に対す る対策 は古 くか ら重要 な国家的課題 として種々の対策が講 じられてい るが,そ れ に もかかわ ら

ず最近の都市の高密度化等に対す る対策が立後れているように考えられ る。 この対策 としては災害の発生の

可能性 を事前に検知予測で きるよ うな情報 システ ムや災害の発生後 についてはこれ を最小限に食い止め るこ

とので きるよ うな情報 システムが必要であ る。

火災 にっいては,消 火要員の質 的量的拡充は もちろんの こと,火 災に対 する消火技 術の開発 も必要である

が,早 期発見,早 期の予測及びこれ に基 く適切な避難誘導,迅 速 な消火等 のための情報 システムの確立が不

可欠で ある。

内 一方,防 犯 問題 については交通の発達等 によ り犯人の機動性が高ま り,ま た犯罪の内容,手 口等 も複雑化

してい るため犯人の立証,逮 捕が困難 とな りつつある。 したが って,事 件の早期解 決あ るい は犯人の早期逮

捕 に関連す る対策 を充実 させ る必要があ るが,そ のため,情 報 システムが大 きく貢献す るもの と思われる。

具体的 には家庭 あるい はピル等 におけ る犯罪発生検知及び通報のための防犯 システムや,自 動車の盗難,犯

罪歴,指 紋等 の犯罪情報に関する全国的なデータバ ンクの確立が必要である。

{7)教 育分野の システム化の方向

θ)我 が国教育 の水準 は高 く,そ の結果我が国経済社会の発展 に大 きく貢献 して きたこ とは疑 う余地 はない。

しか しなが ら工業化社会か ら高度福祉社会 への移行が唱 えられ,国 民の価値観 も多様化 して い る今 日,現

行の教育体系は,そ の変貌 を迫 られてお り,新 しい社会にふさわ しい学校教育のあ り方が議論 さ れ っ っ あ

る。

また,今 後情報化が一層促進 され社会的に も定着 して くると,コ ンピュータと国民 との接触 が 増大 す る

が,国 民が この情報化の恩恵 を享受す るためには国会の情報化 に対する深い理解 が必要であ り,長 期 的観点

か らの コンピュータ ・マイ ンドあるいは情報 化マイン ドの育成が重要 となる。

(ロ)ま た,今 後 の新 しい社会 において は知識,技 術等の陳腐化が一層加速 され るもの と考 えられ る。 この ため

には社会教育 を充実 させ,移 り変わ りの激 しい社会 におけ る国民,特 に社会人の適応力 を養 う必要が ある。

また,同 様 に教育の場において も教員 の再教育が重要であろ う。

内 これ らの課題 は,当 面の課題 とい うよ りは,長 期的な もので はあ るが,教 育工学 と情報 システムの開発普

及は,学 校教育,さ らには社会教育の改善,改 革 に大 きく貢献す るもの と考 えられる。

⇔ その方 向は,学 校教育 においてはCAI(ComputerAssistedInstruction)シ ステムの開発によ り自己学習

あるいはコン ピュータ を利用 した問題解決型教育等 を可 能 に し,ま た,CMI(CpmputerManagement

Instruction)シ ステムの開発 を通 じて教員 を教育本来の仕事 に専念で きるように し,全 体 として教育の質的

向上 を図ることであ る。

社会教育 にっいては,新 しい知識水準の向上や職業再教育等のためのCAIシ ステムの開発 によ り社会人

が 自らの必要性 に応 じて変化の激 しい社会 に適応 で きる知識 を吸収できるよ うにす ることである。
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{8)流 通分野 の システム化の方 向

ピ)昨 年の 中東戦争によ る石油危機 を契機 とした社会的混乱 の発生 は,物 資の流通 の重要性 をあ らためて一般

に知 らしめる結果 となった。すなわ ち,ほ とん どの資源 を諸外 国か らの輸入にたよってい る我が 国において

は予期せ ぬ資源危機か ら供給不足や,そ れ らを契機 とした企業 エゴによる買占め等の事態が再び発生 し,社

会的混乱が起 きかねないのである。

㈲ このよ うな事態 に対 処す るために は,基 礎物資等の生産,流 通,消 費等の各段階にお ける情報 を的確,迅

速に把握 し,必 要 に応 じて適切 な施策あ るいは正確な情報の提供 によ り社会的調整 を未然に図 ることがで き

るよ うな新 しい情報 システムの確立が早急に必要で ある。

{9}地 域社会生活分野の システム化の方 向

ピ)工 業 化に支 え られた急速 な経済社会の発展 は,国 民に物質的豊か さを もた らしたが,一 方において は経済

社会の複雑化等 によ り企業活動 は もちろん個人生活部門 において も摂取すべ き情報 は著 しく増大 し,そ のた

め,必 要な情報 を主体 的に選択 して入手す ることを困難 にしてい る。

また,個 人生活 に関連す る情報の流通は現在,テ レビ,ラ ジオ等の マスコ ミュニケーシ ョンによる ものが

大部分であ り,地 域社会における個人生活 に密着 した情報の流通は大 きく立後れている。

さらには,行 政機関の窓口業務の効率化,住 民か らの要望,苦 情 に対す る即応体制等,住 民サー ビスの向

上 に対す る要請 も高 まってい る。

(ロ)こ の ような現状 に対応す るためには行政機 関にお ける住民に対 す る窓 口業務等の簡素化や要望,苦 情 に対

す る迅速なサービスの向上 を図るた めの情報 システムや 日常の家庭生活 において必要 な各種情報 の主体的選

択 を可能にす るとと もに生活の合理化 を図 るための情報 システム,さ らには社会教育 システム等 を折 り込ん

だ総合的な生活情報 システムを開発普及 し,情 報化の恩恵 を日常 の生活面 にまで浸透 させ地域 社会生活の向

上 を図 る必要 があると考 えられる。 このよ うな観点か ら財団法人生活映像情報 システム開発協会にお けるシ

ステム開発の進展が期待 され る。

2.情 報 システム開発普及向上の問題点

活力 ある福祉社会を建設す るために情報 シス テムの開発 と普及の果たす役割 は大 きい。 しか しなが ら,こ れ ら

の情報 システムを開発 し普及 してい くためには,次 のよ うな問題点が存在す ること も銘記 しなければな らない。

すなわ ち,第 一 に,こ れ らの情報 システムはその技術的先進 性,開 発期間の長期性,研 究開発の大規模性等 の

性格か ら,巨 額の投資を要 する ものが多 く,シ ステムの公共的性格か ら経済的採算が と り難い もの も少 な く な

い。

さらに,情 報 システ ムはノ ウハウ等め集積 によ り形成 され る部分 も多 く,現 行 の無体財 産権に関す る法律では

十 分保護 され に くい うえ,そ の性格上第三者 に伝わ りやすい ものが あるため,創 業者が投下資本 を回収す ること

が容易でない面が ある。

このよ うな投下資本の巨額性 と回収困難性 は とか く社会面,生 活面 での情報 システムの開発を ちゅ うちょさせ

が ちであ る。

第二に,こ れ らの システムは,そ の適用 され る範囲が複雑 多岐 にわたってお り,ま た システムの構成 も情報 化

技術,社 会科学的技術,自 然科学的技術等の集積か らな るものであるため,そ の研究開発 にあたって は,異 な る

分野の専門家 を結集 し,実 際的 アプローチを行 うことが不可欠で ある。 しか しなが ら,多 くの情報 シス テム ・プ
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ロジ ェク トにっいて,こ の よ うな人材 を結集す ることは容易ではない。

第三 に,現 在の経済社会の高密度 化,複 雑化 は必然的に個人間,企 業間等の有機的関連性 を高めてお り,個 々

の システムにおけ るインパ ク トは,個 々の システ ム内部 に とどま らず,急 速広範かつ複雑 に社会全体 に波及 して

い く。 このため,こ れ らシステムの直接的効 果ばか りで な く,副 次的効果や影響 について も事前に可能な限 りの

検討が必要 とな っている。

また,シ ステムが一旦開発,普 及 され ると,そ の システムは,往 々にして 自己増殖的に発展,巨 大化 しが ちで

あるが,短 期的,部 分的に望 ま しい結果 をもた らした ものが,長 期 的,全 体的 にみて望 ま しか らざる結果を もた

らす ことも考 えられ る。 このため,複 雑かつ急速 に変化す る経済.社 会に対応 しっっそのシステムの開発方向お

よび普及規模等 を十分 に考慮 す る必要が ある。

第 四に,新 しいシステムの開発 と普及にあたっては,既 存の制度,習 慣等 との調整が 問題 になる。すなわち,

新 しい システ ムは,新 しい福祉 サービスを提供 し,そ の社会的評価 を得つつ普及,定 着 してい くものであるが,

開発や普及の初期段階では既存 の制度 と慣習 と衝突す ることも多 く,既 存 の法令,制 度,慣 習等の改善等,必 要

な調整 を行 うことが必要であ る。

3.情 報 システムの開発 と普及 のために政府の とるべ き政策

以上の ような問題点 を踏まえて,情 報 システムの 円滑な開発 と普及 を図 るためには,政 府 としては次 のような

政策 をとることが必要であ る。

(1}政 府 によ る先進的 モデル ・プ ロジェク トの開発

θ 情報 システムの うち公共 的かつ先進 的な ものの開発 には政府 によ る特定地域,特 定集団等 を対象 としたモ

デ ル的なデモンス トレー ション ・プロジェク トの推進が有効で ある。

すなわ ち,プ ロジェク ト推進のための先進的技術開発 は,ハ ー ドウェア及びシステムの各技術の飛躍のた

めの基盤 とな り,一 層の情報 システム化,技 術の高度 化を図 ることが可能 となる。 さらにそのモデル ・プロ

ジェク トの実験試行を通 じて情報化の進展 を阻害 しが ちである既存 の制度に対 して,情 報化の進展 に対応 し

うる体制へ指向す るインパ ク トを与 えることがで きる。

さらに,モ デル ・プ ロジェク,トの開発 とアセスメ ン トの実施 は情報 システムに対す る国民への情報効果を

有す るものであ り,そ の有効性 を広 く認識 させ ると同時に情報化へ のコンセ ンサスの形成 に資す る ものであ

る。

1ロ)公 共的な先進 モデル ・プロジェク トの開発 は先端的技術の開発であるため,各 方面の人材 の結集 を要 し,

かっ,そ の性格上経済的採算が と り難い。

このため,民 間プ ロジェク トとして はなじみ難 く,国 が開発面で重要な役割 を果 してい くことが必要であ

るが,次 の理 由か ら新たな開発母体を設立 し,推 進す ることが必要 である。

① 社会情報 システムは,国 民の生活 に直接の影 響を及 ぼす ものであ り,そ の システムの開発 と普及にっい

て,特 に厳重な責任 を要求 され るが,責 任の所在 を明確にす る意 味で実際にシステムの開発 に専念す る組

織 が必要であ る。

② 開発 された システム技術の知識 は,他 の情報 システムへ も活用 され るべ きものであ るが,既 存の行政機

関では,行 政の執行が中心であ り,社 会情報 システム関連 の技術蓄積には必ず し も適 した形で あるとはい

い難い。 このため独立の機関を設立 し,シ ステム技術の蓄積 とその定着を図ることが望 ま しい。
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⑧ 予算面,人 材面等 において,既 存 の行政機関 よ り柔軟性 を要求 され る場合が あ り,ま た,デ モンス トレ

ーシ ョン ・プロジェク トの実施には,地 域,住 民等 との間に定型的業務 を大量 に処理す る必要の ある場合

も多 い。

④ 既存 の行政機関では,縦 割的 アプ ローチにな り勝.ちであ り,社 会情報 システムの ような多領域 にまたが

るシステムにっいては,各 方面か らの総合的 アプローチを必要 とす るため,新 たな組織で関係官庁の一致

協力 の もとに研究開発 を行 うことが適 して いる。

② 民間におけるシステム開発 の誘導

公共的プ ロジェク トで も経済的採算が取 り得 る もの については,民 間での開発 に委 ねることが 効果 的 で あ

り,情 報産業 の振興に寄与す ることが多い。

しか しなが ら,シ ス テム技術や情報産業 の未成熟な我が国にお いては,こ の分野 において民間のみの 自発的

努力によ り早急 な発展 を期待す ることは困難で ある。 したが って,国 か らの委託 や補助金の交付による開発 を

行 うとともに,普 及段階において は生産者に対 して税制,金 融上の優遇措置を講ず るべ きであろ う。

私的 システムの開発は,原 則 として民間の自主的努力に委 ねるべ きであ ると考 え られ るが,シ ステム規模が

大 きく,多 額の投資 を要 し,リ スクを伴 うもの については,我 が 国情報産業の定着 を図 るための 「呼び水」 と

して,民 間総力の結集が可能 とな るよ う開発体制 を指導す るとと もに開発普及の両面 にわ たって,金 融,税 制

面 での優遇措置を一定の期間に限って実施す ること も必要で ある。

情報 システムの運営は,可 能 な限 り民営 とす ることが効果 的であると考 えられ るが,公 共性の高 いシステム

については,地 域住民に密着 したきめの細かい対応等が必要 であることか ら,地 方 自治体の開発 への協力 と普

及段階における運営主体 としての役割が期待 され る。

{3)先 進的技術 開発 と標準化の推進

社会面,生 活面の情 報化に寄与す るシステムは,利 用者が素人で あるため,操 作が容易で信頼性の高い もの

でなければな らない。1そのためには多 くの基礎 的技術開発 や人間工学的な研 究開発が必要 にな る。

例 えば情報検索やパターン情報処理,信 頼性 向上のための技術開発,人 間の行動 と心理 を十 分に分析 したマ

ン ・マシン ・インターフェイスに関す る端末機等のハ ー ドウェアお よびソフ トウェアの開発等 が地道な研究の

積重ねの上に進 め られ ることが望まれ る。

このよ うな研究開発 を着実 に推進す るため,国 の試験研究機関,大 学,民 間研究機関等が,相 互 に密接な連

携 をと りつつ,体 系的に研究 を推進す ることが必要で あ り,研 究開発費の重点的投入が不可欠 である。

また,情 報システムの今後 の普及 に伴 って,ソ フ トウェアや部品等の互換 性の確保 によるコス ト・ダウンや

必要 に応 じて全 国的な ネッ トワークを形成 しうるよ うにす るため,標 準化の推進 が必要で ある。

V情 報産業の進む道

今 まで,我 々は情報化の重要性,特 に我が国のよ うに狭隆な国土 とちゅう密な人口,乏 しい資源 といった制約条

件 の中で,複 雑,高 度化 した現代社会 において コンピュータ ・テクノ ロジーの活用の有効性 と必要性に つ い て 論

じ,か っ,そ のよ うな情報化のためのシステム開発,基 盤整備のあ り方 について考察 して きた。

しか しなが ら,こ の ような コン ピュータ ・テ クノ ロジーの活用,情 報化の推進のためには,そ の供給面 を担当す

る情報産業の健全 な発達が必要 であ り,そ の発展 の方向 と振興 のあ り方 を検討す ることが重要な課題 であることは

い うまで もなかろ う。
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情報産業の我が国への定着 と,そ の適正な産業組織 と市場成果 を追求 してい くことは,情 報化の今後の絶 えざる発

展 と質の 向上のためには,不 可欠な ことと考 えられ るか らで ある。.

近年,我 が国 をめ ぐる環境 は,昨 年の石油危機 が象徴 してい るよ うに,大 きく変 わって きている。 このよ うな変

化 について は以前か らも唱 えられていたが,必 ず しも深い認識 と鋭 い危機感 を もってそれに対処 して きた とはいえ

ないの ではなか ろうか。

今 回の石油危機を契機 として,真 に我が国 をめ ぐる環境の変化が理解 され,多 くの分野でそれ に対応すべ き真剣

な努力が払われ ようとしてい る。

この ような現 状において産業構造の面 において も,上 記の変化 に対応 した新 しい方向 を探 ってい くことが必要 と

され るであろ う。

我 々は,こ のよ うな産業構造を担 うリーデ ィングインダス トリーと して情報産業の重要 性 と,そ の振興の必要性

を主張 したい。

以下 においては,上 に述べたよ うな観点か ら個 々の情報産業の位 置付け,問 題点,発 展 の方 向及び政府の とるべ

き施策 についてのべ ることとしたい。

1.コ ンピュータ産業

(1)コ ンピュータ産業の位置付け

コンピュータは単な る機械 とい うよ りは,記 憶制御等人 間の頭脳活動に も代替 しうる機能 を有 してい る もの

で あ り,各 種 の通信機器や端末装置 と結びつ き,か っ,適 正 なソフ トウェアを利用 することによ り,い ろいろ

な分野の多 くの問題 を解決 しうる可能性 を持 ってい る。

コンピュータ産業は,こ のよ うなコンピュータの製造に携 わる産業であ り,そ の健全な発展が要請 され るこ

とはい うまで もない。

このためには,国 民の ニーズ を適切に把握 し,そ のニーズ にあった安価で高性能な機器 を開発 す ることので

きるバ イタ リテ ィと,情 報化の供給面 を担 ってい るとい う強 い自覚 と責任 を持 った コン ピュータ産業 を我が国

に定着 をさせてい くことが必要 であ り,我 が 国の 自主的で健全 な情報化 もこの ような基盤が あってはじめて推

進 されてい くべ きもので あろ う。

このよ うな健全 な情報化の基盤産業 としての役割のほかに,コ ン ピュータ産業は今後の我が国産業構造 にお

け る リーデ ィングインダス トリーとしての役割 を も担 ってい る。

コンピュータ産業 は,そ れ 自体が知識集約型,省 資源 ・省 エネルギ ー型,無 公害型産業の典型 であるの に加

え,他 産業の情報化,シ ステム化 を促進す ることに よ り,我 が 国の産業構造の高度化にお ける戦 略的産業 とし

ての重要性 を有 してい る。

また,コ ンピュータ技術の適用分野の広 さか らその発展が他産業の技術 を向上 させるとい う外部経済効果 を

持 ってお り,そ の将来の成長か らみて,今 後我が国の リーデ ィングインダス トリーとしての役割は大 きい と思

われ る。

この ような コン ピュータ産業 を我が国の リーデ ィングイ ンダス トリーとして健全な発展 をとげ させ る こ と

は,狭 少な国土で,資 源不足 と自然環境の悪化等の多 くの制約 にしば られて いるうえ,他 方では高 い教育 レベ

ルを持 ち,か つ,す ぐれた人材 を擁す る我が 国にとって,国 家 的な要請であ る。

また,資 源に乏 しい 日本に とって輸出の重要性はい うまで もない ことであ り,知 識集約型産業 の代表で ある
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コン ピュータ産業 は将来 において輸 出産業の中核 とな ることも期待 されよ う。

{2}コ ンピュータ産業の現状 と問題点

しかしなが ら,こ のよ うな期待が持 たれ るコンピュータ産業 には,他 の どの産業 にも見 られない特異な問題

が存在す る。第一 に世界 中の市場の約6割 を支配す る世界的巨大企業が存在す るとい うことであ る。 日本の コ

ンピュータ産業が存立 し,今 後の成 長産業 として育 って ゆくためには,こ の ガリバ ー型寡占体制 を意識せ ざる

を得 ない。

第二の問題点は,レ ンタル制 とい う販売形態であ る。 これ は,コ ン ピュータビジネスを行 ってい く限 り膨大

な レンタル資金力 を必要 とするとい うことであ る。世界的巨大企業 は レンタル制の利点 を享受 しつつ,か つ,

巧 みな商品戦略で 自己 に最適の機種交代期 を創造 し,他 の企業 はレンタル資産の返却 とい う絶 えざる危 険にお

寸びやか され てい る
。

第三の問題点 は,コ ン ピュータ産業 は,膨 大な研究開発投資 を必要 とし,大 量の開発設計 者を確保 しなけれ

ばな らない産業で あ り,か つ,ソ フ トウェアの提供 とい う特異な機能 を果 さねばな らない。 このよ うな膨大な

オ ーバーヘ ッドコス トは大量販売力 をもつ企業 ほど優位にす る。

この ようなコン ピュータ産業界 にお ける 「ガ リバ ー型寡 占」 は健全 な情報化 を発展 させ るうえで大 きな問題

をは らんでい ることを認識 しなければな らない。す なわち,寡 占企業 による市場支配のデ メ リッ トとして以下

の諸点 を指摘す ることがで きよ う。

'① 自己の販売政策 によ
って,機 種の交代(い わゆ る世代交代)を 思いの ままに支配で きる。

② レンタル政策によって,意 識 的に陳腐化 を左右 し,結 果 的には資源の浪費 を もた らす こととな る。

③ 必然 的に高価格,低 サービス,技 術進歩の停滞 を生ず る可能性が大 きい。,

このよ うな,ガ リバー型寡 占のデメ リッ トを打破す るには,我 が国の コンピュータメー カーの発展に期待す

ることは当然 とい えよ う。 このためには,我 が 国メーカーは,膨 大な販売資金や研究開発費の負担等の面で十

分 な力 をつけ るとと もに,国 民の情報化ニ ーズの適切 な把握,単 な るコンピュータ単体の みな らず,シ ステム

開発力の強化等 を図 ることが必要で ある。現在,我 が 国メーカーの体質 はこれ らの点 において必ず し も満足な

ものとな ってい るとは思われず,今 後 とも積極 的な努力が必要であ ると思われ る。

すで に,す べての自由化スケ ジュールが決定 し,昭 和50年 中 には資本,輸 入の 自由化が行われ ることが確定

している。

我が国 は,こ の ような厳 しい情勢の下において,コ ンピュータ産業の健全な発展 を図 ることが,要 請 されて

いるので あ り,コ ンピュータ産業が内包す る特異 な問題点 を十分 に考慮 しつつ,そ の健全な発展 のための方策

を検討 す ることが必要 であろ う。

(3}コ ンピュータ産業の発展の方向

θ 協調体制の深化

自由化に直面 し,そ の産業基盤の強化が要請 されてい るコンピュニタ産業において は,当 面 なお一層の協

調体制の深化が必要であろ う。

一般 的にい って産業の ビヘイ ビアーは,競 争企業が多数存在す るほ ど好 ましいが,コ ン ピュータ産業は世

界的 に典型 的な 「ガ リバー型寡 占」 とな ってお り,現 状のままに推移 した場合 にガ リバ ーに続 く 「小人達」

が今後 とも存続 しうるか どうか疑 わしい といわなけれ ばな らない。その ため,我 が 国の汎用 コンビュータメ
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一カー6社 も昭和46年 末
,3グ ル ープに集約 され,新 機種の共同開発 を行い,本 年 の2グ ル ープによる新機

種の発表,さ らには共同会社の設立等か な りの成 果をあげつつあ る。 しか しなが ら,ガ リバ ーに対抗す るに

は,今 後 とも開発,生 産r販 売特に生産,販 売の面 にお ける 「規模の利益」 を積極的 に追求 してい くことが

必要で あると考 えられる。

開発 において,一 応の成果が見 られ るに至 った現在,今 後,生 産,販 売における一層の協調関係が必要 と

な ろ う。 この場合,企 業の活力を失 なわせ ることな く3グ ループ内の協調の深化 を図 ることが重要であ り,

現時点 においてグループ相互間を含 む再編 成を強行す ることは必ず しも適 当で ない と考え られ る。 したが っ

て,各 グループの新 シ リーズ の市場成果等 が出そろった時点において集約化,専 門化等 の可否が論 じられ る

べ きで あろ う。

特 に,こ れ らの企業 として は,国 の多大の助成措 置を受 けてい ることに鑑み,そ の企業責任,さ らに社会

的責任 を十分理解 し,そ の責務 を全 うす る必要が あろ う。,

なお,ミ ニコンピュータ及 び超小型 コン ピュータのメーカーについて も協調関 係の促進がのぞまれ るとこ

ろで ある。

(ロ)機 器製造業か らシステム ・メーカーへ の転進

我 が国の コンピュータ ・メーカーは,こ れまでの技術革新の激 しさか ら単体機 器の性能向上 に焦点ををあ

て ざるをえなか ったが,今 後 は,ユ ーザーの ニーズに応 じて多種な機器 を総合的に結合 して提供す るシステ

ム ・メーカーとして転身 して い くことが重要であ る。 これ は,今 後の情報化の焦点が社会面,生 活面 に向 う

必然 的な結果 として機器単体ではな く,シ ステム としての提案が強 く求め られ ているか らで あ り,コ ンピュ

ータ ・・メーカーとしては,ユ ーザーのニーズ をシステム的 に分析 し,コ ンピュータのみな らず関連機器 を最

適 な形 で結合す るエンジニア リング機能 を重視す る必要が ある。

この ため我が国の コンピュータ ・メーカーの通信機メ ーカー,総 合電機 メーカーとしての能力を最大 限に

活用 してい くことも一 つの方向であろ う。

内 今後の技術開発の方 向

今後の コンピュータの応用 は,現 在の使用事例か ら単純には想定で きないほどの質 的,量 的拡大の可能性

を秘 めてい るとい える。我が国に この産業が定着 し,成 長 してい くためには次の多 くの要請に応 えてい く必

要が ある。

① 将来機種 に対抗で きる技術力の確保

現在,IBM370シ リーズ に対抗す るため新機種 を開発申で あるが,近 い将来には,新 たな世代の機種

が発表 され るとの予測 もあ り,長 期的な視点か ら,自 主技術開発能力 を高 めてお くことが,コ ン ピュータ

産業定着の見地か ら必要である。

このため,パ ターン情報処理,集 積回路,大 容量 フ ァイル,高 信頼性等の各分野 にっ き長期的 に基礎技

術 を確立 してい くことが重要 と考 えられ る。

② 「柔軟性 のあ るシステム」 「目的志向のシステム」へ の方 向

ユ ーザーの ニーズが,ま す ます多様化す ることは,シ ステム化に未着手の分野の大 ききか ら考 えて疑い

のない ところで あるが,現 在の コンピュータ関連機器で は十分 に対応 で きるとはいえない。

このため,た とえばハー ドウ ェアとソ フトウェアを高度 に くみあわせ た柔軟性を もったプ ロセ ッサや多
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様 な周辺,端 末装置 を開発す ることによ り選択の 自由度の高い システ ムの供給が要請 され るこ ととな る。

特 に我が国特有の ニーズであ る漢字,カ ナ,手 書文字の処理 は,我 が国の情報化を進 める うえで重要な

ものである。

また,企 業組織,社 会組織等の変化 に即応で きるよ うに拡張性の高い ものが要求 され てお り,こ の面 の

・要請に応 えてい くこと も重要な課題 である。

⇔ 国際的発展への対応

情報化の 国際的展開 は,今 後急速 なテンポで進んでい くと思われ,そ れ に対応 し,世 界の コンピュータ市

場,情 報 システム市場 もまた大 きく成長,変 容す るものと予想 され る。

我 が国 コンピュータ産業 も,こ れか らの我が国の産業構造,貿 易構造の 中核 としての役割 を長期的に担 っ

てい くには,単 に国内の市場 を対象 とす るのみでな く,こ の ような国際的市場の拡大 を踏 まえて,国 際市場

への発展 を志向す ることが必要であ り,今 か らその基盤の整備 を図ってい くことが必要で あろ う。

このため、国際的ニーズの把握 と,シ ステム形成力の強化,さ らに国産 コンピュータの海外での認識の徹

底等 の対応策を講 じてい くことが要請 されよ う。

㈱ コン ピュータ産業 と関連産業 とのバ ランスの とれ た発展

コン ピュータ産業等情報処理 システムの供給 に携 わる産業は,部 品 を組立て,装 置 を改造 し,さ らにそれ

をもとに多様なシステムをユーザーに供給す ることが主要な任務で あるが,こ の広い産業分野を掌握 してユ

ーザーの希望す るシステムを供給で きるシステ ム産業 はいまだ定着 していない
。

す なわ ち,コ ン ピュータ ・メーカーは,ア プ リケーシ ョン面 で十分 とはい えず,利 用範囲の拡大 に必ず し

も対処で きず,ソ フ トウェア ・メーカーや周辺端末 メーカーも,シ ステム構成力は弱体で ある。 またユ ーザ

ー も自己の分野 では,メ ーカーとの協力でかな り高い シス テム構成力 を有 してい るもの もあるが,単 独で は

システムの供給 は困難 と考 えられ る。

いずれ にしろ現在,急 速に拡大 しつつ ある応用分野 に対応 して,シ ステムを構成 してい く力は一つの産業

のみでは持 ちえず,こ の点が情報化促進のあい路 となってい ると考 え られ るが,今 後 はこれ ら各産業部門の

バ ランスの とれ た発展 とその協力体制 を促進す ることによ り我 が国の情報処理 システムの供給に携 わる産業

全体 の力 を強めて行 くことが要請 され る。

(4}政 府のとるべ き施策

④ 協調体制の促進

これ まで,汎 用 コン ピュー タ ・メーカー6社 は,昭 和46年 末3グ ループにわかれて提携関係に入 り,補 助

金のバ ックアップを もとにIBM370シ リーズに本格的 に対抗 しうる新 ファ ミリーシ リーズの開発 に着手 し,

49年度 には新機種 の出荷 もはじまろ うとしてい る。 また特定分野にお いて は共同会社の設立等 も行 われてい

る。 しか しなが ら,輸 入等の 自由化 に対処 し,資 金 と人的資源を一層有効 に活用 し外 国メーカー と対抗す る

には,現 状の グループ内の協調体制 は特 に生産,販 売等の面でかな らず し も十分 とはい えない と思 われ る。

各企業 は,そ れぞれの企業責任 においてその協調体制 を深化 させ ることは当然 であるが,政 府 として も必

要 資金の援助等そのバ ックア ップを図る必要があろ う。

(ロ)技 術開発の促進

コンピュータ ・テクノ ロジーは,今 後 ともハー ドウェア,ソ フ トウェア,シ ステム等の幅広い分野 におい



274第6部 付属資料

て急・速に進歩 してい くことが予想 され る。

近 い将来 には370シ リーズ に続 く次世代機種の発表が行われ ることも考え られ,今 後の コンピュータの方

向を見定めつっ技術開発 を進 める必要ぴ ある。そのため,自 主 開発の基盤 を確立するための基礎技術や,パ

ター ン認識等の応用基本技術等 において,民 間で カバーしきれない分野 の開発 を政府が積極 的に推進す る意

義は大 きい と考 えられ る。 また,コ ンピュータ応用技術 について も,ユ ーザ ・オリエンテッ ドな形で発展す

るよ う補助措置によ り誘導 してい くことが必要であろ う。

内 自由化後の環境整 備

コン ピュータに関 して は49年7月 に技術導入が 自由化 され,ま た,資 本については5C年12月,輸 入につい

ては50年 中 に自由化 され るスケジュールが決定 している。 これ らの自由化措置の後,我 が国のコンピュータ

産業 の健全な発展 を図るためには諸般の環境の整備が必要 であ る。

第一 に,外 資系企業の我が 国における秩序維持 である。我が 国に進出 した外資系企業に対 しでは,一 般的

に我が 国経済への融合が期待 され るところであ るが,特 に コン ピュータの場合,そ の経済,産 業に与 える影

響の大 きさにかんが み,政 府施策に沿 った円滑な企業活動が望 まれ るところである。

第二 に,特 定電子工業及 び特定機械工業振興 臨時措置法の機能 的な運用 と法制の整備であ る。

すなわ ち,必 要が あれば同法の高度化計画の立直 しを行 うとと もに,そ の計画の円滑 な実施 を図るため,

報告の聴取,勧 告等の措置 をとることも検討すべ きであろ う。

なお,同 法が52年 度末までの時限立法であ ることにかんが み,特 に電 子計算機 については,そ の後の法律

の扱い等必要 な法制面の手当 を検討す る必要があろう。

第三 は,公 正 な市場・競争の維持 である。

国内電算機市場 において,巨 大企業の経済力が乱 用 され る場合 には,独 禁法の運用等 を通 じて公正な市場

競争 を維持 し,我 が 国コンピュータ産業発展の基礎 を固めてい くことが必要 である。

第四 に,官 公需 におけ る国産機の優先使用 である。昭和38年 に閣議決度 された 「国産品の使用奨励 にっい

て」の趣旨を コン ピュータについて は継続 してい くとともに,民 需に関 して も経済団体等の活動を通 じ民間

企業等 国民各層 にわた り,国 産機 についての理解 と協力が深 め られてい くことが望まれ る。

第五 は,緊 急事態への対処であ る。

すで に外国機が設置ベースで5割 近 くの シェアを占めてい る状況にあ り,万 一 自由化後 において国産機 シ

ェアの急速な低下等,国 内産業 に重大な被害 が発生す るおそれが生 じた場合 には,GATT19条 に基づ くセ

ーフ ・ガー ド
,緊 急関税等 について発動の可 能性 をも検討すべ きであろ う。

販売,サ ー ピスカの強化

強力な外資系企業に対抗 して,我 が国 コンピュータ産業の販売力の強化 を図 るため,JECC(日 本電子

計算機株式会社)体 制等我 が国コンピュータ産業の販売資金面での政策 を拡充す るとと もに,レ ンタルパ ッ

ク負担 の軽減お よび中古機 の正常な流通条件 を醸成するためにJECCレ ンタル制度 に柔軟な方式 を導 入す

ることを検討す る必要があろ う。

例 えば,JECCの 取扱機種の範囲の拡大、現在実施 きれてい る商工会議所 等への レンタルバ ック機の低

廉供給助成措置 を拡充す ることを検討すべ きである。

また,一 般市民の コンピュータへの違和感 を取除 くとともに,ユ ーザーの コンピュータ導入相談や苦情の
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吸収 を図 り,国 産 コンピュータのPRを 行 うため,全 国の適 当な地域 に申立的機関 によるPRセ ンターを設

立す ることも考慮 され るべ きで あろ う。

㈱ システム形成力の強化

情報化の進展に伴 う社会の システム化 ニーズに応 じ,コ ンピュータ ・メーカーは,我 が国産業の システム

メーカーへの方向 をた どることが必要で あ り,ユ ーザー等 との協力の もとにその システム形成力 を強化す る

ことが必要で あろう。

この ため に も,社 会開発 システム等,政 府の実施す るシステム ・プ ロジェク トの発注 によ り支援 するとと

もに,一 般ユーザーのシステム機器の導入につ き,開 銀融資等積極 的な援助 を行 うこ とが必要 である。

また,シ ス テムの主要な要素で ある端末機 器等の多様な電子機 器技術の発達 を支援す るため補助措置によ

る援助 も重要であ る。

約 国際的発展への基盤整備

今後,国 際的情報化の進展 に伴い,コ ンピュータの市場 は国際的に大 きくな ることが予想 され,ま た,発

展途上 国の情報化援助 も増大す るで あろ う。 この ような情勢に対処 し,我 が国 コン ピュータ産業の 国際的発

展 を支援す るため,政 府 として も国産 コンピュータに対す る認識 を徹底 させ るため,PRの 実施,コ ンピュ

ータ関連国際会議 の誘致
,外 国の コンピュータ要員の訓練 への協力等 を進め るほか,当 該国で計画中の各種

プ ロジェク トへ積極 的に協力 して い くことによ り国際的な情報 化に貢献すべ きである。

また,コ ンピュータの輸出を促進 させ るため,国 産機輸出に際 して 国産メー カーお よび,レ ンタル会社に

対す る輸出金融 制度 による助成 を行 う等の措置 も必要 と考 えられ る。

2.情 報処理産業

ω 情報処理産業の位置づ け

情報の的確な処 理,加 工が,企 業,政 府等 のポ リシーを決定す るうえで今 日か つてないほどの重要性 をもつ

よ うになって きてい る。

すなわ ち,情 報 の生産や流通 の効率化が企業等の あらゆ る組織体発展の必須条件 とな ってい るので ある。

情報化 は,ま さにこ うした社会 的背景の うえにコンピュータ及 びその利用技術 の発展 を契機 として顕著に認

識 され ることとなった。

情報化の進んだ社会で は,情 報 それ 自体が価値 を もつ商品 として位置づけ られ,知 的創造が経済,社 会発展

の推進力 として認識 され る。

そして情報処 理産業 は,こ のよ うな情報化の進展の中で,情 報 の生産,流 通を経済行為 として行 う新 しい産

業 として位置づけ られ,情 報化 の中核 をにな うもの としてその発展が強 く期 待 されてい る。

このよ うな情報処理産業ほ,ソ フ トウェア業,情 報処理サー ビス業,情 報提供 サービス業,シ ンクタンク業

に 区分す ることがで きる。

ソフ トウェア業 は,コ ンピュータの利用技術 を開発 し,コ ンピュータ ・ソフ トウェアを販売 す る 産業 で あ

り,コ ンピュータ ・メーカーとユーザ ーとの間にあって,コ ンピュータに関す る技術知識格差 を埋 め,コ ンピ

ュータ市場 にお ける製品情報 をよ り完全 に提供す るために中立的立場 にある。

情報処理サ ービス業 は,情 報 の加工 を業 とす る産業で あ り,ユ ーザ ーの側か らみる と,専 門家集 団としての

機 能,自 らの コンピューター導入までの指導者 としての機能,専 門業者 としての経済性等の認識 か ら,成 立す
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るに至 った産業 とい える。

情報提供サービス業は,一 つの情報 に対す るニーズが共通で あ り,重 複投資を避 けるために情報 を共同利用

す ることを前提 と した情報の流通業であ り,業 界 としての広が り,厚 み,ま とま りを持つ段 階にはまだ至って

いないが,情 報提供サー ビスが事業 として展開す る基盤 は徐々にではあるが進 みっっ あるといっていい。

シンクタ ンク業 はシステム手法 を駆使 して具体的な問題解決のための 「知識」 を提供す る産業で あ り,問 題:

指向的かつ未来指向的な研究開発 を行 な うものであ る。

これ ら情報処理産業は,今 日,多 様化,複 雑化す る経済社会のニーズに応 え,複 雑かつ困難な諸問題の解決

のための具体的方策を案出す る知 的集団 として,即 ち,情 報 化の進展の申で中核的機能集団 としてます ます大.

きな期待 を寄せ られ てい るところで ある。

一方
,鉄 鋼業や 自動車菜箸のいわゆる既存産業で も生産諸活 動が情報の流れ を無視 して行 えな く な り,ま

た,経 営 におけ る知 的活動は大幅 に増加 して きているところか ら,積 極的にコンピュータ技術 を導 入 し,経 営

を効率化 し,国 際競争力の育成 を図って きた。

そ して,こ れ らの既存産業の申には,自 己の経営経験 とコン ピュータ利用技術の蓄積 を通 じて情報 システム

の供給 を行 うことの で きる企業 も現われてお り,ま す ます増大す る情報化の ニーズの中で,適 切な位置づけの

もとに,社 会的に これ ら既存産業の力 をも活用す ることが必要 であろう。

[2)情 報処理産業の現状 と問題点

情報化推進の担い手であ る情報処理産業 は,そ の力強い成長,発 展が期待 されている ものの,反 面,各 種の

問題 をかか え,現 在一つの大 きな試練 をむか えている。

情報処理産業がかか えている問題点 としては,第 一 に,企 業規模の過小が あげ られ る。業界の市場規模 は こ.

こ数年,着 実な伸 びを示 して きたが,参 入企業 もまた急増 してお り,1企 業当 りの売上高は,極 めて小 さい。

第二に は,業 務 内容がいまだ低水準であるこ とが あげられ る。情報処理 サービス業 をみ ると,い わゆる,大

型セ ンターのなか にはオンライン,TSSサ ー ビス等 を行 うもの もあ るが,大 部分 は単純な計算サービス,パ'

ンチ業務,要 員派迎,マ シンタイム販売の比重が大 きく,米 国の情報処理サー ビス業 にくらべ,大 きなへだた'

りが ある。

また,ソ フ トウェア業 において も対応技術範囲の広い,大 規模なソ フトウェアの開発は今後の大 きな課題 と、

な ってい る。

第三に,過 当競争があげ られ る。情報処理産業 は,そ の資本,設 備等か らして比較的設立 しやすい業態であ

るため,過 度 の企業の乱 立を招 き,競 争 を激化 してい る。

第四に,シ ンクタンク業 においては,シ ステム ・アプ ローチを駆使 した研究 を主導す るコーデ ィネーターが

不足 してい るため,そ の実力が十 分発揮 されていない ことが あげうる。

このよ うな現状 は,次 のような事情か ら生 じて きた ものと思われ る。

第一 は,情 報処理産業 を社会的に発展 させ る基盤 としての,情 報の価値意識が確立 されていない ことがあげ

られ る。我が 国で は従来か ら物に対 しては対価 を支払 うが,考 え方に対 しては,対 価 を支払 わな い 傾向 が あ

り,シ ステム,ソ フ トウェア等の機 能を商品 とす る情報処理産業が定着 しに くい面が ある。今後,情 報の価値

が社会的,制 度的,倫 理的に確立 され ることが必要 となってい る。

第二には,ハ ー ドウェア価格 とソ フ トウェア価格の区分で明確でないことがあげ られ る。
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従来 ハ ー ドウ ェ ア販 売 に あ た って,一 般 にジ ハ ー ドウ ェア とソ フ トウ ェア の結 合 販 売 方式 が と ら れ て き た

.が,こ れ が適 正 な ソ フ トウ ェア価 格 の 形成 を未 熟 の まま の こ して い る一 因 とな っ てい る。

この 価格 の分 離 は,ソ フ トウェ アの 価格 を確 立 し,ま た一 般 ユ ーザ ー にお い て埋 没 した ソ フ トウ ェ ア関 連 経

費 を顕 示 化 させ ソ フ トウ ェ アに対 す る コス ト意 識 を生 み,そ の結 果,新 た な需 要 の喚 起 も期待 され る こ とに よ

ヘ コ

,.'情 報処理産業の健全な発展に資す ると思われ る。

第三 は,情 報処理技術者の不足 の問題で ある。 コン ピュータを多様 な目的 に使用す るためには,高 度の ソフ

トウェアが必要であ る。そ して ソフ トウェアを作成す るの は,情 報処 理技術者 といわれる技術者の頭脳 によっ

てい る。 また,シ ンクタンク産業 は問題解決にあた りシステムズ アプ ローチ思考 をそなえた技術者が必要 とな

る。 しか しなが ら,現 実には,こ れ らの情報処理技術者 は,十 分 に供給がで きていないのが実情で あ り,こ れ

が情報処理産業の発展を阻害 してい る一 因 とな ってい る。

第四は,市 場の不確定なことが あげられ る6わ が国の情報処理市場 はコン ピュータ リゼー ションの進展 とと

・もに拡大を続 けて はい るものの,市 場が ともすればハー ドメー カー主導型の市場で あること,コ ン ピュータ ・

ユ ーザ ーの外 注マイン ドが定着 していない こと等の問題点 を抱 えてい る。

第五 は,副 業 的性格の企業が多い ことであ る。 メーカー直営 のハー ドウェアセールスのためのサービス機関

や コンピュータの余剰能力を販売す るため大企業の部門か ら分 離した系列企業 に お い て 副業 的要素が強いた

め,こ れが競争条件 を歪めてい ること も一つの原 因とな っていよ う。

第六 に,官 業 との調整が未解決 なことで ある。

官業 として行われてい るデータ通信サ ービスは民間情報処理産業の業務 と重 な り合 うが,民 間の創意 に富ん

だサー ビスと調和 を図ることが必要 となろう。

情報処理産業 をめ ぐる以上のよ うな事情が,そ の健全 な発展 を阻害 してきてお り,今 後,こ れ らの問題の解

決が要請 され てい る。

(3)情 報処理産業の発展 の方向

④ 情報処理産業の体質の強化

情報処理産業が体質 を強化 し,産 業 としての存立基盤 を確 立す るためには今後次のよ うな方 向をとること

が必要であ る。

まず,特 殊分野 に専門化 し,当 該分野での実力 を強化 してい くか,ま たは,集 約化 によ る規模 の利益 を追

求す ることによ り,ソ フ トウェアの コス.ト逓 減と大量販売,総 合 的サービス機能の強化 を可能 とする形態へ

と分化 してい くことが考 えられ る。特 にシンクタ ンク産業 においては,得 意分野に応 じて発展す る と と も

に,能 力的にみて も可能 なものは,総 合化の道を選 ぶことが必要 である。

一方
,今 後の ソフ トウェア閉発の効率化,大 型プ ロジ ェク トの受注等 を進めてい くには,企 業間連携の強

化や業者 間の ノーハ ウの流通推進等 の方向へ と展開 してい くことが必要 である。

〈司 情報処理業者によ るネッ トワークの形成

コン ピュータを通信 回線 と連絡 し,遠 隔地 との情報交換 を瞬時 にして処理す ることによ り,コ ンピュータ

の有用性,効 率性 は一段と増加 してい る。

そのため,情 報処理業者 を中心に大型 コン ピュータな どを利用す るネ ッ トワークを形成 させ,情 報処 理産

業の新たな発展 を図 る構想 も検討 されてよいで あろ う。
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このよ うなネ ットワークによ り,大 型 コンピュータや ソフ トウェアの共同利用,大 規模業務の共同受注,i』

提供 され る情報の供給チ ャネルの多様化等 が行 われ,情 報処 理産業のサーピスカの強 化が 図 られ る と と も

に,地 域の情報化が一層推進 され ることが期待 され る。

なお,ネ ットワーク形成等 にあた っては,官 業 との関係が問題にな るが,特 に情報処理 サービスは元来企

業の創意 と工夫 によ り将来 の発展が約※ されるよ うな ものであるか ら,提 供 され るサービスの質,量,内 容

の面 においてユーザ ーの選択の可能性 を広げてお くことが望ま しく,こ の点,民 業の育成振興 にあた っ て

は,官 業 との調整 を十分配慮す ることが必要である。

⇔ 技術発展力の強 化

現状の ソフトウェアは汎用性 に乏 しいので,今 後 は,開 発 された ソフ トウェアにっいて多少の手直 しをす

るだ けで比較的共通す る業務分野 に応用で きるよ うな イージーオーダー方式 にしてお くこ とが必要であ る。

このため.ソ フ トウェアの改造,手 直 しが簡単 にで きるよ うソフ トウェアをモ ジュール化す る等の汎用化

技術 の開発が必要 である。

また,機 械産業等 を中心 としたコンピュータ技術 との連携の要請の高ま りに対処 して,ソ フ トウェアサイ

ドか ら,ミ ニ コンピュータ等の利用技術の多様 化,各 種周辺機 器のハ ー ド技術 との結 合等 について積極的に.

アプ ローチす る必要が ある。

←)社 会的 プロジェクトへの参加 と国際的展開情報処理産業の技術力,企 業力の向上 に伴い社会開発 システム,

等の大型の プロジェク トへの参加 も考 えていかなけれ ばならない。 また,国 際的な情報化が進展 してい くと

ともに,発 展途上 国においては官庁 をはじめ として大量情報処理の発生す るところでは,コ ン ピュータの導・

入 も進みっつあ り,こ の方面でわが国に期待す るところも大 きく,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア両面か らの

協力 が必要であろ う。

また,国 連 をは じめとす る国際機関 との協力の もとに,グ ローバ ルな気象,公 害,犯 罪等 の情報 システム,

の開発 に積極的に参加 してい くべ きであろ う。

{4)既 存産業 の情報化

既存 産業 は,こ れまで積極的 にコンピュータ技術を導入 し,経 営を効率化 し,国 際競争力の育成 を図 って き

た。

経営効率化等の要認は,将 来 にわた り,ま す ます重要 になることは疑 いのない余地がない。また最近急激に.

表面化 した世界的資源需給事情の変化,こ れ に伴 う国際協力等 国際諸事情の変化を考慮 した場合,そ の情報化

の推進 を通 じての経営力の強化 は一層肝要 なこととな るといえよう。

既存産業 はコンピュータ利用技術の蓄積,本 来の業務 に係 る技術 とコンピュータ技術の結合能力等か ら,シ

ステム形成 においてす ぐれた ものが あ り,メ ーカーや情報処理産業 と協力 しつつ,こ れ を社会の情報化,社 会

システムの開発 に有効に活用す ることが必要で ある。

更 に,既 存産業 には日常の業務処理 を通 じて,技 術蓄 積を高 め,大 規模化す ることによ り,専 門業 として情

報処理産業 を営 む方向に展 開 してい くことは,従 来か ら多 く見受 けられ たところであ り,今 後 ともこの方向 は

変 らない もの とい えよう。

一方,コ ンピュータ室 を保有 してい る一部の企業,業 種については,自 企業内の システム化 ニーズ に波が あ

り,繁 忙期のための莫大な要員 を擁 し,閑 散期 には,そ の要員活用のために,外 部業務 に進出 し,業 界に混乱

1
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をもた らしてい るケ ース もあるが,情 報処理産業の健全 な発展,社 会全体の情報化の推進の ため,無 用 の混乱

を生 じないよ う自制が望まれ る。

一方既存産業 は自企業の経営水準の向上,競 争力強化のために企業内情報化 を進 めて きたが,省 資源化,経

営の一層の向上,企 業の多角化,国 際化,異 企業間の情報 システム化等多 くの問題が まだ山積 してお り,自 企

業 に強い情報処理 能力 を有す るとはい え,情 報処理産業が,こ れ らの解決 に協力 して果すべ き役割 は大 きいの

である。

とりわけ中堅,中 小企業 においては,こ れ らニーズ は特 に強い といえよ う。

㈲ 政府 の とるべ き施策

自)企 業基盤の強化のための施策

情報処理産業 は頭脳 労働中心で,固 定資産が少い ことによる担保力のなさや,情 報価値の未確立に伴 う利

益率の低 さ等が資金調達力 を一般 に弱 くさせ,こ れが経営基盤 を概 して不安定 にし,情 報処理産業発展 の一

つの大 きな障害 となってい る。

政府 はこのため45年 度か ら情報処理振興 金融措置 によ り,情 報処理産業の企業基盤の強化を図るべ く助成

を行 って きてい る。

この情報処理振興金融措置 は,制 度発足以来4年 を経過 し,情 報処理振興施 策の中核 を担 うもの として定

着 して きてお り,今 後 ともこの金融措置制度の一層の拡充が望 まれ るもので ある。

また,こ の金融措置に基づ き,情 報処理業者等が資金 を借 りる場合に,情 報処理振興事業協会が,そ の債

務 を保証す る業務 を行 っているが,そ の機 能の重要性にかんが み,一 層 の強化が望ま しい。

また,ソ フトウェア開発,コ ン ピュータの有効利用等 の面で情報処理産業が規模の効果の拡大 を図 るとか

特殊分野への専 門化 を図 る等再編成 による企業基盤の強化を図 ることが今後必要 とな るもの と予想 され るの

で,こ れ を促進す る金融税制上の措置 について も考慮すべ きである。特 に情報処理産業は人材 と知 的生産物

が唯一の財産で,固 定資産が少ないため,こ うした点が十分配 慮 され なければな らない。

さらに,情 報処 理産業が,今 後積極 的に海外に展開 してい く事態を予想 し,そ のための融資等の方策 にっ

いて検討 を進 めてい くべ きである。

⇔ 信用 力の付与

現在 の情報処理産業がつ き当ってい る壁 の一つ として社会 的に信用力が不足 してい ることが あげ られ る。

本来な らば専門家で ある情報処理産業に委託 した方が効率 的で有利であ るに もかかわ らず,情 報の漏洩を

恐れ て重要な部分を自社 内で処理 してい る企業 の数 は多い。

乙れ らの一般企業 内で行われてい る情報処理部分 を外部へ需要 として顕在 化させ るためには,例 えば,情

報化保険の創設活用 や,デ ータ保護対策の充実等何 らかの方法によ り信用力 を付与す ることが 必要 で あ ろ

う。

内 ソ フトウェアの流通基盤の整備

ソ フトウェアが商品 として取引 きされ流通す ることは,情 報処理産業が独立 した産業 として形成 され るた

めに必要不可欠の基盤 である。

ソ フトウェア流通 のためには,① データフォーマ ッ ト等 コー ドの標準化 によるソフ トウ ェアの標準化,②

ソ フ トウェアの法的保護,③ ソフ トウェアの価格決定方 法の確立が必要である。

」
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なお,ソ フ トウェアの価値の確立 のためには,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアの価格分離の促進策について

も検討 され るべ きであるとともに,情 報処理振興事業 協会が委託開発する先進的汎用 的 ソフ トウェアを中心

に標準的価格体系が創 出されてい くべ きである。

⇔ 情報処理技術者の養成

情報処理の発展 はひとえに情報処理技術者の育成,確 保にかか ってい るとい えよ う。 これか らの社会 にお

ける情報処理 システムの広汎 な普及 を促進す るとと もに,そ の高度化 を図 るためには,多 数のかっ優れた情

報処理技術者 が必要 にな る。

このため,情 報処理技術者の育成 にあたっては,そ の確保すべ き量 と質 の 目標が明確 に設定 され ることが

必要であ り,こ れ らの実現 をめざし,学 校教育,社 会教育の体系 的教育が行 なわれなければな らない。

また,社 会教育の充実 は当面の課題 で もあ り,こ のため,情 報処理技術者 の育成 にあた っては,企 業 内教

育が最 も効果的である ことか ら,政 府 として も,こ れ を積極的に助成推進すべ きであろ う。

また,高 度の教育 を現在行 ってい る財団法人情報処理研修センターの抜本的拡充 が必要 であるとともに,

電 子計算機学校等 について もその位置づけ等 を検討す る必要 があろ う。なお,情 報処理技術者試験にっいて

は,今 後 ともその拡充が望まれ るが,試 験の合格者 に対 して,今 日の技術進歩に対応 させ るため、再教育 を

行 うこと も検討すべ きで ある。

一方,シ ンクタンク業にお いては更に,当 面必要 とされ るシステムズ ・エ ンジニアの養成確保 といった狭

い角度か らでな く,よ り広い視野 に立 って考 える必要がある。現に活躍 してい る要員の再教育や,大 規模な

プ ロジェク ト開発 を達成 するために不可欠な人材 といわれ るプロジェク トリーダー等,新 しい機能 を担 当す

る人材の養成 を含めて考 えなければな らない。

㈱ 技術開発 の促進

ソフ トウェア技術(シ ステム技術),オ ペ レーテ ィング技術等の情報処理技術については,そ の開発力,

技術水準の一層の強化が要請 され るところで ある。

例えば,ソ フ トウェア技術については,昭 和48年 度か ら主要有力企業のグ ループ化によ り,ソ フ トウェア

モ ジュールの研究 開発事業が実施 されてい る。 この研究開発 は,分 野 ごとの基本的技 術の確立 をめ ざす もの

であ り,社 会的ニーズの高度化,技 術分野の拡大水準の向上 に伴 って,今 後更に一層 これ を強化推進す る必

要 があろ う。

また,社 会システム等 の大規模 システムの開発の必要性 にかんがみ,こ れに十分対処 し うるソ フトウェア

技術 の確立のための方途 を講ずべ きで ある。

これ らを実施す るため,情 報処理振興 事業協会の特定 プログラム開発委託 事業,ソ フ トウェアモジュール

の研究開発事業の拡充等 を中心 に,更 に施策の拡充,展 開を図 ってい く必要 がある。

また,ソ フ トウェアの標準化 も今後重要 な課題であ る。

ぐ9ネ ッ トワーク化のための基盤整備

昭和46年5月 に成立 した公衆電気通信法の一部改正 によ りオ ンライン情報 に対 し通信回線利用の一応の門

戸が開かれた。

米 国で は既に大型 コンピュータを中核 としてグ ローバルなオンライ ンネ ットワーク形成 が 相当進 ん で お

り,オ ンラインネッ トワークによ る各種の情報サー ビスが一般 ユーザーに提供 されてい る。
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このよ うなオンラインネ ッ トワークによ り新 しいサー ビスを提供す ることは,コ ンピュータユーテ ィリテ

ィを高め るほか,情 報処理産業の新 しい市場 を創 出す るもの として その展開が期待 され る。 このため・政府

として も積極 的にオンライ ンネ ットワーク形成 を推進すべ く金融面での助成 を行 うことが必要であろ う。

さ らに,通 信 回線の使用 について も一層の緩和等 その改善 を図る ことが望ま しい。

(ト)政 府 プロジェク トの発注

情報処理産業が社会 システムの展 開にあた って果すべ き役割 を考慮 して政府 もこれを促進す るよう施策 を

検討 してい く必要 がある。

社会 システムの展開にあたって情報処理産業が関与す る場合 として,情 報処理業者が全 国的ネ ットワー ク

を形成 して社会 システムの運営 に当 る場合,既 存産業のシステム構 成能力 と情報処理産業のシステムカ,情

報処理能力 とを結合す ることによ り,社 会システムの建設 を行 う場合等が考 えられ る。

米国において は,政 府プ ロジ ェク トを民間に委託開発 させ ることによ り,民 間の シス テム開発技術力の向

上,蓄 積が図 られたが,我 が国で も政府が率先 して社会 システムプ ロジェク トを発注す ることによ り,既 存

産業の システム構成能力 と情報処理産業の システムカ,情 報処理能力の向上が図 られ るべ きであ る。

また,シ ンクタ ンク業 においては,政 府は社 会の変化 に伴 うニーズ に即応 したプ ロジェク トを積極的 にシ

ンクタッ クに発注す るシステ ムを確 立す るとともに,シ ンクタ ンクの育成 には開発経験の蓄積が必要不可欠

なことを考慮 に入れ,そ の発注規模の拡大 に努力す る必要が ある。なお,シ ンクタ ンクにあって も,そ れ に

応 えるため に,能 力の向上に格 段の努力が望まれ る。

さらに,委 託発 注の方法 について も,併 発開発成果の評価制度 の確 立,価 格算定方式等の整備 を図ってい

く ことも必要であろ う。



282第6部 付属資料

3電 子計算機利用実態調査報告書

行政情報処理の動向

1974年3月 行政管理庁 行政管理局

1・ 電子計算機利用の動向

1-1電 子計算機利用の発展過程

国の機関における電子計算機 の利用 を中心 とした情報処理 は,昭 和30年 代の前半 に技術計算および統計集計業

務 を主体 としてはじま り,同 年代の後半か ら一 般行政事務面へ適用業務が拡大す るとともに大 きな進展 をみて今

日に至っている。特に各省庁全般 にわた って電子計算機の導入が活発 化 した昭和43年 以降 におけ る情報処理体制

の進展には著る しい ものがあ る。

このよ うな行政情報処理の指標 として電子計算機設置省庁数,台 数,要 員数および運用経費 をとり,最 近 にお

け る推移 を示 したものが図表1で ある。

昭和43年 は,行 政 にお ける電子計算機 の活用が大 きな課題 とされ,「 政府における電子計算機利用の今後の方

策にっいて」の閣議決定 も行なわれた時期で あるが,行 政情報処理全体の発展過程か らみ ると,電 子計算機の導

入期 と拡大期の境界期 にあた ってい る。 また,最 近5カ 年間 には機種の増設,更 新や処理方式の変化 も激 しく,

現在 は電子計算機の総合利用 とい う意味の情報処理期 にあ り,さ らに処理対象のデ ータ ・情報 を中心 とした本格

的行政情報化への転換期 にあ るといえよ う。

口)電 子計算機の利用指標

各省庁の電子計算機利用 の発展 をみ る場 合,各 行政部門の個別事務処理,部 門業務 の全体的処理,部 門間の

業務統合処理等の システム面,集 計計算,業 務管理,分 析予測等の処理 内容面,バ ッチ,リ モー トバ ッチ,リ

アルタイム,TSS等 の処理方式面,機 器 レンタル料,通 信回線料,人 件費,消 耗 品費,外 部委託費等の経費

面および外部委託,単 独設置,共 同利用等の運用形態面等各種の要素 を総合 して検討す る必要 があると考え ら

れ る。

これ らの要素 を総合すれば,先 にのべた とお り電子計算機利用の発展過程は,① 導入期 ②拡大期 ③総合

利用期 とす ることが妥 当で ある。

② 導 入 期

行政機関に電子計算機が最初 に導入 されたのは昭和33年 であるが,こ れ以降閣議決定の行 なわれた昭和43年

ごろまで を導入期 とす ることがで きる。すなわ ち,こ の時期 においては,電 子計算機の導入省庁の急増 とと も

に設置台数が増加 し,適 用業務 は統計や技術計算 その他特定業務であ り,シ ステム面では個別部門毎の部分的

な処理であ り,処 理内容および方式 においては集計計算を主体 としたバ ッチ処理が特徴 となってい る。
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図表1電 子計算機利用者指標の推移
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(3)拡 大 期

昭和43年8月 「政府 にお ける電子計算機利用方策に関す る閣議決定」が行なわれ,基 本 的な方向づけが なさ

れたが,こ れ に基づいて,こ れまで各種 の具体的な施策が推進 されている。すなわ ち,各 省庁および情報処理

政策関係省庁の連絡会議 の開催 による電子計算機利用 の共通問題の連絡調整が定例化 されたのをはじめ,各 省

庁の参加による共同研究会議の開催,各 省庁 に共通関連す る行政情報処理 システムの調査研 究について政府 と

して一体的な調整推進 を図るための調 査研究費一括計上,電 子計算機基幹要員養成のための統一研修の実施,

その他,利 用技術の開発向上,各 種標準化についての調査研 究など,行 政情報処理の全体的な水準の 向上 に関

す る具体策が各方面 に展開 され つつある。

これ に伴 って,各 省庁の電子計算機利用 も,本 省庁 を中心 とした業務処理だけではな く,デ ータ伝送網の活

用等 による適用部 門の全国的な拡大,新 規適用業務 の開発な どによって,運 用部門数,設 置台数,要 員,経 費

とも急激な伸長 を示 してお り,ま た外部委託等 も増加 し,こ の昭和43年 前後か ら今 日までの時期 は発展 過程の

上で は拡大期 とみることがで きる。
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この時期の特徴 としては,シ ステム面では部門内の個別業務処理か ら部門業務全体の処理への移行が著 る し

く,ま た処理 内容面で は集計計算か ら業務管理への拡大 を図るものが多 くみられ るほか,処 理方式面において

も,従 来のパ ッチ処理に加 えてオンライン ・リモー トバ ッチ処理や リアルクイム処理な ど多彩な利用技術の活

用が図 られてい ることがあげ られ る。

このよ うな電子計算機 の利用の変化に伴い,電 子計算機設置部門の名称 も集計課,電 子計算課等か ら情報処

理課,情 報管理課等へ変 更す るものが多 く 「情報処理」 とい う用語 も一般化す るに至った。

【4)総 合利用期

このよ うな推移 を経て,現 在い くつかの省庁においては,省 庁内におけ る電子計算機 の共同利用体制 を整備

す る方 向にあ り,ま た砥子計算機の運用や システム開発 など情報処理担当部門の明確化 とともに,統 計部門の

情報処 理一般への拡大がみ ら.れ,全 般的には従来同一省庁 内において も個々にタテ割 りで進め られて きた情報

処 理を,そ の省庁の情報 システムとして総合的,一 元 的にとらえてい くための体制 を整 備 しよ うとす る気運に

あ る。

さらに,各 省庁 とも次第 に情報処 理に関す る技術的対応 力 を持 つに至 ってお り,デ ータの蓄積,省 庁内 イン

ライン処理,MTの 相互利用,情 報通信回線網等情報提供体制の整備 に伴い個人デ ータの保護,機 密の保持や

情報,デ ータその ものの利用,管 理が問題 とな って きた。 また最近 においては,貿 易情報 システム,医 療情報

システム,環 境公害 システ人,科 学技 術情報流通 システム等いわゆ る社会 システムといわれ る大型情報処理 シ

ス テムの開発が省庁間にまたが って行なわれ るよ うになってい る。

このよ うな状況 を全体 的にみると,現 在 は個々の運用部門に とっては,電 子計算機利用の拡大期であ り,省

庁単位 では部門統合 システムの整備 期にあ り,さ らに行政情報処理全体か らみ ると情報 ・データの利用期で あ

り,い わば,危 子計算機の総合利用期 である。

1-2利 用方法の変化

電子計算機利用 には,自 営方式 と外部委託方式があ り,従 来委託 は1割 弱 にす ぎなかったが,最 近 は増加 しつ

っ ある。 自営方式 も年々増加 してい るが,省 庁別の利用度 には差異が あ り,上 位7省 庁で全体の8割 を占めてい

る。また利用方式 にもオ ンライン化,多 量バ ッチ処理方式におけ る入力方式,本 省庁 インライン方式等 に進展が

み らぶ る。'

1(1}外 部委託 と自営

外部委託 による電子計 算機の利用 は電子計算機の未導入省庁および省庁内他部門の電 子計算機 を利用 しえな

い部門で行 なわれて きたが,最 近 は外部委託が多 くなってお り,そ の内容 をみ ると次の とお りであ る。

① 実 態調査的業務の うちプ ログラムが比較的簡単 で処理量 も多 く,運 用部門 としては主 として集計結果の み

を利用す る もの。

② 単純大量事務でパ ンチ と同時 に計算処理 も外注に適す るもの。

③ 分析,予 測,技 術計算等,設 置電子計算機で は処 理能力等の関係で処理が困難 な もの。

④ 行政機 関デ ータと特定団体 データとの一括処理 を適 当 とす るもの。

⑤ 地 方支分部局等集中処理 よ りも現地委託 の方が効果 的な もの。

⑥ 社会的システム開発に関連す る もの。

なお,公 衆電気通信法の一部改正 に伴い,電 電公社のデータ通信設備を使用す るものが今後増加す るもの と
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思 われ るが,こ れ は行政機関の電子計算機利用形態 としては,外 部委託 と自営の中間的な もの とい えよ う。

② 各省庁の電子計 算機利用の変化

各省庁の電子計算機の導入 にっいては,電 子計 算機利用 に関す る閣議決定の あった昭和43年 前後か ら大 きな

進展 をみせ,現 在殆 んどの省庁が設置 してい るが,各 省庁の運用状況の推移 にはかな りの変化がみ られ る。

図表3は,昭 和43年 度 と昭和48年 度における各省庁 の電子計算機運用 状況の対比 を示 した もので あるが,昭]

和48年 度現在,全 体 として は設置台数222台,要 員数4,731人,運 用経費約247億 円 となってお り,昭 和43年 度

に比較 し,台 数で1.8倍,要 員数で1.9倍,経 費で3・3倍 の伸 びを示 している。

昭和48年 度の状況 を各省庁別 にみると,設 置台数,要 員数,経 費のいずれ について もおよそ半数 は,郵 政

省,運 輸省,防 衛庁の3省 庁で 占め られている。 これ らの省庁 はいずれ も町方機関 におけ るバ ッチ処理方式 の

導入が進んでい るか,ま たは地方機関への電子計算機設置 を伴 う全国的規模 のオンラインシステムがすでに稼'

倒 している もので ある。

すなわ ち,郵 政省 は貯金業務お よび 簡易保険業務に各地方局毎 に電子計算機 を導入 し,昭 和48年 度で地方貯

金局に17台,地 方簡易保険局 に22台 の導入をみてお り,ま た防衛庁 は陸海空 の三幕で それぞれ補給管理 システ

ムを中心に全 国各地区 に設置 した電子計算機 との オンライン システムが稼働 している。

運輸省で も全 国的規模の 自動車登録 オンラインシステムが稼 働 してい るほか,気 象庁の気象観測 システムお・

よび航空局 の航空管制 システム等 の大型 システムを整備中であ る。

この3省 庁 に次 ぐもの としては,通 産省,労 働省,大 蔵省 および厚生省の4省 が あげ られ,こ の4省 で全体二

の規模のおよそ1/4を 占めてお り,さ らに3省 庁 とこの4省 の7省 庁で全省庁の台数,要 員,経 費の それぞれ

について概ね80パ ーセ ン トを占め ることとなる。 したが って,こ の7省 庁以外の11省 庁で残 りの20パ ーセ ン ト

を保持 してい るわけで,こ の両グループ間の台数,要 学,経 費の三つの要素について の格差 は歴然 と して い

る。

これ らの状況を5年 前の昭和43年 度 と比較す ると,次 のよ うな変化が あらわれている。すなわ ち,最 も著 る・

しいの は郵政省で先 にのべ たよ うに郵政省では局別 に電子計 算機の導入 を進めてお り,特 に貯金局,簡 易保険

局関係で 昭和43年 頃か ら地方局への個別 的導入が進展 してい るため,大 きく増加 をみてい るもの で あ る。 な

お,郵 政省ではそれぞれ にオンライン構想があ るが,現 在,回 線の共 同利用 と情報の総合利用のための連絡協

議 会 を設置 してい る。

運輸省 は,43年 度当時に も気象や航空管制な ど特殊分野が あったため大規模省庁であったが,先 に述 べたよ

うな システムの拡充が年 々行 なわれてい るため ウエイ トを増す ことになってい る。

また,運 輸省で は特殊 分野 を除 き本省では情報管理部が中心 にな って省 内全体利用のTSS方 式 を整備中で

ある。

労働省 は職業紹介,失 業 保険等の システムの全国的規模 による即時処理化 と労働情報提 供 システムの労働デ'

一タバ ンクへの発展 を図ってお り,今 後の規模拡大が見込 まれ る。

また,通 産省で は,TSSお よび出先機関 との オンライン化が,大 蔵省,法 務省で はそれぞれ共 同利用,イ

ンライン化が図 られつつあ る。

従来,電 子計算機利用 の高度化 は機器の大型化,中 央集 中化 によって進め られて きたが,最 近 は各部門に電'

子計算機 の機能 を分散 し,オ ンラインやインラインで これ らを結んで省全体 の共 同利用体制 を整備す る方向に



図表3各 省庁における電子計算機運 用状況(昭 和48年 度と43年 度 対比)

年度 48 年 度 43
、 年 度

区分 電 子 計 算 機 経 費 電 子 計 算 機 経 費

省庁名
部 門 数

台 数
要 員 数

(子 算 額)
部 門 数

台 数
要 員 数

(予 算 額)

郵 政 省 6 44 1,444人 4,538百 万円 2 6 158人 380百 万円

巡 輸 省 11 26 258 4,740 9 20 91 、 742

防 衛 庁 14 44 1,159 2β32
・

14 33 775 1,019

(小計) (31) (114) (2β61) (12,110) (25) (59) (1,024) (2,347)
7w

通 産 省 15 27 145 1,904 10 14 173 488

労 働 省 5 8 247 2,690 3 6 227 1,787

大 蔵 省 5 8 364 1,999 4 6 219 633

厚 生 省 4 9 242 1,342 4 7 201 518

(小計) (28) (52) (998) (7,935) (21) (33) (820) (3,426}

建 設 省 ユ4 15 121 900 6 6 27 1工3

総 理 府 1 2
| 319 534 1 2 381 361

警 察 庁 2 7 ll 109 751 1 2 38 353

農 林 省 7 i
|

7 i 103 471 8 71 87 116
1 | |

科 学 技 術 庁 7 1 8 i 31 452 3 6・ 28 347

文 部 省 6 1 8 | 28 354 4 4
「

37 106

法 務 省 2 l
i

3 1 63 350 一 一
ふ

一 一

外 務 省 3 |
1

3 1
}

40 464 1 11㍉ 35 162

経 済 企 画 庁 1 1 1 ; 16. 225 1 1} 24 105

北海 道開 発庁 1 1 ・1 21 94 一 『 一 一

白 治 省 1 1 11 89 1
i1

0 13

(小計) (45) (56) (872) (4,693) (26) (30) (657) (1,676)

計 105
4

1 222 4,731 24,738 72 122 2,501 7,449

8
⑳

Φ

茸

逆

(注)1.部 門数については全国的規模の同一型業務処理を他方分散Ji式 で行なっているものは総体的に1部 門とみた。
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ある。

{3)電 子計算機利用方式 の変化

わが 国に最初 にオ ンラインシステムが導 入 され たの は昭和38年 であるが,行 政機関で は職業紹介,自 動車登

録 な どの固有事務や気象 ・防衛事務な どの特殊分野のオ ンライン化がまず進め られ た。すなわ ち,昭 和43年 度

以降 これ らオ ンライ ン処理 は急激な進 展をみせ,現 在の実 働台数 は50台 で,全 体 の22・5パーセ ン トに達 し,全

産業のそれ を上回 っている。 また リモー トバ ッチ処理 も逐年増加 し,現 在では実働台数14台 で全体の6・3パ ー

セ ン トであ り,全 産業のそれ を上 回ってい る。

(図表4参 照)

しか し,電 子計算機の利用方式の中心はバ ッチ処理であ るが,大 量のデ ータ を取扱 う部門 において入力方式

の 改善 がみ られ る。

すなわち,キ ーツ ーテープあるい はデ ィスクの導入,デ ータ発生の窓 口機関におけ るデータ作成装置の導入

(社会保険事務所,郵 便局の設置金額 は23億 円に達 してい る)等 がそれ である。

また,本 省庁のバ ッチ処理 において も,デ ータ ・情報の高度利用のた め情報検 索等の インライン処理(TS

Sを 含む)お よび文字情報検 索の ための漢字処理等が進展 してい る。

このよ うな電子計算機利用方式の高度化 に伴い,電 子計算機運 用部 門の要員構成 もSE・ プログ ラマーの増

加,外 注化によるオペ レーターやパ ンチ ャー等の作業要員の減少 がみ られ,運 用体制に変化 を生 じつつある。

図表4処 理 方式別電子計算機利 用台数

』
＼＼ さ 理竺

類 型年 度
＼

昭 和40

43

45

48

構成比

(脇⑨

行政機関

全産業

バ ッチ処理主体

特 殊1一 般1計

36

43

54

66

台

/

/

24

40

64

92

台

/

/

60

83

118

158

台

71.2
%

86.5
%

リモ ー トバ ッチ処 理

特 殊1一 般 計

0

0

0

4

台

/

/

3

5

9

10

台

/

/

3

5

9

14

台

6.3
%

3.1
%

隔 地 リア ル タ イ ム処理

特 殊 一 凶 計

0

32

37

40

台

/

/

0

2

2

10

台

/

/

0

34

39

50

台

22.5
%

10.4
%

合 計

63

122

166

222

100
%

100
%

(注)① 類型欄 「特殊」 は一般行政事務以外 の試験研究,各 種制御等への利用 をいい,「 一般 」は,一 般行政事

務面への利用 をい う。

、 ② 全産業構成比は,通 産省の47年 度情報処理実態調査 による。

③ 処理方式欄 「リモー トバ ッチ処理」 にはオフライ ンによるデ ータ伝送方式 によるもの も一部含む。

ユー3適 用 業 務

'電
子計 算機の適用業務 を一般行政事務面 について みると,統 計計算 を中心 とす る内部事務処理 が依然 として多

く(60%),国 民 に関連す る窓口処理への適用 は全体的には30%に 止 まってい る。 しか し,こ れ らの処理 に伴な う

諸 データの大量 な蓄積 とオ ンライン処理等の迅速な利用体 制の整備 によ り,情 報検索,分 析等への適用が次第 に

進展 してお り,幅 広い情報処理機能 をもっ ことが可能 となってい る。
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ω 機 関別設置状況

各省庁の電子計算機導入 はまず統計部 門にはじま り,次 いで,試 験研究,気 象,防 衛 などの付属機関,外 局,

地方支 分部局への導入が進展 した。

その後,年 金,保 険,職 業紹介,自 動車登録,税 等行政サー ビスに関す る固有業務 を処理す るため本省庁原

局課部 門に導入 され たが,対 象業務が全 国にわたるため,地方支分部局への電子 計算機 の導入やオンライン化が

急速 な進展 をみせている。 また,本 省官房 には,給 与,各 種の集計計算業務 の共同利用 を行な う電子計算機が

導入 されたが,漸 次情報の収集,提 供 を目的 とす るいわゆる「データバ ンク」を指 向す る者が多 くなってい る。

図表5機 関別電子計算機設置台数

＼
機蹴 別 年一馴 昭43

官 房

統 計

原 局

地方支分部局

付 属 機 関

5台

9

25

15

68

45

11台

10

31

29

85

48

12台

8

39

63

100

計 122 166 222

図表6電 子計算機設置機関と主たる処理データ

⇔

気 象 ・航 空(原 局 ・地方
支分部 局)

防衛試 験研究(付 属機 関)

共 通 管 理 デ ー タ

(給 与 ・人事 ・経理 等)

'一 一 ー 一 一 一 一 一 一'

統 計 デ ー タ

(統 計)

、」 一__一 一__一 一

(官 房'統 計 ・原局)

＼

税

貯金 ・保 険

社 会 保 険

登 録管理 等

業 務 デ ー タ

(原局 ・地方支 分部 局)

←===→ 各種デー タ
r地方支分部局、

/付 属 機 関ノ

ノ

各 種 デ ー タ

(蓄積 ・検

索 ・分析)
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電子計算機設置部門の推移 を機関種別 にみると,図 表3の とお りで あ り,試 験研究,防 衛等の付属機関が全

体 の約半数 を占めてい るが,最 近 その伸 びは鈍化 してい るのに対 し,貯 金,保 険,税,公 共事業等地方支分部

局 の増加が著 るしい。

また,本 省庁 の中では,保 険,職 業紹介な ど原局課の台数 は増加 してい るが,統 計,官 房 は頭打 ちの状況 に

あ る。

② 適 用業務の種類

電子計算機で処理す るデータを大別 する と,国 民か ら徴 す る諸 データ,行 政機 関の内部発生データ,及 びこ

れ らの加工 データとな るが,こ れ と電子計算機設置機関 との関連 をみると下表の とお りで ある。

各機関の電子計算機適用業務 は,広 範多岐 にわた るが,気 象,管 制制御,試 験研究等 は専門的な特殊利用 に

属す るので,こ れ らを除外 し,一 般的な行政事務 を所掌す る電子計算機設置部門の適用業務 をみる こ と とす

る。

一般行政事務面 に利用 してい る電子計算機 の適用業務 を細分 してみると,図 表7の とお り,行 政機 関内部利

用の集計計算が依然 として過半 を占めてお り,ま た,保 険,年 金等 の行政 サービス業務へ の適用 は増加 しつつ

あ るものの現在の ところ30%程 度で あ り,情 報検索,分 析 などの高度利用 は未だ10%以 下にす ぎない。

図表7適 用業務の状況(一 般行政事務)昭 和48年 度現在

適 用 業 務 1業 繊1 (構 成 比)

集計 計 算

窓 口 事 務

検索 ・分析

そ の 他

統 計

共 通 庶 務 事 務

専 門 技 術 計 算

個 別 業 務 処 理

登 録 ・照 会

業 務 情 報 処 理

検 索 ・分 析

タ イ ム シ ェア リン グ

管 制 ・制 御

112

56

46

86

20

7

23

1

5

(31.5)%

(15.7)

(12.9)

(24.2)

(5.6)

(2.0)

(6.5)

(0.3)

(1.4)

}価 ・・

}⑳ ・・

}・ …

}・ …

合 計 ㈲ } 356 (100) (100)

電子計算機設置台数(B) 112 / /

1台 当 り平均業務数(A/B)
13・ ・

/ /

電子計算機運用経費の状況

昭和48年 度の電子計算機利用経費 は,約360億 円で あるが,こ の うち,電 子計算機部門の直接運営経費(人 件費

を除 く)は,247億 円で あ り,前 年度 に比 し53億 円(27・5%)の 増 となってい る。

経費 の内訳では,レ ンタル料が最 も高 く通信 回線料 は低いが,最 近伸 びの著 しいのは外注経費であ る。外注の主

た るもの は,パ ンテi委託で あるが,外 部の専門技術要員経費が急増 してい るのが最近 の特徴で ある。

4-1電 子計算機運用経費 『'

〔1)電 子計算機 利用経費
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電子計算機の設置部門 において電子計算機運用 のために直接使用す る経費 は,昭 和48年 度予算額で約247億

4千 万円 となっているが,こ の額 は電子計算機の設置部門 におけ る機器調達費,通 信回線料,消 耗品費お よび

委託費等の直接運用経費の みであ って,人 件費,シ ステム開発費は含 まれていない。 また,最 近,次 第 に整備

され つつ あるオンラインシステムにお ける地方端末の運用経費や設置部門以外の各原局におけ る電子計算機利

用 の外部委託経費等があ るが この分 も含 まれていない。直接経費以外のこれ ら電子計算機利用経費 を推算す る

と人件費約65億 円,シ ステム開発費約3億 円,地 方端末の運用経費約18億 円,原 局において行な う外部委託経

費約30億 円が見込まれ,こ れ を合計す ると昭和48年 度利用経費 は約360億 円に達す ることとな る。 したが って,

電子計算機利用経費の状 況 として は,こ れ ら全て を含めた もの についてみる必要があるが,今 回の実態調査 に

おいては,さ きにあげた とお り,現 に電子計算機 を設置 している部門の直接運用経費 を中心 にして とらえた。

●

{2)運 用経費 の構成

昭和48年 度 の運用予算247億4千 万円 は,昭 和47年 度予算194億1千 万 円に対 し,53億3千 万 円(27・5パ ー

セ ン ト)の 増加で あ り,経 費の 内訳でみ ると,最 も多いのは レンタル料 で,昭 和47年 度 に比 し,34億3千 万円

増の160億3千 万 円(総 経費の64.8パ ーセ ン ト),次 いで消耗品費が30億2千 万円(同12.2パ ーセ ン ト)で47年

度 に比 し8億 円の増,通 信回線料 は16億 円(同6.5パ ーセン ト)で3億 円の増,そ の他経費 は40億9千 万円

(16.6パ ーセ ン ト)で 同 じく8億 円の増 となってい る。 なお,そ の他経費の うち外注経費 は,22億2千 万円

(9パ ーセ ン ト)で ある。電子計算機運用経費の構成 を全産業 と対比す ると全産業の レンタル料64.9パ ーセン

'ト
,消 耗 品費,そ の他経費19.7パ ーセ ン トは全 く同様であ る。通信 回線費は3.2パ ーセン トで全産業が低 く,

外注経費 は12.2パ ーセ ン トで全産業の方が高 くなってい るのが特徴 である。

㈲ 省庁別状況

昭和48年 度における電子計算機運用経費の状況 を省庁別にみ ると設置台数 が多 く,全 国的オンライ ン化 など

図表34昭 和48年 度運 用経費予算

(2)
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の大型 システムを導入 してい る上位4省 庁 で全体の6割 を占め,さ らにこれに次 ぐ3省 庁 を加 えた上位7省 庁

で は,全 体の8割 強 を占めてお り,残 る11省庁 は19パ ーセ ン トを占めるにす ぎない。

また,こ れ を47鞭 と対比す ると,上 位4省 庁 の増力噸 は3・億円,上 位7省 庁の増加額 は約45億 円で詮 増

加 額53億 円の83.7パ ーセ ン トを占め,そ の他11省 庁の増加額 は8億7千 万円であ り省庁別の運用経費には相 当

の幅が生 じてい る。

{4)年 次推移状況

電子計算機運用経費の最近の推移をみ ると,図 表36の とお り昭和45年 度 の99億5千 万円か ら昭和48年 度 には

247億4千 万円へ と大 きく増加 し,こ の3年 間に約2.5倍 となってお り,台 数 の増加率1.34倍 の約2倍 とな って

い るむ

また,こ れ を経費種別 にみ ると,伸 び率の最 も著 しいのは,外 注経費 を含むその他経費(約4倍)と 消耗品

図表36諸 経費の伸び率

【)内は金額
単位億円

/

外注。/,.、,
その他!

/

/

/(40・9'

,/

/
(23・6)1

/

/

プ

消耗ロシ

/

∠ ・194.・・

/

(30.2)

/
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費(約2・9倍)で あ り.レ ンタル料 は約2倍 であるが,金 額としては大 きな割合 を占めている。

なお,通 信回線料 は約L7倍 で伸 び率は最 も低い。

4-3外 注経費の状況

外部委託経費 は逐年増加 し,昭 和48年 度 には約50億 円に達 してい るが,こ の うち電子計算機運用部門の外注経

費は約22億 円であ る。 外注経費の主た るもの はパ ンチ委託費であ るが,高 度な解析計算処理,特 殊専門的なプ ロ

グラム開発等 も少な くない。 また,オ ペ レータ等外部技能要員の利活用 によるいわゆるファシリティ ・マ ネジメ

ン ト経費が急増の傾 向にあるのが特色である。

外部委託 を大別す ると,電 子計算機設置部門の外注 と電子計算機部門以外の主管課等の外部委託 の 二種 が あ

る。外部委託の場合 には一括処理,計 算委託及びマシンの時間借 りな ど,電 子計算機によ るデータ処理 その もの

が対象 とな る。

委託経費は各原局に分散 しているため,正 確な把握 は困難 であるが,昭 和43年 度で約5億 円,45年 度で約10億

円,昭 和48年 度 には約30億 円を こえる もの と予想 され る。

外部委託 には要員面,処 理面,技 術面等の利点が あ り,今 後 も進展 する もの と予想 され るので,各 省庁の電子

計算機総括部門 においては,電 算機の共同利用,業 務管理等の観点か ら,そ の実態 を把握 して効果的な電算機利

用 を図 る必要が あろう。

② 電子計算機設置部門の外注経費

電子計算機設置部門の外注経費 は年々急増 してお り,昭 和43年 度約3億 円,45年 度約7億 円,47年 度約17億

円に対 し,今 回の実態調査で把握 した昭和48年 度の外注経費 は約22億2千 万円である。 これは運用経費総 額の

9パ ーセン トとなってお り,昭 和47年 度実績約17億4千 万円 に比 し,4億8千 万 円の増加である。

図表40昭 和47年 度 外注実績内訳

そ の他

1,400万 円

(0.8%)'

パ ンチ 委託

10億7500万 円

(61.9%)

総 額

17億3600万 円

(100%)
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外 注 経 費 の 内訳 を 昭和47年 度 実績 に つい て み る と,図 表40の とお り,パ ンチ委 託 が61・9パ ーセ ン トの10億

7500万 円 で 大 部 分 を占 め,次 い で 計 算,分 析 等 の 一括 処 理26・7パLセ ン ト4億6300万 円,プ ログ ラ ム等 開発1

億8400万 円,そ の 他 印 書等 が1,400万 円 とな って い る。

これ を全 産 業 と対 比す る と,プ ロ グ ラム開 発(全 産業10.5パ ーセ ン ト),一 括 処 理(同24.7パ ・一口セ ン ト)の

構成 比 は,ほ ぼ同 様 で あ るが,パ ン チ委託(同34.4パ ー セ ン ト)が 著 し く高 く,ま た外 部 要 員 費(同16・6パ ー

セ ン ト)は 明確 に計 上 されて い ない の が特 徴 で あ る。 パ ン チ委託 は運 用 部 門 にお け るパ ン チ業務 の外 注が す で

に一 般 化 して い る傾 向 を裏 づ け る もの で あ るが,運 用 部 門 で あ るに拘 らず,一 括 処理 が 比 較 的 多 い の は,試 験

研 究 機 関 等 に お いて,'高 度 の解 析 計 算 や 特 殊 な装 置 を必 要 と し,既 設置 機 器で 処 理 で きない 場 合 の もの が大 き

な要 因 とな って い る。

委 託 の 理 由 をみ る と,パ ンチ 委託 の場 合 に は,パ ンチ ャー をお い て い な い た めで あ るが,一 括 処 理 で は さ き

に あ げ た よ うに 業務 の特 殊 性 また は特殊 な機 器 が 必 要 で あ る とす る もの,な い し,現 に シス テ ムで 処 理 し きれ

な い とす る もの が 多 く,ま た プ ロ グ ラム等 の開 発 で は,プ ログ ラムや シ ステ ム 開発 が 特 殊高 度 で あ る ため,委

託 に よ る とす る もの が 殆 ん どで あ る。

{3)要 員 外部 委 託

情報 処 理産 業 の発 展 を背 景 に電 子 計 算 機 運 用部 門 にお け る情 報 処 理技 術 者 の 不 足 を カバ ーす るた め,民 間企

業 で は,い わ ゆ る フ ァ シ リテ ィマ ネ ジ メ ン トに よ る外 部 要 員 費 が 年 々 急増 して お り,昭 和47年 度 に は,外 注経

費 の16.6パ ーセ ン トを 占め て い る。各 省 庁 にお い て も これ に対 応 し,昭 和47年 度 は3省 庁が 利 用 して い た が,

昭和48年 度 に は,6省 庁 に増 加 し,そ の 要 員 数 は59人 に達 して い る。

これ を職 能 別 に み ると,パ シ ナ ヤー30人,オ ペ レー タ24人,SE等5人 とな って お り,昭 和48年 度 経 費 総 額

は約1億5千 万 円 と推 算 され る。
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特殊法人の

電子計算機利用実態調査報告書

1974年5月 行政管理庁 行政管理局

1-2特 殊法人 の情報処理

特殊法人の電子計算機利用 は,そ の用途 によって,

①特殊 法人 自体の業務情報処理のために利用す る もの ②不特定多数のユ ーザに対す る情報提供サー ビスを設

置 目的 として,利 用す るもの,お よび ③情報通信業 として利用す るものの三つの形態に分け られ る。

前項で述べた特殊法人の範疇には,こ れ らの三 つのタイプが全 て含まれているが,今 回の調査 は①の特殊法人

自体の業務情報処理のために設置 してい る電子計 算機の利用実態を中心に取 りまとめた もので,② にっいては計

数の みの計上に とどめ,③ については直接調査 を行っていない。 しか しなが ら②③ は最近次第 に勢 を得て きてい

る注 目すべ き分野 となってい るので,本 論 に入 る前に,そ の概略 をみて みることとしたい。

② の不特定多数のユーザ に対す る情報提供サ ービスを設 置目的 として,電 子計算機 を利用 してい る機関に属す

るもの として は,国 民生活 センター,日 本科学技術情報センター,日 本貿易振興 会およびアジア経済研究所があ

る。 これ らの機関は不特定多数のユーザの リクエス トに対 して統計や所在源情報等の情報 サー ビ ス を行 うため

に,デ ータの蓄積および情報検索 システムに電子計算機 を用いてい るもので ある。その評価 については,比 較的

新 しい システムであ り,今 後 を待たなけれ ばな らないが,い ずれ も総合 的な情報提供サー ビスシステムの確立 を

目ざしてお り特殊法人のオ リジナルシス テムの芽生 えとして今後が大いに期待 され る。

③デ ータ通信業 は,昭 和46年 の公衆電気通信法の改正 によって データ通信 サービスの法定 化 と民間デーク通信

業の登場が可 能 となった ものであるが,特 殊法人で データ通信業 に電子計算機 を利用 してい る機関 どしては,日

本電信電話公社 と国際電信電話株式会社が あ り,こ れ らは広域 にわた る通信網 を基盤 として近年急速 に発展 して

きて いる分野であ る。

図表3特 殊法人全体の電子計算機設置状況 昭和48年3月 末

区 分 電子計算機設置台数 設 置 金 額' 要 員 数

今 回 の 調 査対 象 と した シス テ ム

デ ー タ通 信 サ ー ビス シ ス テ ム

計

台
323

73

396

億 円
724

955

1,679

人

6,036

5,260

11,296

(注)デ ー タ通 信 サ ー ビス シス テ ム にっ い て は,今 回の 調 査 とは別 に把握 した。
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特に 日本電信電話公社 のデータ通信サー ビスシステムはデータ通信業 を代表す る大規模 なシステ ムである。

今回の調査で集計 した①および② に該当す る電子計算機設置台数,設 置金額,要 員数 と当庁で別途 把握 した③

日本電信電話公社 のデ ータ通信サー ビスシステム分 を加 えて みると図表3(特 殊法人全体の電子計算機設置 状況)

の とお りで,特 殊法人全体 の電子計算機設置総台数 は396台,設 置金総額1,679億 円,要 員総数11・296人で極 めて

膨 大な ものとな ってい る。

図表6特 殊法人の電子計算機利用状況

公

公

事 業

公

社

団

団

康

正庫 ・特殊銀行

営 団

特 殊 会 社

その 他 の 法 人

計

調査対象

機 関 数

④

3

14

21

10

4

1

12

46

111

導 入

機 関 数

⑧

3

7

4

6

4

1

6

13

44

未導入機関の内訳

外注処理
機 関 数◎

4

7

2

2

12

27

未 利 用
機 関 数

3

10

2

4

21

40

導 入 率

(⑬/④)

100.0

50.0

19.1

60.0

100.0

100.0

50.0

28.3

39.6

利 用 率

(⑬+◎)/⑧

100.0

78.6

52.4

80.0

100.0

100.0

66.7

54.4

64.0

2-3機 関別設置状況

2-3-1法 人 分類別設置状況

特殊法人44機 関の設置台数 と設置金額を公社,公 団,公 庫等の分類 によって分 けてみ ると図表10(分 類別設置

状況)の とお りで,公 社が設置台数 で136台(42.1%)設 置金額 は約421億 円(58.2%)と 全体 に対 して圧倒 的な

ウエイ トを占め,つ いで その他の法人が設置台数112台(34.7%)'設 置金 額約116億 円(16%),特 殊会社,設 置

台数32台(9.9%)設 置金額83億 円(11・5%)の 順で,残 るものはいずれ も5%台 以下 となっている。

このよ うに法人分類別でみた場合,事 業の 目的,種 類組織規模等 によって大 きな格差のあ ることが歴然 として

いる。

次 にこれ を電子計算機主要業務 としてみ ると料金調定 ・融 資 ・保険等 く132台)が 最 も多 く(40・8%),会 計 ・経

理(44台)管 制 ・制御(33台),共 通物品管理(24台),試 験研究,教 育訓練,座 席予約等の順 とな る。 また,こ れを

機能区分別 にみると窓口業務(47・7%),特 殊業務(22.3%),共 通管理業務(21.7%),個 別業務(8.3%)の 順で ある。

なお,オ ンライン処理(58台)を 業務 別にみる と,管 制 ・制御等の特殊業務処理が37台,座 席予約等の窓口業

務処理が17台 となってい る。

779の 適用業務数 を機関種別にみ ると,図 表13(機 関種別適用業務)の とお りであ り,中 央機関の一部門平均

適用業務数は7.1で 最 も多いの に対 し,付 属機関のそれ は僅か1.8で 特定業務の専用的使用が多 く,ま た地方機関

は両者の中間に位 してい る。



図表8機 関別電子計算機導入'(当 初年度)の 推移

分類

年度

公 社 公 団 事 業 団 公 庫 金庫 ・特殊銀行 営 団 特 殊 会 社 そ の 他
機 .関 数

年度計 熟 計

32
日 本 国 有 鉄 道
日本電信電話会社 2 2

33 日本原子力研究所 1 3

34 電源開発株式会社 1 4

35
「

4

36
4

37 日本航空株式会社 日本 放 送 協 会 2 6

38 日 本 道 路 公 団 社 会 保 険 診 療
報 酬 支 払 基 金

2 8

39 中小企業金融公庫 理化学研究所、農村
漁業団体職員共済組合

3 11

40 日 本 住 宅 公 団 農林漁業金融公庫 農 林 中 央 金 庫 3 14

41 中小 企 業 退職 金
共 済 事 業 団

中 小 企 業 信 用
保 険 公 庫

日 本 開 発 銀 行

商工組合中央金庫 日本 中 央競馬 会 5 19

42 水 質 源 開 発公団 国 民 金 融 公 庫 国 際 電 信 電 話
株 式 会 社 3 22

43 日 本 専 売 公 社 日本輸 出 入銀 行
日'本 科=ツこ技 術 情 報
セ ン タ ー

早翌 ～轟篠蝶書 5 27

44

'

北海道刺L開 ∫き公庫
住 宅 金 融 公 庫 2 29

45 動 力 炉 核 燃 料
開 発 事 業 団

東北開発株式会社
沖縄電力株式会社

日 本 育 英 会
国 立 劇 場

5 34

46
34

47
石 油 開 発 公 団
阪神高速道路公団

日本原子力肩綱 発事業団
宇 宙 開 発 事 業団

帝 都 高 速 度 交通
営 団

日 本 航 空 機 製
造 株 式 会 社

国 民生活 セ ン ター
私 立 学 校 教 職u共 済 組

イ十
8 42

48
日本鉄道建設公団
首都高速道路公団 、 2 44

分 類 別 機
関 数 小 計 3 7 41 6 4 1 6 13 44 一

8
訪

o
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図表9年 度別電子計算機導入台数の推移
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導入機関数
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(155)

46
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34

(155)

47

294

(639)

42

(191)

48

323

(702)

44

(200)
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図表10法 人分類別設置状況

＼
分類＼

区 分

公 社

公 団

事 業 団

公 庫

公庫 ・特殊銀行

営 団

特 殊 会 社

その 他 め 法 人

計

設 置 台
ノ

数

台 数

136

11

6

11

14

1

32

112

323

構 成 比
(%)

42.1

3.4

1.9

3.4

4.3

0.3

9.9

34.7

100.0

1機 関 当 り
の 台 数

45.3

1.6

1.5

1.8

3.5

1.0

5.3

9.3

100.0

設 置 金 額

、金 額

(百 万 円)

42,148

2,180

1,870

2,342

3,722

226

8,330

11,609

72,427

構 成 比
(%)

58.2

3.0

2.6

3.3

5.1

0.3

11.5

16.0

100.0

4・ 運用部門の状況

昭和48年 度末現在の電子計算機設置部門数 は193部 門であるが,こ の うち専担要員の設 置されてい るの は,115

部門6,036人 であ る。

中央機関 は37部 門(構 成 比19%)で あ るが,セ ンター等の業務専担部 門が多いため,1部 門当 り要員数 も多 く

要員総数 は2,277人(構 成 比37.7%)で あ る。付属機関は28部 門(構 成比14・5%)で あるが,殆 ん どが オープ ン

使用 や兼務職員で運営 されてお り,専 担 要員 は10部 門に149人(構 成比2.5%)配 置 されているにす ぎない。地方

機関は128部 門(構 成 比66.3%)で あるが,専 担要員の配置 されてい るのは,半 数の69部 門(3,610人)に す ぎ

ず,そ の他 は営業,生 産部門の兼務職員で運営 されている。地方機関で明確 な組織があ り,専 担要員が配置 され

てい るのは主 と して国鉄(42部 門)電 電公社(20部 門)で あ る。

要員を職能別 にみると,庶 務等要員(34.6%)が 多 く,キ ーパンチャー(14.7%)SE・ プ ログラマー(15.0

%)の 少ないのが特色で ある。 これを機関種別にみると,中 央機関のセ ンター等で は,SE・ プ ログラマーが最

も多 く(44・1%),地 方機関ではデータ整理等の庶務等要員が多 く(55.9%)SE・ プログ ラマーは7.6%と 最 も

少 なくな ってい る。

4-1設 置部門の状況

昭和48年 度末現在の電子計算機設置部門数 は193部 門で あるが,こ れ ら部門の所 属機関 を中央機関,付 属機関

および地方機関の機関種別 に分けてみ ると,地 方機 関に属す るものが最 も多 く128部 門(66.3%)次 いで中央機関

の37部 門(19・2%),付 属機関28部 門(14.5%)と な ってい る。

この状況 を国の行政機 関 と対比 してみ ると,図 表28(機 関種別,設 置部門数および台数)の とお りであ る。

このよ うな特殊法人では設置部門数,設 置 台数 と もに町方機関の ウエイ トが国の行政機関の2倍 以上 となって

い ることと,1セ ッ ト当 りの設置金額が国の行政機関に比べ下回 っていることが,特 色 として挙げ られ る。

4-2運 用 組 織

4-2-1中 央機 関(本 社部門)の 運用組織
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図表11特 殊 法人の機 関別導入状況

分

公

社

公

団

事

業

団

公

庫

金
庫

区 分

類

日 本 専 売 公 社

日 本 国 有 鉄 道

日 本 電 信 電 話 公 社

小 計

水 資 源 開 発 公 甲

石 油 開 発 〃,

日 本 鉄 道 建 設 〃

日 本 住 宅 〃

日 本 道 路 〃

首 都 高 速 道 路 〃

阪 神 〃 〃

小 計

日 本 原 子 力 船 開 発事業団

動 力 炉 核 燃 料 〃

中小 企業 退職 金 共済 〃
.

宇 『 宙 開 発 〃

小 計

北 海 道 東 北 開 発 公 庫

国 民 金 融 〃

農 林 漁 業 金 融 〃

中 小 企 業 〃

中小 企業信用保険 〃

住 宅 金 融 〃

小 計

日 本 開 発 銀 行

日 本 輸 出 入 〃

中 央 機 関

導 入
部関数

1

3

1

5

1

1

2

1

!

1

1

1

1

1

1

6

ユ

1

導 入
台 数

2

16

3

21

1

2

3

3

3

1

4

1

1

1

1

9'

2

2

付 属 機 関.地 方 機 関

導 入

部 関数

4

15

19

1

1

1

1

2

導 入

台 数

6

21

27

1

1

1

1

2

導 入

部 門数

42

21

63

2

3

1

1

7

1

1

2

2

導 入
台 数

58

30

88

2

3

1

1

7

1

]

2

2

計
`

導 入 導 入
部門数 台 、数

1 2

49 80
'

37 54

87 136

2 2

1 1

1 1

1 2

3 3

1 1

1 1

10 11

1 1

1 1

1 3

1 1

4 6

1 1

3 6

1 1

1 1

1 1

1 1

8 11

1 2

1 2
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区 分 中 央 機 関 付 属 機 関 地 方 機 関 計

分 類 導 入
部門数

導 入
台 数

導 入
部門数

導 入
台 数

導 入
部門数

導 入
台 数

導 入
部門数

導 入
台 数

特 農 林 中 央 金 庫 1 5 1 5

殊

銀
商 工 組 合 中 央 〃 1 5 1 5

.行 小 計 4 14 4 14

営
団 帝 都 高 速 度 交 通 営 団 1 1 1 1

東 北 開 発 株 式 会 社 1 1 1 1

特 電 源 開 発 〃 .1 1 5 5 6 6

殊
日本航空機製造 〃 ユ 1 1 1

沖 縄 電 力 〃 1 2 1 2

A本
日 本 航 空 〃 1 8 3 3 4 11

社 国際電信電話 〃 1 1 3 3 1 7 5 11

小 計 5 12 3 3 10 17 18 32

国 民 生 活 セ ン タ ー 1 1 1 1

日 本 原 子 力 研 究 所 1 4 1 4

日本 科学 技術 情報 セ ンター 2 2 2 2

そ
理 化 学 研 究 所 1 2 1 2

日 本 育 英 会 1 1 1 1

私立学校教職員共 済組合 1 1 1 1

の
国 立 劇 場 1 1 1 1

社会保険診療報酬支払基金 1 1 1 1

日 本 中 央 競 馬 会 1 1 6 46 7 47
」

農林漁業団体職員共済組合 1 1 1 1
他

日 本 貿 易 振 興 会 2 2 2 2

ア ジ ア 経 済 研 究 所 1 1 1 1

日 本 放 送 協 会 1 7 1 2 39 39 41 48

小 計 13 19 3 8 45 85 61 112

計 37 82 28 41 128 200 193 323
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図 表12適 用 業 務 一
.覧 表

機
能
区
分

窓

口

業

務

個

別

業

務

共
通

管
理

事

務

特

殊

業

務

適 用 業 務 名

料金調定 ・融資 ・保険等

座 席 予 約 等 照 会

登 録 ・審 査

情 報 サ ー ビ ス

小 計

ス ケ ジ ュ ー ル 管 理

在 庫 管 理

情 報 検 索

業 務 統 計

分 析 ・解 析

予 測 ・計 画

設 計 積 算

小
.計

給 与 ・人 事

厚 生 ・共 済

会 計 ・経 理

共 通 物 品 管 理

統 計 一 般

小 計

嘗

試

教

そ

小

制 ・制 御

験 ・研 究

育 訓 練

の 他

計

総 計

主要業務数

132

16

3

3

154

5 .

9

4

5

2

1

1

27

2

44

24

70

33

19

18

2

72

323

構 成 比

40.9

5.0

0.9

0.9

47.7

1.6

2.7

1.2

1.6

0.6

0.3

0.3

8.3

0.6

13.7

7.4

21.7

10.2

5.9

5.6

0.6

22.3

100.0

適用業務数

137

16

4

5

162

37

10

5

71

7

30

2

162

132

55

130

「
48

9

374

37

21

19

2

79

779

構 成 比

17.6

2.1

0.5

0.6

20.8

4.8

1.3

0.6

9.1

0.9

3.9

0.3

20.8

16.9

7.1

16.7

6.2

1.1

48.0

4.8

2.7

2.4

0.3

10.2

100.0

オンライン

機 台 数

].

16

17

30

37

58
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図表13機 関 種 別 適 用 業 務

「＼ ＼‥
機関種＼

中 央 機 関

付 属 機 関

地 方 機 関

計

適用業務数

ω

264

51

464

779

部 門 数

(B)

37

28

128

193

(B)/(A)

7.1

1.8

3.6

4.1

台

(C)

数

82

41

200

323

(C)/(A)

3.2

1.2

2.3

2.5

ω 設置台数別状 況

中央機関に属する電子計算機の設置部門 は37部 門であるが,こ れ を設置台数 との関連で みると,設 置台数3

台以上の部門が9部 門(構 成比24.3%),2台 が4部 門(10.8%),1台 のみが24部 門(64.9%)と な っ て お

り,1台 のみの部門が最 も多いが,設 置台数の合計では3台 以上の9部 門で50台(61%)を 占めてお り,こ の

9部 門が大規模なセ ンター組織であ ることを示 してい る。

なお,3台 以上設置 してい る部門の組織形態 は部が5,局,課,室 としてい るものそれ ぞれ1で あるのに対

し,2台 の設置部門では部,課,室,班 それ ぞれ1ず っ となってお り,設 置台数 の多少が組織形態に もある程

度影響 していることが うかが われ る。

② 所属部門状況

中央機 関の37部 門 をその属す る業務 性格 別にみると,セ ンター等の業務専担部 門が19部 門,設 置台数合計57

台 で最 も多 く,次 いで事務管理部門3部 門13台,統 計部門4部 門6台 の順 とな ってい る。業務再掲部門の大規

模 な もの としては,国 鉄のみ どりの窓 口セ ンター(10台220人)本 社 コンピュー タ部(5台157人),日 本航空

予約 センター(8台),日 本放送協会(7台119人)等 が あげ られ る。
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図表14中 央 機 関 の 適 用 業 務

機
能
区
分

窓

口

業

務

個

別

業

務

共

通

管

理

事

務

特

殊

業

務

適 用 業 務 名

料金調定 ・融資 ・保険等

座 席 予 約 等 照 会

登 録 ・審 査,

情 報 サ ー ビ ス

小 計

ス ケ ジ ュ ー ル 管 理

在 庫 管 理

情 報 検 索

業 務 統 計 等

分 析 ・解 析

予 測 ・計 画

設 計 ・積 算

小 計

給 与 ・人 事

厚 生 ・共 済

会 計 ・経 理

共 通 物 品 管 理

統 計 一 般

小 計

管

教

そ

小

制 ・制

育 ・訓

の

計

御

練

他

総 計

主 要 業 務

部 門 数

15

2

1

3

(20)

2

5

4

2

2

1

(15)

1

5

1

(5)

2

1

1

(4)

(37)

台 数

22

15

3

3

43

5

7

4

4

2

1

23

1

7

3

11

3

1

1

5

82

構 成 比

52.4

28.1

13.4

6.1

100.0

適 用 業 務

部 門 数

18

2

1

5

(26)

4

6

5

22

6

8

1

(34)

28

5

21

6

6

(29)

3

2

1

(6)

(37)

実 数

27

15

3

5

50

16

8

5

46

6

16

1

101

38

7

39

10

9

103

7

2

]

10

264

構成比

18.9

38.3

39.0

3.8

100.0

(注)部 門数 は適用 業務別部 門数で あるが,小 計横綱 数 は機 能区分別純部門数 ⑳ ・細 々の適用撒 男U部門

数合計 とは一致 しない。

、
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図表|5付 属 機 関 の 適 用 業 務

機
能
区
分

特

殊

業

務

共
一通

管
理
事
務

窓
口
業
務

適 用 業 務 名

試 験 ・研 究

教 育 訓 練

管 制 ・制 御

小 計

給 与 ・人 事

共 通 物 品 管 理

会 計 ・経 理

小 計

料 金 調 停

登 載 ・審 査

小 計

総 計

主 要 業 務

部 門 数

12

12

2

(26)

1

1

(2)

1

(1)

・28

実 数

19

17

2

38

1

1

2

1

1

41

構 成 比

92.7

4.9

2.4

100.0

適

部 門 数

14

12

`2

(27)

3

2

2

(4)

1

1

(1)

28

用

実 数

業 務

21

17

2

40

4

2

3

9

]

1

2

51

務

構 成 比

78.4

1

17.6

3.9

100.0
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[
地 方 自治体 に お け るコ ン ピュ

ー タ リゼー シ
ョン

1973年10月 財 団法人地 方 自治情報 セ ンター 「地 方 自治 コ ン ピュー タ総覧」 よ

り抜奉

第1編 地方公共団体 におけ る電子計算組織の利用状況

L概 況

わが国社会の進展に対応 して,地 方 自治行政 に対す る住民の要請 は,ま すます増大 し,地 方 自治行政 は複雑,多

様 化 して きてい る坑 地方公共団体の行政 に電子計算組織 が利用 され はじめてか ら,す で に10余 年が経過 してい

る。 この間,電 子計算組織の利用は,最 初 は昭和35年12月 の大阪市 にはじま り,つ いで京都市,西 宮市,札 幌市 の

よ うな先進 的な大都市 と申都市へ と拡が り,都 道府県 では,昭 和38年2月 の神奈川県 には じま り,っ いで東京都,

大 阪府,愛 知県 のよ うな大規模 な都道府県へ と拡がった。 その後地方公共 団体 におけ る電子計算組織の利用のテン

ポは早 く,現 在で は,町 村の段 階まで,そ の利用範 囲が拡大 し,電 子計算組織が地方 公共 団体の各種の行 政にお け

る行政情報処理 に利用 されて きている。

地方公共 団体におけ る電子計算組織 の利用 には,二 つの方式 があ る。一つ は,自 営組織 として,単 独 で又 は共同

して電子計算組織 を導入 し,行 政情報処理 を行 な う方式すなわ ち導入方式で あ り,もう一つ は,これ も単独 で又 は共

同 して民間の計算 センター等 に電子計算組織 による行政情報処理 を委託 して行な う方式すなわ ち委託方式 である。

昭和48年4月1日 現在 におけ る電子計算組織利用地方 公共 団体数 は,第1表 の とお りで あるが,導 入方式 によ り

電子計算組織 を利用 してい るいわゆ る導入団体 は,都 道府県 で38団 体,市 区町村 で389団 体,合 計427団 体 であ

り,こ れ らの導入 団体の電子計算組織のセ ッ ト数は,都 道府県が102セ ッ ト,市 区町村が231セ ッ ト,合 計333セ ッ

トで ある。また,委 託方式によ り電子計算組織 を利用 しているい わ ゆ る委託団体 は,都 道府県で9団 体,市 区町

村で1,438団 体,合 計1,447団 体であ る。

導入団体 と委託団体 とを合 わせ ると,都 道 府県 は47団 体全部が,市 区町村 は1,827団 体す なわち全市 区町村の

55.4%に 相当す る市区町村が,都 道府県 と市 区町村 とを合 わせ ると1,874団 体すなわ ち全地方公共 団体の56.0%に

相当す る地方公共団体が,電 子計算組織 を利用 して必要 な行政情報処 理を行 なってい る。

これ らの状況 を5年 前 の昭和44年4月1日 の状 況と比較すれば,5年 間 に,導 入団体 について は,都 道府県で24

団体,市 区町村で259団 体増加 し,都 道府県,市 区町村 ともに3倍 の団体数 とな ってい る。 また,委 託 団体 にっい

ては,都 道府県では,委 託団体か ら導入 団体へ の移行 に伴 って12団 体減少 し,市 区町村 では,委 託団体へ の移行が

あ ったに もかかわ らず,729団 体増加 し,2倍 の団体数 とな ってい る。

っ ぎに,導 入団体 と委託団体 とを合わせ ると,都 道府県で12団 体,市 区町村 で988団 体増加 しているが,市 区町

村 では,昭 和44年4月1日 に対 して2倍 の団体数 となってお り,当 然な ことなが ら,都 道府県 に比 し著 しい増加 を
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示 してい る。

導入団体 にお ける電子計算組織のセ ッ ト数 について も,都 道府県 で83セ ッ ト,市 区町村 で125セ ッ トそれぞれ増

加 し,都 道府県で5.4倍,市 区町村で2.2倍 のセ ッ ト数 と'なってお り,都 道府県 におけ るセ ット数の増加 が顕著で

ある。

第1表 電子計算組織利用地方公共 団体教

区
分

都 道 府 県

市

区

町

村

特 別 区

市 町 村

共 同 利用 組織
構 成 市 区 町村

計

合 計

昭和48年4月1日 現在

導入団牢 記団体

(102)
38

(18)
16

(183)
167

(30)
206

(231)
389

(333)
427

9

7

1,392

39

1,438

1,447

計

(102)
47

(18)
23

(183)
1,559

(30)
245

(231)
1,827

(333)
1,874

昭和44年4月1日 現在

導入団体

(19)
14

(11)
11

(87)
74

(8)
45

(106)
130

(125)
144

委託団体

21

10

699

709

730

計

(19)
35

(11)
21

(87)
773

(8)
45

(106)
839

(125)
874

増 減(△)

導入団体

(83)
24

(7)
5

(96)
93

(22)
161

(125)
259

(208)
283

委託⇒ 言+

△12

△3

693

39

729

717

(83)
12

(7)
2

(96)
786

(22)
200

(125)
988

(208)
1,000

(注)()内 の数字 は,電 子計算組織 のセ ッ ト数 である。

地方公共団体 にお け る電子計算組織 による行政情報処理 に要す る経費は,電 子計算組織関係職員の人件費,電 子

計算組織 レンタル料,行 政情報処理 関係需要費,行 政情報処理委託費等 であるが,地 方公共団体 にお ける電子計算

組織の利用の普及 と相 まって,そ の額は年 々増加 してい る。

電子計算組織によ る行 政情報処理経費 の昭和48年 度当初予算の総額は,第2表 の とお り,都道府県において は,導

入 団体で10,807百 万 円,委 託団体で1,442百 万円,合 計12,249百 万円であ り,市 区町村においては)t導 入団体で10,

934百 万円,委 託 団体 で8,188百 万円,合 計19,122百 万円である。 また,都 道府県 と市区町村 とを合わせ る と,導 入

団体 で21,741百 万円,委 託団体で9,630百 万円,合 計31,371百 万 円 となってい る。

第2表 昭和48年 度電子計算組織 による行政情報処理経費

(単位=百 万円)

区 分 導入団体i委 託団体

都 道府 県

市 区町 村

計

10,807

10,934

21,741

1,442

8,188

9,630

計

12,249

19,122

31,371

(注)当 初 予 算 の 額 に よ る。

導 入 団 体,委 託 団 体 を通 じて 地方 公 共 団 体 に お け るシ ス テ ム エ ン ジニ ヤ,プ ロ グ ラマ ー,オ ペ レー ター,パ ンチ

ャー等 の 電 子 計算 組 織 関係 職 員 は,昭 和48年4月1日 現 在,都 道 府 県 で1,555人,市 区 町村 で2,804人,合 計4,359

人 で あ る。 な お,一 部 の地 方 公 共 団 体 に お いて は,電 子 計 算 組 織 関 係 職員 が 特 殊 な 業務,に勤 務 して い る実 態 に か ん

が み,当 該 団 体 の 給 与 に 関 す る条 例 に基 づ い て特 殊 勤務 手 当 を支 給 して い る と ころが あ る。
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っ ぎに,地 方公共 団体 におけ る電子計算組織によ る行政情報処理 は,ど のよ うな行政について行 なわれてい るか

を みると,都 道府県 の場合,主 な ものは,自 動車 税,人 事給与,各 種統計,森 林計画,財 務会計,事 業税,公 害関

係,公 営住宅使用料,予 測計画等に関す る ものであ り,市 区町村の場合,都 道府県の場合 と質的に大差な く,住 民

税,固 定資産税,国 民健康保険税,軽 自動車税,人 事給与,水 道料金,国 民年金,各 種統計,住 民 記録,財 務会計

等 に関す る ものであ る。 この ように,地 方公共団体 の電 子計算組織 による行政情報処理 は,多 くは,「 作業処理」

ない し 「定型的大量反復 データ処理」で あ り,こ れに対応す べ き行政情報 システム も 「作業機械 システム」ない し

「大量反復 データ処理 シス テム」 であるが,最 近 では,こ の段階か らレベル ・アップして,行 政情報処理の高度化

へ進 む傾向がみ られ,統 一的な人事管理 地域振興計画作成,地 域福祉指標 作成,地 域経済構造分析,建 設工 事進 .

行管理,建 設工事設計,総 合健康診断,大 気汚染 コ ン トロール等 に関す るものを処理す る行政情報 システムの研 究

開発が さかん となって きてい る。

2都 道府県にお ける電子計算 組織の利用状況

2・1利 用団体 の状況 ,

昭和48年4月1日 現在 における都道府県別の電子計算組織の利用団体の状況 は,導 入団体が38団 体,委 託団体が
'
9団 体 で,47都 道府県全部が導入方式或 は委託方式 によ り電子計算組織を利用 してお り,導 入団体の電子計算組織

の セ ット数 は,102セ ッ トで ある。

第4表 各都道府県 別電子計算組織の規 模別セッ ト数

都道府刺 大 型 巨 型1小 型1合 ・+・・鏑 司 大 ∋ 中 ∋ 小 ∋ 合 計

北海道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神奈川

新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

2

1

1

3

2

1

2

1

2

]

3

4

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

5

1

1

1

1

2

1

2

7

5

1

4

3

2

1

6

1

1

1

3

2

2

2

5

14

8

1

1

1

1

2

6

2

6

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和歌山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿児島

沖 縄

合 計

3

1

16

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

34

1

4

1

2

3

2

]

1

1

1

52

1

9

2

2

2

4

2

1

2

1

1

1

1

2

1

1

]

102
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「な お 導 入 団 体 で電 子 計 算 組織 の セ ッ ト数 の 最 も多 いの は,東 京都 で,14セ ッ トつい で 大 阪府9セ ッ ト神 奈 川 県8

セ ッ ト,.愛 知県,岐 阜 県 及 び宮 城 県 そ れ ぞれ6セ ッ ト,千 葉 県5セ ッ トの 順 とな って お り,こ の7団 体 で 合計54セ

ッ ト,全 体 の52.9%を 占 め てい る。

2.2導 入組 織 の概 要

2・2・1規 模 別 状 況

昭和48年4月1日 現在 にお け る都 道 府 県 の 電 子 計算 組織102セ ッ トに つい て,規 模 別 に分 類 す る と,小 型52セ ッ

ト(51.0%),中 型34セ ッ ト(33.3%),大 型16セ ッ ト(15.7%)で あ り,小 型,中 型 が大 部 分 を 占 めて い る。 な
`

お,小 型 は,主 とレて公害防止,医 療,試 験研究等 に関す る行政情報処理 に使用 されてい る。

また,各 都道府県別の電子計算 組織の規模別セ ッ ト数 は,第4表 の とお りであ る。

2.4電 子計算 組織 による行 政情報処理経費の状況

都道 府県 にお ける電子計算組織 によ る行政情報処理経費の昭和48年 度当初予算の総額は,第6表 の とお り,導 入

団体 において10,807百 万円,委 託団体において1,442百 万円,合 計12,249百 万 円であ り,前 年度決算見込額 の総額

9,658百 万 円に対 し,2,591百 万 円の増 と著 しく増加(対 前年度伸 び率26.8%)し てい る,。この増加の状況 を経費別

にみ ると,人 件費105百 万円,委 託費1,081百 万円,レ ンタル料881百 万円,そ の他の経費586百 万円 とそれ ぞれ増加

第6表 都道府県における電子計算組織による行政情報処理経費

(単位 千円)

区 分

47年 度 決 算.見 込 額 48年 度 当 初 予 算 額
,

差 引

①一◎⑧

伸び率

導 入⑥ 委 託⑤ 計⑤+8 構成比% 導 入⑥
.

委 託◎ 謝③+8 構成比%
8・1・ ・%

人 件 費 1,730,638 111,283 1,841,921 19.1 1,833,591
…113
,332 1,946,923 15.9 105,002 5.7

委

託

費

パ・ ン チ 624,746 51,734 676,480 (19.6)
7.0 840,773

1

63,554 904,327
(20.2)

7.4 227,847 33.7,

オペ レー ト 126,730 150,781 277,511 (8.0)
2.9 239,167 160,727 399,894

(8.9)
3.3

122,383 44.1

ソフトウェア開発 85,521 2,403 87,924 (2.5)
0.9 208,056 5,670 213,726

(4.8)
1.7 125,802 143.1

そ の 他 1,823,500 589,714 2,413,214 (69.9)
25.0 2,194,681 760,903 2,955,584

(66.1)
24.1 542,370

1

22.5

計 2,660,497 794,632 3,455,129 (100.0)
35.8 3,482,677 990,854 4,473,531

(100.0)
36.5

1,018,402 29.5

レ ン タ ル 料 2,579,247 2,579,247 26.7 3,460,399 3,460,399 28.2 881452 34.2

そ

の

他

旅,費 107,637 12,142 119,779
`

(6.7)
1.2 120,113 13,913 134,026

(5.7)
1.1 14,247 11.9

備 品 費 303,818 7β47
,

311,165 (17.5)
3.2 116,618 1,897 1】8,515 (5.0)

1.0 △192,650 △61.9

消 耗 品 費 374,242 9,705 383,947,
(21.5)

4.0 546,167 22,732 568,899
(24.0)

4.6 184,952 48.2

印刷製本費 507,172 6,042.
1

513,214
(28.8)

5.3 704,133 9,800 713,933 (30.1)
5.8 200,719 39.1

雑 役 務 費

1

44,131
1

1,341 45,472
(2.6)

0.5
61,845 3,250 65,095 (2.7)

0.5 19,623 43.2

.

光 熱 水 責 6,731
1

2、 6,733
、

(0.4)
0.1 10,055 2 10,057 (0.4)

0.1 3β24 49.4

そ の 他 359・Ol9
↓

51,664 401,683
(22,5)

4.1 471,642 286,221 757,863 (32.1)
6.3 356,180 88.7

計 1,693,750
1

88,243 1,781,993
(100,0)
18.4

2,030,573 337β15 2,368,388 (100.0)
19.4 586,395 32.9

合 計 8.6〔漣,132
1

994,158,
.

9,658,290 100.0 10,807,240 1,442,001 12,249,241 100.0 2,590,951 26.8
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rノ,そ の対 前年度伸 び率 は,5.7%,29.5%,34.2%,32.9%と な ってお り,委 託費,レ ンタル料,そ の他の経費

において著 しい伸 びを示 してい る。増加が著 しい理 由は,委 託費については,行 政情報処理業務 の多面化に伴い,

委託団体において はもとよ り導入 団体 において も,民 間の計算セ ンター等へ の行政情報処理の委託が増加 した こと

及 び新 しい行政情報 システムやソフ トウェアの委託研究開発が さかんになったこと等 によ るものである。 レンタル

料 については,電 子計算 組織の導入数の増加に伴 うレンタル料 の支 出の増加 によるものであ り,ま た,そ の他の経

費 については,電 子計算組織の導入数の増加 に対応 して,関 連需要費等が増加 した ζとによ るもので ある。昭和48

年度当初予算の総額 を経費別にみると,人 件費1,947百 万円,委 託費4,474百 万円,レ ンタル料3,460百 万円,そ の

他の経費2,368百 万円で,総 額に対す る構成 比は,そ れぞれ15.9%,36.5%,28.2%,19.4%と なってい る。特 に

委託費について みると,そ の他の委託 費(民 間の計算セ ンター等への行政情報処理 の委託費)が2,956百 万円で,t

委託費の総額に対 して66.1%と なってお り,次 いでパ ンチ委託費904百 万 円,オ ペレー ト委託費400百 万 円,』ソフ ト

ウェア開発委託費214百 万円 となってい る。'

2.6行 政情報処理業務の状況

都道府県にお ける電子計算組織 による行政情報処理業務 は,人 事給与,税 務,各 種統計等に関す る 「作業処 理」

'業務 ない し 「定型的大量反復 データ処理」業務が大部分 を占めてい るが,最 近で は統一的な人事管理,地 域振興 計

|
画作成,地 域福祉指標作成,地 域 経済構造分析,建 設工事進行管理,建 設工事設計,総 合健康診 断,大 気汚染 コン

,。.ル 等 。関す る行酷 報処 理のよ うな,、,。 ベルの処麟 務が増 え、傾 向・あ。.i
　

都道府県 におけ る行政情報処理業務 の状況 は,第9表 の とお りで ある。最 も多い もの は,自 動車税で,全 都道府

:県が処理 を行 なってお り,つ ぎに多い めは,人 事給与44団 体(利 用団体 の93・6%)1,各 種統計42団 体(利 用団体 φ
;

;・…%)・ 森林 計画39団 体(利 用団体 の83・0%)・ 賜 会計37団 体(利 用団体 の78i7%)・-PtSe29税 琳(利 用岬
'
の61.7%),公 害 関係24団 体(利 用 団体 の51.1%),公 営 住 宅 使 用 料20団 体(利 用 団 体 の42.6%),.教 育 関 係19団 体

へ けロガ 　

(利 用 団 体 の40.4%),予 測 計 画18団 体(利 用 団 体 の38.3%)で あ る。.、 ・i.t/1

っ ぎに,導 入 団体 及 び委 託 団 体 の そ れ ぞれ につ い て み ると,導 入 団体 で は,自 動 車 税 が 全導 入 団体 で処 理 きれ て
く 　
コ 　

お り,つ いで人事給与が36団 体,各 種統計が34団 体,森 林計画が32団 体,財 務会計が31団 体,事 業税が24団 体,公

害 関係が23団 体,教 育関係が18団 体 の順 となってい る。また,委 託団体では,自 動車税及 び各種統計が全委託 団体

で処 理されてお り,bい で人事給与が8団 体,森 林計画が7団 体,財 務会計が6団 体,事 業税が5団 体,造 林補助

金 及び公営住宅使用料が それぞれ4団 体 の順 とな ってい る。

第9表 都道府県 にお ける行 政情報処理業務の状況.(

区 分 団体数

情 報 処 理 業 務

総 務 企 画 関 係 商工関係 農 林 関 係
土木 ・建
築関係

民生 ・衛
生関係 教育

関係

公営

企業

関係

公害

関係

その他人事

給与

財務1

会計

,税 務 各種

統計

予田】

計画

その他

中小
企業
近代化
資金

その他

農業

近代化

資金

森林

計画

造林

補助金
ζの他

公営

住宅

願 掛'

その他

生活

保護

そ碗
個人
事業税

法人
事業税

自動
車税その他

導入団体
38 36

⑥

31

⑦

23

⑧

11

②

38

⑫

26

④ .

34

⑧

17

③

ユ4

②

5
①

18

③

13

⑤

32

⑮

14

⑥

30

⑪

16

⑤

25

⑤

6

①

24

③

18

⑥

ユ1

③

23、

①

6

.委託団体 9 8 6 5. 2 9 ,3 9 1 2 1 1 2 7 4 7 4 4 1 5 1 2 1

、

1

計 47 44 37・ 28' 13 47 23 43 18 16 6 19 15 39 18 37 20 29 7 29 19 13 24 7

(注)○ で囲んだ数字は,導 入団体であって行政情報処理 を委託 している団体の数 を示す ものであり、内芦である。

ノ
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13市 区町村にお け る電子計算組織の利用状況

3.1利 用団体の状況

昭和48年4月1日 現在 におけ る市 区町村 の電子計算組織の利用団体 の状況 は,第11表 の とお り,導 入団体が389

団体(う ち共同利fii組織 によ り共同導入 を行 なってい る団体が206団 体),委 託団体が1,438団 体(う ち共 同利用組

織 によ り共同委託 を行 なってい る団体が39団 体)で あ り,全 市区町村3,300団 体の うち,導 入団体 と委託団体 とを

鍋 せて1,827団 体(全 市区町村の55・4%)縄 子計編 綴 を利肌 てし・る・導入団体の電子§+鯛 織の セ・ ト数

は231セ ッ トである。

前年4月1日 現在 におけ る市 区町村の電子計算組織め利用 の状況で は,導 入団体が266団 体,委 託団体が1,298団

体,合 計1,564団 体(全 市 区町村 の48.0%)が 電子計算組織 を利用 していたが,前 年 と比較す ると,本 年 は,導 入

団体 で ・23団体,委 託団体で・40団体,合 わせて263団 体蝿 加 してお り・危害 卜鯛 織の利用団体の総数 は前年 に

対 し,16.8%の 伸 びを示 してい る。

第11表 市区町村 ・電子計算組織利用団体の状況

区 分

特

市

町

村

別 区

指定都市

市

町 村

小 計

共同利用組織

計

昭和48年4月1日
現 在

訟 盧1舗
16

9

122

36

167

(82)
206

389

7

423

969

1,392

(6)
39

1,438

23

9

545

1,005

1,559

(34)
245

1,827

昭和47年4月1日
現 在

導 入

団体

13

9

109

28

146

(16)
107

266

離1合 計

10

422

768

1,190

(12)
98

1,298

23

9

531

796

1,336

(28)
205

1,564

差 引 増 減

議1鞠 合計

3

13

8

21

(12)
99

123

△3

1

201

202

△6)

△59

140

14

209

223

(6)
40

263

対前年伸び率

湯冷1謙1合 計

23.1

11.9

28.6

14.4

92.5

46.2

△30.0

0.2

26.2

17.0

△60.2

10.8

2.6

26.3

16.7

19.5

16.8

昭和48年4
月1日 現在
電子計算組
織セ ッ ト数

36

183

30

231

(注)共 同利用組wamaのO内 のtw・i・・1ま,一部醐 組鵠 の期 利用組織の数 であ り・O外 の数字 は・ そ

の組織 を構成 してい る市町村で,か つ,行 政情報処理 を行 なってい る市 町村 である。

市区町村 ごとの電子計算組織の利用状況 は,特 別区で は23区全 部,指 定都市では9市 全部が利用団体 となってお

り,指 定都市 を除 く市で は634市 の うち575市(90.7%),町 村では2,634町 村の うち1,220町 村(46・3%)が 利用団

体 となってい る。

なお,指 定都市 を除 く市 にっいて,人 口規模別 に電子計算組織の利用状 況をみると,人 口20万 人以上の市は,全

市が利用団体であ り,人 口10万 人以上20万 人未満の市 では,82市 の うち80市(97,6%),人 口10未 満の市で は,480

の うち423市(88.1%)が 利用団体 とな ってい る。

つ ぎに,各 都道 府県別 に利用団体 の状況をみると,利 用率(当 該 都道 府県の導 入団体数 と委託団体数 と を合 わ

せ,当 該都道府県の飾 区町村数で除 した もの)の 最 も高いのは,千 葉県 で ・00%と な・てお り・ つ い で 群馬県

(97.1%),大 阪府(93.2%),栃 木県(89.8%),茨 城県(87.0%),愛 知県(86.4%),東 京都(84.4%),富 山県

(82・9%)及 び静岡県(82.7%)の 順 で,利 用率が高 く,こ れ らの都道府県 は,主 と して関東地方及 び中部地方 に

集中 してい る。 また,利 用率の50%以 上の都道府県 は,関 東地方,中 部地方,近 畿地方及 び東北地方 に多 くみ られ
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る。

一 方 ,利 用 率 の 低 い 都道 府 県 は,鹿 児 島 県 が6.3%で 最 も低 く,つ い で 鳥 取県(7.7%),高 知 県(13.2%),大 分

県(15.5%)及 び愛 媛 県(16.9%)の 順 とな って お り,比 較 的西 日本 に集 中 して い る。

3.2導 入 団 体 の状 況

市 区 町村 ご との 電 子 計 算 組 織 の 導 入状 況 は,特 別 区 で は23区 の うち16区(69.6%),指 定 都 市 で は9市 全 部,指

定 都 市 以 外 の市 で は634市 の うち146市(23.0%),町 村 で は2,634町 村 の う ち218町 村(&3%)が 電 子計 算 組織 を導

入 して い る。

なお,指 定 都 市 を 除 く市 につ い て,人 口規 模 別 に電 子 計算 組 織 の導 入 状 況 をみ る と,人 口50万 人 以 上 の 市 で は,

5市 の う ち堺市 を除 く4市(80.8%),人 口40万 人 以 上50万 人 未 満 の市 で は,8市 の う ち2市(25.0%),人 口30万

人 以上40万 人 未 満 の 市 で は,18市 の う ち9市(50.0%),人 口20万 人 以 上30万 人未 満の 市 で は,41市 の うち!1市

(26.8%),人 口10万 人 以上20万 人 未 満 の市 で は,82市 の う ち24市(29.3%),人 口10万 人 未 満 の 市 で は,480市 の

う ち96市(20・0%)が 導 入 団体 とな って い る。

つ ぎに市 区 町村 に導 入 され て い る電 子 計 算組 織 のセ ッ ト数 は,231セ ッ トで あ り,前 年 の190セ ッ トに 比 較 して,

41セ ッ ト(対 前 年 伸 び率21.6%)増 加 して い る。

第14表 各都道府県別市 区町村電子計算組織 の規模別 セッ ト数

都道府県名

北海道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神奈川

新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

大 型 已 型1小 型 合 計 都道府県名 大 型 申 型1小 型 ≡L

6

1

1

1

1

3

2

19

11

3

1

1

1

6

8

2

11

4

3

5

7

2

1

2

14

4

6

7

3

3

1

4

10

5

1

17

5

3

1

5

7

1

2

1

3

17

6

25

18

3

3

4

2

5

16

13

3

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和歌山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿児島

沖 縄

合 計

1

2

2

5

1

1

8

4

1

1

1

2

1

1

1

4

1

2

1

1

98

1

2

5

1

2

2

3

2

2

12

1

1

1

128

2

2

12

11

2

3

2

1

5

・3

1

2

1

16

1

3

2

1

1

23・1



312第6部 付 属資料

また,市 区町村eと のセ ッ ト数 は,前 掲第11表 の とお り,特 別区18セ ッ ト,指 定都市21セ ッ ト,指 定都市以外の

市126セ ッ ト,町 村36セ ッ ト及び共 同利用組織30セ ッ トとなってい る。

なお,中 型及 び大型の電子計算組織 を1団 体で2セ ッ ト以上導入 してい る団体 とそのセ ット数 は,札 幌市及び大

阪市が4セ ッ ト,名 古屋 市が3セ ッ ト,世 田谷区,足 立区,横 浜市,川 崎市,京 都市,神 戸市,広 島市及 び東大阪

都 市電子計算機管理運営協議 会の それ ぞれが2セ ッ トである。

3.3導 入組織 の概況

3.3.1規 模 別状況

昭和48年4月1日 現在 における市区町村の電子計算組織231セ ットについて,規 模別に分類す ると,小型128セ ット

(55.4%),中 型98セ ッ ト(42.4%)で 大部分 を占めてお り,大 型 は,大 阪市,京 都市 及び神戸市 に5セ ッ ト(2.2

0/o)導 入 されて いる。

また,各 都道府県別の市 区町村 にお ける電子計算組織の規模 別セ ット数 は,第14表 の とお りである。・

3.5委 託団体 の状況

昭和48年4月1日 現在 で,民 間の電子計算 セ ンター等に電子計算組織による行政情 報処理を委託 してい る市区町

村 すなわ ち委託団体は,1,438団 体で,う ち39団体が共同利用組織 を設けて共同委託を行 なってい る。

昨年4月1日 現在の委託 団体 は,1,298団 体 であったが,本 年 は,委 託団体か ら導入 団体への移行があった にも

か かわ らず,140団 体増加 し,対 前年 伸び率は,10.8%と なってい る。

特 に,指 定都市 を除 く市 においては,委 託団体が総数で429市 に達 してお り,指 定都市 を除 く全国の市(634市)

の うち,導 入団体146市 以外のいわゆ る非導入団体488市 の87.9%に 相当す る市が委託団体 とい うことにな ってい

る。

3・6電 子計算組織によ る行政情報処理経費 の状況

市区町村におけ る電子計算組織によ る行政情報処理経費 は,昭 和48年 度当初予算 の総額で は,導 入団体 において

10,934百 万円,委 託団体 において8,188百 万 円,合 計19,122百 万円であ り,前 年度決算見込額の総額15,707百 万 円

に対 し,3,415百 万円 と著 しい増加(対 前年度伸 び率21.7%)と な.Dて いる。

3.8行 政情報処理業務 の状況

市 区町村におけ る電子計算組織によ る行政情報処理業務 は,住 民税,固 定資産税等 の税務,水 道料金,各 種統計

等 に関す る 「作業処理」業務ない し 「定 型的大量反復データ処理」業務が中心 とな ってい る。

'しか し
,最 近では,先 進 的な市 区町村 において,こ の段階か らレベル ・アップ して行政情報処理の高度化 をはか

るため,種 々の研究が行 なわれてお り,地 域振興計画作成,地 域福祉指標作成,大 気 汚染 コン トロール等 に関す る

処 理 を行 なってい る市区町村 もでて きてい る。

市 区町村 におけ る行政情報処理業務 の状況 は,最 も多いのが住民税で,全 利用団体1,827団 体 の うち1,653団体が

処 理 してお り,そ の割合は90.5%に な ってい る。つ ぎに多いの は,固 定資産税1,236団 体(利 用団体 の67.7%),国

民 健康 保険税1,055団 体(利 用団体の57・7%),軽 自動車税595団 体(利 用団体の32.6%))で あ り,税 務関係 を処理

としてい る団体が多い。

っいで多いの は,人 事給与533団 体(利 用 団体 の29.2%),水 道料金448団 体(利 用 団体 の24・5%),国 民年金345

団体(利 用団体の18.9%),各 種統計202団 体(利 用団体の11.1%)で ある。

っ ぎに,導 入 団体及 び委託団体 のそれぞれについてみると,導 入 団体では,住 民税が350団 体で,固 定資産税が
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321団 体で処理 されてお り,い ずれ も導入団体(389団 体)の80%以 上の団体が処理 してい る。ついで国民健康保険

税が311団 体,人 事給与が277団 体,軽 自動車税が243団 体の順 とな ってい る。

また,委 託団体で は,住 民税が全委託団体(1,438団 体)の90.6%に 相 当す る1,303団 体 で処理 されてお り,つ い

で固定資産税が915団 体,国 民健康保険税が744団 体,軽 自動車税が352団 体の順 となってい る。導入団体 に比較 し

て,人 事給与,財 務 会計,各 種統計等 を委託処理 してい る団体 は,非 常 に少ない。

3.9共 同利用の状況

市区町村で は,2以 上 の市町村が一部事務組合等の共同利用組織 を設け,共 同 して電子計算組織 を利用 して行政

情報処 理を行な ってい る市 区町村が増加 して きてい る。

昭和48年4月1日 現在の共同利用組織数 は,第21表 の とお り,34組 織で あ り,そ の構成市町村数は,258団 体で

あ る。共同利用組織の構成市町村 の うち,昭 和48年4月1日 現在で,現 実に行政情報処理 を行な ってい ない町村13

団体が あるので,こ れ を除 くと,共 同利用組織の構成市町村 の うちの245団 体が実 際に電子計算組織の共 同利用 を

行なってい る。

つ ぎに,共 同利用組織の うち共同導入 団体 は,28団 体 で,そ の構成市町村数 は,216団 体 であ るが,そ の うち,

現実 に行政情報処理 を行な ってい る市町村数 は,206団 体で あ り,そ の電子計算組織の導 入セ ッ ト数 は,30セ ッ ト

である。また,'共 同委託団体 は,6団 体で,そ の構成市町村数 は,42団 体 であるが,そ の うち,現 実に行政情報処

理 を委託 してい る市町村数 は,39団 体 となってい る。

共 同利用 組織の種類 は,第21表 のとお りであ り,協 議会17,一 部事務組合16,そ の他1・で,協 議会又は一部事務

組合 がそれぞれ約半数 とな ってい る。

第21表 共同利用組織の種類別の状況

共同利用組織の種類

協 議 会

一部 事 務 組 合

そ の 他

合 計

共 同 導 入

共同委託の別

共同導入

共同委託

小 計

共同導入

共同委託

小 計

共同導入

共同委託

小 計

共同導入

共同委託

小 計

共 同 利 用

組織数(A)

13

4

17

14

2

16

1

1

(A)の 構成

市町村数(B)

88

26

114

118

16

134

10

10

28 216

6

34

42

258

(B)の うち行
政情報処理 を
行なってい る
市町村数

88

23

111

108

16

124

10

10

206

39

245

繍 縫 纏翼導 入
として る共同利 セ ッ ト数
用組織数

3

1

14

・1 14

14

2

16

17

3

20

15

15

1

1

30

30
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6中 小企業の電算機活用実態

1973年10月 商工組合中央金庫経営相談所 「中小企業の電算機活用実態調査」よ

り抜率

調査対象

記入時点

調査目的

調査方法

商工 中金取引先388社

昭和47年11月 末現在

今後一層展開が予想 され る中小企業の電算機活用 に対 して,当 金庫経営相談所 として有効適切 な助言

が行 えるよ う実施

昭和47年9月 末現在,電 算機 を自社導入 し活用 を図って い1る取引先570社 を対象にアンケー ト調査 を

実施(回 収 率68.0%)

〔調査 アンケー ト内容〕

● アンケー ト調査表A

導 入経緯,活 用実態,効 果評価等約60項 目につ き選択 回答及 び自由記入

● アンケー ト調査表B

適用業務別 に有効な管理 レポー トの名称活用 目的,そ の経営効果等

●アンケー ト調 査表C

現在抱えている悩 み,反 省,未 導入先への ア ドバ イス,コ ン ピュー タメー カーへの注文

〔要 約〕

1導 入後の総合評価

導入後 の総合評価について,こ の調査では 「予測 を大 巾に上廻 るも(D」か ら 「きわめて不十分を効果」まで5

段階に分けたが,こ れ を大 きく三区分 して見ると,導 入企業の6割 は 「ほぼ予測通 りあ るい はそれ以上の効果 を

発揮 している」 と評 価す るものの,「 必ず しも予期 した効果 をあげていない」企業 も4割 に達 し意外 と多い。

(図3参 照)

以下,効 果 をあげてい る企業,あ がっていない企業 を見 ると凡 そ次の通 りである。

ll効 果 をあげてい る企業

1業 種別では卸売業(同 業種全体の67.5%),電 算機の型別では超小型(同 型導入企業の65.1%)お よび中型

(64.5%)で 総平均59.8%を 上廻 ってい る。(図3参 照)

2卸 売業 の場合,次 の点が効果 を発揮す る背景 と思われ る。

● 「販売管理」への適用 は導入企業の93.4%と 総平均87.1%を 上廻 り,電 算機活用 のマ トを絞 ってい る。(図

6参 照)
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●管理 レポー トで見 る限 り,販 売計画→実績評価→販売活動 とい う経営管理原則 を忠実に行 なってい る。

●導入前の基礎デ ータ 管理計数が整備 されて事務管理水準が高い こと。

導入前の ネック要 素 として 「基礎データの未整備」 をあげた企業は全体の41.5%で あ るが,卸 売業の場 合

26.5%と かな り低い(図2参 照)

3超 小型 ・中型導入企業の場合

3-1超 小型の場合,次 の点が特徴 的である。

⑤電算機 の処理機能 に限界があ り,適 用業務 を販 売管理,給 与計算,購 売管 理に重点 をおいた活用 である。

(図4参 照)

●伝票発行 機,会 計機の機能 を生か しなが ら管理 「日報」 のウエイ トをたかめ,日 々の管理活動に活用 して

い る。 「日報」の ウエイ トは全機種平均12.5%に 対 し,超 小型は24.5%。

θ電算機要員 も殆 ん ど2～3名 で月間電算運営経費の対月 商比率 はO.17%と 総合平均0.33%の 半分の低 コス

トで運用 してい る。・(図5,表1参 照)

3-2中 型機種の場合,次 の点が推定 され る。

●販売管理 を主力に活用範囲 も多岐 に亘 ってお り,処 理能力が高いだけに電算機諸機能が発掘 されてい る。

(図4参 照)

㊥電算室専任管理者 は1～2名 お り,電 算要員 も10名以上が殆 ん どで,小 型以下に比べ管 理体制が整 ってい

る。

皿 効果 をあげていない企業

1業 種別では小売業(導 入企業の52.4%)機 種別では小型導入企業(導 入企業の46.5%)と いずれ も総平均

40.2%を 上回ってい る(図3参 照)

2小 売業 の場合,調 査対象が22社 と少ないので一概 にい えないが,効 果 をあげていない企業の特徴は次の とお

りで費用をか けてい る割合には活用が低調であ ることを推測 させ る。

●運営経費の対月商比率 は小売業全体の0.37%を 上廻 ってい る。

●管理 レポー トの数 も小売業平均45種 に対 し32種 と少ない。

3小 型機種で効率をあげていない企 業の うちの過半数は製造業で,そ の特徴 を見ると

●月額25万 円以上5'O万円未満では専任管理者が殆ん ど居ず 管理体制が中途半端 な傾 向。効果 をあげてい る卸売

業 が殆ん ど専任管理者 をおいてい る点 と対照 的。

●月額50万 円以上75万 円未 満では適用業務 の数 は5業 務以上でや や欲ば った活用傾 向が見 られ る。

④なお,製 造業の場 合,導 入前のあい路 として 「基礎デ ータの未整備」 をあげ る先 は51.7%で 平均4L5%を 上

廻 ってお り,導 入前の事務整備が不十分であったことを推定 させ る。(図2参 照)

IV運 営 と活用上の問題点

導入効果の評価如何 にかかわ らず,共 通 して挙 げ られ る問題点で頻度の高い ものを列挙す ると次の とお り。

●インプッ トデータの精度不足

6デ ータの受渡管理の不徹底

いずれ も導入前 に,適 用関連部 門の管理職,従 業員 に対す る電算教 育の不徹底が反省点 として あげられ てい

る。
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●管理 レポー トの活用体制不十分

トップの強い要望 で導入 した ものの,活 用 目的に具体性 を欠 き,ア ク ションに結びつける配慮が不 足 してい

たことが反省点にな ってい る。

O業 務の標準化を前提 とした オペ レー ションの標準化対策

●プ ログラマー,シ ンテムエンジニアの育成 と定着化対策

電算化高度化利用 に必要な これ ら要員 の人的 ・能力不足が大 きな悩み となってい る。

V今 後の高度化利用

1電 算機活用の習熟度が増 して,未 開発業務 を高度化 して ゆこ うとす る意欲が認め られ る。今後ハー ドウェア

の レベ ルアップを検討 してい る先 は74・2%で,重 点開発業務 としては,財 務管理,在 庫管理,製 造業 にお ける

生産管理が 目立っ。

2今 後 レベ ルアップす る時期 は,3年 後30%,2年 後,4年 後が ほぼ20%と なってい るのに対 し,既 に レベル

アップ した企業の実績では2年 後30%,3年 後23%,4年 後13%と,導 入 企業が考 えている期間よ り短い。

レベルア ップ実施 済企業 での背景 を見 ると,処 理業務 の急増,そ れに伴 な う電算要員 の時間外労 働の増加が

あ り,一 且 システムとして稼働 し始め ると計画 を超 えた状況が発生 し予定時期 よ りも早 くレベ ルアップ してい

る傾 向があ る。

VIコ ンピュータメーカーへの注文

メーカーに対す る要望,注 文 は多岐 に亘っているが,自 由記入 アンケ ー トか ら頻度の高い もの を列挙 す ると次

の とお り。

●導入後の システム開発に対 す るア ドバ イス,ソ フ トウェアの援 助が不足。

●各種 アプ リケーシ ョンプログラム,ソ フ トウェアの充実 を望む。

●マシンダウンに対す る補修 サー ビスを迅速 に。

●各 メーカーごとバ ラバ ラな機器間,プ ログラム言語 間,プ ログ ラム間の,互 換性を可能な限 り高めて欲 しい。

,●高性能 ・低 コス トの周辺機器 を開発 して欲 しい。

図1:調 査対象企業の概要

業 種 別
(注1)

一 建
小 運 設
売 輸 サ

製 造 業 卸 売 業 業 倉 1

庫 ピ

51.8% 35.1% 5.7 業 ス

% 業
|

一 3.3.3%
ロ

4.1%

従業員数別

～100

人

10.6%

101～300人

35.3%

301～500

人

19.1%

501～1,000人

22.4%

1,001～

人

12.6%
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月 商 別

1億 円

以 下

12.9%

1億 円 超3億 円 以下

35.3%

3億 円超
5億 円以下

20.1%

5億 円超

10億 円 以 下

19.3%

10億 円超

12.4%

電算機型別
(注2)

超 小 型

21.9%

小

43.0%

型 中

35.1%

型

(注1)業 種別内訳(多 い順)

製造業(繊 維品,機 械,輸 送用機械,電 気機械 器具,金 属製品,食 料品,木 材 ・木製品……)

卸売業(自 動車 デ ィー ラー,石 油,金 属材料,衣 服,医 薬品……)

小売業(石 油 ・月賦百貨店,専 門店……)

(注2)月 額賃借料別分類

超小型:25万 円未 満

小 型:25万 円以上100万 円未 満

中 型:100万 円以上

図2導 入 に当って陸路とな った要素

1例 外処理が多い 42.5%

2基 礎 データの未整備 1 41.5% 1

3コ ー ド化作 業 1 24.0%

4新 シス テ ムへ の 抵 抗 21.9% 1

,非ED,顛 の教訓 練1 15.5%

6EDP要 員の確保 1・4.・%1

7帳 票の不統一 巨1

8そ の他 「1…%

(注)多 項 目選択によ る
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図3:業 種別,電 算機型別に見た総合評価
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図4:電 算機型別で見た適用業務の ウエイ ト

算 出根拠:適 用業務数÷電算提 台数 ×』100

1販売鯉%1額 鯉 小 躍 理%1生 産管理%脇 管理%1給 与計算%

超 小 型

小

中

船

型

型

合

75

88

97

81

35

63

78

61

42

52

70

56

32

68

83

63

36

54

67

55

60

72

79

71

(注)製 造業のみ集計

図5:業 種別に見た対月商運 営経 費負担比率

全業種平均

製 造 業

[二 三亘=コ

| 0.40%

卸 売 業

小 売 業

運輸倉庫業

[=三 二]
0.37%

建 設 業

[=亟=二]

t

サ ー ビ ス業

(注)1.

2.

3.

0.22%

O.64%

算出式=月 間運営経費 ÷月 商 ×100

月間運営経費=電 算機賃借料+電 算要員直接人件費+消 耗品費等

月商10億 円以上の企業 を除 く

表1:電 算機型別運営経費対月商比率(平 均 ・最低 ・最高)

電 算機型別 月額賃借料(千 円)
月間運営経費対月商比率(%)

平 均 最 低 已 高

超 小 型

小

中

型

型

～249

250～499

500～749

750～999

1,000～1,999

2,000～2,999

0.17

0.25

0.28

0.33

0.37

0.35

0.04

0.13

0.16

0.23

0.06

0.15

1.12

3.12

1.97

1.79

2.00

2.86

(注1)月 間運営経費=電 算機賃借料+電 算要員直接人件費+消 耗品費等

(注2)月 商:記 入時点の月 を含めた6ヵ 月 間平均

(注3)超 小型,小 型 では月商10億 円を超 える企業 を除 く'



320第6部 付属資料

図6:現 在適用業 務と今後の重点実施業務

現 在 適 用 済

今 後 重 点実施

販 売 管 理

在 庫 管 理
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表2業 種 別 ・型別導入 目的の概要

導 入 の 目 的

業 種 別 月 間'レ ンタ ル(リ ー ス)料 別

呼 売
小 売

運輸倉
庫

建設不
動産

サ ー ビ

ス ～

249

250

～

499

500

～

749

750

～

999

1000

～

100

388

100100
201136

111 100

16

100

9

100

4

100

85

100

61

100

61

100

45

100

136

事務量の増大対処 』

業務の システム化

情報管理の効率化

人件費の高騰対処

47.9%41,356,640,956.3

186先837799

28.4%34,817,631,831.3

110先702475

15.5%17,913,218.26.3

60先361841

7.7%5.511.89.16.3

30先111621

44.4

4

44.4

4

11.2

1

0

100.0

4

0

0

0

42.4

36

31.8

27

16.5

14

7.1

6

62.3

38

26.2

16

11.5

7

0

47.5

29

31.1

19

21.3

13

ぴ;

57.8

26

24.4

11

4';

11.1

5

42.0

57

27.0

37

18.0

24

13.0

17
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表3:導 入 目的の個々の内容に対す る電算機型別評価

電 算 機 型 別 の 効 果 評 価

導
入
目
的

個 々 の 目 的

合 計 一2491-49gl-749「-99gl・ … 一

鋤1上 廻1下廻i先1上1下1先 山 下1先1上1下 国 上 下 同 上1下

人
件高
費騰
対
処

人 員 削 減

時 間 外 減 少

将来の人員抑制

20

6

20

15

5

18

5

1

2

6

2

5

5

2

4

1

0

1

1

0

1

0

1

1

0

1

0

1

1

1

0

0

5

2

2

3

1

2

2

1

0

7

2

11

6

2

10

1

0

1

事
務増
費大
対
処

単純事務機械化

事 務 複 雑 化

将来事務対処

97

55

118

91

50

111

6

5

7

20

15

26

19

14

25

1

1

1

18

10

22

17

8

19

1

2

3

12

6

20

10

6

18

2

0

2

17

7

15

16

7

15

1

0

0

30

17

35

29

15

34

1

2

1

業 シ
務 ス
の テ

ム

化

単一個別事務

複 数 業 務

総 合 業 務

52

42

61

45

37

44

7

5

17

14

9

11

13

7

8

1

2

3

8

8

9

6

5

8

2

3

1

8

8

9

6

8

4

2

0

5

7

3

3

5

3

2

2

0

1

15

14

29

15

14

22

0

0

7

情
報
管効
理率
の化

早 期 入 手

正 確 性 保 持

新 情 報 造 出

48

36

22

42

33

17

6

3

5

11

6

2

9

6

2

2

0

0

7

4

3

6

4

2

1

0

1

∫1

7

3

10

5

2

1

2

1

1

0

0

0 1 18

19

14

17

18

11

1

1

4

人

事

一

括

46

270

155

106

38

252

126

92

8

18

29

14

13

61

34

19

11

58

28

17

2

3

6

2

2

50

25

14

44

19

12

11

6

6

2

2

38

25

21

2

34

18

17

0

4

7

4

9

39

13

1

6

38

10

0

3

1

3

1

82

58

51

,」 、8

78

51

46

2

4

7

5
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7情 報処理 サー ビス業の将来 ビ

ジ ョ ン

1974年5月 財団法人 日本情報 開発協会 ・社団法人 日本情報センター協会 「情報

処理 サー ビス業の将来 ビジョンに関す る報告書」 よ り抜奉

第4章 情報処理 サー ビス業の とるべ き対策

2業 界の共同対策

{1}業 界の社会的地位の向上

① 産業 構造の申 におけ る情報処理 サービス業界の明確な位置付けのための努力

情報処理 サービス業 は,さ きに も述べたよ うにわが国 において極 めて浅い歴史 しか有 していないために,業

界の社会的位置 は未だ確立 されてお らず,評 価 も流動的であ る。情報処理サー ビス業が今後飛 躍的発展 を遂 げ

るためには,情 報化社会にお ける情報の価値 を十分 に認識す るとともに,わ が国の情報化の進路 を明確 に把握

して,そ の産業構造の中に占める自か らの地位 を確立 し,自 か らその進展 を リー ドしてい くだ けの努力を果 さ

ねばな らない。 そのためには,ま ず業界 としての ビジ ョンを自か らの手で確立 し,業 界が果すべ き社 会的機能

を,広 く社会全般にPRす ることが必要 とな るであろ う。

④ 業 界 としての ビジョンの確立

情報 は,情 報化社会 において,従 来の物的資源,人 的資源,エ ネルギー資源な どと同じ役割 を果 す知 的資

源であ る。例 えば交通制御 システムによ って多 くの車が通行で きるよ うになれば,そ れは道路の幅 を拡張 し

たの と同 じ効果 を持 った もので あ り,適 切な市場情報 は,資 材,工 場設備,流 通な ど各種資源 を増加 させた

の と同 じ役割 を果す ものである。情報の巧みな利用 によ つて,資 源の損失 を減少 させ,さ らに積極的に新 し

い価 値を生 み出す ことが で きる。

情報処理 サービス業が扱 ってい る情報 とは,こ のよ うな価値 あるもの である。その認識の もとに,わ が国

の 情報化の進路 を見通 して いけば,情 報処理サー ビス業 のビジ ョンは 自か らその輪郭 を明 らか にす るであろ

う。

さきに述べ たようにわが 国の情報化 は,現 状の省力化 中心の機械化か ら一歩 を進 めて,科 学的手法 を駆使

した企業経営の計画化,生 産 ・販売 ・事務部門の システム化,異 企業 間のネッ トワー ク化 な ど産業の情報 化

・の深ま りと,市 民生活の向上 に直結す る生活の情報化 の充実 を迎 えよ うと してい る。 また産業構造の面にお

いて も,知 識集約型産業への転換が叫ばれてい る。

ζのよ うな変化に対応 して,情 報処理サ ービス業 は明確な ビジョンと先見性 をもって積極的に 自か らの社

会的地位をか ちとる必要が あろ う。

◎ 産業の社 会的機能の認識
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情報化 の進展 によって,社 会の多方面にわたる大量のデー タを体系的 に整理 し,必 要 に応 じて タイム リー

に的確な情報 を得 ようとすれば,従 来のよ うな人力 による解 決には自か ら限界が生ず ることは当然であ る。:

企業 自身 も,従 来の よ うに閉鎖的な情報収集 ・管理 に終始す るのではな く,広 く社 会的情報 を求 めねばな ら

な くな るであ ろ う。

さらに社会開発,環 境 整備 などのいわゆる社会公共システムの開発 ・整備のためのニーズが高まって くる

につれ,情 報処理サー ビス業が果すべ き社会的機能 は一段 と向上す る。

情報処理サ ービス業 は,従 来の単な るサービス業 的性格か ら脱却 して,「 知識」 を提供 し,社 会公共 シス

テ ムの開発整備 を担当 し得 る情報処理専業者 としての能力 と経験 を十二分 に発揮 し,わ が国の情報産業 を リ

ー ドす る自覚 を持つ とと もに,そ れ を社会全般 に認識 させ るこ とが必要で あろ う。

② 業界の社会的 イメー ジの向上

そのためには,現 在 の情報処理サー ビス業 に対 して社会全般が抱 いてい る下請 け的計算 センターとしてのイ

メージを払拭 し,わ が 国情報産業の開拓者,情 報化の リーダーとしてのイメージを定着 させ るとともに,そ れ

に相応 しい体制整備 を進 めねばならない。す なわち,対 外的 には積極 的にPRを 展開 して実状 を知 らしめ ると

ともに,業 界 内部 に対 しては,業 界秩序 を確立 して,自 か らの信用 を高め る努力が必要 である。

④ 業界 としてPRの 展開

情報処理 サービス業 は,こ れまで自か らの経営基盤 を固めることに忙 しく,業 界 としての纏 った統一 的意

志の もとに大局的な見地か ら業界 自体の体質改善,あ るいは情報処理技術の向上 を図 ってい く余裕がなか っ

た。

しか しなが ら1970年7月,社 団法人 日本情報セ ンター協会が設立 され,業 界が一致 団結 して共通 した問題

の解決 を図 り,情 報処 理技術 の調査研究,情 報処理サー ビス業の需要構造調査な どの事業が地道に行なわれ

て,情 報化時代 にお けるキーイ ンダス トリーと しての基盤確立への努力が続け られ て き た。 同協会の活動

は,こ れまで主 として,機 密保護対策,ソ フ トウェアの価格基準の検 討,各 種調査の実施など,専 ら業界内

部の足 並み を揃 える方 向に向け られて↓・たが今後 はさらに活動範囲 を拡大 して,情 報処理サービス業 の対外

的普及宣伝 を強力 に展開す る必要 があろ う。

例 えば,さ きに述べた とお り

A情 報処理サー ビス業が,こ れまでわが 国情報 産業の発展の中でどの ような役割 を果 して きたか。

B情 報処理 サー ビス業 は,外 国資源に依存す る程度 は極めて低 く,し か も生ず る価 値は極めて大 きい省 資

源産業で あ り,無 公害産業で ある。

Cコ ン ピュータを自か ら導入す る余力のない中小企業 の合理化に,情 報処理 サービス業が どのよ うな貢献

をしてい るか。

Dコ ンピュータの 自社導入 をした場合 と,外 部 の情報処理サービス業 を利用 した場合の利害得失。

E情 報処理サー ビス業の将来構想,創 造性 を発揮 し得 る無 限の発展性な ど,業 界 のイメージを高め るため

の啓蒙運動 を,マ スコ ミを通 じ,あ るいはダイレク ト・メールを通 じ,積 極 的に展 開す ることが必要であ

る。

また,各 種調査研究活動の成果 について もこれ を広 く公表す ることによって,社 会的に業界の意見,要 望,

対策 を発言 し,自 か らの立場を鮮 明にす ることが必要 と思われ る。
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このために は,業 界の強固な結束 を通ず る協会 自体の組織 拡充 と,財 政基盤 の強化が前提 とな ろう。

◎ 業界の秩序,モ ラルの確立

情報 処理 サー ビス業の社会 的地位の向上を阻害 してい る理由のひ とつ として,従 来,小 規模,少 人数で容

易 に市 場参入が可能であったため,情 報化の波に乗 って零細企業が急激 に増加 し,不 当な市場競争 とず さん

な経営 態度か らユーザ ー側の不信 をか う例があ った ことが挙 げられてい る。一方,顧 客 側に も,情 報の価値

を過小 に評価す る社会通念が存在 していた ことも否 めない事実であ るが,業 界 自身が,業 界秩序の確立,商

業道徳の遵守 に関して反省す べき点が なか った とは言い得 ない。

A機 密保護管 理基準の オーソライズ と実施

(社)日 本情報セ ンター協 会では,か ねて情報処理倫理委員会 を設 けて,機 密保護対 策の 自主的確立 を

中心 に検討 を重 ね,1972年3月,「 機密保護に関す る倫 理 と対策」報 告書 を作成 した。その申で 同協会は

④ 業界 としての倫理の高揚 を図 ること。

⑧ 機密保護 のための管理基準の普及 と徹底につ とめ,業 界全般の管理水準 を向上 させ ること。

◎ 機密保護のための技術の開発 と普及 にっ とめ ること。

◎ 常 に適切な対 策を とり得 るよ う業界の実情 を把握 す ること。

⑧ 顧 客および一般社会の機密保護 問題 に対す る理解 と協力 を得 るよ う不断の努力 を続け ること。

㊦ 情報価値の認識 に対す る社会的意識の醸成 に努力す ること。

⑥ 政府の政策,法 的措置の面において,適 切かつ妥当な方向が打 ち出され るよ う働 らきか けること。

⑪ 保険制度等の検討を進 めること。

の8項 目をあげ,と くに緊 急を要す る対 策 として,「 機密保護管理基準案」 を作成 し,機 密の定義,規 程

の整備,契 約書への機密保護条項の明示,人 事,組 織管理,保 安設備管理,受 託業務 管理,電 子計算機 の

共同利用 にお ける管理な ど,35条 にわたって詳 細に指針 を示 してい る。

この管理基 準は)そ の前文に うたわれてい るよ うに,「 情報処理サー ビス業者が,機 密保護 に関す る社

内規程を制定す るについて規範 として活用 され ることが ね らいで あ り,統 一 的な規程 を意 図 した ものでは

ない」。従 って 「環境面,経 済面 などの理 由か ら,現 在 なお十分 に行なわれ ていない」 うらみが あるが,'

情報処理サー ビス業が,顧 客企業の未整理の ナマ情報 を,コ ン ピュータによ って整理,統 合,分 析 し㌧利

用価値の高 い情報 に仕上 げることを業務 としてい る以上,「 機密 を守 る」 ことは職業倫理の基本であ り,

顧客 の信頼 を離れて情報処理 サービス業 は成立 し得ないのであ る。業界 として,広 く全般的に実施 に移す

べ き時期が到来 してい ると言 うべ きであ る。

B過 当競争 ダン ピング競争の防止

業 界の秩序 を混乱 させ る第2の 大 きな原 因は,過 当競争 による不 当な安価受注競争 であることは否定 で

きない。お よそ商品の価格には,そ の生産に要 した原価 と,そ れ を利用す る顧客側の評価 との2っ の側面

が あるが,情 報処理 サービス業者が取 り扱 う情報 とい う商品 は,工 業化社会 におけ る形 のある商品 を中心

とした 「財 」の概念 とは異 った頭脳 的所産であ る性格 を もつだ けに,そ の価格の決定方 法 も難 し さ が あ

る。 それだけに情報処理 サー ビスの価格 は恣意的な ものが入 り易 く,市 場 の状況 に応 じて極 めて流動性 を

もち易い。そ して これが,情 報処理サービス業の経営 を不安定 にし,し か も業界の信用 を低下 させ る大 き

な要 因とな ってい るのである。
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従 って情報処理 サービス業 界と して は,ダ ンピング競争 を防止す るために,自 か ら節度 を守 って 「公正

競争規約の制定」 「標準価格 の設定 とその遵守」 などの対策を検討す る必要があ る。

標準価格の設定にあたっては

① 単 にサー ビスに要 した人件費,材 料費,コ ンピュータの使用料な どの原価 だけでな く顧客の業務 を処

理す るのに最 も適合 したプ ログラムの構成 その他一連の知的技術の全過 程を正 し く顧客に認識 して もら

い,処 理業務 に裏打 ちされてい る高度な技術 を無視 されないよ うにす ること。

⑧ 巨額な先行投資 や,技 術者に対す る教育訓練 費など も適正 に認識 して もらうこと。

◎ 急速に進歩 す るコンピュータ業 界の現状か ら,ハ ー ドウェアは数年 ごとに機 種の交替が起 り得 るが.

その場合に余儀な くされ る巨額の出費 など も考慮 に入れ る必要 がある。

な ど,市 場要因,品 質要 因,原 価要 因を検討 しなければな らない。

C登 録制度 による信用の向上

情報処理 サービス業 の中核 はその技術 にあ り,優 秀な人材 をいかに確保 して顧客の信頼に背か ぬサービ

ス を提供す るかにあ る。

そのための一方法 として,情 報処理サー ビス業者の登録制度 を実施 し,技 術の維持 向上,業 界の信用の

維持 につとめ るや り方 もある。業界 として も,登 録 制度の 内容が企業経営の 自由を束縛 しない ものである

限 り,積 極的 にこれ に協力 して,自 か ら信用 の維 持向上 につとめる必要 があろ う。

D事 故防止策の励行 と保険制度の新設

顧客の信頼 に値す る仕事を実行す ることは情報処理サー ビス業者の本来の 目的でなければな らない。 こ

のため業界 として は,事 故防止 マニュアル を作成 して,そ の徹底につ とめるとと もに,万 一事故が発生 し

た場合の保険制度の新設な どによ り,'不測の損害 をな くすために最大限の努力 を払わねばな らない。

事故防止 マニュアルとしては,業 務処理手順 な どドキ ュメンテーシ ョンの整備,チ ェック ・シス テム,

データの授受 とその取扱い,磁 気 ファイルの管 理,文 書類の管理な ど業務上 の問題 をはじめ,保 険設備,

防火 ・防災施設の完備,教 育訓練 の徹底な ど,あ らゆ る要因について慎重な配慮 をしなけれ ばな らない。

一方,保 険制度にっいて は,現 在通 産省な らびに保険業界が協力 して具体 案の検討 を行な ってお り,49年

中には新 しい保険制度の具体案が作成 され る段階であるので,そ の成 果には大 きな期待がかけられ るもの

と考 える。

② 総需要の喚起

現在の情報処理 サービス業界が抱いてい る基盤 の脆弱 さの一 因は,新 しい需要開発力の弱 さにあ る。情報処理

サービス業が昭和55年 において6,000億 円の市場規模 を達成す るためには,業 界 自体が総需要の喚起 に総力 を傾

注 し,飛 躍への道 を自力で切 り拓 いてい く努力が肝要 とな る。

① 顧客の増大

そのためには顧客 を増大す る対策 として,次 のよ うな諸点が考 えられ る。

④ 電算機ユ ーザーへのPRの 徹底

まず電算機 ユーザ ーに対 して,自 社の コンピュータでな し得 る業務の限界 と,情 報処理 サービス業 を利用

す ることの有利 性を徹底的に啓蒙す る必要があ る。

と くに経営者層 に対 して,果 して 自社の コンピュータ利用 は効率的に行 なわれてい るか,す べて を自社の
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コ ンピュータで処理 しようとす るために,経 費的,時 間的に意外な ロスが生 じてい る事実はないか,な どの

問題 について 目をむけるよう働 らきかけ,あ わせて情報処理 サー ビス業者 を利用す ることの メ リッ トについ

てPRを 積極的に進 めることは大 きな効果 をあげるであろ うと思 われ る。

例 えば,ユ ーザーにおけ るコンピュー タ要員 は,極 めて非能率的な実態が多い。一般 ユーザ ー に お い て

は,オ ペ レーターを専門職種 とせず,一 般社員を充 当す るため1～2年 で交替 させねばな らぬ傾向が多い。

またオペ レーター,シ ステ ム ・エンジニア,プ ランナーな どの職階の未分化か ら生ず るモラールの低下,コ

ンピュータ部門以外の職場 との労働条件の相違か ら生ず る不平,昇 進制度 にか らむ不満な ど,コ ンピュー タ

利用 の効率化の阻止要 因は意外に多い。 これ らの諸要因を,ユ ーザーの経営者層 は知 らされ ていない ことが

予 想外に多いのであ る。

このよ うな実態を十分啓蒙す ることによって計算セ ンターの利用 を促進す るとと もに,計 算セ ンターを利

用す る場合の マニュアルを整備,充 実 し,こ れ を広 くユーザーに配布 して需要 の喚起 につ とめることが必要

である。

◎ 電算機非 ユーザ ー層へのPR

コンピュータを所有 していない企業 に対 しては,コ ン ピュータの 自社導入 を行な う場合 と計算 センターを

利用す る場合 の経済性 を比較 して,計 算セ ンター利用へ誘導す る啓蒙運 動が よ り積極化 されねばな らない。

コンピュータを自社導入す る場合 の事前の準備,要 員の確保 と訓練,社 内にお け る関連部門への連 絡 とP

R,設 備 に要す る費用,ス ペ ニスの確保,プ ログラム作成 に要 する時 間的 ・人的労力 と成果な ど,あ らゆる

問題 を計算セ ンターを利用 した場 合 と比較 して,何 れが経済的に有利 であ り効率的であるか について,業 界

として公正 に顧客側 の判断資料 を提供す るとい う態度が必要であろ う。 この場合計算センタTの 処理料金 に

ついて,リ ーズナブルな標準料金が設定 されてい ることが前提 にな らなければな らない。

さらに業界 としては,計 算セ ンターが,コ ンピュータを自社で導入 す る余裕のない中小 企業 にとって,そ

の省力化 と業務処理の合理化を促進す る中枢的役 割を果す ものであ るとい う社会的役割 と,こ れ まで に果 し

て きた実績な どについて積極的にPRす る責任があろ う。 この場合,商 工会議所 あるいは中小企業協同組合

とタイアップする作戦 をとることも効果的で あろうし,ま た学校教育 との結 びつ きを考 えて,生 徒 の実習 に

対す る協力,教 師へ の情報処理教育を通 じて,情 報処理サー ビス業の果 している役割 を普及徹底 させ ること

も有効であろ うと思 われ る。

◎ 共同マーケ ティング

顧客の需要 に対 して早 く的確 に応 えてい くためには,ま ず 顧客が何 を欲 してい るか についての マーケテ ィ

ング活動が必要で ある'。しかしなが ら,現 在の計 算センター個々の力 を もって しては,到 底 それだけの能力

を もっ ことは不可能であ る。

そこで業界 と して は,共 同の力 でマーケ ティング活動 を行ない,こ れを個 々の計算セ ンターに還元す る方

法 を検討す る必要が ある。具体 的に言 えば,(社)日 本情報セ ンタ三協会 を通ず る共同調査 の実施 によ るマ

ーケ ッ ト情報 の把握,あ るいは個別会員社か ら,そ の地方の マーケ ッ ト情報 を定期的に協 会に集 中して,こ

れ をフ ィー ドバ ックす る体制 を作 ることなどが必要があろ う。

一方,こ れ らの顧客 のニーズに即応 で きる体制づ く りが重要 とな って くる。地域別,あ るいは使用 コンピ

ューク機種別に情報処理 サrビ ス業の協業化体制 を推進 する ことによ り共同受注の促進 コンピュータの空
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時間の相互融通な ど,共 同化の方 向と方法 に関す る研究 も怠 ることがで きない。 もちろん通信回線を利用

したネ ッ トワークの作成 について も研究が進 め られ ねばな らない。

さらに,官 公庁におけ る電算処理業務の民間計算 センターへ発注促進 も,業 界 として強力に要請 しなけれ

ばな らぬ問題で ある。 アメ リカにお ける情報処理産業の発展が,国 防,宇 宙開発,原 子力 といった大規模 な

国家的プ ロジェク トの民間発 注によって支 えられて きた ことか らみて も,公 共需要の拡大が情報処理サービ

ス業の技術力 を向上 し,業 界 の発展 を促進す るもので あるこ とは疑問の余地はない。政府や公共団体が情報

処理 を行 な う場合 には,で きるだけ民間情報処理 サービス業 を活用 し外注す るよ う,強 力 に働 らきかけ るこ

とが必要 である。

◎ 顧客 ニーズの誘発 と,新 規 サー ビスの共同開発

顧客の増大 を図 るため には,現 在の マーケ ッ トの 申での需要拡大 につ とめ るだけではな く,新 しい顧客 の

ニーズ を発見 して,新 規のサー ビスを開発 し,マ ーケ ッ ト自体 を拡大 してい く努力が重要であ る。 しか しな

が ら,こ れは個 々の情報処理 サー ビス業者だけの努力では極 めて困難な事業であ り,業 界全体 の共同開発,

あるいは計算 センター と顧客,業 界 とメーカーの間 におけ る共 同研究が必要 となろ う。

例 えば,ソ フ トウェアのパ ッケージ化によ る低廉 な処理方式の共同開発,業 務処理のパ ター ン化,標 準 化

の共同研 究を行 なうことによって,コ ス トの低減による利益率の 向上 を図る こと,顧 客社の省力化 システム

を顧客 と共同で研究開発す ること,顧 客 とメーカーとの串間に立 〔て,タ ー ミナルの共同開発 を行 うこと,

インプッ ト・ア ウトプッ トの簡単化,迅 速化,自 動化な どに関 して コンピュー タ ・メーカーと共同研究を行

うことによって効率化 を進め ることな ど,顧 客層 を拡大す る方法 はさま ざまに考え られ る。

② 適正な価格の設定

安定 した顧客をつか み,さ らに これ を拡大 してい く基本には,適 正 なサービス料金が設定 されていなければ

な らぬことは当然 のことで ある。

さ きに も述べたよ うに,情 報処理 サー ビスの価格は,取 り扱 う商品が情報 とい う知 的技術 を伴ったものだけ

に,そ の設定基準 にはさま ざまな要素が入 って くるが,業 界 として は,こ の際妥当な原価計算基準 を作成 し,

その原価計算基準 に基 く適正な価格 を設定す ることが先決条件 となろ う。

また現在のよ うに,経 済状勢 の変動が極めて激 しく,物 価水準がそれに応 じて激 しく揺 れ動いてい る時代 に

は,物 価 にスライ ドした サービス価格 の設定な ども必要 とされ るで あろう。

③ サービス ・エ リアの拡大

④ 海外市場の開発

需要の拡大 を図るには,サ ービス ・エ リアを日本 国内だけに限定せず,広 く海外市場 にも進 出す ることを

考 えねばな らない。

韓国,台 湾をはじめ東南 アジア諸国において も情報化の波 はよ うや く広 が りは じめ,『わが国の優れた情報

処理技術 に対す る援助の要請 も,ま たようや く高 ま りつつある。 これ ら諸国では労働力 も豊富であ り,賃 金

水準 も高 くない。 これ らの市場開発 は,こ れか らのわが国情報処理 サー ビス業の一 つの行 き方 を示す ものと

して有望視 され るところであ る。

@新 規 サービス分野の開発

海外市場の開発 と同時 に,国 内における新規サー ビス分野 の開発 も大 きな可能性 を秘 めてい る。
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例 えば,漢 字情 報処理 システムの開発 に伴ない医療の漢字 レセプ ト作成 業務 が急速 に拡大 されつつあるの

をみて も,漢 字 を使ったわが国独特 の処理業務が さま ざまに開発 され る余地 を残 してい ると思われる。 また

POS(ポ イン ト・オブ ・セールス)に ついて も公衆通 信回線 を利用 した新 しいPOSネ ッ トワークの サー

ビス業務が今後発展 して ゆくよ うに思 われ るし,さ らにオ ンライン,TSSの 共同利用分野の開発,あ るい

は情報提供サー ビスへの進 出など も考 えられ る。 これ らの新規サー ビス業務の開拓へ創意 を発揮 す る こ と

が,未 来の発展へ直結す るともい えよ う。
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8民 放 界 に お け る コ ン ピ ュー タ

リゼ ー シ ョ ン

1974年3月 社団法人 日本民間放送連盟放送研究所 「民放 コンピュータ白書」

よ り抜華

1概 要

〈民 放 にお け る コ ン ピ ュー タ導 入 ・利 用の 現 状 と将 来>

71年 以来,コ ン ピ ュー タは い わ ゆ る3.5世 代(LSI超 高 密 度 集 積 回 路 ・時 代)へ の移 行 期 に 入 っ た。 大 型 機 の

性 能 向上,オ ン ラ イ ン化,そ して 一 方 で は,ミ ニ コ ンの 急増 とい う新 しい動 向が 芽 生 えつ つ あ る。

この よ うな コ ン ピ ュー タ業 界 の 動 きを反 映 して,71～74年 にお け る民放 界 の コ ン ピ ュー タ利 用 も東京 放 送 を は じ

め とす る既 導 入8社 の レベ ル ア ッ プ,読 売 テ レ ビな ど3社 にお け る本格 的 オ ン ラ イ ン シス テ ムの 出現,そ して,名

古 屋 放 送 な ど10社 にお け る ミニ コ ンの導 入 等,導 入 ・利 用 の 分極 化が す す みつ つ あ る。 適 用 業務 もス ポ ッ ト管 理,

財 務 関 係 な ど定 型 業 務 の 着 実 な拡 充 化 が はか られ る一 方,経 営 分 析,デ ー クバ ンク な ど戦 略 的 利用 も 増 加 し っ っ

あ る。

さ らに,72年10月 よ り読 売 テ レビ にお い て民 放 界 で 始 め て の事 務 用 コ ン ピ ュー タ と番 組送 出 コ ン ピ ュー タ との オ

ン ライ ン化(直 結)が はか られ た が,こ れ を機 会 に各社 にお い て も事 務用 機 と送 出 自動 化機 の 直 結 の是 非 に つい て

真 剣 に検 討 が は じめ られ て い る。

今 後 の 計 画 と して は,4～5年 後 に は,民 放 各 社 の う ちの 約 半 数 の 社 にお い て 事 務 用 コ ン ピュー タ(ミ ニ コ ン を

含 む)が 導入 ・利 用 され る見 込 で あ り,外 部 ・関係 計 算 セ ン ター を含 め た コ ン ピ ュー タ を何 らかの 形 で 活 用 す る で

あ ろ う社 は,民 放 全 体 の70%程 度 に達 す る もの と見込 まれ る。

参 考 の た め,関 連 業 界 の コ ン ピュ ー タ をめ ぐる動 向 を概 観 す る と,① 新 聞 各社 で も事 務用 機 の レベ ル ア ップや シ

ステ ムの拡 充 が はか られ,オ ンラ イ ン化 の 傾 向 もで て きつ つ あ る。 ② 電 通 で は さ きに開発 したMAPシ ス テ ム にっ

づ き,最 近 テ レ ビ ・ス ポ ッ トの総 合 的 ・戦 略 的利 用 ・販 売 をめ ざす"ダ ッシ ュ"シ ス テ ムの 開 発 に成 功 し活 用 を開

始 す る。 博 報 堂 で は73年12月 よ りマ ーケ テ ィン グ ・広告 計 画 の 総 合 的 シス テ ム と してHMOS(博 報 堂 マ ーケ テ ィ

ング ・オ ン ラ イ ン ・シス テ ム)を 開発 し運 用 を開 始 して い る。 ③ 調 査会 社 の ビデ オ リサ ー チ,ニ ー ルセ ン と も機 種

の レベ ル ア ッ プ をはか り,民 放 各社 の高 度 の 戦 略 的調 査 分 析 の注 文 に応 じて い る。報 告 も要 請 に応 じ磁 気 テー プ に

よ る こ と も定 着 して きてい る。

以 下,73年10月 現 在 の 民 放 コ ン ピ ュー タ導 入 ・利 用 ア ンケ ー ト調 査 結 果 の主 要 な もの を要 約 してお こう。

① 自社導 入 は29社,レ ベ ル ア ップ,オ ン ライ ン化,一 方 で は ミニ コ ン増加 な ど利 用 戦 略 に 分極 化 傾 向 が で る。

74年3月 現 在 の 自社 導 入 社 は29社 。 導 入 機 種 は大 型,中 型,ミ ニ コ ン と三分 され る。
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〔大 型 導 入 社(6社)〕

*東 京 放 送 ,*日 本 テ レビ,*日 本教 育 テ レ ビ,*フ ジテ レ ビ,*朝 日放 送,*読 売 テ レ ビ

〔中型 導 入 社(13社)〕

北 海 道 放 送,札 幌 テ レビ,*文 化 放送,山 梨 放 送,静 岡放 送,テ レ ビ静 岡,中 部 日本 放 送,東 海 テ レ ビ,毎 日放

送,*関 西 テ レ ビ,山 陽放 送,南 海放 送,南 日本 放 送

〔小 型(ミ ニ コ ン)導 入 社(10社)〕

青 森 放 送,岩 手 放送,仙 台 放 送,ニ ッポ ン放 送,富 山 テ レ ビ,北 陸 放 送,名 古 屋 放 送,大 阪 放送,中 国放 送,四

国放 送

この 自社 導 入 の う ち*印 の8社 が72～74年 にか け て レベ ル ア ップ をお こな って い る。 オ ン ラ イ ンは69年 山陽 放送

に おい て 最 初 に試 み られ たが,そ の 後71年 読 売 テ レ ビの 本 格 的 オ ンラ イ ン シス テ ムが 出現 し,72年 の 関西 テ レビへ

と続 い てい る。 東 京 放 送,フ ジ テ レ ビに お い て は,社 内 で の オ ン ライ ン(い わ ゆ る イ ン ラ イ ン)を お こ な っ て い

る。

なお,前 回 調 査 の71年1月 時 点 の 自社 導 入 社 は17社 で あ ったの で,こ の3年 間 に12社 増 加 した わ け で あ る。

② 利用経験社は53社(回 答社の54%),関 係 ・外部計算セ ンターの利用 はあま り増加 していない。

関係計算セ ンタ利用9社,外 部計算センタ利用15社(別 に 自社導入社で外部利用2社)と 社数では,あ ま り増加

してい ない。 自社導入,関 係 ・外部セ ンタ利用通算の コンピュータ利用経験社は53社(54%)で あ る。71年 当時の

利用経験社 は39社(51%)で あったので,比 率ではそれ ほど増加 してい ない。 これは,U局 が開局後 日が 浅 く,事

務用 コ ンピュータをあま り利用 していない ためであ る。

〔関係 センタ利用社(9社))

山形放送,東 京12ch,新 潟放送,信 越放送,RKB毎 日,テ レビ西 日本,熊 本放送,大 分放送,宮 崎放送

③4～5年 後 に は,自 社 導 入 は43社(約50%),利 用 経 験 社 は63社(約70%)に 達 す る見込 。

4～5年 後 に は,自 社 導入 社(ミ ニ コ ン を含 む)は16社 増 加 し,43社(回 答 社 の 約50%)に 達 す る もの とみ られ

る。 関 係 セ ン タ ー利 用(9社),外 部 セ ン タ利 用(11社)は,現 在 と あ ま り社数 で は変 化 が な い か,多 少 減少 す る

こ とが 見込 まれ る。4～5年 後 の利 用 経 験 社 は,現 在 の とこ ろ未 定,検 討 中 の社 を含 め る と63社(約70%)を 上 回

る もの と推 測 され る。

④ コ ン ピ ュー タ担 当役 員 設 置 は25社,コ ン ピ ューータ要 員 は社 に よ り6～40名 ま で分 散 して い る。

専任 担 当役 員 設 置4社(4人),兼 務 担 当 役員 設 置21社(23人),計25社(27人)に お いて コン ピ ュ ー タ担 当役 員

をお い て い る。

コ ン ピュ ーータ担 当 組 織 で は,回 答48社 の う ち,委 員 会 の あ る もの17社,委 員 会 の な い もの25社 。 委 員 会 の あ る社

は,委 員 会一 役 員 会 一 電 算部 の連 けい が 強 い 。

コ ン ピ ュー タ要 員 は,報 告事 例(ミ ニ コ ン を除 く)で は6～40名 に 分 散 して い るが,平 均 す る とお お む ね ④ 在

京 社 で25人 ◎ 在 阪 社20人 ◎ 基 幹 地 区15人 ◎ 地 方 局10人 程 度 とな っ てい る。 ミニ コ ン導 入 社 は,兼 務 の みか,

3～5名 程 度 と シス テ ム規 模 に よ って ま ちま ちで あ る。 キ ーパ ンチ ャー につ い て は,半 数 以 上 の 社 が 外 部 か ら契 約
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で要員の派遣を うけてい る。

⑤ 適 用 業 務 は営業,経 理,調 査,人 事 関 係の 利 用 は活発,今 後,経 営 戦 略,デ ークパ ン ク,編 成 計画 な どへ の

利 用 意 向 が 強 い。

現 在 利 用 社 数 の 多 い適 用 業 務 をみ る と,給 与 計 算(39),請 求 書 発 行(34),放 送 確 認 書 発 行(32),ス ポ ッ ト管

理(22),視 聴 率 予 測 の集 計 解 析(25)な ど定 型 的 業務 が多 い 。 戦 略 的利 用 と して は,選 挙 速 報 に利 用(13),予 算

・実 績分 析(19) ,社 内 デ ー クパ ン ク(6),ネ ッ ト系 列 で の 共 同 デ ー タ処 理(8)な どが あ る。

今 後 増 加 が 見 込 まれ る業 務 は,1年 以 内で は現 在 と大 差 な く予 約契 約管 理(8),ス ポ ンサ ー 管理(8),確 認 書

発 行(10),請 求書 発 行(9),給 与 計 算(9),運 行 表 作 成(8)な どの 定 型 的業 務 が 多 い 。 しか し,2～3年 以

内 に は スポ ッ ト管 理(20),タ イ ム管理(18)の 他,戦 略 度 の 高 い 営業 プ ロ モー ト資 料 作成(13),視 聴 率 予 測(15),

制 作 費 管 理(15),経 営 分 析(16)な どが 計 画 され て い る。

⑥ 適用 業務数か らみた現在 のシステム規模 は申程度までであ るが,3～4年 後 には総合 的な システムも実現 し

よ う。

現在の民放 システムは適用業務数やその相互 の連関性か ら3グ ループにわけ られ る。④給与計算,経 理処理,調

査集計な どそれ ぞれ相互 に関連 な く局部的に独立 して処理 してい るもの26社,◎ タイム ・スポ ッ ト管理一編成枠取

一経理 を関連処理 し
,一 部給与計算,調 査集計 をお こな っている もの。札幌 テレビ,東 海 テレビ,山 梨放送,南 海

放 送な ど20社,◎ 編成枠取一営業一経理一制作費管理一人事な どを関連処理 してい るもの。 東京放送,フ ジ テ レ

ビ,関 西 テ レビなど7社 程度。

ただ,3～4年 後には東京放送,日 本テ レビ,フ ジテレビ,読 売 テレビな ど6～7社 において,総 合 的なシステ

ムが開発 され る可能性が強い。

⑦ 稼 動 時 間 は 月 間平 均150～300時 間,レ ン タル料 は,50万 円 未 満,100～300万,500～1,000万 の3グ ル ープ に

わ か れ る。

月 間 の コ ン ピ ュー タ稼 動 時 間 は社 に よ って120～600時 間 とか な りの バ ラ ツキ が あ るが,平 均 的 に み る と,在 京 ・

阪 の 社 は月 間300時 間程 度,地 方 局 で は150時 間 程 度 とみ られ る。

レ ン タル 料 は,ミ ニ コ ン(買 取 りで な い 場 合)は50万 円未 満(4社),中 型機 は100～300万 円(8社) ,大 型機 は

500～1・000万 円(3社)の3グ ル ー プ に わか れ る。71年 当時 との相 違 は,ミ ニ コ ンの レ ンタ ル社 が4社 ,大 型機 の

社 が2社 増 加 した こ とで あ る。

一 方 ,計 算 セ ン タ ーへ の使 用 料 支 払 は,月 間 で50万 円以 下8社,100万 ～300万 円 が5社 とな って い る。

71年 以 降,中 型 機 以 上 の 買取 りはな く,500～1,000万 円 ク ラスの ミニ コン の買 取 りが4社 あ るの が 目立 っ。

⑧ 関係 計 算 セ ンタ,ソ フ トウ ェ ア会社 の新 設 は あま りみ られ な い 。

民放 の関係計算セ ンタは66年 ～68年 頃多 く設立 されたが,そ の後大 きな動 きは認 め られない。73年10月 現在,民

放 関係計算 センタは9社,そ の他 自社導入機で一部計算センタ業務 をしてい るものが2社 ある。関係 セ ン タ の う

ち,大 手の年間売上 高は47年 度で2～4億 円に達 してい る。
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ソ フ トウ ェ ア会 社,コ ン ピュ ー タ関 連 学 院 も71年 以降 大 きな動 きはな く,数 社 に と どま って い る。

⑨ 番組送 出自動化の社 は,ラ ジオ33社(65%),テ レビ78社(95%)。 今後,事 務用 機 との連 けいの方法が焦点

とな ろう。

73年10月 現在,何 らかの形 で番組送出 自動化(プ リセッ ト方式,専 用 コンピュータ方式な ど)を お こな ってい る

ものは,ラ ジオ33社(65%),テ レビ78社(95%)に 達す る。 ラジオの最初の 自動化 は59年 中部 日本放送 において

お こなわれ,続 いて62年 山陽放送,64年 静 岡放送,ニ ッポン放送へ と引 きつがれ てい る。 ラジオ自動化の ピークは

68～70年 の19社 実施の時期であ る。

一方,テ レビの最初の 自動化は59年 に山陽放送,中 部 日本放送,朝 日放送 にお いてお こなわれてい る。V局 は64

年か ら69年 にか けて順次 自動化がはか られ,U局 はほ とんどが発足時か ら高度 の自動化設備 に備 えてい る 社 が 多

い。

自動化の問題点 として指摘 されている もの は ④ バ ックアップ難@番 組変更な どへの対応難,◎ 被制御機 器の

整備の必要,e事 故時の人員 確保,養 成,㊥ 事務 機,営 業 シス テムとの連 けい など。

今後の計画 として は,当 然 これ らの問題点 を解 消す るた めの検討がな されてお り,と くに システム的には事務機

との連けい をどうつけ るかが大 きな焦点 となってい る。

⑩ システムの共 同開発,コ ンピュー タの共同利用 を求 める意見 も強い。 これまで,民 放 コンピュータシステム

は個別 開発のかた ちで設計 されて きた。 しか し,利 用経験が深 まるにつれて,共 同開発 を考 えよ うとい う意見があ

らわれてい る。むろん各社の個性 を無視す るもので はな く,民 放 とい う業務の特質か らい って,共 同開発の標準 シ

ステムです む範囲があ ること,共 同開発で開発 コス トやエ ネルギーを軽 くしよ うとい う意見で ある。

また,共 同利用については,ネ ットワーク,民 放全社,地 区,デ ータ通信の4種 類について意見が出 され る。 し

か し,す べてが共同利用推進 の意見で もな く,今 後,そ のメ リッ ト,デ メ リッ トについてのつ めた検討が必要 とな

って こよ う。
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付属資料ll〔 適用業務の現状 と計画〉

67.10 69.10 73.10月 現 在

現在 現在 利用業務増加社数 各年末利用業務累計社数 利用形態別社数
利 利 利

用 用 用 一 二 以 四 74 75 77 自 関 セ 外セ

社 社 社 年 ～ 年 計 ～ 以
ン ン

以 三 以 タ タ
数 数 数 内 年降 降 ワ6 降 社 係1 部1

、

1 スポット在時間管理 6 11 22 5 20 2 27 27 47 、 49 15 4 3

2 タイム空時間管理 3 6 13 5 18 0 23 18 36 36 9 3 1

3 予約 ・契約状況管理 6 13 26 8 14 2 24 34 48 50 17 5 4

4 売上 日計2乏作成 3 7 12 3 12 0 15 15 27 27 9 1 2

5 売上集計作業 8 14 30 9 11 2 22 39 50 52 20 5 5

6 営業 プロモート資料の作成 5 11 16 2 13 3 18 18 31 34 13 3 0

7 スポ ンサ ー管理 5 8 19 8 8 6 22 27 35 41 12 3 4'

8 営業方針決定のたすけ
'
5 8 18 1 11 6 18 19 30 36 12 4 2

9 番組分類統計の作成 0 6 13 4 9 3 16 17 26 29 6 4 3

10 視聴率調査の集計解析 11 23 25 3 5 3 11 28 33 36 11 5 9

ri'
^i疎

率予測 4 8 4 0 15 4 19 4 19 23 2 1 1

12 話調査の集計解析 8 14 21ピ 2 8 3 13 23 31 34 10 5 6

13 編成方針決定のたすけ 2 1 4 0 6 6 12 4 10 16 3 1 0,

14 編成計画の決定のたすけ 1 3 2 1 7 6 14 3 10 16 1 1 0

15 番組内での利用 一 6 6 3 5 5 13 9 14 19 4 1 1

16 選挙速報に利用 一 6 13 1 3 3 7 14 17 20 11 1 1

17 番組制作目標の指示のたすけ 0 1 1 0 6 6 12 1 7 13 0 0 1

18 制 作 スケジュールの管 理 0 0 0 0 3 3 6 0 3 6 0 0 0

19 制作要員の管理 0 0 0 0 4 3 7 0 4 7 0 0 0

20 スタ ジオの管 理 0 0 0 1 4 3 8 1 5 8 0 0 0

21 制作諸叢林 器具の管理 0 1 5 0 4 3 7 5 9 12 3 1 1
.

22 制作費の集剖層管理 2 3 7 5 15 2 22 12 27 29 5 1 1

23 放送確認岱発行 7 12 32 10 11 2 23 42 53 55 19 7 6

24 請求書の発行 7 12 34 9 12 2 23 43 55 57 20 6 8

25 売掛金管理 3 9 24 7 13 3 23 31 44 47 19 3 2 ,

26 在庫管理 1 4 8 0 13 4 17 8 21 25 6 2 0

27 固定資産の管理 1 6 14 5 16 5 26 19 35 40 11 1 2

28 減価償却費計算 4 8 19 6 16 4 26 25 41 45 13 1 5

29 買掛金管理 1 8 10 5 18 3 26 15 33 36 7 0 3

30 株主管理 2 8 15 2 5 1 8 17 22 23 9 2 4

31 予算 ・実績分析 1 7 19 5 15 3 23 24 39 42 11 3 5

32 利益管理 0 3 5 4 18 0 22 9 27 27 3 2 0

33 財務計算全般 2 8 19 6 14 4 24 25 39 43 14 2 3

34 給与計算 8 14 39 9 9 3 21 48 57 60 26 5 8

35 人事管理 4 3 10 4 17 6 17 14 21 27 10 0 0

36 番組運行表作成 6 10 19 8 11 6 25 27 38 44 13 2 4
一

37 送出徴用テープ作成 4 9 15 8 13 5 26 23 36 41 11 2 2

38 送 出機 の コン トロー ル 6 12 10 5 4 6 15 15 19 25 9 0 1

39 技術 計算1 1 2 8 0 2 3 5 8 10 13 8 0 0

40 社 内デ ー タバ ン ク 0 1 6 0 7 8 15 6 13 21 3 2 1

41 ネッ・ト系列での共同データ処理
一 一 8 0 0 5 5 8 8 13 4

、
2 2

42 外部への有料データサービス 一 一 5 0 1 2 3 5 6 7 4 1 0

43 経営資料作成全般 1 0 4 2 13 9・ 24 6 19 28 2 1 1

44 経営分析 0 0 2 2 16 7 25 4 20 27 1 0 1

45 広告費動向の管理・予測 3 0 2 0 7 11 18 2・ 9 20 1 1 0

46 景気動向の管理 ・予測 1 0 1 0 4 15 19 1 5 20 1 0 0

47 設備投資計画 一 0 0 1 6 5 12 1 7 ・12 0 0 0

48 中長期経営計画 一 0 0 0 6 7 13 o 6 13 0 0 0

49 経営者の意思決定のたすけ 1 1 0 1 11 10 22 1 12 22 0 0 0

50
他社の受託計算
(計算センター業務)

1 1 7 0 0 1 1 7 7 8 7 0 0

51 音楽配給業蒋 一 一 1 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0

52 送信所事故集計 一 一 1 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0

注 ①(一)印 は当該年の調査にて調.査項目力煙 かったことを示す。

② 厄誉者の変更.集 票の相違など}こより.項 目によっては減少しているものもある.
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1--

9ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ と マ イ ク ロ

コ ン ピ ュ ー タ

1974年3月 社 団法人 日本電子 工業振 興協会 「ミニコ ン ピュー タに関 す る

調 査報告 書(第3報)」 よ り抜奉

第 一 編 ミニ コ ン ピュー タユ ー ザ調 査

2調 査 内 容

2.1調 査 概要

国 内 の500社 の ユ ーザ ー(エ ン ドユ ー ザ ー,OEMユ ー ザ ー,現 在 導 入計 画 申の もの を含 む)に ア ン ケ ー ト用 紙

を送 付 し,232社 の 回答 を得 た もの の う ち回答 と して不 適 当 な2社 を除 い て230社 につ い て集 計 した。

回答 の 中 に は必ず し も各 項 目に す べて 回答 が な い場 合 や,1項 目 に数 個 の 回答 もあ り,各 項 目の各 回 答 数 は230と

必ず し も一 致 して い な い もの が あ る。

結果 の と りま とめ に つい て はま ず 生 の ま まの 数字 を集 計 し,こ れ か ら読 み とる結 論 は客 観 的 に,コ メ ン トの形 で

注 記 した。'

2・2回 答 書 の 業 種 と分 布

今 回,集 計 対 象 と した230社 の 業種 を分 類 して み る と,エ ン ドユ ーザ ーで は,電 気 機 械 製造 業,化 学 ・石 油,大

学,OEMユ ーザ ー で は,電 気 機 械 製造 業 か らの 回答 が と くに多 い。

これ は,通 商 産 業 省 に よ る ミニ コ ン ピ ュー タの 使 用 状 況調 査 と ほ ぼ同 じ分布 を示 して い る。

な お,昨 年 との 比 較 で もほ ぼ同 じで あ る。

3調 査 結 果

3.2価 格 ・性 能 につ い て

3.2.1導 入 した ミニ コ ン ピ ュー タの 性 能 に つい て

第3.2・1表 既 使 用者 の 満 足 度

満足度

満足 していない

満足 してい る

ど ちらで もない

計

集 計

127件

61件

22件

210件

60.5%

29.0%

10.5%

100.0%

内 訳

A

97件

49

18

164

%

59.1

29.9

11.0

100.0

B

19

10

2

31

%

61.3

32.3

6.4

100.0

AB

11

2

2

15

%

73.4

13.3

13.3

100.0

第3・2・1表 は導 入 し た ミニ コ ン ピュ ー タの 満足 度 を集 計 した もの で あ る。



338第6部4寸 属 資米斗

この表 で み る限 りユ ーザ ー は既 導 入 シ ステ ム に つ いて 何 らか の 不 満 をいだ い て い るこ とが うか が え る。

期 待項 目の 上 位3件 は ① ソ フ トウ ェアの 拡充 ② 信頼 性 の 向上 ③ 記 憶 容量 の 増 加 で あ り,ユ ーザ ー の 期待 は これ に

集 約 され て い る と言 って よか ろ う。

3.3ア プ リケ ー シ ョンの 新 分 野 に つ い て

先 ず,現 在 使用 され て い る ミニ コ ン ピュ ー タの 職務 分 野 につ い て は,製 造 ・製 造管 理 業 務 に最 も多 く使 わ れて お

り,次 い で研 究業 務,情 報 処 理 業務 が多 い 。 ま た,製 造 ・製 造 管 理 部 門 に つ いて み る と化 学,石 油,電 気 機 械製 造

業,鉄 鋼 の 各 業 種 で最 も多 く使 わ れ てお り,研 究 業 務 で は大 学,電 気 機 械 製造 業,研 究 所,情 報 処 理 業務 で は,電

気 機 械 製 造 業,化 学,石 油 が 多 い 。 次 に用 途 別 の 使 用状 況 に つい て み る と,デ ー タ処理 が最 も多 く,次 い で 生産 ラ

イ ン コ ン トロ ール,周 辺 機 器 制 御,監 視 シス テ ム と続 い て い る。

将 来 の 機 能 拡 張 や新 しい ア プ リケ ー シ ョ ン分 野 へ の導 入 計 画 に つい て は,現 在 の 使 用 状 況 と殆 ん ど同 じ傾 向 を示

して い る。

な お,現 在 ユ ーザ ー で 使用 して い る ア プ リケ ー シ ョン ・シス テ ムお よ び導 入 計画 中の ア プ リケ ー シ ョン ・シス テ

ムの具 体 例 に つい て は出 来 るだ け ユ ーザ ーの記 入 した もの を取 りま とめ て掲 載 す るこ ととす る。

3.8マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タ につ い て

マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ は今 の と ころ は っ き りした定 義 は な され て い な い が,一 般 的 に は1個 また は 数個 のLS'1

チ ップか ら成 る演 算処 理 部 と入 出 力 制 御部 お よ び それ らの周 辺 回路 と プ ログ ラムや デ ータ を蓄 積 す るメ モ リに よ り

構 成 され る コ ン ピ ュー タ と して 特 徴 づ け られ,米 国 イ ン テル社 のMCS-4が その 第 一号 機 とみ られ る。 さ らに,

マ イ ク ロコ ン ピュ ー タは ミニ コ ン に較 べ 低 価格 で,か つ そ れ と同程 度 の 機 能 を も ち うる と ころか ら,本 調 査 で は,

ミニ コ ン ・ユ ーザ の マ イ ク ロコ ン ピュ ー タに 関す る意 見,使 用 状 況 な どを取 り上 げ る こ と と した。

第3、8.1表 は マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ に関 す る知 識 につ い て 集 計 した もの で あ る。 同表 に よれ ば,新 聞,技 術 雑 誌

等 で 読 ん だ こ とが あ る120件(回 答全 体 の47.1%)で ほ ぼ半 数 近 くを占 め,次 い で メ ー カ ーや 代 理 店か ら カタ ログ

を取 りよせ て 調 査59件(同23・1%),自 社 シ ス テ ムに導 入す べ く計 画 申52件(同20.4%)と な って い る。 マ イ

ク ロコ ン ピ ュー タに 関す る紹介 が しだ い に増 えて い る こ とか ら,ミ ニ コ ン,・ユ ーザ ー の相 当部 分 が 何 らか の知 識 を

有 してい る こと を示 して お り,カ タ ロ グ収集 や導 入 計 画 を も ってい る もの を合 わせ る とほ ぼ半 数 近 くにな る と ころ

か らみて,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ に対 す る強 い 関 心が もた れ て い る とい え る。

第3・8.1表 マ イ ク ロ コン ピュー タに 関 す る知 識 につ い て

新聞,技 術雑誌等で読んだ ことが ある

メー カーや代 理店か らカタログ を取 り寄せて調査 した ことが ある

自社 システムに導入 すべ く計画中

そ の 他

f 合 計

回答件数

120

59

1 52

24

255

ミニ コ ン ピ ュ ー タ とマ イ ク ロコ ン ピ ュー タ との 将 来(2～3年 後)の 競 合 関係 につ い て の考 え をま と め る と 第

3.8.2表 の とお りで あ る。
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第3.8.2表 マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ と ミニ コ ン ピュ ー タ競 合

回答件数

応 用 分野 が 固定 され た 単 能機 的 ミニ コ ン シ ス テ ムに指 向す るの で,現 在 の ミニ コ ンシ ス テ ム と

共 存 す る
1

こ67

員㌫ 磁 柔識 麗 及びソフ・ウ・ア醗 ・・岬 当蹴 かかると思われ・ので応
1

29

技術革新 によ り機能 ・速度 も上 が ると思 うので,現 在の ミニコンシステ ムは大半の分野で置け
る 26

そ の 他 9

'△

口 計 231

第3.8.2表 に よれ ば,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タが ミニ コ ン ピュ ー タ と共 存 す る と考 えて い る ものが 圧 倒 的 に多 く回

答 全体 の72.3%を 占 めて い る。 これ に対 して マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タが ミニ コ ン ピュ ー タ に置 き換 わ る と考 えて い る

もの は11.3%に す ぎな い。

第3.8.3表 マ イ ク ロ コ ンピ ュー タ の使 用状 況

項 目
区 別」

使用計画中であ る

現在使用申であ る

使 用 台 数

1台 当 り価 格

現在使用中の マイ
クロコ ンピュータ
の購入方式

単 体 購 入

システム組込購入

A

40

10

13

B

22

6

t
500万 円(1件)

400〃(1件)

100〃(1件)

50〃(1件)

30〃(2イ 牛)

7

3

16

AB

8

4

1
1,000万 円(1件)

130〃(1件)

40〃(1{#:)

3

2

4

30万 円(1件)

3・8〃(2件)

3

0

C

0

0

0

D

.!

0

合計

71

20

33

13

5

(注)A既 に ミニ コ ン を使 って い る エ ン ドユ ー ザ ー

B:〃OEM(シ ス テ ムベ ン ダ)

C:未 だ ミニ コン を使 って い な い エ ン ドユ ーザ ー(タ イ プ)

D:〃OEM(タ イ プ)

ABAとBの 双 方 を兼 ねて い る もの

マ イ ク ロコ ン ピュ ー タの使 用 状況 につ い て は ,91社 か ら使用 中 あ る い は使 用 計 画 申 の 回答 を得 た 。(第3.8.3表)

・この う ち使 用 計 画 申 が調 査票 回答 企 業230社 の ほ ぼ3分 の1に あ た る71社 あ るの は注 目 され よ う
。

現 在 す で に使 用 して い る マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ は33台 と未 だ僅 少 にす ぎず ,そ の1台 当 りの 価 格 もシス テ ム あ る

い は プ ラン トに組 み込 まれ て い る もの は マイ ク ロコ ン ピ ュ ータ単 体 の価 格 で は な く購 入 シ ス テ ムの 価 格 で記 入 され

'てい る と考 え られ
,価 格 に つい て はハ ッキ リとし た傾 向 は っ か み に くい 。
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第3.8.4表 マイ ク ロ コ ン ピュ ー タの 使 用 目的 分野 につ い て

区 分

項 目
A B AB C D 合 計

端 末 装 置 制 御 54 16 7 4 0 田

マ シ ン 制 御 46 16 7 1 0 70

簡 易 ロ ギ ン グ装 置 38 15 4 1 1 59

計 算 分 析 33 6 0 2 0 41

プ ロ セ ス 制 御 26 9 5 0 0 40

製 造 ラ イ ン 制 御 18 11 6 1 1 37

ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム 11 1 2 1 0 15

医 用 6 4 1 0 0 11

交 通 管 制 4 2 2 0 0 8

そ の 他 8 0 0 0 0 8

(注)A=既 に ミニ コ ンを使 って い るエ ン ドユ ーザ ー

B=〃OEM(シ ス テ ムベ ンダ)

C:未 だ ミニ コ ンを使 って い な い エ ン ドユ ー ザ ー(タ イプ)

D:〃OEM(タ イプ)

AB:AとBの 双 方 を兼 ねて い る もの

適 用 分野 と考 え られ る もの を集 計 す る と第3・8・4表 の とお りで あ る。 同 義 に よれ ば,適 用 分 野 の うち端 末 装置 制

御81件 で 一番 多 く,次 い で マ シ ン制 御70件,簡 易 ロギ ング装 置51件,計 算 分 析41件,プ ロセ ス制 御40件 とな って い

る。 マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの適 用 分 野 は今 後 の技 術 進 歩,需 要 拡 大 に伴 って ミニ コ ン ピ ュー タの 適用 分 野 全域 が そ

の 適 用対 象 と考 え られ て い る こと は今 後 の マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの 動 向 に大 い に注 目す べ き こと を示 唆 して い ると

い え よ う。
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10欧 米 にお け る グ ロー バ ル ・ネ

ッ ト ・ワー クの現 状 と将来

1974年3月 財団法人 日本情報開発協会 「オンライン利用促進

委員会海外調査団報告書」よ り抜奉

第1部 序 論

今 日,新 しい デ ー タ網 や グ ロ ーバ ル な コ ン ピュ ータ ・ネ ッ トワー クの 計 画 が,多 くの 国で す す め られ て お り,ま

た,す で に稼 動 して い る もの もあ るが,こ れ は,こ ん ごま す ます 広 ま って ゆ く世界 的 な動 向 とい え よ う。

新 デ ー タ網 は,デ ータ の 伝送,交 換 の た めの 通 信 施 設/伝 送 サ ー ビ ス を提 供す る もの で あ り,そ の主 体 は,多 く

の場 合,各 国 の コ モ ンキ ャ リヤで あ るが,国 に よ って は,特 殊 な キ ャ リヤの 例 が あ る。

ま た,最 近 で は,VAN(Value-AddedNetwork>と い う新 しい サ ー ビス もあ らわれ て きて い る。 これ は他 か ら

伝 送施 設 を借 用 し,パ ケ ッ ト通 信 に よ る多様 な伝 送 サ ー ビス を提 供す る こ とに よ って 附加 価 値 を指 向す る もの で あ

る。一 方,コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クは,現 在 の と こ ろ,特 定 の 目 的 を もつ コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ーが,異 な っ

た 設 置 地点 間 の複 数 の コ ン ピュ ー タ を通 信 回線 で むす び,デ ー タ の伝 送,処 理 の た め ネ ッ トワー クを形 成 す る もの

で あ る。

この 極 の ネ ッ トワ ー クは 「マ ル チ ・ユ ーザ ー ・イ ン ク ー ミデ ィエ イ ト ・ノ ー ド ・ネ ッ トワ ー ク(MUINN)」 と呼

ば れ る こ とが あ る。

一 方 に お い て,経 済,社 会 活 動 の 広 汎 化,複 雑 化,高 速 化 に よ って 激 増 す るデ ー タ量 と多 様 な通 信 サ ー ビス に対

す る需要 が,コ ン ピ ュー タ の発 展 や 端末 機 器の 多 種 多 様 化 に よ って一 層 その 増加 に拍 車 が か け られ て い る。 そ して,

伝 送 手 段 と して の 既 存 デ ー タ網 で は十 分 で な い と して,新 しい特 性 を備 えた新 規 な デ ー タ網 の 建設 が 必 要 視 され る

よ うに な っ た。 他 方,そ れ と同時 に,コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー クの 場 合 に お いて も,コ モ ンキ ャ リヤ に よ り提 供

され る通 信 施 設/伝 送 サ ー ビス を不 可欠 とす るか ぎ り,よ りす ぐれ,か つ,よ り経 済 的 な,在 来 の もの とは 別 な通

信 網 を望 む よ うにな る。

新 デ ー タ網 につ い て は,一 挙 に最 終 の姿 に まで もって ゆ く こ とに は,技 術 的,経 済 的 な 問 題 が あ るた め,最 終計

画 の実 現 を 目標 と しな が ら も,実 現 にい た るまで の 過 渡 的,経 過 的 な手 段 を工 夫 して 実 施 され て い る例 が 多 い 。

な お,新 デ ー タ網 に つい て は,将 来 は別 として,今 の と ころ デ ー タ網 の 範 囲 は,自 国 内 にか ぎ られて い る。

ま た,グ ローバ ル な コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クは,現 に稼 動 中の もの の ほ か,現 在,計 画 中 の ものが 多 い が,

ネ ッ トワー クの 範 囲 も,次 第 に拡 大 され る傾 向 に あ る。

わが 国の 場 合,昭 和46年 か ら,特 定 通 信 回線 が デ ー タ処 理用 として 開 放 され,同48年 か ら公 衆通 信 回線 も同 じ く

デ ー タ処 理 の た め 開放 され た 。 な お,特 定 通 信 回 線 に っ き,昨48年11月 に,48キ ロビ ッ ト/秒 お よ び240キ ロ ビ ッ

小/秒 の 高 速 回線 が 商 用 化 され,ま た,将 来,デ ィジ タ ル 回線 網 を建 設 す る計 画 で,検 討 が す す め られ て い る。
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新 デ ー タ網 に対 す る アプ ロー チ と して,ア ン ド リュ ース博 士(IBM-DCC所 長)は,伝 送(ア ナ ロ グか デt'

ジ タルか,同 期 型 か 非 同 期型 か,集 線 方 式 か多 重 方 式 か),デ ー タ網 の形 態(交 換 網 か,専 用 線 か),交 換 方 式(回

線 交 換 か,パ ケ ッ ト交 換 か,メ ッセ ー ジ交換 か,こ れ らの 組 合せ か),情 報 の 一 時蓄 積 個所(端 末 か,集 線/多 重

装 置 か,デ ー タ交 換 機 自身 か),ま た,総 合 網 か,個 別 網 か とい うい ろい ろな特 性 の選 択 をあ げ てい る。

現 在,各 国 で計 画 申の 新 デ ー タ網 につ い て は,各 論 で 述 べ られ て い る よ うに,国 によ って ア プ ロー チの ちが い が・

み られ る。

さて,さ きにふ れ た よ うに,わ が 国 にお い て も,デ ー タ網 につ い て の新 しい 動 きが み られ,ま た,グ ローバ ルな

コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クが,ニ ーズ に応 じ増 えて ゆ き,国 際 的 なつ な が り もさ らに つ よ め られ て ゆ く で あ ろ・

う。

わ が 国 の側 か ら外 に出 て ゆ く場 合,ま た,国 際 的 な 情報 の 交 流,処 理,協 力 等 の面 で接 続 す る場 合 に お い て も,

それ こそ グ ローバ ル,か つ,高 度 な観 点 に た って,そ れ らの 具体 的 な プ ロ ジ ェ ク トがす す め られ る こ と が 望 ま れ,

る。

なお,お わ りに,諸 外 国 にお い て計 画 申,ま た は稼 動 中 の 主 な新 デ ー タ網,グ ローバ ル な コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ ト

ワー ク の例 をか か げて お く。

新 データ網

Aア メ リカ

1.DDS(DigitalDataSystem)

ATTが,特 殊 通 信 業 者 に対 抗 して 建 設 申 の デ ィ ジ タル ネ ッ トワー ク。1974年 末 に稼 動 開 始 予定 。 当初 はt

2地 点 間 単 独端 末 サ ー ビス を提 供 す る とい われ る。

2.DATACOM

WUTが 計 画 して い る全 国 的 なデ ー タ網,当 初 は,75～150bpsの 低 速 専用 回 線 提 供 をめ ざす が,将 来 は,

既 存 通 信 網 を統 合 した大 規 模 通 信 ネ ッ トワ ー ク を予 定 して い る とい われ る。

3.MCI(MicrowaveCommunicationInc.)ネ ッ トワー ク

マ イ ク ロウ ェー ブ を利 用 した アナ ログ網(専 用 回線 サ ー ビ ス)。 一 部 稼 動 を 開始 して お り,将 来 は,シ ス テ

ムの一 部 に デ ィジ タル方 式 の 導 入 を予定 してい る とい う。

4.DATRAN(DataTraIlsmissionCo.)ネ ッ トワー ク

全 デ ィ ジタ ル方 式 の 自動交 換 網 で,74年 に一 部 稼 動 開始 の 予定 とい わ れ るe'

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

SPCC(SouthernPacificCommunicationCorp.)ネ ッ ト ワ ー ク(専 用 線,計 画 申)

NCCC(NebraskaConsolidatedCommunicationCorp.)ネ ッ ト ワ ー ク(専 用 線,計 画 申)

WTCI(WesternTele・CommunicationInc.)ネ ッ トワ ー ク(専 用 線,一 部 稼 動 開 始)

UV(unitedVideo)ネ ッ ト ワ ー ク(専 用 線)

PacketCommuIlicationsInc.ネ ッ ト ワ ー ク

デ ー タ の パ ケ ッ ト交 換 ネ ッ ト ワ ー ク で あ る 。(以 下,13ま で 同 様 。 な お,10～13ま で は 計 画 中)

TelenetCommunicationCorp.ネ ッ ト ワ ー ク

Tele・communicationsNetworkInc.ネ ッ ト ワ ー ク
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22.GraphnetSystemsInc.ネ ッ トワ ー ク

13.MCIDataTransferCorp.ネ ッ トワ ー ク

Bカ ナ ダ

1.DATAROUTE

稼 動 申(TCTS)

2.lnfodat

CNCPTが 建設 したカナダ大 陸全域 にわた るデ ィジタル専用線サ_ビ ス1

これ は,TCTSのDatarouteと 技 術 的 に,ま た,サ ー ビス 的 に 類 似 して お り,競 争 関係 に あ る。

3.MulticomService

TCTSが 提 供 す るデ ー タ通 信 サ ー ビス の ひ とつ で あ り,物 理 的 に は電 話 回線 網 その もの で あ るが 機 能 的 に

は分離 して い る特殊 通 信網 を通 じて提 供 され る一 連 の 交換 用 デ ー タ通 信 サ ー ビスの 総 称 で あ る。

な お・TCTSは この ほか,MSDS(MessageSwitchingDataService)の よ うな サ ー ビス も提 供 して い

る。

Cイ ギ リス

同期 型 デ ィジ タル 回線 交 換 シ ステ ムが基 本 形 態 と して考 え られ て い る。 この ネ ッ トワー ク に は,必 要 に応 じ,

パ ケ ッ ト交 換 操 作 が,付 加 し うるこ とを想 定 して い る。 実 験 ネ ッ トワー ク としてEPSS(ExperimentalPacket

SwitchingSystem)が74年 か ら稼 動 開始 予 定 。

Dフ ラ ンス

1.カ デ ュ ッセ 網(Caduc6e)

既 存 公 衆通 信網 で は提 供 で きな い2,400～9,600bits/sを 電 話 型 の 回 線 交換 網 で提 供 す る。 パ リの 交 換 セ ン

ター に集 中 。1972年 か ら稼 動 。

2.ヘ ル メ ス網(Herm6s)

デ ィジ タ ル伝 送技 術 を用 い た本 格 的 な 統合 デ ー タ ・ネ ッ トワー クで,回 線 交 換,パ ケ ッ ト交 換 の い ず れ の機

能 も可 能。81年 ご ろの 完成 予 定。

E西 ドイツ

EDS(ElectronicDataSwitching)シ ス テ ム

デ ー タ回 線 に 加 えて テ レ ック ス回 線,デ ー テ ッ クス 回線 の 統 合 をめ ざ した非 同 期 型,時 分 割 ,多 重 回 線 方式 ネ

ッ トワー クで あ り,現 在,商 用 試 験 中 。

な お,数 年 後 には,こ れ を 同期 型 へ 拡 張す る計 画 で あ る。

Fス ウ ェ ーデ ン

現 在,同 期型,ス トア ド ・プ ログ ラム ・コ ン トロー ル によ るTDM回 線 方 式 の パ イ ロッ ト ・ネ ッ トワー ク を建

設 中 。1980年 ま で に は,前 記 によ り得 られ た 結 果 を もと に して,同 期型, ,パ ケ ッ ト交換 機 能 を含 む 時 分割 多 重 回

線 交 換 方 式 の本 格 的デ ィジ タル ・デ ー タ網 の 完成 をめ ざして い る。

Gイ タ リー

1.PTT

既 存 テ レッ クス 網 との両 立 性 を もつ 空 間分 割 回 線 交 換方 式 の非 同 期 網 で メ ッセ ー ジ交 換 を 併 合 。1975年 に
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は,ロ ー マ,ミ ラノ にお い て 稼 動 開始 予 定 。

2.SIP

1976年 に実 用 化 をめ ざ して い る ア ナ ロ グ伝送 に よ る空 間 分 割 回線 交換 方 式 の非 同 期型 ネ ッ トワ ー クで音 声 と

デ ー タ を統 合 す る。'

Hデ ン マ ー ク

短 期 的 に は,空 間分 割 回 線 交換 方 式 の 同 期型 のパ イ ロッ ト ・ネ ッ トワー ク を1975年 か ら開 始 す る計画 。 長 期 的

に は,TDM回 線 交換 方 式 の 同 期型 デ ィジ タル ・ネ ッ トワ ー クを 目指 す。

1ス イ ス

短 期 的 に は,ス トア ド ・プ ログ ラ ム ・コ ン トロー ル によ る回線 交 換 方式 の 非 同 期型 ネ ッ トワ ー クで,既 存 の テ

レ ック ス ・ネ ッ トワー ク に接 続 す る。 速 度 は,200bpsま で。

長 期 的 には,ス トア ド ・プ ログ ラ ム ・コ ン トロー ル によ るTDM回 線 交 換 方 式 の 同期 型 デ ィ ジタ ル ・ネ ッ トワ

ー ク でPCM音 声 と統 合
,1985年 ごろ開 始 予 定 。

Jス ペ イ ン

ア ナ ロ グ回線/メ ッセ ー ジ交 換 ・ネ ッ トワー クで 速 度 は,50～1,200bpsと な って い る。

Kオ ー ス トラ リア

CUDN(CommonUserDataNetwok)・

5台 の メ ッセ ー ジ ・ス ゥイ チ ン グ ・コ ン ピ ュー タ を結 ん だ ネ ッ トワー クで 各 コ ン ピュ ー タ相互 間 のデ ー タ ・ ト

ラフ ィッ ク交換 を 目的 と して い る。1973年 中 に一 部 サ ー ビス イ ン したが,技 術 的問 題 に直 面 し,現 在,全 面 的 に

設 計 変 更 申 とい う。

Lな お,国 際 間 の メ ッセ ー ジ ・ス ゥイ チ ング ・シス テ ム と して次 の よ うな もの が稼 動 して い る。

1.

2.

3.

4.

5.

AIRCON(ア メ リ カーRCA)

ARX(ア メ リ カ ーITT)

COMET(ス イ ス ー ラ ジ オ ●ス イ ス)

CollillsSystem(イ ギ リス ーCollinsRadioCorp、ofEngland)

MSC(香 港 －C&W)

コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク の 例(一 部 グ ロ ー バ ル ・ネ ッ ト ワ ー ク を 含 む)

Aア メ リ カ

1.ARPA(AdvancedResearchProjectsAgency)ネ ッ ト ワ ー ク 稼 動 中

2.CANS(ComputerAssistedNetworkSchedulingSystem)

稼 動 中(NASA)

3.CYBERNETネ ッ ト ワ ー ク

稼 動 中(CDC)

4.GulfOil社 ネ ッ ト ワ ー ク

稼 動 申(ピ ッ バ ー グ に セ ン タ ー あ り)

ア メ リ カ の ほ か,全 世 界 に 散 在 す る25の コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム を連 絡 す る 。
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5.IBMNETWORK/440

稼 動 申(IBM)

6.IBMTSS

稼 動 申(IBM)

7.INFONETネ ッ トワ ー ク

稼 動 申(ComputerService)

8・InternationalReservationsLimitedネ ッ ト ワ ー ク .

稼 動 申(ホ テ ル,モ ー テ ル,レ ン タ カ ー の リ ア ル ・タ イ ム 予 約 サ ー ビ ス 。 セ ン タ ー は ヴ ァ ー ジ ニ ア に あ る。

ア メ リカ,ヨ 一 口 ジ パ に 端 末 あ り。)

g.MARKH,皿

GEが 提 供 す る タ イ ム シ ェ ア リ ン グ ・サ ー ビ ス の シ ス テ ム で,ア メ リ カ,ヨ ー ロ ッ.パ,南 米,日 本,東 南 ア

ジ ア に ネ ッ トす る。 稼 動 申

10.Monsanto社 国 際 情 報 シ ス テ ム

稼 動 中(St・Louisに セ ン タ ー あ り。 ア メ リ カ,ヨ ー ロ ッ パ,ラ テ ン ア メ リ カ 内 の 端 末 と結 び,経 営 情 報 シ

ス テ ム と し て 用 い て い る 。)

ユ1.SpaceBankSystem(AmericanExpress)

稼 動 中(世 界 各 地 の 同 社 の 営 業 所 を 結 ぶ ネ ッ トワ ー ク)

12・SperryRandCorp・VickersInternationaiDivisionの 在 庫 管 理 シ ス テ ム

稼 動 中

.13.Tymnet

Tymshare社 の 国 際 デ ー タ 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク

稼 動 申

14.TrianglePublicationslnc.

ア メ リ カ と カ ナ ダ に あ る オ ン ラ イ ン ・コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム を使 っ て テ レ ビ ガ イ ドの 編 輯,出 版 を 行 っ て

い る。

Bヨ ー:↓ ヅ パ 「

1・CCCE(DasComputerCommunicationCenterEurope)

ワ イ ス バ ー デ ン に セ ン タ ー を も ち,西 独 内,ジ ュ ネ ー ブ,パ リ,ミ ラ ノ,ロ ー マ,ト ウ ル ー ズ,グ ラ ス ゴ ー

お よ び ス ト ッ ク ホ ル ム を む す ぶ ネ ッ ト ワ ー ク で,航 空 会 社,ホ テ ル 等 の 予 約,技 術 部 門 の 計 算 に 用 い ら れ て い

る 。

2.CITEL

ホ テ ル 予 約 の ネ ッ ト ワ ー ク 。 稼 動 中

3.COST11

計 画 申

4・IMTE(lnternationalMeteorologicalTele・PrinterNetwork三nEurope)とMONTE(Meteorological

OperationalTelecommunicationNetwork)
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LMTEは,ヨ ー ロ ッパ の 気 象 ネ ッ トワー クで あ り,MONTEは,航 空 気象 用 の 遠 隔 情 報網 で あ り,稼 動 申

5.NADGE(NatoAirDefenceGroundEnviroment)

NATOの ヨー ロ ッパ にお け る航空 防衛 地 上 網 で あ り,稼 動 中

6.RECON

オ ンラ イ ン ・モ ー ドで老 大 な科 学 技 術文 献 を探 査 す るた め のNASAの シス テ ム。 セ ンタ ー は西 独 にあ り,

端 末 は,オ ラ ンダ,ス ウ ェー デ ン,フ ラ ン ス等 に あ る。

7.Cyclades

8.SIBOL

ス ウ ェーデ ンで 計 画 ・準 備 申 の銀 行 間 オ ン ライ ン ・総合 支 払 ネ ッ トワー クで,最 終 的 に は,サ ー ビス 地域 を

ス ウ ェー デ ン にか ぎ らず,ス カ ン ジナ ビ ア諸 国全 域 に拡 げ る計 画 を もって い る。

9.SITA

90余 国,約180の 航 空 会社 が加 盟 して お り,航 空 会 社 間 の テ レタ イ プ通 信 と座 席 予 約 情 報 に 関す る メ ッセ ー

ジ ・ス ゥイチ ング を行 って い る。 ネ ッ トワ ー クは,LOOP型 と星 状型 か らな る。

10.START

ドィッ で計 画 中の 全 国 ネ ッ トの旅 行 予 約 シ ス テ ム。

11. ,SWIFT

計画 申

12.UCC(UniversityComputerCompanyLtd.)ネ ッ トワー ク

ロン ドンに セ ンタ ー あ り,パ リ,デ ュセ ル ドル フ,フ ラ ンク フル ト,ブ ラ ッセ ル,ハ ー グ等 の地 域 セ ンタ ー

を結 ぶ多 国間 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク。 稼 動 中

13.GlobalTelecommunicationSystem

世界 気 象 機 構(WMO)のWWW計 画 の ネ ッ トワ ー クで あ り,稼 動 中

C大 学,報 道,国 際 航 空,株 価,保 険 等 の ネ ッ トワ ー ク

1.大 学 間 の コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー ク と して は,ア メ リカで は,MERIT,TUCC,DCS等 が あ り,イ ギ リ

ス等 にお い て も計 画 が すす め られ て い る。

2.報 道 関 係 で は,1例 と して,UPIが ニ ュー ヨ ー ク本 社 の コ ン ピ ュー タ を,全 世 界 か らの 情 報 を蓄 積,リ ト

リー ブす る シ ス テ ム に結合 す るコ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク を形 成 しよ う と してい る。

3.IATA加 盟 の主 要 国 際航 空 会 社 で は,世 界 的規 模 の予 約 シ ス テ ム ・ネ ッ トワ ー ク を もって い る。 例 え ば

Panamac。(な お,こ れ らの多 国間 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー クの 一 部 は,予 約 の ほか,経 営 報 告,統 計 計 算,

旅 客記 録,会 計 計 算 等 に も利 用 され て い る。)

4.株 価 情 報 シス テ ム と して は,例 えば,Reuter社 お よ びUltronics社 に よ り,ア メ リカ,カ ナダ,ヨ ー ロ ッ

パ,ア ジ アお よ び南 米 の株 式 業 者 間 を結 ぶ ネ ッ トワ ー クが あ る。

5.保 険業 界 で は,例 えば,BritishAmericanInsuranceCo.

MetropolitanLife,SunLifeAssuranceCompanyofCanada等 で はi経 営 デ ー タや統 計 デ ー タ を本 社 か

ら他 国の 支 店 に伝 達 す るた め の 国 際 ネ ッ トワ ー クを もって い る。
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CUDI調 査集計

コ ンピュータ利用状況調査

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10

11,

12,

5年 後の予想規模 とグ レー ドアップの実績 ・予定

コン ピュータ ・セ ッ ト保有状況

周辺機器の台数

コンピュータ使用時間

コンピュータ部門の運用経費

コンピュータ要員 と待遇

適用業務

スループ ット ・タイム と平均 ジ ョブ数

使用言語

プ ログラム開発状況

情報処理サー ビス機関の利用状況

電源安定設備設置状況

7-1-1～3表

7-1-4,5表

7-1-6表

7-1-7表

7-1-8～11表

7-1-12～17表

7-1-18表

7-1-19表

7--1-20,21表

7-1-22表

7-1-23,24表

7-1-25,26表

オ ンライ ン化調査

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

オ ンライン事業体のコン ピュータ ・セ ット保有状況

オンライン事業体の周辺機器保有状況

センター と端 末機の所有 ・接続関係

端末機の利用現況 と5年 後の使用予定

特定通信回線利用の現況 と5年 後の利用予定

デー タ通信用公衆通信回線 の5年 後の利用予定

現在 の特定通信回線平均1日 実使用時間

トランザクシ ョン量 の現在 と将来

オンライン事業体 にお けるコンピュータ部門経費

要員数

7-2-1表

7-2-2表

7-2-3～6表

7-2-7,8表

7-2-9～12表

7-2-13表

7-2-14表

7-2-15,16表 ・

7--2-17～20表

7-2-21,22表
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第7-1-1表

1'.コ ン ピ ュ ー タ 利 用 状 況 調 査

投資規模別 ・5年 後予想規模分布

(投資規模とは,レ ンタル換算月間機械設備費をいう)

予 想 規 模 無 減 変 2 3 4 5 5 わ 合 li
ち 倍 か

記 ら 1

な 以 な :

投 資 規 模 入 少 い 倍 倍 倍 倍 上 い 計 }

社数 6 0 10 53 28 3 2 4 9 109 1

3,333万 円 以 上
% .0 9.2 48.6 25.7 2.8 1.8 3.7 8.3 100.0 :

社数 6 1 12 93 34 11 4 7 12 174 i
1,117～3,333万 円

% .6 6.9 53.4 19.5 6.3 2.3 4.0 6.9 100.0
1

社数 6 0 14 98 49 13 9 14 16 213

522～1,117万 円
% .0 6.6 46.0 23.0 6.1 4.2 6.6 7.5 100.0

i

!

社数 7 0 22 127 65 24 7 13 31 289
1

222～522万 円
% .0 7.6 43.9 22.5 8.3 2.4 4.5 10.7 100.0

社数 3 0 19 83 32 12 7 4 25 182

88～222万 円
% .0 10.4 45.6 17.6 6.6 3.8 乞.2 13.7 100.0

社数 0 1 13 41 22 9 5 2 14 107 :

22～88万 円
% .9 12.1 38.3 20.6 8.4 4.7 1.9 13.1 100.0 i

社数 0 0 1 0 2 0 0 1 1 5 ;
11万 以上22万 円未満

% .0 20.0 .0 40.0 .0 .0 20.0 20.0 100.0 :

社数 0 0 1 2 0 0 0 0 0 3
…
|

11万 円 未 満
% .0 33.3 66.7 .0 .0 .0 .0 .0 100.0 i

社数 28 2 92 497 232 72 34 45 108 1,082
5
{合 計

% .2 8.5 45.9 21.4 6.7 3.1 4.2 10.0 100.0 i
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第7-1-2表 コ ン ピュ ー タ導 入 後 経 過 年 数 別 ・グ レー ド ・ア ップ 回数 分 布

(グレー ドア ップ とは上級機種への変換 または上級機種の新 設をいい,単なるシステムの増設は含 まない)
＼ 導入後経過年数

1 2 3 4 5 6 7 8 9
10

合
'グ レー ド

ア ップ 回数

年
目

年
目

年
目

年
目

年
目

年
目

年
目

年
目

年
目

年
以
上 計

.

社数 51 177 181 131 102 35 14 7 6 0 704
第1回

▲

% 7.2 25.1 25.7 18.6 14.5 5.0 2.0 1.0 .9 .0 100.0

: 社数 19 50 75 38 39 31 13 9 2 0 276
1第2回
'

% 6.9 18.1 27.2 ]3.8 14.1 11.2 , 4.7 3.3 .7 .0 100.0

v

: 社数 14 22 22 17 11 6 9 9 4 0 114

[第3回
% 12.3 19.3 19.3 14.9 9.6 5.3 7.9 7.9 3.5 .0 100.0

: 第4回 社数 3 5 7 1 5 5 3 2 2 0 33

、

% 9.1 15.2 21.2 3.0 15.2 15.2 9.1 6.1 6.1 .0 100.0
、

1第5回 社数 3 1 1 2 2 11 0 1 3 0 14

,

% 21.4 7.1 7.1 14.3 14.3 7.1 .0 7.1 21.4 .0 1GO.0

社数 0 2 2 0 1 1 0 0 0 0 61第6回

% .0 33.3 33.3 .0 16.7 16.7 .0 .0 .0 ・Ol100・0
・

社数 90 257 288 189 160 79 39 28 17 C 1,147

合 計 ・

% 7.8 22.4 25.1 16.5 13.9
|

6.9 3.4 2.4 1.5 .0 100.0
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第7-1-3表 業 種別 ・こん この グ レー ド ・ア ップ予 定

予定年次

一 次 産 業 計

二 次 産 業 計

三 次 産 業 計

公 務 計

全 産 業 計

主

な

繊 維 工 業

化 学 工 業

石油製品製造業

鉄 鋼 業

電気機械器具製
造業

輸送用機械器具
製造業

社数

%

社数

%

社数

%

社数

%

社数

%

業

種

社数

%

社数

%

社数

%

社数

%

社数

%

社数

%

卸 業 ・ 商 社
社数

%

小 売 業

金 融 業

生命保険業(含
代理業 ・サービ
ス業)

損害保険業(含
代理業 ・サー ビ
ス業)

電力 ・ガス事業

広告・調査・情報
提供サービス業

情報 処理 サー ビ
ス業 ・ソフ トウ

ェア業

社数

%

社数

%

社数

%

社数

%

社数

%

社数

%

社数

%

回

答

数

3

100.0

484

100.0

553

100.0

104

100.O

1,144

100.0

28

100.0

62

100.0

12

100.0

24

100.0

60

100.0

36

100、0

113

100.0

45

100.0

102

100.0

5

100.0

2

100.0

11

100.0

5

100.0

76

100。0

昭
和
49

年
に

1

33.3

146

30.2

139

25.1

19

18.3

305

26、7

8

28.6

13

21.0

2

16.7

11

45.8

23

38.3

14

38.9

25

22.1

9

20.0

27

26.5

1

20.0

50.0

1

5

45.5

2

40.0

25

32.9

昭
和
50
年
に

0

.0

118

24.4

132

23.9

21

20.2

271

23.7

8

28.6

17

27.4

3

25.0

4

16.7

13

21.7

9

25.0

40

35.4

14

31.1

23

22.5`

3

60.0

0

.0

2

18.2

0

.0

20

26.3

昭
和
51
年
に

0

.O

78

16。1

81

14.6

20

19.2

179

15.6

8

28.6

10

16.1

0

.0

3

12.5

7

11.7

4

11.1

15

13.3

11

24.4

19

ユ8.6

0

.0

0

.0

2

18.2

2

40,0

ユ1

14.5

昭.
和
52

年
に

0

.0

21

4.3

19

3.4

7

6.7

47

4.1

0

.0

2

3.2

2

16.7

0

.0

4

6。7

0

.0

1

.9

2

4.4

4

3.9

0

.0

0

.0

0

.O

0

.O

3

3.9

昭
和
53
年
に

1

33.3

6

1.2

ユ1

2.0

1

1.0

19

ユ.7

1

3.6

0

.0

0

.0

0

.0

1

1.7

1

2,8

2

1.8

0

.0

4

3.9

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

1.3

・そ

れ

以

降

0

.O

8

1.7

8

1.4

1

ユ.0

17

1.5

0

.O

1

1.6

0

.0

2

8.3

未

定

1

33.3

107

22.1

163

29.5

35

33.7

306

26.7

3

10,7

19

30.6

5

41.7

4

16,7

1.11

1.7118.3

0

.O

1

.9

1

2.2

1

1.O

1

20.0

0

.0

0

.0

0

.O

0

.0

8

22.2

29

25.7

8

17.8

24

23.5

0

.0

1

50.0

2

18.2

1

20.0

16

21.1
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第7-1-4表 業種 別 ・型別 ・保 有 セ ッ ト数 平均

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

A

大

型

B

中

型

A

中

型

B

小

型

超

小

型

ミタ

言

ζ
ユ

|

そ

の

他

合

計

一 次 産 業 計 .0 .0 1.0 .0 1.0 1.0 .0 .0 .0 1.6

二 次 産 業 計 2.0 2.3 1.7 1.4 1.3 1.5 1.6 3.0 1.6 2.0

三 次 産 業 計 2.2 2.0 1.5 L4 1.3 L3 1.5 2.5 1.7 2.0

公 務 計 L5 LO 1.7 1.2 1.0 2.1 1.1 1.6 .0 1.6

全 産 業 計 2.1 2.1 1.6 1.4 1.3 1.5 1.5 2.6 1.7 1.9

主

な

業

種

繊 維 工 業 .0 1.0 1.5 1.0 1.8 1.1 L5 .0 .0 2.1

化 学 工 業 .0 1.0 1.4 1.1 1.2 1.5 1.0 2.5 .0 1.6

石 油 製 品 製 造 業' .0 1.0 1.0 2.3 LO 1.0 1.0 .0 .0 1.6

鉄 鋼 業 1.0 7.4 6.3 2.0 1.2 2.0 2.0 .0 .0 4.7

電気機械器具製造業 3.0 4.2 1.2 2.2 L8 1.5 1.5 4.7 2.0 3.2

輸 送 用機 械器 具

製 造 業
2.0 2.0 2.2 1.1 1.5

「

1.0 .0 5.3 2.0 2.6

卸 業 ・ 商 社 1.0 2.0 1.7 1.3 1.1 1.6 1.7 5.2 3.0 1.9

小 売 業 .0 1.0 L5 1.1 1.0 2.0 2.0 1.0 3.0 1.6

金 融 業 3.8 2.3 1.4 1.3. 1.2 1.0 L2 4.3 .0 2.2

生 命 保 険 業(含 代

理業 ・サニ ピス業) 2.0 2.0 2.6 2.5 .0 .0 2.0 .0 .0 5.0

損 害 保 険 業(含 代

理業 ・サービス業) .0 2.0 1.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 1.5

電 力 ・ガ ス 事 業 1.0 1.2 2.6 1.0 2.0 2.0 1.0 1.0 .0 2.5

広 告 ・調 査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 業
.0 .0 1.0 LO .0 LO .0 .0 .0 LO

情報 処 理サ ー ビス

業 ・ソフ トウェア業
1.0 2.5

'

L31 1.6 L2 1.0 1.0 1.3 1.0 2.1
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第7-1-5表 業種 別 ・セ ッ ト数 分布 ●

セ ッ ト 数 1 2 3』 4 5 6 7 8 9 10 、11 16 21 26 31 36 41 46 51 合

1 1 1 1 1 「 1 1 以

業 種 別 15 20 25 30 35 40 45 50 上 計

社 数 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0' 0 0 0 0 0 0 3
一 次 産 業 計

% 66.7 .0 33.3 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 100.0

社 数 358 64 17 14 4 5 6 4 0 0 9 2 0 2 0 2 0 0 0 514
二 次 産 業 計

% 74.9 125 3.3 2.7 .8 LO L2 .8 .0 .0 1.8 .4 .0 .4 .0 .4 .0 .0 .0 100.0

社 数 420 103 39 25 13 6 4 4 3 3 6 3 1 0 0 0 0 1 o 631.
三 次 産 業 計

% 66.6 16.3 6.2 4.0 2.1 1.0 .6 .6 .5 .5 LO .5 .2 .0 .0 .0 .0 .2 .0 100.0

1
社 数 89 11 3 4 0 1 1 0 0 o 1 0 1 0 0 0 0 0 0 111

公 務 計
% 80.2 9.9 2.7 3.6 .0 、9 .9 .0 .0 .0 .9 .0 .9 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

全 産 業 計
社 数 896 178 60 43 17 〕2 正1 8 3 3 16 5 .2 2 0 2 0 1 0 1,259

.

:

% 71.2 ]4.1 4.8 3.4 1.4 1.0 .9 、6 .2 .2 1.3 .4 .2 .0 .2 .0 .1 .1 .0 100.0

社 数 19 3 3 2 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 29
繊 維 工 業

% 65.5 10.3 10.3 6.9 3.4 .0 .0 .0 .0 .0 3.4 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

社 数 46 7 4 4 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 64
化 学 工 業

,

% 71.9 10.9 6.3 6.3 1.6 3.1 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 100.0 1

社 数 9 1 2 1 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 G 13 1
石油製品製造業 1

% 69.2 7.7 15.4 7.7 .0 .0 .o .0 .0 、0 .o .o .0 .0 .0 .0 .G .0 .0 100.0
`

、

王
社 数 ]8 3 0 0 1 0 0 0 0 0 3 0 0 2 0 0 0 0 0 27

鉄 鋼 業
% 66.7 11.1 .0 .0 3.7 .0 .0 .0 、o .0 1L1 .0 .0 7.4 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

電気機械器具製 杜 数 44 10 2 2 1 1 1 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 65

造業 % 67.7 15.4 3.1 3.1 L5 1.5 1.5 .0 .0 、0 .0 3.1 .0 .0 .0 3.正 .0 .0 .0 100.0.

輸送職 械器具 社 数 26 4 1 2 0 1 0 1 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 38

な 製造業 % 68.4 10.5 2.6 5.3 .0 2.6 .0 2.6 .0 .0 7.9 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 100.0

社 数 94 11 11 3 1 0 1 1 0 2 o 0 0 0 0 0 0 1 0 125、
1

卸 業 ・商 社
% 75.2 8.8 8.8 2.4 .8 .0 .8 .8 .0 1.6 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .8 .0 100.0

社 数 35 8 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0 47
!

小 売 業
% 74.5 17.0 2.1 .0 .0 2.1 .0 2.1 2.1 .0, .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0. .0 100.0

1

業 社 数 61 23 11 10 2 1 1 1 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 114 ;

金 融 業
% 53.5 20.2 9.6 8.8 L8 .9 .9 .9 .9 .9 L8 』 .0 .0 .0 .0 :0 .0 .0 ioO.0!

生命保険業恰 社 数 0 1 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 5 {
代理業・サービ
ス業} % .0 20.0 2G.0 .0 20.0 .0 20.0 20.0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0 ヒ

損害保険業(含 社 数 1 1 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 ,

種

代理業・サービ
ス業) % 50.0 50.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 100.0 …

電力・ガス事業
杜 数

%

5

41.7

4

333

2

16.7

0

.0

o

.0

0

.0

0

,0

0

.0

0

.0

0

.0

1

8.3

0

.0

o

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.o

12

100.0

|

/

広告調査情報 社 数 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5:
`

提供サービス業 % 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .o .0 100.0 .

情報処理サービ 社 数 49 23 5 2 3 0 0 o 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 85

ス業・ソフトウ

ェア業 % 57.6 27.1 5.9 2.4 3.5 、0 .0 .0 .0 .0 2.4 L2 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0
`
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第7--1-6表t型 別 ・1社 当 り周 辺 機 器 台数 平 均

機 種

:

型 別

外 部 補 助 メ モ リ 一般 入出力機器 そ の 他

合

計

回

答

社

数

M

T

ド

ラ

イ

ブ

ド

ラ

ム

,デ

イ
ス
ク

ス

ツ

乙
ド
ラ
イ
ブ

.集

団

デ

ィ

ス

ク

そ

の

他

カ

|

ド

R

/

P

紙

テ

|

プ

R

/

P

ド

キ

ユ

メ

ン

ト

リ

|

ダ

ラ

イ

ン

プ

リ

ン

タ

C

R

T

入

出

力

機

そ

の

他

超 大 型 55.5 11.3 20.9 14.9 .2 10.1 3.6 1.0 13.9 5.5 4.5 .6 142.3 25

大 型A
127.6 117 8.3 10.4 .1 7.0 3.5 .3 7.1 3.5 3.1 1.1 74.2 97

大 型B 9.2 .3 2.8 2.9 .0 2.3 1.4 .2 2.4 ・4

、

9.5 .2 32.2 133

.

中 型A 5.2 .4 1.8 .5

層

.O 1.4 1.3 .0 1.4 .4 1.9 .2 15.1 287

中 型B 3.1 .4 1.3 .1 .0 .6 1.5 .0 1.1 .1 2.1 .4 11.2 361

小 型 .5 .6 .5 .0 .0 .2 1.8 .0 .6 .1 1.2 .5 6.6 253

超 小 型 .0 .3 .0 .1 .0 .1 2.4 .0 .2 .1 .5 .1 4.2 66

ミニ コンピュー タ .0 .5 .1 .0
・
.0 .0 6.1 .0 .1 .5 .8 1.5 9.8 6

そ の 他 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

平 .均 6.6 .7 2.3 1.6 .0 1.6 1.8 .1 1.9 .6 2.7 .4 20.7 1,228
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第7-1-7表 業種 別 ・1セ ツF .当 り月 間総管 理 時 間分布(ラ ン+デ バッグ+ダ ウン+メ インテナンス)

1

総管理時間 回 回 ト 総 一 一 一 二 二 三 三 四 四 五 五,
`

..
i 答

答数
社 平 ・

○
○

〇一
〇五

五
〇

○
○

五
〇

○
○

五
〇

○
○

五
〇

○
○

五
〇

」

i 保 均 H 以○ | 1 「 1 1 | F 「 H'

∴ 種,,」

社

数

:有

セ

.ツ

:時
1間

未

満

上H

未
未

満

二
〇

冒

二
五

旨

三
〇

宕

三
五

9

四
〇

9
層

四
五

8

五
〇

・8

五
五

宥

「

以
上

`

一 次 産 業 計 3 5

.

243.4
記入数 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0

.

0

% .0 .0 33.3 33.3 .0 .0 .0 33.3 .0 .0 .0
.

P

二 次 産 業 計
461 889 273.8 記入数 32 68 118 78 49 41 29 19 9 3

'

9

% 6.9 14.8 25.6 16.9 ユ0.6 8.9 6.3 4.1 2.0 2.0 2.0
↓

1

三 次 産 業 計
566

1・110
263.6 記入数 52 81 133 104 52 41 36 24 17 14 12

% 9.2 14.3 23.5 18.4 9.2 7.2 6.4 4.2 3.0 2.5 2.1

公 務 計
99 170 220.8 記入数 12 ユ1 20 16 18 5 8 4 2 1 2

% 12:1 lL1 20.2 16.2 18.2 5.1 8.1 4.0 2.0 1.0 2.0

全 産 業 計
1,129 2,174 264.4 記入数 96. 160 272 199 1ユ9 87 73 48 28 24 23

.

% 8.5 ユ4.2 24.1 17.6 10.5 7.7 6.5 4.3 2.5 2.1 2.0

1 繊 維 工 業
25 52 261.0 記入数 0 2 10 5 4 2 1 1 0 0 0

: %
『:0

8.0 40.0 20.0 16.0 8.0 4.0 4.0 .0.0 .0 .0
.

1

ぐ

化 学 工 業
59 97 226.4 記入数 6 7 18 12 4' 3 2 2 2 1 2

1 % 10.2 11.9 30.5 20.3 6.8 5.1 3.4 3.4 3.4 1.7 3.4
`

: 石油製品製造業
13 21 378.3 記入数 0 0 4 2 2 1 0

'1
0 0 3

: % .0 .0 30.8 15.4 15.4 7.7 .0 7.7 .0 .0 23.1

.

鉄 鋼 業
24 109 482.5 記入数 0 3 6 2 2 2 3 0 2 2 2

% .0 12.5 25.0 8.3 8.3 8.3 12.5 .0 8.3 8.3 8.3
、

王

電気機械器具 58 160 288.3 記入数 0 10 8 12 12 7 6 1 0 0 2

製 造 業 % .0 17.2 13.8 20.7 20.7 ]2.1 ユ0.3 1.7 .0 .0 3.4

輸送用機械器 32 86 305.9 記入数 1 3 4 6 7 1 .4 2 1 3 0

な

具 製 造 業 % 3.1 9.4 12.5 18.8 21.9 3.1 12.5 6.3 3.1 9.4 .0

観 葉 ・商 業
112 212 198.7 記入数 7 32 31 21 7 4 6 1 2 0 1

% 6.3 28.6 27.7. ]8.8 6.3 3.6 5.4 .9 1.8 .0 .9

小 売 業
40 68 195.4 記入数 1 6 12 9 6 3 1 1 1 0 0

% 2.5 15.0 30.0 22.5 15.0 7.5 2.5 2.5 2.5 .0 .0

レ

業

金 融 ・ 業
105 220 301.4 記入数

%

4

3.8

4

3.8

29

27.6

17

16.2

11

10.5

16

15.2

9

8.6

8

7.6

3

2.9

3

2.9

1

1.0

生 命 保 険業
(含代理業・サ

5 25 339.8 記入数 0 0 1 0 1 0 2 0 0 1 0

一 ビス業) % .0 .0 20.0 .0 20.0 .0 40.0 .0 .0 20.0 .0
種

; 損 害 保 険業
(含代理業 ・サ

1 1 640.0 記入数 0 0 0 0. 0 0 0 0 0 0 1

`

一 ビス業) % .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

電力 ・ガス事業
11 29 301.3 記入数 0 0 1 4 1 1 1 1 1 0 1

i
% .0 .0 9.1 36.4 9.1 9ユ 9.1 9.1 9.1 .0 9.1

1

1

広告 ・調査 ・
情報提供サー
ビス業

4

.

4 226.0 記入数

%

0

.0

0

.0

1

25.0

2

50.0

0

.0

1

25.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0
,

:

情報処理サー
ビス業 ・ソフ

80 168 377.7 記入数 2 2 9 12 10 7 12 9 7 7 3

トウ ェア業 % 2.5 2.5 11.2 15.0 12.5 8.7 ユ5.0 11.2 8.7 8.7 3.7
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第7-1-8表 の1業 種 別 ・コン ピュー タ経 費 月額 平均(1)(単 位:千 円)

(注)6表 ～8表 は経費の細 目記入のあった回答についての集計 である。

経 費 鷹

巣 種 別

回

答

数

人

件

費

機 械 設 備 関 係

総

計

.

!

1

,

:

{

i{

:

…

;

7

;

1
.

:

…

:

1

レ ン タ ル 料 償 却 費

C
P
u

荷算

装

聖
主記

憶
装

亘
制
御
装
芭

周

辺

装

置

(

除

記

憶

装

置
)

;周

辺

記

臆

装

置

端

末

装

置

(

機

械

レ

ン

タ

ル

料

小

計

)

C
P
u

演
算
装
置

主
記
憶
装

狽
制
御
装蓮

周

辺

装

置

(

除

配

位

装

置
)

周

辺

8己

惚

装

置

端

末

装

置

(

機

械

償

却

費

小

計
)

一 次 産 素 語 金額

%

2 5,287.5

40.5

2,236.0

17.1

U72.0

9.0

1,723.O

l3.2

874.5

6.7

6,005.5

46.0

.0

.0

.0

.0

.0

.o

.0

.0

.0

.0

13,C67.5

100.0

二 次 産 業 計
金額

%

282 3,810.5

29.1

3,397.5

25.9

1,324.1

10.1

1,429.8

10.9

毘6.4

6.3

6,977.9

53.3

122.8

.9

43.3

.3

27.2

.2

79.1

.6

272.6

2.1

13,103.5

100.0

三 次 産 業 計
金額

・%

郷 5,876.1

24.5

3β18.0

15.9

」2
,273.7

9.5

1,777.7・

7.4

626.9

2.6

8,496.4

35.4

2,034.7

8.5

497.9

2.1

505.4

2.1

1,677.6

7.0

4,715.9

19.6

24,02LO

100.0

公 務 計
金額

%

60 2,810.4

32.8

1,634.8

19.1

別3.5

9.8
←

1,108.5

12.9

118.6

L4

3,705.5

43.3

32.7

.4

30.6

.4

62.1

.7

3.6

.0

129.0

1.5

8.駁 〕6.3

100.0

全 速 集 計
金額

%

632 4.筋1,5

26.4

3,418.1

19.4

1,710.7

9.7

1,558.8

8.8

668.4

3.8

7,356.1

4L7

田5.1

5.6

249.1

1.4

朗8.4

L4

800.1

4.5

2.田2.9

12.9

17,647.7

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
.

金額

%

15 5,065.4

41.5

2,043.9

ユ6.7

LO25.1

8.4

1,235.6

10.1

571.8

4.7

4,876.4

39.9

.0

,0

.0

.0

.0

.0

3L6

.3

31.6

.3

12,212.4

100.0

化 学 工 業
金額

%

36 4,454.8

30.9

3,302.2.

22.9

1,128.7

7.8

1,431.9

9.9

1,013.1

7.0

6,876.1

47.7

73.1

.5

37.0

.3

2.0

.0

72.3

.5.

184.5

L3

14,428.9

100.0

石油製品製造業
金額

%

11 5,837.0

25.4

4,086.2

17.8

2,025.1

.8.8

1,728.9

7.5

1.田9.0

8.3

9,739.3

42.3

1,521.5

6.6

112.0

.5

95.6

.4

臼7.5

2.8

2.出6.7

10.3

23,004.6

100.0

鉄 鋼 業
金額

%

13 11,451.3

21.7

20,874.6

39.6

7,603.2

14.4

5,532.3

10.5

2,065.6

3.9

36,075.9

68.4

3562

.7

278.7

.5

139.4

.3

245.0

,5

1,019.5

1.9

52,758.6

100.0

電気機械器具

製 造 業

金額

%

33 3,377.8

・34.4

L843.3

18.8

702.5

7.2

1,240.9

12.6

444.3

4.5

4,231.1

43.1

222.3

2.3

169.4

1.7

137.O

L4

.0

.0

528.7

5.4

,

9,810.9

100.0

7

輸送用機械器具

製 造 業

金額

%

17 5,134.2

21.1

8,169.3

33.5

2,ll5.2

8.7

4,〔鳩3.5

・16
.8

2,114.2

8.7

!6.482.4

67.7

.0

.0

.0

.0

.0

.0

24.1

.1

24.1

.1

24ほ58.9

100.0

卸 藁・商 社
金額

%

64 2,68L7

30.4

1,677.0

19.0

1,ま 〕6.O

l5.8

511.5

5.8

408.2

4.6

3,9θ2.9

45.2

17.3

.2

.0

.0

2.2

.0

40.9

.5

60.5

.7

8,824.7

100.0

小 売 業
金額

%

29 1,952.0

27.9

1,209.3

17.3

653.5

9.4

806.5

1L5

44L8

6.3

3,111.2

44.5

1.3

.0

.4

.0

.0

.0

11L2

1.6

113.O

L6

6,986.9

100.0

金 融 業
金額

%

65 5,595.3

2LO

3,034.4

11.4

1,534.8

5.7

1,824.5

6.8

182.7

.7

6,576.5

24.6

3,177.6

1L9

1,169.3

4.4
9

1,259.7

4.7

4,049.2

152

9,656.0

36.2

26,695.7

100.0

生 命 保 険 業(含代理業
・サー

ビス業)

金額

%

2 26.田7.5

14.3

39.83LO

2L2

44,055.5

23.4

16,487.5

8.8

1,250.0

.7

101,624.0

54.0

5,θ 〕7.0

3.1

700.0

.4

.0

.0

4,590.0

2.4

11,187.0

5.9

188.26L5

100.0

損 害 保 険 業
(含代理業・サー
ビス案)

金額

%

2 22.9585

34.1

11,550.0

17.2

4,〔尼5.5

6.0

2,611.0

3.9

214.5

.3

18.40LO

27.3

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

67,346.0

100⑩

電力・ガス事業
金額

%

.6 18,旬3.5

28.5

13,160.8

19.9

8,8]8.3

13.3

6,276.6

95

毘5.6

1.2

29,偲L5

43.9

4,500.0

6.8

1,092.1

L6

肪6.6

1.3

833.3

L3

7,拍2.1

11.0

66,233.5

100.0

広告・調査・情報

提供サービス業

金額

%

1 1,000.O

l7.7

850.0

15.0

600.0

10.6

900.0

15.9

200.0

3.5

2,550.0

45.1

.0

.0

-

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

5,660.0'

100.0

情報処理サービ
ス業 ・ソフ トウ

ェア業

金額

%

35 9,927.4

30.3

7.23LO

22.1

4.37L5

13.4

4,583.3

14.0

567.O

l.7

16,753.0

5L2

408.1

1.2

175.4

.5

176.6

.5

4.6

.0

764.9

2.3

32,719.1

100.0
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第7-1-8表 の2業 種 別 ・コン ピュー タ経費 月額 平均(2)

(単位:千 円)

1
経 費 名 保 機 消 耗 品 な ど

守 械 総
費 設 カテ 磁費デ プ用 電 消

.

業 種 別

屋
陰
費

備
合
計

㌧
紙費

貌 イ

竪
リ紙

ン

ト費

力昼

餐

耗

愛書 計

ご

一 次 産 業 計 金額

%

.0

.0

6,005.5

46.0

159.0

1.2

320.5
'2

.5

829.5

6.3

.0

.0

1,309.0

10.0

13,067.5

100.0

:

金額 96.2' 7,346.8 122.4 136.8 491.3 112.5 863.1 13,103.5

1
二 次 産 業 計

% .7 56.1 .9 1.0 3.7 .9 6.6 100.0
`
.

ト 金額 614.3 13β26.7 209.9 199.5 898.8 369.2 1,677.7 24,021.0

1 三 次 産 業 計
% 2.6 57.6 .9 .8 3.7 1.5 7.0 100.0

.

L 金額 37.6 3,872.3 87.5 110.2 4ユ0.8 45.9 654.4 8.5663
`
1

1
1

公 務 計
% .4 45.2 1.0 1.3 4.8 .5 7.6 100.0

ー..

1
全 産.業 計

金額

%

326.4

1.8

9,965.6

56.5'

159.1

.9

163.4

.9

670.4

3.8

222.8

1.3

1,215.9

6.9

17,647.7

100.0

i 金額 49.8 4,957.8 132.2 123.9 556.0 93.7 906.0 12,2ユ2.4

1 繊 維.工 業
% .4 40.6 1.1 LO 4.6 .8 7.4 ユ00.ぴ

1 金額 124.0 7,184.6 156.1 127.2 710.6 210.1 1,204.1 14,428.9
ト

.

t

化 学 工 業
% .9 49.8 1.1 .9 4.9 1.5 8.3 100.0

1

金額 87.4 12,193.5 180.0 137.1 665.3 188.1 1,170.7 23,004.6
iI
{
|

石 油 製 品製造 業
% .4 53.0 .8 .6 2.9 .8 5ユ 100.0

i 金額
783.3 37,878.7 251.0 151.0 1,109.0 100.1 1,611.3 52,758.6

1 鉄 鋼 業
% L5 71.8 .5 .3 2.1 .2 3.1 100.0

…
、

.

ヨ三

電 気 機 械 器 具
金額 103.5 4,863.4 127.5 88.6 464.4 105.8 786.4 9,810.9

ー
}.

製 造 業 % 1.1 49.6 1.3 .9 4.7 1.1 8.0 100.0

i
、.

ー
ト

輸送用機械器具 金額 27.4 16,534.0 160.4 809.5 476.6 243.4 1,690.1 24,358.9
1
|
`

i
製 造 業 % .1 67.9 .7 3.3 2.0 1.0 6.9 ユ00.0

}
な

金額 58.4 4,111.8 93.9 62.5 489.8 147.4 793.7 8,824.7
-.

}

ー

卸 業 ・商 社
% .7 46.6 1.1 .7 5.6 1.7 9.0 100.0

ー
.

) ± 金額 68.5 3,292.8 108.3 93.8 412.8 114.8 730.0 6,986.9

1 小 先 業
% 1.0 47.1 1.6 1.3 5.9 ・1

.6 10.4 100.0

…
業

金額 843.0 17,075.7 154.4 240.9 776.6 60L2 1,773.3 26,695.7
・

金 融 業
% 3.2 64.0 .6 .9 2.9 2.3 6.6 100.0

, 生命保険業(含 代 金額 1,326.0 114,137.0 1,680.0 1,435.0 11,999.5 2,900.0 18,014.5 188,26L5

… 理 業 ・サ ー ビス業) % .7 60.6 .9 .8 6.4 1.5 9.6 100.0
`

種
'

損害保険業(含 代 金額 .0 18,401.0 720.0 935.0 4,416.5 175.0 6,246.5 67β46.0

… 理業腹サービス業) % .0 27.3 1.1 1.4 6.6 .3 9.3 100.0

1 金額 251.1 36,624.8 286.3 257.6 5,488.0 607.5 6,639.5 66,233.5

| 電 力 ・ガ ス事 業
% .4 55.3 .4 .4 8.3 、9 10.0 100.0

'

)
11

ー 広告 ・調 査 ・情報 金額 .0 2,550.0 80.0 60.0 400.0 70.0 610.0 5,660.0
-
'
、

'
,
`,

.

提 供サ ー ビス業 % .0 45.1 1.4 1ユ 7.1 1.2 10.8・ 100.0

| 情報処理サービス 金額 312.7 17,830.7 330.9 210.4 1,005.7 52LO 2,068.2 32,719.1

業 ・ソフ トウェア業 % 1.0 54.5 1.0 .6 3.1 L6 6.3 100.0
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第7-1-8表 の3業 種別 ・コン ピュー タ経費 月額 平均(3) ,

(単位:千 円)

経 費

業 種 別

外 注 費
.

そ の 他

総

8十

他 け
か ら
られ
割 た
り費
か 用

委
託
言十
算
費

さ 検
ん
孔 乱
費
・ 費

プ ン
ロ

グ グ

ラ
ミ費

そ

の

他

外
注
費合

計

通 使・̀

信 用.

回

線 料

デ 輸

[送

タ費

そ 連
絡

1の 費
;な

他 ど

そ
の
他
合
計

一 次 産 業 計 金額

%

1.5

.0

27.5

.2

112.5

.9

304.5

2.3

446.0

3.4

.0

.0

4.5

、0

15.0
:

.1

19.5

.1

13,067.5

100.0
;o
「

二 次 産 業 計
金額

%

161.6

1.2

310.4

2.4

32.2

.2

ll3.4

.9

617.6

4.7

251.9

1.9

57.3

.4

158.1

1.2

467.4

3.6

13,103.5

100.0

129.9

三 次 産 業 計
金額

%

405.4

1.7

812.2

3.4

272.6

1.1

293.9

1.2

1,784.2

7.4

596.0

2.5

161.3

.7

96.3

.4

853.7

3.6

24,021.0

100.0

217.0

公 務 計
金額

%

69.4

.8

755.1

8.8

173.7

2.0

172.6

2.0

1,170.9

13.7

13.3

.2

5.2

.1

37.8

.4

56.4

.7

8,566.3

100.q

2.7

全 産 業 計
金額

%

263.4

1.5

580.4

3.3

155.4

.9

201.9

1.1

1,201.2

6.8

385.2

2.2

99.6

.6

118.1

.・7

603.0

3.4

17,647.7

100.0

157.1

主

な

業

種

1

繊 維 工 業
金額

%

36.0

.3

194.4

L6

150.0

1.2

260.8

2.1

641.4

5.3

185.4

1.5

324.1

2.7

132.8

.1
.1

642.3

5.3

12,212.4

100.0

24.4

化 学 工 業
金額

%

168.4

1.2

402.9

2.8

78.5

.5

81.9

.6

73L8

5.1

492.9
1

3.'4

48.5

.3

311.9

2.2

853.4

5.9

14,428.9

100.0

392.7

石油製品製造業
金額

%

1,275.4

5.5

240.4

1.0

54.5

2

509.4

2.2

2,079.9

9.0

1β93.0

6.1・

277.5

1.2

93.7

.4

1,764.2

7.7

23,004.6

100.0

672.7

鉄 鋼 業
金額

%

38.4

.1

1,016.4

L9

13.8

.0

207.6

.4

1,276.4

2.4

481.6

.9

16.4

.0

42.6

.1

540.6

LO

52,758.6

100.0

57.6

電気機械器具

製 造 業

金額

%

224.2

2.3

213.6

2.2

27.9

.3

141.4

1.4

607.3

6.2

50.6

.5

52.7

.5

72.5

.7

175.9

1.8

9β 三〇.9

100.0

111.5

輸送用機械器具

製 造 業

金額

%

23.5

.1

560.4

2.3

54.7

2

142.3

.6

'78LO

3.2

181.0

.7

.0

.0

44.3

.2

225.3

.9

24β58.9

100.0

24.0

卸 業 ・商 社
金額

%

189.4

2.1

492.3

5.6

54.7

.6

327.0

3.7

1,063.6

12.1

49.2

.6

38.3

.4

86.3

LO

173.9

2.0

8,824.7

100.0

,

38.8

小 売 業
金額

%

77.8

U

664.8

9.5

12LO

L7

47.1

.7

910.8

13.0

32.2

.5

34.4

.5

34.4

.5

101.1

1.4

6,986.9

100.0

188.2

金 融 業
金額

%

15L9

.6

308.1

1.2

248.3

.9

169.3

.6

877.8

3.3

1,024.6

3.8

299.6

L1

50.2

.2

1,374.5

5.1

26,695.7

100.0

39.9

生命{呆険業(含

代理業 ・サービ
ス業}

金額

%

11,000.0

5.8

8,150.0

4.3

.0

.0

.0

.0

19,150.O

lO.2

8,172.5

4.3

1,900.0

1.0

.0

.0

10,072.5

5.4

188,261.5

100.0

.0

損害保険業 恰

代理業・サービ
ス業)

金額

%

5,485.0

8.1

11,695.0

17.4

2,100.0

3.1

460.0

.7

19,740.0

293

.O

rO

.0

.0

.0

.0

.0

.0

67β46.0

100.0、

.0

電力・ガス事業
金額

%

16.6

.0

1,9工7.1

2.9

123.0

.2

623.6

.9

2,680.5

4.0

66.6

.1

1,165.0

1.8

213.5

.3

1,445.1

2.2

66,233.5

100.0

484.1

広告・調査・情報

提供サービス業

金額

%

.0

.0

1,500.0

26.5

.0

.0

.0

.0

1,500.0

26.5

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

5,660.0

100.0

.0

情報処理サービ
ス業 ・ソフトウ
ニア業

金額

%

60.7

2

11,303.8

4.0

277.0

.8

582.9

L8

2,224.4

6.8

1.8

.0

2?7.7

.8

365.5

1.1

645.1

2.0

32,719.1

100.0

一

758.3
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第7-1-9表 業 種別 ・機 械 設備 費用 の内訳

(単位:千 円)

経 費 名 IC P AM
UE

;1
iR

保守 合 回
「

・ 1P E XM
・ }M 叉

答

R
O

R

・1
)N :保 社

業 種 別 u 1 Y 」 含
険
費 計 数

一 次 産 業 計 金額

%

2,236.0

37.2

1,172.0

19.5

1,723.0

28.7

・874 .5

:14
.6

) .0
'

.0

6,005.5

100.0

21

金額 3,669.7 1,489.6 1,609.7
.

930.2 86.3 7,785.6 367
二 次 産 業 計

% 47.1 19.1 20.7 11.9 1.1 100.0
…

金額 7,600.3 2,284.4 2,057.0 1,904.8 516.7 14,363.4 411:

三 次 産 業 計
% 52.9 15.9 14.3 13.3 3.6 100.0 〆ρ

金額 1,919.7 890.3 1,473.2 104.7
「

34.0 4,422.2 78

公 務 計
% 43.4 20.1 33.3 2.4 .8 100.0

金額 5β90.1 1,815.1 1,811.8 1β21.9 287.5 10,626.6 858

全 産 業 計
% 50.7 17.1 17.0 12.4 2.7 100.0 、

金額 2,55L5 1,474.5 858.5 430.2 64.6 5,379.5 125
繊 維 工 業

% 47.4 27.4 16.0 8.0 L2 100.0 …

金額 3,072.4 1,055.6 1,279.9
'970 .6 105.5 6,484.1 147

化 学 工 業
% 74.4 16.3 19.7 15.0 1.6 100.0

;t

金額 5,607.8 2,137.1 1,824.5 2,536.5 87.4 12,193.5 ・11

石油製品製造業
% 46.0 17.5 15.0 20.8 .7 100.0

金額 20,075.4・ 7,663.8 8,049.6 13,149.2 571.2 39,509.3 13
鉄 鋼 業

% 50.8 19.4 20.4 8.0 1.4 100.0
刊

、

王

電気機械器具 金額 1,879.4 759.5 1,120.3 }398.8
i

104.6 4,262.7 43

製 造 業 %
;44

.1 17.8 26.3 ・9.4 2.5 100.0
L

輸送用機械器具 金額 12,595.6 4,493.6 6,011.1 i3.354.8
!

68.1
1

26,523.4 ,29
製 造 ・ 業 % 47.5 16.9 22.7 112.6 {.3

ト
100.0 r

な
金額 1,490.4 1,147.6 48L4 1410.5 ・60.1 3,590.2 `85

1i

卸 業 ・商 社
% 41.5

1

32.0 13.4 :1L4
.1

.7 100.0

金額 1,334.8 710.2 782.8 493.4 60.2 3,381.6 ;35

小 売 業
% 39.5 21.5 23.1 14.6

,

1.8 100.0
オ`

業

金 融:業

金額

%

19,491.1

64.5

2,541.2

3.4

3,006.1

10.0

4,291.1
レ

14.2

873.1
`

2.9

30,202.8

100.0

83
L

生 命 保 険 業
(含代理業・サー
ビス業)

金額

%

45,509.5

42.2

33.759・2

3i.3

20,570.5

19.1

}7,024.7

i、6
.5「

1,063.0
.LO

107,918.0

100.0

4

、

種
損 害 保 険 業
(含代理 ・サー ビ
ピス業)

金額

%

11,550.0

62.8

4,025.5

21.9

2.61LO

14.2

1214.5

{L2

.0

;.o
18,401.0

100.0

:

i2

:
ト

電力 ・ガス事業
1

金額

%

'15
,085.6

48.1

7,868.7.
25.1

6,636.3

21.2

L1,522.5
/4.9

1253 .8
」

.8

31,367.1

100.0
8

1

広告 ・調査 ・情 報 金額 850.0 600.0　 900.0 :200.0 .0 2,550.0 1
`

・

提供サー ビス業 % 33.3 23.5 35.3 :7 .8 .0 100.0

| 情報処理サー ビ 金額 6,098.1 3,599.8 4,281.0 508.7 282.2 14,770.0 48

ト

ス業 ・ソ フ トウ

ェア業 % 41.3 24.4 29.0 3.4 L9 100.0
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第7-1-10表 業 種別 ・1社 当 り月間 経費対 月商 比

(注)コ ンピュータ経費合計 と月商の双方 とも記 入のあ った回答 につ いての集計 である。

業 種 別

回

答

社

数

1月

誉田

♀経宇
均 費 巴

1月

社

当(
り 百

平 万

均 商 巴

平

均

1'
1000

上

限

1'
1000

一 次 産 業 計 3 14,040.0 11,661.1 1.20 3.17

二 次 産 業 計 459 '17
,880.9 4,272.7 4.18 53,250.00

三 次 産 業 計 344 17,084.1 13,846.3 1.23 8,704.00

公 務 計 0 .0 .0 .00 .00

全 産 業 計 806 17,526.5 8,386.2 2.08 53,250.00

主

な

業

種

繊 維 工 業 23 12,942.9 5,604.6 2.30 18.29

化 学 工 業 58 12,602.9 3,658.8 3.44 18.28

石,油 製 品 製 造 業 12 22,587.1 9,850.7 2.29 454.00

鉄 .鋼 業 24 87,82L2 14,010.3 6.26 18.32

電気機械器具製造業 56 19,408.1 4,059.0 4.78 53,250.00

輸 送 用機 械器 具

製 造 業
33 48,085.6 7,807.7 6」5 78.96

卸 業 ・ 商 社 110 8,294.1 14,131.1 .58 47.04

小 売 業 40 6,724.4 2,560.2 2.62 17.36

金 融 業 (99) 47β14.4 (35,184.8)

生 命 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビス業) (3) 172,149.6 (978,938.8)

損 害 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビス業)
2 67,346.0 (573,541.6)

電 力 ・ガ ス 事 業 10 55,585.7 8,78L6
6.32 25.67

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
5 6,148.4 2,530.0

2.43 10.57

情 報 処 理 サ ー ビ ス

業 ・ソフ トウ ェア業
73 28β06.8 64.4 446.86 8,704.00
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第7-1-11表 業種 別 ・1社 当 り1従 業員 当 り月 間経 費

(注)コ ンピュー タ経費合計 と従業員数の双方 とも記入のあ った回答についての集計 であ る。

業 種 別

回

答
、

社

数

1月

警間

量:董

1従

社

当 薬
り 員

平(

均 数 △

月間経費/1人(千 円)

平

均

上

限

一 次 産 業 計 3
唱

14.040ρ 4,053.3 3.4 4.5

二 次 産 業 計 459 17,882.6 3,571.3 5.0 97.9

三 次 産 業 計 512 22,246・6 1,713.9 12.9 1,595.8

公 務 計 95 10,208.3 5,209.6 1.9 1,422.8

全 産 業 計

公 務 を 除 く 全 産 業

1,069

974

19,280.0

20,164.8

2,828.6

2,596.4

6.8

7.7

1,595.8

1,595.8

主

な

業

種

1

繊 維 工 業 23 12,942.9 6,101.4 2.1 16.7

化 学 工 業 59 12,443.6 2,572.1 4.8 36.0

石 油 製 品製造 業 12 22,587.1 1,864.5 12.1 97.9

鉄 鋼 業 24 87β21.2 11,816.5 7.4 20.0

電気機械器具製造業 56 19,408.1 5,524.7 3.5 36.9

輸 送用 機械 器具

製 造 業

.

、33 48,085.6 6,498.8 7.3 82.2

卸 業 ・.商 社 110 8,294二1 729.5 11.3 78.4

小 売 業 40 6,724.4 1,732.4 3.8 19.3

金 融 業 99 47,189.3 1,664.1 28.3 347.3

生 命 保 険 業(含 代

理 業 ・サービス業)
3 172,149.6 44,200.0 3.8 16.2

損 害 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビス業)

2 67,346.0 3,582.5 18.7 20.4

電 力 ・ガ ス事 業
10 55,585.7 10,268.3 5.4 13.6

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

5 6,148.4 1,354.6 4.5 ユ1.9

尊 報 処 理 サ ー ビス

業 ・ソ フ トウェア業|

73 28,806.8 113.9 252.9 906.9

◆
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第7-1-12表 主 力機種 別 ・1社 当})要 員 数平 均

職 種1
.

庶 ノマ オ プ S 管 合 回

務 ン ぺ 口
計 答

そ チ レ
'グ

理
.

の ヤ 1 ラ
.

人 社

他 1 タ マ E 職 数 数
主 力 機 種

人 数 45.6 38.4 50.1 70.9 31.8 23.9 260.9 22

超大型以下 を保有 1

管理者1に 対する他に
の職種の人数の割合

190.8 160.7 209.6 296.7 133.1 100.0

人 数 24.5 30.6 29.9 43.2 21.1 14.8

.

169.4 96

大型A〃
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合

165.5 206.8 202.0 325.7 142.6 100.0

.

人 数 8.9 17.2 8.9 15.6 7.8 4.2 63.0 131

大型B〃
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 211.9 409.5 211.9 371.4 185.7 100.0

人 数 2.7 9.9 4.0 6.4 3.5 2.1 28.7 286

中型A〃
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 128.6 471.4 190.5 304.8 166.7 100.0

人 数 1.2 5.4 1.8 3.3
:1・6

1.1 14.6
.

352
〃中型B

管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 109.1 490.9 163.6 300.0 145.5 100.0

人 数 .3 2.7 1.2 1.7 .7 .8 7.6 240

小型 〃
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 37.5 337.5 150.0 212.5 87.5 100.0

人 数 .5 1.6 1.6 L3 .6 ,6 6.3 70

超小型 〃
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 83.3 266.7 266.7 216.7 100.0 100.0

人 数 2 .2 1.7 1.0 1.2 .8 5.3 8

ミニ コンピュー タ 〃

管理者1に 対する他
の職種の人数の割合

25.0 25.0 212.5 125.0 150.0 100.0 '

.

人 数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0'

そ の他 のみ保 有
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

人 数 4.8 9.5 6.1 9.7 4.6 3.1 38.1 1,205

総 平 均
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 154.8 306.5 196.8 312.9 148.4 100.0
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第7-1一 ユ3表 業 種別 ・1社 当 り要 員数 平均

職 種

業 種 別

庶
務
そ
の
他

ノぐ

ン

チ
ヤ

|

オ
ベ

レ

|

タ

プ
ロ

グ
ラ
マ

S

E

管

理

職

合

計
人

数

回

答

社

.数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

一 次 産 業 計 .0 2.3 2.3 .0 9.3 9.3 .0 2.6 2.6 15.3 2.3 17.6 7.6 .0 7.6 2.3 .0 2.3 25.3 16.6 42.0 3

二 次 産 業 計 .9 2.8 3.7 .3 8.8 9.1 4.5 .9 5.5 8.8 1.4 10.2 5.0 .0 5.1 2.6 .0 2.7 22.3 14.1 36.5 509

三 次 産 業 計 2.3 3.7 6.1 .0 10.6 10.7 5.7 L4 7.2 8.3 1.1 9.4 4.1 .1 4.3 3.7 .0 3.8 24.4 17.2 41.6 594

公 務 計 2.3
'
.9 3.2 .0 4.9 4.9 2.8 .2 3.1 8.4 .4 8.9 3.6 .0 3.? L6 .0 1.6 19.0 6.6 25.6 107

全 産 業 計 L7 3.1 4.8 .1 9.3 9.5 4.9 .1.1 6.1 8.5 1.2 9.7 4.5 .0 4.6 3.1 .0 3.1 23.0 15.0 38.0 1,213 `

主

な

業

種

繊 維 工 業 .4 3.0 3.4 .0 12.6 12.6 2.6 。7 3.3 5.4 .2 5.7 3.7 .1 3.9 1.8 .0 1.8 14.1 16.8 3LO 27

.

化 学 工 業 .4 3.3 3.8 .0 7.? 7.7 3.1 .9 4.0 4.6 1.1 5.7 4.3 .G 4.3 2.2 .0 2.2 14.7 13.2 28.0 63

石油製品製造業 .8 4.] 5.0 .0 6.2 6.2 3.8 .3 4.2 6.5 .6 7.2 7.0 ..0 7.0 2.8 、1 3.0 21.0 1L6 32.6 13

鉄 鋼 業 6.1 9.2 15.4 4.8 18.8 23.7 28.6 .9 29.5 55.4 10.4 65.8 20.2 .0 20.2 10.8 .0 10.8 126.1 39.4 165.6 27

電気機械器具

製 造 業
1.3 4.2 5.5 .0 11.0 11.0 5.7 L1 6.8 10.2 1.3 1L5 6.6 .0 6.6 4.3 .0 43 28.3 17.8 46.1 臼

輸送職 械器具

製 造 業
1.6 3.9 5.5 .2 20.0 20.3 8.0 1.3 9.3 14.1 2.6 16.7 9.4 .6 10.0 4.1 .0 4.1 37.7 28.5 66.2 38

卸 業・商 社 .4 2.6 3」 .0 5.5 5.6 L6 1.1 2.? 3.4 .5 4.0 2.3 、o 2.4 L5 .0 L5 9.5 10.G 19.5 122

小 売 業 .3 L9 2.3 .0 9.4 9.4 1.3 L1 2.5 3.9 .2 4.2 2.2 .0 2.2 1.6 .0 L6 9.5 12.9 22.5 46

金 融 業 4.5 5.1 9.7 .1 10.9 11.0 9.1 2.2 1L4 U.2 13 12.5 5.4 .1 5.5 5.2 .0 5.3 35.8 19.8 55.7 113

生命保険業 恰

代理業・サービ
ス業)

4.8 24.2 29.0 .0 50.0 50.0 29.2 10.6 39.8 38.2 6.0 44.2 10.6 .0 10.6 1?.6 .0 17.6 ]00.4 90.8 191.2 5

損害保険業(含

代理業・サービ
ス業)

18.5 10LO ]19.5 .0 .0 .0 3.G 1.o 4.0 26.5 9.5 36.0 21.5 .0 2三.5 9.5 、0 9.5 79.0 11L5 玉90.5 2

電力・ガス事業 3.5 5.4 8.9 .0 18.1 18.1 9.7 1.9 lL6 2L8 2.3 24.1 13.0 .0 13.0 12.0 .0 12.0 60.0 27.8 87.9 12

広告調 査情報

提供サービス業
.0 1.0 LO .0 6.0 6.0 2.0 .4 2.4 2.8 .2 3.0 1.0 .0 LO L2 .o 1.2 7.G 7.6 14.6 5

情報処理サービ
ス業・ソ7ト ウ
ェア業

5.7 6.3 12.0 .3 29.8 3G.2 14.3 2.0 16.4 2G.1 3.0 23.2 9.5 .2 9.8 8.2 .2 8.5 58.4 4L9 100.3 81

一
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第7-1一 ユ4表 業 種別 ・職 種 別 ・月残業 時 間平均

」
'.

=

'

.F

.

.

皐
1

ー
`
`

i

職 種

`

業 種 別

庶
務
そ
の
他

㌻
チ
ヤ

1

柔
レ

|

タ

ζ
グ

ζ

S

E

管
理

職

男 女 男 女 男 1女
男' 女 男 女 男 女

一 次 産 業 計 .0 .5 .0 5.3 .0 5.0 6.9 3.0 7.4 .0 .0 .0

二 次 産 業 計 14.0 5.4 12.9 5.4 23.5 6.2 24.5 7.4 24.7 11.5 8.3 3.3

三 次 産 業 計 16.6 4.6 11.8 6.7 19.9 5.3 25.9 6.5 23.3 4.9 8.2 8.4

公 務 計 8.7 4.7 6.2 4.1 19.3 7.5 23.1 8.4 20.5 12.5 10.5 12.5

全 産 ・業 計 14.9 4.9 12.3 6.1 21.1 5.7 25.0 7.0 23.6 7.2 8.3 7.5

主

な

業

.

種

ー

繊 維 工 業 9.4 5.4 .0 2.9 11.0 1.6 14.4 2.0 15.3 25.0 4.3 .0

化 学 工 業 12.1 4.4 .0 3.8 ユ6.7 4.0 19.0 5.3 15.8 2.0 2.7 .0

石油製品製造業 11.8 3.6 .0 3.7 13.0 12.6 22.0 8.8 17.9 .0 .3 .0

鉄 鋼 業 15.0 5.0 15.0 7.0 17.4 7.7
・16

.5 5.3 32.2 .0 .8 .0

電 気 機 械 器 具

製 造 業
6.2 4.7 10.0 5.1 22.3 4.7 25.4 7.3 26.3 .0 11.6 6.6

輸送用機械器具

製 造 業
19.0 7.7 .0 7.5 36.1 8.6 32.2 9.3 30.0 6.0 ユ3.8 .0

卸 業 ・商 社 5.6 2.8 10.0 5.0 26.7 6.2 18.1 4.2 20.9
'

1.0 7.8 .0

小 売 業 5.5 5.8 .0 4.5 23.7 7.3 26.0 5.0 18.3 .0 13.4 .0

金 融 業 18.3 3.0 .7 5.4 ユ8.5 4.7 28.2 5.6 26.2 6.0 12.3 4.5

生命保険業(含 代

理業・サービス業)
16.2 6.6 .0 3.7 9.1 4.6 24.2 5.0 24.2 .0 16.7 .0

損害保険業(含 代

理業・サービス業)
10.0 5.0 .0 .0 10.0 5.0 15.0 5.0 15.0 .0 15.0 .0

電 力 ・ガ ス事 業 19.2 3.2 .0 5.1 17.6 5.0 27.0 1.9 17.7 .0 6.5 .0

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業
.0 2.0 .0 9.4 31.0 7.5 32.8 30.0 13.0 .0 5.8 .0

情報処理サービス

業 ・ソフトウェア業
18.1 6.8 9.8 9.1 21.3 4.5 28.2 8.2 25.8 10.2 5.7 8.4
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第7-1-15表 業 種別 ・職 種別 ・年 齢平均 お よび 月額 給与 平均

(注)「 月額給与」は,毎 月定額 を支給せ られ る賃金の合 計で,賞 与,超 過勤務手当 を含まない。

職 種

業 種 別

㌻

‡
1

裏

7
タ

ζ

多
マ

S

E

年齢 給宇
与巴

年齢 給宇
与巴

年齢 給字
与巴

年
齢

給字
与巴

→ 次 産 業 計. 20.6 44.0 21.0 58.0 27.1 92.8 32.5 1252

二 次 産 業 計 2LO 58.5 22.6 70.1 25.1 80.4 29.5 102.9

三 次 産 業 計 2LO 59.4 24.1 91.4 25.8 96.4 29.7 102.3

:

公 務 計 22.5 56.8 27.8 68.8 28.0 75.1 35.2 107.2

全 産 業 計 21.0 58.9 23.8 83.0 25.7 88.1 30.1 103.1

主

な

業

種

繊 維 主 計 20.6 56.1 22.9 72.2 27.4 91.5 31.8 126.7

化 学 工 業 21.0 58.9 23.9 75.9 25.6 84.7 29.7 100.6

石 油 製品 製造 業 20.0 57.8 21.8 101.0 25.1 77.0 30.7 106.9

鉄 鋼 業 20.4 59.4 20.6 67.9 24.0 78.6 27.8 101.2

電気機械器具製造業 21.4 56.6 23.2 66.9 24.7 73.4 29.5 94.2

r

輸 送 用機 械器 具

製 造 業
20.8 61.3 22.6 66.6 24.8 80.3 29.6 113.2

餌 薬 ・ 商 社 21.2 56.7 22.9 67.4 25.0 86.7 28.8 116.3

小 売 業 20.6 56.5 22.3 68.8 24.0 74.5 27.7 94.7

金 融 業 20.3 53.3 23.7 72.4 26.5 117.4 30ユ 103.6

生 命 保 険業(含 代

理 業 ・サー ビス業)
21.4 55.7 22.1 60.8 24.3 82.9 27.3 110.9

損 害 保 険業(含 代

理業 ・サー ビス業)
.0 .0 22.0 65.0 25.0 75.0 32.0 120.0

電 力 ・ガ ス 事 業 20.3 53.5 26.3 75.4 26.9 79.1 33:9 107.0

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
22.4 84.8 27.0 118.8 27.4 107.6 30.7 152.5

情 報 処 理サー ビス

業 ・ソフ トウェア業
20.8 60.0 24.6 119.7 25.5 83.4 28.4 93.1
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第7-1-16表 業 種別 ・職務 手 当平 均

職 種

業 種 別

回

答

数

無

記
.

人

数

記

入

数

づ

輻

4

冤
z
露語

S

宇

E巴

一 次 産 業 計
3

-

2 1 10.0 10.0 .0 .0

二 次 産 業 計 517 404; 113 7.5 18.1 17.6 24.0

三 次 産 業 計 634 427 207 4.0 7.3 5.8 11.1

公 務 計 113 69 44 1.9 2.3 2.4 2.2

全 産 業 言十 1,267 902 365 4.7 8.4 7.4 11.9

主

な

業

種

繊 維 工 業 29 22 7 1.8 2.1 4.9 9.7

化 学 工 業 64 50 14 7.0 13.9 23.7 19.6

石 油 製 品 製 造 業 13 5、 8 2.1 38.0 20.0 20.0

鉄 鋼 業 27 22 5 1.0 LO 3.0 .0

電気機械器具製造業 65 56 9・ 29.0
1

28.8 34.1 40.6

輸 送 川 機 械 器 具
製 造 業 38 30 8 1.3 .0 .0 .0'

卸 業 ・ 商 社 125 76 49 2.6 3.0 5.0 6.9

小 売 業 47 24 23 2.6 3.8 5.0 4.6'
"

金 融 業
.

114 88 26 4.6 10.4 3.6
'ユ0

.2

生 命 保 険 業(含 代
理 業 ・サ ー ビ ス業) 5 1 4 1.2 1.71 L7 2.01

損 部 保 険 業(含 代
理 業 ・サ ー ビ ス業) 2 2 0' .0 .0 .0 .0

電 力 ・ガ ス 事 業 12 9 3
1

13.4 15.8 15.8 23.51

広 告 ・鯛 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス 業 5 1 4 2.4 2.9 3.5 3.0'

情 報 処 理 サ ー ビ ス
業 ・ソフ トウ ェア業 85 35 50

,5・3
9.6 7.2 11.2

第7-1一 ユ7表 要 員に関 す る問題 点の分布'

＼ ・ ・ 点

職 種

教か青
る

に
手
間
が
か

敏な1
青い
時
間
が
と
れ

他置
部転
門換
かが
ら難
の,し
配い

絶
対

数;

吉

言

スと確
ぺ し立

シて し
ヤのて
リ地い
ス位な
トがい

賃

書

盟

蒙
る

残
業
時
間
が
長
い

定
着
率
が
低
い

そ

の

他

回

答

実

数

記入数 138 44 312 303 112 125 25 230 26 759
パ ン チ ャ ー

% 18.2 5.8 41.1 39.9 14.8 16.5 3.3 30.3 3.4 100.0

記入数 149 124 229 183 191 114 217 46 22 730
オ ペ レ ー タ

% 20.4 17.0 31.4 25.1 262 15.6 29.7 6.3 3.0 100.0

.

プ ロ グ ラ マ
記入数 383 .213 384 276 334 159 207 28 8 947

% 40.4 22.5 40.5 29.1 35.3 16.8 21.9 3.0 .8 100.0

記入数 393 189 310 282 377 131 115 9 7 823
SE

% 47.8 23.0 37.7 34.3 45.8 15.9 14.0 1.1 .9 100.0
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第7r1-18表 適 用 業務 項 目分 布

適 用 業 務 生 在 営 経 人 技 企 広 そ 回 小 合

理 事 術 画 告
・ ・ ・ ・ ・ の

答

財 労 設 調 宣 実

利 用 水 準 産 .庫 業 務 務 計 査 伝 他 数 計 計

現

1972

年 まで
291 482 650 615 721 158 128 29 97 982

在 % 29.6 49.1 66.2 62.6 73.4 16.1 13.0 3.O 9.9 ]00.0 1,512

ま
で
に
コ

計算 ・集計
1973

年 まで
123 158 189 246 184 52 46 13 58 530

(75.2)

ζ
% 23.2 29.8 35.7 46.4 34.7 9.8 8.7 2.5 10.9 100.0

2,010

ユ

ー

タ

1972

年まで
91 70 129 68 73 81 70 5 17 287 (100.0)

化
し 解 析 ・予 測 ・

% 31.7 24.4 44.9 23.7 25.4 28.2 24.4 1.7 5.9 100.0
498

た
も
の

計 画 1973

年まで
55 41 79 48 33 41 37 3 13 211 (24.8)

% 26.1 19.4 37.4 22.7 15.6 19.4 17.5 1.4 6.2 100.0

今 の 167 176 123 261 118 83 95 26 47 565 565

後 も 計 算 ・ 集 計
三の
年

29.6 31.2 21.8 46.2 20.9 14.7 16.8 4.6 8.3 100.0 (49,7) 1,ユ37

間
に 223 209 275 258 172 99 157 28 29 572 572

(100.0)

計 解析 ・予測 ・計画
画 39.0 36.5 48.1 45.1 30.1 17.3 27.4 4.9 5.1 100.0 (50.3)

延 べ 社 数 950 1,136 1,445 1,496 1,301 514 533 104 261 1,106

% 85.9 102.7 130.7 135.3 117.6 46.5 48.2 9.4 23.6 100.0
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第7-1-19表 ス ル ー プ ッ トタ イ ム 別 ・1社1日 当 り ジ ョブ 数 平 均

ス ルー プ ッ ト 回 ジ ジ 一 三
'

五 一 三 一 三 五 五 合
タ イム

収 膓 手 分 分 分 ○ ○ 時 時 時 時

無 記 分 分 間 間 問 間
総 記

入
入
社

以 以 以 以 以 以 以 以 以

業 種 別 数 数 数 内 内 内 内 内 内 内 内 上 計

一 次 産 業 計 3 0 3 平 均
ジョブ数

1.6 5.0 10.0 10.0 6.3 5.0 1.3 .0 .0 39.3

% 4.1 12.7 25.4 25.4 16.0 12.7 3.3 .0 .0 100.0

二 次 産 業 計
517 92 425

平 均
ジョブ数

6.8 7.5 6.6 6.2 8.1 4.4 ,2.5 .5 .3 43.4

% 15.7 17.3 15.2 ユ4.3 18.7 10.1 5.8 1.2 .7 100.0

三 次 産 業 計 634 180 454 平 均
ジョブ数

8.4 10.2 8.3 8.7 8.1 3.7 1.6 .3 .4 50.0

% 16.8 20.4 16.6 17.4 16.2 7.4 3.2 .6 .8 100.0

、

公 務 計
113 38 75 平 均

ジョブ数
2.7 4.1 3.2 4.8 3.4 2.7 1.5 .3 .7 23.7

% 11.4 17.3 13.5 20.3 14.3 11.4 6.3 1.3 3.0 100.0

全 産 業 計
1,267 310 957 平 均

ジ ョブ数 ・

%

7.2

16.0

8.5

18.9

7.1

15.8

7.3

16.2

7.7

17.1

3.9

8.7

2.0

4.4

.4

.9

一

:鑑l
l

29 5 24 平 均 6.9 6.2 7.7 4.5 9.1 3.5 1.3 .1 .0 39.7
繊 維 工 業 ジ ョブ 数

% 17.4 15.6 19.4 11.3 22.9 8.8 3.3 .3 .0 100.0

64 10 54 平 均 8.9 8.1 5.7 6.7 5.7 4.0 2.6 .2 .5 43.0
化 学 工 業 ジ ョブ 数

% 20.7 18.8 ユ3.3 15.6 13.3 93 6.0 .5 1.2 100.0

石油製品製造業
13 2 11 平 均

ジョブ数 7.2 8.2 7.8 12.6 9.4 3.0 1.4 1.0 .6 51.7

% 13.9 15.9 15.1 24.4 18.2 5.8 2.7 1.9 1.2 100.0

鉄 鋼 業7
27 7 20 平 均

ジ ョブ数
2.3 3.2 3.2 3.9 8.9 3.7 1.2 .6 .5 27.6

% 8.3 11.6 11.6 14.1 32.2 13.4 4.3 2.2 1.8 100.0
、

王

電気機械器具 65 13
.

52 平 均
ジョブ数

8.3 9.1 5.7 7.0 10.9 7.9 4.6

'

1.0 .7 55.7

製 造 業 % 14.9 16.3 10.2 12.6 19.6 14.2 8.3 1.8 1.3 100.0

輸送用機械器具 38 5 33 平 均
ジョブ数

17.5 233 14.0 12.9 23.1 10.5 5.9 2.2 .5 110.3

製 造 業 % 15.9 21.1 12.7 11.7 20.9 9.5 5.3 2.0 .5 100.0

な

卸 業 ・商 社
125 24 101 平 均

ジョブ数
4.6 3.7 4.1 6.0 6.7 3.1 1.6 .2 .0 30.5

% 15.1 12.1 13.4 19.7 22.0 10.2 5.2 .7 .0 100.0

小 売.業
47 10 37 平 均

ジョブ数
.5 2.7 5.6 12.1 8.0 2.4 2.2 1.0 2.5 37.2

% 1.3 7.3 15.1 32.5 21.5 6.5 5.9 2.7 6.7 100.0

業

金 融.業
114 21 93 平 均

ジョブ数
12.7 ユ1.2 6.9 7.8 10.1 5.4 L6 .1 .5 56.7

% 22.4 19.8 12.2 13.8 17.8 9.5 2.8 .2 .9 100.0

生命保険業(含
代理業 ・サービ

5' 2 3 平 均
ジョブ数

53.3 50.0 19.3 33.3 28.3 10.0 7.0 3.3 2.6 207.3

ス業) % 25.7 24.1 9.3 16.1 13.7 4.8 3.4 1.6 1.3 100.0
種

損害保険業(含
代理業 ・サービ

2 1 1 平 均
ジョブ数

.0 .0 .0 2.0 3.0 5.0 5.0 2.0 .0 17.0

ス業) % .0 .0 .0 11.8 17.6 29.4 29.4 11.8 .0 100.0

電力 ・ガス事業
12 2 10 平 均

ジョブ数
32.0 20.1 12.1 12.2 15.2 5.2 3.7 .5 .3 10L3

% 31.6 19.8 11.9 12.0 15.0 5.1 3.7 .5 .3 100.0

広 告 ・調査 ・情報 5 3 2 平 均
ジョブ数

.0 .0 ..0 .0 4.0 1.0 .5 .0 .5 6.0

提供サービス業 % .0 .0 .0 .0 66.7 16.7 8.3 .0 8.3 100.0

情報処 理サ ー ビ
ス業 ・ソフ トウ

85 34 51 平 均
ジョブ数

5.3 10.5 7.2 12.1 1L7 6.0 2.6 .2 .4 56.3

エア 業 % 9.4『 18.7 12.8 21.5 20.8 10.7 4.6 .4 .7 100.0
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'

第7-1-20表 業種 別 ・使用 言語 比率平 均.

使 用 言 語

業 種 別

シンボ リック
言 語(%)

コ ン パ イ ラ 言 語(%)
機
械
語
お
よ
ぴ

特殊

言
語

亥
)

回

答

社

数

客

δ
○

彩

ア

セ

ン

ブ

リ

言

語

ジ ・

エ

ネ

レ

1

タ

A

L

G

O

L

F

O

R

T

R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

一 次 産 業 計 34.6 1.6 .0 3.6 60.0 .0 .0 .0 3

二 次 産 業 計 27.4 3.4 .0 6.5 50.3 2.6 7.7 L8 505

三 次 産 業 計 37.6 3.0 .2 9.0 40.0 1.0 6.7 2.2 589

公 務 計 41.9 1.6 1.2 4.8 43.1 1.6 3.4 2.0 106

全 産 業 計 33.7 3.0 .2 7.5 44.6 1.7 6.8 2.0 1,203

主

な

業

種

繊 維 工 業 31.7 .5 .0 2.7 46.1 1.8 16.7 .1 28

化 学 工 業 22.2 4.4 .0 ユ0.2 54.2 5.5 2.8 .3 64

石 油 製 品 製 造 業 19.4 .0 .5 24.0 39.4 14.5 .0 2.0 13

鉄 鋼 業 27.7 2.6 .0 6.4 50.8 .1 8.3 3.6 26

電 気 機 械 器 具 製 造 業 29.1 3.3 .0 5.0 51.2 .2 10.6 .2 62

輸 輸 送 用 機 械器 具襲業 33.1 6.9 .5 5.9 39.7 1.7 10.1 1.7 38

卸 業 ・ 商 社 33.5 7.1 .0 .8 48.1 1.0 6.4 2.7 117

小 売 業 43.2 .7 .0 .7 29.1 .0 21.2 4.8 46

金 融 業 57.0 2.1 .0 ,6 29.4 .5 8.4 1.8 109

生 命 保 険'業

(含代理業 ・サービス業)
53.2 .0 .0 .6 44.8 .0 1.4 .0 5

損 害 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
13.5 .0 .0 .0 76.5 .0 10.0 .0 2

電 力 ・ ガ ス 事 業 45.2 2.0 .0 9.4 37.0 6.1 .0 .0 11

広 告 ・調 査 ・ 情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
48.7 .0 .0 3.7 47.5 .0 .0 .0 4

情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
29.7 3.6 .3 3.8 54.4 2.O

I

5.5

1

.3 79
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第7-1-21表 主 力機種 別 ・使 用言語 比率 平均

シンボリック

言 語(%)
コ ン パ イ ラ 言 §吾(%)

機
械
語
お
よ
ぴ
特
殊
言
語

亥
)

回

答

社

数

客

δ
○

彩

使 用 言 語

主 力 機 種 別

ア

セ

ン

ブ

リ

言

語

.ジ

エ

ネ

レ

1

タ

A

L

G

O

L

F

O

R

T

R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

超 大 型 以 下 を 保 有 38.5 .2 2.1 12.1 40.6 4.8 .5 .8 21

大 型A〃 39.5 .6 .2 13.0 39.1 6.4 .6 .2 92

大 型B〃 31.7 3.9 .6 6・9 46.7 6.1 2.6 1.0 134

.

.

`

.

`.
.
.

中 型A〃 29.7 L8 .1 7・5 51.1 1.3 7.2 1.0 283

`.
.
.

- 中 型B〃 26.7 3.1 ,2 5.5 52.7 .4 9.9 1.0 351

`

小 型 〃 37.3 4.9 .0 9口 38.4 .0 6.8 3.1 241

～

択

.

■

1

超 小 型" 67.2 4.0 .0 1.9
.

7.7 .0 8.9 10.0 67

ミニ コン ピュー タ 〃 57.1 .0 .0 14.2 .0 .0 .0 28.5 7

そ の 他 の み 保 有 .0
'

.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

、

:

総 平 均

巴

33.8 3.0 .2 7.4 44.7 1.7 6.8 2.0 1,196
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畠

rg7-1・-22表 プ ロ グ ラ ム 開 発 状 況

共同開発 他 に 委 託
自` 延 実 無 総

r

メ サ メ サ そ
「 回 回

社 1 1

ビ
| |

ピ
記

カ ス カ ス 答 答
| 機 | 機 の

開
と 関

と
に 関

に

入
社 社

共 共 委 委
発 同 同 託 託 他 数 数 数 数

`

記入数 625 31 15 8 10 3 692 665 602 1,267
`

管 理 業 務 処 理

% 94.0 4.7 2.3 L2 1.5 .5 104.1 100.0

記入数 952 62 29 14 37 7 1,101 1,009 258 1,267

ア 事 務 処 理

プ
% 94.4 6.1 2.9 1.4 3.7 .7 109.1 100.0

リ
記入数 163 17 8 8 5 2 203 193 1,074 1,267

ケ 予 測 問 題

|.`
% 84.5 8.8 4.1 411 2.6 1.0 105.2 100.0

シ
記入数 93 11 8 4 4 3 123 113 1,154 1,267

ヨ 最 適 化 問 題

ン
% 82.3 9.7 7ユ 3.5 3.5 2.7 108.8 100.0

『 プ

記入数 71 11 2 4 3 1 92 88 1,179 1,267
iロ ス ケ ジュ・一リン グ問 題

iグ

% 80.7 12.5 2.3 4.5 3.4 1.1 104.5 100.0

一

,フ

ト
記入数 46 6 1 7 2 0 62 56 1,211 1,267

ム～ 数 値 制 御
% 82.1 10.7 1.8 12.5 3β .0 110.7 100.0 .

1

`

. 記入数 105' 13 6 7 5 0 136 120 1,147 1,267

そ の 他

% 87.5 10.8 5.0 5.8 4.2 .0 1ユ3.3 100.0

記入数 152 61 5 69 1 5 293 263 1,004 1,267
ユ ー ティ リテ ィ ・プ ロ グラム

% 57.8 23.2 L9 26.2 .4 1.9 111.4 100.0

0
記入数 21 28 2 63 2 2 118 113 1,154 1,267

卜
S

% 18.6 24.8 1㌔8 55.8 1.8 1.8 104.4 100.0

イ 記入数 15 8 3 53 2 2 83 80 1,187 1,267

言 語 プ ロ セ ッ サ

% 18.8 10.0 3.7 66.2 2.5 2.5 103.7 100.0

脚

、 記入数 39 12 0 9 1 1 62 52 1,215 1,267

そ の 他

% 75.0 23ユ .0 17.3 1.9 1.9 119.2 100.0

「
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第7-1-23表 産 業別 ・サー ビス機 関 利用現 況項 目分布

、

サー ビス機関
利用項目

業 種 別

回

収

総

数

本

間

無

記

人

数

本

間

回

答

実

数

計

算

の

委

託

ノぐ

ン

チ

ン

グ

マ

シ

ン

タ

イ

ム

の

利

用

要
員
教

宣

講
習
会

;
出
席

要

員

の

派

遣

プ

ロ

グ

ラ

ミ

ン

グ

委

託

保

守

サ

|

ビ

ス

委

託

調

査

代

行
■

デ

1

タ

収

集

コ

ン

ピ
ユ

|
タ

室
運

用

代
行

そ

の

他

延

べ

記

入

数

一 次 産 業 計 3 1 2

10.00

記入数

%

1

50.0

2

100.0

2

100.0

1

50.0

0

.0

2

100.0

0

.0

0

.0

1

50.0

0

、0

9

450.0

二 次 産 業 計
517 182 335

100.0

記入数

%

74

22.1

219

65.4

48

14.3

161

48.1

57

17.0

67

20.0

95

28.4

6

1.8

18

5.4

6

1.8

751

224.2

三 次 産 業 計
634 277 357

100.0

記入数

%

62

17.4

228

63.9

44

12.3

156

43.7

65

18.2

77

21.6

135

37.8

11

3.1

23

6.4

8

2.2

809

226.6

公 務 計
113 25 88

100.0

記入数

%

16

18.2

62

70.5

10

11.4

52

59.1

14

15.9

20

22.7

47

53.4

2

2.3

3

3.4

1

L1

227

258.0

全 産 業 計
1,267 485 782

100.0

記入数

%

153

19.6

511

65.3

104

13.3

370

47.3

136

17.4

166

21.2

277

35.4

19

2.4

45

5.8

15

1.9

1,796

229.7

主

な

業

種

繊 維 工 業
29 12 17

100.0

記入数

%

4

23.5

9

52.9

1

5.9

11

64.7

2

11.8

2

11.8

4

23.5

1

5.9

2

11.8

0

.0

36

211.8

化 学 工 業
64 17 47

100.0

§己入数

%

12

25.5

37

78.7

6

12.8

17

36.2

9

19.1

9

19.1

13

27.7

1

2.1

3

6.4

0

.0

107

227.7

石油製品製造業
13 4 9

100.0

記入数

%

4

44.4

8

88.9

2

222

8

88.9

2

22.2

3

33.3

3

33.3

0

.0

1

11.1

0

.0

31

344.4

鉄 鋼 業
27 9 18

100.0

記入数

%

6

33.3

13

72.2

ユ

5.6

4

22.2

7

38.9

5

27.8

5

27.8

0

.0

3

16.7

1

5.6

45

250.0

電気機械器具

製 造 業

65 24 41

100.0

記入数

%

10

24.4

34

82.9

7

17」

19

46.3

10

24.4

'8

.19.5

13

31.7

0

.0

4

9.8

1

2.4

106

258.5

輸送用機械器具

製 造 業

38 8
'30

100.0

記入数

%

5

16.7

19

63.3

5

16.7

19

63.3

6

20.0

4

13.3

9

30.0

2

6.7

1

3.3

0

.0

70

233.3

卸 業 ・商 社
125 71 54

100.0

記入数

%

10

18.5

28

51.9

5

9.3

26

48.1

11

20.4

15

27.8

20

37.0

0

.0

6

11.1

1

1.9

122

225.9

小 売 業
47 21 26

100.0

記入数

%

7

26.9

24

92.3

2

7.7

12

46.2

6

23.1

4

15.4

9

34.6

0

、0

1

3.8

0

.0

65

250.0

金 融 業
114 49 65

100.0

記入数

%

12

18.5

45

69.2

7

10.8

37

56.9

12

18.5

ユ5

23.1

25

38.5

1

1.5

4

6.2

1

1.5

159

244.6

生命保険業(含
代理業 ・サービ
ス業)

5 0 5

100.0

記入数

%

1

20.0

4

80.0

1

20.0

3

60.0

1

20.0

1

20.0

0

.0

0

.0

2

40.0

0

.0

13

260.0

損害保険業(含
代理業 ・サービ
ス業)

2 0 2

100.0

記入数

%

.1

50.0

2

100.0

0

.0

1

50.0

1

50.0

'2

100.0

0

.0

0

.0

1

50.0

0

.0

8

400.0

電力 ・ガス事業
ユ2 1 11

100.0

記入数

%

4

36.4

7

63.6

2

18.2

6

54.5

2

18.2

5

45.5

2

18.2

1

9.1

3

27.3

0

.0

32

290.9

広告・調査情 報

提供サービス業

5 0 5

100:0

記入数

%

1

20.0

5

100.0

0

.0

1

20.0

2

40.0

1

20.0

1

20.0

3

60.0

1

20.0

0

.0

15

300.0

情報処理サービ
ス業 ・ソフ トウ
ェア業

85 24 61

100.0

記入数

%

4

6.6

49

80.3

13

21.3

18

29.5

14

23.0

17

27.9

15

24.6

1

L6

3

4.9

0

.0

134

219.7

i

…
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第7-1-24表 産 業別 ・サ ピス機 関利 用予 定項 目分布

サービス機関
利用予定項目

業 種 別

回

収

総

数

本

間

無

記

人

数

本

間

回

答

実

数

計

算

の

委

託

ノ寸

ン

チ

ン

グ

マ

シ

ン

タ

イ

ム

の

利

用

要
員
教

亨
講
習

会

;
出
席

要

員

の

派

遣

プ

ロ

グ

ラ

ミ

ン

グ

委

託

保

守

サ

|

ビ

ス

委

託

調

査

代

行
◆

デ

|

タ

収

集

コ

ン

ピ

ユ

|

タ

室

運
用

代
行.

そ

の

他

延

べ

記

入

数

一 次 産 業 計 3 0 3

100.0

記入数

%

2

66.67

3

ユ00.00

2

66.67

1

33.33

1

33.33

2

66.67

0

.00

0

.00

1

33.33

0

.00

12

400.00

二 次 産 業 計
517

'2
07 310

100.0

記入数

%

53

17.10

191

61.61

56

18.06

146

47.10

83

26.77

86

27.74

65'

20.97

12

3.87

71

22.90

7

2.26

770

248.39

三 次 産 業 計
634 296 338

100.0

記入数

%

52

15.38

197

58.28

56

16.57

130

38.46

100

29.59

87

25.74

98

28.99

32

9.47

57

16.86

3

.89

812

240.24

公 務 計
ll3 30 83

ユ00.0

記入数

%

12

14.46

60

72.29

12

14.46

43

5L81

17

20.48

22

26.51

37

44.58

4

4.82

10

12.05

3

3.61

220

265.06

全 産 業 計
1,267 533 734

100.0

記入数

%

119

16.21

451

61.44

126

17.17

320

43.60

201

27.38

197

26.84

200

27.25

48

6.54

139

18.94

ユ3

1.77

1,814

247.14

主

な

業

種

繊 維 工 業
29 13 16

100.0

記入数

%

3

18.75

9

56.25

1

6.25

10

62.50

5

31.25

4

25.00

4

25.00

0

.00

6

37.50

0

.00

42

262.50

化 学 工 業
64 22 42

100.0

記入数

%

10

23.81

30

71.43

9

21.43

20

47.62

11

26.19

15

35.71

10

23.81

0

.00

10

23.81

o

.00

115

273.81

石油製品製造業
ユ3 4 9

100.0

記入数

%

4

44.44

7

77.78

2

22.22

7

77.78

3

33.33

4

44.44

3

33.33

1

11.11

2

22.22

0

.00

33

366.67

鉄 鋼 業
27 ユ0 17

100.0

記入数

%

5

29.41

8

47.06

4

23.53

2

1L76

5

29.41

6

35.29

3

17.65

1

5.88

9

52.94

1

5.88

44

258.82

電気機械器具

製 造 業

65 29 36

100.0

記入数

%

5

13.89

20

55.56

5

13.89

ユ5

41.67

11

30.56

11

30.56

7

19.44

1

2.78

9

25.00

ユ

2.78

85

236.11

輸送用機械器具
製 造『 業

38 9 29

ユ00.0

記入数

%

2

6.90

17

58.62

5

17.24

15

51.72

9

31.03

7

24.14

5

17.24

3

10.34

7

24.14

1

3.45

71

244.83

餌 薬 ・商 社
125 72 53

100.0

記入数

%

8

15.09

27

50.94

7

13.21

21

39.62

ユ8

33.96

15

28.30

12

22.64

4

7.55

9

16.98

0

.00

121

228.30

小 売 業
47 21 26

100.0

記入数

%

6

23.08

17

65.38

3

11.54

8

30.77

13

50.00

5

19.23

6

23.08

1

3.85

8

30.77

0・

.00

67

257.69

金 融 業
114 49 65

100.0

記入数

%

12

18.46

45

69.23

11

16.92

27

41.54

20

30.77

14

21.54

20

30.77

3

4.62

15

23.08

1

L54

168

258.46

生命保険業(含

代理業 ・サービ
ス業)

5 1 4

ユ00.0

記入数

%

1

25.00

2

50.00

1

25.00

2

50.00

1

25.00

3

75.00

0

.00

1

25.00

0

.bo
0

.00

11

275.00

損害保険業(含

代理業 ・サービ
ス業)

2 ・1 1

100.0

記入数

%

1

100.00

1

100.00

0

.00

1

100.00

1

100.00

1

100.00

0

.00

0

.00

0

.00

0

.00

5
,

500.00

電力・ガス事業
12 4 8

100.0

記入数

%

3

37.50

4

50.00

1

12.50

4

50.00

2

25.00

3

37.50

3

37.50

1

12.50

5

62.50

0

,00

26

325.00

広告・調査情 報

提供サービス業

5 1 4

100.0

記入数

%

0

.00

3

75.00

0

.00

1

25.00

2

50.00

1

25.00

1

25.00

3

75.00

1

25.GO

0

.00

12

300.00

情報処理サービ
ス業 ・ソフトウ

ェア業

85 28 57

・ユ00.0

記入数

%

3

5.26

39

68.42

16

28.07

19

3333

20

35.09

19

33.33

14

24.56

7

12.28

8

14.04

0

.00

145

254.39
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第7-1-25表 業種 別 ・電源安 定 調備設 置状況'

回 C A 両
V V 者

答
C
F R

と

も
あ あ な

数 り り し

一 次 産 業 計 社 数 2 0 1 1

% 100.0 .0 50.0 50.0

社 数 484 19 298 167
二 次 産 業 計 、

.

% 100.0 3.9 61.6 34.5

社 数 592 82 338 172
三 次 産 業 計

% 100.0 13.9 57.1 29.1

社 数 104 9 57 38
.

公 務 計
% 100.0 8.7 54.8 36.5

全 産 業 計
社 数 1,182 110 694 396

% 100.0 9.3 58.7 33.5 :

社 数 27 0 15 12
繊 維 工 業

ト

・ % 100.0 .0 55.6 44.4 .

社 数 61 5 39 17
化 学 工 業

% 100.0 8.2 63.9 27.9

主 石 油 製 品 製 造 業
社 数 13 0 9 4

% 100.0 .0 69.2 30.8

社 数 24 6 14 4
鉄 鋼 業

% 100.0 25.0 58.3 16.7

社 数 61 3 38 20 …
電気機械器具製造業

% 100.0 4.9 62.3 32.8

社 数 35 0 23 12 ♪

な 輸送用機械器具製造業
% 100.0 .0 65.7 34.3 !

.

卸 業 ・ 商 社
.

社 数

%

118

100.0

2

1.7

73

61.9

43

36.4 1

小 売 業
社 数 45 0 27 18 :

% 100.0 .0 60.0 40.0 `

社 数 109 44 48 17
業 金 融 業

% 100.0 40.4 44.0 15.6

.

生命保険業(含代理業・ 社 数 5 3 2 0

サービス業) % 100.0 60.0 40.0 .0
'

損害保険業(含代理業・ 社 数 2 0 2 0

サー ビス業) % 100.0 .0 ・100 .0 .0

社 数 11 6 5 0
種 電 力 ・ ガ ス 事 業

% 100.0 54.5 45.5 .0 :

広告 ・調査 ・情報提供 社 数 4 1 3 ,0 `

サービス業 % 100.0 25.0 75.0 .0
;

情報処理サニピス業 ・ 社 数 77 7 48 22'

ソフ トウエ ア業 % 100.0 9.1 62.3 28.6
.
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第7-1-26表 主力機種別 ・電源安定設備設置状況

`

回

・答

数

C
Y
C
F

あ
り

A

V

R

.あり

両
者
と
も
な
し'

超 大 型 以 下 を 保 有
社 数

%

18

100.0

12

66・7

4

22.2

2

11.1

大 型A〃
社 数

%

74

100.0

30

40.5

32

43.2

12

16.2

大 型B〃
社 数

%

131

100.0

27

20.6

81

61.8

23

17.6

中 型A〃
社 数

%

290

100.0

23

7.9

204

70.3

63

21.7

中 型B〃
社 数

%

352

100.0

13

3.7

225

63.9

114

324

小 型 〃
社 数

%

233

100.0

4

1.7

120

51.5

109

46.8

超 小 型 〃

社 数

%

●

69

100.0

1

1.4

21

30.4

47、

68.1

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ

社 数

%

7

100.0

0

.0

1

ユ4.3

6

85.7

そ の 他 の み 保 有
社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

総 平 均
社 数

%

1,174

100.0

110

9.4

688

58.6

376

32.0

'

CVCF:自 動電圧 ・周波数安定装置

AVR:自 動電圧安定装置
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2.オ ン ラ イ ン 化 調 査

第7-2-1表 業種別 ・型別 ・保 有セ ッ ト数 平均

＼ 型 別
業種別＼

超
大
型

大
型
A

大
型
B

中
型
A

中
型
B

小

型

超
小
型

ミン1
ニ ピタ
コユ

そ
の
他

合

計

一 次 産 業 計
.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

二 次 産 業 計 2.0 2.6 2.5 2.5 3.2 2.4 1.6 4.8 1.0 6.0

三 次 産 業 計 2.2 2.0 1.7 1.8 2.0 2.7 5.6 13.5 .0 4.0

公 務 計 2.0 1.0 4.0 2.0 1.0 .0 .0
ρ .0 4.2

全 産 業 計 2.2 2.3 2.1 2.1 2.5 2.6 3」 7.2 LO 4.8

主

な

業

種

繊 維 工 業 .0 1.0 1.6 1.0 10.0 L2 .0 .0 .0 4.6

化 学 工 業 .0 1.0
2・o

1.4 1.6 1.0 i.o 3.0 .0 2.6

'

石油製 品製造業 .0 1.0 1.0 4.0 .0 .0 .0 .0 .0 1.7

鉄 鋼 業 1.0 7.4 7.4 3.0 i5 6.0 .0 .0 .0 17.0

電気機械器具製造
業

3.0 5.4 1.6 6.2 4.4' 4.3 2.0 3.0 .0・ 14.0

輸送用機械器具製
造業 2.0 2.0 2.7 1.4 3.3 1.0

」

.0 7.5 .0 7.7

卸 業 ・ 商 社 1.0 1.5 1.5 2.0 4.0 19.0 9.0 25.0 .0 11.8'

小 売 業 .0 1.0 2.0 1.0 .0 .0 .0 .0 .0 L6

金 融'業 3.8 2.3 1.5 1.6 L3 1.2 .0 .0 .0 3.3

生命保険業(含 代

理業 ・サービス業)
2.0 2.0 2.6 2.5 .0 .0 .0 .0 .0 5.7

損害保険業(含 代
理業・サービス業 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

噛

.0 .0

電 力 ・ガ ス事 業 1.0 1.2 2.6 1.0 2.5 2.0 .0 .0 .0' 3.2

広告 ・調査 ・情報
提供サービス業 .0 .0 .0 .0 .0 .0

.
.0 .0 .0 .0

情報処理サービス
業 ・ソフトウエア業 1.0 4.0 2.2 3.1 .0 1.3 .0 .0 .0 5.6

.1
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第7t・2-2表 型 別 ・機 種 別 ・1社 当 り周 辺 機 器 台数 平均

機 種

型 別

外部補助 メモ リ

.

一般入 出力機器 ・ そ の 他 合

計

回

答

社

数

Mプ
T

ド
ラ
イ

ド

ラ

ム

デ ク
イ)
ス ド
ク ラ
(イ
パ ブ
ツ

集 ク
団
デ
ィ
ス

そ

の

他

カR

/
lP

ド

紙R

ぢ↓
ド ト

キ リ
ユ1

メダ

ン

ラン

イタ

ラ
リ

C

R

T

入

出

力

機

そ

の

他

超 大 型 58.7 12.0 22.2 16.0 .2 10.7 &.8 1.0 14.4 5.8 4.8 .6 150.8 23

大 型A 31.5 2.2 9.4 12.2 .1 8.2 3.8 .3 7.8 1.5 3.9 1.0 82.4 71

大 型B 8.9・ .4 3.2 2.8 .1 1.8 1.5 .3 2.3 .4 1.0 .0 23.4 47

中 型A 6.7 1.1 2.3 1.8 .1 1.5 1.5 .1 2.3 4.8 2.1 .0 24.6 16

中 型B 3.6 .6 1.3 .3 .0 .8 2.0 .1 1.0 .1 3.6 .0 13.4 10

小 型 .0 1.0 .0 .0 .0 1.3 4.3 .0 .6 .0 .3 .3 8.0 3

超 小 型 .0 .0 1.0 .0 .0 .0 4.0 .0 .0 .0 ,0 .0 5.0 1

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0. .0 0

そ の 他 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

平 均 24.3 2.8 8.1 8.2 .1 5.5 2.9 .3 6.1 2.0 2.9 .5 64.1 171
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第7-2-3表 業 種別 ・セ ンターCPUの 所 在

オ ン ラ イ ン 化 社 1回 自
社 端 に 端 に 端Pム 延

答
に
C

末 接
機 続

来 援
機 銃

末u
機 に ;

P
u が す が す が接 べ

を 自 る 他 る 電 縫 `

実 も 社 シ 社 シ 々 す

た の ス の ス 公 る 合
'

な Cテ Cテ 社 シ
い Pム Pム の ス

業 種 別 数 社 u u Cテ 計 :

一 次 産 業 計 社数 0 0 0 0 0 0
i

% .0 .0 .0 .0 .0 .0 」

二 次 産 業 計
社数 62 3 52 8 9 69

.

% 100.0 4.8 83.8 12.9 14.5 100.0

三 次 産 業 計
社数 102 6 88 4 14 106

,

% .100.0 5.8 86.2 3.9 13.7 103.9 F

社数 5 0 5 0 0 5
公 務 計 '

% 100.0 .0 100.0 .0 .0 100.0
「

全 産 業 計
社数 169 9 145 12 23 180

,

% 100.0 5.3 85.7 7.1 13.6 106.5
…

・

社数 6 0 6 0 0 6
!

繊 維 工 業 1

% 100.0 .0 100.0 .0 .0 100.0 1

化 学 工 業
社数 ユ0 1 10 1 0 11 1
% 100.0 10.0 ]00.0 10.0 .0 110.0 1

主
石 油 製 品 製 造 業

社数 4 0 4 0 0 4 !
1

% 100.0 .0 100.0 .0 .0 100.0
i

社数 5 1 5 0 0 5
;

鉄 鋼 業
% 100.0 20.0 100.0 .0 .0 100.0

1
|

・

電気機械器具製造業
社数 7 1 7 0 1 8 1
% 100.0 14.2 100.0 .0 14.2 ll4.2 i

輸 送 用 機械 器具 社数 8 0 7 2 0 ・9

…

{な 製 造 業 % 100.0 .0 87.5 25.0 .0 112.5 {
1

卸 業 ・ 商 社
社数 6 0 6 1 0 7 {

～

% 100.0 .0 100.0 16.6 ,0 116.6 ;

社数 3 0 2 1 0 3
;
|

小 売 業
% . 100.O

l

..0 66.6 333 .0 100.0 i

業 金 融 業
社数 50 2 40 1 12 53 {

…
% 100.0 4.0 80.0 2.0 24.0 106.0 1

生 命保 険 業(含 代 社数 4 0 4 0 0 4 i

理 業 ・サー ビス業) % 100.0 .0 100.0 .0 .0 100.0 i
損 害保 険 業(含 代 社数 0 0 0 0 0 0 {
理 業 ・サー ビス業) % .0 .0 .0 .0 .0 .0 L

種 電 力 ・ガ ス 事 業
社数

%

7

100.0

'0

.0

6

85.7

0

.0

1

14.2

7

100.0
/
L

広 告 ・調 査 ・情 報 社数 0 0 0 0 0 0 「

提 供 サ ー ビ ス 業 % .0 .0 .0 .0 、0 、0 i

情 報処 理 サー ビス 社数 10 0 9 0 1 10'
…

業 ・ソフ トウェ ア業 % 100.0 .0 90.0 .0 10.0 100.0
1



379

第7-2-4表 業 種別 ・セン ターCPUの 複合 利用 状 況

ρ

回 自る 他 る 電縫 自接 自u 他u 自のの
社も 社 も 々す 社続 社に 社に 社C
のの のの 公る とす と接 .と接 とP

答 C C 社 も 他る 電続 電続 他u
P P のの 社 も 々す 々す 社に
u u C の の 公る 公る と接」

実 に に P C 社も 社 も 電続
接 接 u P のの のの 々す

続 続 に u C C 公 る

業 種 別 『
数 す す 接 に P P 社 も

社数 0 0 0 0 0 0 0 0
一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社数 62 47 3 5 3 2 2 0
二 次 産 業 計

% 100.0 75.8 4.8 8.0 4.8 3.2 3.2 .0

社数 102 84 2 12 2 2 0 0

三 次 産 業 計
% 100.0 82.3 L9 11.7 1.9 1.9 .0 .0

社数 5 5 0 0 0 0 0 0
公 務 計

% 100.0 ユ00.0 .0 .0 .0 .0 .0 ..0

社数 169 136 5 17 5 4 2 0

全 産 業 計
% 100.0 80.4 2.9 10.0 2.9 2.3 11.8 .0 .

社数 6 6 0 0 0 0 0 0
繊 維 工 業

% 100.0 100.0 .0 .0 .0
、

.0 .0 .0

社数 10 9 0 0 1 0 0 0

化 学 工 業
% 100.0 90.0 .0 .0 10.0 .0 .O .0

主 石油製品製造業
社数

%

4

100.0

4

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

』

.0

0

.0

社数 5 5 0 0 0 0 0 0
鉄 鋼 業

% 100.0 ユ00.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

電 気 機 械 器 具 社数 7 6 0 0 0 1 0 0

製 造 業 % 100.0 85.7 .0 .0 .0 14.2 .0 .0 .

な 輸送用機械器具
製 造 業

杜数

%

.8

100.0

6

75.0

1
、

12.5

0

.0

1

12.5

0

.0

0

.0

0

.0

社数 6 5 0 0 1 0 0 0
卸 業 ・商 社

% 100.0 83.3 .0 .0 16.6 .0 .0 .0

社数 3 2 1 0 0 0 0 0

小 売 業
% 100.0 66.6 33.3 .0 .0 .0 .0 .0

社数 50 37 0 10 1 2 0 0

業 金 融 業
% 100.0 74.0 .0 20.0 2.0 4.0 .0 .0. .

生命保険業(含 代 社数 4 4 0 0 0 0 0 0

理 業 ・サ ー ビス業) % 100.0 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

損害保険業(含 代 社数 0 0 0 0 0 0 0 0

理 業 ・サ ー ビス業) % .0 .0 .0 .0 .0' .0 .0 .0
、

種 電 力 ・ガス 事業
社数

%

7

100.0

6

85.7

0

㌦0

1

14.2

0

.0

0

.0

0

.0

、0

.0

広告 ・調査 ・情報 社数 0 0' 0 0 0 0 0 0

提 供 サ ー ビス業 % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

情報処理サービス 社数 10 9 0 1 0 0 0 0

業 ・ソフ トウェア業 % 100.0 90.0 .0 10.0 .0 .0 .0 .0 .
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第7-2-5表 接続 す る他 の セ ンター(自 社 、公社 以 外)の 細分類(現 在)

、

業 種 別

親

会

社

子

会

社

系

列

共

同

セ

ン

タ

1

同

業

共

同

セ

ン

タ

|

独

立

営

業

セ

ン

タ

|

そ

の

他

計

一 次 産 業 計
,
社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

二 次 産 業 計
社 数

%

1

5.0

7

35.0

4

20.0

0

.0

4

20.0

4

20.0

20

100.0

三 次 産 業 計
社 数

%

3

10.7

2

7.1

2

7.1

11

39.3

4

14.3

6

21.4

28

100.0

公 務 計
社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

全 産 業 計
社 数

%

4

・
.8.3

9

ユ8.8

6

ユ2.5

11

22.9

8

16.7

10

20.8

48

ユ00.0

(

.

主

な

業

種

繊 維 工 業'
社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

1

100.0

化 学 工 業
社 数

%

0

.0

0

.0

1

50.0

0

3

0

.0

1

50.0

2

100.0

石 油 製 品 製 造 業
社 数

%

1

50.0

1

50.0

0

.0

o

.0

0

.0

0

.0

2

100.0

鉄 鋼 業
社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

、0

0

.0

電気 機械 器具製造業
社 数

%

0

.0

1

33.3

1

33.3

0

.0

0

.0

1

33.3

3

100.0

輸送用機械器具製造業
社 数

%

0

.0

3

60.0

2

40.0

0

.0

0

.0

0

.0

5

100.0

卸 業 ・ 商 社
社 数

%

0

.0

1

50.0

0

.0

0

.0

0

、0

1「

50.0

2

100.0

小 売 業
社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

0

.0

1

100.0

金 融 業
社 数

%

1

6.3

0

.0

1

6.3

10

62.5

2

12.5

2

12.5

16

100.0

生 命 保 険 業
(含代理業 ・サービス業)

社 数

%

0'

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

,0

.0

損 害 保 険 業
(含代理業 ・サービス業)

社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

'0

.0

0

.0

0

.σ

電 力 ・ ガ ス 事 業
社 数

%

0

.0

、0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0
'

.0

広'告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス 業

社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

情報処理サ ー ビス業 ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

社 数

%

2

33.3

0

.0

.1

16.7

0

.0

1

16.7

2

33.3

6

ユ00.0
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第7-2-6表 .接 続す る他 のセ ン ター(自 社 、 公社 以外)の 細分類(5年 後)

親 子 系 同 独 そ

列 業 立 .

共 共 営

会 会
同

セ
同 業 の 計

ン
セ セ

タ
ン ン

タ タ

業 種 別
社 社 1 1 1 他

社 数 0 0 0 0 0 0 0
一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社 数 2 17 4 0 3 4 30

二 次 産 業 計
% 6.7 56.7 13.3 .0 10.0 13.3 100.0

社 数 2 6 4 10 1 6 29

三 次 産 業 計
% 6.9 20.7 13β 34.5 3.4 20.7 100.0

社 数 0 0. 0 0 0 0 0

公 務 計
% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

全 産 業 計
社 数

%

4

6.8

23

39.0 .

8

13・6

10

16.9

4

6.8

10'

16.9

59

100.0

社 数 0 3 0 0 0 1 4

繊 維 工 業
% .0 75.0 .0 .0 .0 25.0 100.0

社 数 b 2 1 0 1 1 5

化 学 工 業
% .6 40.0 20・0 .0 20.0 20.0 100.0

主 石 油 製 品 製 造 業
社 数

%

1

50.0

1

50.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

100.0

社 数 0 2 0 0 0 0 2

鉄 鋼'業
%・ .0 100.0 .0 .0 、0 .0 100.0

社 数 0 1 1 0 0 2 4

電気機 械器具製造業
% .0 25.0 25.0 .0 .0 50.0 100.0

社 数 1 2 2 0 0 0

'
5

な 輸送用機械器具製造業
% 20.0 40.0 40.0 .0 .0 .0 100.0

社 数 0 2 1 0 0 1 4

卸 業 ・ 商 社
% .0 50.0 25.0 .0 .0 25.0 100.0

小 売 業
社 数

%

0

.0

1

33.3

0

.0

1

33.3

1

33.3

0

.0

3

100.0

社 数 1 0 1 9 0 2 13

業 金 融 業
% 7.7 、0 7.7 69.2 .0 15.4 100.0

生.命 保 険 業 社 数 0 1 0 0, 0 0 1

(含代理業 ・サー ビス業) % .0 100.0 .0 .0 .0 .0 100.0

損 害 保 険 業 社 数 0 0 0 0 0 0 . 0

(含代理業 ・サー ビス業) % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社 数 0 0 0 0 0 0 0

種 電 力 ・ ガ ス 事 業
% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

広 告 ・調 査 ・情 報 社 数 0 0 0 0 0 0 0

提 供 サ ー ビ ス 業 % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

情 報処理 サービス業 ・ 社 数 1 0 1 0 0 3 5

ソ フ ト ウ ェ ア 業 % 20.0 .0 20.0 .0 .0 60.0 100.0

●
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第7-2-7表 の1業'種 別 ・接 続CPU別 ・利用端 末機 現 況(1)

〔1簑竃繍
回 1才 上 当 り 可乙 ナ勾 台'数 延

キ/ C 金 ・ 紙チ キ イ 出イ プ 予 リA そ

答
1タ
ポイ

R

T

融マ

機シ

テ

|

1ス
・ク

カン

専プ
約

モR

lT 回.

1プ デ 関ン プ ツ 用 リ 口 用 トタ

実

ドラ
・イ イ

用)

?

・

リ
|

こ

プン

リク 特
・1

パ ミ
の

答
ブタ ス

ア 1 ア ンを ツ 殊 ツナ

リ プ ラ ダ | タ含 チル
ン レ 1 パ プ (む

端
S

数 タ イ ズ ン デ
一

フ〉 タ 末 M 他 数

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一 自社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当 り平均 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

次 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1祉 当 り平均 .0 .0 .0 。0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0

産

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 全CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

回 答 社 数 39 27 0 21 1 18 1 2 10 0 52

一

一
自社CPU 合 計 台 数 1,]95 416 0 393 5. 408 1 28 48 0 2,494

1社 当 り平均 19.2 6.7 :0 6.3 .0 6.5 .0 .4 .7 、0 40.2

次 回 答 社 数 8 0 0 0 0 0 0 0 2 0 8

他社CPU 合 計 台 数 20 0 0 0 0 0 0 0 4 0 24

産

1吐 当 り平均 .3 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .3

回 答 社 数 7 0 0 4 0 0 0 0 1 0 9

電々CPU 合 計 台 数 58 0 0 6 0 0 0 0 1 0 65

業 1社 当 り平均 .9 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 1.0

回 答 社 数 62 54 27 0 25 1 18 1 2 13 0 69
計 全CPU 合 計 台 数 1,273 416 0 399 5 408 1 28 53 0 2,583

1社 当 り平均 20.5 6.7 .0 6.4 .0 6.5 .0 .4 .8 .0 41.6

回 答 社 数 62 26 29 24 2 21 0 2 7 0 88

=
一 自社CPU 合 計 台 数 4,427 3,671 11,875 993 14 540 0 1,584 29 0 23」33

1社 当 り平均 43.4 35.9 1]6.4 9.7 .1 5.2 .0 15.5 .2 .0 226.7

次 回 答 社 数 3 1 0 1 0 1 0 0 0 0 4

他社CPU 合 計 台 数 28 25 0 4 0 4 0 0 0 0 61

産

1社 当 り平均 .2 .2 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .5

回 答 社 数 7 2 5 3 0 1 0 0 0 0 14

電々CPU 合 計 台 数 280 17 534 8 0 3 0 0 0 0 842

業 1社 当1)平 均 2.7 .1 5.2 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 8.2

回 答 社 数 102 72 29 34 28 2 23 0 2 7 0 106
計 全CPU 合 計 台 数 4,735 3,713 12,409 1,005 14 図7 0 1,584 29 0 24,036

1社 当|坪 均 46.4 36.4 ]21.6 9.8 .1 5.3 .0 15.5 .2 .0 235.6

'
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第7-2-7表 の2業 種別 ・接続CPU別 ・利用 端 末機 現況(2)

〔欝 藷議 〕
訂 回 1社 当 り 平 均 台 数 延

i '

キ/ C 金 ・ 紙チ キ イ 出イ プ 予 リA そ
,

答
1タ
ボイ

R

T

融マ
機シ

テ
|

1ス
・ク

カン
専プ

約
モR

lT
回

i 1ブ デ 関ン プ ツ 用リ 口 用 トタ

ドラ 用) ・ | プン 特
・1

の`

実
・イ

プ タ

イ

ス 亨
り

[ 手
リタ
ンを ツ 殊

バミ

ツナ
答

… リ プ ラ ダ 1 タ含 端
チル

| ン レ 1 パ プ (む S

i 数 タ イ ズ ン デ ラ) タ 末 M 他 数
ト

1 回 答 社 数 5 2 0 1 0 0 0 0 1 0 5

| 公 自社C.PU 合 計 台 数 1,792 20 0 596 0 0 0 0 2 0 2,410

…
1社 当 り平均 358.4 4.0 . .0 119.2 .0 .0 .0 .0 .4 .0 482.0

: 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
'0

他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
L

{ 1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 、0 ..0 .G

|
1 務

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 G G 0 0

… 重々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 G 0 0 0
.

ー

↓

1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0

P 回 答 社 数 5 5 2 0 1 0 0 0 0 1 0 5

　 計 全CPU 合 計 台 数 1,792 20 0 596 0 0 0 G 2 0 21410

l
l

l

1杜 当 り平均 358.4 4.0 .0 119.2 .0 .0 .0 .0 .4
`
.0 482.0

i
回 答 社 数 106 55 29 46 3 39 1 4 18 0 145

全 自社CPU 合 計 台 数 7,414 4,107 11β75 1,982 19 948 1 1}612 79 0 28,037

| 1社 当 り平均 43.8 24.3 702 11.7 .1 5.6 .0 9.5 .4 .0 165.8

■̀

a 回 答 社 数 11 1 0 1 0 1 0 0 2 0 12

産 他社CPU 合 計 台 数 48 25 0 4 0 4 0 G 4 0 85

i 1社 当 り平均 .2 .1 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .5

「

ト} 回 答 社 数 14 2 5 7 0 1 0 0 1 0 23

業 寛々CPU 合 計 台 数 338 17
1534

14 0 3 0 0 1 0 9G7

i 1社 当 り平均 2.0 .1 3.1 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 5.3

!
回 答 社 数 169 131 58 34 54 3 41 1 4 21 0 180

上 計 全CPU 合 計 台 数 7β00 4,149 12,409 2,000 19 955 1 1,612 84 0 29,029

1

`、

」

-

1社 当 り平均 46.1 24.5 73.4 11.8 .1 5.6 、0 95 .4 .0 17L7

回 答 社 数 5 1 0 4 0 1 0 0 0 0 6

　 主 自社CPU 合 計 台 数 32 3 0 16 0 1 0 0 0 0 52

… 繊 1社 当 り平均 53 。5 .0 2.6 .0 .1 .0 .0 .0 .0 8.6

←

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

iな 維 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0
.

0 0 0 G 0

1社 当 り平均 .0 .0 、0 .0 .0 .0 .0 .0 .G .0 .0

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 工
寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

… 1社 当 り平均 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

ム

業 回 答 社 数 6 5 1 0 4 0 1 0 0 0 0 6
.

・種 全CPU 合 計 台 数 32 3 0 ユ6 0 1 0 0 0 0 52

1社 当 り平均 5.3 .5 .0 2.6 .0 .1 .0' .0 .0 .0 8.6

`

'
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第7-2-7表 の3業 種別 ・接 続CPU別 ・利用端 末機現 況(3)

〔竃竃鞠
回 1社 当 り 平 均 台 数 延

キ/ C 金 ・ 紙チ キ イ 出イ プ 予 リA そ

答
1タ
ポイ

R

T

融マ

機シ

テ

1

'1ス

・ ク

カン

専プ
約

モR

lT
回

1プ 関ン プ ツ 用 リ 口 用 トタ :

実

ドラ
・イ

デ

イ
用)

つ

.

リ

|

二

プン
リク 特

・1

パ ご、
の

答
プン ス ア | ア ンを ツ 殊 ツナ

り プ ラ ダ 1 タ含
端 チル

ン レ 1 ノぐ プ (む S …

数 タ イ ズ ゾ デ ラ) タ 末 M 他 数

回 答 杜 数 6 3 0 4 0 3 0 0 1 0 10 .

化 自社CPU 合 計 台 数 42 48 0 86 0 72 0 0 1 0 249

1社 当 り平均 4.2 4.8 .0 8.6
'

.0 7.2 .0 .0 .1 .0 24.9 i

回 答 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

`

主 学 他社CPU 合 計 台 数 1 o 0 0 0 0 0 0 0 σ 1 }
∫

1杜 当 り平均 .1 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .1 ]

、 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1

|
工 電々CPU 合 計 台 数 0 G 0 0 0 0 o 0 0 0 0

.

1社 当 り平均 ・0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 …

回 答 社 数 10 7 3 0 4 0 3 G 0 1 0 11 {
業 全CPU 合 計 台 数 43 48 0 86 0 72 0 0 1 0 250

:

1社 当 り平均 4.3 4.8 .0 8.6 .0 7.2 .0 .0 .1 .0 25.0
.

回 答 社 数 3 2 0 1 0 11 0 0 1 0 4

な 石 自社CPU 合 計 台 数 29 9 0 1 0 4 0 0 2 0 45

1社 当 り平均 7.2 2.2 .0 .2 .0 LO .0 .0 .5 .0 11.2 !

油

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

.

i

製 他社cpu 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

口

1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .G .0 .0 1

口口

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o
i

製 電々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当 り平均 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .G .0 .o
.

造

回 答 社 数 4 3 2 0 1 0 1 0 0 1 0 4

業 業 全CPU 合 計 台 数 29 9 0 1 0 4 0 0 2 0 45

1社 当 り平均 7.2 2.2 .0 .2 .0 1.0 .0 .0 .5 .0 11.2

回 答 社 数 5 5 0 1 0 2 0 0 1 0 5

鉄 自社CPU 合 計 台 数 488 203 0 2 0 14 0 0 5 0 712

1社 当 り平均 97.6 40.6 .0 .4 ,0 2.8 .0 .0 LO .0 142.4

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0, 0 0 0

他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当1坪 均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

鋼

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

種 寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

回 答 社 数 5 5 5 0 1 0 2 0 0 1 0 5

業 全CPU 合 計 台 数 488 203 0 2 0 ユ4 0 0 5 0 712

1社 当 り平均 97.6 40.6 .0 4 ↓0 2.8 .0 .0 1.0 .0 142.4
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第7-2-7表 の4業 種 別 ・接続CPU別 ・利用端 末機 現 況.(4)

〔灘 幾馴
1回 1社 当 り 平 均 台 数 延

キ/ C 金 ・ 紙チ キ イ 出イ プ 予 リA そ

答
1タ

ポイ
R

T

融マ

機シ
テ
1

1ス
・ク

カン
専プ

. 約
モR

lT
回

|プ 関ン プ ツ 用リ 口 用 トタ

実

ドラ
・イ

プタ

デ
ィ

ス

用)

9

・;

|

1「

:

プン

リタ
ンを ツ

特

殊

・1

バ ミ

ツナ

の
答

リ ・ プ ラ ダ | タ含 端 チル
ン レ | パ プ (む S

数 タ イ ズ ン デ ラ) タ 末 M 他 数

1回 答 杜 数
' 6 4 0 4 1 5 0 0 2 0 7

電 自社CPU 合 計 台 数 349 58 0 217 5 27 0 0 16 G 672

気
1社 当 り平均 49.8 8.2 .0 31.0 .7 3.8 .0 .0 2.2 .0 96.〔

機 回 答 社 数 0 0 0・ 0 0 0 0 0 0 0 0

主 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
械

器

1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

日 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1
ラマ

寛々 CPU 合 計 台 数 0 、0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

製 1社 当 り平均
'
.0 .0 .0 』 、0 .0 .0 .0 .1 .0 .1

造
回 答 社 数 7 6 4 0

'
4 1 5 0 0 3 0 8

な 業 全CPU 合 計 台 数 349 58 0 217 5 27 0 0 17 0 673

1社 当 り平均 49.8 8.2 .0 3LO .7 3.8 .0 .0 2.4 .0 96.1

回 答 社 数 5 6 0 3 .0 4 1 2 1 0 7
輸

自社CPU 合 計 台 数 107 77 0 12 0 284 1 28 12 0 521

送 1社 当 り平均 13.3 9.6 .0 1.5 .0 35.5 .1 3.5 1.5 .0 65.1

用
回 答 社 数 2 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2

機 他社CPU 合 計 台 数 5 0 0 0 0 0 0 G 1 0 6

械 1社 当 り平均 .6 .0 .0 .0 .0 .0 .o .0 .1 .0 .7
∫

器 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 具 寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 G 0 0 0

製
1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .G .0 .0 .0

造 回 答 社 数 8 7 6 0 3 0 4 1 2 2 0 9

業
全CPU 合 計 台 数 U2 77 0 12 0 284 1 28 13 0 527

1社 当 り平均 14.0 9.6 .0 1.5 .0 35.5 .1 3.5 1.6 .0 65.8

回 答 社 数 3 3 0 1 0 4 0 0 0 0 6

卸 自社CPU 合 計 台 数 25 77 0 17 0 33 0 0 0 0 152

1社 当 り平均 4.1 12.8 .0 2.8 .0 5.5
'
.0 .0 .0 .0 25.3

回 答 社 数 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

種 業 他社CPU 合 計 台 数 24 25 0 G 0 0 0 0 0 0 49

1社 当り平均 4.0 4.1 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 8.1

・

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

商 電々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .G .0 .0

回 答 社 数 6 4 4 0 1 0 4 0 0 0 0 7

社 全CPU 合 .計 台 数 49 102 0 17 0 33 0 0 0 0 201

1社 当 り平均 8.1 17.0 .0 2.8 .0 5.5 .0 .0 .0 .0 33.5
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、

.第7-2-7表 の5業 種 別 ・接 続CPU別 ・利用端 末機 現況(5)

{;竃魏…翻
回 1社 当 り 平 均 台 数 延

キ/ C 金 ・ 紙チ キイ 出イ プ 予 リA そ
プ答 1タ

ポイ
R

T

融マ

機シ
テ
1

1ス
・ク

カン
専プ

約 モR

lT
回

1プ
デ 関ン プ ツ 用 リ 口 用 トタ

実

ドラ
・イ

プタ

イ

ス

用)

;
i
|

!

テ

プン

リタ
ンを ツ

特

殊

・1

バ ミ

ツナ

の
答

ll プ ラ グ | タ含 チル
ン レ | パ プ (む

端
S

数 タ イ ズ ン デ ラ) タ 末 M 他 数

回 答 社 数 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2

小 自社CPU 合 計 台 数 20 2 0 0 0 0 0 0 0 0 22

1社 当}}平 均 6.6 .6 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 7.3

回 答 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

主 他社CPU 合 計 台 数 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

由

1社 当 り平均 1.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 LO

冗

回 答 杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0

回 答 社 数 3 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0 3

業 全CPU 合 計 台 数 23 2 0 0 0 0 0 0 0 0 25

1社 当 り平均 7.6 .6 .0 .0 .0 .0 .0 .0
.

.0 .0 8.3

回 答 社 数 25 3 27 11 0 4 0 0 0 0 40

な 金 自社CPU 合 計 台 数 2,501 14 9,870 446 0 30 0 0 0 0 12,861

1社 当 り平均 50.0 .2 1974 8.9 .0 .6 .0 .0 .0 .0 257.2

回 答 社 数 0 0 0 ,1 0 1 0 0 0 0 1

他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 4 0 4 0 0 0 0 8

1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 。0 .0 .0 .0 .0 .1

融

回 答 社 数 5 2 5 2 0 1 0 0 0 0 12

電々CPU 合 計 台 数 275 17 534 4 0 3 0 0 0 0 833
.

1社 当 リ平均 5.5 .3 10.6 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 16.6

回 答 社 数 50 30 5 32 14 0 6 0 0 0 0 53

業 業 全CPU 合 計 台 数 2,776 31 10,404 454 0 37 0 0 0 0 13,702

1社 当 り平均 55.5 .6 208.0 9.0 .0 .7 .0 .0 .0 .0 274.0

回 答 社 数 4 3 0 0 1 2 0 0 1 0 、4

. 自社CPU 合 計 台'数 323 57 0 0 9 27 0 0 2 0 418・

生
命

1社 当 り平均 80.7 14.2 .0 .0 2.2 6.7 .0 .0 .5 .0 104.5

保
険 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 他社CPU 合 計 台 数 0 Oi G G 0 0 G 0 0 0 0
〔

含
代

1社 当 り平均 .0 ・0「o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

種 理 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 . 0 0

サ

ー
寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 .0 0 0 0 0

5
1社.当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .G

き 回 答 社 数 4 4 3 0 0 1 2 0 0 1 0 4

全CPU 合 計 台 数 323 57 0 0 9 27 0 0 2 0 418

1社 当 り平均 80.7 14.2 .0 .0 22 6.7 .0 .0 .5 .0 104.5

.
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第7-2-7表 の6業 種別 ・接 続CPU別 ・利 用端 末機 現況(6)

{1社 当り平均台数は、すべて各合計台数を全回答実数で除した数値である〕

回 1社 当 り 平 均 台 数 延

1 . 答

キ/

1タ
ポイ

1プ

C

R

T

デ

金 ・
融マ

機シ
関ン

紙チ

テ

【
プ

キ イ

1ス
・ク

ツ

出イ
カン

専プ
用 リ

プ

ロ

予

約

用

リA
モR

lT

トタ

そ

回

)

-.

F 実

ドラ
・イ

プタ

イ

ス

用)

亨
;
1

1

÷

プン

リタ
ンを ツ

特

殊

・1

パ ミ

ツナ

の
答

… リ プ ラ ダ 1 タ含 チル
ン レ 1 パ プ (む

端
S

… 数 タ イ ズ ン デ ラ) タ 末 M 他 数

ト 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

自社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 ・0 0 0 0 01

1 墾 、 1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

」

.0
' 口

1 保
険 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 …0

!主 業
・( 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ,0

: 含 1台 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 :`.0
」 代

理「

業 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
`0

δ

÷ 寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
'0

1
ピ

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0'

.
ス

業 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 、0
)

全CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
'0

ぶ

1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .G .0 .0 .0 .0
`

■
・

回 答 社 数
ぐ

5 4 0 1 0 0 0 0 ユ 0 :6
'な

電 自社CPU 合 計 台 数 34 24 0 2 0 0
.

0 0 3 0 ・63
.

カ

1社 当1坪 均 4.8 3.4 .0 .2 .0 .0 .0 .0 .4 .0 9.0
「,

.

` 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

! ・ 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 G 0 0
v

ガ

1社 当 り平均 .0 .0 .0 .G .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0

回 答 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

`

ス 重々CPU 合 計 台 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

事

1社 当 り平均 .1 .0 .0 。0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .1

[

` 回 答 社 数 7 6 4 0 1 0 0 0 0 1 0 7

:
業 業 全CPU 合 計 台 数 35 24 0 2 0 0 0 0 3 0 64

1祉 当 り平均 5.0 3.4 .0 .2 .0 .0 .0 .0 .4 .0 9.1

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

F 自社CPU' 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

F 皇 1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 .0 、0 .0 .0
1 口

・

.
調 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

李 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0

情 1杜 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
` 報
. 提

供
回.答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

種 サ 寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.

1 1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
ピ

F

;
ス
業 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

`
1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

～

…

:
}

}
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第7-2-7表 の7業 種 別 ・接 続CPU別 ・利 用 端 末機 現 況(7)

〔竃難翻
回 1社 当 り 平 均 台 数 延

キ/ C 金 ・ 紙チ キ イ 出イ プ 予 リA そ

答
1タ

ポイ
R

T

融マ

機シ

テ

1

1ス
・ク

カン
専プ 約

モR

lT 回

|プ
デ

関ン プ ツ 用リ 口 用 トタ

実

ドラ
・イ

プタ

イ

ス

用)

亨

1;
|

!

テ

プン

リタ

ンを ツ

特

殊

・1

パ ミ

ツナ

の

答

リ プ ラ ダ 1 タ含
端

チル
ン レ | ・パ プ (む S

数 タ イ ズ ン デ ラ) タ 末 M 他 数

回 答 社 数 5 5 2 2 0 2 0 0 3 0 9

主
情

自社CPU 合 計 台 数 107 3,014 2,005 3 0 5 0 0 12 0 5,146

報 1社 当 り平均 10.7 301.4 200.5 .3 .0 .5 .0 .0 1.2 .0 514.6

処
理
サ 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

な | 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ヒ

ス
1社 当 り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

業.
.

回 答 社 数 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

業
ソ

7 電々 CPU 合 計 台 数 4 0 0 4 0 0 0 0 0 0 8

ト
ウ

1杜 当 り平均 .4 .0 .0 .4 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .8

エ

ア 回 答 社 数 10 6 5 2 3 0 2 0 0 3 0 10

種 業 全CPU 合 計 台 数 111 3,014 2,005
'
7 0 5 0 0 12 0 5,154

1社 当 り平均 1L1 30L4 200.5 .7 .0 .5 .0 .0 1.2 .0 515.4
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第7-2-8表 の1

ぐ　

業 種別 ・接 続CPU別 ・5年 後 の利 用端 末機予 定(1)

〔圭;峯鑓§蓋曇i}}
.

回 キ タ C 金 ズ 紙 キ 出 ン プ 予 リR そ 延

1イ
ポ プ

R 融 ・ テ

1
!
ツ

カ ブ

専 リ
約

モT

lタ

答 1ラ
T 機 マ

プ 1 用 ン 口 用 ト| 回
ド イ デ 関 シ . 二 ブ タ る こ

、 .

'タ イ 用 ン リ
ア

1
リ を 特 パ ナ の

プ
)

( 1 プ
ン 含 ツ ル

実 リ
ン

タ

ス

プ

レ

z
フ

ダ
パ

ン

デ
ィ

ス

タ む
)

〔
フ

ツ 殊

端

チ
S

M

答

数 / イ
| チ ク イ タ 末 A 他 数

、「

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一 自社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

次 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

.

0

他社CPU 合 計 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

庄
回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

寛々CPU 合 計 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 全CPU 合 計 社 数 0 0 0 σ 0 0 0 0 0 0 0

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

回 答 社 数 26 30 0 ユ2 1 ユ4 0 1
114

0 41

/ 二 自社CPU 合 計 台 数 1,561 1,156 0 510 15 304 0 40 102 0 3,688

1社 当り平均 33.2 24.5 .0 10.8 .3 6.4 .0 .8 2.1 .0 78.4

次 回 答 社 数 7 2 0 0 0 0 0 0 1 0 8

他社CPU 合 計 台数 33 2 0 0 0 0 0 0 3 0 38
噛

1社 当り平均 .7 .0 .0 .0 .0 .G .0 .0 .0 .0 .8

産

回 答 社 数 6 0 0 3 0 0 0 0 0 0 7

電々CPU 合 計 台 数 97 0 0 0 0 0 0 0 o 0 !05

業 1杜 当り平均 2.0 .0 .0 .1 .0 .0 .0 .0 .0 .0 22

回 答 社 数 47 39 32 0 ユ5 1 ユ4 0 1 15 0 56

計 全CPU 合 計 台 数 1,691 1,158 0 518 15 304 o 40 ユ05 0 3,831

1社 当り平均 35.9 24.6 .0 lLO .3 6.4 .0 .8 2.2 .0 81.5

回 答 社 数 45 29 26 ユ0 2 14 0 0 ユ0 0 :70

三 自社CPU 合 計 台 数 7,347 3,166 10,941 576 17 219 0 0 258 0 22,524

1社 当り平均 96.6 41.6 143.9 7.5 .2 2.8 .0 .0 303 .0 296.3

.

次 回 答 社 数 2 1 0 1 0 1 0 0 0 0 3

他社CPU 合 計 台 数 99 50 0 4 0 4 0 0 0 0 157

1社 当り平均 1.3
、

.6 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .2.0

産

回 答 社 数 7 2 2 1 0 1 0 0 0 0 ,9

重々CPU 合 計 台 数 439 514 2 0 3 0 0 0 0 0 .1,028
.

業 1社 当り平均 5.7 .9 6.7 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 13.5

回 答 社 数 76 54 32 28 12 2 16 0 0 10 0 82

計 CPU 合 計 台 数 7,385 3,286 ]1,455 582 ユ7 226 0 0 258 0 23,709

1社 当り平均 103.7 43.2 150.7 7.6 .2 2.9 .0 .0 3.3 .0 311.9
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第7-2-8表 の2鋤 ピ接続CPU男1」'5綱 利用㈱ 予定(2){li難i翻

回 キ タ C 金 マ 紙 キ 出 プ プ 予 リR そ 廷
|

1イ R 融 シ テ | 動 り モT

答

ポ プ

1ラ

ド ィ
・ タ

T

デ

イ

機 ン

関)
用

で

1
ブ
・

リ

・シ

1

テ
|

専 ン用 タ

ブ を
リ 含
ン む

口

約

用

特

1タ

ト|
.こ、

パ ナ の

回
1

実
プ

リ
ン

ス

プ

τ
フ
1

1

ダ
パ

プ
デ
イ

タ)

ヲ

7

殊

端

ツル

チ

S

答

タ レ ズ ン ス イ M `

数 / イ
・ チ ク ン タ 末 A 他「 数

回 答 杜 数 4 4 0 1 1 2 1 0 3 0 4

自社CPU 合 計 台 数 693 575 0 24 14 15 1 0 60 0 1,382
.

1社 当り平均 173.2 143.7 .0 6.0 3.5 3.7 .2 .0 15.0 .0 345.5

公

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

務

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 .0

寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

計

回 答 社 数 4 4 4 0 1 1 2 1 0 3 0 4

全CPU 合 計 台 数 693 575 0 24 14 15 1 0 60 0 ll382

1社 当り平均 173.2 143.7 .0 6.0 3.5 3.7 .2 .0 15.0 .0 345.5 i

回 答 社 数 75 63 26 23 4 30 1 1 27 0 115

自社CPU 合 計 台 数 9,601 4β97 10,941 1,110 46 538 1 40 420 0 27,594

1社 当り平均 755 38.5 86.1 8.7 .3 4.2 .0 .3 3.3 .0
、

217.2
1

全

回 答 社 数 9 3 0 1 0 1 0 0 1 0 11

,

他社CPU 合 計 台 数 132 52 0 4 0 4 0 0 3 0 195

1社 当り平均 1.0 .4 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 1.5

産

回 答 社 数 13 2 2 4 0 1 0 0 0 0 16

寛々CPU 合 計 台 数 536 514 10 0 3 0 0 0 0 0 1,133

1社 当り平均 4.2 .5 4.0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 .0
・8

.9

業

回 答 社 数 127 97 68 28 28 4 32 1 1 28 0 142

全CPU 合 計 台 数 10,269 5,GI9 11,455 1,124 46 545 1 40 423 0 28,922

1社 当り平均 80.8 39.5 90.1 8.8 .3 4.2 .0 .3 3.3 .0 227.7

回 答 社 数 2 4 0 1 0 2 0 0 0 0 4

自社CPU 合 計 台 数 60 75 0 10 0 6 0 0
'0

0 151

主
1社 当リ平均 15.0 18.7 .0 2.5 .0 15 .0 .0 .0 .0 37.7

・

「

: 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

な

維 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

.・

0
業

ゴニ 寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

種
i 回 答 社 数 4 2 4 0 1 0 2 0 0 0 0 4

業 全CPU 合 計 台 数 60 75 0
.

10 0 6 0 0 0 0 151

1社 当り平均 15.0 18.7 .0

「

2.5 .0 L5 .0 .0 .0 .0 37.7
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第7+8表 の3酬'接 続CPUSiJ'5s'?Eo利 用く 定(3)〔llll礫:i}

回 キ イ C 金 マ 紙 キ 出 ン プ 予 リR そ 延
1プ R 融 シ テ ! カ ブ モT

ボ ラ 機 ン 1 ツ 専 リ 約 1タ

答 1イ

ド タ

T

デ
関)
用

プ
.

1
二

用 ン

プ タ
コ 用 ト1

.こ
、

回

実

・

プ

リ

イ

ス

プ

亨
ラ

リ

|

ダ

ア1

プ
デ

リ を
ン 含

タ む
ツ

特

殊

バ ナ
ツ ル

チ

の

答

ン

/ レ
|
ズ

ノv

ン

イ
ス

)

; 端
S
M

数 タ イ ■ チ ク イ タ 末 A 他 数

回 答 社 数 4 5 0 3 0 2 0 0 2 0 9

化 自社CPU 合 計 台 数 105 119 0 77 0 107 0 0 3 0 411

1社 当り平均 10.5 11.9 .0 7.7 .0 10.7 .0 .0 .3 .0 41.1

回 答 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

学 他社CPU 合 計 台 数 1 0 0 0 9
'00

0 0 0 0 1

1社 当1)平均 .1 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .1

主 回 答 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

工 寛々CPU 合 計 台 数 15 0 9 0 0 0 0 0 0 0 15

1社 当り平均 1.5 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 1.5

回 答 祉 数 10 6 5 0 3 0 2 0 0 2 0 11

業 全CPU
一 合 計 台 数 121 119 0 77 0 107 0 0 3 0 427

1社 当り平均 12.1 11.9 .0 7.7 .0 10.7 .0 .0, .3 .o 42.7

回 答 社 数 2 1 0 0 0 0 0 0 1 0 3

石 自社CPU 合 計 台 数 21 10 0 0 0 0 0 0 5 0 36

な

油

1社 当り平均 7.0 3.3 .0 .0 .0 .0 .0 .0 1.6 .0 12.0

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

口

1社 当リ平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

口n

回 答 杜 数 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0 0

製 寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

'生

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

業

旭

回 答 社 数 3 2 1 0 0 0 0 0 0 1 0 3

業 全CPU 合 計 台 数 21 10 0 0 0 0 0 0 5 0 36

1社 当り平均 7.0 3.3 .0 .0 .0 .0 .0 .0 1.6 .0 12.0

回 答 補 数 4 4 0 1 0 2 0 0 1 0 4

自社CPU
合 計 台 数

706 452 0 4 0 40 0 0 7 0 1,209

鉄 1社 当り平均
176.5 113.0 .0 1.0 .0 10.0 .0 .0 L7 .0 302.2

回 答 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

他社CPU 合 計 台 数 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10

種

鋼

1社 当り平均 2.5 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 .0 2.5

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

業 回 答 杜 数 4 5 4 0 1 0 2 0 0 1 0 5

全CPU 合 計 台 数 716 452 0 4 0 40 0 0 7 0 1,219

互社当り平均 179.0 ]13.0 .0 .0 Lq .0 10.0 .0 1.7 .0 304.7
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第7-2-8表 の4' 業種別'接 続CPU別'5年 翻1〈 機予定(4){竃 灘ili〕

回 キ タ C 金 マ 紙 キ 出 ン プ 子 リR そ 延
1イ 融 シ テ 1 カ ブ モT

ボ ブ
R

機 ン 1 ・シ 専 リ 約 iタ

答 1ラ T 関) プ | 用 ン 口 用 ト1 回
ド ィ
・ タ イ

用

つ

.

り
÷
|

プ タ

リ を 特

σ ミ

バ よ の

実
プ

リ
ス

プ

τ
フ

1

ダ
プ
デ

ン 含

タ む
吻 殊

ツル

チ 答

ン 1 パ イ
)

〔 端 S

タ レ ズ ン ス フ M

数 / イ
. チ タ イ タ 末 A 他 数

回 答 社 数 3 4 0 2 1 4 0 0 3 0 4

電 自社CPU 合 計 台 数 403 106 0 332 ]5 69 0 0 32 0 957

気
1社 当り平均 100.7 26.5 .0 83.0 3.7 17.2 .0 .0 8.0 .0 239.2

機 回 答 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

他社CPU 合 計 台数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

械 1社 当り平均 .5 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .5

主
器

回 答 杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

具 電々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製
1杜 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0

造 回 答 社 数 4 4 4 0 2 1 4 0 0 3 0 5

全CPU 合 計 台 数 405 106 0 332 15 69 0 0 32 0 959

業
1社 当り平均 101.2 26.5 .0 83.0 3.7 172 、0 .0 8.0 .0 239.7

輸 回 答 社 数 3 4 0 1 0 2 0 1 0 o 4

、、' 自社CPU 合 計 台 数 90 85 0 3 0 65 0 40 0 ⑪ 283

な
送 1社 当り平均 18.0 17.0 .0 、6 .0 13.0 .0 8.0 .0 .0 56.6

用

回 答 社 数 0 1 0 o 0 0 0 0 0 0 1

機
他社CPU 合 計 台 数 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

械 1社 当り平均 .0 .2 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .2

器 回 答}土 数 0 0 0 0 0」
0 0 0 0 0 0

具 電々CPU 合 計 台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0

製

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
'
.0

業 哩二 回 答 社 数 5 3 5 0 1 0 2 0 1 0 0 5
旭

全CPU 合 計 台数 90 86 0 3 0 65 0 40
.

0 0 284

業 1社 当り平均 18.0 172 .0 .6 .0 13.0 .0 8.0 .0 .0 56.8

回 答社 数 3 2 0 0 0 3 0 0 0 0 4

卸 自社CPU 合 計 台 数 129 200 0 0 0 57 0 0 0 0 386

1社 当り平均 32.2 50.0 .0 .0 .0 14.2 .0 .0 .0 .0 96.5

.

業 回 答 社 数 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

他社CPU 合 計 台 数 50 50 0 0 0 0 0 0 0 0 100

種 1社 当り平均 12.5
'

.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 25.0

●

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

商 1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .θ .0

回 答 社 数 4 4 3 0 0 0 3 0 0 0 0 5

社 全CPU 合 計 台 数 1179 250 0 0 0 57 0 0 0 0 486

1社 当り平均 44.7 62.5 .0 .0 .0 14.2 .0 .0 .0 .0 121.5
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第7-2-8表 の5 業種 別 ・接続CPU別 ・5年後の利用端糊 定(5)麟1叢 り

:
回 キ タ C 金 マ 紙 キ 出 ン プ 予 リR そ 延

i 1イ R
『融 シ

テ 1 カ ブ モT`
` ポ プ

T
機 ン 1 ラ 専 リ 約 1タ

燈

-
.
`

i

答 ト ラ

ド ィ
・ タ

デ

イ

関)
用

〔

プ
,

リ

|

ラ
|

用 ン
プ タ

リ を

コ 用

特

ト1

.こ 、

パ ナ の

回

{
実

プ

リ
ス τ

フ

1

ダ
プ
デ

ン 含

タ む ツ 殊
ツル

チ
答

プ: ン 1 パ イ
)

つ
S

i タ レ ズ ン ス フ 端 M

　 数 / イ
. チ ク イ タ 末 A 他 数

、

…
回 答 社 数 2 1 0 0 0 0 0 0 1 0 3

ヒ 自社CPU 合 計 台 数 29 5 0 0 0 0 0 0 4 0 38

^

.

}

小 1社 当り平均 9.6 1.6 .0 .0 .0 。0 .0 .0 1.3 .0 12.6

'

」

「

ー 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0' 0 0 0

f 1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0

吉
F 冗
`

主 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

,

寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

「
1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0

1

上

ー
業 回 答 社 数 3 2 1 0 0 0 0 0 0 1 0 3

ト

ー.
全CPU 合 計 台 数 29 5 0 0 0 0 0 0 4 0 38

1 1社 当り平均 9.6 1.6 .0 .0 .0 .0 .0 .0 L3 .0 12β

`

;

ー

1 回 答 社 数 21 8 24 2 2 2 0 0 1 0 32

L 自社CPU 合 計 台 数 4,121 332 8,779 152 17 19 0 0 1 0 13,421

!な 金 1社 当り平均 108.4 8.7 23LO 4.0 .4 .5 .0 .0 .0 .0 353.1

r

i
回 答 社 数 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 2

「

他社CPU 合 計 台 数 49 0 0 4 0 4 0 0 0 0 57

1 1社 当り平均 1.2 .0 .0 .1 .0 .1 .0 .0 .0 .0 1.5

し 融
回 答 社 数 7 2 2 1 0 1 0 0

.

0 0 9

)
電々CPU 合 計 台 数 439 70 514 2 0 3 0 0 0 0 1,028

匡

-{ 1社 当1坪 均 1L5 L8 13.5 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 27.0

}
業 業 回 答 杜 数 38 29 ユ0 26 4 2 4 0 0 1 0 43

; 全CPU 合 計'台 数 4,609 402 9,293 158 17 26 0 0 1
「

0 14,506

: 1社 当リ平均 121.2 10.5 245.5 4.1 .4 .6 .0 .0 .0 、0 38L7

} 回 答 社 数 3 2 0 0 0 1 0 0 2 0 4

生
A 自社CPU 合 計 台 数 1,495 2,054 0 0 0 2 0 0 210 0 3,761

ト 叩

保
1社 当1)平均 373.7 513.5 .0 .0 .0 .5 .0 .0 52.5 .G 94G.2

1
険

業 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(

含 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0

種 ・代 1社 当1)平均 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

理
業 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 、0

・

寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

サ

1
1杜 当n平 均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0

… ピ
.

ス 回 答 社 数 4 3 2 0 0 0 1 0 0 2 0 4

… 業 全CPU 合 計 台 数 1,495 2,054 0 0 0 2 0 0 210 0 3,761

i
)

1社 当り平均 373.7 513.5 .0 .0 .0 .5 .0 .0 52.5 .0 9402
・

'
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第7-2-8表 の6業 種別'接 続CPUSIJ'5… 利用㈱ 予定(6)〔;1曇1;翻

、

回 キ タ C 金 マ 紙 キ 出 ン プ 子 リR そ 延
1イ R 融 シ テ !' カ ブ

答

ポ プ
1ラ

ド イ

T

デ

機 ン

関)
用

|

了 r
二

専 リ
用 ン
プ タ

口

約

用

モTl

!ξ1
・ ミi

回

・ タ イ つ リ T リ を 特 バ ナ の

実
プ

リ
ス

プ
膓

|
ダ

プ
デ

ン 含

タ む
ツ 殊

ツ ル

チ
答

ン 1 パ
イ

)
つ 端 S

タ レ ズ ン .ス フ M
数 / イ

・

チ ク イ タ 末 A 他 数

損
回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

害
自社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保 1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

険

業 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(

含 他社CPU 合 計 台 数 G 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

理

代

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

主 業 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

; 寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1
1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

ビ

ス 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 全CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
)

1社 当1坪 均 .0 .0 、0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

1 回 答 社 数 4 7 0 2 0 1 0 0 4 0 7

閂 自社CPU 合 計 台 数 40 410 0 15 0 25 0 0 ]7 0 507

な 1社 当り平均 5.7 58.5 .0 2.1 .0 3.5 .0 .0 2.4 .0 72.4

カ

回 答 社 数 0
'0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
■ 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0

ガ

回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ス 寛々CPU 合 計 台 数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 当リ平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0' .0

業

事

回 答 社 数 7 4 7 0 2 0 1 0 0 4 0 7

業 全CPU 合 計 台 数 40 410 0 15 0 25 0 0 17 0 507

1社 当り平均 5.7 58.5 .0 2.1 .0 3.5 .0 .0 2.4 .0 72.4

広 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

告 自社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
・

詞

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

査 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
◆ 他社CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

種 情

報

1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0, .0 .0

提 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

供 寛々CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

サ 1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

ー

ピ 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ス 全CPU 合 計 台 数 0 0 0 0 0. 0 0 0 0 0 0

業 1社 当り平均 .0 .0 .0『 ..0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
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第7+8表 の7離 別◆接続CPU男U'』 利用=予 定(7)議}§ 翻

回 キ タ C 金 マ 紙 キ 出 プ プ 予 リR そ 延
1イ R 融 シ テ !・ カ リ モT :

答

案

ボ プ

ト ラ

ド イ
・ タ

プ

リ
ン

T

デ

イ

ス

プ

機 ン
関)
用

;
フ

1

1

7
リ

|

ダ
パ

ツ

』

T
z誓

専 ン
用 タ
ブ を
リ含
ン む
タ)

;

ロ

ツ

約

用

特

殊

端

1タ

ト1
・ ミ

バ ナ

ツ ル

チ
S

の

回

答

…

.

`

タ レ ズ ン ス イ M

数 / イ ・ チ .ク ン タ 末 A 他 数

情 回 答 社 数 3 2 2 1 0 1
`0

0 2 0 7.

報 自社CPU 合 計 台 数 260 24 2,162 5 0 10 0 0 26 0 2,487

、 処 1社 当り平均 37.1 3.4 308.8 .7 .0 1.4 .0 .` 3.7 .0 355.2
、

王 理
ト

サ

ー
回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 i

な ピ 他社CPU 合 計 台 数 0 ・0 0 0 0 0 0 0 0 0
'0 .

ス 1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

業
・ 回 答 社 数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 ソ 寛々CPU 合 計 台 数 0 0
'
0 0 0 0 0 0 0 0 0

フ

ト
1社 当り平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

種 ウ

工 回 答 社 数 7 3
・2 2 1 0 1 0 0 2 0 7

ア 全CPU 合 計 台 数 260 24 2,162 5 0 10 `0 0 26 0 2,437

業 1社当り平均 37.1 3.4 308.8 .7 .0 1.4 .0 .0 3.7 .0 355.2
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第7-2-9表 業種 別 ・速 度別 ・特 定通 信 回線保有 状況(含 私 設 回線)

速 度 回 回 線 速 度

答 五 ピ ニ ピ 一 ピ ニ ピ 四 ピ そ 私 合
○ ツ ○ ツ

、 ツ 、 ツ 、 ツ

設
実 ト ○ ト ニ ト 四 ト 八 ト の

/ / ○/ ○/ o/ 回
業 種 =数 秒 秒 ○ 秒 ○ 秒 ○ 秒 他 線 計

各 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 一

一 次 産 業 計 業 種 合 計 0 0 0 0 0 0 0 0
一社当 り回線数平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

各 回 答 社 数 59 5 36 24 23 5 1 7 59
二 次 産 業 計 業 種 合 計 88 427 111 99 7 2 47 781

一社当 り回線数平均
17.6 11.8 4.6 4.3 1.4 2.0 6.7 13.2

各 回 蕃 社 数 99 17 45 75 25 4 3 7 99
三 次 産 業 計 業 種 合 計

.
1,607 1,680 3,878 113 22 51' 77 7,428

一・社 当 り回 線数 平均
94.5 37.3 51.7 4.5 5.5 17.0 11.0 75.0

各 回 各 社 数 5 4 3 4 1 0 1 0 5
公 務 計 業 種 合 計 LOll 201 71 6 0 3 0 1,292

一社当 り回線数平均 252.7 67.0 17.7 6.0 .0 3.0
'

.0 258.4

各 回 答 社 数 163 26 84 103 49 9 5 14 163
全 産 業 計 業 種 合 計 2,706 2,308 4,060 218 29 56 124 9,501

一社当 り回線数平均 104.0 27.4 39.4 4.4 3.2 1L2 ,8.8 58.2

各 回 答 礼 数 6 0 6 1 1 0 0 1 6
繊 維 工 業 業 種 合 計 0 20 2 1 0 0 3 26

一社当 り回線平均数 .0 3.3 2.0' 1.0 .0 .0 3.0 4.3

各 回 答 社 数 10 1 7 4 2 0 0 1 10

化 学 工 業 業 種 合 計 5 73 19 7 0 0 2 106
一社当 り回線数平均

5.0 10.4 4.7 3.5 .0 .0 2.0 10.6

各 回 答 社 数 4 1 1 1 1 0 0 1 4
石 油 製 品 製 造 業 業 種 合 計 7 3 8 2 0 0 1 21

、

一社当り回線数平均 7.0 3.0 8.0 2.0 .0 .0 1.0 5.2
王

各 回 答 社 数 ・4 0 2 2. 4 2 1 1 4
鉄 鋼 業 業 種 合 計 0 5 4 11 3 2 3 28

一社当り回線数平均 .0 2.5 2.0 2.7 1.5 2.0 3.0 7.0

電 気 機 械 器 具

.製 造 業

各 回 答 社 数

業 種 合 計
一社当り回線数平均

7 0

0

.0

3

151

50.3

5

31

6.2

2

29

14.5

1

2

2.0

0

0

.0

1

1

1.0

7

214

30.5

な

輸 送 用 機 械 器 具

製 造 業

各 回 答 社 数

業 種 合 計
一社当り回線数平均

8 1

28

28.0

5

77

15.4

6

37

6.1

5

29

5.8

1

1

1.0

0

0

.0

1

33

33.0

8

205

25.6

各 回 答 社 数 6 0 6 3 3 1 0 0 6
卸 業 ・ 商 社 業 種 合 計 0 58 7 8 2 0 0 75

一社当り回線数平均
.0 9.6 2.3 2.6 2.0 .0 .0 12.5

小 売 業
各 回 答 社 数
業 種 合 計

3 0

0

2

14

1

4

0

0

0

0

0

0

0

0

3

18
一社当 り回線数平均 .0 7.0 4.0 .0 .0 .0 .0 6.0

業 各 回 答 社 数 48 9 13 44 7 3 0 0 48
金 融 業 業 種 合 計 409 734 2,650 49 20 0 0 3,862一社当 り回線数平均

45.4 56.4 60.2 7.0 6.6 .0 .0 80.4

生 命 保 険 業(含 代

理業 ・サ ー ビ ス業)

各 回 答 社 数

業 種 合 計
一社当 り回線数平均

4 1

100

100.0

2

26

13.0

2

45

22.5

1

2

2.0

0

0

.0

1

3

3.0

2

21

10.5

4

197

49.2

種

損 害 保 険 業(含 代

理 業 ・サ ー ビ ス業)

各 回 答 社 数

業 種 合 計
一社当 り回線数平均

0 0

0

・.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

τ
.0

各 回 答 社 数 6 0 4 2 1 0 0 3 6
電 力 ・ ガ ス 事 業 業 種 合 計 0 18 14 2 0 0 18 52

一社当 リ回線数平均 .0 4.5 7.0 2.0 .0 .0 6.0 8.6

広告 ・調 査 ・情報 各 回 答 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 一

提 供 サ ー ビ ス 業
業 種 合 計
一社当り回線数平均

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0層

.0

情報 処 理 サ ー ビ ス 各 回 答 社 数 9 0 4 7 5 0 1 0 9

業 ・ ソ フ トウ ェ ア業
業 種 合 計
一社当り回線数平均

0

.0

38

9.5

1,009

144.1

20

4.0

0

.0

1

1.0

0

.0

1,068

118.6
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第7-2-10表 業種 別 ・速 度別 ・5年 後の 特定 通信 回 線保 有予定

回' 回 線 速 度

答 五 ピ ニ ビ 一 ピ ニ ビ 四 ピ 四 ピ ニ ビ そ 私 合
○ ツ ○ ツ

、 ツ 、 ツ 、 ツ
八 ツ 四 ツ 設

実 ト/○ ト
/

ニ ト
○/

四 ト
○/

八 ト
○/

Kト

/
○ ト
K/

の
回

業 種 数 秒 秒 ○ 秒 ○ 秒 ○ 秒 秒 秒 他 線 計

各 回 答 社 数 0 0 0 0 0' 0 0 0 0 0
一

一 次 産 業 計 業 種 合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当り回線数平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0

各回答 答 社 数 52 3 23 27 33 22 4 1 2 5 52

二 次 産 業 計 業 種 合 計 120 458 287 247 lll 15 1 3 203 1,445

一社当り回線数平均 40.0 19.9 10.6 7.4 5.0 3.7 1.G 1.5 40.6 27.7

各 回 答 社 数 86 5 26 56 35 12 10 0 2 6 86

三 次 産 業 計 業 種 合 計 497 1,529 4,548 875 534 36 0 13 174 8,206
一社当り回線数平均 49.4 58.8 8L2 25.0 44.5 3.6 .0 6.5 29.0 95.4

各 回 答 社 数 3 0 0 3 1 0 0 0 0 0 3

公 務 計
1業 種 合 計

0 0 258 5 0 0 0 0 0 263

一社当り回線数平均 .0 .0 86.0 5.0 .0 .0 .0 .0 .o 87.6

各 回 答 社 数 141 8 49 86 69 34 14 1 4 11 141

全 産 業 計 業 種 合 計 617 1,987 5,093 1,127 645 51 1 16 377 9,914

一社当 リ回線数平均 77.1 40.5 59.2 16.3 18.9 3.6 1.0 4.0 34.2 70.4

各 回 答 社 数 4 0 2 4 1 2 2 0 0 0 4

繊 維 工 業 業 種 合 計 0 12 54 5 11 8 0 0 0 90

一社当 り回線数平均 .0 6.0 13:5 5.0 5.5 4.0 .0 .G .0 22.5

各 回 答 社 数 11 0 5 8 6 4 0 0 0 1 11

化』 学 工 業 業 種 合 計 0 84 50 37 18 0 0 0 3 192

一社当 り回線数平均 .0 16.8 6.2 6.1 4.5 .0 .0 .0 3.0 17.4

各 回 答 社 数 3 1 1 1 2 2 0 0 0 0 3

石 油 製 品 製 造 業 業 種 合 計 5 3 3 23 8 0 0 0 0 42

、

一社 当り回線数平均 5.0 3.0 3.0 11.5 4.0 .0 .0 .0 .0 14.0

王 各 回 答 社 数 4 0 3 2 4 2 o 0 2 0 4

鉄 鋼 業 業 種 合 計 0 10 5 34 6 0 0 3 0 58
一社当り回線数平均 .0 3.3 2.5 8.5 3.0 .0 .0 1.5 .0 14.5

電 気 機 械 器 具
各 回 答 社 数
業 種 合 計

6 0

0

3

197

4

69

6

59

3

20

0

0

1

1

0

0

1

10

6

356

製 造 業 一社当り回線数平均 .0 65.6 17.2 9.8 6.6 .0 1.0 .0 10.0 59.3

な

輸 送 用 機 械 器 具

製 造 業

各 回 答 社 数
業 種 合 計
一社当リ回線数平均

7 1

15

15.0

2

16.

6.0

2

8

4.0

4

16

4.0

2

13

6.5

2

7

3.5

0

0

.0

0

0

.0

2

180

90.0

7

251

35.8

各 回 答 社 数 4 0 4 4 2 2 1 0 1 0 4

卸 業 ・商 社 業 種 合 計 0 105 71 35 35 15 0 10 0 271

一社当り回線数平均 .0 262 17.7 17.5 17.5 15.0 .0 10.0 .0 67.7

各 回 答 社 数 3 0 21 0 1 0 1 0 0 0 3

小 売 業 業 種 合 計 0 26 0 5 0 4 0 0 0 35

一社当 り回線数平均 .0 13.0 .0 5.0 .0 4.0 .0 .0 .0 11.6

各 回 答 社 数 46 1 5'・ 38 13・ 5 3 0 0 1 46
業

金 融 業 業 種,合 計 32 322 2,695 522 422 6 0 0 6 4,008

一社当 り回線数平均 32.0 64.4 70.5 40.1 85.0 2.0 .0 .0 6.0 87.1

生 命 保 険 業(含 代

理 業 ・サ ー ビス業)

各 回 答 社 数

業 種 合 計
一社当り回線数平均

4 0

0

.0

2

127

63.5

2、

110

55.0

2

12

6:0

0

0

..0

1

1

LO

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0・

・4

250

62.5

損 害 保 険 業(含 代

理 業 ・サ ー ビス業)

各 回 答 社 数

業 種 合 計
一社当り回線数平均

0 0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

τ
、0

種
各 回 答 社 数 6 0 1 0 4 0 1 0 0 3 6

電 力 ・ ガ ス 事 業 業 種 合 計 0 ・10 0 169 0 6 0 0 106 291

一社当り回線数平均 .0 10.0 .0 42.2 .0 6.0 .0 .0 35.3 48.5

広 告 ・調 査 ・ 情 報

提 供 サ ー ビ ス 業.

各 回 答 社 数

業 種 合 計
一社当 り回線数平均

0 0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

・
.0

;
.0

,

情 報 処 理 サ ー ビ ス

業 ・ソフ トウェア業

各 回 答 社 数

業 種 合 計
一社当 り回線数平均

9 0

09

.0

4

137

34.2

6

1,406

234.3

6'

87

14.5

2

15

.7.5

3

4

`1.3

0

0

.0

1

3

3.0

0

0

.0

9

1,652

183.5
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第7-2-11表 業 種別 ・特 定通信 回 線利用 態様 現況

自 共 他 他

己 人 人

単
同

使 使

独
使

用 用
計

使 の の

業 種 用 用 主 客

社数 0 0 0 0 0一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 .0 .0

社数 54 7 1 1 63
二 次 産 業 計

% 85.7 11.1 1.6 1.6 100.0
'

社数 85 9 4 3 101
三 次 産 業 計

% 84.2 8.9 4.0 3.0 ユ00.0
,

杜数 5 0 0 0 5
公 務 計

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

社数 144 16 5 4 169
全 産 業 計

% 85.2 9.5 3.0 2.4 100.0

社数 6 0 0 0 6
繊 維 工 業

% 100.0 .0 .0 .0 .100.0

社数 10 2 0 0・ 12
化 学 工 業

% 83.3 ユ6.7 .0 。0 100.0

社数 4 0 0 0 4
主 石 油製 品 製造業

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

社数 5 0 0 0 5
鉄 鋼 業

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

電気機械器具製造 社数 6 2 0 0 8

業
% 75.0 25.0 .0 .0 100.0

な .纏 職 械線 型
社数

%

7

87.5

1

12.5

0

.0

0

.0

8

100.0

卸 業 ・ 商 社
社数 6 1 0 0 7

% 85.7 14.3 .0 .0 100.0

小 売 業
社数 2 0 0 0 2

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

業 金 融 業
社数 43 5 1 1 50

% 86.0 10.0 2.0 2.0 100.0.

籟 撃茎纂㊦
社数

%
{

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

4

,100 .0

簸撃茎灘
社数

%

'0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0.

.0

種 電 力 ・ガス事業
社数 3 0 0 0 3.

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

籔遷 撰報
社数

%

0

.0

0

.0,

0

.0

0

.0

0

.0

情報処理サービス 社数 4 2 3 2 11・

業 ・ソ7ト ウェア業 % 36.4 18.2 27.3 18.2 100.0
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第7-2-12表 業 種別 ・5年 後 の特定通信 回線利 用 態様 予定

業 種

自

己

単

独

使

用

共

同

使

用

他

人

使

用

?
王

他

人

使

用

の

容

計

一 次 産 業 計
社数

%

0『

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

二 次 産 業 計
社数

%

40

71.4

11

19.6

3

5.4

2

3.6

56

100.0

三 次 産 業 計
社数

%

65

81.3

8

10.0

3

3.7

4

5.0

80

100.0

公 務 計
社数

%

4

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

4

100.0

全 産 業 計
社数

%.

109

77.9

19

13.6

6

4.3

6

4.3

140

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
社数

%

5

83.3

.

1

16.7

0

.0

0

.0

6

100.0

化 学 工 業
社数

%

7

77.8

2

22.2

0

.0

0

.0

9

100.0

石 油製品製造業
社数

%

4

100.0

0

.0

0

、0

0

.0

4

100.0

鉄 鋼 業
杜数

%

3

75.0

1

25.0

0

.0

0

.0

4

]00.0

電気機械器具製造業 社数

%

6

75.0

2

25.0

0

.0

0

.0

8

ユ00.0

輸送用機械器具製
造業

社数

%

2

33.3

2

33.3

1

16.7

1

16.7

6

100.0

卸 業'・ 商 社
社数

%

4

66.7

1

ユ6.7

1

16.7

0

.0

6

100.0

小 売 業
社数

%

1

333

1

33.3

0

.0'

1

33.3

3

100.0

金 融 業
社数

%

38

88.4

4

9.3

0

.0

1

2.3

43

100.0

鍵撃茎鄭
社数

%

4

ユ00.0

0

.0

0

.0

0

.0

4

100.0

鑓碧機(鶏
社数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

電 力 ・ガ ス事業
社数

%

2

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

100.0

広告'調 査 ・情報
提供サービス業

社数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

禦禦㌃隆
社数

%

4

50.0

0

.0

2

25.0

2

25.0

8

100.0
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第7-2-13表 業 種別 ・5年 後 の公 衆通信 回線保 有予 定

罵1翼ll霧
回数 テク 電 合
答 レス 1

業 種 実 ツ 話 計 {
各 回 答 社 数 0 0 0 0 !

一 次 産 業 計 業 種 合 計 0 0 0 0一社当リ回線数平均
.0 .0 .0 .0 |

各 回 蕃 社 数 28 20 16 36
〈

二 次 産 業 計 業 種 合 計 0 395 503 898 {
一社当り回線数平均 .0 19.7 18.6 31.0

各 回 答 社 数 35 29 15 44 |三 次 産 業 計 業 種 合 計 0 1,435 1,187 2,622
一社当り回線数平均 .0 41.0 33.9 74.9 !

各 回 蕃 社 数 1 0 1 1 1

公 務 計 業 種 合 計 0 0 158 158 |
一社当り回線数平均 .0 .0 158.0 158.0 !

各 回 答 社 数 64 49 32 81
1

全 産 業 計 業 種 合 計 0 1,830 1,848 3,678 　
一社当り回線数平均 .0 28.5 28.8 57.4 i
各 回 蕃 社 数 3 1 3 4 i

繊 維 工 業 業 種 合 計 0 10 42 52 1一社 当り回線数平均 .0 3.3 ユ4.0 ユ7.3
|

各 回 答 社 数 4 3 1 4 i

化 学 工 業 業 種 合 計 0 32 4 36 ↑一社当 り回線数平均
.0 8.0 1.0 9.0 1

各 回 答 社 数 3 3 3 6 1
主 石 油 製 品 製造 業 業 種 合 計

一社当 り回線数平均
0
.0 gll 6;1 48

16.0 {
|

各 回 答 社 数 1 1 1
・

2 1
鉄 鋼 業

'
業 種 合 計 0 2 25 27 |
一社当 り回線数平均

.0 2.0 25.0 27.0 1

電気機械器具製造
業

各 回 蕃 社 数
業 種 合 計 6 、1 、1

5

65
1

一社当 り回線数平均
.0 7.6 14.0 19.6 i

な 輸送用機械器具製
造業

各 回 答 社 数
業 種 合 計
一社当 り回線数平均

6
.0

,1
30.0

、1
6三6

111
16.6

}
!

}.
各 回 答 社 数 4 3 3 6 }

卸 業 ・ 商 社 業 種 合 計 0 68 16 84 |一社当り回線数平均
.0 17.0 4.0 21.0 |

各 回 答 社 数 1 1 1 2

小 売 業 業 種 合 計 0 2 5 7
|

一社当リ回線数平均
.0 2.0 5.0 7.0 ì

各 回 答 社 数 19 18 2 20 1業 金 融 業 業 種 合 計 0 949 30 979一社当り回線数平均
.0 52.7 2.3 53.3 1

生命保険業(含 代
理業・サービス業

各 回 答 社 数
業 種 合 計
一社当り回線数平均

ぎ
.0

12i
63.0

5;
25.0

171
88.0

1

;

損害保険業(含 代
理業・サービス業)

各 回 答 社 数
業 種 合 計
一社 当り回線数平均

⑪
.0

⑪
.0

8
.0

⑪
.0

f

i
各 回 答 社 数 0 0 0 0 1

種 電 力 ・ガ ス事業 業 種 合 計 0 0 0 0
.

一社当 り回線数平均
.0 .0 .0 .0 i.

広告 ・調査 ・情報
提供サービス業

各 回 答 社 数
業 種 合 計
一社当 り回線数平均

8
.0

⑪
.0

8
.0

⑪
.0

i
:

情報処理ザ_ビ ス
業 ・ソフトウェア業

各 回 答 社 『数
業 種 合 計
一社当 り回線数平均

言
.0

⑪
.0

、。1
36.0

3

108

36.0

}

i



401

第7-2-14表 業種 別 ・回線1日 実使用 時 間平均

業 種 別

回

答

実

数

回-線 速 度 ・

五 ピ
○ ツ

ト
/
秒

ニ ビ
Oツ
Oト/

秒

一 ピ

ニ ツ

§2

ニ ピ
、

巴
・`

四 ピ
、

ぶ
。姦

そ

の

他

私

設

回
線

一 次 産 業 計 各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

♪0

二 次 産 業 計
各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

50

.0

5

.2

31

2.8

18

1.7

20

2.1

4

.3

1

.0

5

.9

三 次 産 業 計
各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

73

.0

13

.9

32

2.2

55

5.1

16

1.2

3

.3

2

.1

5

.3

公 務 計
各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

3

.0

3

5.3

1

工・3

2

4.0

1

2.3

0

.0

1

2.6

0

.0

全 産 業 計
各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

126

.0

21

.7

64

2.4

75

3.7

37

1.6

7

.3

4

.1

ユ0

.5

主

な

業

種

繊 維 工 業
各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

6

.0

0

.0

6

4.6

1

.5

1

.8

0

.0

0

.0

1

3

化 学 工 業
各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

9

.0

1

.3

7

2.7

3

1.3

2

1.1

0

.0

0

.0

0

.0.

石 油 製 品製造 業
'

各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

3

.0

1

1.3

1

2.0

1

1.6

1

1.3

0

.0

0

.0

0

.0

鉄 鋼 業
各 回 答 数

1社当り実使用時間平均
タ
.0

0

.0

2

1.5

2

2.0

4

4.2

2

2.5

1

1.0

2

7.2

電気機械器具製造

業

各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

6

.0

0

.0

2

4.0

4

3.6

1

2.1

0

.0

0

.0

1

.1

輸送用機械器具製

造業

各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

3

.0

1

1.0

1

4.0

2

3.6

3

9.0

1

.6

0

.0

1

4.6

卸 業 ・ 商 社
各 回 答 数

1社当|)実使用時間平均

3

.0

0

.0

3

2.3

1

.3

1

.6『

0

.0

0

.0

0

.0

小 売 業
各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

2

.0

0

.0

1

2.5

1

1.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

金 融 業
各 回 番 数

1社当り実使用時間平均

36

.0

6

.8

8

1.3

33

6.9

4

.9

3

.6

0

.0

0

.0

生命保険業(含 代

理業・サービス業)

各 回 答 数

1杜当リ実使用時間平均

4

.0

1

.7

2

3.0

2

4.0

1

1.7

0

.0

1

L7

2

4.0

損害保険業(含 代

理業・サービス業)

各 回 巻 数

1社当り実使用時間平均

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

電 力 ・ガス事 業
各 回 答 数

」社当1壊使用時間平均

6

.0

0

.0

4

2.6

2

2.0

1

3

0

.0

0

.0

2

.6

広告 ・調査 ・情報

提供サービス業

各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

・0

.0

0

.0

0

.0

情報処理サービス

ソフ トウェア業

各 回 答 数

1社当り実使用時間平均

6

.0

0

.0

2

1.3

4

3.8

4

3.3

0'

.0

0

.0

0

.0
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第7・-2-15表 業 種別 ・トランザ クシ ョン平均 字長 、平均 お よび最 繁忙 時 の1日 トランザ クション量

1平 1

記
ぺ
社
数

均

字

数

記
入
社
数

平 ト

;
均 ザ

z
-

5
日 数

記
入
社
数

最 トー

繁z

忙 ザ
時 ク
の:
一 ン

日 数

一 次 産 業 計 0 .0 0 .o 0 .0

二 次 産 業 計 53 238 51 1L891.0 51 18,009.7

三 次 産 業 計 190 261.9 88 115,726.0
⑨

87 179,222.7

公 務 計 5 288.0 4 142,253.0 4 59,637.2

全 産 業 計 148 254.3 143 76,638.8 142 117,953.7

主

な

業

種

繊 維 工 業 6 82.8 6 6,625.0 6 11,357.0

化 学 工 業 10 203.2 10 3,745.0 10 7,395.0

石油製品製造業 3 133.3 3 5,721.3 3 9β02.3

鉄 鋼 業 5 ]92.0 4 26,500.0 4 32,150.0

野 機撚 具製造 7 156.3 7 10,957.8 7

'

18,537.1

鍵 繊 械韻 製 7 120.4 6 44,166.6 6 59,166.6

卸 業 ・ 商 社 4 236.2 4 414,100.0 4 21,275.0

小 売 業 3 74.0 3 4,183.3 3 8,166.6

金 融 業 48 77.9 47 67,537.7 46 136,116.5

鐘難麗掛 4 212.5 4 13,000.0 4 19,825.0

鍵継薯鐵 0 ,0

「

0 .0 0 .0

電力.ガ 培 業
6 1661.5 6

、

1,051.6 6 1,05L6

裏貼聾 蓬報 0 .0 0 .0 0 .0

情 報処 理 サー ビ ス
業 ・ソフ トウェア業 7 242.5 5 ユ66,880.6 5 166,880.6



403

・第7-2-16表 業種 別 ・5年 後の平 均 トランザ クシ ョン量 の増 大予 想

ψ

記

入

減 不 2 3 4 5 5

倍

わ
か

種 別 数 少 変 倍 倍 倍

'、

倍
以
上

ら

6

: 社数 0 0 0 0 0 0 0 0 .0、 一 次 産 業 計
% .0 .0 .0 .0 .0 0. .0 .0 .0

社数 58 0 O 19 18 3 5 4 .9
二 次 産 業 計

% 100.0 ,.0 .0 32.8 31.0 5.2 8.6 6.9 15.5

社数 91 0 3 26 24 5 1 14 18
三 次 産 業.計

% 100.0 .0 3.3 28.6 26.4 5.5 1.1 15.4 19.8

社数 5 0 0 1 2 0 0 0 2
公 務 計 ,

}
% 100.0 .0 .O 20.0 40.0 .0 .0 .0 40.0

全 産 業 計
社数 154 0 3 46 44 8 6 18 29

% 100.0 .0 L9 29.9 28.6 5.2 3.9 11.7 18.8

社数 6 0 0 0 4 0 0 2 .0
繊 維 工 業

; % 100.0 .0 .0 .0 66.7 、0 .0 33.3 .0

社数 11 0 0 7 2 1 0 0 1
化 学 工 業

| % 100.0 .0 .0 63.6 18.2 9.1 .0 .0 9.1

社数 4 0 0 2 2 0 0 0 0
石 油 製品 製造 業 シ

主 % 100.0 .0 .0 50.0 50.0 .0 .0 .0 .0

社数 4 0 0 2 0 0 0 0 2
鉄 鋼 業 ,

% 100.0 .0 .0 50.0 .0 .0 .0 .0 50.0

社数 7 0 0 1 2 0 1 1 2
電気機械器具製造業

% 100.0 .0 .0 14.3 28.6 .0 14.3 14.3 28.6
イ

社数 7 0 0 3 2 0 1 0 1
な 輸送用機1戒器具製造業

% 100.0 .0 .0 42.9 28.6 .0 14.3 .0 14.3

社数 4 0 0 1 1 0 0 0 2
餌 薬 ・ 商 社

% 100.0 .0 .0 25.0 25.0 .0 .0 .0 50.0

社数 3 0 0 1 0 0 0 2 0
小 売 業

% 100.0 .0 .0 33.3 .0 .0 .0 66.7 .0

社数 49 0 2 17 10 3 1 7 9～業 金 融 業
% 100.0 .0 4.1 34.7 20.4 6.1 2.0 14.3 18.4

「

∧ 生命保険業(含 代 社数 4 0 0 .1 1 0 0 91 :1

理 業 ・サ ー ビ ス業) % 100.0 .0 .0 25.0 25.0 .0 .0 25.0 25.0

イ

損害保険業(含 代 社数 0 0 0 0 0 0 0 0 0

理 業 ・サ ー ビ ス業) % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

'種 社数 7 0 1 0 1 1 0 4 0
電 力 ・ガ ス 事 業

% 100.0 .0 14.3 .0 14.3 14.3 、0 57.1 .0

広 告 ・調 査 ・情 報 社数 0 0 0 0 0 0 0 0 0

`
提 供 サ ー ビ ス 業 % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 :0

情 報 処理 サー ビス 社数 5 0 0 1 3 1 0 0 0

業 ・ソ フ トウェア業 % 100.0 .0 .0 20.0 60.0 20.0 .0 .0 .0



404 第7部 コンピュータ利用状況お よびオ ンライン化調査集計表

第7-2-17表 の1業 種別 ・コン ピュー タ経 費 月額平 均(1)(単 位:千 円)

(注)205～207表 は経費の細 目記入のあ った回答についての集計である

経 費 名

楽 種 別

回

答

数

人,

件

費

機 械 設 備 関 係

総

計

レ ン タ ル 料 償 却 費

C置 御

P主 装
u記 置

(憶)

演装

算'置装制

周能
辺装

装置
置)
(

除
記

周

辺

記

憶

装

置

端

末

装

置

(料

機小
城計
レ)

ン

タ
ル

C置 御
P主 装

u記 置
_憶)

演装

算置

装制

周憶
辺装
装置
置)
(

除
記

周

辺

記

憶

装
置

端

末

装

置

(計

機)
械

償
却

費
小

一 次 産 業 計
金額

%

0 .0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

,0

.0

.0

.0

.o

.0

.0

.0

.0

.0

二 次 産 業 計
金額

%

34 12,906.8

23.6

17,647.5

32.3

5,50Ll

IO」

6,203.3

1L3

3,984.8

7.3

33,336.9

61.0

206.7

.4

106.5

.2

53.3

,1

166.3

.3

533.0

1.0

顕.686.1

100.0

三 次 産 業 計
金額

%

56 14,727.5

18.5

12,25G.8

15.4

7,098.4

8.9

6,887.4

8.6

2,178.7・

2.7

28,415.4

35.6

8,345.7

10.5

1β25.6

2.3

2,136.9

2.7

8131L5

10.4

20,619.8

25.9

791732.5

100.0

公 務 計
金額

%

2 7βU.5

16.2

12,789.0

28.3

2,439.0

5.4

4,52L5

10.0

1,554.0

3.4

21,303.5

47.1

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

45,250.0

100.0

生 産 業 計
金額

%

92 13,893.4

19.9

14,256.9

20.4

6,406.8

9.2

6,583.1

9.4

2,832.6

4.1

30,079.6

43.1

5,156.4

7.4

1,150.6

1.7

1,320.4

1.9

5,120.6

7.3

12,748.1

18.3

69,726.6

100.0

繊 維 工 業
金額・

%

5 11,688.4

40.5

4,890.2

17.6

21143.6

7.4

3,009.8

10.4

1,167.4

4.0

11,21LO

38.9

.0

.0

.0

.0

.0

.0

94.8

.3

94.8

.3

28β40.4

100.0

化 学 工 業
金額

%

6 9,503.1

23.2

10,005.8

24.4

2β38.0

6.9

31955ユ

9.7

4,613.8

11.3

21,412.8

52.3

66.6

.2

.0

.0

.0

.0

.0

.0

66.6

2

40,946.8

100.0

主

な

業

種

石油製品製造業
金額

%

2 14,147.0

30.0

10,434.0

22.1

3,052.0

6.5

4,ユ38.5

8.8

5,939.0

12.6

23,563.5

50.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

47」56.5

100.0

鉄 鋼 業
金額

%

3 42,671.0

20.3

86,345.3

4L2

31,892.3

15.2

20,963.3

10.0

7,703.3

3.7

146,904.3

70.1

1,543.6

.7

1,208.0

.6

604.3

.3

908.6

.4

4,264.6

2.0

209,700.6

100.0

電気機械器具製造
業

金額

%

2 71330.0

25.8

6,912.0

24.3

1,124.5

4.0

6β79.0

22.5

2,431.0

8.6

16,別6.ら

59.3

.0

、0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

28,402.0

100.0

輸送用機械器具製
造業

金額

%

4 14,767.2

18.2

30,371.0

37.5

6,362.5

7.8

13,722.2

16.4

8,347.0

103

58,352.7

72.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

102.7

.1

102.7

.1

81,08LO

100.0

卸 業 ・ 商 社

金額

%

2 9,010.0

21.1

10,988.0

25.7

4,767.0

1L2

3,653.0

8.5

4,109.5

9.8

23,517.5

55.0

.0

.0

.0

.0

.0

、0

200.0

.5

200.0

.5

42,729.5

100.0

小 売 業
金額

%

1 3,000.0

22.9

2,900.0

22.1

1,800.0

13.7

1,900.0

14.5

400.0

3.0

7,000.0

53.4

,

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

131115.0

100.0

金 融 業
金額

%

25 11,303.6

19.4

6,672.6

11.4

3,238.8

5.5

4;034.8

6.9

377.5

.6

14,323.8

24.5

6,842.6

11.7

2,002.9

3.4

2,501.8

4.3

101499.7

18.0

21,847.1

37.4

58β75.2

100.0

'

生命保険業(含 代

理業・サーζス業)

金額

%

2 26,887.5

14.3

39β31.0

2L2

44,055.5

23.4

16,487.5

8.8

1,250.0

.7

101,624.0

54.0

5,897.0

3.1

700.0

.4

.0

.0

4,590.0

2.4

1輻187.0

5.9

188,26L5

100.0

損害保険業(含 代

理業・サービス業)

金額

%

0 .0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

,

:

.

.

電 力 ・ガス事業
金額

%

5 22,282.2

28.4

15,614.2

19.9

10,335.8

13.2

7,327.0

9.3

990.8

1.3

34,267.8

43.7

5,400.0

6.9

1,310.6

L7

1,040.O

L3

1,000.O

L3

8,750.6

11.2

78,387.2

100.0

広告 ・調査 ・情報
提供サービス業

金額

%

0 .0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

。0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

情報処理サービス
業・ソフトウエア業

金額

%

3 33,285.3

18.0

48,713.6

26.3

31,497.3

17.0

43,7(H.0

23.6

861.0

.5

124,776.0

67.5

2,274.6

1.2

1,522.6

.8

1β06.0

.7

.0

.0

5,103.3

2.8

B4,924.6

100.0
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第7-2-17表 の2業 種別 ・コ ンピュー タ経費 月額平 均(2)

(単位:千 円)

消 耗 品 な ど
経 費 名

保 機 総
. カ 磁 ド プ 電 消

守 械 気 ・. |
リ

1 費 設 ド テデ 力 耗
オ .

・ 1イ ン
●

F 備 紙 プス ト 品

、
I

r
F
. 業 種 別

保
険
費

合

計

テ

|
プ9

費

費ク)

完
|

用

紙

費

冷

房

費

合

計
計

i 金額 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 。0 .0 .0 .0 .0

`

.金 額 436.0 34,306.0 310.7 592.9 1,589.0 358.0 2β50.7 54,686.1

　
二 次 産 業 計

% .8 62.7 .6 1.1 2.9 .7 5.2 100.0

金額 2,484.9 51,520.1 377.4 491.8 2,746.9 1β76.6 4,992.8 79,732.5

i
三 次 産 業 計

% 3.1 64.6 .5 .6 3.4 1.7 6.3 100.0

金額 .0 21β03.5 96.5 512.0 4,956.5 100.0 5,665.0 45,250.0

: 公 務 計 % .0 47.1 .2 1.1 11.0 .2 12.5 100.0

. 金額 1,673.7 44,50L5 346.6 529.6 2,367.0 972.4 4,215.8 69,726.6

i 全 産 業 計 % 2.4 63.8 .5 .8 3.4 1.4 6.0 100.0

繊 維 工 業
金額

%

119.0

.4

11.424・8

39.6

275.6

LO

226.8

.8

1,286.6

4.5

251.8

.9

2,040.8

7.1

28,840.4

100.0

:
化 学 工 業

金額

%

368.6

.9

21,848.1

53.4

453.5

1.1

369.8

.9

2,053.1

5.0

906.3

2.2

3,782.8

9.2

40,946.8

100.0

1

.▲

F

F.. 主
石油製品製造業

金額

%

.0

.0

23563.5

50.0

332.5

.7

275.0

.6

639.5

1.4

400.0

.8

1,647.0

3.5

47,156.5

100.0

.}

ー 鉄 鋼 業
金額 3,359.0 154,528.0 836.0 363.3 4,276.3 29.3 5,505.0 209,700.6

i % L6 73.7 .4 .2 2.0 .0 2.6 ユ00.0

「

}
電気機械器具製造 金額 0 16,846.5 234.5 50.0 1,530.5 340.0 2,155.0 28,402.0

: 業 % .0 59.3 .8 .2 5.4 1.2 7.6 100.0

r

輸 送用機械器具製 金額 53.0 58,508.5 179.7 3,121.5
'862

.7 420.0 4,584.0 81,081.0

な
造業 % .1 72.2 .2 3.8 1.1 、5 5.7 100.0

].
9
.
「

`
F
F

ー

卸 業 ・ 商 社
金額

%

619.5

1.4

24,337.0

57.0

105.5

.2

427.5

1.0

1,670.0

3.9

625.O

L5

2,828.0

6.6

42,729.5

100.0

. 金額 .0 7,000.0 150.0 100.0 800.0 1,700.0 2,750.0 13,1ユ5.0
ー
.■

♪

1
小 売 業

% .0 53.4 L1 .8 6.1 13.0 21.0 100.0

i業 金 融 業
金額

%

1,900.9

3.3

38,071.9

65.2

256.8

.4

487.8

.8

1,381.5

2.4

1,390.2

2.4

3,516.4

6.0

58,375.2

100.0

.
`]

'.

生命保険業(含 代 金額 1β26.0 114,137.0
」

1,680.0 1,435.0 11,999.5 2,900.0 18,014.5 188,261.5

理 業 ・サー ビス 業) % .7 60.6 .9 .8 .6.4 1.5 9.6 100.0
'

i 損害保険業(含 代 金額 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

}
理 業 ・サー ビ ス業) % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

}種 電 力 ・ガ ス事 業
金額

301.4 43,3]9.8 331.6 302.2 6,5ユ7.6 719.0 7,870.4 78β87.2

% .4 55.3 .4 .4 8.3 9 10.0 100.0
1

| 広告 ・調 査 ・情 報 金額 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

提供サービス業 % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
㎡

情報処理サービス 金 1,450.O 131,329.3 1,300.0 931.6 1,673.3 3,606.3 7.5113 184,924.6

業 ・ソフ トウエア業 % .8 7LO .7 .5 .9 2.0 4.1 ユ00.0
」
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第7-2-17表 の3業 種 別 ・コン ピュー タ経費 月額平 均(3)

(」i:'位:千 円)
'

外 注 費 そ の 他
経 費 総 他た

委 さ」 プ そ 外 通 デ そ そ か費

託
ん

孔

ロ

グ 注'
信

回
1

の

他 の
ら月

割
'

計 費 ラ の 費 線
タ 連 他

り

か
. ご

、

使
輸 絡 け

業 種 別
算 検

孔

ン

グ

A口

用 送
費
な

合
計

ら

れ
費 費 費 他 計 料 費 ど 8十

一 次 産 業 計 金額 .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0

一一

.0

一 一 一..

.0

% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

二 次 産 業 計
金額 655.5 1,393.3 110.4 578.0 2,737.4 1,048.9 188.1 647.8 1,884.9 図.686」 467.5 .

% L2 2.5 .2 1.1 5.0 L9 .3 L2 3.4 工00.0
一 一 一

三 次 産 業 計
金額 1,229.8 1,577.7 982.6 943.1 4,733.3 3,006.7 562.2 19L3 3,760.3 79,732.5 625.8

,

% 1.5 2.0 1.2 1.2 5.9 3.8 .7 .2 4.7
_一_」

100.0 F

一 ー 一 一 -一 一 一 →

司 金額 707.5 4,934.5 3,253.0 1,411.5 10,306.5 400.5 125.5 87.5 613.5 45,250.0 .0
公 務 計 :

% L6 10.9 7.2 3.1 22.8 .9 .3 .2 1.4 100.0 '

一 一7　 '一 ー ー 一 一 一 一

全 産 業 計
金額 ],006.2 1,582.5 709.6 818.4 4,116.9 2,226.5 414.4 357.8 2,998,869,726.6 561.1

% 1.4 2.3 LO L2 5.9 32 。6 .5 4.3 100.0 :
.一 一 一

繊 維 工 業
金額 108.2 466.4 450.0 782.6 1,807.2 556.2 940.8 382.2 1,879.2 28,840.4 73.4

% .4 1.6 1.6 2.7 6.3 1.9 3.3 L3 6.5 100.0 :一 ～ 一 ー 一.

化 学 工 業
金額 758.3 1,105.0 137.6 365.1 2β66.1 1.,724.8 100.0 1,62].6 3,446.5 40,946.8 1,666.6

'

i
% L9 2.7 .3 .9 5.8 4.2 .2 4.0 8.4 100.0

主 石油製品製造業
金額 4,515.0 807.5 .0 1,307.0 6`629.5 759.5 250.0 150.0 1,169.5 47,156.5 2,450.0 .

% 9.6 1.7 .0 2.8 14.1 1.6 .5 .3 2.5 100.0

鉄 鋼 業'
金額 .0 4,034.0 .0 900.0 4,934.0 2,033.6 .0 29.0 2,062.6 209,700.6 .0

% .0 1.9 .0 .4 2.4 1.0 .0 .0 LO 100.0

電気機械器具製造 金額 .0 770.5 .0 695.0 1,465.5 495.0 55.0 55.0 605.0 28,402.0 655.0

業 % .0 2.7 .0 2.4 5.2 L7 .2 .2 2.1 100.0
'

な
輸送用機械器具製 金額 .0 2,154.0 170.0 365.0 2,689.0 520.7 .0 11.5 532.2 81,081.0 .0

造業 % .0 2.7 .2 .5 3.3 、6 .0 .0 .7 100.0

卸 業 ・'商 社
金額 11245.0 1,779.0 155.5 550.「0 3,729.5 11437.0 120.0 1,268.0 2,825.0 42,729.5 .0

% 2.9 4.2 ご4 1.3 8.7 3.4 .3 3.0 6.6 100.0
.

一

± 金額 .0 300.0 10 .0 300.0 65.0 .0 .0 65.0 工3,115.0 .0
小 皿 業

.

% .0 2.3 .0 .0 2.3 .5 、0 .0 .5 100.0
.

業 金 融 業
金額 277.1 668.7 655.7 367.1 1,968.7 2,696.4 727.2 93.6 3,517.2 58,375.2 105.2

% .5 u 1.1 .6 3.4 4.6 1.2 .2 6.0 100.0

生命保険業(含代 金額 11,000.0 8,150.0 .0 .0 19,150.0 8,172.5 1,900.0 .0 10,072.5 188,261.5 .0

理業・サービス業 % 5.8 4.3 .0 .0 10.2 4.3 1.0 .0 5.4 100.0

損害保険業(含代 金額 .0 。0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
1

理業・サービス業) % .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 .0 .0 .0

種電 力 ・ガス事業
金額 20.0 2,270.6 147.6 748.4 3,186.6 80.0 1,396.0 252.2 1,728.2 78,387.2 581.0

シ

% .0 2.9 .2 LO 4.1 .1 1.8 .3
.

2.2 100:0

広告 ・調査 ・情報 金額 .0 .0 9.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

提供サービス業 % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

情報処理サービス 金額 166.6 51200.0 2,473.3 4,296.6 12,136.6 8.6 .0 653.3 662.0 184,924.6 4,758.0

業・ソフトウニア業 % 、1 2.8 1.3 2.3 6.6 .0 .0 .4 .4 100.0



第7-2-18表 業 種別 ・機械 設備 費 用の 内訳

(単位:千 円)

設 備 費
C

; 合富 翻 保険
守費

合
塁

1

P XO RL 費

業 種 別 u 『 `1C ¥ {云 計 麸

金額 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 .0 .0 .0

金額 19β85.5 6,849.5 8,002.1 4,792.5 368.8 39,398.5 45

二 次 産 業 計
% 492 17.4 20.3・ 12.2 .9 100.0

金額 33,112.5 7,839.8 8,212.7 9,217.6 2,101.4 60,484.2 75

三 次 産 業 計
% 54.7 13.0 13.6 15.2 3.5 100.0

金額 14,973.6 2,964.6 8,983.3 1,036.0 .0 27,957.6 3

公 務 計
% 53.6 10.6 32.1 3.7 .0 100.0

金額 27,648.0 7β58.6 8,154.4 7,399.1 1,416.3 51,976.6 123

全 産 業 計
% 53.2 14.2 15.7 14.2 2.7 100.0

金額 7,075.1 4.7863 2,508.1 1,05L8 199.1 15,620.6 6

繊 維 工 業
% 45.3 30.6 16.1 6.7 1.3 100.0

金額 8.4333 2,336.8 3,105.1 3,724.8 245.7 17β46.0 9

化 学 工 業
% 47.3 13.1 17.4 20.9 1.4 100.0

金額 10,434.0 3,052.0 4,138.5 5,939.0 .0 23,563.5 2

主 石油製品製造業
% 44.3 13.0 17.6 25.2 .0 100.0

金額 85,736.7 33,452.7 33,551.7 12,891.7 2,519.2 168,152.2 4■

鉄 鋼 業
% 51.0 19.9 20.0 7.7 L5 100.0

s

電気機械器具製造 金額 6,912.0 1,124.5 6,379.0 2,43LO .0 16,846.5 2

業 % 41.0 6.7 37.9 14.4 .0 100.0

輸送用機械器具製 金額 43,814.8 13,115.6 20,100.6 12,404.1 218.6 89,654.0 6

な 造業 % 48.9 14.6 22.4 13.8 .2 100.0

金額 7,812.0 3,114.7 2,394.0 3,033.5 459.7 16,814.0 4

卸 業 ・ 商 社
% 46.5 18.5 14.2 18.0 2.7 100.0

金額 5,750.0 2,250.0 L600.0 600.0 .0 .10,200.0 2

小 売 業
% 56.4 22.1 15.7 5.9 .0 100.0

金額 43,750.6 4,482.0 5,785.5 9,890.6 1,794.5 65,703.3 35

業 金 融 業
% 66.6 6.8 8.8 15.1 2.7 100.0

生命保険業(含 代 金額 45,509.5 33,750.2 20,570.5 7,024.7 1,063.0 107,918.0 4

理 業 ・サー ビス業)
% 42.2 31.3 19.1 6.5 1.0 100.0

損害保険業(食 代 金額 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

理 業 ・サー ビス業)
% .0 .0 .0 .0 .0

-

.0

金額 19,68L8 10,024.0 8,416.0 2,030.0 338.5 40,490.3 6

種 電力 ・ガス事業
% 48.6 24.8 20.8 5.0 .8 100.0

広告 ・調査 ・情報
金額 .0 一.0. ..0 .0 .0 .0 .0

提供サービス業 % .0 .0' .0 .0 .0 ㌔0

情報処理サービス
金額 32,819.6' 21,361.8 28,250.0 1,272.2 958.0 84,661.6 5

業・ソフ トウエア業 % 38.8 25.2 33.4 1.5 1.1 100.0

407

、
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408第7部 コンピュータ利用状況お よび オンライン化調査集計表

第7-2-19表 業 種 別 ・1社 当})月 間 経費対 月商比

(注)コ ンピュー タ経費合 計 と月商の双方 とも記入のあった回答についての集計である。

f

.

`

「
1

.

業 種 別

回

答

社

数

1
社
当
り
平
均
月
間_
綾 子
費 円

)

1

社

当

り

平

均 宕1

月 万

商 用
)

平

均

1
-

1000

上

限

⊥
1000

一 次 産 業 計 0 .0 .0 .00 .00

二 次 産 業 計 62 83,284.1 17,295.1 4.81 60.36

三 次 産 業 計 36 83,290.5 74,092.8 1.12 3,571.42

公 務 計 0 .0 0 .00 .00

全 産 業 計 98 83,286.4 38,159.6 2.18 3・571:42

主

な

業

種

繊 維 工 業 6 34,997.0 15,443.4 2.26 4.78

化 学 工 業 10 36,365.4 7,559.0 4.81 18.28

石 油 製 品 製 造 業 3 37,436.0 12,893.0 2.90 35.99

鉄 鋼 業 6 337,687.8 50,822.8 6.64 9.08

電 気 機 械 器 具 製 造 業' 7 95,862.5 20,466.5 4.68 10.42

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 8 147,943.6 25,597.6 5.77 60.36

卸 業 ・ 商 社 .5 56,466.6 120,853.3 .46 2.12

小 売 業 2 13,557.5 5,250.0 2.58 6.05

金 融 業 45 95,861.5 65,257.4 1.46 725.62

生命保険業(含代理業・サービス業) 3 172,149.6 978,938.8 .17 .44

損害保険業(含代理業・サービス業) 0 .0 .0 .oo .oo

電 力 ・ ガ ス 事 業 6 90β22.6層 14,351.8 6.29 25.67

広告 ・調査 ・情報提供サービス業 0 .0 .0 .00 .00

情報処理サービス業 ・ソフ トウェ

ア業
8 128,54L6 152.2 844.34 3,571.42層
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第7-2-20表 業 種別 ・1社 当 り1従 業 員当 り月 間経 費

(注)コ ンピュータ経 費合計 と従業員数の双方 とも記入のあった 回答につ いての集計である。

`

業 種 別

回

答

社

数

1

彗
♀

習

墾6

1・
社
当
り
平
均
従
業

員8

平

均

月間経費/1人(千 円)

上

限

`
一 次 産 業 計 0 .0 .0 .0 .0

二 次 産 業 計 62 83,284.1 i3,615.1 6.1 36.0

三 次 産 業 計 90 91,212.8 6,052.7 15.0 906.9

公 務 計 2 45,250.0 40,300.0 1.1 55.1

全 産 業 計 154 87,423.8 9,542.1 9.1 906.9

公 務 を 除 く 全 産 業 計 152 87,978.7 9,137.3 9.6 906.9

主

な

業
.

種

繊 維 工 業 6 34,997.0 15,276.3 2.2 6.3

化 学 工 業 10 、36,365.4 5,142.1 7.0 36.0

石 油 製 品 製 造 業 3 37,436.0 2,229.6 16.7 19.9

鉄 鋼 業 6 337,687.8 38,167.6 8.8 11.4

電 気 機 械 器 具 製 造 業 7 95,862.5 26,503.2 3.6 7.5

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 8 147,943.6 18,797.3 7.8 11.7

卸 業 ・ 商 社 5 56,466.6 3β41.8 16.8 22.7

小 売 業 2 13,557.5 3,027.0 4.4 8.8

金 融 、 業 45 95β61.5 2,952.4 32.4 347.3

生命保険業(含 代理業 ・サービ
ス業)

3 172,149.6 44,200.0 3.8 16.2

損害保険業(含 代理業 ・サー ビ
ス業)

0 .0 .0 .0 .0

電 力 ・ ガ ス 事 業 6 901322.6 16,808.8 5.3 9.8

.広 告 ・調 査 ・情 報提 供サ ー ビ ス業
0 .0 .0 .0 .0

情 報処 理サ ー ビス業 ・ソフ トウ
ェア業

8 128,541.6 326.6 393.5 906.9
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410第7部 コンピューク利用状況 およびオンライ ン化調査集計表

第7-2-21表 業 種別 ・1社 当 り要員数 平均

職 種

業種1別

庶
務
そ
の
他

!ぐ

ン

チ

ヤ

|

オ
ペ

レ

1
タ

プ
ロ
グ
ラ
マ

S

E

管

理

職

合

計
人

数

回

答

社
数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

一 次 産 業 計 .0 .0 .0 .0 .G .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

二 次産 業 計 4.9 12.2 17.1 2.1 29.4 3L5 22.4 2.3 24.7 41.0 7.7 48.8 22.4 .4 22.8 11.9 .0 1L9 104.8 52.2 157.1 63

三 次産 業 計 8.7 ユ0.4 工9.1 .0 21.6 2L7 192 4.1 23.4 27.1 3.7 30.9 11.9 .5 12.4 12.1 .0 12.2 79.2 40.6 119.9 100
…

公 務 計 36.0 6.5 42.5 .2 21.5 21.7 24.5 .7 25.2 4L5 2.5 44.G 21.0 .0 21.G 6.5 .0 6.5 129.7 3L2 161.0 4

全 産 業 計 7.9 11.0 1a9 .8 24.6 25.4 20.5 3.3 23.9 32.7 5.2 37.9 16.1 .4 16.5 11.9 ,0 工1.9 90.] 44.8 134.9 167

主

な

業

種

「

繊 維工業 2.0 6.2 8.2 .0 38.2 38.2 7.2 .4 7.6 12.4 .4 12.8 11.8 .6 12.4 5.2 .0 5.2 38.6 45.8 84.4 5

化 学工業 1.8 10.7 12.5 ,0 15.3 15.3 ]G』 2.9 13.0 7.2 2.8 10.0 9.7 .0 9.7 5.1 .0 5.1 34.0 3L8 65.9 n.
」

石油製品製
造業 2.2 52 7.5 .0 4.7 4.7 2.5 .0 2.5 7.2 1.G 8.2 13.7 .G 13.7 3.0 .2 3.2 28.7 1L2 40.0 4

鉄 鋼 業 27.6 39.5 67.1 21.6 63.6 85.3 一 2.0 123.3 一 45.6 282.0 83.1 ,0 83.1 44.6
'
.0 44.6 534.8

、

150.8 685.6 6

電気機械器
具製造業 6.1 20.0 26.1 .0 49.ユ 49.1 29.7 4.8 34.5 39.8 47 44.5 36.1 .0 36.1 24.2 .ユ 24.4 136.1 78.8 215.0 7

輸送用機械
器具製造業 5.1 13.0 ]8.1 、0 62.7 62.7 24.8 4.1 29.0 49.5 11.3 60.8 32.2 2.8 35.1 14.6 .1「 14.7 126.3

「

94.2 220.6 8

卸業 ・商社 3.0 7.8 10.8 .0 11.6 11.6 3.5 2.5 6.0 19.1 4.6 2ゴ.8 12.1 .3 12.5 5.8 .0 5.8 43.6 27.0 70.6 6

小 売 業 3.0 6.0 9.0 .0 16.0 16.0 1.3 LO 2.3 13.3 .6 14.0 11.6 、0 工L6 4.6 .3 5.0 34.0 24.0 58.0 3

金 融 業 9.5 8.8 184 .0 17.6 ユ7.6 18.4 33 2L7 19.3 2.7 22.0 9.8 .2 10.0 9.7 .0 9.8 66.7 33.0 99.7 49

生命保険業

(含代理業・
サービス業)

6.0 30.2 36.2 .0 62.5
、

62.5 36.5 12.7 49.2 47.7 7.5 55.2 13.2 .0 13.2 21.5 .0 21.5 125.0 113.0 238.G 4

損害保険業

(含代理業・
サービ撲)

.0 .0 、0

.

.0 .0 .0 10 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 ,0 .0 0

電力・ガス

事業
5.8 8.8 14.7 .0 26.4 26.4 15.7 1.4 17.1 35.0 4.0 39.0 21.1 .0 2L1 19.5 .0 19.5 97・1 40.7 138.0 7

広告調 査・

情報提供サ
ービス業

.0 .0 .0 .0 .0 .G .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ..0
』0

情報 処理サ
ー ビス業 ・

ソフi・ウ ェ
ア業

19.1 ]8.5 37.6 .2 35.5 35.7 45.1 13.4 58.5 78.4 10.3 88.7 27.2 .5 27.7 33.5
.

.1 33.6 203.6 78.5 282.2 9

`
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第7-2-22表 主力機 種別 ・1社 当 り要 員数平 均

職 種
庶 ノ寸 オ プ ・ S 管 合 回

務 ン べ 口
計 答

そ チ レ グ 理

の ヤ 1 ラ 人 社

主 力 機 種 他 1 タ マ E 職 数 数

人 数 48.2 40.6 52.2 76.2 31.4 24.8 273.6 20

超大型以下を保有
.

管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 194.4 163.7 210.5 307.3 126.6 100.0

人 数 23.6 34.1 33.8 55.2 23.6 17.5 188.0 70

大型A〃
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 134.9 194.9 193.1 315.4 134.9 100.0

.

人 数 102 16.8 9.8 16.5 7.4 4.3 65.1 45

大型B"
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合

237.2 ・390 .7 227.9 383.7

'

172.1 100.0

人 数' 3.7 11.3 5.6 8.0 5.8 2.7 37.4 18

中型A方
管理者1ド 対する他
の職種の人数の割合

137.0 418.5 207.4 296.3 214.8 100.0

人 数 .5 4.7 2.6 4.2 2.1 1.2 15.5 9

中型B"
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 41.7 391.7 216.7 350.0 175.0 100.0

人 数 .0 3.0 .6 2.0 1.3 .6 7.6 3

小型 〃
管理者'1に対する他
の職種の人数の割合 .0 500.0 100.0 333.3 216.7 100.0

人 数 .0 .0 4.0 2.0 1.0 .0 7.0 1

超小型 ρ
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 .0 .0 .0 .0 .0 .0

'

人 数 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

ミニ コンピュータ〃
管理者1に 対す る他
の職種の人数の割合

.0 .0 .0 .0 .0 .0

人 数 .0 。0 .0 .0 .0 .0 .0 0

その他 の み保有
管理者iに 対する他
の職種の人数の割合

.0 .0 .0 .0 .0 .0

.

人 数 19.0 25.3 24.0 38.1 16.5 11.9 135.0 166

総 平 均 .

管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 159.7 212.6 201.7 320.2 .138.7 100.0

,
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コンピュー タ関係 団体名 簿(設 立年次順)

1名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈱電子通信学会 東京 都 港区 芝公 園

21-1-5

機械 振興 会 館

電434-8211

会長

新川 浩

1917年5月 1.出 版

O電 子通 信学 会 誌(月 刊),論 文 誌,英 文 ア

ブ ス トラ ク ト,単 行 本 な ど

2.国 際会議 出席

OIEEE関 係 の会議 など

3.講 演会 の開催

日本商工会議所 東京 都 千代 田区 丸の

内3-2-2

電211-4411

会頭

永野 重雄

1922年6月 1.地 方 商工 会議 所 計算 セ ンター23カ 所

2.全 日本商工 会 議所 の コ ンピュー タ導 入促 進

3.情 報 処理 に関 す る コンサル タン ト業務

4.EDP導 入指 導,経 営 者,葵 貝教 育

5.セ ミナー 開催
'

6.各 種情報処理研究所

伽 日本能率協会 東 京都 港 区芝公 園

3-1-22

協 立 ピル

電434-6211(大 代)

会長

森川 覚三

理事長

十時 昌

1942年3月 1.調 査,開 発

OEDPの 効率 的活用 に関す る実 態調 査

2.EDPに 関す る各種 セ ミナー の開 催
A

3.出 版 事業

OEDPリ サ ー チ ・リポー ト(月刊)ほ か 関

係 図書

4.ス ラ イ ド作 成

㈹経済団体連合

会

東 京都 千代 田 区大手

町1-9-4

電279-1411

会長

土光 敏夫

1946年8月 、:行 政改鞘 別頸 会,産 業技術委員会に

おいて,情 報 処 理 関連問題 を随 時取上 げ

る。

励経営科学振興
財団

東 京都 渋 谷区千 駄 ケ

谷4-1-13

生協 会 館 内

電 、403-1331

会長

金子佐一郎

1946年 ㈱ 日

本事務能率

研究会 とし

て発足

1973年6月

名称変更新

発足

1.経 営科学化に関する基礎的 ・応用的研究

2.経 営の科学化に関する情報資料の収集お よ

び公開利用

3.経 営の科学化に優れた業績を有する者の表

彰

4.経 営の科学化に関する研究の助成

㈲ 日本経営協会 東 京都 渋 谷区千 駄 ケ

谷4-1-13

生 協会 館 内

電403-1331

会長

金子佐一郎

1949年6月

㈲ 日本事務

能率協会 と

して発足

1971年12月

名称変更

'

1.経 営全般にわたるセ ミナー,講 習会の開催

2.企 業内教育への講師の派遣,あ っせん

3.事 務機械化 に関する展示会の開催

4.文 部省認定社会通信教育の実施

5.海 外への視察団の派遣

6.経 営改善のための研究,調 査,診 断

働 日本生産性本
部

東京都渋谷区渋谷 会長 1955年3月 1.各 種経営教育事業(情 報処理関係研修 ・セ
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

3-1-1 郷司 浩平 ミナ ー)

電409-1111 2.労 使関係事業(労 使関係各種委員会,生 産

性教育)

3,国 際交流事業(電 算関係視察団)

4.情 報 処理 事 業(受 託 演算,シ ス テム 開発)

5.広 報 視聴 覚 事業(コ ンピュー タ関係 図書 ・

ス ライ ド)

6.経 営 指 導事 業(シ ステ ム ・コンサル タン ト

受 託 ・経 営 コ ンサ ル タ ン ト養 成)

㈹ 日本 オペ レー 東京都文京区弥生 会長 1957年5月 1.国 際会議 開催予定

シ ョンズ ・リサ 2-4-16 小野 勝次 O国 際OR学 会 連合 及 びTIMS(1975)

一チ学会 学 会 セ ンター ピル 2.出 版

電815-3351 o経 営 科学(隔 月刊),JORSJ(季 刊)

3.研 究発 表会 ・講演 会の 開催

エ レク トロニ ク 東京都港区新橋1-1 会長 1957年7月 1.エ レク トロニ クスの研 究開 発の ため,国 家

ス協議会 一13 浜田 成徳 的立場か らの各種対策の推進

電591-7161 づ鐵 2.情 報化社会進展に必要なる情報伝達処理技

術開発の総合対策の推進
義,

00TCAと 共f崔の 第4回 コン ビュー タセ

ミナー 開催

O医 療情報処理機器の開発,な らびに安全

対策の推進 など

3.発 展 途上 国 のエ レ ク トロニ クス開 発 を推進

す るため のア ジア ・エ レ ク トロニ クス会議 の

開 催 な らびに ア ジア ・エ レ ク トロニ クス連盟

活動の推進

4.各 種研究会活動

5.出 版 活動

OEIectronicsinJapan(英 文 年 刊)

Oエ レ ク トロニ クス ・ニ ュー ス(和 文隔 月)

など

㈱ 日本電子工業 東京都港区芝公園 会長 1958年4月 1.調 査

振興協会 3-5-8 小林 宏治 O情 報処理装置システムの新技術開発調査

機械振興会館 な ど

電434-8211 2.海 外調 査 団派 遣

3.講 演 会 の開催

4.出 版

O電 子工業月報(月刊),日 本の電子計算機,

各種調査報告書など,

閲情報処理学会 東京都港区芝公園 会長 1960年4月 1.研 究,調 査

3-5-8 尾見半左右 ○設 計 自動化,デ ー タ ・ベー ス,マ ンマ シ

機械振興会館内 ン ・シス テム,医 療情 報処 理,計 算 機 ア



414

■

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

電434-8211 一 キ テ クチ ャ
,シ ステ ム評 価,コ ン ピュ'

.
一 夕 ・ネ ッ トワー ク

,画 像 処理 などの研

究

OJIS原 案作 成

2.国 際活 動

OIFIP,ISOな ど国際 会議 への 出席

. 3.出 版

O情 報処 理(月 刊),英 文(年 刊)

O電 子計算機ユーザー調査年報など

日本電子計算機 東京都千代 田区丸の 社長 1961年8月 1.電 子 計 算機 レ ンタル業 務

㈱ 内a-4-1 中島 征帆 2.調 査,出 版

. 電216-3681 O国 産電 子計 算 機ニ ュー ス(1回/1カ 月)

O全 国 計算 セ ンター お よび ソフ トウ ェア 開

発企業便覧(年 刊)

O調 査 季 報,コ ン ピ ュ ー タ ・ノ ー ト,コ ン

ピュー タ ダイ ナ ミックレポー ト

働行政情報シス 東京都港区西新橋 会長 1964年2月 1.研 究,調 査

テム研究所 2-15-17 山 ロ ー 夫 囲行政事務 O行 政 におけ るデータベースに関する調査など

レイ ンボー ビル内 機械化研究 21海 外視察団派遣

電580-6367
一 協会 として o海 外行政ADP視 察団(年1回)

発足 3.セ ミナ ー開催

1970年7月 OADPS研 修 会(年3回)
シ

名称変更 4.出 版 『1

O行 政 とADP(月 刊)

㈲機械振興協会 東京都港区芝公園 会長 1964年8月 1.機 械工業の構造 ・企業経営の分析 などの調

3-5-8 土光 敏夫 査研究,内 外機械工業の動向調査な ど[

機械振興会館内 2.機 械工業の経営経済に関する専門図書閲覧

電434-8211 サ ー ビス

3.機 械工業技術に関する調査研究

4.受 託加 工 お よび受託 試験 業務 燈

5.新 機械普及促進事業およびシステム開発事

業

6.生 産管理技術に関す る調査研究

7.そ の他機械工業振興のための事業
象

湘中小企業振興 東京都港区赤坂1一 理事長 1967年8月 1.中 小企業の経営者 ・管理者の啓蒙指導事業

事業団 9-13 佐久 洋 2.中 小企業の電算機導入に対する助成
づ

電584-0351 3.情 報処理 ・指導担当者の養成

4.小 規模事業者に対する記帳指導の機械

励 日本情報処理 東京都港区芝公園 副会長 1967年12月 1.情 報処理に関する調査 および研究
`

開 発セ ン ター 3-5-8 斎藤 宥 2.情 報処 理 に関す る コンサ ル テ ィン グ等の実

機械振興会館内 施



415

名 称 住 所 代 表 者
7

設 立 事 業 内 容

電434-8211 3.情 報処理の普及促進および教育

4.情 報処理および情報処理産業に関す る広報

活動

EDPユ ーザ ー 東京都千代田区丸の 会長 1968年8月 1.意 見書,要 望書 の 提 出

団体連合会 内2-2-3 武田 泰明 O「 機械化会計法人の帳簿要 件等の改正」

三菱電機㈱内 (1974年6月 に関す る関係機関に対 して

電218-3205 現在) 2.各 種JIS原 案 作 成へ の協 力

(1974年6月 現 在) 3.名 ・種 ア ンケー ト調査 の 実施

働 日本情報開発 東京都千代田区霞が 会長 1968年9月 1.調 査研 究

協会 関3-2-5 植村 甲午郎 日本経営情 Oオ ンライン利用推進に関する調査

霞が関ビル 報開発協会 Oシ ステム開発に関する調査研究

電581-6401 として設立 OTPBSに 関 す る調査 研究

1973年5月 OPOSに 関す る調査研究

名称変更 Oマ イ クロプ ロセ ッサ に関す る調 査研 究

○情報化関連市場予測'

2.海 外調 査 団派遣

1
○欧米情報化特別調査団

1 3.情 報化 国際 シンポ ジウム 開催

4.研 究奨励 金 の交付

5.セ ミナ ー の開催

○長 期 講座,シ ン ポ ジウム な ど

6.出 版

Oコ ン ピュー タ白書(年 刊)な ど

⑭情報処理研修 東京都港区浜松町 理事長 1970年3月 1.上 級情報 処理 技術 者(シ ステ ム ・エ ンジニ

セ ンター 2-4-1 山内 二郎 アお よび シニ ア ・プ ログ ラマ ー),情 報処 理

世 界 貿易 セ ンター ビ 部門の管理者および情報処理関連教育者等の

ル 研修

電435-6511 2.IIASA(国 際 応用 システ ム研究 機関一
」

世 界13カ 国参加 の 国際 シ ンク タン ク)に 参 加

す る 日本代 表 機関 として,IIASA日 本 委

員会の設置

㈲ ソフ トウェア 東京都港区芝公園 代表理事 1970年5月 1.ソ フ トウ ェア業界 に関 す る問題 の検 討,研

産業振興協会 3-5-8 服部 正 究,対 策

機械振興会館内 2.ソ フ トウ ェア市場 の調 査

電436-3938 Oソ フ トウェア需要構造調査の実施

○ソフ トウェアの価 値,流 通

o技 術研究組合に関する事項

翻地方 自治情報 東京都千代田区一番 理事長 1970年5月 1,地 方 公共 団体 の情 報 シス テム の研究 開発,

セ ン ター 町25 吉浦 浄真 技術的援助,教 育研修 ・普及啓発等

電264-0691～5 2.出 版 物

。地 方 自治 コン ビ・一 タ(月 刊)な ど1
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈱関西情報セン

ター

大 阪市北 区玉 江 町

2-2大 阪 国際貿

易 セ ンター ビル

電448-6631

会長

芦原 義重

1970年6月 1.各 種 ソフ トウェア の開 発 と普 及

2.コ ン ピュー タ要 員 の教育

3.調 査,研 究,開 発

4.要 望,意 見 書の 提 出

㈹ 日本情報 セン

ター協会

東京 都千 代 田区 霞が

関3-2-5

霞 が関 ピル

電580-1075

会長

稲葉 秀三

1970年7月 1.情 報 処理 サ ー ビス業 界 に関 す る問題 の対策

の 検討,研 究

2.意 見書,要 望書 の提 出

3.調 査(需 要構造 将 来 ビジ ョン等)

4.海 外調査 団 の派 遣(米 国情報 セ ン ター 視察

団)

5.出 版(会 報JIPCA)

情報処理振興事

業協会

東 京都港 区 浜松 町

2-4-1

世 界貿易 セ ンター ピ

ル33階

電437-2301

理事長

北野 重雄

1970年10月 1.汎 用 的 プ ロ グラム の委託 開 発

2..プ ロ グラム の販 売 及び貸 付 け

3.プ ロ グラム 開発 資金 に対 す る信用 保証

4.プ ロ グラム調 査 簿 の作成

5.海 外調査

㈱ ジェー エ ムエ

ー シス テム ズ

東 京都港 区 芝公 園

3-1-22

協 立 ピル

電434-6211

代表取締役

二上 辰喜

1971年11月

間 日本能率

協 会 コン ピ

ュー タ事 業

部が 分離 独

立

1.シ ステ ム ズ ・コ ンサ ル テー シ ョン

2.プ ロ グラ ミング ・サ ー ビス

3.マ シ ンサ ー ビス

4.EDPに 関す る各種 セ ミナー の開催

日本 コン ピュー

タ ・ユー テ ィ リ

テ ィ協会

東 京都 千代 田区霞が

関3-2-5

霞 が 関 ピル30階 私書

箱125号

電509-5525

会長

藤井 丙午

1972年12月 1.コ ン ピュー タ ・ユー テ ィ リテ ィの推進 ・啓

蒙活動

2.海 外商 用TSS実 態調査 団 派遣(年1回)

(デー タ通 信 利用 経験 者か ら見た 実態調 査)

㊥ 日本デー タ通

信協会

東 京都 港 区麻布 台

1-6-19

電586-1621

理事長

曽山 克巳

1973年12月 1.デ ータ通信に関する調査,研 究および開発

2.デ ータ通信に関する意見の提 言

3.教 育お よび研修

O工 事担任者育成のための通信教育

O工 事担任者資格試験の受託

Oセ ミナー,講 演会の開催,等

4.デ ータ通信 回線利用に関す るコンサルタン

ト

5.自 営端末機器の認定

6.資 料その他情報の収集および提供



情 報化 社会を支える

躍 進する企業
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● 平 均 して50～80の 独 立 し たJOBが 同時 に処 理 で き ます 。

● タ イム シ ェア リン グ(TSS)、 バ ノチ 、リモ ー トバ ノチ 、リア ル タ イ ム が

ARPAに 代表される=∴L:㌫:竃 ご 二=ク:念:ムデザインです.

DECシ ス テ ム ー10ANsi-coBoL(RePo「tw「'te「'codasylDataBase)

無しのコンピュータ 惣 ㌔1∴1霊b二1ご㌫ 圃1㍗)

ネ ッ ト ワ ー ク は ・サポー・・フ・ウ・アが完備・て・・す.

考えられ ません。 ご 遮1:㌶㍉:ll㌻lTSSS典m… ㎜1etc

DualProcessor,computerNetwork&Hserach|calSystem

●DEC又 はDEC以 外 の コ ン ピ ュ ー タ 、 端 末 等 へ の 接 続 が 簡 単 で す 。

● ネ ノ トワ ー ク の サ ポ ー ト ソ フ ト ウ ェ ア がOSの 内 に 入 っ て い ま す 。

以 上 の 条 件 を 全 て 備nて い る の がDECsystem-IOで す 。

、

す で に 欧 米 で300台 の 実 績 を誇 っ て い ます 。



DECsystem-10シ リー ズ/1040」050、1055、1060JO70、1077

DIGITALEOUIPMENTCORPORATIONINTERNATINALJAPAN

東 京 都 千 代 田 区 三 番 町3-8-7〈 第25興 和 ヒル 〉 ●(03)264-710|(大 代)



海外情報をてばやく料理できま土

17ヵ国 ・360都 市 コンピュータ ・ネ ットワー ク

プエルトリコ

欝欝難懇撒
使 われているDENTSU-TSSマ ークIIネットワーク 熟 ㌔ 二忽 一ビス

CENERALceELECTRIC

サービx・その経離 正顧 搬 そL「C24時間 糠 ⇒
通

サービス体制が高く評価されていま尤 鑑 認㌶㍍瀦
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手軽に導スできます
コ ン ピュー タ ・ネ ヅトワー ク

CYBERI72は 、 い ま 話 題 の コ ン ピ ュー タ ・ネ ット

ワ ー ク へ の も っ と も 近 道 で す

コン ピ ュー タと通 信 回線 を糸;ぶこ とで 、 いろ いろ な特徴

をも つ各種 コンピ ュータ ・システムの リソースまたはパワー

(性 能)を 、誰 でもどこからでも、いつでも安 価 に 利用 できる…

これ が、 コ ンピ ュー タ ・ネ ットワー クの メ リ ットです 。

CDCの マ ルチ モー ド・コン ピ ュー タCYBER172は 、 この

コンピュー タ ・ネ ットワー クを指向す る場 合 の最適 システム

です。ギブソンミ ックス値1.02と 抜群 の1生能を誇 り、ネ ット

ワー ク ・オペ レーテ ィングシステム(NOS)の もとで、バ ッチ

か らコンピュータ ・ネ ットワー ク処 理 ま で、 あらゆるモー ド

の オペ レー シ ョン を並 行 しなが ら行 え ます 。

薩
レンタル 料 は 、経 済 システム600万1:1:1、標準 システム800万 円

と、中 型機 なみ 。 コス ト ・パ フォ'一マンスも従 来 の もの に

くらべ て2倍 の 向上 で す。

ソ フ トウ ェ ア は す べ て 共 通 で す

ハ ー ドウ ェ ア は 最 新 技 術 の 結 晶 で す
、

CDC6000、7000、CYBER70シ リーズで実 証 され た豊 富 な

ア プ リケ ーシ ョン ・ソフ トウ ェア 、システム ・ソフ トウ ェア

を完 全 に サポ ー トしま す。 ま た、実 用性 と柔 軟性 に富 む

デ ータ ベー ス ・ソフ トウ ェア も拡 大 しま した。

メモ リ容 量(60ビ ッ ト語)は32K～131K、 ク ロ ック ・ピ リ

オ ドは50ナ ノ秒 、メモ リ ・サイクル ・タイムは400ナ ノ秒 … …

さ らにIC技 術 を全 面採 用 し、す ぺて に優 れ た内 容で す 。

:㌫=1=瀦 酷
㌫ 瓢 慈 蕊 ・内の竃 ワ

《マル チ モ ー ド・コンピュー タ》

CDCCYBER■70
フ ァ ミ リ ・シ ス テ ム

コンピュータの トー タル ・サプ ライヤ ーCDC

1'⑪1・1一 日 爪 三「脳 一三「
〒IOS東 京都港 区西麻布4-115-21● 東京 〔03)409-2431(代)
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わが国では、米のほぼ100%は

別にじて、小麦5%、 大豆4%、
(昭和47年「食糧需給表」よリ)

とその自給率はいたって低い

もので竃 農地そのものが年々

やせていく、という話 もありま

すb強 く、そして実 りの多い品

種改良への挑 戦、冬 期休耕

田の有 効利用、といった方法で

食糧 自給率のアップを考えて

いかなければならないで しょ

う。一方では、肥料問題解決

のために、公害で問題になっ

たヘ ドロを有機質肥料 として

処理 し、農 地へ還 元しよう、

ということも考えられていま

℃ 私たちにとって貴重な食

糧 源を永遠 に確保 してい く

ために、いましなければならな

いことが、数多くあるのです。

この農産物資源 をはじめ、

ほか の 多 くの資 源 も、それ

ぞ れに大 きな問 題 をか か え

てい ま凡 そしてい ま、さまざ

まな国 、分 野 で、二うした問題

への研 究 が進 めらnrい ますb

lBMもm農 業 生 産の効 率 化

の ため にコンピュー ター の優

れた 機 能 を提 供 してい ます。

lBMの コンピュー ター とそのサ

ー ビスを、い ま皆 さまが かか

えてい る、 さまざ まな問題 の ・

解 決 の ために 生 か してくだ さ

い。実際 、lBMは 、問 題 解 決 .

のために考 える企 業 なので主

峯広大な農地を持つ米国やオースト

ラリアなどでは、もっとも収穫を上げ

るために、どの品種をどの地域に作付

けすtLぱよいかを、耕地の土壌や雨M

などの気象条件をもとに、コンピュー

ターでシミュレーションをして決めて

いま丸 また日本では、農家の経営を

支える農業協同組合の諸事業(購 買
・販売・信用など}の事務の効率化に

コンピューターが活用されていますc

(き鑑 ㍊
日本ア千ビ」「エム株 式会社



OEM市 場No.1の ミ ニ コ ン。
最も買われている。この事実こそ、あ

なたがミニコンをお求めになる際、最

大の拠りどころとなります。なぜ売れ

ているか?こ れは重要です。充分に使

えるためです。ユニークなハードウェ

ア。マルチ・プログラミングOSが 可能

なRDOS、 実行時間をFORTRANN

の70倍(当 社比)に できるFORTRAN

5な どの強力なソフトウェア。充実し

た外部メモリ。さらにデータ通信、ダ

イレクト ・カフリンクなどによるコン

ピュータ ・ネットワーク機能。使うに

足る豊かな内容に加えて、機種も業界

随一の5機 種。ぢ密なユーザ ・サービ

ス。日本唯一の専門メーカにしてでき

ることではないてしょうか(?

■
日本≡=コンビエ ロ

本 社 東 京都,±谷 区神 宮 前6-12-20〒1SOTet〔03}406-"St{代)

エ ● 埼 玉県 行 田 市持 田2165〒C61Tel(0485)54-1161(tt)

大 阪 官 撰所 大 阪 市 北区 木 幡町4】〔近tエヒル)〒530Tel(06)314-|360

名古 ■ 含t所 名古 屋 市中 区M栄4-2〔 大 異 ビル)〒450Tel〔052;931-4636



将 来 の貴社 の コンピュータールーム?

蝿綴綴織i難

センチュリー350は 欝
NCRセ ンチュリー ・シリーズ

8番 目の機種です

ロ 幽 鷺
ぺ　
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2)HORO6杣MO1

3)‖cec6VITURY151

4)胃CRcenrURY200

5)田CRcenrURY201

6)macenT田 田251

7)NoncenTURS300

一 ■

纏
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超 大 型 コンピュー ター

NCRceMURY

新発売
お問い合わせば 昧NCR苓 拡 告講 て'… 鯨 ・港区赤坂1-2-2㊦|07fi582-6111



●コンピューターで情報化社会 に奉 仕する日本 エ ヌ・シー ・アーノレ

口回回
(omρutec/

6te「minoレ

コンピュ「タ一

周辺端末機器

データセンター

電子レジスター

電子会計機

マイクロフォーム・システム

ポーラスラバー製品

ビジネスフォーム

マイクロケ飛 ル製品

センチュリー350は 、NCRセ ンチュ

リー・シリーズ8番 目の機種。最 高

14メガバイ トという驚異的な記 憶

容量を もつ、シ リー ズ最大の超大

型コンピューターです。数千台にも

及ぶ 多種のターミナルを同時 にコン

トロール。1時 間に36万 件を越 え る

異種取 引データを処理 しうる能 力

を有 します。 その最大の特長は、

異種のプログ ラムを並行 して同時

に実行す るパ ラレル ・マルチ・プロ

セシング ・システム。最 大9つ の プ ロ

セッサーが、オンラインを含む高度

な多重処理を可能に しました。加

えて これほ ど高度 な多重処理 も、

画期的なオペ レーティング ・システ

ムNCR/TOXで サポート。プ ロセ

ッサーのダイナミック・アロケーショ

ンにより、システムのスループ ッ ト

を飛躍的に高めました。 そのうえ、

抜群の信頼性 を誇 るノーダ ウン・シ

ステム。 自動 診断装置や自動エ ラ

ー回復機能等のRAS機 能を備えた

同型のプ ロセ ッサーが、相 互にバ

ックア ップ し合 うシステムです。

ブレー ンの結集依 それが超大型

コンピューター センチュリー350。

膨大なタ スクをかか える銀 行をは

じめ として、あ らゆる業務 レベル

にマ ッチ したシステムを提 供 しま

す。ます ます躍進めざ ましい貴社

の将来のために設計いた しました。

砲緊聾

灘

濠'織 ≧



好評 フル ライン、いま続 々と。 まさに 、 堂 々 た るフル ラ イン』

高 千 穂 交 易御 殿 場 工 場 。 日本 のマ ー

ケ ノトに密 着 した高 千 穂 交 易 製 品 と

10年 後 を予 見 す る バ ロー ス製 品 が 、

ここで ダ イナ ミ ノクに 融 合。 あ らゆ る

ユ ー サ ー ・ニ ー ズ に お 応 えす る フ ル

ラ イ ンが誕 生 す る の で ポ

す ぐれ た フ ル ラ イ ンは 、 す ぐれ た設

計 思 想 か ら生 ま れ る。 そ れ か 高 千穂

バ ロー スの理 念 で す。 ソ フ トとく 一

ドの 同時 設 計 とい う概 念 を強 固 に守

り続 け て き たの も、 その ため。 い ま

驚 異 の 目で 迎 え られ て い ます。



●高千 穂交 易製TK70シ ンクタンク・コンピューター

●バ ロースL8000小 型 コンピュー ター

聾癬
竃認
　シタち

ia‡ 蒜ぶ

難

●高千 穂 交 易 製

TK2000テ ラー ・ター ミナル

● バ ロースB700小 型 コン ピュー ター

㌦議

パ

●バ ロースTC500タ ー ミナル ・コン ピュー ター

● バ ロースB6700大 型 コン ピュー ター

㌶緩緩

ヌ1 碧

● バ ロースBl700小 型 ・中型 コ ンピュー ター

●バ ロース

TU700テ ラー ・ター ミナル

繋誓 蒙籔

鞠難ヒ/'^

ぷ 繊螢謙=

高千穂交易製T3100漢 字/図形情報処理システム

蕪

磯

譲彊 糞灘

● 高千 穂 交 易 製

NATIOOOキ ャ ッシ ュ・

ラシ スペ ンサ ー

●高千穂 交易 製TK300POSタ ーミナル

謹灘難鮨

羅i懸課
● バ ロースB3700中 型 コン ピュー ター

いまや、フルラインの主 流。

互 換 性 ・融 通 性 ・拡 張 性 に す ぐれ た

高 千 穂 バ ロー スの フ ル ラ イ ンが 、'75

年 の主 流 と噂 され て い ます 。 日本全

国 を もれ な くネ ッ トす るバ ッ クア ッ

プ体 制 も万 全 。 こ と し、大 き く飛 躍

する高 千 穂 バ ロー ス に ご 期待 下 さい。

●システムを創造する

高千穂ノくロース
各檀 ⊇ンピュ一夕ー及び周辺端末機器/多 種類の業務別 ソフトウエア

優 れた人材 を求 めていま女 リクルート・ルームをお訪ねください。

東京/東 京都千代田区麹町1の6・相互第三ビル<〒102>03(265)4311

大阪/大 阪市北区小松原町27・ 富国生命ピル〈〒530>06(313)3381

サービス ・ステーシ ョン/全 国80カ 所
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実字青報処理システム
コンビュークて世界をひらく
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● 経 営 情 報 シ ス テ ム の 設 計 とプ ロ グ ラム の 開発 ●制 御 シ ス テ ム の 設 計 とプ ログ ラ ム の 開 発 ●基 本 ソ フ トウ ェ ア の 設計 とプ ロ

グラムの開 発 ●MARKIVそ の 他 ソ フ トウェ ア ・パ ッ ケ ー ジ の 開 発 と販 売
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新 しい時代 の 新 しい企 業として 、お客様 、社 員 、役 員それぞれ音 の持株 制

とい う、斬新 な 経営法 を実施 。 また当社独 自のFM(フ ァ シ リテ ィ ・

マネジ メ ン ト)サ ー ビスの需 要 も、 ますま す高 まって い ます。

130数 社 のお 客様 に対 する、1,000人 の燃 える若 い集 団 、コンピューター

サー ビス(株)に ご期 待 くだ さい。
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丸表取締役社長 大川功 資本金1億 円 従業員数1000名

東 京 本 社 東京都新宿区西新宿26私 書箱77号新宿住友ヒル11F〒160eO3344-1811〔 代)

大 阪 本 社 大 阪 市 東 区瓦 町537住 友 生 命 瓦 町 ヒル3F〒541⑰06-201-2851(代)

名古屋営業所 名古屋市中tt区下笹島町112住 友生命名古屋ヒル10F〒450舎052563-0581(代)

栄計算センター株式
大 阪 市 東 区大川 町2ア番 地 住友生命,建屋橋ヒル 〒541nO6-2314653UV

会社





事故がなく、渋滞がなく、交通公害の

心 配もない。さらに、経 済 性にも

すぐれていること。望ましいハードと

ソフトの設計は、どこまで可能力も 藤
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ますます悪イけ る大都市の交通事情。交通 の

マヒ現象が、都市機能のマヒを引 きおこそう

としています。おもいきった発想の転換力叫

ばれるのも、既存の交通体系の局部的な改善

では、交通需要の増大に対応で きなくなった

ことを意味 しているのではないでしょうか。

いま、ハードとソフ トの両面 から、新 しい交

通システムの開発が意欲的に進められていま

す。しかし、産業構 造の変化・技術革新・人

口の都市集中化など、複雑な変動要因がから

みあい、たがいに影響 を与えあっているため、

望ましいシステムの設計には、つねに大きな

困難がともないます。交通情報のシステム化、

交通パターンのシミュレーションなどを通 じ

て、最適交通体系を追求するブレーン集団・

CRC。 ともに悩 み、ともに考えることを、な

によりも大切 にしています。

〈CRCnetサ ービス〉に関するお問い合せば

下記の各サービス・ビューローへどうぞ。

tン チュ!」リサーチuノ{ヨ 株 式会 社
本社/東京都中央区日本橋本町3-2小津本館ビル

皿 TEし 〔03}663-6401㈹

{CRCnetサ ー ビ ス ・ヒ㌔ 一 ロ ー 》

東 京田.4211大 阪24|.4111東 海C?928・2辿80
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人間は考 える
動物といわれ
ています

ト ー タ ル サ ー ビ ス のFM

FM専 問 会社 としてスター トし、満10年 を迎 え

ま した。多 くの苦難 は技術 とい う無形財 産 を残

Lま しt:1さ らにFMが 真 の独立 を目指すために

DPCは 、今が新 しいスタートだ と考 え 単に要員

を派 遣することか ら脱皮 し、コンピュータ室 を効

率 よく運営するための全面的管理 とトータルサー

ビスを築 き上 げてい ま充10年 の体験 はEDPの プ

ロとしてのバックボーンを確立 し、コンサルティン

グか らのアプローチにょり、ユーザーへの付加価

値 を提供できる本 来のFMを1歩1歩 進 めて行きま丸

:e■";

嚥

欝 データープロセスコンサルタント
東 京 都 港 区 芝5-29-19旭 ビル 〒|08fiO3(455)5211(代)

● ソ フ トウ エア 開 発 セ ン ター 横 浜 市 戸 塚 区 上 倉 田 町

「「244fro4S(881)|406



STOMGETECHNOLOGYCOR口ORAT`ON

IBMPLUGCOMPATiBLE

●STCは トー タル ・コス ト・パ フ ォ ー マ ン ス を満 足

● 技 術=性 能 が 売 物 で す

● 性 能 ・価 格 ・完 全 な保 守 体 制 でご満 足 いた・"いております

'パ ・・聾7ぶ 一

≧

蕊蓬

馨

機 種:lBM3420シ リー ズ 及 び6250BPl磁 気 テ ー プ装 置 の 完 全 相 等 品

lBM3330シ リー ズ 相 当及 び3330-11の4倍 の 容 量 を有 す る

SUPERDISK(1Unit-800MB)

● 米 国 内 実 績 は7500台 を突 破 し 日本 国 内 に お い て も豊 富 な 実 績 を 持 って お り ます 。

● 短 期 納 入 可 能 ● 一 度 弊 社 に お 問 合 せ 下 さい
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コンピュータの トップメーカー 富士通

・

より厳 しい管 理 が 要求 され るとき、

コンピュータは「VS方 式 」てす。



原材料費 、人付 費、在 庫投 資など

の合 理 的な管理が 今 日の生 産

性 向上のきめ手だ といわれます。

そのために、お役 に立 つのが新

しいコンピュータ、FACOM230

"8"シ リーズです。

これは、 「コンピュータ をより手

軽 に扱 えるように」 という意 図

か ら開 発 され、 専 門 家不足の

時 代 に即応 したVS方 式の シ リ

ーズです。

日本で初めて誕 生 した全機種VS

方 式コンピュータ"8"シ リーズ。

すぐれた技術 によって 実績 と信

頼 をもつコンピュータ、FACOM。

その"8"シ リーズにご期 待 ください。

FACOM230"8"シ リー ズ5大 特 長

[1]効 率 の 高 いVS方 式

回 新 開発 の 大容 量 ファイル

国 オンライン・データベースの 採 用

回 新 しい多種 多 彩 な利 用 方式

固 プライス・パ フォーマンスの厳 しい追 求

ll酬lll伽llllll酬llllllllllllll酬1

富 士 通

1酬lll酬1酬ll酬酬llll酬
富 士 通 株 式 会 社FACOMビ ル

〒105東 京都,巷 区 西 新 橋3-21-8

電 話 東 京(03)437-5い1



小土 古日 干
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富士通ファコムは、新 しく豊かな情報処理資源を提供すべく努力しています。

質 的 に、量 的 に、めざ ましい発 展 を遂 げ る社 会 。 富 士 通 ファコムで は、
l

TSSサ ー ビスをはじめとす る各 種 情 報 処 理 サ ービスで の実 績 と経 験 を

活 か し、あ らゆ る時代 の どん な ご要 望 に もお応 えで きるよ う、情 報 処

理 資 源 の新 しく豊 か な蓄 積 をめざ し、たゆ まぬ努 力 を続 けて います。

一
富士通7完]ムー

●東 京FACOM-TSSタ ー ミナルセ ンター:東 京都港区新橋5-36-11(浜 ゴ ムヒ・ル)

富士通 ファコムで は、TSSを 自由にご利用いただけるセンターを開設、《COMETサ ー ビス》を実施していま尤

〕……大形 コンピュータを手軽に利用してみたい方

※TSSの 導 入を検討 中の方

∋1…TSSでプロッタ(図 形処理サービス)の利用を検討中の方 、などお気軽にお立奇ください。

■本社 ・TSS営 業部一東京都港区新橋5-36-HTELO3(433)2251■ 営業所 ・計算セ シター一 仙台/東 京/多 摩/名 古屋/大 阪/広 島/福 岡
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枝術の日立
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本格 的 なトータル ・システム時代 です。わが国初ρ～オンラ

イン ・システム国鉄 「みどりの窓 口」開発 のお手伝いをした

日立は、データ・ベース・システムの面 でも、早くからソフト

ウェアの標準 化 に取 り組 み 、大規模 システム用 にADM

中小規模 システム用にPDMを 開発 。 とくにPDMは 中小

形 クラスのコンピュータに トータル ・システムへの道 を初 め

て聞いたもの として各方 面 から注目を集 めています。

絶 えず変化 し発 展 する多様 なコンピュータ ・ニーズに対'

応で きる柔 軟 なシステムづ くりにお応 えで きるよう、仮 想

空間 を持 つ超大 形機 か ら小形機 にいた るまで 、すべ て

のハ イタックには一貫 した思 想 が生 か されています。シス

テム化 に関 するどのような ことで も、 日立 にお まかせ にな

れ ば安心で す。

HITAC
日立 コン ピュー タ・シス テム

@
HITACHI

(株)日 立製 作 所

コンピュータ第一 事 業部

コンピュータ第 二事 業 部

コンピュータ営 業所

東京 都 品川 区 南大 井6-23-fi5(日 立 大

森 別館)〒140電 話(03)765-3111

ステぱづくりなら

になるのが一番で玄



計 算 受 託

財務 ・販 売 ・仕 入管理 ・生 産管理 ・給与 計

算・診 療報酬 計算 ・レセプ ト作成 ・その他

● プ ロ グ ラ ム 開 発

●COMに よ る撮 影 受 託

● 住 所 コ ー ドの 販 売

● カ ー ドパ ンチ,キ ー ツー デ ィス ク

● コ ン ピ ュ ー タ ー 要 員 の 教 育

● コン ピューター に 関 す るコンサ ル ティング

コンピューター に

関してなら!

篇

_偏 硫≧

晩4Ut

－ 口
φ 輪04e

兀 嵩

本 社 ・ 営業部 名古 屋市 中区錦3-21一
東海 銀行本 店内fto52(

東 京 営 業 部 千 代田区神 田小川町1一
東海 銀行神 田 ビル 内rto3

コムシ ステム室 名古 屋市 中区錦1-n－

名興 ビル 内tto52C231)7

大 阪 出 張 所 大 阪 市 東 区 平 野4一
東 海 ビル 内tto6(202)2
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メ リットは

無限です

クの

●オ ンラ イ ン ・サ ー ビ ス

●TSS・ サ ー ビス

●フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト ・

サ ー ビス

● コ ンサ ル テ ー シ ョ ン

●ソ フ トウ エ ア 開 発

●各 種 計 算 受 託

盛
株式会社一ド=ハ ヨ=当 三コ
本 社 富 山 市 桜 橋 通 り1-18(住 友 生命 ピル)TEL(0764)-32-5511

東京 本 社 東京 都 港 区 芝 西久 保 明 舟町12-1(和 孝 第10ビ ル)TEL(03)-501-3167

セ ンター 東京(芝 浦 ・赤 坂)・ 大 阪 ・名 古屋 ・仙 台 ・富 山 ・行政 事 務 ・高岡 ・新潟 ・札 幌 ・金 沢



創 造 と豊 か な 対 話 の た め に 岩通

一
▲

●

、

今

コ ン ピ ュー タ と眼 で対 話

岩 通 デ ー タ デ ィスプ レイDSP-302は コ ン

ピュー タ に記 憶 させ た ぽ う大 な量 の デ ー

タの 中か ら望 み の デー タ を瞬 間 的 に 抽 出

しブ ラ ウ ン管 上 に表 示 します 。

数 値 だ け で は把 握 で き な い よ うな 重要 な

デ ー タ もグ ラ フ表 示 させ る こ とに ょ り、

即 時 検 討 す る こ とが で き ます 。 また 、 ブ

ラ ウ ン管 の デー タ表 示 をみ なが ら文 字 訂

正 、消 去 な ど、 デー タの 編 集 が で き ます

か ら、 コ ン ピュー タ との 対 話 が で き ます 。

証 券 ・銀 行 ・保 険 ・サ ー ビス等 の 業務 ア

ッ∫プ 、 お よ び 、 お客 様 へ の 利 用 方 法 も考
タ

2Lrら れ ま す 。 こ の よ う に 、DSP-302は コ
ドさ
ン ピ ュ ー タ を最 大 限 に 、 効 率 良 く利 用 で

き ま す 。

デ ー タテンス プ レイDSP-302

画 像 を見 な が ら コ ピー

岩 通 ス コー プ ・プ リン タCP-5は 標 準 テ

レ ビ信 号 の画 像 を電 子写 真 方 式 で コ ピー

で き、CRTデ ィスプ レイ上 の電 子 計 算機

の出 力 情報 を 「PRINTJボ タ ンを押 す だ

け でハ ー ド ・コ ピー に し ます。

テ レビス キ ャ ン方 式 の どん なデ ィ スプ レ

イ に も結合 で き、特 に岩 通 製 キ ャ ラ ク タ

デ ィスプ レイDSP-302と は 簡単 に結 合 で

き ます。 必 要 な と きだけ コ ピー が とれ ま

す の で非常 に経 済 的 です。

高 解像 度 の レ ンズ 、ハ ー フ ミラ ー 、 モニ

タ ス ク リー ンか ら画像 を見 なが ら コ ピー。

異状 動 作状 態 の検 出機 能 な ど、機 能 か ら

保 守 まで きめ の細 か い配 慮 を して い ます。

CRT複 写 装 置

ス コー プ プ リンタCP-5

資 料 ・カ タ ロ グ の;'za求 は 産 業機器営 巣部103東 京都 中 央区 日本橋2-1-3(朝 日生命館)fi(03)2ア2-0461(大 代)

〔=逐屋 〕。1吉通 繍 露 認璽i鷲 璽;議i麓螺難 欝欝}鷲i



わ が 国 の 情 報 化 推 進 、あたって、立ち遅れ

て いるのが コンピュータの利用技術 一すなわちソフ トウェアで す。

情報処理振興事業協会(1.P.A.)は 、コンピュー タ利用の推 進を図るた

め、プログ ラムの開発お よび利 用の促 進 と情報処 理サー ビス企業の

助成を行 う機 関 として、昭和45年 に設立 され ました。

この 目的 を達 成するため、当協 会では

○民間では開発す ることが因雑な先進的 ・汎 用的プログラ

ムの委 託開発

C特 定の企 業だけが保 有す るより、広 く一般 に利用 され る

ことが望 まれるプログラムの買上げ

○プログラムの普 及(貸 付 け)

○プログラム開発資金 などの借 入れについての債務保証

○情報処理 に関 する調査 とその成果 の普 及

な どの事業を行って います。

当協 会は、ソフ トウェアの振興を図 るためのただひ とつの国家的機

関であ り、 また 、その事業の運営 にあ たっては、民間の創意 と工夫

を充分 とり入 れて進 むこ とを とくに心掛 けてお ります。

詳細につ いてお知 りにな りた い方は

プログ ラム開発およ び普 及につ いて

債捌 呆証について

関発振興部

信用保証部

まで ご連絡 くだ さい。

情報処理振興事業協会
INFORMATION-TECHNOLOGYPRoMoTIoNAGENcY

理 事 長 北 野 重 雄

東 京 都 港 区 浜 松 町2-4-1世 界 貿 易 セ ン タ ー ビル33階

〒105宕03-437-2301(代)



、コ ン ピュ
トピ ア クへ の(Key)

ビジネ ス フォームは単 なる印刷 物 ではあ り ま

せ ん。皆 様の 身近か な情 報 を記 憶 し、 また伝

達 する重 要 な媒体で す。

イ セ トは、 フォーム 印刷のス ペシ ャ リス トと

して創造 力 を駆 使 し、経営合理 化 のお手伝 い

をいた して お ります 。

適切 な フ ォームデザ イ ン、合 理的 な フォーム

システ ム、 高精 度の 印刷… …すべ ての条 件 を

そな えたイ セ トの ビジ ネスフォー ムは 、 コン

ピ ュー タの 能力 をフル に発揮 させ ます 。

膚SETor・USi・ ・弱 味 婿 ・・rs正M・1

伊勢藤紙工株式会社
本 社 大 阪市 東 区 北 久宝 寺 町2-20〒541⑰ 〔06}261-7031仙 台 営 業所 管(0222)25-2094

京 都 店 ⑰ 〔075)361-0291名 古 屋支 店 曾(052}221-1240君 津 営 業所 ⑰(04395)2-0844

東 京 支 店n{03)294-1651札 幌 支 店e(011)831-2016国 立 営 業所 曾(0425)75-0136

福 岡 支 店n{092}761-2861横 浜 支 店e(045)651-2140富 山 営 業所 管(0764}32-4265

神戸営業

岡山営業

広島営業

大分営業

fi官(078)321-6336

斤曾(0862)22-1894

肝管(0822)92-7055

庁舎(0975)58-9532

研修講座のご案内

醗 籍櫟
IITは 、通商産業 省お よび日本

自転車振興会の援助 の もとに設立 さ

れ た非営利の研修教育機関 でありま

す。情報処理技術者 の養成 には彪大

な費用 を要 しますが、その経費の大

部分 は通商産業政策の一環 として、

機械産業振興資金か らの補助金に よ

ってまかなわれ 、研修生側 の負担 を

大 はばに軽減 してお ります。

llTの 研 修 講 座
ロシステム ・エンジニア

[コ情報処理部門管理者のためのマネジメント

ロマネジメント ・リサーチ

ロ数値解析(コ ースAお よびB)

口線形計画法(OR-1)

ロネットワーク技法(OR-2)

ロシミュレーション(OR-3)

口基礎数学(コ ースAお よびB)

口電子計算機による多変数問題の数値解析

口応用計量経済学セミナー

口FORTREV研 究

ロミニコンにおけるシステム ・プログラム

ロ有限要素法の基礎

口特別講義

(定期的に海外から著名な専門家を招耳害)

顯情報処理研修センター
理事長 山 内 二 郎(東 大名誉教授)

㊦105東 京 都港 区 浜 松 町2-4-1

世 界 貿 易 セ ン ター ビ ル ・7F

宕(03)435-6513・6514

※講 座 案 内 ご 請求 お 問 い合 わせ ば上 記 へ 。

llTの 研 修 時 間

口 昼 間9:30～16:30

口 夜 間18:30～20:30(基 礎 数 学 の み)
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● リース料 ・14万6,000円 か ら ●買い とり価 格 ・約630万 円 か ら－
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例 え ば 、 営 業 マ ン が

電 話 で 注 文 を 受 け た

と しま しよ う。

ニ クス ドル フ ・コ ンピュータ なら、取引 デー

タ を もとに、 その場 で伝 票 を発行 した り、台

帳 類 を更新 した りがで き ます。 また、在庫 が

あ るか?無 いか?得 意先 あ与信限 度 は どうか

?… な ど、常 に営 業第一 線 です く'判るよ うに

す るこ とがで き ます。

これは、新 しい情 報処理 の概念 ・拡張DDPS

コンセプ トの採 用に よ り、 は じめて可能 に な

った もの です。 《デー タ は発生 した場 所 で処

理 して 、その場 で利用 す るのが一番》 … この

現場 く最優 先》 主義 を完 全 に実行 します。

最 初 は 局 所 的 に 、

順 を 追 って 全 社 的 に …

導 入 の 合 理 化 を 実 現 。

つ ま り、無駄 な機 能 を買 う必要 が ありません。

ニクス ドルフ ・コンピュー タな ら、企 業の変

化 や進歩 に応 じ、 システム の変 更 、追加 、交

換 な ど自由 自在 …。 その ために 〈経 済効率 の

高い導 入〉 がで きます。

これ は、几帳 面 な ドイツ流 の合理精 神 が もた

らしたモ ジュール ・コンセプ トの効 用 に よる

もの です。 あ なたの業務 、あ なたの会社 に ぴ

った りの 、極端 に言 えば、世 界 に1つ しか な

いシステ ムだ って、作 ろ うと思 えばつ くれ ま

す。待 ち望 まれて いた機 能です。

兼松

C

兼 松 ニ ク ス ドル フ ・コ ン ピ ュ ー タ 株 式 会 社

本 社 東京都 品川区西五反 田1丁 目31番地(日 生五反田 ビル)
tto3(490)1351イ ざ

大 阪 支店 大 阪 市 東 区 備 後町2-51(備 後町野村 ピノレ)`
呑06(201)1571{t

名古屋支店 名古屋市中村区泥江町1-1-3(第2豊 田 ビル西館)
tto52(582)0421イ→こ

仙台営業所 仙 台市一番町2-3-20(第3オ フィスビル)
奮0222(66)405ア

広島営業所 広 島 市 上 八 丁 堀4番27号(上 八丁堀ピル)
呑0822(21)98811t

福岡営業所 福岡市博 多区博多駅前2-2-1(福 岡センタービル)
呑092(451)2801イ→こ

静岡営業所 静 岡 市 南 町10-6(村 上駅南 ピル)
呑0542(81)1225

札幌営業所 札 幌 市 中 央 区 大 通 ワ 西5(大 五 ピル)
告Oll(241)0973

岡山営業所 岡山市田町1-1-9(オカセンピル)兼松江南㈱岡山支店内
合0862(32)5282

浜松営業所 浜 松 市 板 屋 町180-4(兼 松江南(株)内)tto534(54)33

資 料 の ご請 求 は本 社 広 報 課 ま で

現
場
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●POSタ ー ミ ナ ル 伝 票

4色 専用機による印刷,製 本,そ の他の加工を一貫 しta工 法 で行な いますので

美 しく,ジ ャム を絶対起 さない伝票 がロー コス トで生産され ます。

●OMRシ ー ト付DP袋

OMRシ ー ト,計 算書,DP袋 等が一貫 した工法でユニ ット化され ますので,

ラボ伝票処理面での経費の節減,回 収の早期化,材 料店へのサービス等 と,自 信

をもっておすすめできると確信 してお ります 。

● 連 続 手 形 用 紙

オフセ ット印刷 による美 しい正確 な手形用紙,確 実な印字 をモッ トーとす る

MICR等,フ ォーム印刷20年 のキ ャリア を生か した連続手形用紙です。

●ご一報 あるいはお電話頂 きま したら担当者がさっそ く説明に参上致 します。

■工 ■'」 瀬 紙工材矢倉社
本社 ・工場 大 阪 市 城 東 区 鴫 野 西2丁 目8番13号

TEL(06)961-2591

東 京 支 店 東 京 都 千 代 田 区 飯 田 橋4-9大 和 ビ ル
TEL(03)265-6777

名古屋支 店 名 古 屋 市 中 村 区 小 鳥 町59-12い と う ビ ル
TEL(052)581-4364～5

京 都営 業所 京 都市 中京区 小川 御池下 ル壷 屋町457西 村 ビル
TEL(075)223-1228

神戸営 業 所 神 戸 市 葺 合 区 琴 緒 町4-7甲 栄 ビ ル15号
TEL(078)241-2520

福 岡営業 所 福 岡 市 博 多 区 東 比 恵4丁 目2番26号
TEL(092)431-0141
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恒 和 情 報 技 研 株 式 会 社
本 社/東 京省β千代田区神 田松 永町5蝕 〕3(253)599t(代)

分 室/東 京都 千代田区神 田佐久間町2-18宕03(966)G807
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東 京都千 代 田区 丸の内1-8-2(第1鉄 鋼 ビル)firOS(213)0921『A
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株式会社協栄情報処 理センター

本 社/東 京都 中央 区八丁堀1-6-1

TELO3(553)0617・3059

設 立/昭 和48年10月1日

代 表取締 役/後 藤 實

関連会 社/協 栄 物産 ・協栄 リー ス(株)他
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生活ニーズの情報化を計る
JBAは 、 目に見 えない技術 をみが き12年 、.情報化 社会 の推進 に努

力 して参 りま した。 手 が けたシ ステ ム は、数 え きれ ないほ どに

な り、 すで にあな たの生 活の 内 に深 く入 り込 んで い ます 。

JBAの 喜 び は、 その技術 の実績 であ り、 これ か ら も陰 にな り、陽

にな りなが ら、 システ ムづ くりに遭 逢 します 。

● これ ま での 主 要 実 績

1社 会環境

2交 通運輸

3社 会福祉

4生 活産業

5基幹産業

産業廃 棄物 デー タ処 理 と分 杭 都 市

防災 計画計 算,排 気 ガス汚 染予 測 シ

ミュ レー シ ョン,地 域 開発 計画 の調

査 ・分 析 ・提案,国 際 関係 モデル に

よる環境変 化 予測手 法 開発。

将来 交通 量予 測 シ ミュ レー シ ョン,

高速 道路 騒音 防除 モ デル計 算。

教育 情報セ ンター ・気 象情報 セ ン ター

の オ ンラ イン ・シ ステム 設計,自 動

学 習 と自動医 療 シ ステム の開 発。

消 費者 ラ イフ システ ム ・新 製 品 開発

計 画 シス テム ・感1生情報 システ ムの

開 発,POSシ ステムの開発,無 人 店舗

にお け る レジ・商 品特 性 の調 査研 究。

サ ー ビス産 業 鉄鋼 ・食品 の流 通分

杭 情報 セ ンサ スに よ る情 報原単 位

の設定,電 話広 域 料金制 の影 響 に関

す る調 査 ・分 析 ・シ ミュレー ショ・ン。 ・

'競 潟

・

令

嚢

●P

日浦ピ 術《π一トメラ ヨフ描 絵 従
本 社 東 京 都 渋 谷 区 千 駄 谷3-50-ll

〒151TELO3(404)2221(代)

』■日

関 西 支 店

コし'海道営業戸斤

名古屋営業所

広 島 営 業 所

福 岡 営 業 所

TEL(06)252-3745

TEL(011)231-4078
TEL(052)231-2450

TEL(0822>48-1500

TEL(092)43-0284

青 梅 ・富山 ・豊 橋 ・仙 台・新 潟 ・高松 ・松 山 ・鹿児 島
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時代 の要求 に応 える理想 の レンタル システム…

JECCは コンピュータを通 じて、社 会の発展 に

大 きく貢献 しています。

国産 電子計 算機 をレンタルする

○]K・ オー・ユー・ケー・Tロ5日Rt=・ ・・…7ク・NEAC・ ・7・7・・

沖電 気工業株式会社 東京芝浦電気株式会社 日本 電 気 株 式 会 社

HI'rAC・ ・・… ク・FACOM…z・>MELCOM・ ■・=1.・

株 式会社 日立製作所 富 士 通 株 式 会 社 三 菱 電 機 株 式 会 社

日本 電子 計 算 機株 式 会社

本社:東 京都 千代田区丸の内3-4-1〒100TELO3(216)3681(代 表)営 業所:大 阪 ・名古屋 ●お問い合わせば広報業務室へ



/



IVEC日 本電気株式会社 認 鯨 芝瀬 気株式会社 NTIS日 電東芝情報システム株式会社

大形出現で、ACOSが いよいよラインナップ エンドユrfザ

ユーティリティ…確かな効用をめざし、小形から超大形まで、新 しい

システムの開発をめざしてきた〈ACOSシ リーズ77>。すで'C二、システム

200/300/400と 、小 ・中形機を発表。その第2弾 として、いよいよ

大形システムが出現 。 これでACOSは 、あらゆるユーザのどんな

ご要望 に も、最 適 システムでお応 えで きるようにな りました。

資源管理から情報管理へ…インフォメ→ 勺ン・シ[アリング・システム

これまで、資源管理すなわち主メモリやファイル装置など、ハードウエ

ア資源の有効利用を中心に考 えられていたシステム。ACOSは これを

さらに一歩進 めて、情報 管理すなわちプログラムやデータといった

情報そのものの有効利用にメスを入れました。これがインフォメーション・

シェアリング・システム。これからのシステムの中核 をめざす大形機です、

情報を共有できる大形 コンピュータ



1200BPS回 線料で9600BPSの

超高速データ通信が出来ます

小 さなモデ ムで

大 き な 力 を.・ク

通信 方式の 常識を
破 るモデ ム 登場!

回線設計 を簡 素化 することが できる

且つ 回線料 金 はD-1規 格のため、シ

ステ ム ・コス トは大幅 に ダウ ン し、

9600BPSの 超 高速通 信 が できます6

どん な端末器 に も使 用 で き ます。

『燈 日本MDS本 末式会社
本 社 東 京 都 新 宿 区 四 谷1-2TELO3(355)1111支 店 大 阪 名 古 屋 福 岡



使用効果を
最大にする鍵
ソフ トウェアの専門会社－NCD

の使命は企業 に最 も効率的で信頼

性の高いソフ トウェアを提供 す る

ことです。NCDは 一連の各種 シ

ステムの標準化 を進めた結果 とし

て、信 頼性の高いシステム をご要

望の期間内にお届 けできる体制 を

実現 しています。

κ協η
日本コンピュータ・タ冒ナミクス欝
〒107東 京都港区南青山5丁 目1番10号TEL(407)4531(代 表)

N-EDP-SI"o"-」,'7
N-EDP-Sパ ッ ク 処 理 図

売皆 モ

経 営 事 務 の 改善 と合 理 化 等 を 図 る為 に、 日本 エ
レ ッ ク ス計 算 セ ンタ ー が開 発 した事 務 処 理 シ ス テ

ム の パ ッ ケ ー ジ

で す 。

そ れ が 『N-EDP-Sパ ッ ク 』

お宮様の端末楕

月報、旬報等の
完成資料

売上・仕入伝票
各種日計表

売.ヒ元 帳

胡 求 書 ・そ・の 他

デー タ ー テー プ

売掛金管理表
買掛金管理表

商品別受払台帳
b「ルスマ甥lj売1二表

情求明畑一覧表

子口、実績対比表
商品売ヒ前年度対比表

販売予測表
その他岐計表

得意 先 別↓モ掛 マ ス タ ー

商 品 マ ス ター 等

各 マ ス ター

FACOM

230・25

計 算セ ン ター

デ ー ター

ファ イル

お客棟別データー保管

お 客 様 には端 末 機 を ご使 用 い た だ き〈伝 票 発 行 〉

や く各 種 日計 表〉な どの 日常業 務 を行 な っ て い ただ

き、 〈旬 報 ・月報 処 理 〉は計 算 セ ン タ ー で 行 な い、

作 成 した 資料 をお 客様 に お渡 しい た します 。

●N-EDP-Sパ ッ ク の 利 点

1,お 客 様 は端 末 機 を導 入 して い た だ くだ け で 中型 コ ン ピュ ー タ
ー が 処 理 す る資 料 を活 用 で き ます

。(自 社 の コ ン ピュ ー タ ー室
と し て ご利 用 い た だ け ます)

2そ の た め に設 備 費 やシ ステ ム 開 発 費 な どの 諸 経 責 が大 幅 に 節

約 で き ま す。

3人 員 は端 末 機 の オペ レ ー ター の 方 だ け で す み ま す 。

4事 務 分 析 や得 意 先 コー ド、 商 品 コー ドの 各 コ ー ドの設 計 は極

め て 簡 単 に で き ます 。

5端 末 機 を.レベ ル ア ッ プ され 、 小 型 ロ ン ピ ュ 一 夕 ー の導 入 等 の

移 行 時 に は この パ ッ ク を利 用 す る こ と が で き、 ス ム ー ズ に行
な う こ と が で きます 。

■ 詳 し くは 下 記 へ

㈱ 日本 エ レ ッ ク ス 計 算 セ ン タ ー
〒550大 阪 市 西 区 靭 本 町3丁 目110番 地(松 菱 ビ ル)岱(06)532-232i㈹

見学 は随時
ご来社

下 さい〃





㌻

1

』

選ぶことは生きること
鉛 筆、ボ ールペ ン、サ イ ンベ ン、筆 …・字 を書 く 、

線を弓1<、 図 を作る 、太 く、細 く。筆 のは こび も

筆 記具 によ り、 さまざ まな表現 にな り ます 。

思 い どおり に書 くには、 どの筆 記具 を選ん で書 く

か、 いかに 持味 を生 か した使 い方 をする かに掛 か

って いると云 え ま しよ う。 も し使 い方 を誤 れば、

その筆 記具 の持味 は発 揮され す、 生きた表 現 が出

来 ません 。

コ ンビュー クの もて る力 を、フル に発 揮する ため

に も 、 その 目的 にあ つた最 適の コン ピュー ク サ

プラ イ、周 辺機器 を 選ぶ ことが 円滑な システ ム運

営 の条件 とい えま しょう。 ゆた かな経 験の 日本 ユ

ニ パックサ フラ イは コン ピュー クの持 味を生 か す

コ ンビュ ータサ フ ライ周 辺機器 の販 売に取 組ん で

い ます。

取 扱 品[ヨ

● パン チカー ド ●連続用 紙 ●磁気 テープ

● デ ィ ス ク パ ッ ク ●プ リ ン タ ー リ ボ)

● 自 動 定 電 圧 調 整 器 ●キ ャ ビネ ッ ト

■VP・VIPカ ー ド 穿 孔 機

● サ イ コ ー キ ー カ セ ッ ト シ ス テ ム

● ユ ニ パ ッ ク 漢 字 情 報 処 理 シ ス テ ム

繊
日]眠 ユ=A"・vO・ サ7bラ イ 株 式会 社
営 業 本 部 東京 都 渋谷 区道 玄 坂2-16-8VIPビ ルa(03)463-7781

本 社 ・工 場 東京 都 世田 谷 区桜 新 町2-19-5t(03)426-3331

大 阪 支 店 大阪府吹田市江坂1-23-101大同 生命本社 ピル 魯(06)385-6722

営 業 所 名古 屋 札 幌.仙 台.岡 山,広 島,福 岡



嚢羅灘
㊥ 鷲蒸蘇無茶

・ ● ● ● …

POSの 夜明けはCODEの 統一より
そ して こ れ だ け の

CODABARグ ル ー プ が

で き ま した 。

CODABARは 現在、世界最大

のPOSメ ーカーであるシンガー

社及びNCR社 にも採用されてい

ます。
そして最も信頼性のあるBAR-
CODEで す。

.輪1■ll

嘉 楡鈴 　

OKABE
MARKINGSYSTEMCO.,LTD.
本 社 東 京 都 新 宿 区 新 宿1-4-10TEL.356-7661

支 社 ・大 阪 営 業 所 ・札 幌 ・仙 台 ・名 古 屋 ・福 岡 ・広 島 ・鹿 児 島

グ



100の 業務があれば

100の 適 用が生 まれるシステム

OK■TAG・43000電 子計算機 システム

●自動倉庫システム

●自動布線システム

●工作機械制御システム

●公害監視システム

●自動写植システム

●ガスクロマ トグラフィシステム

●自動車排気ガス分析システム

●質量分析システム

●金属自動分析システム

●風洞実験システム

●水槽実験システム

●パ ラポラアンテナ制御シ ステム

●病院業務管理 システム

●ポー リング場予約会計シ ステム

●定期券発行システム

●ホテルフロン ト会計システム

●ホ テ ル業務 自動 化 シ ス テム

● トー タル レジ ャー シ ス テム

● オ ンラ イ ン ビ リン グシ ステ ム

●在 庫管 理 シ ス テム

●工程 管 理 シ ス テム

●料 金調 定 シ ス テ ム

●販 売管 理 シ ス テム

●見 積積 算 シ ス テム

●健康 管 理シ ステ ム

●デ ー タ集配 信 シ ステ ム

●テ レコ ミュ ニ ケー シ ョンシ ス テム

● イ ンテ リジ ェ ン トター ミナル

● リモ ー トバ ッチ ター ミナ ル

■為替 電 文 処理 シ ス テ ム

●天 体 望 遠鏡 制 御 シ ステ ム

●ビル 制御 シ ス テ ム

●船舶 自動航行 システム

●アナ ログデータ収集システム

●引張試験機 システム

●大気汚染監視システム

●水位監視システム

●潮位潮流検 出システム

・●XYプ ロッタ制御システム

●自動製図機制御システム

●地震波解析 システム

●CA|シ ステム

●成績管理システム

●科 学技術計算システム

●土木測量計算システム

■構造計算システム

●積荷計算システム

●etc

OKITAC・4300C電 子 計 算 機 システムの特 長

あ らゆる業務 に適用する柔軟 なシステ

ムの ことは、アプ リケーション例 でお

わかりいただけると思 います 。さらに

特筆すべ きは、豊 かな拡張性 、はやい

本体(4KW実 装} 160万円

乗除亙機偶(標準実装}

■妃憶容也4KW～65KW(IK=1024W〕

(45KWま で本体内蔵可能)

0.5μS

|.4μS

処理速 度、ディスク装 置をは じめとする

高性能の周辺端末装置 を備えています。

さらにシステム 自体 の高信頼性 や、

価格/性 能比 にも定評 があ ります。

あ らゆる業務で期待以上の活躍 をする

システム、OKITAC・4300C電 子 計算

機システム は、い ま時代 と企業 の要

求 に応 えています。

.サ イクルタイム

●:寅算速度加,戚算

5dLKVt秒

.1團'i…

≧1

●転麸速度

●命令数

■割込レベル

44檀

4

●IPL(イ ニivル ・プnク ラ ム ・ロ ー タ)・・… あ り

●お問 合せは一 電子計 算機部電子計 算破第一課 丁(03)454・2111(代)・ 直通451-5833ま で

豊かな情報化社 会をひらく

⇔ 沖電気工業株式会社



タイムスライシング方式を採用 した

超 小 型 コンピューータ
HAYAC-5000SYSTEM

ミニ プロセサーHAYAC-5(XX)SYSTEMは 、

シヤ]フ が、長年の経験 と豊富な実績 をもとに、

新 しい思 想と技術を結集 して完成 した、事 務

処理用超小 型コンピュータです。

HAYAC-5000SYSTEMで は、今後ます ま

す発展 し多様化 する 「現場に於ける事務処理

システム」及び「遠 隔地相 互間のチータコミ ュ

ニケーシ ョン システム 」のあらゆるパター ン

に弾力的に対処で きるよ うソフ トウエア、ハ

ードウエアの両面 に於 て
、完壁な装備を施 し

ております。

特に、超小型機とは思えない充実したオペ

レーション システム、プアームウェア コン

トロールによる マルチ ジョフ制御(タ イム

スライシング方式による)や 仮想記憶方式の

採用、更に11種類に及ぶ周辺端末機器群書、

数々の特長をもっております。

使いやすく、細心の配慮をされた設計は、

あらゆる企業規模にマッチし、経営管理の効

率的な"TOOL"と して偉力を発揮いたします。

彩 緩瀬彩

新発売HAYAC-5000

4

Ve■ 覗iヲ 又 テ 轟 ラeロ タ1ク ト 株i式 会 社

本 社 〒162東 京 都 新 宿 区市 谷 八 幡町8番 地=シ ャー プ 東京 ビル 内TEL(03)260-1161

大 阪 支 店TEL(06)621-1221

名古屋営業所TEL(052)451-9022～3

広 島 営 業所TEL(08287)4-2281

SHARP高 松 営 業所TEL(0878)34-3234福 岡 営 業所TEL(092)441 -5959

札幌、仙台、長岡、金沢、松本、岡山
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辱 新日本空調株式会社
本社 東京都中央区 日本橋 本石町4-2(三 井第2別 館)(03)279-5671

大阪 〔06)344-6031・ 名 古屋(052)23i-5181・ 九州(092)28-3i63～4中 国(082i)63-7322～9

札幌 〔O|t}221-3031仙 台(0222)21-755い 北陸(0762)65-7598横A(045)651-4135～6

岡山 〔0862)32-4469・ 高 松 〔e878)21-1090沖 縄(0988)68-0013・

*お 問 合 せ 次 第 、 専 門 技 術 者 が お う か が い し ま す 。







コンピューターのゼネラリストη
コンピューター周辺用 品 を手がけて12年 有 余になります6

鰯 社会の発展とともに〈新進〉の名のごとく月
、:B川 巳

新 しい用品 を確 実に開発 してまいりました。

コンピュータールーム の

用 品 ・設備 ・機器 等 はもちろんのこと

`

そのルームで働 くエンジニアの環 境にまで

提案できるシステムを目指 しており離 日

コ ン ピュー タ 用 品 の ゼ ネ ラ リス トで あ り

コン ピュー タ ー ル ームの ア シス タン トを

自負 しております。

欝新進商会
SHINSHINCO.,LTD.

東京都 港 区三 田2-17-25TEL453-1971

ヨ

●
●

1〕

`'

己'

ヨ'

lR'1:B'川C'e:0'

〈開 発 製 品 〉

●インクリボン ●カセットテープキャビネット●EDPフ ァイル

●テンプレート●ビジネスフォーム ●磁 気 テープラベ ル

●EDPキ ャビネ ット ●システムキャビネット－
TKCは 職業会計人専門の

計算センターです
TKC.は 税理 士 、 公 認 会計 士 な ど我 国の職 業 会 計 人 の た

め の 計算 セ ン ター です 。 です か ら 、民間企 業 か らの直 接

計 算 受託 は い たしませ ん 。昭 和49年7月1日 現 在 で 、TKC

を利 用 す る会 計 人 は2,000名 を越 え、会 計 人を経 由 しての

受 託 企業 数 は120,000社 を超 過 しま した。 これ らの企 業 の

財 務 計算 は 、東 京 、大 阪 、名 古 屋 、横 浜 、 岡 山 、福 岡 、

川 口 、 宇 都 宮 、 仙 台 、 札 幌 のTKC計 算 セ ン ター で 、全

く同 一の プ ロ グラ ム とオペ レー シ ョンに よ っ て迅 速 に処

理 され て い ます 。

TKC統 括 本 部

東 京 都 千 代 田区 神 田神 保 町3-2-6丸 元 ビル8F

Tel.(03)262-6371

TKC北 海道計算センター

TKC東 北計 算センター

(TKC新 潟 計算センター)

TKC栃 木県計算センター

TKC埼 玉計算センター

TKC東 京綜合計算センター

TKC横 浜計算センター

TKC群 馬 計算センター)

(TKC静 岡計算センター)

TKC名 古屋 計算センター

TKC大 阪計 算センター

TKC岡 山計 算センター

(TKC高 松計算 センター)

TKC九 州計算 センター

(TKC南 九州計 算センター)一
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進路 フォームウエアにあり。
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フォームウェア⇔ フォームの活 用技術
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フォームウエアが決 め手です

コンピュータを 中心 とする情報化社会で は、もっとも重要 な媒体

としてのビジネスフォームに、その活用方法の改善が望 まれています。

トッパ ン ・ムーアの提 唱す るフォームウェアは、 このよ うな要 請

を解 決す るフォームの総 合的な 活用技術 の展 開です。

フォームの設計 、構成、運用、処理などを統制管理 してフォーム本

来の機能をコ ン ピュータ利用を通 して、よリ効果的に発揮 させて い

こうとす るものです。

情報の機械化処理の現代 、理想的なフォーム ウェアの確立 こそ企

業成長の決め手です。

トッハ ・ム ー ア

本 社:東 京 都 千 代 田 区神 田駿 河 台1-6主 婦 の 友 ビルTEL.(03)295-2411

FDC(未 来 開 発 セ ンター):東 京 都新 宿 区 西新 宿2-6-1新 宿 住 友 ピル45階TEL .(03)344-16n



私たちは時間を大切にします
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付 加 価 値 は 時 間 が 決 手
"今 日の情 報 は今 日の うち に収 集

.常 に フ レ シ ュ で あ る

べ きで す 。 情 報 ほ ど時 間 と空 間 に よ り価 値 が左 右 され る

もの は あ り ませ ん。 正 確 迅 速 で あ る か ら こそ 、一 枚 の紙

に も膨 大 な付 加 価 値 が 存 在 し ます 。

中許 は 、 コ ン ピ ュ ー タ を的 確 に 駆使 し、効 率 よ く情 報

を処 理 し ます 。 ター ゲ ッ トを守 り一 歩 先 ん ず る事 が セ ン

タ ー の使 命 と考 え て お ります 。

CtfJ難 中 央 計 算 セ;./ST－ 蒜木ぷ 聯 罐 渠鞭 主 星,1。㍊ 蒜ll溜1;lll欄



東 レが世 界 で初 めて

高分子ホログラムメモリーの

実用化 に成功 しました。
バランスのとれた使いやすい経済的な漢字情幸拠 理システムです。

一

多様化し拡大する情報化社会の中で、漢字処理は

ち日本人にとって、ますます重要な意味をもってきました。

東L
遍 〕東レ株式会社

東 レが独 自に研究 を続 け開発 した"TORAY8500"SYSTEM。

文字パ ターンに新 しい原理 の高 分子ホログラムメモリーを採 用 しました。

収 容文 字数 は標準タイプ7,000字 、32×32ド ットの鮮 明 なプリント文字、

1,000字/秒 のプリント速 度など入 力から出 力まで

バ ランスのとれた機能 を備えています 。

官公庁 をは じめ、コンピューターを業務処理 に活用 している

広範 囲の企 業、団体 、教育機 関 など情報処 理分 野で

幅 広 く活 躍する経 済 的 な漢 字情報 処理システムです。

お問合せは下記へ

新事業推進 部データシステム販 売課

東京都中央区 日本橋室町2-2(〒103)

電話:東 京03(270)Ol11(大 代表)

"TORAY8500"シ ステムは昭和47年度の「通産省電子計算機等開発促進費補助金
」を受けて東レが開発したものです。

漢 字情 報 処 理システム★TORAY8500SYSTEM
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■オンライン端末機の接続先
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●

● 自社 のCPUに 接 続 す る も の

● 他 社 のCPUに 接 続 す る もの

奄 々 公 社 のCPUに 接 続 す る もの

● 自社 と他 社 のCPUに 接 続 す る もの

● 自社 と 電 々公 社 のCPUに 接 続 す る も の

● 他 社 と 電 々公 社 のCUPに 接 続 す る も の

● 自社 と他 社 と寛 々 公 社 のCPUに 接 続 す る もの




